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はじめに 
本報告書は，特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，最終処分法という。）施行規則1

第 6条に示された構成に従い，北海道寿都郡寿都町の文献調査対象地区に関する文献調査結果を取

りまとめたものである2。文献調査の項目ごとの詳細な調査・評価結果などについては，「別に添付

する説明書などの一覧」に示す説明書などにまとめている。 

本報告書は「文献調査段階の評価の考え方」および以下に示す処分地選定に向けた調査全体の考

え方を踏まえて作成した。 

処分地選定に向けた調査では段階的に調査対象範囲を絞りながら，先に広域的な現象である活断

層や火山などを避け，その後岩盤や地下水などの地下の状況が適している場所を選ぶこととされて

いる。文献調査では情報が既存の文献・データに限られることから，「文献調査段階の評価の考え

方」に従い，不適切であることが「明らか」または「可能性が高い」場所を次の概要調査対象範囲

から除外し，十分な評価ができなかった点は概要調査段階以降で把握し必要な評価を行う。このう

ち特に広域的な現象である活断層や火山などの影響については，基本的に概要調査段階で把握し，

概要調査の次の精密調査対象範囲から除外する。岩盤や地下水などの地下の状況については概要調

査，精密調査を経て適している場所を選ぶこととなる。 

本報告書が示す「概要調査地区の候補」は，最終処分法が定める概要調査地区の選定に係る地層

などの要件および「文献調査段階の評価の考え方」を充足すると考えられる区域である。概要調査

地区の所在地の決定に当たっては，原子力発電環境整備機構が，本報告書の内容のみならず，最終

処分法施行規則の規定に基づき述べられた本報告書の内容についての意見に配意するとともに，経

済産業大臣が北海道知事および寿都町長の意見を聴き，これを十分に尊重することとされている。

経済産業大臣は，北海道知事または寿都町長から概要調査地区の選定につき反対の意見が示された

状況においては，北海道知事または寿都町長の意見に反して，概要調査地区の選定は行わないこと

としている。 

寿都町が所在する北海道では，「北海道における特定放射性廃棄物に関する条例」（平成 12 年 10

月 24日条例第 120号）3において，「現時点では、その処分方法の信頼性向上に積極的に取り組んで

いるが、処分方法が十分確立されておらず、その試験研究の一層の推進が求められており、その処

分方法の試験研究を進める必要がある。私たちは、健康で文化的な生活を営むため、現在と将来の

 
1平成12年通商産業省令第151号 

2 資源エネルギー庁に置かれた総合資源エネルギー調査会の特定放射性廃棄物小委員会および地層処分技術ワーキンググル

ープの評価を受け，取りまとめたもの。 
3 同条例は，幌延町が「深地層の研究の推進に関する条例」（平成12年5月11日条例第25号）を制定し，「核燃料サイクル

開発機構から立地の申し入れを受けた深地層の研究施設について、原子力政策の推進と地域の振興に資することから、こ

れを受け入れるものとする」「深地層の研究を円滑に推進するために、研究の期間中及び終了後において、町内に放射性

廃棄物の持ち込みは認めないものとする」との基本方針を示す中，北海道議会の平成12年第3回定例会（2000年10月16
日）において，堀達也北海道知事が，深地層研究計画（2024年10月現在継続中。）について受け入れることが適当である

とした一方で，受入に当たり，幌延町が最終処分施設建設地になるのではないかとの不安や懸念が北海道民の間にあった

中で，北海道内に特定放射性廃棄物を受け入れる意思がないことを北海道内外に明らかにし，放射性廃棄物を持ち込ませ

ないための担保措置として制定を発議し, 制定に至ったもの。 
また，第1回地層処分技術ワーキンググループ（令和6年2月13日開催）にて報告書案を公表した際，鈴木直道北海道

知事が「文献調査報告書案の公表に伴う知事コメント」を以下のとおり公表している。「私としては、この条例制定の趣

旨を踏まえ、仮に概要調査に移行しようとする場合には現時点で反対の意見を述べる考えであり、その表明にあたって

は、ＮＵＭＯの報告書が取りまとめられ、必要な国の手続きが経られた後に、道議会でのご議論はもとより、さまざまな

機会を通じて把握した市町村や道民の皆様のご意見も踏まえ、適切に対応したいと考えております」（北海道庁ホームペ

ージより抜粋）。 
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世代が共有する限りある環境を、将来に引き継ぐ責務を有しており、こうした状況の下では、特定

放射性廃棄物の持込みは慎重に対処すべきであり、受け入れ難い」旨の宣言がなされている。 

寿都町における文献調査に当たっては，同町の協力を得て，地層処分事業への賛否に関わらず，

地域の方々同士が自由で率直な議論を深めることを目的に，2021年 4月に「対話の場」が設置され

た。「対話の場」は，2024 年 10 月までに 17 回開催されており，地層処分事業やその安全性への懸

念・理解や将来の町の在り姿などについて，地域の方々の間で多様な対話が重ねられており，地域

からもさまざまな意見が寄せられている4。原子力発電環境整備機構は，「対話の場」において文献

調査の実施状況などを説明するとともに，地域の方々の議論の様子などをホームページに掲載する

などして，広く地域の方々にお届けしている。 

原子力発電環境整備機構は，今後，2023年 12月 28日に北海道より受領した「国民に向けた文献

調査報告書の説明に関する要請」の趣旨を踏まえながら，最終処分法施行規則の規定に基づき，本

報告書の記載事項を周知するための説明会を開催する。地域および全国の方々に，本報告書の内容

について丁寧に説明を行っていく。説明会の開催と並行して，最終処分法施行規則の規定に基づき，

本報告書の内容についての意見の提出を受け付け，国民のみなさまの声を広く聴くとともに，当該

意見の概要などを北海道知事および寿都町長に共有していく。原子力発電環境整備機構は，概要調

査地区の選定プロセスに当たって，当該意見に配意していく。 

  

 
4 別に添付する「対話の場の状況を町のみなさまにお知らせした資料一式」のとおり。 
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1 機構の名称および住所 
名称：原子力発電環境整備機構 

住所：東京都港区芝 4丁目 1番 23号 

 

2 文献調査対象地区の所在地 
北海道寿都郡寿都町 
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4 文献調査の項目，手法および結果 
4.1 項目および手法 

4.1.1 調査のよりどころ 

最終処分法に基づくとともに，文献調査開始に当たって原子力発電環境整備機構が 2020 年 11 月

に公表した北海道寿都郡寿都町文献調査計画書（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を

進めた。その間，原子力規制委員会が 2022 年に「特定放射性廃棄物の最終処分における概要調査

地区等の選定時に安全確保上少なくとも考慮されるべき事項」（以下，「考慮事項」という。）を公

表し，最終処分法，「考慮事項」などを参照して経済産業省資源エネルギー庁は 2023 年に「文献調

査段階の評価の考え方」を策定した。これらに基づいて概要調査地区の候補を検討した。 

調査のよりどころ 

・ 特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（最終処分法）および同法施行規則 
・ 北海道寿都郡寿都町文献調査計画書（原子力発電環境整備機構，2020）（文献調査計画書） 
・ 特定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全確保上少なくとも考

慮されるべき事項（原子力規制委員会，2022）（「考慮事項」） 
・ 「文献調査段階の評価の考え方」（経済産業省資源エネルギー庁，2023） 

それぞれの概要は以下のとおり。 

 

（1）最終処分法および同法施行規則 

最終処分法第 6条（概要調査地区の選定）の第 1項において，次に掲げる事項について，文献そ

の他の資料による調査が要求されている。 

最終処分法第6条第 1項抜粋 

一 概要調査地区として選定しようとする地区及びその周辺の地域において過去に発生した

地震等の自然現象に関する事項 
二 前号の地区及び地域内に活断層があるときは、その概要に関する事項 
三 その他経済産業省令で定める事項 

第 1号に示された「地震等の自然現象」については，第 2条（定義）の第 10項において，「地震，

噴火，隆起，侵食その他の自然現象」とされている。 

第 3号のその他経済産業省令で定める事項については，最終処分法施行規則第 5条（文献調査の

調査事項）に以下のように示されている。 

最終処分法施行規則第5条抜粋 

一 概要調査地区として選定しようとする地区に第四紀の未固結堆積物があるときは、その

存在状況の概要に関する事項 
二 概要調査地区として選定しようとする地区に鉱物資源があるときは、その存在状況の概

要に関する事項 

最終処分法第 6条（概要調査地区の選定）の第 2項には，以下の要件が示され，これらのいずれ

にも適合していると認めるものの中から概要調査地区を選定しなければならない，とされている。 
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最終処分法第6条第 2項抜粋 

一 当該文献調査対象地区において、地震等の自然現象による地層の著しい変動の記録がな

いこと。 
二 当該文献調査対象地区において、将来にわたって、地震等の自然現象による地層の著し

い変動が生ずるおそれが少ないと見込まれること。 
三 その他経済産業省令で定める事項 

第 3号のその他経済産業省令で定める事項については，施行規則第 6条（概要調査地区の選定）

の第 2項に以下のように示されている。 

最終処分法施行規則第6条第 2項抜粋 

一 当該概要調査地区として選定しようとする地区内の最終処分を行おうとする地層が、第

四紀の未固結堆積物であるとの記録がないこと。 
二 当該概要調査地区として選定しようとする地区内の最終処分を行おうとする地層におい

て、その掘採が経済的に価値が高い鉱物資源の存在に関する記録がないこと。 

 

（2）文献調査計画書 

文献調査対象地区，文献調査の進め方，文献・データの収集，文献・データに基づく評価などに

ついて説明している。 

また，断層や火山といった評価対象ごとに，評価に用いる情報の例，評価に用いる主要な文献・

データの例などを示している。 

 

（3）「考慮事項」 

最終処分施設建設地の選定時に，最終処分施設の設計による対応が困難であり，最終処分施設の

設置を避けることにより対応する必要がある事項を対象に「考慮事項」として決定されている。

「考慮事項」は，文献調査段階だけでなく処分地選定のそれぞれの段階において，それぞれの時点

で得られている情報に基づき，適切に考慮されるべきであるとされている。具体的には以下の 4項

目が設定されている。 
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「考慮事項」の4項目 

１. 断層等 

次に掲げる断層等を避けること。 

① 後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない断層等のうち震源として

考慮する活断層 
② 上記①の活断層の活動に伴い損傷を受けた領域 
③ 後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない断層等のうち地震活動に

伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面 
④ 上記①及び③の断層等以外のものであって規模が大きい断層 

ここで，後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない断層等の認定に当た

って、後期更新世（約 12～13 万年前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動

性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40 万年前以降）まで遡って地形、地

質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価すること。なお、活動性の評

価に当たって、設置面 Aでの確認が困難な場合には、当該断層の延長部で確認される断層等の性

状等により、安全側に判断すること。 

２. 火山現象 

次に掲げる場所を避けること。 

① マグマの貫入による人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258 万年前ま

で）における火山活動に係る火道、岩脈等の履歴が存在する場所 
② 第四紀に活動した火山の活動中心からおおむね 15キロメートル以内の場所 
③ 第四紀に活動した火山が存在しない場所であっても、新たな火山が生じる可能性のある

場所。 

ここで、プレートの特性や運動と深い関係があるマグマの発生の傾向は今後 10 万年程度の間

に大きく変化することは想定し難いことを考慮した上で、新たな火山が生じる可能性について

検討すること。 

３. 侵食 

中深度処分 Bより更に深い深度を確保すること。この際、隆起・沈降及び気候変動による大陸

氷床量の増減に起因する海水準変動を考慮した侵食による深度の減少を考慮すること。 

４. 鉱物資源等の掘採 

資源利用のための掘削が行われる可能性がある十分な量及び品位の鉱物資源 Cの鉱床の存在を

示す記録が存在しないこと並びに地温勾配が著しく大きくないこと。 
 

A 本考慮事項において，「設置面」とは人工バリアを設置しようとする場所を指す。 
B 地表から深さ 70メートル以上の地下に設置された廃棄物埋設地において放射性廃棄物（廃炉等に伴い発生する比較的

放射能レベルの高いもの）を埋設の方法により最終的に処分すること。核燃料物質又は核燃料物質によって汚染され

た物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則（昭和 63年総理府令第 1号）第 1条の 2第 1項第 3号に規定されている

ものをいう。 
C 鉱業法（昭和25年法律第289号）第3 条第1項に規定されているものをいう。 
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（4）「文献調査段階の評価の考え方」 

最終処分法および同法施行規則，「考慮事項」ならびに地層処分に関する地域の科学的な特性の

提示に係る要件・基準の検討結果（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委

員会 地層処分技術WG，2017）のうち科学的特性マップ策定時の現象，特性に関する基本的な考え

方を参照して，最終処分法に定められた要件が断層や火山といった項目ごとに基準化されるととも

に，その基準への該当性の確認の仕方について定められている。最終処分法に定められた要件では

ないものの「考慮事項」において示されている地熱資源も同様である。 

最終処分法に定められた要件は，いずれも，「記録がない」または「おそれが少ない」こととさ

れている。しかしながら，技術的には「地層の著しい変動」などの「記録がない」または「おそれ

が少ない」ことを確認することは難しい。その一方で，「地層の著しい変動」などの「記録がある」

または「おそれが多い」ことが明らかなことまたは可能性が高いことを特定する方が，評価の確実

性が高いと考えられる。このことから，過去の検討例（総合資源エネルギー調査会，2002；原子力

安全委員会，2002）をもとに，地層の著しい変動などの「避けること」の「記録がある」または

「おそれが多い」ことが，「明らか」または「可能性が高い」と考えられることを避けることによ

り，「記録がない」または「おそれが少ない」ものを選択することとされている。 

最終処分法に定められた要件を断層や火山といった項目ごとに基準化することに加えて，技術的

観点からの検討および経済社会的観点からの検討の考え方が整理されている。 

技術的観点からの検討については，最終処分法に定められた要件への適合性以外の技術的な観点

から，最終処分を行おうとする地層として適切ではない場所の回避やより好ましい場所の選択につ

いて検討する，とされている。 

経済社会的観点からの検討については，土地利用が「原則許可されない地域」の有無を確認する，

などの考え方が示されている。 

「文献調査段階の評価の考え方」に示された基準は，最終処分法に定められたそれぞれの要件

（最終処分法第 6条第 2項の第 1，2号および同法施行規則第 6条の第 1，2号）に対応するととも

に，「考慮事項」のそれぞれの事項（断層等，火山現象，侵食，鉱物資源等の掘採）にも対応して

いる（表 4.1-1）。 

表 4.1-1 「文献調査段階の評価の考え方」に示された基準の最終処分法および同法施行

規則ならびに「考慮事項」との関係 

避ける場所の基準の項目ごとの（ア），（イ）などは4.2.2（1）～（5）および4.2.3（1）に示している。 

避ける場所の基準 最終処分法および同法施行規則との関係 「考慮事項」との関係 

断層等：（ア），（イ），（ウ），

（エ）のいずれか 
いずれも第6条第2項第1号および第2号に

対応している。 
「１．断層等」に対応している。 

マグマの貫入と噴出：（ア），

（イ），（ウ）のいずれか 
（ア）が第6条第2項第1号および第2号，

（イ），（ウ）が第2号に対応している。 
「２．火山現象」に対応している。 

侵食：（ア），（イ）のいずれ

か 
（ア）が第6条第2項1号および第2号，

（イ）が第2号に対応している。 
（イ）で「３．侵食」に対応してい

る。 

第四紀の未固結堆積物：

（ア）かつ（イ） 
「（ア）かつ（イ）」が施行規則第6条第1号
に対応している。 

該当なし。 

鉱物資源：（ア），（イ）のい

ずれか 
いずれも施行規則第6条第2号に対応してい

る。 鉱物資源の（ア），（イ）のいずれかお

よび地熱資源の（ア）で「４．鉱物資

源等の掘採」に対応している。 
地熱資源：（ア），（イ）のい

ずれか 
該当なし。 
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4.1.2 調査の項目 

（1）最終処分法に定められた要件に対応した項目 

最終処分法第 6条第 1項では，地震等の自然現象による地層の著しい変動，活断層および同法施

行規則第 5条で定められた第四紀の未固結堆積物および鉱物資源について調査することを求められ，

最終処分法第 6条第 2項および同法施行規則第 6条第 2項ではこれらについての要件が定められて

いる。地震等の自然現象については，最終処分法第 2 条第 10 項において，地震，噴火，隆起，侵

食その他の自然現象とされている。 

したがって，以下を最終処分法に定められた要件に対応した項目とする。 

・ 地震・活断層 

・ 噴火 

・ 隆起・侵食 

・ 第四紀の未固結堆積物 

・ 鉱物資源 

 

（2）その他の項目 

上記の鉱物資源には該当しないものの「考慮事項」において示された地熱資源（「鉱物資源等の

掘採」において「地温勾配が著しく大きくないこと」とされている。）についても調査した。 

このほかに，「文献調査段階の評価の考え方」および文献調査計画書に従い，地層，岩体や断層

などの地下の状況や地質環境特性を取りまとめ，最終処分を行おうとする地層として適切ではない

場所の回避やより好ましい場所の選択の検討を行う技術的観点からの検討および土地の利用制限な

どの経済社会的観点からの検討を実施した。 

 

4.1.3 調査の手法 

（1）文献・データの収集と情報の抽出 

品質が確保され一般的に入手可能な文献・データを収集し，評価に必要な情報を抽出した。最終

処分法に定められた要件に対応した項目，地熱資源およびこれらの基礎情報である，地層や岩体，

断層などの分布（地形，地質・地質構造）については，可能な限り見落としがないように収集した。 

 

（2）最終処分法に定められた要件に対応した項目の評価 

「文献調査段階の評価の考え方」に示された，要件ごとの評価の基準および基準への該当性の確

認の仕方に基づいて評価した。 

以下の項目では，空中写真などを収集し，それを用いて変動地形，段丘面などを対象とした地形

判読を行った。 

・ 地震・活断層 

・ 噴火 

・ 隆起・侵食 

 

（3）その他の項目の評価および検討 

「考慮事項」において示されている地熱資源については，上記の最終処分法に定められた要件に
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対応した項目と同様に，「文献調査段階の評価の考え方」に示された地熱資源に関する基準および

基準への該当性の確認の仕方に基づいて評価した。 

技術的観点および経済社会的観点からの検討についても「文献調査段階の評価の考え方」に示さ

れた考え方に基づいて検討を実施した。 

なお，技術的観点からの検討については，放射性物質の閉じ込め機能（以下，閉じ込め機能とい

う。）および掘削や施設収容性などの地下施設の建設可能性に関して検討した。経済社会的観点か

らの検討については，処分場建設の観点で法規制上，土地利用が「原則許可されない地域」の有無

などを確認した。 

 

（4）十分な評価が行えない場合 

「文献調査段階の評価の考え方」では，最終処分法に定められた要件に対応した項目について，

文献調査で十分な評価が行えない場合は「仮に概要調査以降の調査を実施するとした際，取得が望

ましいと考えられる情報などを整理しておく。」こととされており，その具体的方策が説明されて

いる。この具体的方策に沿った整理を項目ごとに実施し，項目ごとの説明書に記載した。 

 

（5）新知見への対応 

策定時点の最新の知見が反映されていると認識している「文献調査段階の評価の考え方」に従っ

て評価した。「文献調査段階の評価の考え方」策定以降の最新知見についても情報収集に努め，そ

れに基づいて評価した。具体的には，文献調査対象地区およびその周辺の地域に関する情報に加え

て，断層や火山といった現象や特性そのものに関する情報も新たに収集し，必要に応じて新知見に

基づく新たな観点で知見の整理や評価を行った。 

今後も新知見に対しては，学術論文や学会などで進められる議論・検討状況の情報収集に努める

など知見をよく確認し，それを地層処分の観点から段階的調査でどう扱うかを考える，という対応

方針である。 

 

4.2 調査の結果 

4.2.1 文献・データの収集など 

最終処分法に定められた要件に対応した項目，地熱資源およびこれらの基礎情報である技術的観

点からの検討のうちの地層や岩体，断層などの分布（地形，地質・地質構造）については，下記①

②に示した文献・データを調査して収集し，評価に必要な情報を抽出した。調査に当たっては③の

方法も用いた。収集した文献・データの参考文献のうち，文献調査対象地区およびその周辺の地域

に関するものも収集の対象とした。 

① 産業技術総合研究所地質調査総合センターなどの公的な機関が公表している地質図，地質

データなど5 

② 学術雑誌，学会や学会の委員会などが編集した書籍，原子力規制委員会審査資料など 

③ 信頼性のある文献データベースの検索 

このように収集した文献・データについて以下のリストを作成した。 

 
5 地域のみで入手可能なものとして寿都町および札幌市内の図書館などの所蔵資料を含む。 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
 

12 

○ 「別に添付する説明書などの一覧」 

・ 「調査した文献・データの発行機関，学術雑誌などによる整理」 

上記の①について機関名など，②について学術雑誌名など，③について利用した文献

データベースをリストにした。結果として文献調査対象地区およびその周辺地域に関す

る情報を抽出できなかったものも含まれている。 

・ 「収集し情報を抽出した文献・データのリスト」 

情報を抽出した文献・データを項目ごと（地震・活断層，噴火など）に分けずにリス

トにした。 

○ 項目ごと（地震・活断層，噴火など）に関する説明書 

・ 添付資料 

項目に関する情報を抽出した文献・データをリストにした。 

・ 説明書巻末の引用文献 

説明書の中で引用している文献・データをリストにした。この引用文献には，一般的

な教科書類，調査のよりどころ（4.1.1）において示した文献・データなども含まれる。一

方，収集・抽出の観点には該当するが評価に必要と考えられる情報が確認されなかった

場合または情報が重複する（例えば，旧版・最新版，引用・被引用文献など）場合など，

情報を抽出したリストに示した文献・データでも引用していないものがある。 

 

なお，調査中にも「収集し情報を抽出した文献・データのリスト」と同様のリストを公表してい

る（原子力発電環境整備機構，2022，2023a）が，ここでは，同時に調査を進めており近接し重複

するものも多い神恵内村の調査分と分けずに示している。 

技術的観点からの検討のうち地質環境特性においては，上記のそれぞれの項目に関する説明書の

検討結果を活用するとともに，地温，地下水の性質については文献調査対象地区内のデータを調査

し，岩盤の特性については，文献調査対象地区内には確認されなかったため，周辺の同種岩盤の情

報を用いた。また，必要に応じて関連する情報を収集した。 

経済社会的観点からの検討については，文献調査対象地区における土地の利用規制の指定状況な

どを確認するために，国土交通省・土地利用調整総合支援ネットワークシステム（LUCKY），環境

省・環境アセスメントデータベース（EADAS）などを調査した。 

最終処分法に定められた要件に対応した項目，地熱資源およびこれらの基礎情報である技術的観

点からの検討のうちの地層や岩体，断層などの分布（地形，地質・地質構造）については，項目ご

とに外部有識者に意見を伺った。文献・データの収集，情報の読み取りおよび学術的な理解につい

て説明し，機構が本報告書を取りまとめるうえでのプロセスに関して意見をいただいている（原子

力発電環境整備機構，2023b，2024a）。また，項目ごとの詳細な調査・評価結果に関して，文献・

データをどのように解釈・分析しているかについて説明し，意見をいただいている（原子力発電環

境整備機構，2024b）。 
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4.2.2 最終処分法に定められた要件に対応した項目の評価 

（1）地震・活断層 

文献調査対象地区およびその周辺地域の地震については以下のように整理される。 

・ 代表的な歴史被害地震としては，1993年北海道南西沖地震が挙げられる。文献調査対象地区

内を震源とする歴史被害地震は確認されない。 

・ 1983年～2022年 3月に発生した通常地震の震源分布を深さ 10 kmごとに深さ 30 kmまで整理

したところ，文献調査対象地区およびその周辺地域では深さ 10～20 kmの地震が多い。 

・ 寿都町南方を震源とする 2022 年 12 月 15 日に後志地方西部で発生した地震の発震機構は，

WNW-ESE方向の圧縮軸を持つ逆断層型と推定されている。 

「文献調査段階の評価の考え方」において断層等の基準が以下のとおり示されている。これに付

随して設定されている基準への該当性の確認の仕方に基づいて評価した。 

なお，地震については，基準に含まれていない。 

断層等の基準 

最終処分法第六条第二項の第一号及び第二号に対して、最終処分を行おうとする地層につ

いて以下のいずれかに該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

（ア） 後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活

断層の断層面 
（イ） 後期更新世以降の活動が否定できない断層等のうち地震活動に伴って永久変位が生じ

る断層の断層面及び変位を及ぼす地すべり面 
（ウ） 上記（ア）または（イ）以外の、地表における延長がおおむね 10 km以上の断層の断層

面 
（エ） 上記（ア）～（ウ）の断層コアの部分 

評価結果は以下のとおり。ここでは，分かりやすいように断層名などを「」で囲んで示した。 

・ 基準（ア）・基準（イ）の「永久変位が生じる断層の断層面」 

文献調査対象地区およびその周辺地域において，文献で活断層として示された断層線また

は活断層の疑いのある地形要素（以下，文献活断層という。）を図 4.2-1 に示す。「黒松内低

地断層帯」を構成する個別断層の名称については，「白炭断層」を「白炭」などと略して示

している。 

本調査で地形判読および既存の海上音波探査結果を用いた分析を実施したが，これらの文

献活断層以外に相当すると考えられる変動地形および活構造は抽出されなかったことから，

文献活断層ごとに，変動地形学的調査，地質調査および地球物理学的調査に関して文献・デ

ータから抽出した情報（上記の地形判読結果なども含む）を用いて検討した。また，地質・

地質構造および応力場なども検討した。なお，文献活断層が示されていないものの文献調査

対象地区中央部に当たることなどから，「黒松内低地断層帯北方延長部」についても検討対

象とした。 

陸域の「黒松内低地断層帯」を構成する「白炭断層」は文献調査対象地区外南方の地表付

近では，基準（ア）または基準（イ）に該当することが明らかであるが，文献調査対象地区
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内での分布は不明である。断層面が西傾斜の場合，地下では文献調査対象地区内に分布が及

んでいる可能性がある。 

海域については，「北海道電力（2015a）らの海底活断層」が，基準（ア）または基準（イ）

に該当する可能性が高いものの，文献調査対象地区に含まれる大陸棚には分布していないと

考えられる。 

このほかの文献活断層の多くは基準（ア）および基準（イ）に対して，該当することが明

らかまたは可能性が高いとはいえないと評価し，残りは該当しないことが明らか，該当しな

い可能性が高いと評価した。また，「黒松内低地断層帯北方延長部」については該当する断

層はない可能性が高いと評価した。 

・ 基準（イ）の「変位を及ぼす地すべり面」 

地すべりの活動性に関する情報は確認されないため，文献調査対象地区内の地すべりに伴

う地すべり面は基準（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとはいえないと評価

した。 

・ 基準（ウ） 

地質図などに示されている活断層以外の断層（説明書「地震・活断層」参照）について，

該当するものは確認されなかった。 

図 4.2-1 に示した文献活断層のうち，基準（ウ）の検討対象外となる上記の「白炭断層」

および「北海道電力（2015a）らの海底活断層」を除いて評価した結果，「尻別川断層」，「中

田（2015）の海底活断層」および「渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層」が，該当すること

が明らかまたは可能性が高いとはいえないと評価し，それ以外は該当しないと評価した。

「黒松内低地断層帯北方延長部」については該当する断層はないと評価した。 

・ 基準（エ） 

「白炭断層」に該当する可能性が高い領域が存在し，地下では文献調査対象地区内に及ん

でいる可能性がある。「北海道電力（2015a）らの海底活断層」については情報が確認されな

かった。 
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図 4.2-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の文献活断層の位置 

説明書「地震・活断層」で扱った断層線を太線で示している。文献ごとに断層線の位置の精度が異なる可能

性がある。黒松内低地断層帯を構成する個別断層の名称については，「断層」，「リニアメント」，「付近の断層」

などの記載を省略して表記。断層線が示されている文献は，凡例に示した活断層研究会編（1991），池田ほか

編（2002），北海道電力（2015a,b），今泉ほか編（2018），岡村・佐藤（2023）の他に個別論文がある。個別

論文については説明書「地震・活断層」に示す。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）

に，寿都町行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（2）噴火 

「文献調査段階の評価の考え方」においてマグマの貫入と噴出の基準が以下のとおり示されてい

る。これに付随して設定されている基準への該当性の確認の仕方に基づいて評価した。 
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マグマの貫入と噴出の基準 

最終処分法第六条第二項の第一号及び第二号に対して、以下に該当することが明らかまた

は可能性が高い場所を避ける。 

（ア） マグマの貫入等による人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258万年前

まで）における火山活動に係る火道、岩脈、カルデラ等の履歴が存在する。 

同第二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

（イ） 第四紀に活動した火山の活動中心からおおむね 15キロメートル以内。 
（ウ） 第四紀に活動した火山が存在しない場所であっても、新たな火山が生じる。 

主な評価結果の位置を図 4.2-2 に示し，基準（ア），（イ）および（ウ）に関する評価結果を以下

に示す。ここでは分かりやすいように，火山名に加えて，場所名を付した岩脈名なども「」で囲ん

で示した。 

・ 基準（ア）・基準（イ） 

基準（ア）に該当することが明らかまたは可能性が高いものは文献調査対象地区に確認さ

れなかった。 

基準（イ）に該当しその 15 km以内の範囲が文献調査対象地区を含む可能性があるものと

して，文献調査対象地区外の東方の「ニセコ・雷電火山群」（図 4.2-2 に示す「雷電山」周辺

から「ニセコアンヌプリ」周辺までを含む火山群），南方の「写万部山」を検討した。 

「ニセコ・雷電火山群」は，火道や火口が密集していることに加え，現在，その下の地殻

内にマグマの存在が示唆されるなど，最も活動的な地点であると考えられている同火山群の

東側の「イワオヌプリ」を活動中心として評価した。この活動中心から 15 km以内の範囲に

文献調査対象地区は含まれない。「ニセコ・雷電火山群」の西側の「雷電山」はその山体の

半分程度が，この 15 km以内の範囲の外であり，同火山群の東側とは別火山とする考え方が

ある。仮に，図 4.2-2に示す「雷電山」の位置から 15 km以内の範囲を設定すると，文献調査

対象地区の北東部が含まれる可能性がある。一方で活動時期が古く同基準の確認の仕方に基

づいて活動中心となる火道や火口を明確に定めることは難しいことが想定される。 

「写万部山」は火道・火口は認められず，西来ほか編（2012），中野ほか編（2013）に示

される写万部山山頂が，活動中心の位置として大きくずれている可能性は低いと考え，文献

が示す代表地点を暫定的な活動中心とした。この位置から 15 km以内の範囲は文献調査対象

地区には及ばない。 

このほかに，第四紀の活動の可能性が指摘されているまたは活動時期が明らかでない，火

山岩体，岩脈などが，文献調査対象地区および海域も含めた周辺地域に分布している。 

このうち，第四紀の活動の可能性が指摘されているものとして，文献調査対象地区東端の

「磯谷溶岩」と，文献調査対象地区外の「蘭越町尻別岬付近の岩脈」がある。これらは，

「ニセコ・雷電火山群」と別の火山活動に伴うものである場合，基準（イ）に関する評価が

必要となる。「磯谷溶岩」は基準（ア）に該当する可能性もある。 
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・ 基準（ウ） 

文献調査対象地区南端付近の深さ 30 km付近に，低周波地震の震源が局所的に分布してい

ることが確認された。部分溶融域やそこから上昇する流体の存在を示唆している可能性が指

摘されている。しかしながら，地下深部における他の情報の状況などを考慮すると，相対的

な高温領域やマントル起源流体の供給の有無，地下深部の流体の存在や分布について明らか

にできず，文献調査対象地区下にメルト6が存在する可能性について判断できない。また，

将来，より深部から地殻にメルトが貫入する可能性については評価できなかった。したがっ

て，基準（ウ）に該当することが明らかまたは可能性が高いかを，現段階においては判断す

ることはできなかった。 

 
図 4.2-2 マグマの貫入と噴出に関する主な評価結果の位置 

図に示す雷電山周辺からイワオヌプリ周辺までを含む火山群が「ニセコ・雷電火山群」である。上記の基準

（ア）～（ウ）の評価結果のうち概要調査に向けて留意すべきと考えられる主な事項の位置を「留意すべき

事項」として示している。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，行政界は「国土数

値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（3）隆起・侵食 

「文献調査段階の評価の考え方」において侵食の基準が以下のとおり示されている。これに付随

して設定されている基準への該当性の確認の仕方に基づいて評価した。 

 
6 ここでは，マグマおよび部分溶融域としている。 
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侵食の基準 

最終処分法第六条第二項の第一号及び第二号に対して、以下に該当することが明らかまた

は可能性が高い場所を避ける。 

（ア） 過去 10 万年程度における最大侵食量が最終処分を行おうとする地層の深度を超えてい

る。 

同第二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

（イ） 侵食による深度の減少を考慮すると、10 万年後程度において、最終処分を行おうとす

る地層について、70 mより更に深い深度を確保できない。 

評価結果を以下に示す。 

・ 基準（ア） 

地形場別に文献調査対象地区の過去 10万年程度の最大侵食量を以下のように評価した。 

沿岸部については，隆起量と侵食量が釣り合っているという仮定に基づき，海成段丘面か

ら推定した過去 12～13万年間の隆起量から約 12～29 mと推定される。 

沿岸部の沖積低地については，海水準低下による下刻量を幡谷ほか（2016）の経験的知見

に基づき最大 100 mとし，これに上記沿岸部の過去 12～13万年間の隆起量を加えて112～129 

mを超えることはないと考えられる。 

大陸棚については，隆起傾向にあると判断し，隆起量と侵食量が釣り合っているという仮

定のもと，沿岸部の隆起量を空間的に外挿し約 12～29 mと推定される。 

内陸部については，過去数十年程度の平均削剥速度から値の大きなものは，寿都半島で

30 m，丸山丘陵で 20 m，幌別山地で 50 mと推定される。 

以上の結果を表 4.2-1 にまとめる。最終処分を行おうとする地層の深度は具体化していな

いが，最終処分法に定められた最小限の深度である 300 mをいずれの侵食量も下回っている

ため，どの地形場においても基準の（ア）に該当しない。 

・ 基準（イ） 

文献調査対象地区が現在の地殻変動様式・応力場に置かれた時代は約 150万年前からと推

定されていることから，上記の過去 10万年程度の侵食量を外挿して将来 10万年後程度の侵

食量を想定した。これらの侵食量は最終処分法に定められた最小限の深度である 300 mから

70 mを差し引いた 230 mを十分下回っているため，基準（イ）に該当しない。 

沿岸部の沖積低地では，氷期の海面低下によって河口付近で下刻が生じると考えられる河

川は，寿都低地を流れる朱太川であると考えられ，過去 10 万年程度において推定された最

大侵食量に基づけば，約 56～66 mであるため，（イ）の基準に該当しない。 

マスムーブメントによる深度減少については，文献情報や既存データの読み取り・分析で

は評価することができなかった。 
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表 4.2-1 地形場別の過去10万年程度の侵食量 
地形場 侵食量 

沿岸部 海成段丘面の隆起量から約 12～29 m  

沿岸部の沖積低地 
沿岸部の隆起量および幡谷ほか（2016）の知見から，112～129 mを

超えない。 

大陸棚 隆起傾向と判断できることから沿岸部と同じ。 

内陸部 

a. 寿都半島 

b. 丸山丘陵 

c. 幌別山地 

過去数十年程度の平均削剥速度から値の大きなもの。 

a. 30 m 
b. 20 m 
c. 50 m 

 

（4）第四紀の未固結堆積物 

「文献調査段階の評価の考え方」において第四紀の未固結堆積物の基準が以下のとおり示されて

いる。これに付随して設定されている基準への該当性の確認の仕方に基づいて評価した。 

第四紀の未固結堆積物の基準 

最終処分法施行規則第六条第二項第一号に対応して、最終処分を行おうとする地層が以下

に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

（ア） 第四紀の地層であり、 

かつ、 

（イ） 未固結ないし固結度の低い砂質土や礫質土ならびに火山灰、火山礫、軽石等からなる

火山噴出物等。 

評価結果を以下に示す。 

・ 基準（ア）および基準（イ）に該当すると考えられる地層の抽出 

文献調査対象地区内において基準（ア）および基準（イ）に該当すると考えられる地層と

して，陸域は沖積堆積物，段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物，瀬棚層を，海域は海上

保安庁水路部（1995）によるⅠS～ⅤS 層，北海道電力（2015a，2016）によるⅠ～Ⅳ層，岡

村・佐藤（2023）によるQ層を抽出した。 

これらのうち瀬棚層については，説明書「地形，地質・地質構造」において，寿都半島基

部に分布し，未固結の砂層・礫層の互層などとされている歌島層，月越山脈東側山麓および

尻別川沿いに分布し，未固結の砂～礫からなるなどとされている尻別川層および黒松内低地

帯周辺に広く分布している瀬棚層を一括したものである。 

海上保安庁水路部（1995）によるⅤS 層は陸域の瀬棚層に対比される。北海道電力（2016）

によるⅣ層は，半固結または固結した泥岩，砂岩などを含む堆積岩と推定されている。岡

村・佐藤（2023）によるQ層は砂，泥とされている。 

・ 基準（ア）および基準（イ）に該当すると考えられる地層の分布深度 

抽出した地層について，地質図・地質データ，ボーリングデータおよび物理探査データに
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より，その分布深度を調べた。陸域の瀬棚層については，尻別川左岸の文献調査対象地区東

側境界部付近において，地下 300 m以深に分布している可能性が考えられるが，その他につ

いては，最終処分を行おうとする地下 300 m以深に分布している情報はなく，基準に該当す

る場所はなかった（表 4.2-2）。 

表 4.2-2 文献調査対象地区の第四紀の地層のうち未固結と考えられる地層とその分布 
未固結と考えられる第四紀の地層 最終処分を行おうとする地層における分布 

陸域 

沖積堆積物 地下 300 m以深に分布している情報なし。 
段丘堆積物および 
崖錐・地すべり堆積物 

地下 300 m以深に分布している情報なし。 

瀬棚層 

文献調査対象地区の尻別川左岸における地下 300 m 以深の分布

は不明である。 

 

海域 

海上保安庁水路部（1995）： 
Ⅰs～Ⅴs層， 
北海道電力（2015a，2016）： 
Ⅰ～Ⅳ層 
岡村・佐藤（2023）：Q層 

海底下 300 m以深に分布している情報なし。 
（寿都湾内および文献調査対象地区の東側境界部付近では，第

四紀の未固結堆積物に該当する地層における下面の分布が一部

で確認できない。） 

 

（5）鉱物資源 

「文献調査段階の評価の考え方」において鉱物資源の基準が以下のとおり示されている。これに

付随して設定されている基準への該当性の確認の仕方に基づいて評価した。 

鉱物資源の基準 

最終処分法施行規則第六条第二項第二号に対応して、最終処分を行おうとする地層と重な

る部分について、以下が存在することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

（ア） 現在稼働中または近年稼働していた、鉱山の鉱床等（炭田、油田、ガス田含む）。 

または、 

（イ） 経済的、技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等（炭量等を含む）が、同様の鉱種

の現在稼働中または近年稼働していた鉱山の鉱床等（炭田、油田、ガス田含む）と同

等である鉱床等。 

評価結果を以下に示す。 

・ 基準（ア） 

文献調査対象地区には「現在稼働中の鉱山の鉱床等」は確認されず，鉱業権の設定も確認

されなかった。また，「近年稼働していた鉱山の鉱床等」として，下記の基準（イ）で用い

た近年の埋蔵鉱量の調査時点で稼働していた鉱山の鉱床等も確認されなかった。 

 山岸ほか（1976）では，瀬棚層に相当する尻別川層が層

厚 500 m以上の層厚で文献調査対象地区の境界部付近に東

傾斜で分布しているとの記載があるが，文献調査対象地

区での層厚は不明 
 北海道電力（2015a）では，文献調査対象地区には瀬棚層

に相当する尻別川層は分布しないとの評価 
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・ 基準（イ） 

「現在稼働中または近年稼働していた鉱山の鉱床等（炭田，油田，ガス田含む）」の「経

済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等（炭量等を含む）」について，近年の埋蔵

鉱量の調査結果（埋蔵鉱量統計調査など）から，金属鉱床，非金属鉱床を数鉱種ずつ，これ

に加えて原油，天然ガスおよび石炭について設定できた。 

このように設定できた鉱種のうち，鉱量の記録が確認できたのは，文献調査対象地区の過

去に稼働していた鉱山や未開発の鉱床（図 4.2-3）のうち，4 か所（寿都鉱山，正荘鉱山，永

泰鉱山，潮路鉱山）である。これらは金鉱，銅鉱，鉛鉱および亜鉛鉱であり，「経済的，技

術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等（炭量等を含む）」として設定した鉱量は，それぞ

れ 8 t，1,131 t，15,644 tおよび 107,600 tである。 

寿都鉱山の鉱床の規模は，鉛，亜鉛の合計として 10 kt～100 kt であり，基準（イ）に該当

すると考えられたが，この鉱床は 230 m以深の記録が確認できず，最終処分を行おうとする

地層についての判断はできなかった。 

正荘鉱山の鉱床の規模は，銅，鉛，亜鉛の合計で 20 kt 程度とされ，上記の設定した鉱量

と同等である可能性はあるが，鉱種ごとの内訳が不明であるため基準（イ）に該当すること

が明らかまたは可能性が高いとはいえない。 

永泰鉱山および潮路鉱山の鉱床の規模は金鉱が 1 t 程度であり，いずれも上記の設定した

鉱量と比べて少なく，基準（イ）に該当しないと考えられた。  
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図 4.2-3 鉱床の位置 

凡例に示した各文献に基づき作成。後述の図 5.2-1 においては上図に示した寿都鉱山のうち北側の位置を示

している。寿都町の行政界（赤線）および周辺自治体の行政界（黒線）は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。 

 

4.2.3 その他の項目の評価および検討 

（1）地熱資源 

「文献調査段階の評価の考え方」において地熱資源の基準が以下のとおり示されている。これに

付随して設定されている基準への該当性の確認の仕方に基づいて評価した。 

地熱資源の基準 

以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

（ア） 地温勾配（地下増温率）が 100℃/キロメートルを大きく超える記録が確認されている。 

または、 

（イ） 周辺数キロメートルまでの範囲において発電の用に供する生産井が設置されている。 

評価結果を以下に示す。 
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・ 基準（ア） 

記録がある町中央部の 300 m以上の深度の坑井で計測された地温勾配は 50℃/km程度であ

り（表 4.2-3），該当しない。 

・ 基準（イ） 

最も近いものは洞爺湖町にあり 10 km以上離れているので該当しない。 

表 4.2-3 文献調査対象地区の300 m以上の深度の坑井における地温勾配および地温 

坑井の ID※1 
地温勾配 
（℃/km） 

地温 
測定深度（m）／温度（℃） 

437-004 51※2，52※3 1,040.1／63.6※4，1,054.6／63.5※2，1,055／63.3※5，1,101／62※6 

※1 高見ほか（2008），※2 若浜ほか（1995），※3 田中ほか（1999），※4 坂川ほか（2004），※5松波ほか

（1996）に基づく，※6藤本ほか編（2004）の柱状図より読み取り。坑井位置を図 4.2-4に示す。 

 

図 4.2-4 坑井位置 

高見ほか（2008）の坑井位置（437-004）を示す。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）

に，行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。寿都町の海岸線および行政界は

赤線，その他は黒線で示している。 

 

（2）技術的観点からの検討 

「文献調査段階の評価の考え方」に示された以下の考え方に基づいて検討した。 
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技術的観点からの検討の考え方 

① 最終処分法に定められた要件への適合性の確認と同様に、技術的観点からの検討について

も、地下の地質環境を対象として概要調査地区の候補を選定するために実施する。 

② 最終処分法に定められた要件への適合性以外の技術的な観点から、最終処分を行おうとす

る地層（地下施設設置場所）として適切ではない場所の回避やより好ましい場所の選択に

ついて検討する。 

③ 技術的な観点は、地層の著しい変動等の回避の次に重要となり、概要調査や精密調査にお

いても調査事項とされている、放射性物質の閉じ込め機能に関して検討する。その上で、

掘削や施設収容性等の観点からの地下施設の建設可能性に関しても検討する。 

④ このような観点から、地層や岩体、断層等の分布といった地下の状況、地層処分への適性

の観点からの地質環境特性を取りまとめ、地下施設設置場所としてのおおよその適性を把

握する。検討の目的から、最終処分を行おうとする地層だけでなく上部を含めた周辺の地

層も評価の対象とし、閉じ込め機能に関する特性についてはその継続期間も考慮する。 

⑤ 既往の文献・データでは、地層や岩体、断層等の分布といった地下の状況については一定

程度把握することが可能であるが、地層処分への適性の観点からの地質環境特性について

は文献調査対象地区の情報は限られていることから、周辺や同様の岩種について得られて

いる特性を用いて推定する。 

⑥ その上で、「科学的特性マップ」の策定時の考え方のうち「好ましい地質環境特性」や、こ

れまでに設計や安全評価が実施されているモデルの地質環境特性と比較する。 

考え方の④に関して，地層や岩体，断層などの分布を，寿都町および周辺地域陸域地質図として

取りまとめた。図 4.2-5 に示すその概要版は，北側の寿都町（青破線が行政界）から南側の太平洋

側内浦湾（噴火湾）沿岸部まで，その東西の周辺地域までを含んでいる。この地域は概ね北西－南

東～南北方向に地層が分布し，中央部の黒松内低地帯もほぼ南北方向に延びる傾向がみられる。 

寿都町西側の寿都半島には，新第三系中新統の寿都層（薄緑灰色），同中新統～鮮新統の永豊層

（明るい薄緑色）と鮮新統のガロ川噴出物層（濃い茶色），同鮮新統～第四系更新統の瀬棚層（黄

土色）および貫入岩（石英斑状デイサイト）（やや薄い赤色）が分布している。この貫入岩の貫入

時期は鮮新世以前の可能性がある。 

黒松内低地帯は，寿都町中央部の朱太川河口域から南方の内浦湾（噴火湾）沿岸域に至る。当低

地帯には瀬棚層などが分布する。 

寿都町東部の幌別山地には新第三系中新統～鮮新統の磯谷層（寿都層より薄い緑灰色）が広く分

布する。幌別山地東麓には瀬棚層が分布し，北東部では第四紀の可能性が指摘されている磯谷溶岩

（薄茶色）が分布する。 

寿都町に広く分布する寿都層および磯谷層の概要は以下のとおり。 

寿都層の下部は主に安山岩ハイアロクラスタイト7などからなり，海底火山噴出物およびそれに

伴う二次堆積物である。上部は主にスコリア質玄武岩質安山岩凝灰岩および安山岩ハイアロクラス

タイトなどからなり，砂岩やシルト岩の薄層を多数挟在8する。 

 
7 水冷破砕岩 
8 中に挟む。 
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磯谷層は幌別山地にドーム構造を形成して広く分布し，輝石安山岩ハイアロクラスタイトなどか

らなる。幌別山地北部にはシルト岩などが分布する。 

 
図 4.2-5 寿都町および周辺地域陸域地質図（概要版） 

鈴木ほか（1981），山岸ほか（1976），山岸（1984），久保ほか（1983），久保ほか（1988）Ⓒ日本地質学会，黒沢ほ

か（1993），石田（1983），岡・三谷（1981），鈴木ほか（1967）を参照し，編集して作成。寿都町行政界は

「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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寿都町および周辺地域海域海底地質図を図 4.2-6 に示す。古第三系始新統～新第三系上部中新統

のⅥ層，新第三系鮮新統～第四系下部更新統のⅤ層，第四系下部更新統以上のⅣ層，第四系下部～

中部更新統のⅢ層およびそれより若いⅡ層，Ⅰ層が分布する。また，貫入岩のⅧ層が分布する。大

陸棚のうち，幌別山地の北方海域では陸側にⅥ層が，その沖合ではⅣ層およびⅤ層が，大陸棚外縁

部付近ではⅢ層が分布する。寿都湾ではⅢ層とその周囲にⅣ層が分布し，沖合に向かってⅥ層，Ⅳ

層，Ⅲ層が分布する。寿都半島周辺については，東側ではⅥ層が西側ではＶ層が分布する。 

Ⅵ層は，固結した泥岩，砂岩などを含む堆積岩または火山岩類，Ⅴ層は半固結または固結した泥

岩，砂岩などを含む堆積岩または火山岩類，Ⅳ層は半固結または固結した泥岩，砂岩などを含む堆

積岩，Ⅲ層は泥，砂およびその互層を主体とする半固結の堆積物と推定されている。 

 
図 4.2-6 寿都町および周辺地域海域海底地質図 

北海道電力（2015a）を参照して作成。Ⅶ層は，地質図作成範囲の海底面には分布しないが，海底面下に分布

する。Ⅷ層は尻別川河口沖合に小さく分布する。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）

に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

以上のように取りまとめた結果に基づき，主な検討対象として文献調査対象地区の陸域および海

域の 300 m以深に分布する地層・岩体を抽出した。地質環境特性の整理に当たっては，その整理の

ための地層・岩種の区分を設けた。主な検討対象と地質環境特性整理のための地層・岩種の区分は

以下のとおり。これらの上部および周辺の地層についても併せて整理・検討した。 
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○ 陸域 

・ 磯谷層：新第三紀中新世堆積岩類およびハイアロクラスタイト 

・ 寿都層下部：新第三紀中新世ハイアロクラスタイト 

・ 貫入岩（石英斑状デイサイト）：新第三紀中新世火山岩類 

○ 海域 

・ Ⅵ層：新第三紀中新世堆積岩類（または火山岩類） 

4.2.1に示したように，地温，地下水の性質については数が少ないものの文献調査対象地区内のデ

ータを調査し，岩盤の特性については文献調査対象地区内には確認されなかったため，周辺の同種

岩盤の情報を用いて地質環境特性を整理した。また，地下水の動水勾配については，直接的な情報

が得られなかったため，文献調査対象地区を流れる河川勾配から地表付近の動水勾配を推定した。 

このように整理した地質環境特性を用いて，考え方の③に示すように放射性物質の閉じ込め機能

（以下，閉じ込め機能という。）と地下施設の建設可能性（以下，建設可能性という。）に関して，

考え方の⑥に示す「好ましい地質環境特性」などを参照しつつ検討した。抽出した検討対象の地

層・岩体について，陸域についてはその上部の岩種の分布の違いや動水勾配の違いに着目し，朱太

川が流れる中央部地域，幌別山地が位置する東部地域および月越山脈が位置する西部地域の 3つに

区分し，海域については岩種の分布に明瞭な違いが認められないため地域区分せずに検討した。そ

の結果，文献調査対象地区における地下深部を対象に原位置で取得された地質環境特性の情報が少

ないことなどから，考え方の②に示す，最終処分を行おうとする地層（地下施設設置場所）として

適切ではない場所の回避やより好ましい場所の選択には至らなかった。 

一方，上記の検討を通じて，文献調査対象地区における地下深部の地質環境特性の情報が少ない

ながらも「好ましい地質環境特性」から外れる傾向が推察され，閉じ込め機能および建設可能性の

観点から留意すべき事項が抽出された。また，これらの観点とは別に，概要調査に向けて現地調査

における地質環境特性データ取得の観点から留意すべき事項も抽出された。これらを以下にまとめ

る。  

○ 閉じ込め機能の観点 

・ 地形から推定される比較的大きい動水勾配 

○ 建設可能性の観点 

・ 坑内作業環境の維持対策における深い場所での高い地温 

○ 地質調査における地質環境特性データ取得の観点 

・ 岩相変化が著しく，高い不均質性を有することが想定されるハイアロクラスタイトを含

む海底火山噴出物など（各岩相の分布と特性の把握） 

 

（3）経済社会的観点からの検討 

「文献調査段階の評価の考え方」に示された以下の考え方に従って検討した。 
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経済社会的観点からの検討の考え方 

① 文献調査段階では、処分場建設の観点で法規制上、土地利用が「原則許可されない地域」

の有無を確認する。あわせて、土地利用制限がある場合の許認可手続き等と配慮すべき点

を整理する。 

② そのうえで「原則許可されない地域」がある場合には、概要調査地区等の選定の際の検討

事項に加える。 

③ 現地調査に進む場合は、土地利用制限の状況に応じて、法規制等に対応する。 

土地利用制限の概要および北海道自然環境等保全条例，文化財保護法などによる指定物を図 

4.2-7に示す。寿都半島西側に広く分布する国有林のほぼ全域，東側に広く分布する民有林の大部分

が保安林に指定されている。寿都半島先端の弁慶岬近傍は道立自然公園である。寿都湾沿岸には，

北海道自然環境等保全条例により指定されている記念保護樹木，文化財保護法による史跡名勝記念

物がある。土地利用が「原則許可されない地域」は確認されなかった。 
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図 4.2-7 土地利用制限の概要ならびに北海道自然環境等保全条例，文化財保護法

などによる指定物 

「環境アセスメントデータベース」で作成後，行政界および凡例を明瞭にし，自然公園，記念保護樹木，史

跡名勝記念物および有形文化財の説明を加筆。 
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5 文献調査対象地区の評価およびその理由 
5.1 評価のまとめ 

最終処分法に定められた要件に対応した項目（4.2.2）および地熱資源（4.2.3（1））について，

「文献調査段階の評価の考え方」に示された避ける場所の基準に該当する場所は確認されなかった。 

4.2 で示したそれぞれの項目に対する評価結果においては，このような避ける場所の基準に該当

するとまでは評価できなかったものの，その可能性が考えられるものについても説明している。こ

れらは，概要調査に向けて留意が必要となると考えられる。項目ごとに特徴があるため，基準該当

の可能性や留意の程度は必ずしも揃っていないが，これらのうち主要と考えられる例を以下に示す。 

○ 地震・活断層（4.2.2（1）） 

・ 文献調査対象地区外南方の地表付近で確認される白炭断層：基準（ア）または基準

（イ）に該当することが明らかであり，地下では文献調査対象地区内に分布が及んでい

る可能性がある。 

○ 噴火（4.2.2（2）） 

・ 文献調査対象地区外の東方のニセコ・雷電火山群の西側の雷電山：基準（イ）について

同火山群の活動中心とした東側のイワオヌプリから 15 km以内の範囲の外側に山体の半分

程度が分布する。同火山群の東側とは別火山とする考え方もあり，仮に雷電山から 15 km

以内の範囲を設定すると文献調査対象地区の北東部が含まれる可能性があるが，活動時

期が古く活動中心を明確に定めることは難しい。 

・ 文献調査対象地区外の蘭越町尻別岬付近の岩脈：第四紀の活動の可能性が指摘されてお

り，基準（イ）の活動中心となる可能性が考えられる。 

・ 文献調査対象地区東端の磯谷溶岩：第四紀の活動の可能性が指摘されており，基準（ア）

および基準（イ）の活動中心に該当する可能性がある。 

・ 文献調査対象地区南端付近の深さ 30 km付近に震源が局所的に分布する低周波地震：基準

（ウ）に該当することが明らかまたは可能性が高いかを判断できないが，部分溶融域や

そこから上昇する流体の存在を示唆している可能性が指摘されている。  

○ 第四紀の未固結堆積物（4.2.2（4）） 

・ 文献調査対象地区東端の尻別川左岸の瀬棚層：第四紀の未固結堆積物と考えられる瀬棚

層がこの付近の最終処分を行おうとする深度に分布する可能性がある。 

○ 鉱物資源（4.2.2（5）） 

・ 文献調査対象地区西側の寿都鉱山：鉱床が基準（イ）に該当するものの最終処分を行お

うとする深度における分布が確認されていない。 

「文献調査段階の評価の考え方」に示された基準に該当して避ける場所はないと考えられるため，

最終処分法に定められた要件および「考慮事項」の観点からも避ける場所はないと考えられる

（4.1.1（4）参照））。 

最終処分法に定められた要件に対応した項目（4.2.2）および地熱資源（4.2.3（1））に関する評価



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
 

31 

に加えて，技術的観点からの検討（4.2.3（2））および経済社会的観点からの検討（4.2.3（3））を行

い，適切ではない場所の回避やより好ましい場所の選択には至らなかった。 

技術的観点からの検討においては，文献調査対象地区における地下深部の地質環境特性の情報が

少ないながらも「好ましい地質環境特性」から外れる傾向が推察され，閉じ込め機能，建設可能性

の観点から留意すべきと考えられる事項をまとめた。これに加えて概要調査に向けて，現地調査に

おける地質環境特性データ取得の観点から留意すべきと考えられる事項も抽出した。 

 

5.2 概要調査地区の候補 

最終処分法に定められた要件および「考慮事項」の観点から避ける場所はないと考えられ，その

他の技術的観点，経済社会的観点からの検討からも適切ではない場所の回避やより好ましい場所の

選択には至らなかったため，文献調査対象地区全体を概要調査地区の候補とする。文献調査対象地

区は寿都町全域およびその沿岸海底下（海岸線から15 km程度以内の大陸棚の範囲）である（3.3参

照）。 

概要調査地区の候補 

・ 文献調査対象地区（寿都町全域およびその沿岸海底下（海岸線から 15 km 程度以内の大陸

棚の範囲））全域 

概要調査地区の候補に加えて，避ける場所に関する基準に該当する可能性の観点から概要調査に

向けて留意すべきと考えられる事項の主な例の位置を図 5.2-1に示す。 

図 5.2-1 では，概要調査地区の候補のおおよその範囲を水色のドットで示している。海域には自

治体の行政区域が存在しないので，ここでは陸域の行政区域の境界を単純に海側に延長して示して

いる。大陸棚の沖側の境界は地形的特徴から設定しており（説明書「地形・地質・地質構造」

4.2.5），海岸線から 15 km未満の範囲である。 

概要調査地区の候補の区域ごとの特徴を添付資料Aにまとめている。上記の避ける場所に関する

基準に該当する可能性の観点から概要調査に向けて留意すべきと考えられる事項の主な例に加えて，

技術的観点からの検討における主な検討対象地層などの観点も含めている。留意事項が各区域に及

ぼす影響は，「噴火」に関する事項が多くの区域に及びそれに他の事項の影響が重なるという形で

ある。 

概要調査段階において，中心的に調査する「最終処分を行おうとする地層及びその周辺の地層」

（最終処分法第 7条第 1項第 1号）（以下，対象地層等という。）を選ぶために，この結果を参照す

る。多くの区域に影響が及ぶ「噴火」に関する留意事項は早い段階で確認する必要がある。 





北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
 

33 

表 5.3-1 最終処分法，同法施行令および同法施行規則で規定されている段階的な調査の概要 

 文献調査 

（概要調査地区の選定） 

概要調査 

（精密調査地区の選定） 

精密調査 

（最終処分施設建設地の選定） 

概
要 

 文献その他の資料による調査  ボーリングの実施 

 地表踏査 

 物理探査 

 トレンチの掘削 

 地下施設での測定・試験 

（調査事項に関する測定・試験

装置を坑道に設置） 

調
査
事
項 

 過去発生した地震等の自然現象 

 活断層があるときは，その概要 

 第四紀の未固結堆積物の存在状

況の概要 

 鉱物資源の存在状況の概要 

 地震等の自然現象による

対象地層等の変動 

 岩石の種類及び性状 

 活断層の詳細 

 破砕帯・地下水の水流の

概要 

等 

 対象地層の物理的性質（岩石

の強度等） 

 対象地層の化学的性質（水素

イオン濃度等） 

 地下水の水流の詳細  

等 

次
段
階
へ
の
要
件
の
概
要 

調査対象地区が以下に適合 

 地層の著しい変動の記録がない 

 地層の著しい変動のおそれが少

ない 

 第四紀の未固結堆積物の記録が

ない 

 経済的に価値が高い鉱物資源の

存在に関する記録がない 

対象地層等が以下に適合 

 地層の著しい変動が長期

間なし 

 坑道の掘削に支障がない 

 活断層，破砕帯又は地下

水の水流が地下施設に悪影

響を及ぼすおそれが少ない 

等 

対象地層内で以下が見込まれる 

 施設設置に適する物理的性質 

 施設設置に適する化学的性質 

 地下水やその水流が施設の機

能に障害を及ぼすおそれがない 

等 

条
項 

法第 6条第 1，2項 
施行規則第 5条，第 6条第 2項 

法第 2 条第 10 項，第 7 条第

1，2項 
施行令第 4条 

法第 2条第 11項， 
第 8条第 1，2項 
施行令第 5条 

対象地層：最終処分を行おうとする地層 
対象地層等：最終処分を行おうとする地層及びその周辺の地層 

 

文献調査の調査事項である「地震等の自然現象」および「活断層」は，概要調査でも引き続き調

査事項として扱い，特に「活断層」については文献調査では「概要」を，概要調査では「詳細」を

調べることとされている（最終処分法第 6条第 1項第 1号および第 2号ならびに第 7条第 1項第 1

号および第 3号）。概要調査での調査結果の評価事項では，「地震等の自然現象による地層の著しい

変動」，「坑道の掘削への支障」および「活断層，破砕帯又は地下水の水流による地下施設への悪影

響」などがある（最終処分法第 7条第 2項）。 

特に，文献調査での調査結果の評価事項にも含まれている「地震等の自然現象による地層の著し

い変動」については，文献調査の評価要件に「記録がないこと」「将来にわたって（中略）生ずる

おそれが少ないと見込まれること」が含まれるのに対し，概要調査の評価要件では「長期間生じて

いないこと」が含まれる（最終処分法第 6条第 2項第 1号および第 2号ならびに第 7条第 2項第 1

号）。加えて，概要調査を通じて選定する精密調査地区は，「最終処分を行おうとする地層が将来に

わたって安定（中略）と考えられる概要調査地区内において（中略）調査する地区」とされている

（最終処分法第 2条第 11項）。 

文献調査の調査・評価事項である「第四紀の未固結堆積物」（最終処分法第6条第1項第3号なら

びに最終処分法施行規則第 5条第 1号および第 6条第 2項第 1号）については，概要調査では，調
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査事項のうち「岩石の種類及び性状」，評価事項のうち「坑道の掘削への支障」として扱うことが

考えられる（最終処分法第 7条第 1項第 2号および第 2項第 2号）。文献調査の調査・評価事項であ

る「鉱物資源」（最終処分法第 6条第 1項第 3号ならびに最終処分法施行規則第 5条第 2号および第

6 条第 2 項第 2 号）は，現時点の最終処分法で概要調査の調査・評価事項として明記されていない

ものの，後述の様に原子力規制委員会の「考慮事項」では概要調査でも引き続き考慮することとさ

れている。 

概要調査での現時点での調査方針としては，「地震等の自然現象による地層の著しい変動」であ

る活断層や火山などについては，影響が及ばないように対象地層等を選ぶことから，対象地層等か

らの距離などに応じて詳細度を変えて調査することを検討している。また，概要調査を通じて，

「坑道の掘削への支障」，「活断層，破砕帯又は地下水の水流による地下施設への悪影響」などの要

件を満たす対象地層等を選ぶために，文献調査報告書で示した概要調査地区の候補の区域ごとの特

徴（5.2，添付資料A）も参照しながら，まず概要調査地区の候補全域を見たうえで，次に対象地層

等を中心に段階的に調査していくことが考えられる。 

「地震等の自然現象による地層の著しい変動」などの広域的な現象は，基本的に概要調査段階で

把握し，許容リスク内である（「おそれが少ない」など）ことの確認が難しいものも含めてその影

響が及ぶ範囲を，概要調査段階で対象地層等から除外する9。 

一方，火山に関する岩脈や狭い範囲の鉱脈などは，精密調査段階や建設段階に地下の坑道などで

新たな情報が取得された場合はその段階で改めて評価する可能性がある。 

文献調査を通じて「断層等」の基準（ウ）として評価した「規模が大きい断層」は，概要調査以

降では，地下水流動経路を通じた放射性物質の移動の促進などを防止する観点からも考える必要が

ある。なお，中深度処分に関する審査ガイド（原子力規制委員会，2021）では，「規模が大きい断

層」や「永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり」について，事業許可後の建設段階にお

いてこれらが確認された場合の対応が想定されている。 

原子力規制委員会の「考慮事項」（断層等，火山現象，侵食および鉱物資源等の掘採）では，文

献調査段階だけでなく処分地選定のそれぞれの段階において，それぞれの時点で得られている情報

に基づき適切に考慮されるべきであるとされている（4.1.1（3））。概要調査では，それぞれの考慮

事項について、以上のような最終処分法における概要調査の位置づけなどを踏まえた調査・評価を

実施する。 

 

5.3.2 概要調査に向けて留意すべきと考えられる事項について 

5.1および図 5.2-1にまとめた留意事項を簡単に再掲する。  

 
9 影響が及ぶ範囲の同定と影響が及びそうな範囲を避けた対象地層等の選択の両面から検討して，影響が及ぶ範囲およびそ

の確認が難しい範囲を概要調査段階で対象地層等から除外する。「文献調査段階の評価の考え方」の項目ごとの「基準へ

の該当性の確認の仕方」に記載された方法は，文献調査だけでなく現地調査である概要調査にも概ね適用できると考えら

れることから，影響が及ぶ範囲の同定においては，これらの方法などを参照することが可能である。 
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表 5.3-2 留意事項 

調査項目（基準名） 5.1および図 5.2-1にまとめた留意事項 

地震・活断層（断層等） 白炭断層 

噴火（マグマの貫入と噴出） 雷電山，磯谷溶岩，蘭越町尻別岬付近の岩脈，低周波地震の分布 

隆起・侵食（侵食） － 

第四紀の未固結堆積物（同左） 尻別川左岸の瀬棚層 

鉱物資源（同左） 寿都鉱山 

地熱資源（同左） － 

技術的観点からの検討 

地形から想定される比較的大きい動水勾配／坑内作業環境として深い

場所での高い地温／岩相変化が著しく，高い不均質性を有することが

想定されるハイアロクラスタイト 

経済社会的観点からの検討 － 

 

概要調査では，5.2 までにまとめた留意事項も 5.3.1 で述べた考え方に沿って調査・評価していく。

概要調査の過程において，文献調査で整理した留意事項に相当するような新たな情報を取得する可

能性があり，これについても同様の考え方で調査・評価していく。 

文献調査で整理した「断層等」などの避ける場所の基準に関する留意事項は，対象地層等からの

距離などの影響の大きさに応じて詳細度を変えて調査・評価する。 

評価の見通しについては，許容リスク内である（「おそれが少ない」など）ことの確認が難しい

ものも含めて，影響が及ぶ範囲を対象地層等から除外する，という結論を得ることが基本的にはで

きると考えられる。 

技術的観点からの検討に関する留意事項は，「坑道の掘削への支障」，「活断層，破砕帯又は地下

水の水流による地下施設への悪影響」の要件に照らした調査・評価などで扱う。 

本報告書の項目ごとの説明書では，「文献調査段階の評価の考え方」に示されているように，概

要調査以降の調査において取得が望ましいと考えられる情報をまとめているが，これに加えて，上

記の考え方を踏まえた調査・評価の方法や評価の見通しを示している。調査・評価の方法について

は，全般的には，産業技術総合研究所深部地質環境研究センター編（2007），同研究所深部地質環

境研究コア編（2012），原子力規制委員会（2021）などを参照する。項目ごとに参照する資料につ

いては，各説明書に示している。 
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6 文献調査の一部を委託した法人の名称および住所ならびにその代表者の氏名 
契約時の情報を示す。 

○ 委託名：北海道寿都町及び神恵内村文献調査対象地区の「地震」及び「活断層」に関す

る情報の収集及び整理（2020年度及び 2021年度） 

・ 委託の受託者名：応用地質株式会社 

・ 委託の受託者の住所：東京都千代田区神田美土代町７番地 

・ 委託の受託者の代表者名：成田 賢 

○ 委託名：北海道寿都町及び神恵内村文献調査対象地区の「噴火」に関する情報の収集及

び整理（2020年度及び 2021年度） 

・ 委託の受託者名：東電設計株式会社 

・ 委託の受託者の住所：東京都江東区東雲一丁目７番１２号 

・ 委託の受託者の代表者名：大河原 正太郎 

○ 委託名：北海道寿都町及び神恵内村文献調査対象地区の「隆起・侵食」に関する情報の

収集及び整理（2020年度及び 2021年度） 

・ 委託の受託者名：株式会社ダイヤコンサルタント 

・ 委託の受託者の住所：東京都千代田区三番町６番地３号 

・ 委託の受託者の代表者名：野口 泰彦 

○ 委託名：北海道寿都町及び神恵内村文献調査対象地区の地形，地質・地質構造及び「第

四紀の未固結堆積物」に関する情報の収集及び整理（2020年度及び 2021年度） 

・ 委託の受託者名：基礎地盤コンサルタンツ株式会社 

・ 委託の受託者の住所：東京都江東区亀戸一丁目５番７号 

・ 委託の受託者の代表者名：柳浦 良行 

○ 委託名：北海道寿都町及び神恵内村文献調査対象地区の「鉱物資源」に関する情報の収

集及び整理（2020年度及び 2021年度） 

・ 委託の受託者名：北電総合設計株式会社 

・ 委託の受託者の住所：札幌市中央区北１条東３丁目１番地１ 

・ 委託の受託者の代表者名：古谷 惠一 
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添付資料A 概要調査地区の候補の区域ごとの特徴 

 

○ 区域の設定と特徴の整理方法 

概要調査地区の候補（図 5.2-1）を図 A-1 のように 9 つの区域に分け，設定した区域ごとに以下

の観点から特徴を整理した。区域分けと区域ごとの情報量については次項「概要調査地区の候補の

区域分けと区域ごとの情報量」で説明する。 

① 避ける場所の基準に該当する可能性の観点から概要調査に向けて留意すべきと考えられる

事項の主な例（以下，避ける場所の主な留意事項という。） 

② 避ける場所の基準に該当する可能性の観点から概要調査に向けて留意すべきと考えられる

事項のうち上記①以外（以下，その他の事項という。） 

③ 将来 10 万年後程度の侵食量（以下，侵食量という。） 

④ 技術的観点からの検討において抽出した主な検討対象地層（以下，主な検討対象地層とい

う。） 

⑤ 技術的観点からの検討のうち地質環境特性に関する留意事項（以下，地質環境特性に関す

る留意事項という。） 

⑥ 経済社会的観点からの検討の土地の利用制限の状況（以下，土地の利用制限という。） 

 

図 A-1 概要調査地区の候補の区域の設定 
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○ 概要調査地区の候補の区域分けと区域ごとの情報量 

図 A-1に示すように，避ける場所についての主な留意事項は多く，「噴火」に関する事項の影響

範囲は広いため，避ける場所の基準への適合性の観点で，概要調査地区の候補を区域分けすること

は難しいと考えられることから，別の観点での区域分けを考える。 

海域は陸域と比べると以下の様に全体として情報が少ないため，概要調査地区の候補を海域と陸

域に区分することは妥当だと考える。 

 一般的に，陸域と比べてボーリング調査などの地質調査が難しく，文献調査地区における

地質図などの発刊数は陸域が多い（説明書「地形，地質・地質構造」を参照）。 

 一般的に，海上音波探査は海岸線近傍における実施が難しく，文献調査対象地区の海岸線

近傍でも海底地質図に空白部分がある（例えば，海上保安庁水路部，1995）。 

 経済社会的観点からの検討において，国土利用計画法第 9条第 2項で定められている 5地

域区分のうち，海域において情報が確認されたのは，1地域区分のみであり（説明書「経済

社会的観点からの検討」参照），基本的に陸域の情報が多く確認された。 

これに加え，文献調査対象地区は，地形・地質的な特徴から，西から順に月越山脈，黒松内低地

帯（寿都湾）および幌別山地に区分され（説明書「地形，地質・地質構造」を参照），これを概要調

査地区の候補の区分にも適用可能と考える。後述するように地下施設設置の主な検討対象地層や好

ましい地質環境特性の観点にもこのような区分が適していると考えられる。 

以上の様に，「海域と陸域」の区分，「西部，中央部，東部」の区分が妥当であることと，陸域の

北部の中央に寿都湾部分が入り込んでいる形であることから，以下の 9つの区域を設定する。 

 海域：海域西部，海域中央部，海域東部，寿都湾 

 陸域：陸域西部北，陸域西部南，陸域中央部，陸域東部北，陸域東部南 

基礎となる地質情報（「地形，地質・地質構造」，「第四紀の未固結堆積物」では主な情報となる）

をこの 9 つの区域ごとに整理する（表 A-1）と，いずれの区域にも情報がある。海域については上

述のように海岸線近傍に空白部分があるものの比較的多くの音波探査測線がいずれの区域にも確認

できる。基礎となるものは他に地形データ（「隆起・侵食」の主な情報となる）があり，以下のデー

タは全区域をカバーしている。 

 陸域：国土地理院数値標高データ 

 海域：日本水路協会M7000 シリーズ 

このほかに，「地震・活断層」では活断層データベース（産業技術総合研究所ホームページ），新

編日本の活断層（活断層研究会編，1991），地すべり地形GIS データ（防災科学技術研究所ホームペ

ージ），「噴火」では日本の火山（第 3 版）（中野ほか，2013），第四紀火山（産業技術総合研究所ホ

ームページ），「隆起・侵食」では日本の海成段丘アトラス（小池・町田編，2001），「鉱物資源」で

は鉱業原簿・鉱区図（北海道経済産業局），日本油田・ガス田分布図第 2 版（矢崎，1976），日本炭

田図第 2版（徳永ほか，1973），国内の鉱床・鉱徴地に関する位置データ集（第２版）（内藤，2017），

「地熱資源」では全国地熱ポテンシャルマップ（村岡ほか，2009）などを用いており，陸域の全区

域をカバーしている。海域は新編日本の活断層，日本油田・ガス田分布図第 2 版などがカバーして

いる。これに加えて個別論文などの情報を抽出している。 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
 

   A-3 

また後述の様に，区域ごとの特徴を整理した①～⑥の観点のうち，⑥の観点を除くいずれの観点

においても情報量や詳細度の違いはあるものの区域ごとに記載できており，この規模の区域単位で

はどの区域も評価に必要な情報はあったと考えられる。 

表 A-1 地質の情報 

各事項の後の括弧は区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全域であ

ることを示す。海域は地質図のほかに区域内にある北海道電力（2013，2015）の音波探査測線名（説明書「地

形，地質・地質構造」の図 4.4 1 寿都町周辺海域海底地質図より）も示す。 

 西部 中央部 東部 

海域 

＜海域西部＞北海道電力
（2015）NESW2A，EW3A, 
EW4A，EW1W，EW5SA 
岡村・佐藤（2023）（北部） 

＜海域中央部＞北海道電力
（2015）NESW2A，EW2A，
EW1W，NS3W，NESW4W 
岡村・佐藤（2023）（北部） 

＜海域東部＞北海道電力（2015）
EW1W，EW2A，NESW4W，
NESW4.5W，NESW5W 
岡村・佐藤（2023）（北部） 

陸域と

寿都湾 

＜陸域西部北＞ 
・5 万分の 1 地質図幅「寿
都」 

＜寿都湾＞北海道電力
（2015）NS3W，EW11W，
EW12W，EW12B 

＜陸域東部北＞ 
・5 万分の 1 地質図幅「島古丹」（北
部），「歌棄」（南部） 

陸域 
＜陸域西部南＞ 
・5 万分の 1 地質図幅「寿
都」，「歌棄」（東部） 

＜陸域中央部＞ 
・5 万分の 1 地質図幅「歌
棄」 

＜陸域東部南＞ 
・5 万分の 1 地質図幅「歌棄」  

 

○ 避ける場所の主な留意事項 

「5.2 概要調査地区の候補」の図 5.2-1には避ける場所の主な留意事項の位置を示しているが，そ

れが概要調査地区の候補に与える影響はその位置だけにとどまらず，例えば「噴火」の基準（イ）

についての事項であれば中心から 15 km以内の範囲となる。このような事項の影響を図A-1で設定

した各区域に，影響範囲が広い「噴火」とそれ以外に分けて記載した。「噴火」の低周波地震の影響

は，範囲が明確ではないため，ここでは仮に近傍「陸域西部南」，「陸域中央部」および「陸域東部

南」に記載している。主な留意事項の影響が少ないのは「海域西部」である。「噴火」の影響を除い

た場合は，「海域西部」，「海域中央部」，「海域東部」，「寿都湾」および「陸域東南部」である。 

表 A-2 避ける場所の主な留意事項の各区域への影響（噴火） 

各事項の後の括弧は影響が区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全

域への影響があることを示す。 

 西部 中央部 東部 

海域 ＜海域西部＞磯谷溶岩（東）  
＜海域中央部＞蘭越町尻別岬付
近の岩脈，磯谷溶岩 

＜海域東部＞雷電山，蘭越町尻
別岬付近の岩脈，磯谷溶岩 

陸域と

寿都湾 

＜陸域西部北＞蘭越町尻別岬
付近の岩脈（東），磯谷溶岩 

＜寿都湾＞蘭越町尻別岬付近の
岩脈，磯谷溶岩 

＜陸域東部北＞雷電山，蘭越町
尻別岬付近の岩脈，磯谷溶岩 

陸域 
＜陸域西部南＞磯谷溶岩，低
周波地震の分布  

＜陸域中央部＞蘭越町尻別岬付
近の岩脈，磯谷溶岩，低周波地
震の分布 

＜陸域東部南＞雷電山（北
東），蘭越町尻別岬付近の岩脈 
，磯谷溶岩，低周波地震の分布 
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表 A-3 避ける場所の主な留意事項の各区域への影響（噴火以外） 

各事項の後の括弧は影響が区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全

域への影響があることを示す。 

 西部 中央部 東部 

海域 ＜海域西部＞ ＜海域中央部＞ ＜海域東部＞ 

陸域と

寿都湾 

＜陸域西部北＞ 
寿都鉱山（中央） 

＜寿都湾＞  
＜陸域東部北＞ 
尻別川左岸の瀬棚層（東端） 

陸域 
＜陸域西部南＞ 
白炭断層（東） 

＜陸域中央部＞ 
白炭断層 

＜陸域東部南＞  

 

○ その他の事項 

項目ごとに，避ける場所の主な留意事項とその他の事項の位置付けを説明し，その他の事項の主

な例を表A-4に示す。基準への該当性が明らかではないため，文献調査地区に及ぼす影響ではなく

その事項の位置を示している。そのため，「噴火」の基準（イ）に該当し 15 km 以内の影響範囲が概

要調査地区の候補の範囲に及ぶ事項などは文献調査対象地区外の区域も設けて記載している。 

 「地震・活断層」では，基準（ア）または基準（イ）に該当することが明らかで，かつ，

文献調査対象地区の地下に及んでいる可能性がある「白炭断層」を主な留意事項としてい

る（4.2.2(1)）。その他の事項のうち，基準に「該当することが明らかまたは可能性が高いと

はいえない」として評価され，文献調査対象地区の地下に影響を及ぼす可能性が考えられ

る個別の断層（説明書「地震・活断層」の 5.1）の主な例を示した。 

 「噴火」では，文献調査対象地区がその影響範囲に含まれる可能性から，基準（イ）につ

いて「雷電山」，「磯谷溶岩」および「蘭越町尻別岬付近の岩脈」を，基準（ウ）について

文献調査対象地区南端付近の「低周波地震」を主な留意事項としている（4.2.2(2)）。その他

の事項のうち，基準（ア）および基準（イ）の観点から文献調査対象地区に影響を及ぼす

可能性が考えられる，活動時期が明らかでない火成岩類，貫入岩・岩脈（説明書「噴火」

の 4.2.2 および 4.2.3 (2)）のうち主な例を示した。 

 「鉱物資源」では，基準（イ）に該当するが最終処分を行おうと地層における分布が不明

である「寿都鉱山」を主な留意事項としている（4.2.2(5)）。その他の事項として，基準

（イ）への該当の可能性の観点から「正荘鉱山」（4.2.2(5)）を示した。 
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表 A-4 その他の事項の主な例の位置 

基準への該当性が明らかではないため，文献調査地区に及ぼす影響ではなくその事項の位置を示している。「噴

火」の事項などは，文献調査対象地区外の区域を設けて記載しているものがある。 

 外 西部 中央部 東部 外 

   火成岩類   

海域  
＜海域西部＞泉ほか
（2014）の海底推定
活断層 

＜海域中央部＞中田（2015）
の海底活断層  

＜海域東部＞ 
貫入岩・岩脈 

尻別川断層（海
域），火成岩類 

陸域と

寿都湾 
火成岩類 

＜陸域西部北＞火成
岩類，貫入岩・岩脈，
正荘鉱山 

＜寿都湾＞中田（2015）の海
底活断層  

＜陸域東部北＞ 
  

尻別川断層 

陸域 
ガロ川火山
岩類 

＜陸域西部南＞五十
嵐川断層，ガロ川火
山岩類 

＜陸域中央部＞湯別・丸山
西側付近の断層，丸山東側
付近の断層 

＜陸域東部南＞ 
  

尻別川断層 
賀老山 
貫入岩・岩脈 

外  ガロ川火山岩類  貫入岩・岩脈 賀老山 

 

○ 侵食量 

避ける場所の基準のうち「侵食」については，基準に該当する可能性は小さいため，基準（イ）

の将来 10 万年後程度の最大侵食量（説明書「隆起・侵食」の 6.2）を区域ごとに示す。陸域中央部

の沿岸や内陸の山地，丘陵が比較的大きい値を示すが，算出方法が異なることに留意が必要である。 

表 A-5 将来10万年後程度の最大侵食量 

過去 10 万年程度の最大侵食量をそのまま将来 10 万年後に想定される最大侵食量とみなしている（下刻を除

く）。各事項の後の括弧は区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全

域であることを示す。 

 西部 中央部 東部 

海域 
＜海域西部＞                ＜海域中央部＞                 ＜海域東部＞ 

約 12～29 m 

陸域と

寿都湾 

＜陸域西部北＞約 12～29 m
（沿岸），約 30 m（山地） 

＜寿都湾＞約 12～29 m，約 56～
66 m（現海岸線付近かつ将来の
氷期における朱太川付近） 

＜陸域東部北＞約 12～29 m（沿
岸），約 50 m（山地） 

陸域 
＜陸域西部南＞約 30 m ＜陸域中央部＞約 56～66 m（低

地），約 20 m（丘陵） 
＜陸域東部南＞約 50 m 

 

○ 主な検討対象地層 

説明書「地質環境特性」の 3.3，7.1 においては，地層処分の対象深度となる地下 300 m 以深にお

いて想定する地下施設の規模を踏まえ，数 km2程度以上の広がりをもって分布すると考えられる地

層・岩体を主な検討対象として抽出し，陸域の西部，中央部，東部と海域に分けて示している（表

A-6）。どの区域にも新第三紀中新世の地層が存在しており大きな違いはない。 
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表 A-8 各区域の土地の利用制限の特徴 

各事項の後の括弧は区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全域であ

ることを示す。 

 西部 中央部 東部 

海域 ＜海域西部＞自然公園（南） ＜海域中央部＞ ＜海域東部＞ 

陸域と

寿都湾 

＜陸域西部北＞自然公園（北） 
保安林（西），保護樹木（沿岸） 

＜寿都湾＞  ＜陸域東部北＞保安林（南），
記念物，文化財（沿岸） 

陸域 ＜陸域西部南＞保安林（西）  
＜陸域中央部＞保護樹木
（沿岸） 

＜陸域東部南＞保安林  
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2024年 11月 発行 原子力発電環境整備機構 

 

本資料を利用する際は出典を記載してください。出典の記載方法は以下のとおりで

す。編集・加工等して利用する際には，以下の出典表記とは別に編集・加工等を行っ

たことを記載してください。 

（出典の記載例） 

原子力発電環境整備機構（2024）北海道寿都郡寿都町文献調査報告書 

 

また，第三者（原子力発電環境整備機構以外のものをいいます。以下同じ。）の著作

物が含まれる場合（例えば，原子力発電環境整備機構が第三者の図表等を用いて転載・

編集・加工等している図表等）には，別途，第三者からの許諾が必要になることがあ

ります。利用者の責任おいて，第三者が権利を有している部分を確認し，当該第三者

から利用の許諾を得てください。 

 

上記は，著作権法上認められている引用などの利用について，制限するものではあ

りません。 
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第1章 調査・評価の考え方 
1.1 調査のよりどころ 

本説明書は，文献調査の項目のうちの地震・活断層に関する説明書である。地震・活断層に関す

る調査のよりどころは以下のとおり。 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，最終処分法という。）に基づき，文献調査開始

に当たって原子力発電環境整備機構が 2020 年に公表した「北海道寿都郡寿都町 文献調査計画書」

（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を進めた。その間，原子力規制委員会（2022）の「特

定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全確保上少なくとも考慮されるべ

き事項」（以下，「考慮事項」という。）が公表され，科学的特性マップ策定時の考え方1および「考慮

事項」などを参照して最終処分法の要件を具体化した経済産業省資源エネルギー庁（2023）の「文

献調査段階の評価の考え方」（以下，「文献調査段階の評価の考え方」という。）が策定されており，

これらに基づいて調査・評価を行った。それぞれの概要は以下のとおりである。 

なお，最終処分法については文献調査報告書の 4.1.1（1）に示したとおりである。 

 

1.1.1 文献調査計画書 

地震・活断層については評価する要件として，「断層活動」があり，その評価に用いる情報の例と

して，「活断層の存在，性状」，「断層破砕帯の幅，変形の及ぶ場所」および「活褶曲，活撓曲の存在

および変形の及ぶ場所」が示されている。また，評価に用いる主要な文献・データとして，以下が

示されている。 

・ 活断層データベース（産業技術総合研究所ホームページ） 

・ 活断層詳細デジタルマップ［新編］（今泉ほか編，2018） 

・ 新編日本の活断層（活断層研究会編，1991） 

・ 50万分の 1活構造図「札幌」（寒川ほか，1984） 

 

1.1.2 「考慮事項」 

地震・活断層については「１．断層等」として以下のとおり示されている。これらは，概要調査

地区等の選定時において，それぞれの時点で得られている情報に基づき，適切に考慮されるべきで

あるとされている。 

 

「考慮事項」の「１．断層等」について 

次に掲げる断層等を避けること。 

① 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない断層等のうち震源として考

慮する活断層 

② 上記①の活断層の活動に伴い損傷を受けた領域 

③ 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない断層等のうち地震活動に伴

って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面 

 
1総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 放射性廃棄物WG（以下，放射性廃棄物WGという。）

（2017）。 
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④ 上記①及び③の断層等以外のものであって規模が大きい断層 

ここで、後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない断層等の認定に当たっ

て、後期更新世（約 12～13万年前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動性が

明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40万年前以降）まで遡って地形、地質・地質

構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価すること。なお、活動性の評価に当たっ

て、設置面 Aでの確認が困難な場合には、当該断層の延長部で確認される断層等の性状等により、

安全側に判断すること。 

 
A本考慮事項において、「設置面」とは人工バリアを設置しようとする場所を指す。 

 

なお，断層の活動時期を評価する期間の経緯については，「実用発電用原子炉に係る新規制基準の

考え方について」（原子力規制委員会，2016；2022年 12月 14日改訂）で以下のように記されている。 

 

耐震設計審査指針において「活断層」を、第四紀全体（約１８０万年前（平成２１年より約２

５８万年前に変更）～現在）で活動が認められるものと定義した上で、第四紀の中でも地殻変動

の様式や速度が異なることや地表地震断層や活断層のトレンチ調査の結果から得られる再来期

間（活断層の活動間隔）を考慮して「耐震設計上考慮する活断層」として５万年前以降に活動し

たもの、又は再来期間が５万年未満のものを活断層評価の目安としていた。平成７年兵庫県南部

地震以降に行われてきたトレンチ調査の結果から確認される再来期間は最長３万年であったが、

再来期間が５万年を超える可能性を考慮するとともに、それまでの審査実績を踏まえ、「耐震設計

上考慮する活断層」は、第四紀の後期更新世以降（１２～１３万年前以降）の活動が否定できな

いものとした 

 

また，「考慮事項」④のように断層等の活動性にかかわらず規模の大きい断層を避けることとして

いるが，これについて「中深度処分における断層等に係る要求事項について」（原子力規制庁，2021）

では，以下のように補足されている。 

 

規模の大きい断層に関して、実用発電用原子炉等の原子力施設の操業期間に比べ、極めて長期

の自然事象を考慮することとしている高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る研究では、第四紀

（約 258万年前以降）に活動した断層でなくても、地表やその地下に規模の大きな断層が存在す

る場合は、ずれ破壊が及び得る範囲を考慮する必要があるとしている。 

この点については、活動性にかかわらず、規模の大きい断層を避けて人工バリアを設置するこ

とを要求することにより、実用発電用原子炉等の原子力施設では考慮する必要のない古い断層

が、当該原子力施設の操業期間を大きく超える長期において活動したとしても、その断層が新た

な地下水流動経路となり放射性物質の移動を促進すること等を防止する効果を得ることができ

る。 
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1.1.3 「文献調査段階の評価の考え方」 

地震・活断層については，断層等の基準化の考え方，基準および基準への該当性の確認の仕方が

以下のとおり示されている。 

 

断層等の基準化の考え方 

断層等の回避には、ずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の観点と、断層及びその周辺

の地下水流動経路を通じた放射性物質の移動の促進等を防止する観点がある。後者の観点は、概

要調査以降の詳細な調査が必要であり、工学的対策（設計）、安全評価と関連することから、文献

調査段階では、避ける場所の基準として、前者の観点のみを考慮することとする。 

前者の観点から避ける場所の基準を策定するに当たって、断層とその周辺の構造を考える。震

源として考慮する活断層及びその周辺に分布する永久変位が生じる断層について、断層面を中心

としてその周りに断層コアがあり、その外側にダメージゾーンがあるという構造を下図に示して

いる。断層面と断層コアは断層活動による変位の大部分を賄う領域である一方、ダメージゾーン

は断層コアに比べて、断層活動による変位の程度が非常に小さい領域であり、周辺岩盤（母岩）

よりも割れ目（fracture）などの二次的な構造が発達し A, B，透水性が大きい C。断層コアの寸法は、

断層の変位量に応じて幅広い値を取ると考えられている D。一方、「考慮事項」に示された、変位

を及ぼす地すべり面については、震源として考慮する活断層及びその周辺に分布する永久変位が

生じる断層とは異なるものの、面に沿って粘土や角礫岩等（地すべり起源の破砕岩）が形成され

るため、これを断層コア相当とする。「考慮事項」に示された、「規模が大きい断層」についても、

断層コアの部分があると考えられる。 

文献調査段階の評価の考え方において、「規模が大きい断層」の目安は、「大規模地下施設とそ

れを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性のある断層の規模と考えられること」等

を理由に、地表での分布長がおおむね 10 km以上のものを網羅的に抽出した文献 Eを参考に、「地

表における延長がおおむね 10 km以上」とする。 

 

 
図 断層及びその周辺の構造の概念図（Choi et al. B等を基に作成） 

 
A丹羽正和，島田耕史，黒澤英樹，三輪敦志（2008）：圧縮性ステップにおける破砕帯の構造，地質学雑誌，Vol. 114，No. 
10，pp. 495-515. 

B J.-H. Choi, P. Edwards, K. Ko, Y.-Se Kim (2016): Definition and classification of fault damage zones: A review and a new methodological approach, 
Earth-Science Reviews, Vol. 152, pp. 70-87. 

C重松紀生，大谷具幸，小林健太，奥平敬元，豊島剛志（2018）：陸域断層の内部構造，地質学雑誌，Vol. 124，No. 9，pp. 759-
775. 
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D A. Torabi, M.U. Johannessen, T.S.S. Ellingsen (2019): Fault Core Thickness: Insights from Siliciclastic and Carbonate Rocks, Geofluids, Vol. 2019, 
Article ID 2918673. 

E小坂和夫，金折裕司，千木良雅弘，吉田鎮男（2010）：日本の断層マップ，培風館. 

 

断層等の基準 

最終処分法第六条第二項の第一号及び第二号に対して、最終処分を行おうとする地層について

以下のいずれかに該当することが明らかまたは可能性が高い場所 Aを避ける。 

（ア） 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断

層の断層面 B 

（イ） 後期更新世以降の活動が否定できない断層等のうち地震活動に伴って永久変位が生じ

る断層の断層面 B及び変位を及ぼす地すべり面 

（ウ） 上記（ア）または（イ）以外の、地表における延長がおおむね 10 km以上の断層の断層

面 B 

（エ） 上記（ア）～（ウ）の断層コアの部分 

A最終処分を行おうとする地層と重なる場所。 
Bずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の観点を明確にするために「断層面」としている。 

 

断層等の基準への該当性の確認の仕方 

○震源として考慮する活断層、地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべ

り面 

以下に示す審査ガイド Aの説明や最近の知見を参考に、震源として考慮する活断層、地震活動

に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面に該当するかどうかを確認する。 

基準では、震源として考慮する活断層及び、地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位

を及ぼす地すべり面のいずれについても「避ける対象」としているため、必ずしもそれらを区別

する必要はない。 

 

＜審査ガイドの説明＞ 

「震源として考慮する活断層」については、「地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊し、

地震動による施設への影響を検討する必要があるもの」Bとされている。 

「地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面」については、以下の

ような留意点が示されている。 

・ 地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり

面は、地震活動と同時に活動するとは限らない。 

・ 逆断層では、例えば、断層の変位に伴って、上盤側に局所的な引張場が形成され別の正断

層が形成される場合があること、当該断層とは傾斜が反対の別の逆断層（バックスラスト）

が形成される場合があること、これらの断層が活動して永久変位を起こすことがあること

に留意する。 

・ 伏在逆断層によって生じた断層関連褶曲に伴って、断層等が活動して永久変位を起こすこ

とがあることに留意する。 

・ 横ずれ断層では、例えば着目する亀裂等が横ずれ断層に伴うフラワー構造の一部である可
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能性に留意する。 

・ 地すべり面は、冠頂部で正断層、側方部で横ずれ断層、末端部で逆断層と似た様相を呈す

ることがある。 

 

○最終処分を行おうとする地層について（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）のいずれかに該当 

最終処分を行おうとする地層において、断層等の分布の位置や幅が確認できる／確度の高い推

定ができる場合は、避ける場所とする。 

地表付近の情報のみに限られる場合等、上記の検討が難しい場合には、「（ア）、（イ）、（ウ）、

（エ）に該当する断層等」の可能性を想定し、最終処分を行おうとする地層において避ける位置

については概要調査以降で確認するものとする。 

 

○後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動の可能性 

後期更新世以降の活動性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40 万年前 以降）

まで遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価する C。 

後期更新世以降の活動性評価には、この時代の段丘面や地層の変位・変形に注目する方法が一

般的である。中でも、酸素同位体ステージ 5e に対応づけられる中位段丘面や地層は分布及び保存

が良好であることから有効である A。 

中期更新世以降の断層等の評価には、この時代の地形面や地層の変位・変形に注目することが

一般的である。中でも酸素同位体ステージ 7、9、11 の温暖期（高海水準期）に対応づけられる段

丘面や地層の利用が有効である A。  

 

○断層コアの部分 

野外の露頭の観察、トレンチ調査結果やボーリングデータ等の文献・データによりこれらの領

域を確認する。地すべり面については、その周辺の破砕部を断層コア相当とする。  

 

○地表における延長がおおむね 10 km以上の断層 

地表地質図等で延長がおおむね 10 km 以上の断層を抽出する。抽出した断層について、個別の

文献等により、存在の確実性や延長や「最終処分を行おうとする地層」部分への分布等を確認す

る。 

 
A原子力規制委員会（2013）：敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（2022年最終改正）. 
B 鈴木康弘（2014）：活断層の定義および位置精度に関する留意点，活断層研究，41，pp. 11-18. 
C地層処分において安全確保上少なくとも考慮されるべき事項に関する検討（第7回目）－考慮事項の決定等－「別紙2」. 

 

このうち，基準（ウ）の地表における延長がおおむね 10 km以上の断層について，その設定され

た背景として，以下が考えられる。 

文献調査段階では，避ける場所の基準として，ずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の観

点のみを考慮することとしている（経済産業省資源エネルギー庁，2023）。また，活動性にかかわら

ず，規模が大きい断層を避けることで，活動をしたとしても，地下水流動経路の形成などを防止す

る効果を得ることができる（原子力規制庁，2021；1.1.2参照）。そのため，規模が大きい断層は，将
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来数万年を超える長期においての活動も想定されていることから，断層等の基準に含まれている（原

子力発電環境整備機構，2023）。 

また，文献調査段階では取得可能な地下の情報に限りがあることを考慮して，「大規模地下施設と

それを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性のある断層の規模と考えられる」断層の

評価指標として，「日本の断層マップ」（小坂ほか，2010）を参考に，地表における延長が設定され，

その長さはおおむね 10 km 以上とされている（経済産業省資源エネルギー庁，2023）。小坂（2010）

では，断層の延長を概ね 10 kmとした理由として以下が示されている。 

・ 10 km 以上の延長を有していれば，断層を確認ないしは推定する根拠が複数以上あることが

推定され，確実性が高いと判断されること。 

・ 10 km以上の延長があれば地質的にある程度の構造的規模を反映していると考えられること。 

・ 活断層を想定した場合，延長 10 kmはM6.5の地震規模に相当すること。 

・ 大規模地下施設とそれを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性のある断層の

規模と考えられること。 

また，延長 10 kmはM6.5の地震規模に相当することの根拠として，内陸地震に伴う地表地震断層

に関する知見が参考となる。地表地震断層の出現率は M6.5 と M6.8 の間で急激に増加し（武村，

1998），松田の経験式（松田，1975）によれば，M6.5で断層の長さが約 10 kmとなる。 

しかし，松田の経験式の断層長さのデータには，地表地震断層長と震源断層長との両方が含まれ

ており，実際に，地表地震断層長が震源断層長の 5割以上となるのは，M6.5以上の地震で 20%であ

る（遠田，2013）。そのため，一回または数回の断層活動では，未成熟な短い断層としてその長さが

10 km未満となる場合が考えられる。 

一方，個々の断層活動が幾度も繰り返されることで成熟した長大な断層が形成されると考えられ

ている（例えば，Fossen, 2016）。そのため，一回の断層活動で出現する断層の長さが短いとしても，

活断層の平均活動間隔である数千～数万年（例えば，松浦ほか，2019）ごとに活動を繰り返した断

層は一定の長さを有すると考えられる。 

上記のような，地表地震断層の出現率や出現した場合の長さおよび断層の成長過程に関する考え

は，規模が大きい断層の指標として，地表における延長がおおむね 10 km以上となった背景の一つ

と考えられる。 

 

1.2 評価の考え方 

文献調査対象地区の地震・活断層に関連する事項として，活断層については「文献調査段階の評

価の考え方」に示された基準（ア）～（エ），地すべり面については基準（イ），（エ），活断層以外

の断層については基準（ウ），（エ）と，それぞれの基準への該当性の確認の仕方（1.1.3参照）に従

って評価する。 

地震については，上記基準に関する評価の対象とはならないものの，活断層に関連する情報とし

て使用する。概要について 3.1で，活断層との関係について 4.4.4で述べる。 

地震動について，深度 250 m以深における地震加速度は，地表での観測値に対して 1/3～1/5程度

であること（藤川ほか，2012），地下深部において人工バリアは耐震安定性を有すること（核燃料サ

イクル機構，1999a，1999b），埋め戻し後は地震力の影響が極めて小さくなること（原子力規制庁，

2021）などから，著しい変動を与える事象とはならないと考えられ（総合資源エネルギー調査会 電
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力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術WG（以下，地層処分技術WGという。），2014），

本説明書の評価対象とはしない。 

 

1.3 調査の進め方 

1.3.1 文献・データの収集・情報の抽出 

収集対象範囲を設定（2.1参照）し，活断層，地すべり面および活断層以外の断層ならびにそれら

の調査結果および関連情報について記載のある文献・データを収集する。 

文献・データの収集に当たっては，「文献調査段階の評価の考え方」で示された文献・データの収

集の考え方に従い，文献調査計画書に示した主要な文献・データに加え，公的な機関が公表してい

る文献・データを収集し，また，学術雑誌に公表されている論文を収集するため，文献データベー

スで検索を行い収集する。収集した文献・データから，変動地形学的調査結果，地質調査結果，地

球物理学的調査結果および地震学的調査・史料地震学的調査結果の情報を抽出する。 

 

1.3.2 評価に必要な知見の整理 

1.3.1で収集した文献・データより抽出した情報から，活断層，地すべり面および活断層以外の断

層について確認し，これらの評価に必要な知見を整理する。併せて，地形判読および海上音波探査

結果による地質構造の分析を行う。 

また，「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（原子力規制委員会，2013）

を参考に，地震活動，測地資料，変動地形，地質・地質構造および地球物理学的調査研究などに関

する文献・データの知見を整理し，断層との関係などを確認する。 

 

1.3.3 基準に照らした評価 

1.3.2で整理した情報を用いて，1.2で示した評価の考え方に基づいて断層ごとや地域ごとに評価を

行う。図 1.3-1に評価のフローを示す。 

活断層（4.1）の評価の流れについては，まずその活動性について評価するが，本報告書による評

価で，後期更新世以降の活動について明らかまたは可能性が高いといえない場合，地表における延

長がおおむね 10 km以上への該当性を評価の対象とする。なお，既存文献データと断層の関係（4.4）

では断層の存在や連続性などに関連する情報を整理し，その結果から文献で指摘されていない活断

層が推定される場合，その推定された活断層も同様の評価の流れとなる。また，活断層以外の断層

（4.3）については，活動性については評価対象とはせず，地表における延長がおおむね 10 km以上

の該当性を評価する。さらに，地すべり面（4.2）については，その活動性を評価する。 

このうち活動性の評価については，変動地形学的調査，地質調査および地球物理学的調査といっ

た調査結果ならびに地形，地質・地質構造および応力場などを検討し，総合的な評価を行う必要が

ある（敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（原子力規制委員会，2013））。

そのため，これらのデータの不足などによって総合的な評価ができない場合，例えば，変動地形学

的調査結果のみの場合などには，文献調査段階の評価結果としては基準（ア）および（イ）に該当

する可能性が高いとは評価しない。 

上記の活動性または延長の評価により，明らかまたは可能性が高いと判断される場合，断層面（地

すべり面）や断層コアの部分（地すべり破砕部）の評価に進む。 

また，活断層の延長を評価することおよび活断層以外の断層の活動性を評価しないことの背景と
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しては以下が挙げられる。 

・ 基準（ウ）は，「大規模地下施設とそれを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性

のある断層の規模と考えられる」断層の評価指標として，小坂ほか（2010）を参考に，「地表

における延長がおおむね 10 km 以上」とされている（経済産業省資源エネルギー庁，2023）。 

・ 基準（ウ）に関連する「規模が大きい断層」（原子力規制委員会，2022；考慮事項④，1.1.2参

照）については，活動性にかかわらず，規模が大きい断層を避けることで，活動をしたとし

ても，地下水流動経路の形成などを防止する効果を得ることができる（原子力規制庁，2021，

1.1.2参照）。 

 

 

図 1.3-1 評価対象の評価フロー 
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第2章 文献・データの収集・情報の抽出 
2.1 収集対象範囲 

文献調査対象地区は，寿都町全域および海岸線から 15 km以内の大陸棚の範囲（図 2.1-1）であり，

これを包含する文献・データの収集対象範囲については，図 2.1-2に示す。収集対象範囲は，最終処

分を行おうとする地層について（ア）～（エ）のいずれかに該当することが明らかまたは可能性が

高い場所（1.1.3）を検討すること，断層等が最終処分を行おうとする地層における位置と地表の分

布位置で異なる（地層処分技術WG，2017）ことを考慮し，寿都町とその周辺（最大で 2万 5000分

の 1地形図 1区画分程度）に加え，文献調査対象地区内に分布する可能性のある黒松内低地断層帯

（地震調査研究推進本部，2005）と尻別川断層帯（今泉ほか編，2018）が分布する 2万 5000分の 1

地形図の区画とその周辺（最大で 2万 5000分の 1地形図 1区画分程度）も収集対象範囲とした。ま

た，海域については，寿都町前面付近の大陸棚を包含する海岸線から 15 km以内とした。 

 

 

図 2.1-1 沿岸部における地下施設設置のイメージ 

（沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会，2016） 
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図 2.1-2 収集対象範囲 

活断層分布は，今泉ほか編（2018）の位置を図示。大陸棚外縁については，海底地形の特徴に基づいて描いた

地形線を使用（技術的観点からの検討のうち地形，地質・地質構造に関する説明書（以下，説明書「地形，地

質・地質構造」という。）を参照）。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日

本水路協会発行 M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報

（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に

基づく。 
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2.2 収集・抽出の観点 

地震・活断層における収集・抽出の対象の調査結果は，「変動地形学的調査」，「地質調査」，「地球

物理学的調査」および「地震学的調査・史料地震学的調査」に大別される。これらの対象とする情

報の詳細について，以下の（1）～（4）に示す。 

 

（1）変動地形学的調査 

活断層分布図および地すべり地形分布図などの地形判読結果，旧汀線（段丘面）高度分布など。 

 

（2）地質調査 

地表地質調査結果，トレンチ・ピット調査結果，露頭調査結果，ボーリング調査結果やこれらに

基づく地質図など。 

 

（3）地球物理学的調査 

反射法地震探査結果，海上音波探査結果，重力探査結果，磁気探査結果など。 

 

（4）地震学的調査・史料地震学的調査 

震源データ，発震機構解，地震波トモグラフィー，歴史地震・被害地震など。 

 

2.3 抽出結果 

2.1および 2.2に基づいて収集し，情報を抽出した文献・データを「添付資料 A 情報を抽出した

文献・データのリスト」にまとめた。 

また，本説明書において引用している文献・データは，「引用文献」として示した。この「引用文

献」には，一般的な教科書類，原子力規制委員会，地層処分技術WGなどの文献・データも含まれ

る。なお，「情報を抽出した文献・データのリスト」においては 1件としている文献・データを，引

用箇所を明確にするためにいくつかに分けて扱っている場合もある（例えば，原子力規制委員会審

査会合資料，書籍など）。一方，収集・抽出の観点には該当するが評価に必要と考えられる情報が確

認されなかった場合または情報が重複する（例えば，旧版・最新版，引用・被引用文献など）場合

など，情報を抽出したリストに示した文献・データでも引用していないものがある。 
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第3章 地震および断層等の概要 
第 3章では，第 2章で収集し，情報を抽出した文献・データに基づき，第 4章で知見を整理する

基盤情報として，文献調査対象地区およびその周辺地域における地震および断層等（断層と地すべ

り面を合わせて「断層等」という；原子力規制庁，2021）の概要について示す。なお，本説明書で

は，地質図などに示される活断層以外の断層について，活断層として示される断層と区別するため

に「地質断層」という用語を用いる。 

 

3.1 地震の概要 

文献調査対象地区およびその周辺地域で発生する地震活動の特徴や震源分布，発震機構分布，歴

史地震・被害地震について示す。 

 

3.1.1 震源分布 

（1）北海道地方の地震の特徴 

図 3.1-1に示すように，北海道地方では，海域を中心に，1993年北海道南西沖地震の震源付近を含

む日本海東縁や太平洋プレートの沈み込み帯付近での地震活動が活発である。これに対し，北海道

南西部の渡島半島の地震活動は，道内の他地域や東北地方の内陸地震と比較して低調である。 

 

 

図 3.1-1 北海道地方および東北地方の震源分布の例（気象庁ホームページa） 

出典：地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページa）。2000年1月から2000年 12月までの期間における震

源分布を表示。 

 

（2）文献調査対象地区およびその周辺地域の地震の特徴 

図 3.1-2に文献調査対象地区を含む西南北海道地域で，1983年 1月～2022年 3月に発生した通常地

震の震源分布を深度別に示す。これによると，文献調査対象地区周辺では深度 10～20 kmの地震が

多い。 

上記期間より前の地震活動として，文献調査対象地区南方において 1959年に 1回，1966年に 8回

地震が観測され，このうち最大のものは 1966年 4月の M3.6で長万部にて震度 3であった（宇津，

1968）。また，文献調査対象地区付近において，1973年末に寿都にて最大震度1を含むまとまった地

震が報告されている（本谷，1975）。これらの期間以外では，地震は全く発生していない（本谷，1981）。 
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図 3.1-2 深度別震源分布 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページa）に基づき作成。1983年1月から2022年 3月までの期間にお

けるマグニチュード 1以上，震源の深さの標準誤差が2 km以下の通常地震を表示。 

 

（3）地震発生層 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページ a）の通常地震の震源データをもとに，地震発生層

の指標として，D10，D50およびD90を算出するとともに，震源深さのヒストグラムを図 3.1-3に示

す。図 3.1-2の範囲内での地震数を浅いほうから数えて，10%，50%および 90%に達する深さ（D10，

D50およびD90）は，それぞれ深度 4.5 km，7.3 kmおよび 13.8 kmである。 

 

 
図 3.1-3 西南北海道地域における震源深さの頻度分布とD10，D50，D90 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページ a）に基づき作成。図 3.1-2の範囲，1983年 1月～2022年 3月

の期間，マグニチュード1以上および震源の深さの標準誤差 2 km以下の通常地震から算出。 
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3.1.2 発震機構分布 

西南北海道地域における発震機構分布を図 3.1-4に示す。文献調査対象地区南方，黒松内低地の南

部付近および内浦湾（噴火湾）では，概ね東西方向に圧力軸を持つ逆断層型の発震機構解が推定さ

れている。寿都町南方を震源とする 2022 年 12 月 15 日後志地方西部で 13 時 30 分に発生した地震

（M4.3）の初動発震機構解（図 3.1-5；気象庁ホームページ b）および同 15時 58分に発生した地震

（Mj3.6）のF-net地震のメカニズム情報（防災科学技術研究所ホームページ a）によると，これらの

地震の発震機構は，WNW-ESE方向に圧力軸を持つ逆断層型と推定される。 

 

 

 

図 3.1-4 西南北海道地域における地震の発震機構分布 

F-netメカニズム解データ（防災科学技術研究所ホームページ a）に基づき作成。1997年 1月から2023年8月

までの期間のメカニズム解を表示。 
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図 3.1-5 2022年12月15日後志地方西部の地震の初動発震機構解（気象庁ホームページb） 

 

3.1.3 歴史地震・被害地震 

文献調査対象地区周辺における代表的な歴史被害地震としては，1993年北海道南西沖地震（マグ

ニチュード 7.8，震源の深さ 35 km）が挙げられ，寿都町では震度 5が観測され，寿都港では 5 mの

津波到達高が測定されている（気象庁編，1995）。 

文献調査対象地区内を震源とする歴史被害地震は確認されない。 
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図 3.1-6 歴史地震・被害地震分布 

震央位置は宇佐美ほか（2013）に基づき作成。距離円の中心は寿都町役場とした。海岸線は「国土数値情報（海

岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の区域（塗りつぶし）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交

通省）に基づく。 

 

3.2 活断層の概要 

文献調査対象地区およびその周辺地域において，文献で活断層として示された断層線または活断

層の疑いのある地形要素（以下，文献活断層という。）について図 3.2-1に示す。これらの地域では，

主にN-S～NNW-SSE方向の活断層が卓越している。陸域では，黒松内低地断層帯（例えば，地震調

査研究推進本部，2005）や尻別川断層帯（今泉ほか編，2018）が知られており，黒松内低地断層帯は，

地震調査研究推進本部（2005）により主要活断層帯として長期評価が実施されている。寿都町はこ

の黒松内低地断層帯の北部に位置する。 
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図 3.2-1 主な文献活断層の位置 

赤線で示す個別論文に示された活断層は，地図上の断層線に沿ってその出典を示す。基図の元データには，陸

域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協

会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点

鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

3.2.1 黒松内低地断層帯 

黒松内低地断層帯は，寿都湾と内浦湾（噴火湾）を結ぶ地溝状の低地である黒松内低地帯（長尾・

佐々，1933）に分布する逆断層帯である。活断層研究会編（1980）で本断層帯の判読・認定が行われ

た（今泉・渡島半島活断層研究グループ，1982）。走向はほぼ南北であり，複数の並走する長さ数 km

の断層から構成され，断層帯全体の長さは，約 32 km 以上（地震調査研究推進本部，2005），46 km
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（産業技術総合研究所ホームページ）および約 51 km（北海道電力，2015a）とされている。主要な

断層は，白炭断層（白炭西断層および白炭東断層），蕨岱断層および長万部断層など（池田ほか編，

2002）である。 

黒松内低地断層帯の断層地形は，断層崖や撓曲崖が密に分布すること，それらの長さはほとんど

3～4 km以下であること，断層変位による大小の高まり（丘）と凹地が数多く分布することに特徴付

けられる（池田ほか編，2002）。これらの断層や撓曲の分布は，全体として黒松内低地帯の方向と調

和的な走向を示すが，必ずしも幌別山地や狩場山地を隆起あるいは黒松内低地付近を低下させると

いうような分布と変位センスの系統性はない（池田ほか編，2002；楮原ほか，2013）。このような地

形的特徴から，特定の断層だけでは応力の解放が不可能なほど圧縮が進行していると解釈できる（池

田ほか編，2002）。 

傾斜方向に関しては，主に西傾斜の断層が卓越すると考えられており（地震調査研究推進本部，

2005；今泉ほか編，2018；産業技術総合研究所ホームページ），黒松内低地断層帯付近の震源断層モ

デルは西傾斜の逆断層が推定されていることが多い（宮内，2012；佐藤ほか，2019；地震調査研究推

進本部，2021）。一方で，基礎試錐「黒松内」を用いた地質断面図では黒松内町付近に東傾斜の逆断

層（例えば，八幡，1989；北海道鉱業振興委員会編，1990）が，また，海成段丘の高度分布や地質構

造の情報を用いた震源断層モデルでは幌別山地西縁に東傾斜の伏在断層が推定されている（佐藤ほ

か，2019）。これらに加え黒松内低地帯における震源データが少ないことから，黒松内低地断層帯の

傾斜方向は東西どちらが主であるかは明確には評価できないと考えられる。 

また，黒松内低地断層帯は褶曲地帯に位置しており，本断層帯の活動度はB 級，水平短縮速度は

1 m/千年を超えると考えられる（今泉ほか編，2018）。黒松内低地帯の形成に関与すると考えられる

断層は存在せず，NNW-SSE方向の地質構造は同方向の新第三系の褶曲軸に支配されている（池谷・

林，1982）といった報告もある。 

以上のように，変位センスの系統性のなさ，傾斜方向の不確かさおよび断層変位と褶曲の関係な

どから，本断層帯の活動様式は非常に複雑であると考えられる（地震調査研究推進本部，2005）。 

文献調査対象地区内には，黒松内低地断層帯北部を構成する断層が分布しており，地表の位置が

文献調査対象地区外であっても傾斜および伏在の可能性を考慮すると，文献調査対象地区付近の断

層は文献調査対象地区の地下に分布している可能性がある。 
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図 3.2-2 黒松内低地断層帯の位置（地震調査研究推進本部，2005） 

 

3.2.2 尻別川断層帯 

尻別川断層帯は，蘭越町の尻別川河口付近から幌別山地の東麓に沿って黒松内町・黒松内インタ

ーチェンジ付近に至る逆断層帯である（今泉ほか編，2018）。活断層研究会編（1980）および中田・

今泉編（2002）で，本断層帯の判読・認定が行われた。走向はほぼ南北であり，それぞれの長さが

10 km程度かそれ未満の尻別川断層，三和付近の断層，目名付近の断層，上目名付近の断層，角十川

付近の断層，（熱郛）赤井川付近の断層および白井川付近の断層（地震調査研究推進本部，2005；北

海道電力，2015a）から構成され，断層帯全体の長さは約 20 km（今泉ほか編，2018）とされている。

なお，地震調査研究推進本部（2005）は，尻別川断層帯を構成する断層の長さが短いこと，黒松内

低地断層帯とは 5 km程度かそれ以上離れていること，多くは活断層であるか不確かさを伴っている

ことから，尻別川断層帯を主要活断層帯の長期評価の対象としていない。 

断層変位地形は主として東向きの断層崖であり（今泉ほか編，2018），本断層帯北半部の震源断層

モデルでも西傾斜と設定されているが（北海道電力，2022），南半部では西向きの逆向き断層崖も認

められる（今泉ほか編，2018）。文献調査対象地区の地表には分布しないが，本断層帯の震源断層と
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して想定される傾斜方向を考慮すると，尻別川断層帯を構成する断層が文献調査対象地区の地下で

は分布している可能性がある。 

 

  
図 3.2-3 尻別川断層帯の位置（地震調査研究推進本部，2005） 

地震調査研究推進本部（2005）に「尻別川断層帯」およびその範囲ならびに「蘭越町」を加筆。 

 

3.2.3 海域の活断層 

文献調査対象地区の海域を含む日本海東縁にはN-S方向の逆断層が卓越する（例えば，徳山ほか，

2001；岡村・加藤，2002）。これらの逆断層は，上盤に非対称の背斜構造や撓曲帯を伴い地形的な高

まりを形成していることから，このような背斜構造の形状は断層関連褶曲と推定されている（岡村・

加藤，2002；岡村，2019）。 

寿都町から 15 km以内の海域には，海上音波探査や海底面の地形判読により，海底活断層が示さ

れている（図 3.2-1：例えば，活断層研究会編，1991；泉ほか，2014；中田，2015；北海道電力，2015a；

岡村・佐藤，2023）。これらの走向は概ね南北である。 
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3.3 地すべり地形の概要 

文献調査対象地区およびその周辺地域において，主な文献に示されている陸域と海域の地すべり

地形の分布位置について図 3.3-1に示す。 

文献調査対象地区付近は，山岸・伊藤（1993）の地すべり地形の頻度分布によると，北海道内で

は比較的地すべり地形の少ない地域であり，図 3.3-1に示すように北東方向のニセコ・雷電火山群や

南西方向の狩場山地付近と比べても，そのことが読み取れる。 

海域では，森木ほか（2017）によれば，寿都海脚付近および寿都海底谷付近に地すべり地形が示

されている。 

 

図 3.3-1 主な文献における地すべり地形の位置 

陸域は地すべり地形GISデータ（防災科学技術研究所ホームページb）を，海域は森木ほか（2017）のうち海

岸線から約15 km以内のみを図示。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日

本水路協会発行 M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報

（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国

土交通省）に基づく。 
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3.4 地質断層の概要 

文献調査対象地区およびその周辺地域における 5万分の 1地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸ほか，

1976；山岸，1984）によると，文献調査対象地区西部の寿都半島では，北部に走向がNNW-SSEの断

層が 2本，南部に走向が WNW-ESEの断層が 1本示されている。さらに，文献調査対象地区東部の

幌別山地では，北部に走向が N-Sの断層が，西部に走向が WNW-ESEと NNE-SSWの断層が 1本ず

つ示されている。 

 

 

図 3.4-1 地質断層の位置（5万分の1地質図幅） 

文献調査対象地区およびその周辺地域の 5万分の1地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸ほか，1976；山岸，1984）

における「断層」を図示。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協

会発行 M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線

データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）

に基づく。  
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第4章 評価に必要な知見の整理 
第 4章，4.1から 4.3では，文献に示された断層等（活断層，地すべり地形および地すべり面，地

質断層）に関する情報ならびに本調査の地形判読および既存の海上音波探査結果を用いた本調査の

分析に基づいて，断層等の分布，活動性および断層コアなどについて整理した結果を示す。また，

4.4では海成段丘の高度分布，地質構造，測地観測結果および地球物理学的調査結果を整理する。 

地図や図面上で断層等が示される位置の留意点として，実際の位置との間に誤差が生じることが

知られている（例えば，産業技術総合研究所ホームページ；鈴木，2014）。位置情報の誤差について，

産業技術総合研究所ホームページは，調査がよく進んでいる活断層で数メートル単位，地形のみか

ら推定されている活断層で数十メートルかそれ以上の誤差が生じる場合があると述べている。また，

鈴木（2014）は，位置情報の誤差の要因として，「判断における認識論的不確かさ」，「地形変化によ

る誤差」，「デジタイズ等，数値化作業における誤差」の 3つを挙げている。本説明書に示された断

層位置についても，これら 3つの要因による位置情報の誤差が生じている可能性がある。このよう

な各文献の位置精度に関する情報については添付資料Bに示す。 

 

4.1 活断層 

文献調査対象地区およびその周辺地域の文献活断層の分布を図 4.1-1 に示す。図 4.1-1 には，文献

活断層として，今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982），奥村（1983），活断層研究会編（1991），

池田ほか編（2002），吾妻ほか（2003），泉ほか（2014），渡辺・鈴木（2015），北海道電力（2015a，2015b），

中田（2015）（位置を示す文献は森木ほか，2017），Kumamoto et al. (2016)，今泉ほか編（2018），小野・

斉藤（2019），岡村（2019）および岡村・佐藤（2023）の位置を示している。なお，産業技術総合研

究所ホームページについては，「産業技術総合研究所が既存資料に基づき独自に編纂・簡略化したも

のであり，あくまでも概略の分布を示すもの」であるため，4.1では扱っていない。 

文献活断層は，文献調査対象地区陸域の地表には，黒松内低地断層帯を構成する樽岸リニアメン

ト，五十嵐川断層，湯別・丸山西側付近の断層，歌棄リニアメントおよび丸山東側付近の断層が示

されている。断層の傾斜，削剥および堆積作用などの影響を考慮すると，地表では文献調査対象地

区に示されていないが地下では分布する可能性があるものとして，黒松内低地断層帯を構成する白

炭断層，月越原野断層および九連山の沢リニアメント，尻別川断層帯を構成する尻別川断層および

中田（2015）らの活断層が考えられる。 

文献調査対象地区の大陸棚付近の海底面には，泉ほか（2014）の海底推定活断層と中田（2015）の

海底活断層が示されている。海底面では文献調査対象地区の大陸棚に分布していないが地下では分

布している可能性のあるものとして，北海道電力（2015a）らの海底活断層，活断層研究会編（1991）

の海底活断層AおよびB，渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層ならびに尻別川断層が考えられる。 

次に，本調査の地形判読結果を図 4.1-2に示す。本調査の陸域の地形判読では，2万分の 1および

4 万分の 1 空中写真ならびに数値標高データから作成した地形表現図（赤色立体地図や傾斜量図な

ど）を用いた。変動地形の分類は「原子力発電所耐震設計技術指針」（原子力規格委員会編，2023）

を判読基準とし，断層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素の判読に関しては「活断層地形

要素判読マニュアル」（佐々木ほか，2006）も参考にした。海域の地形判読では，日本水路協会発行

M7000シリーズから作成した海底地形アナグリフ（後藤，2013，2014）を作成し，Goto et al. (2022)な
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ど2を参考に判読を試みた。本調査の地形判読における変動地形の分類についての詳細を添付資料C

に示す。加えて，海域に関しては，既存の海上音波探査結果を用いて，米倉（1979），緒方・本庄（1981），

池原ほか（1990），岡村（2000）および岡村（2019）を参考に，地質構造を分析した。 

本調査の地形判読および既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析は，上述の文献活断層を

包含する範囲で実施したが，これらの文献活断層以外に相当すると考えられる変動地形3および活構

造は抽出されなかった。 

したがって，4.1では，文献活断層および本調査の地形判読結果については，文献活断層に基づく

個別断層ごとに知見を整理する。しかし，黒松内低地断層帯北方延長部（4.1.1（9））については，文

献活断層および本調査の地形判読による変動地形が示されていないものの，文献調査対象地区中央

部に当たることなどから，地域に焦点を当てて知見を整理する。 

これらの活動性については，（i）変動地形学的調査，（ii）地質調査および（iii）地球物理学的調査

に関する文献・データを用いて検討する。具体的には，変動地形学的調査結果としては活断層分布

図および地形判読結果などを，地質調査結果としては地表地質踏査結果，トレンチ・ピット掘削調

査結果，露頭調査結果およびボーリング調査結果などを，地球物理学的調査結果としては反射法地

震探査結果および海上音波探査結果などを用いる。これらの文献を用いて活動性を検討する際には，

その文献における記載や情報を活用する。 

本調査の地形判読結果を用いた変動地形の活動性を検討するに当たっては，段丘面の分布高度・

連続性・開析度合い，文献により得られた年代資料などから推定された段丘面の形成年代を用いる。

段丘面の対比・編年については添付資料Dに示す。これについて，さらに詳細には，海成段丘は「隆

起・侵食に関する説明書」（以下，説明書「隆起・侵食」という。）に，河成段丘は添付資料Eに示

す。また，本調査で実施した既存の海上音波探査結果を用いた活動性の検討に当たっては，その文

献の層序の解釈を用いる。その層序については添付資料Dに，さらに詳細には説明書「地形，地質・

地質構造」に示す。 

 
2 Goto et al. (2022) では解像度の問題から大陸棚を対象外としているため，本調査においては大陸棚についてGoto et al. (2022) だ
けでなく，陸域の基準の「原子力発電所耐震設計技術指針」（原子力規格委員会編，2023）や「活断層地形要素判読マニュ

アル」（佐々木ほか，2006）も参考とした。 
3本説明書では「地殻変動に起因する特徴的な地形」（原子力規格委員会編，2023）という意味で使用する。 
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図 4.1-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の文献活断層の位置 

本説明書で扱う文献活断層を太線で示す。文献ごとに断層線の位置の精度が異なる可能性がある。個別論文の

文献活断層（赤線および黒線）は，今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982），奥村（1983），吾妻ほか（2003），

泉ほか（2014），中田（2015），渡辺・鈴木（2015），Kumamoto et al. (2016)，小野・斉藤（2019）および岡村

（2019）であり，これらの詳細は図 4.1-3以降に示す。黒松内低地断層帯を構成する個別断層の名称について

は，「断層」，「リニアメント」，「付近の断層」などの記載を省略して表記。基図の元データには，陸域は国土地

理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第

2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.1-2 文献調査対象地区およびその周辺地域における本調査の地形判読結果 

本説明書で扱う地形判読結果を太線で示す。図中の枠は各図の範囲を示す。変動地形の分類（陸域）について

は，「原子力発電所耐震設計技術指針」（原子力規格委員会編，2023）を判読基準とし，「活断層地形要素判読

マニュアル」（佐々木ほか，2006）も地形要素の判読の参考にしている。分類（海域）については，Goto et al. 

(2022)2を参考にしている。これらの分類の詳細については，添付資料Cに示す。また，ここでは，地形判読結

果として断層線のみ示しているが，撓みや勾配異常などを含めた詳細は図 4.1-3 以降に示す。基図の元データ

には，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日

本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政

界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

4.1.1 陸域の活断層 

（1）樽岸リニアメント 

本リニアメントに相当する文献活断層は，奥村（1983），活断層研究会編（1991）およびKumamoto 

et al. (2016) に示されている。これらの文献では，本リニアメントは寿都半島東部（月越山脈東麓）に
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示され，走向は概ね NNW-SSE，長さ4は約 3.2～7.1 km である（図 4.1-3）。名称は，活断層研究会編

（1980，1991）の「樽岸」から名付けた北海道電力（2015a）の「樽岸リニアメント」を採用した。 

 

 
図 4.1-3 樽岸リニアメントおよび五十嵐川断層相当の文献活断層ならびに付近の調査地点および

本調査の地形判読結果 

樽岸リニアメントおよび五十嵐川断層に相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示す。これ

らの断層に相当する個別論文の文献活断層の出典を地図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔主曲線 10 m，

計曲線 50 m。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000

シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土

交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 
4本説明書では断層の長さ（延長）は，文献に長さが示されていない場合，断層線における端点間の直線距離としている。 
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（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本リニアメントを示しているのは，奥村（1983），活断層研究会編（1991）

およびKumamoto et al. (2016) である。 

奥村（1983）は，リニアメントとして示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。

活断層研究会編（1991）は，変位基準を山地斜面，活動度5B～C，確実度Ⅲ6（西側隆起）として示し

ている。Kumamoto et al. (2016) は，活断層（active faults）を示しているが，活動性に関する情報は確認

されなかった。北海道電力（2015a）は，山地と段丘面の地形境界およびその延長付近に北海道電力

（2015a）の基準に該当する変位地形は認められないとし，活断層研究会編（1991）の記載を参考に

抽出した「やや直線的な地形境界等」を「文献断層7」として示している。 

本調査の地形判読では，文献で本リニアメントが示されている位置の一部に山地と山麓堆積地形

の直線的な地形境界が判読されるが，ほかに断層による変位・変形を受けたと考えられる地形要素

が判読されないため，判読基準に該当する変動地形は認められないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

北海道電力（2015a）は，本リニアメント周辺において地表地質踏査を実施し，「山地斜面の傾斜

変換線の延長付近では，二股層の安山岩が広く分布しており，断層の存在を示唆するような破砕帯

及び地層の不連続は認められない」とし，「一部で，山地斜面の傾斜変換線に並走して不明瞭な鞍部，

遷緩線等が不連続に認められるが，これらは，異なる岩質の境界にあたり，両者の侵食に対する抵

抗力の違いに起因する組織地形と判断」している。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本リニアメントの分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（2）五十嵐川断層 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991）と北海道電力（2015a）に示されている。

これらの文献では，本断層は丸山丘陵西方に示され，走向は概ねN-S～NNE-SSWで五十嵐川に直交

し，長さは約 1.5 ～2.7 kmである（図 4.1-3）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「五十嵐川断

層」を採用した。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，活断層研究会編（1991），北海道電力（2015a）

および本調査の地形判読結果である。 

活断層研究会編（1991）は，変位基準を山地斜面，活動度C，上下成分の断層変位 10 m，確実度

 
5活動度：松田（1975）は，平均変位速度を指標として，「103年につき1 m以上10 m未満のものをA級とし，その1/10，1/100
のものをそれぞれB級，C級」としている。活断層研究会編（1991）は，活動度について，松田（1975）に従っている。 

6確実度Ⅲ：「活断層の可能性があるが，変位のむきが不明であったり，他の原因，たとえば川や海の浸食による崖，あるい

は断層に沿う浸食作用によってリニアメントが形成された疑いが残るもの」（活断層研究会編，1991）。 
7文献断層：文献に記載された活断層等のうち，空中写真判読で，文献に対応する活断層の存在を示す根拠が積極的に得ら

れなかったもの等（北海道電力，2015a）。 
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Ⅱ8（東側隆起）を示している。北海道電力（2015a）は，Hf1段丘面やHf2段丘面上に区分Ⅲ9の変位

地形を示している。 

本調査の地形判読では，小起伏面上の遷緩線や鞍部の配列から成る長さ約 2.6 kmの区間を分類LC

と評価したが，これらの地形の形成年代は不明である。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（3）湯別・丸山西側付近の断層 

本断層に相当する文献活断層は，池田ほか編（2002），北海道電力（2015a）および今泉ほか編（2018）

に示されている。これらの文献では，本断層は丸山丘陵西側付近に示され，走向は概ね NW-SE～

NNW-SSE，長さは約 3.4～4.9 kmである（図 4.1-4）。名称は，北海道電力（2015a）の「湯別・丸山西

側付近の断層」を採用した。 

 

 
8確実度Ⅱ：「活断層であると推定されるもの。位置・変位のむきも推定できるが，確実度Ⅰと判定できる決定的な資料に欠

けるもの」（活断層研究会編，1991）。 
9区分Ⅲ：「変位地形と認定できる地形要素が認められるが，基準地形の認定に不確実さがあり，その他の成因による可能性

があるもの，あるいは，不連続が認められるものの，基準地形での変位が不明瞭なもの」（北海道電力，2015a）。 
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図 4.1-4 湯別・丸山西側付近の断層および丸山東側付近の断層相当の文献活断層ならびに付近の

調査地点および本調査の地形判読結果 

湯別・丸山西側の断層および丸山東側の断層に相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示す。

これらの断層に相当する個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔

は主曲線10 m，計曲線50 m。基図の元データには，国土地理院数値標高データを使用。寿都町の行政界（二

点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，池田ほか編（2002），北海道電力（2015a），

今泉ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 

池田ほか編（2002）は，丸山丘陵西側付近において，変位基準面である M 面（最終間氷期以降）

に変位量 5 mの撓曲崖（東側隆起）を示している。北海道電力（2015a）は，Hm3段丘面（Marine Isotope 
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Stage（以下，MISという。）7）やHf2段丘面，Mf1段丘面（MIS 6）に区分Ⅱ10や区分Ⅲの東側隆起の

変位地形を示している。今泉ほか編（2018）では，東側隆起の推定活断層として示されているが，

活動性についての情報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，Hm3面，Mf1面，Mm1面およびLf2面などに東側隆起の撓みを伴う崖な

どから成る長さ約 5.1 kmの区間を分類LA～LDと評価した。 

 

（ii）地質調査 

上記変動地形学的調査による変動地形について，本断層の分布や活動性を直接示唆する地質調査

結果は確認されなかった。なお，北海道電力（2015a）は，本断層北方延長の Mm1 段丘面で群列ボ

ーリング調査（図 4.1-4）を実施し，「瀬棚層は水平な構造を示し，変位地形から推定されるような東

側隆起の構造は認められない」と述べている。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（4）丸山東側付近の断層 

本断層に相当する文献活断層は，北海道電力（2015a）および今泉ほか編（2018）に示されている。

これらの文献では，本断層は丸山丘陵東縁付近に示され，走向は概ね N-S，長さは約 3.7 kmである

（図 4.1-4）。名称は，北海道電力（2015a）の「丸山東側付近の断層」を採用した。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，北海道電力（2015a）および今泉ほか編（2018）

である。 

北海道電力（2015a）は，丸山丘陵と朱太川沿いに広がる沖積低地との境界を，丸山丘陵やその頂

部のH0段丘面の東方への傾動の形成に関連する断層の伏在の可能性を考慮して区分Ⅴ11として示し

ている。今泉ほか編（2018）は推定活断層や丸山丘陵の頂部に傾動を示しているが，活動性に関す

る情報は確認されなかった。ほかに，丸山丘陵の頂部において，今泉・渡島半島活断層研究グルー

プ（1982），奥村（1983），寒川ほか（1984）および池田ほか編（2002）は，東向き～東北東向きの傾

動を示している。このうち，今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982）は傾動を示した頂部の面

をそれぞれ高位段丘（H1）面と区分し，高位段丘（H1）面を含むH面群の形成時期を 15万年以上前

と仮定している。 

本調査の地形判読では，本断層が示されている位置は沖積平野と丘陵の地形境界にあたり，判読

基準に該当する変動地形は認められないと評価したが，丸山丘陵頂部に東向きの勾配異常を判読し

分類LCとした。 

 

 
10区分Ⅱ：「変位地形と認定できる地形要素が認められるが，基準地形に不連続があることから，位置に不確実さがあるもの，

あるいは，変位地形として認定できる地形要素がⅠよりも少なく，その他の成因によるものである可能性があるもの」（北

海道電力，2015a）。区分Ⅰに関しては脚注13を参照。 
11区分Ⅴ：「変位地形と認定できる地形要素は認められないが，周囲の地形面や段丘面の分布から活断層等の伏在が推定され

るもの」（北海道電力，2015a）。 
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（ii）地質調査 

池谷・林（1982）は，丸山丘陵に背斜（熱郛背斜の北部）を示している。椿原ほか（1989），能條

ほか（1999）および北海道電力（2015a）は，丸山丘陵を形成する二股層にN-S方向の軸を持つ背斜

構造を示している。なお，山岸（1984）は丸山丘陵頂部付近には後期更新世に対比される旧期扇状

地堆積物が分布するとしているが，丸山頂部を覆う砂礫層は約 30万年前以前に堆積したと考えられ

る（詳細は，説明書「隆起・侵食」を参照）。 

 

（iii）地球物理学的調査 

北海道電力（2015b）が丸山丘陵東方の下白炭川沿いで実施した反射法地震探査は本断層を横断し

ていない。本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（5）歌棄リニアメント 

本リニアメントに相当する文献活断層は，奥村（1983），活断層研究会編（1991）および今泉ほか

編（2018）に示されている。これらの文献では，本リニアメントは幌別山地西麓付近に示され，走

向は概ねN-S，長さは約 4.9～12 kmである（図 4.1-5）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「歌

棄」から名付けた北海道電力（2015a）の「歌棄リニアメント」を採用した。 
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図 4.1-5 歌棄リニアメント相当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

歌棄リニアメントに相当する文献活断層を太線で示す。本リニアメントに相当する個別論文の文献活断層（黒

線）の出典を地図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔は主曲線10 m，計曲線 50 m。基図の元データには，

陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路

協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二

点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本リニアメントを示しているのは，奥村（1983），活断層研究会編（1991）

および今泉ほか編（2018）である。 

奥村（1983）はリニアメントとして示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。活

断層研究会編（1991）は，変位基準を山地高度，活動度C，確実度Ⅲ（東側隆起）と示している。今

泉ほか編（2018）は，東側隆起の推定活断層として示しているが，活動性に関する情報は確認され
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なかった。 

北海道電力（2015a）は，山地斜面および段丘面の地形境界ならびに山地部に不鮮明な遷緩線およ

び鞍部などが不連続に認められるが，これらの地形要素に挟まれる区間に北海道電力（2015a）の分

類基準に該当する変位地形は認められないとし，上記の文献の記載を参考に抽出した「やや直線的

な地形境界等」を「文献断層」として示している。 

本調査による地形判読では，文献で本リニアメントが示されている位置の一部に山地と山麓堆積

地形・Lf1面の直線的な地形境界が判読されるが，これに挟まれたLf1面や山麓に断層による変位・

変形を受けたと考えられる地形要素が判読されないため，判読基準に該当する変動地形は認められ

ないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

北海道電力（2015a）は，ルロコマナイ川，金が沢川および一木川において露頭調査を実施し（図 

4.1-5），幌別山地と黒松内低地帯の境界付近に認められる遷緩線付近の約40 mの連続露頭において，

「露頭で認められる基盤の二股層の凝灰角礫岩は，割れ目の少ない塊状岩盤を呈し，一部で砂岩及

び変質した安山岩が認められるが，断層は認められない。また，岩盤中には変質脈が４条認められ

るが破砕を伴う劣化部は認められない」としている。さらに，金が沢川では，歌棄リニアメントを

横断して分布する Lf2 面段丘堆積物およびその下位のくさり礫まじり礫層の層理は，緩やかに下流

傾斜を示していること，一木川では，歌棄リニアメントを付近に分布する「基盤岩である二股層の

凝灰角礫岩に断層を示唆するような破砕帯及び地層の不連続は認められない」ことを示している。 

 

（iii）地球物理学的調査 

北海道電力（2015a）は，本リニアメントを横断した反射法地震探査（北測線）を実施している（図 

4.1-14）。本調査では，本リニアメント位置は探査測線端部に当たり，この探査結果では本リニアメ

ント付近の地質構造が明瞭でなく活動性の詳細は不明と評価した。 

 

（6）白炭断層 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991），山岸・木村（1981），今泉・渡島半島活

断層研究グループ（1982），奥村（1983），寒川（1984），山岸（1984），池田ほか編（2002），吾妻ほか

（2003，2004），奥村（2003），北海道電力（2015a），Kumamoto et al. (2016) および今泉ほか編（2018）

に示されている。これらの文献では，本断層は朱太川右岸の段丘付近に示され，走向は概ね NNW-

SSE～N-S，長さは約 4.7～8.3 kmである（図 4.1-6）。また，並走する複数の断層トレースが示されて

おり，例えば活断層研究会編（1980，1991）では「白炭西断層」および「白炭東断層」に分類されて

いるが，これらは位置が近いことや走向や変位センスが同様であるため，地下で収れんするものま

たは一連の変形によるものの可能性が高いと考えられる。よって，本説明書ではこれらをまとめて

「白炭断層」とする。 
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図 4.1-6 白炭断層相当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

白炭断層に相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示す。本断層に相当する個別論文の文献

活断層（赤線）の出典を地図上に記す。山岸・木村（1981），寒川（1984），山岸（1984）および吾妻ほか（2004）

は他文献と位置が同様であることから，本図に示していない。今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982）は

今泉ほか（1982）として地図上に表記。基図の等高線の間隔は主曲線 10 m，計曲線50 m。基図の元データに

は，国土地理院数値標高データを使用。寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査などによって本断層を示しているのは，活断層研究会編（1991），山岸・木村

（1981），今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982），奥村（1983），寒川（1984），山岸（1984），池

田ほか編（2002），吾妻ほか（2003，2004），奥村（2003），北海道電力（2015a），Kumamoto et al. (2016) ，

今泉ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 
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活断層研究会編（1991）は，本断層について段丘面などを変位させる顕著な低断層崖や撓曲崖の

縦ずれ断層とし，変位基準をH2面（15万年以上前），M1面（7～8万年前），M2面（4～5万年前）な

どで，活動度B，平均変位速度は 0.3～0.4 m/千年（白炭東断層）および 0.4～0.6 m/千年（白炭西断層），

確実度Ⅰ12（西側隆起）と記している。 

山岸・木村（1981）は，高位扇状地面および低位扇状地面に本断層を示しており，白炭東断層付

近では，高位扇状地面で比高 30 m以上および比高 5～10 mの逆向き低断層崖が形成されている一方

で，北方の低位扇状地面の変位は不明瞭としている。 

今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982）は，白炭西断層について，H2面（15万年以上前と仮

定），中位段丘（M1）面（7～8万年前と仮定）およびM2面（4～5万年前と仮定）におけるそれぞれ

の変位量が>50 m，30～40 m，20 mであり，平均変位速度は 0.4～0.5 m/千年と示している。白炭東断

層については，中位段丘（M1）面および M2面におけるそれぞれの変位量が 5 m，25 mおよび 16 m

であり，平均変位速度は 0.3～0.4 m/千年と示している。 

奥村（1983）は，白炭断層が扇状地面上に認められると述べている。 

寒川（1984）は，「上部更新統，又は中位段丘堆積層」および「最上部更新統，又は低位段丘堆積

層」分布域に「活断層（主として第四紀後期に活動したもの）」を示している。 

山岸（1984）は，黒松内背斜の東側では，活断層が尻別川層を覆う旧期扇状地堆積物の地形面を

変位させていると述べている。 

池田ほか編（2002）は，白炭西断層について，変位基準面であるH面（最終間氷期以前）の変位

量が 30 mの西側隆起の撓曲崖を，白炭東断層について，変位基準面であるM面（最終間氷期以降）

の変位量が 5 m，M2面（約 5～2万年前）の変位量が 16 mの西側隆起の撓曲崖を示している。 

吾妻ほか（2003）は，白炭東断層について，高位（中期更新世）および中位（後期更新世）の扇状

地性の河成段丘を変位させる 3本の逆向き断層崖を示している。 

奥村（2003）は，M2面（MIS 5c），M3面（MIS 5a-4）およびL1面（MIS 2-3）上に西側隆起の断層

とその南方延長部のM2面に東向きの傾動を示している。 

北海道電力（2015a）は，Hf2段丘面とHf3段丘面の境界付近やHf3段丘面上，Mf1段丘面（MIS 6）

および Lf1 段丘面上などに，西側隆起を示唆する連続性のよい鮮明な逆向き崖や撓曲崖などを区分

Ⅰ13やⅡの変位地形として示している。 

Kumamoto et al. (2016) は，活断層（active faults）を示しているが活動性に関する情報は確認されなか

った。 

今泉ほか編（2018）は，白炭西断層について，変位基準が高位面（最終間氷期以前：約 15万年前

以前），中位面（最終間氷期―最終氷期：約 13万年前～約 3万年前）および低位面（最終氷期以降：

約 3万年前～約 1万年前）に断層変位量がそれぞれ 35 m，15 mおよび 5 mの活撓曲を伴う活断層を

示している。白炭東断層について，変位基準が高位面と中位面に断層変位量がそれぞれ 25 mと 3～

30 mの活撓曲を伴う活断層を示している。 

本調査の地形判読では，Mf1面や Lf1面などに撓みを伴う崖の配列などから成る長さ約 6.2 kmの

 
12確実度Ⅰ：「活断層であることが確実なもの」。尾根・谷の系統的な横ずれ，ひと続きであることが確かな地形面を切る崖

線，変位の累積が認められる場合，同一地形面の変形（たわみ・傾斜など），第四紀層を変位させている断層の露頭などの

地形的特徴をもち，断層の位置，変位のむきがともに明確であるものをいう（活断層研究会編，1991）。 
13区分Ⅰ：「変位地形と認定できる地形要素が認められ，ほかの成因による可能性が否定でき，かつ，基準地形に累積的な不

連続が認められ，その位置が確実に認定できるもの」（北海道電力，2015a）。 
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区間を分類LA，LBおよびLDと評価した。 

 

（ii）地質調査 

地質調査結果としては，山岸（1984）の野外調査結果（地質図幅），北海道電力（2015a）の地表地

質踏査結果，山岸・木村（1981）の露頭観察調査結果，吾妻ほか（2003）のトレンチ掘削調査結果お

よび吾妻ほか（2004）のピット掘削調査結果が挙げられる。 

山岸（1984）は，尻別川層について「断層崖に近づくにつれて本層が急傾斜になる傾向があるこ

とから，本層も活断層によって変位をうけているものと考えられ」，旧期扇状地堆積物について「下

位の尻別川層とともに，褶曲や断層による変位を強くうけている」と述べている。北海道電力（2015a）

は，「瀬棚層には，ほぼN―S方向の背斜及び向斜構造が認められ，背斜軸の東翼に撓曲構造が認め

られる」と記述している。 

山岸・木村（1981）は，下白炭川北岸で 3か所の断層露頭（露頭A，B，C）を発見している。露

頭Aは「白炭東断層の断層崖に直交する断面」であり，黄色砂層や風化した礫層が「断層崖付近で

直立し，顕著な褶曲構造を示している」と報告している。露頭B（図 4.1-7）は「白炭東断層の断層

崖東側の断層凹地およびふくらみをやや斜めに切る断面」で，ローム層よりも下位層は下部から上

部に向かって傾斜が緩くなり，「見かけ上の落差 1 mの，断層面をよく残す逆断層」により切られて

いるが，ローム層では傾斜が水平で断層面も不明瞭となる。また，この断層面には，「厚さ 2 mmの

断層粘土が附着し，その上に水平線と約 40 °斜交した条線とそれに平行な，幅 5 mm～1 cm，長さ数

cmのにんじん型の溝状の構造がみられる」と報告している。露頭C（図 4.1-8）は，白炭東断層の「最

も東側の低断層崖の西側の N40 °W 方向にのびる小さなふくらみの断面」であり，下位の礫層から

最上位のローム質粘土層が「見かけ上 50 cmの落差を示すN40 °W，46 °W方向および同じく 15 cmの

落差のN8 °W，35 °E方向の逆断層で切られている」ことを確認している。 

吾妻ほか（2003）は，上記の山岸・木村（1981）の断層露頭付近でトレンチ掘削調査を実施した結

果，「約 200年前頃に湿地の上にローム層が覆いかぶさるイベントが生じた」ことを指摘している。

この結果と，1792年西蝦夷地方の地震（宇佐美ほか（2013）の 1792年後志地震に対比される可能性

がある）や白炭東断層の活動との関係については明らかになっていない。 

吾妻ほか（2004）は，上記の吾妻ほか（2003）のトレンチ掘削調査地点から 50～100 m南方でピッ

ト掘削調査を実施した結果，図 4.1-9のように，傾斜が 15 度以下で西に傾く数本の逆断層および最

終氷期以降に堆積したと推定されている s2層に及んだ変位を示している。 
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図 4.1-7 白炭東断層の断層崖東側の露頭B断面（山岸・木村，1981） 

出典：山岸・木村（1981）。露頭位置は下白炭川北岸で，おおよその位置は図 4.1-6を参照。 

 

 

図 4.1-8 白炭東断層の断層崖東側の露頭C断面（山岸・木村，1981） 

出典：山岸・木村（1981）。露頭位置は下白炭川北岸で，おおよその位置は図 4.1-6を参照。 
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図 4.1-9 白炭地区ピット掘削の北壁面スケッチ（吾妻ほか，2004） 

出典：吾妻ほか（2004）。ピット掘削のおおよその位置は図 4.1-6を参照。 

 

（iii）地球物理学的調査 

地球物理学的調査結果としては，吾妻ほか（2003）の S波浅層反射法地震探査結果と北海道電力

（2015a，2015b）の反射法地震探査結果が挙げられる。 

吾妻ほか（2003）は，同文献のトレンチ掘削地点から約 20 m南方の長さ約 300 mの測線で S波浅

層反射法地震探査を実施した。その結果，断層の存在を明瞭に示す反射波構造は認められなかった

が，向斜構造や西上がりの地層の累積的な変形が認められるとしている。 

北海道電力（2015a，2015b）は，下白炭川沿いで反射法地震探査（図 4.1-10；北海道電力，2015b）

を実施し，「丸山の東側の距離 1,000 m付近に，西上がりの撓曲構造を示唆する非対称な向斜構造が

認められ，白炭断層付近には地表付近で瀬棚層以下の短縮変形させる断層や撓曲が認められる」と

している。 
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図 4.1-10 下白炭川沿いの反射法地震探査記録に基づく地質断面図（北海道電力，2015b） 

図上部の線は北海道電力（2015b）の変位地形位置を表す。北海道電力（2015b）の地質断面図に方位（Wおよ

びE）を加筆。 

 

（7）月越原野断層 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991），奥村（1983）および今泉ほか編（2018）

に示されている。これらの文献では，本断層は月越原野に示され，走向は概ねNW-SE，長さは約 2.0

～2.5 kmである（図 4.1-11）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「月越原野断層」を採用した。 
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図 4.1-11 月越原野断層および九連山の沢リニアメント相当の文献活断層ならびに付近の調査地点

および本調査の地形判読結果 

月越原野断層および九連山の沢リニアメントに相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示

している。これらの断層に相当する個別論文の文献活断層（黒線）の出典を地図上に記す。基図の等高線の間

隔は主曲線10 m，計曲線50 m。基図の元データには，国土地理院数値標高データを使用。寿都町の行政界（二

点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査において本断層を示しているのは，奥村（1983），活断層研究会編（1991），今泉

ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 

奥村（1983）はリニアメントとして示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。活

断層研究会編（1991）は，変位基準を山頂緩斜面，活動度B～C，上下成分の断層変位 15 m，確実度

Ⅱ（南西側隆起）を示している。今泉ほか編（2018）は推定活断層を示しているが，活動性に関す
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る情報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，月越原野における小起伏面上の撓みを伴う崖やそれに連続する直線谷か

ら成る長さ約 2.4 kmの区間を分類LBと評価したが，これらの地形の形成年代は不明である。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（8）九連山の沢リニアメント 

本リニアメントに相当する文献活断層は，奥村（1983）と活断層研究会編（1991）に示されてい

る。これらの文献では，本リニアメントは月越原野に示され，走向は概ねNW-SE，長さは約 4.0 km

である（図 4.1-11）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「九連山の沢」を採用し，同文献にお

いて断層と名付けられていないことと，奥村（1983）でリニアメントとして示されていることから

「リニアメント」を付記した。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本リニアメントを示しているのは，奥村（1983）および活断層研究会

編（1991）である。 

奥村（1983）はリニアメントとして示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。活

断層研究会編（1991）は，変位基準を山頂緩斜面，活動度B～C，確実度Ⅲ（南西側隆起）と示して

いる。 

本調査の地形判読では，小起伏面上に谷中分水界を含むやや直線的な谷が判読され，この直線谷

の西側の標高が系統的に高いが，やや直線的な谷が不鮮明でほかに断層の変位・変形を受けたと考

えられる地形要素が確認されないため，判読基準に該当する変動地形は認められないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

本リニアメントの分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本リニアメントの分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（9）黒松内低地断層帯北方延長部 

4.1.1（9）では，黒松内低地断層帯の北部および北方延長は文献調査対象地区中央部に当たること，

ならびに，宮内（2012）および佐藤（2019）の震源断層モデルの北端は寿都湾付近に設定されている

ことを考慮して，寿都湾およびその周辺陸域の知見の整理を行った。また，このような背景から，

黒松内低地断層帯の震源断層モデルについても 4.1.1（9）で整理した。 
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図 4.1-12 黒松内低地断層帯北方延長部における文献活断層，調査地点および本調査の地形判読結

果 

個別論文の文献活断層（赤線および黒線）の出典を記す。基図の等高線・等深線の間隔は主曲線10 m，計曲線

50 m。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリ

ーズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通

省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

寿都湾およびその周辺陸域では，樽岸リニアメント（4.1.1（1）），歌棄リニアメント（4.1.1（5））

および中田（2015）の海底活断層（4.1.2（2））が示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991；

中田，2015；今泉ほか編，2018）。本調査の地形判読では，これらの文献活断層付近を除き，同区域

に断層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素は判読されなかった。 

北海道電力（2015a）は，空中写真判読による地形面の高度に加え露頭観察やボーリング調査によ
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る段丘堆積物の確認を行い，「寿都湾周辺では，標高約 19 m～約 29 mで Mm1段丘堆積物の分布を

確認しており，その分布高度から，西側隆起を示唆するような Mm1 段丘の高度不連続は認められ

ない」と述べている。奥村（2003）も同様に「寿都湾をはさんで東西の海岸に分布する海成段丘に

は，ほとんど高度差がない」とし，これに加え「寿都湾の海底地形には明瞭な背斜状の起伏を認め

ることはできない」と述べている。 

 

（ii）地質調査 

北海道電力（2015a）のボーリング調査による段丘堆積物の確認については（i）に記載したとおり。 

 

（iii）地球物理学的調査 

地球物理学的調査結果としては，嵯峨山ほか（2000）の海上音波探査結果および北海道電力（2015a）

の海上音波探査結果と反射法地震探査結果が挙げられる。 

嵯峨山ほか（2000）は寿都湾東岸部で実施した海上音波探査結果のうち，測線 Line4（図 4.1-13）

について「反射面 B に不連続部分が推定されるものの，他の測線の記録では概ね緩やかに連続し，

最上部の反射面 A には構造運動に伴う変位は確認されない」とし，「更新世から現世にかけて活動

した断層は存在しないと思われる。しかし，河口域の現世の堆積物の下位に断層構造が存在する可

能性はある」と解釈している。 

北海道電力（2015a）は寿都湾で実施した海上音波探査結果より，「中部更新統に対比される地層

に変位及び変形は認められない」と述べ，加えて朱太川河口部付近で実施した反射法地震探査結果

（北測線）（図 4.1-14）より，「沖積層，瀬棚層がほぼ水平に堆積」していることを確認している。 

 

 
図 4.1-13 寿都湾東岸部の海上音波探査結果（嵯峨山ほか，2000） 

測線位置は図 4.1-12を参照。出典：嵯峨山ほか（2000）。 
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図 4.1-14 朱太川河口部付近の反射法地震探査記録（北測線）に基づく地質断面図（北海道電力，

2015a） 

測線位置は図 4.1-12を参照。北海道電力（2015a）の地質断面図に方位（WおよびE）を加筆。 

 

（iv）震源断層モデル 

宮内（2012）は，12.5万年前の旧汀線分布高度より推定される垂直変位量分布と相似となるように

設定した推定震源断層のうち，黒松内低地帯～寿都湾にかけて，長さ 55 km，傾斜方向Wの推定震

源断層を示している。佐藤ほか（2019）は，幌別山地と黒松内低地帯の境界付近（OS01）と黒松内

低地帯西側付近（OS02）に震源断層の矩形モデルを示している。OS01は，「幌別山地は南北方向の

ドーム状の構造を示し、鮮新世～更新世に隆起したと推定されている」こと（山岸，1984）に加え，

「幌別山地北縁の海岸部の同位体ステージ 5eの海成段丘の高度分布」（小池・町田編，2001）から，

東傾斜の伏在断層として推定されている。また，OS02 は，黒松内低地断層帯に相当し，「低地内に

分布する厚い新第三系・第四系の中に褶曲-断層帯を形成し、低角度の断層が推定されている」こと

（池田ほか編，2002）と，「東北日本弧の新第三系基盤岩中の逆断層が中角度であることが多いこと」

から，西傾斜の 45度の断層として推定されている。なお，OS01として推定した断層は，「OS02の黒

松内断層帯に比べ、不確実ではある」と述べられている。 

 

（10）尻別川断層 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991），北海道電力（2015a），中田（2015），

Kumamoto et al. (2016) および今泉ほか編（2018）に示されている。これらの文献では，本断層は幌別

山地東麓付近から尻別川河口北方の海域にかけて示され，走向は概ねN-S～NNW-SSE，長さは約 6.4

～16 kmである（図 4.1-15）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「尻別川断層」を採用した。 
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図 4.1-15 尻別川断層および中田（2015）らの活断層北部相当の文献活断層ならびに付近の調査地

点および本調査の地形判読結果 

尻別川断層および中田（2015）らの活断層に相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示す。

これらの断層に相当する個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。山岸（1986）の活断層露頭位

置は，図 4.1-16に示している。基図の等高線・等深線の間隔は主曲線 10 m，計曲線50 m。基図の元データに

は，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本

水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界

（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，活断層研究会編（1991），北海道電力（2015a），

中田（2015），Kumamoto et al. (2016)，今泉ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 

活断層研究会編（1991）は，変位基準を山地高度および尻別川層，活動度 C，確実度Ⅲ（西側隆
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起）として示している。 

北海道電力（2015a）は，山地斜面やHf2段丘面，Hf3段丘面，Mf1段丘面（MIS 6）に区分ⅡとⅢ，

尻別川沿いの山地と沖積面との地形境界には「沖積層下に断層等が伏在する可能性が考慮されるこ

と」から区分Ⅴの変位地形を示している。 

中田（2015）およびKumamoto et al. (2016) では活断層が示されているが，活動性に関する情報は確

認されなかった。 

今泉ほか編（2018）は，推定活断層を示しているが，平均変位速度や活動履歴は不明としている。 

本調査の地形判読では，山地斜面，地すべり移動体上，山地斜面と Mf1 面との境界付近，Hf3 面

と Mf1面の境界付近などの崖，遷緩線および鞍部の配列から成る長さ約 12.0 kmの区間を分類 LB，

LCおよびLDと評価した。海域については，陸域の尻別川断層北方延長部の地形的高まり東縁付近の

谷線から成る長さ約 6 kmの区間を分類 sLcと評価した。 

また，北海道電力（2016a）が示すMm1段丘堆積物（MIS 5e）上面高度分布によると，尻別岬付近

から歌棄に至る海岸部では，東に向かって高度が徐々に高くなる傾向が認められ，その高度差は尻

別岬と歌棄で約 10 mである。歌棄の段丘堆積物上面高度については，「調査地点が沢に挟まれてい

ることから，侵食による可能性が考えられる」（北海道電力，2016a）ため，低く見積もられている可

能性がある。 

 

（ii）地質調査 

地質調査結果としては，山岸ほか（1976）の野外調査結果（地質図幅）や北海道電力（2015a）の

地表地質踏査結果，山岸（1986）と北海道電力（2015a）の露頭観察調査結果，北海道電力（2015a）

のボーリング調査結果が挙げられる。 

山岸ほか（1976）は，尻別川層について，「尻別川左岸では，N10 °～40 °W，50 °～60 °Eの走向・傾

斜の単斜構造をとっている」と記載している。 

北海道電力（2015a）は，「尻別川左岸の磯谷牧場付近から茅沼川付近にかけては，磯谷層と尻別

川層の地質境界付近の急傾斜帯で特徴付けられ，NNW-SSEの走向で 60 °～80 °東北東へ傾斜した撓

曲構造を呈す」と述べている。これより北側では，「地層境界付近の尻別川層は 10 °～30 °程度で東

北東へ傾斜」，これより南側では，「尻別川層の地質構造は概ね NNW-SSEの走向で，10 °～30 °程度

東北東へ傾斜」するとし，上記の磯谷牧場付近から茅沼川付近と比べ尻別川層の傾斜は緩くなるこ

とを示している。 

山岸（1986）は，本断層の断層露頭において，尻別川層が「60 °～75 °東に傾き，見かけ上落差 10

～100 cmの逆断層（N20 °W～60 °W）が多く認められる」ことを確認している（図 4.1-16）。なお，こ

の断層露頭の詳細な位置は不明である。 

北海道電力（2015a）は，チリベツ川周辺の露頭調査を実施し，露頭では尻別川層が連続しており，

「断層の存在を示唆するような破砕帯及び地層の不連続は認められない」と示している。 

北海道電力（2015a）は，クスリの沢川周辺でボーリング調査を実施し，「Hf1段丘堆積物を覆うロ

ーム層の基底は，文献を参考に抽出した位置を挟んで緩やかに下流傾斜で連続している」と述べて

いる。また，「ローム層中部より洞爺火山灰を確認している」。なお，北海道電力（2015a）は，洞爺

火山灰の年代を町田・新井（2003）より，約 11.2万年前～約 11.5万年前と示している。 
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図 4.1-16 尻別川断層の露頭（山岸，1986）＠日本活断層学会 

出典：右図は山岸（1986）第1図，左図は同第4図。右図のBが左図の露頭位置を示す。 

 

（iii）地球物理学的調査 

地球物理学的調査結果としては，北海道電力（2015a）の反射法地震探査結果，海上保安庁水路部

（1995），嵯峨山ほか（2000）および北海道電力（2013a）の海上音波探査結果がある。 

北海道電力（2015a）は，尻別川河口付近の反射法地震探査結果（図 4.1-17）より，磯谷層の凝灰角

礫岩および泥岩（Itb および Imd）ならびに尻別川層（sb）の砂岩が「尻別川に向かって東傾斜して

いるが，茅沼川周辺で認められるような急傾斜構造は認められない」とし，尻別川層を不整合で覆

う雷電岬火山角礫岩層（Qv）の上位の鮎川層（Ak）がほぼ水平に堆積していることを示している。

また，ツバメの沢川周辺の反射法地震探査結果（図 4.1-18）より，「尻別川層，鮎川層及びMf1面段

丘堆積物が分布するが，断層の存在を示唆するような系統的な地層の変位及び変形は認められない」

と記載している。 

海上保安庁水路部（1995）は，尻別川河口付近の海域で海上音波探査を実施し，本断層西方の幌

別山地北方に背斜軸と背斜軸（伏在）をそれぞれⅥS層（中新世～鮮新世）とⅤS層（鮮新世～前期

更新世）～ⅠS層（現世）に示し，「本調査区域には，褶曲構造が発達しており，断層は認められな

い」と記載している。なお，伏在とは，どの層までが褶曲運動の影響を受けているか判断すること

が困難なものであると述べている。 

嵯峨山ほか（2000）は，尻別川河口付近の海域における海上音波探査結果より，「岩盤と砂質堆積

物の境界付近の探査記録では，砂質堆積物内の反射面の形状は緩やかな変化を示すものの不連続は

見い出せず，現在みられる海底地形は基盤岩（磯谷層）の西上がりを伴う構造運動により生じたと

考えられるが，それ以降，現世にかけて断層運動による変位が生じた可能性はきわめて低い」と述

べている。 

北海道電力（2015b）は尻別川河口沿岸近傍における海上音波探査結果より，「陸域に認められる

ような磯谷層及び尻別川層の急傾斜構造や後期更新世以降の活動を考慮する活構造は認められない」

と評価している。なお，「磯谷層及び尻別川層の急傾斜構造や後期更新世以降の活動を考慮する活構

造が認められない」としている探査測線 aを尻別川断層の活動を考慮する区間の北端としている。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a）の尻別川河口沿岸

近傍の測線と本断層の交点付近において，凹部状のⅣ層（下部更新統）上面を覆ってⅢ層（下部更

新統～中部更新統）およびⅠ層（完新統）がほぼ水平に堆積していると考えられる（図 4.1-19；図 

4.1-20）。 
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図 4.1-17 尻別川河口付近の反射法地震探査結果に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-15を参照。図中の「尻別川断層」は中田（2015）の位置を表示。北海道電力（2015a）の地

質断面図をもとに，ボーリング柱状図の配置を編集し，方位，凡例および尻別川断層の位置を加筆。 

 

 
図 4.1-18 ツバメの沢川周辺の反射法地震探査結果に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-15を参照。図中の「文献」は北海道電力（2015a）の文献断層位置を表示。北海道電力（2015a）

の地質断面図に方位および凡例を加筆。 
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図 4.1-19 海上音波探査記録（測線NESW5B）に基づく地質断面図（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-15を参照。図中の「尻別川断層」は中田（2015）の位置付近を表示。地質断面図および縮尺

は北海道電力（2013a）から一部抜粋し，編集。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 

 

 

図 4.1-20 海上音波探査記録（測線NESW4.5W）に基づく地質断面図（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-15を参照。図中の「尻別川断層」は中田（2015）の位置付近を表示。地質断面図および縮尺

は北海道電力（2013a）から一部抜粋し，編集。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 
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（11）中田（2015）らの活断層 

本断層に相当する文献活断層は，北海道電力（2015a），中田（2015），Kumamoto et al. (2016) および

今泉ほか編（2018）に示されている。これらの文献では，本断層は蘭越町目名付近に示され，走向

は概ねNW-SE～NNE-SSW，長さは約 1.6 ～9.4 kmである（図 4.1-15および図 4.1-21）。名称は，中田

（2015）が示す活断層の範囲のうち，南部に北海道電力（2015a），Kumamoto et al. (2016) および今泉ほ

か編（2018）が活断層として示していることから，「中田（2015）らの活断層」と仮称する。なお，

南部については，地震調査研究推進本部（2005）および北海道電力（2015a）では，「目名付近の断層」

として示されている。 

 

 
図 4.1-21 中田（2015）らの活断層南部相当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の

地形判読結果 

個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。基図の等高線の間隔は主曲線10 m，計曲線50 m。基

図の元データには，国土地理院数値標高データを使用。 
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（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，中田（2015），北海道電力（2015a），Kumamoto 

et al. (2016)，今泉ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 

中田（2015）は，目名川と尻別川の合流点付近から南方に向かって活断層を示しているが，活動

性に関する情報は確認されなかった。 

北海道電力（2015a）は，南部（目名付近の断層）について，Lf2段丘面とAf段丘面の間の低崖に

区分Ⅲ，Hf2段丘面に西向きの傾動を区分Ⅱとして示している。また，この傾動が認められることか

ら，目名川右岸の丘陵および洞爺火砕流堆積面ならびに Lf1 段丘面および Lf2 段丘面の境界に区分

Ⅴとして断層の伏在を考慮している。 

Kumamoto et al. (2016) は，南部（目名付近の断層）およびその北方延長部に活断層（active faults）を

示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。 

今泉ほか編（2018）は，本断層北部の西方に西向きの傾動を示しているが，活動性に関する情報

は確認されなかった。また，南部（目名付近の断層）について，目名川右岸の高位面（最終間氷期

以前：約 15万年前以前）と左岸の低位面（最終氷期以降：約 3万年前～約 1万年前）に断層変位量

がそれぞれ 20 mと 5 mの活撓曲を伴う活断層が示されている。 

本調査の地形判読では，北部の目名川とクスリの沢川の合流点付近において，Mf2 面の撓みおよ

び勾配異常から成る長さ約 0.7 kmの区間を分類LCと評価した（図 4.1-15）。南部（目名付近の断層）

においては，Hf2面と M面（洞爺火砕流堆積面（109±ca.3 ka；東宮・宮城，2020）と推定）の境界

付近，Lf1面とLf2面の境界付近およびLf2面上などに撓みを伴う崖ならびにN-S方向に配列するHf

面に西向きの勾配異常から成る長さ約 3.2 kmの区間を分類LBと評価した（図 4.1-21）。 

 

（ii）地質調査 

地質調査結果としては，山岸（1984）の野外調査結果（地質図幅）と北海道電力（2015a）の地表

地質踏査およびボーリング調査結果が挙げられる。 

山岸（1984）は，本断層の北部の西側と南方延長部の西側に分布する尻別川層に褶曲軸を示して

いる。 

北海道電力（2015a）は，地表地質踏査を実施し，本断層南部の西側には，「尻別川層内に N-S 方

向の褶曲が認められ」，これらの褶曲構造のうち最も東側の背斜構造は，北海道電力（2015a）によ

る変動地形学的調査で本断層を抽出した区間と調和的であると述べている。さらに，ボーリング調

査の結果から，「洞爺火砕流堆積物の基底は東傾斜で連続しており，堆積物中に断層を示唆する構造

は認められない」が，ボーリング調査地点付近の洞爺火砕流堆積物の標高は周辺よりも若干高いと

述べている。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

4.1.2 海域の活断層 

（1）泉ほか（2014）の海底推定活断層 

本断層に相当する文献活断層は，泉ほか（2014）に示されている。泉ほか（2014）では，本断層は

弁慶岬の北東海域に示され，走向は概ねN-S，長さは約 7.1 kmである（図 4.1-22）。名称は，海域に
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おいて泉ほか（2014）に示される推定活断層であることから，「泉ほか（2014）の海底推定活断層」

と仮称する。 

 

図 4.1-22 泉ほか（2014）の海底推定活断層および中田（2015）の海底活断層相当の文献活断層

ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

泉ほか（2014）の海底推定活断層および中田（2015）の海底活断層に相当する文献活断層を太線で示す。これ

らの断層に相当する個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔は主

曲線 10 m，計曲線50 m。本データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行

M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」

（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づ

く。 
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（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは泉ほか（2014）であるが，活動性に関する情

報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層付近に判読される直線谷の両岸で一様な高度差は認められず，南

端付近の陸域にも断層による変位・変形を受けたと考えられる地形要素が判読されないため，変動

地形は認められないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

北海道電力（2013a）は，「岩内堆東撓曲の南方延長～寿都湾口北方延長付近には岩内堆及び寿都

湾から連続する構造は認められない」としている。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a）の測線 a（図 4.1-23）

のうち本推定活断層との交点付近において，Ⅵ層（中新統以下）が緩やかに北東方向に傾斜してい

るようにみえる。Ⅵ層より上位の地層は分布していない。 

 

 
図 4.1-23 海上音波探査記録（測線a）に基づく地質断面図（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-22を参照。地質断面図，その拡大図および縮尺は北海道電力（2013a）から一部抜粋・編集

し，泉ほか（2014）の示す海底活断層の位置を加筆。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 
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（2）中田（2015）の海底活断層 

本断層に相当する文献活断層は，中田（2015）に示されている14。中田（2015）では，本断層は寿

都湾北部から北方の大陸棚および陸棚斜面に示され，走向が概ねNE-SW～NNW-SSE，長さは約 13.8 

kmである（図 4.1-22）。名称は，海域において中田（2015）に示される活断層であることから，「中

田（2015）の海底活断層」と仮称する。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，中田（2015）の海底地形判読結果だが，活

動性に関する情報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層付近に地形的な高まりがみられるが，その両縁の基部と平坦面の

境界は不鮮明であり，また，南端付近の陸域に断層による変位・変形を受けたと考えられる地形要

素が判読されないため，変動地形は認められないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

北海道電力（2013a）は，海上音波探査結果より「岩内堆東撓曲の南方延長～寿都湾口北方延長付

近には岩内堆及び寿都湾から連続する構造は認められない」としている。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a）の測線EW3B（図 

4.1-24）において，本断層が示される付近の海底面に高まりがみられるが，この付近の地質構造の詳

細は不明である。一方，北海道電力（2015a）の測線EW2A（図 4.1-25）のうち本断層との交点付近に

おいて，東方のⅤ層およびⅥ層は褶曲しているようにみえるが，翼部を覆うⅢ層は概ね水平に堆積

しているようにみえる。しかし，層厚が薄く詳細な構造は不明である。 

 

 

図 4.1-24 測線EW3Bの海上音波探査記録（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-22を参照。北海道電力（2013a）に中田（2015）の海底活断層の位置を加筆。 

 
14海底活断層の位置は森木ほか（2017）の図に示されているが，本説明書ではその位置が中田（2015）の成果であることから，

このように表記する。 
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図 4.1-25 海上音波探査記録（測線EW2A）に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-22を参照。地質断面図，その拡大図および縮尺は北海道電力（2015a）から一部抜粋・編集

し，中田（2015）の海底活断層および北海道電力（2015a）らの海底活断層の位置を加筆。地層の凡例は北海

道電力（2016b）を編集。 

 

（3）北海道電力（2015a）らの海底活断層 

本断層に相当する文献活断層は，北海道電力（2015a），岡村（2019）および岡村・佐藤（2023）に

示されている。これらの文献では，本断層は弁慶岬北西海域の寿都海底谷西側付近の岩内堆南方背

斜の東側あるいは西側の基部付近に示され，走向は概ねN-S，長さは約9.4～16.0 kmである（図 4.1-26）。

なお，岡村（2010）および北海道電力（2015a）では，岩内堆南方背斜を活背斜（活構造）として示

している。名称は，海域において北海道電力（2015a）の示す後期更新世以降の活動を考慮する活断

層および岡村（2019）の示す活断層であることから，「北海道電力（2015a）らの海底活断層」と仮称

する。 

浅層部の褶曲構造は，地下の断層の活動に伴う地層の変形である可能性が指摘されている（岡村，

2010，2019など）。このような断層関連褶曲の考え方によれば，岡村（2010）および北海道電力（2015a）

が示す岩内堆南方背斜は本断層の活動によってその上盤側に形成された断層関連褶曲である可能性

が高いことから，本説明書ではこれらを一つの構造体として扱う。 
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図 4.1-26 北海道電力（2015a）らの海底活断層および活断層研究会編（1991）の海底活断層A相

当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

北海道電力（2015a）らの海底活断層および活断層研究会編（1991）の海底活断層Aに相当する文献活断層お

よび本調査の地形判読結果を太線で示す。これらの断層に相当する個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地

図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔は主曲線10 m，計曲線50 m。基図の元データには，陸域は国土地

理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第

2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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（i）変動地形学的調査 

本断層の分布や活動性を示す変動地形学的調査結果は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，寿都海底谷西側に北海道電力（2015a）が示す背斜軸と同様の位置に 3つ

の地形的高まりが認められ，これらを含む領域を細長い凸状斜面の海丘15と判読した。これらのう

ち，最も北の海丘では西翼基部付近に，北から 3番目では東翼基部付近に，崖とこれらの崖に対し

て反対側の翼部に勾配異常が判読される。以上のことから判読した崖をそれぞれ sLb および sLc と

評価した。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

岡村（2010，2019）および岡村・佐藤（2023）は，寿都海底谷付近に逆断層およびその西方に背斜

軸の分布を示している。活動性について，岡村・佐藤（2023）は，逆断層と背斜軸ともに第四紀以

降に活動したものとしている。なお，岡村・佐藤（2023）の逆断層や背斜軸の南端は，本文献の海

域地質図の南端に当たるため，南方延長部に関しては不明である。また，岡村・佐藤（2023）は，

本断層の分布範囲を「寿都隆起帯」の南部と示しており，「寿都隆起帯」は，「背斜が杉型に雁行配

列しており，神威海嶺や奥尻海嶺に比べて複雑な構造を持つことから，横ずれ成分を含む短縮変形

によって形成された可能性がある」と述べている。 

北海道電力（2015a）は，岩内堆南方背斜について「測線EW2A～測線EW7Aにおいて，Ⅳ層に累

積的な変形を与え，Ⅲ層及びⅡ層に変形が認められるか，又は層厚が薄いこと等により層理が不明

瞭であることから，後期更新世以降の活動を考慮する」としている。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a，2015a）の測線EW3A，

NESW1A（図 4.1-27）およびEW2A（図 4.1-25）のうち本断層との交点付近において，Ⅱ層以上は欠

けているか薄いものの，Ⅳ層～Ⅲ層が変形している可能性がある。なお，これらの背斜構造を形成

したと考えられる断層の傾斜については，両翼部の地層の傾斜の傾向から，最も北の地形的高まり

（測線 EW2A；図 4.1-25）では東傾斜，北から 2 番目および 3 番目の地形的高まり（測線 EW3A，

NESW1A；図 4.1-27，EW4A；図 4.1-28）では西傾斜の断層が推定される。 

 

 
15Goto et al. (2022) の「long knoll with convex slopes on both side」。 
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図 4.1-27 海上音波探査記録（測線NESW1A）に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-26を参照。北海道電力（2015a）から一部抜粋し，地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 

 

 
図 4.1-28 海上音波探査記録（測線EW4A）に基づく地質断面図（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-26を参照。地質断面図および縮尺は北海道電力（2013a）から一部抜粋・編集し，活断層研

究会編（1991）の海底活断層Aの位置を加筆。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 
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（4）活断層研究会編（1991）の海底活断層A 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991）に示されている。活断層研究会編（1991）

では，本断層は弁慶岬北西海域の大陸棚外縁付近に示され，走向は概ねNNE-SSW，長さは約 7.0 km

である（図 4.1-26）。名称は，海域において活断層研究会編（1991）が示す活断層であることから，

「活断層研究会編（1991）の海底活断層A」と仮称する。 

 

（i）変動地形学的調査 

本断層の分布や活動性を示す変動地形学的調査結果は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層付近に，断層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素が判読

されなかった。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

活断層研究会編（1991）は本断層を示しているが，活動性についての情報は確認されなかった。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a，2013b）の測線EW5A・

EW5SA，EW4A（図 4.1-28）およびEW3Aのうち本断層との交点付近において，Ⅵ層およびⅤ層が西

へ傾斜している。この付近は，海底面にステップ状の地形がみられることから，海底地すべり堆積

物である可能性がある。 

 

（5）活断層研究会編（1991）の海底活断層B 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991）に示されている。活断層研究会編（1991）

では，本断層は寿都海脚西側の陸棚斜面付近に示され，走向は概ねNNW-SSE，長さは約 4.2 kmであ

る（図 4.1-29）。名称は，海域において活断層研究会編（1991）が示す活断層であることから，「活断

層研究会編（1991）の海底活断層B」と仮称する。 
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図 4.1-29 活断層研究会編（1991）の海底活断層Bおよび渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層相

当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

北海道電力（2015a）らの海底活断層および活断層研究会編（1991）の海底活断層Bに相当する文献活断層お

よび本調査の地形判読結果を太線で示す。個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。基図の等深

線の間隔は主曲線10 m，計曲線50 m。基図の元データには，日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一

財）日本水路協会承認第2021006号）。 

 

（i）変動地形学的調査 

本断層の分布や活動性を示す変動地形学的調査結果は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層付近では地すべりなどによる開析により地形が不鮮明であり，断
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層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素が判読されなかった。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

活断層研究会編（1991）は本断層を示しているが，活動性についての情報は確認されなかった。 

岡村・佐藤（2023）は，本断層の東方の寿都海脚のP1層（前期鮮新世）に鮮新世以降に活動した

とする背斜軸を示している。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a，2015a）の測線 c（図 

4.1-30）および測線 B-31 によると，寿都海脚は主にⅦ層とⅥ層より形成され，これらに褶曲構造が

みられる。本断層付近では，Ⅶ層～Ⅴ層に波長の短い背斜がみられるが，これらを覆うⅣ層～Ⅱ層

に褶曲構造はみられず，SW方向に傾斜し陸棚斜面に調和して堆積しているようにみえる。一方で，

寿都海脚南西側の陸棚斜面に分布するⅣ層以上は，地層が欠損し，内部構造が不鮮明であることか

ら海底地すべり堆積物の可能性がある。 

 

 

図 4.1-30 海上音波探査記録（測線 c）に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-29を参照。地質断面図および縮尺は北海道電力（2015a）から一部抜粋・編集し，活断層研

究会編（1991）の海底活断層Bおよび渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層の位置および地質断面図の目盛を加

筆。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 

 

（6）渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層 

本断層に相当する文献活断層は，渡辺・鈴木（2015），中田（2015）および小野・斉藤（2019）に

示されている。これらの文献では，本断層は寿都海脚東縁から北方の地形的高まりの東縁付近に示
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され，走向は概ねN-S，長さは約 8.4～13.1 kmである（図 4.1-29）。名称は，海域において渡辺・鈴木

（2015），中田（2015）および小野・斉藤（2019）が示す活断層であることから，「渡辺・鈴木（2015）

らの海底活断層」と仮称する。 

 

（i）変動地形学的調査 

本断層を示しているのは，渡辺・鈴木（2015），中田（2015）および小野・斉藤（2019）である。

これらの文献に活動性に関する情報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層の北部において細長い凸状斜面の海丘とその東縁の崖を判読し，

分類 sLbと評価した。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

岡村・佐藤（2023）は，本断層の西方または重なる位置に背斜軸を示している。この背斜の活動

性について，岡村・佐藤（2023）は，P2層（後期更新世）およびQ層（第四紀）が背斜を構成する

P1層（前期鮮新世）にオンラップすることから，「後期鮮新世以前に成長したと考えられる」と解釈

している。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2015a）の測線 c（図 4.1-30）

のうち本断層南部との交点付近において，Ⅵ層以下の地層に背斜構造がみられるが，これらを覆う

Ⅲ層およびⅡ層が薄く，詳細な構造は不明である。 
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4.2 地すべり地形および地すべり面 

文献調査対象地区およびその周辺地域の地すべり地形分布図（陸域は，防災科学技術研究所ホー

ムページ b，山岸編（2012）および本調査の地形判読，海域は，森木ほか（2017）および本調査の地

形判読）を図 4.2-1に示す。 

 

 

図 4.2-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の地すべり地形分布図 

陸域は，防災科学技術研究所ホームページb，山岸編（2012）および本調査の地形判読結果，海域は，森木ほ

か（2017）および本調査の地形判読結果を表示。海域は，海岸線から約15 km以内の範囲の地すべり地形を図

示。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリー

ズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）

に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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4.2.1 陸域の地すべり地形および地すべり面 

図 4.2-1によると，文献調査対象地区陸域の寿都半島東部，丸山丘陵北部および幌別山地に山地斜

面の傾斜方向と概ね同方向の滑落崖を持つ地すべり地形が示されている。 

このうち平面上最大の移動体は，丸山丘陵北部付近に山岸編（2012）が示す幅約 1.8 km，奥行き約

0.9 kmの大きさである。 

陸域に分布する地すべり地形について，地下の地すべり面や活動性に関する情報は確認されなか

った。 

 

4.2.2 海域の地すべり地形および地すべり面 

森木ほか（2017）では，寿都海脚の北部に滑落方向が北西と推定される地すべりが，寿都海底谷

の東側には滑落方向が東および西と推定される地すべりが示されている。 

本調査の地形判読では，大陸棚外縁から陸棚斜面に地すべり地形が判読され，特に寿都海底谷や

寿都海脚付近に分布が集中している。 

文献調査対象地区付近の海域においては寿都海脚の北部の地すべり地形が平面上最大であり，そ

の最大幅は約 3.4 kmである。 

海域に分布する地すべり地形について，地下の地すべり面や活動性に関する情報は確認されなか

った。 
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4.3 地質断層 

文献調査対象地区およびその周辺地域の文献による地質断層分布図を図 4.3-1に示す。なお，地表

における延長が概ね 10 km 以上の断層を整理した小坂ほか（2010）には，文献調査対象地区に断層

は示されていない。 

 

 

図 4.3-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の地質断層の位置 

文献の地質図などに示される活断層以外の断層を「地質断層」として図示。基図の元データには，陸域は国土

地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第

2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

4.3.1 陸域の地質断層 

文献に示されている陸域の地質断層として，5 万分の 1 地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸ほか，

1976；山岸，1984），岡村（1984，1986），椿原ほか（1989），能條ほか（1999）および北海道電力（2015a）
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を確認し，図 4.3-1ではそれらに示されている断層の位置を示している。これらの断層の長さや走向

などの情報について以下に示す。 

文献調査対象地区西部の寿都半島では，走向がNNW-SSE～WNW-ESEで長さ約 1.1～3.7 kmの断層

が示されている（鈴木ほか，1981；岡村，1984，1986）。 

幌別山地北部では，岡村（1984）は走向がNW-SEで長さ約 7.3 kmの断層を，山岸（1984）は走向

が NNW-SSEで長さ約 2.8 kmの断層を示している。北海道電力（2015a）は，山岸（1984）と同様の

位置に断層を示している。 

幌別山地中央部西麓では，山岸（1984）は走向がNNE-SSWで長さ約 2.4 kmの断層と，これを切る

同じくWNW-ESEで長さ約 3.2 kmの断層を示している。 

丸山丘陵の南東方向には，走向がNNW-SSEの断層が示されており（椿原ほか，1989；能條ほか，

1999），これらはその位置から白炭断層に相当すると考えられる。本断層は活断層と指摘する文献が

あるため，4.1.1（6）にて文献活断層として取り扱っている。 

 

4.3.2 海域の地質断層 

文献に示されている海域の地質断層として，海上保安庁水路部（1995），嵯峨山ほか（2000），片山

ほか（2012）および北海道電力（2015a）を確認した結果，文献調査対象地区の海域に地質断層（推

定断層および伏在断層を含む）を示している情報は確認されなかった。なお，片山ほか（2012）お

よび北海道電力（2015a）では活断層以外の断層の凡例自体示されていない。また，上記の文献のう

ち，嵯峨山ほか（2000）を除いて，海岸線から数百m程度またはそれ以上の範囲に断層を含む海底

地質などの情報は示されていない。 
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4.4 既存文献・データと断層の関係 

「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（原子力規制委員会，2013）を参

考に，4.4では，地震活動，測地資料，変動地形，地質・地質構造および地球物理学的調査研究など

に関する文献・データの知見を整理する。 

 

4.4.1 海成段丘の高度分布 

広域的な地殻変動の指標としては，同一時代に形成された段丘面の高度分布などが挙げられる。

特に「沿岸海域の活断層が活動すると，地盤の隆起，沈降により海岸変動が生じることがある」た

め，「旧汀線の高度分布パターンは，断層の位置，形状の推定において有効な拘束条件となる」（地

震調査研究推進本部，2010）ことから，4.4.1 では海成段丘および旧汀線の分布高度について整理し

た。なお，海成段丘の対比や形成年代などの詳細は，説明書「隆起・侵食」に示す。 

文献調査対象地区とその周辺地域の沿岸部である狩場山北岸から尻別岬における海成段丘の高度

を図 4.4-1に，投影断面図を図 4.4-2に示す。図 4.4-2には，本調査による旧汀線アングル分布高度の

読み取り結果を文献情報と併せて示している。 

北海道電力（2013c，2016a）は，ボーリング調査による段丘堆積物上面の高度を示している。段丘

面の背後に急斜面があり崖錐が厚く堆積する地域では，地表から推定する旧汀線アングルの高度よ

りも段丘堆積物上面の高度から求める隆起量は誤差が小さいと考えられる（Amano et al., 2018）。 

幌別山地北岸について，旧汀線アングルの高度は概ね一定（小池・町田編，2001；本調査）であ

るが，MIS 5e段丘堆積物上面の高度は東に向かって徐々に高くなる傾向があり（北海道電力，2013c，

2016a），尻別岬から寿都湾付近の高度差は約 10 mである。北海道電力（2016a）は，この高度差につ

いて「震源として考慮する活断層として評価している尻別川断層が近接していることから，断層に

よる影響も否定できない」としており，MIS 5e以降に尻別川断層の活動により幌別山地北岸に西向

きの傾動が生じた可能性がある。 

寿都半島東岸（湯別～弁慶岬）と西岸（弁慶岬～歌島）について，MIS 5eの旧汀線アングル高度

は概ね標高約 40～50 mの範囲（小池・町田編，2001；奥村，2003；本調査），MIS 5e段丘堆積物上面

高度は標高約 21～28 m（北海道電力，2013c）と概ね一定である。また，寿都半島西岸（弁慶岬～本

目東方）におけるMIS 11～7の旧汀線アングルも概ね一定の高度を示すことから，寿都半島ではMIS 

11以降一様な隆起が生じていると考えられる。 

本目付近でMIS 5eの旧汀線アングル高度が約 40 mから 60 mになり，西に向かってMIS 11～5cの

旧汀線アングル高度が増す傾向が読み取れ（小池・町田編，2001；奥村，2003；本調査），狩場山北

岸ではMIS 5eの旧汀線アングルが標高 110 mに達する（小池・町田編，2001）。このことから，これ

らの段丘面は東方へ傾動している可能性があり，この要因として宮内（2012）が 12.5万年前の旧汀

線高度から推定した狩場山西岸沖に NW-SE 方向に延びる東傾斜の逆断層の活動による可能性が考

えられるが，推定された震源断層は文献調査対象地区に及ばない。 

なお，これらの分析に用いた指標は，山麓堆積地形の影響を含んでいるものが多いことに留意す

る必要がある。 
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図 4.4-1 文献に示された狩場山北岸－雷電山西岸における海成段丘の高度 

小池・町田編（2001），奥村（2003），北海道電力（2013c，2016a）に基づき作成。斜体の数字は旧汀線アング

ルの高度，正体の数字は段丘堆積物上面の高度を示す。比較的狭い範囲において群列ボーリングなどにより段

丘堆積物上面の高度が複数得られている場合，それらの中で最も高いものの高度のみを図示。奥村（2003）に

示された旧汀線高度は，旧汀線アングルの高度（海成段丘面の高度）と推察できることから，本調査ではその

ように記した。基図として地理院タイルの陰影起伏図を使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国

土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。本図の詳細は

説明書「隆起・侵食」を参照。 
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図 4.4-2 狩場山北岸－尻別岬における海成段丘の高度分布（投影断面図） 

投影断面線の位置については図 4.4-1を，本図の詳細は説明書「隆起・侵食」を参照。 

 

4.4.2 地質構造 

地質構造やその連続性は，地下の震源断層や活断層の活動性などについて総合的に評価・検討す

る際の判断材料として用いられる（地震調査研究推進本部，2010；原子力規制委員会，2013）ことか

ら，4.4.2では文献調査対象地区およびその周辺地域の地質・地質構造について整理した。陸域の地

質図を図 4.4-3に，海域の地質構造図を図 4.4-4に示す。なお，地質・地質構造の詳細は，説明書「地

形，地質・地質構造」に示す。 

月越山脈とその西方に分布する新第三系は概ね NW-SE 方向の軸を持つ褶曲構造に支配されて分

布している。これらは，月越山脈南部の瀬棚層に覆われるが，下位層と調和するような褶曲構造が

みられないことから，これらの褶曲構造の活動は瀬棚層堆積以降概ね停止していると考えられる。

狩場山から弁慶岬の沿岸部の海域について，北海道電力（2013a）によると，これらの褶曲構造は，

その北方延長海域でⅢ層に傾斜不整合で覆われ変形を与えていないことから，少なくとも中期更新

世以降の活動は認められないと考えられる。この前面海域における寿都海底谷西方の背斜軸は，「岩

内堆南方背斜」と呼ばれ，活構造として示されている（岡村，2010；北海道電力，2015a；岡村・佐

藤，2023）。 

黒松内低地帯北部には，概ね南北方向に規制された逆断層や褶曲構造などの短縮変形構造がみら

れ，白炭断層などの活構造の存在が指摘されている（例えば，池田ほか編，2002；地震調査研究推

進本部，2005）。黒松内低地北方延長部の寿都湾には，中田（2015）の海底活断層が示されているが，

黒松内低地帯にみられるような明らかな活構造はないという見解もある（嵯峨山ほか，2000；奥村，

2003；北海道電力，2015a）。さらに北方の寿都海脚には，海脚の高まりと調和した背斜軸が示されて

いる（海上保安庁水路部，1995；岡村・佐藤，2023） 

幌別山地は長軸がほぼ南北方向のドーム型の地質構造を呈している。山地の東縁付近には尻別川

断層帯が推定され，この付近の瀬棚層（鮮新統～下部更新統，山岸ほか，1976；山岸，1986；北海道

電力，2015a の尻別川層に相当）が急傾斜している地域であることが確認されている（山岸ほか，

1976；山岸，1986；北海道電力，2015a）。幌別山地の成因については，東縁付近に推定されている尻

別川断層帯の活動や南部に迸入する中新世花崗岩類が起因している可能性がある。幌別山地北方海
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域について，海上保安庁水路部（1995）は，大陸棚において，軸がほぼ南北方向の短波長の褶曲を

示している。これらの褶曲構造は東方に推定されている尻別川断層が褶曲構造の形成に関連する可

能性がある。 

 

 

図 4.4-3 文献調査対象地区およびその周辺地域における地質図および活断層（陸域） 

活断層は今泉ほか編（2018）の位置を示す。地質図の詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参照。寿都町

の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.4-4 文献調査対象地区周辺海域の地質構造図 

活断層は活断層研究会編（1991），北海道電力（2015a），岡村・佐藤（2023），泉ほか（2014）および中田（2015）

が示す海域の活断層に，褶曲構造は海上保安庁水路部（1995），岡村（2010），北海道電力（2015a）および岡

村・佐藤（2023）の背斜軸および向斜軸に基づき作成。赤線で示す個別論文の文献活断層は，地図上の断層線

に沿ってその出典を示している。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本

水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海

岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交

通省）に基づく。 
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4.4.3 測地観測結果 

測地観測結果を用いて文献調査対象地区周辺の地殻変動の傾向について整理した。 

1954～2004年における約 50年間の水準測量結果（国土地理院ホームページ a）を 4期間に区切っ

て，それぞれの上下変動量（基準：水準点交 24）を図 4.4-5に示す。 

これによると，文献調査対象地区沿岸部（寿都湾岸）の観測期間における上下変動量に大きな変

化はみられない。なお，水準点 7147 および同 7388 の急激な上方変位については，これらの両側の

観測点の変化がほとんどないことから，地域的に限定された表層のみの変位を観測したもので構造

運動によるものではないと考えられる。 

文献調査対象地区の西方地域については，1986年までは西に向かって相対的に若干の隆起傾向が

みられる。これ以降は沈降傾向となっており，前述した段丘面高度分布と逆の傾向である。 

GNSS測量（国土地理院ホームページ b）による最近 15年間の上下変動速度（図 4.4-6）について，

観測点数が少なく，詳細な分析は困難であるが，全体的に隆起傾向のようである。 
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図 4.4-5 狩場山南西岸－尻別岬間における約50年間の上下変動量 

（上）解析対象とした水準路線。（下）水準点における約 50年間の上下変動量。水準路線 005100の水準点は

1959～2004年の上下変動量を，水準路線004800の水準点は 1954～2004年の上下変動量を表す。基図として

地理院タイルの陰影起伏図を使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行

政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.4-6 最近15年間の上下変動速度 

矢印の位置は，国土地理院のGNSS連続観測システムの観測点を示す。固定局は猿払。海岸線は「国土数値情

報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国

土交通省）に基づく。 

 

4.4.4 地球物理学的調査結果 

地下構造を面的に推定する地球物理学的な手法として，重力異常分布や磁気異常分布を用いる方

法がある。断層が繰り返し動くことに伴って，断層の両側の岩質が違ってくることにより重力異常

分布や磁気異常分布に特徴的なパターンが現れるため，これらは補完的に地下の断層の調査にも利

用されることがある（地震調査研究推進本部，2010；産業技術総合研究所，2019）。 

以上のことから，重力探査および磁気探査に関するデータを整理した。 

 

（1）重力探査結果 

文献調査対象地区およびその周辺地域の重力異常（ブーゲー異常）を図 4.4-7に示す。これによる

と内浦湾（噴火湾）付近の低重力異常域は，北方の黒松内低地帯に向かって NNW 方向に延びる。

黒松内低地断層帯中央から南部は，概ね低重力異常域あるいは重力異常の急変域に概ね一致する。

黒松内低地断層帯北部から寿都湾付近では，高重力異常域がみられ，この東縁の重力異常の急変部

付近に尻別川断層帯の一部が位置する。 
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図 4.4-7 文献調査対象地区およびその周辺地域の重力構造（ブーゲー異常） 

等値線の主曲線は 2 mGal，計曲線は 10 mGal 間隔。日本重力データベース DVD 版（産業技術総合研究所，

2013）収録のブーゲー異常グリッドデータ（仮定密度：2.67 g/cm3）に基づき作成。断層（太黒線）について，

陸域は中田（2015）の活断層および今泉ほか編（2018）の活断層，推定活断層と伏在活断層，日本海海域は活

断層研究会編（1991）の活断層と活撓曲，中田（2015）の活断層および北海道電力（2015a）の後期更新世以

降の活動を考慮する活断層，太平洋海域は杉山ほか（2011）の活断層と活撓曲の位置を示している。海岸線は

「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区

域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（2）磁気探査結果 

文献調査対象地区およびその周辺地域の磁気異常を図 4.4-8に示す。黒松内低地断層帯北部の歌棄

リニアメント，白炭断層と尻別川断層帯南部は，幌別山地南部の正の磁気異常域の急変部に位置す

るが，この付近の磁気異常は地表に露出または埋没する中新世花崗岩類や火山噴出物の影響も考え

られる（詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参照）。 

弁慶岬の西方海域では正の磁気異常域がみられる。寿都湾北部の正の磁気異常域およびその周辺
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の急変域は，中田（2015）の海底活断層とほぼ同じ位置にあるが，海底地質図に示すⅥ層の分布域

に概ね一致する（詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参照）。 

 

 

図 4.4-8 文献調査対象地区およびその周辺地域の磁気異常（極磁力図） 

等値線の主曲線は 20 nT，計曲線は 100 nT間隔。日本空中磁気データベース（産業技術総合研究所，2005）の

うち北海道・東北北部のデータに基づき作成。断層（太黒線）について，陸域は中田（2015）の活断層および今

泉ほか編（2018）の活断層，推定活断層と伏在活断層，日本海海域は活断層研究会編（1991）の活断層と活撓

曲，中田（2015）の活断層および北海道電力（2015a）の後期更新世以降の活動を考慮する活断層，太平洋海域

は杉山ほか（2011）の活断層と活撓曲の位置を示している。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交

通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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4.4.5 震源データ 

過去の大地震の分布や微小地震分布は，断層面の傾斜や地下の震源断層の長さを推定する情報の

一つとして利用されている（地震調査研究推進本部，2010）ことから，震源分布について整理した。 

文献調査対象地区およびその周辺地域の微小地震分布とその断面を図 4.4-9および図 4.4-10に示す。

幌別山地南部付近に震源がまとまって分布する領域がみられる（図 4.4-9）。これらは尻別川断層帯南

部および黒松内低地断層帯北部の近傍に分布することから両断層帯に関連している可能性が考えら

れる。しかし，A断面（図 4.4-10 左）では南方への傾斜傾向でこれらの断層帯と不調和であること，

B，C断面（図 4.4-10 中，右）では顕著な傾斜の傾向は認められないことから，これらの断層帯との

関連性について詳細は不明である。 

主に西傾斜と推定（地震調査研究推進本部，2005；今泉ほか編，2018；産業技術総合研究所ホーム

ページ）されている黒松内低地断層帯の震源断層の推定分布域に当たる黒松内低地帯西縁から狩場

山地東部付近の地震活動は少ない。 
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図 4.4-9 微小地震分布と主な文献活断層の位置 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページa）に基づき作成。1983年1月から2022年 3月までの期間にお

けるマグニチュード 1以上，震源の深さの標準誤差が 2 km以下の通常地震を表示。基図の元データには，陸

域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協

会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点

鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.4-10 微小地震断面図 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページa）に基づき作成。1983年1月から2022年 3月までの期間にお

けるマグニチュード 1以上，震源の深さの標準誤差が2 km以下の通常地震を表示。断面位置は図 4.4-9参照。

（左）A断面，（中）B断面，（右）C断面。 

 

4.4.6 地殻流体の存在状況 

地下深部における地殻流体の上昇または断層への流入による地震の誘発および断層すべりの再活

性化が議論されており（例えば，Zhao et al., 1996；吉田ほか，2002；Ohmi et al., 2004；Nakajima and Hasegawa, 

2008；Umeda et al., 2008, 2009；Sibson, 2020；Nakajima, 2022；Nishimura et al., 2023），地殻流体の存在状況

を検討することで活断層の存在について推定できる可能性がある。地殻流体の存在状況に関する情

報については，地球物理学的調査によって推定，地殻流体の起源やその性質については，地球化学

的なパラメータによって検討される（梅田・浅森，2016）。さらに近年では，能登半島において，測

地観測データの解析などにより，深部流体の上昇などのメカニズムを検討した事例も存在する（例

えば，Nishimura et al., 2023）。 

また，地下水などを対象とした地球化学的調査は，伏在断層の検出などを目的とした調査手法の

一つとして活用できると考えられる。例えば，マントル起源物質の地表付近への供給を示すと考え

られるヘリウム同位体比またはLi/Cl比などに着目した調査手法がある（例えば，Umeda and Ninomiya, 

2009；風早ほか，2014）。 

以上のことから，地下水などの化学特性および地下深部の物理特性に関するデータを整理し，地

殻流体の存在状況について検討する。なお，測地観測データについては，文献調査対象地区および

その周辺地域において，上記の事例と比較し，本調査で得られた GNSS測量の観測点の分布密度が

非常に小さい（図 4.4-6）ことから，本説明書では検討しない。 
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（1）地下水などの化学特性 

（i）ヘリウム同位体比 

国内の 3He/ 4Heの測定値は草野ほか（2012）によって整理されている。これによると，文献調査対

象地区における測定データは確認されず，その周辺地域における測定データは分布に乏しい（「噴火

に関する説明書」（以下，説明書「噴火」という。）図 4.3-5を参照）。 

そのため，3He/ 4Heの測定値の分布傾向は不明なため，断層を水みちとしたマントル起源ヘリウム

の地表付近への供給は明らかでない。 

 

（ii）Li/Cl比 

風早ほか（2015）は，日本列島において 200 mg/L以上のCl濃度をもつ深層地下水・湧水を対象に

として，一定の範囲で区切ったメッシュごとのLi/Clを示している。これによると，文献調査対象地

区では，東部および西部ではデータが示されていないものの，中央部から南方にかけて Cl 濃度が

200 mg/L以上かつ Li/Clが 0.001未満のデータが示され，スラブ起源深部流体に関する指標からは外

れるが，スラブ起源深部流体が混合した可能性を否定しない領域が確認される（説明書「噴火」図

4.3-6を参照）。 

以上のことから，文献調査対象地区とその南方ではスラブ起源深部流体の寄与を明確に示すLi/Cl

は報告されていないが，スラブ起源深部流体が混合した可能性を否定しない Li/Cl が報告されてい

る。ただし，詳細な測定地点の位置が明らかでなく，断層を水みちとしたスラブ起源深部流体が混

合した可能性を否定しない領域を明らかにすることができなかった。 

 

（2）地下深部の物理特性 

（i）低周波地震 

文献調査対象地区およびその周辺地域の深さ 50 km以浅で発生した地震の震源分布（説明書「噴

火」図 4.3-4を参照）によると，文献調査対象地区南端付近を含む黒松内低地帯北部において低周波

地震の震源が深さ 30 km程度において局所的に分布する。Shiina et al. (2018)は，この分布について，

地殻深部に部分溶融域が存在することを示していると考えられ，部分溶融域に由来する流体が破砕

帯に沿って輸送されたことを示唆すると解釈している。 

以上のことから，低周波地震の分布に基づくと，流体が存在する可能性を否定できず，黒松内低

地断層帯北部付近に断層が存在しその移行経路となっている可能性があるが，詳細は明らかではな

い。 

 

（ii）地震波速度構造および地震波減衰構造 

文献調査対象地区を含む領域を対象とした地震波速度構造の推定は，多数の研究により行われて

いる（例えば，Wang and Zhao, 2005；Niu et al., 2016；Shiina et al., 2018；Matsubara et al., 2017, 2019）。また，

地震波減衰構造を推定した事例として，Kita et al. (2014)，Wang et al. (2017)，Wang and Zhao (2019)，Hua 

et al. (2019)が挙げられる。これらの地震波不均質構造の空間分解能は，水平方向で約 20 km から 60 

km以上とさまざまである。 

防災科学技術研究所提供の「日本列島下の三次元地震波速度構造（2022年度版）」（Matsubara et al., 

2022）に基づく文献調査対象地区周辺の地震波速度構造（説明書「噴火」図 4.3-8～図 4.3-11を参照）

によると，文献調査対象地区や黒松内低地帯北部の地下において，顕著なP波低速度体は見られず，
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深さ 20～30 kmでは S波低速度体が見られるが，Vp/Vs比との対応は明瞭ではない。なお，この地震

波速度モデルの空間分解能は，水平方向に約 20 kmである（Matsubara et al., 2022）。 

以上の特徴は，Niu et al. (2016)，Shiina et al. (2018)などのそれぞれで推定された地震波速度構造やKita 

et al. (2014)などによって示される地震波減衰構造と調和的な部分も見られるが，詳細な分布はそれぞ

れで異なる。例えば，Niu et al. (2016)によって推定された地震波速度構造では，黒松内低地帯下の低

周波地震分布域の下位に地震波低速度体が局所的に分布するように読み取れるが，その分布域や有

無についてはそれぞれの研究で異なる。このことは，それぞれの解析に使用された地震データが異

なることや，空間分解能が低いことなどによる不確かさに起因すると考えられる。 

以上のことから，文献調査対象地区や黒松内低地帯北部の地下において，流体の存在は明らかで

はない。 

 

（iii）比抵抗構造 

文献調査対象地区の比抵抗構造を示した文献は見当たらない。なお，文献調査対象地区は含まな

いが，文献調査対象地区南方の黒松内低地帯中央部付近における比抵抗構造は，平田ほか（2009）

により示されている。平田ほか（2009）では，黒松内低地帯を横断する深さ 10 km までの二次元比

抵抗構造が示されている（説明書「地形，地質・地質構造」図 6.1-3を参照）。これによると，複数の

低比抵抗体が分布するが，これらは中新世の堆積層や先第三紀の地層に相当すると推定されており，

深部流体との関連性については言及されていない。 
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第5章 基準に照らした評価 
1.2に基づいて，第 4章までに整理された情報をもとに，断層等を個別の活断層ごともしくは分布

する地域ごとに，以下の基準に対する該当性を評価し，該当することが明らかまたは可能性が高い

場合は，最終処分を行おうとする地層における避ける場所を検討する。 

（ア） 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層

の断層面  

（イ） 後期更新世以降の活動が否定できない断層等のうち地震活動に伴って永久変位が生じる

断層の断層面及び変位を及ぼす地すべり面 

（ウ） 上記（ア）または（イ）以外の，地表における延長がおおむね 10 km以上の断層の断層面 

（エ） 上記（ア）～（ウ）の断層コアの部分 

上記（ア）～（エ）の確認の仕方については 1.1.3に，本説明書における評価のフローについては

図 1.3-1に示している。地表における延長がおおむね 10 km以上の該当性について，明らかまたは可

能性が高い以外の評価となった断層等は，これ以降の評価に進まない。これらの断層等を含む，存

在の確実性，延長，最終処分を行おうとする地層における分布および地質構造などのその他の情報

については，基準（ウ）の評価に関する補足情報として，添付資料Fに示す。 

（ア）および（イ）の該当性の判断については，変動地形学的調査，地質調査および地球物理学

的調査といった調査結果ならびに地形，地質・地質構造および応力場などを検討し，総合的な評価

を行う必要がある（敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（原子力規制委員

会，2013））。本説明書では各断層等の調査データが少ないことにより総合的な判断に至らない場合

があるが，これは概要調査地区選定段階の評価結果であって，概要調査以降に調査を実施する場合

に（ア）および（イ）に該当しないと断言できるものではない。 

また，文献調査対象地区における処分深度が未定であることから，法律により定められた最も浅

い深度である地下 300 mより深い場所を，最終処分を行おうとする地層と想定する。 

 

5.1 活断層 

5.1.1 陸域の活断層 

（1）樽岸リニアメント 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，本調査では変動地形は判読されず，文献からも本リニアメントの活

動性は確認されていない。北海道電力（2015a）は，本リニアメント南部で実施した地表地質踏査に

より，断層の存在を示唆するような破砕帯および地層の不連続が認められないことから，本リニア

メントは断層ではなく異なる岩質境界にあたり，両者の侵食に対する抵抗力の違いに起因する組織

地形であると判断している。これらのことから，本リニアメントが後期更新世以降に活動した可能

性は低いと考えられる。 

以上より，樽岸リニアメントは，（ア）および（イ）に該当しない可能性が高い。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

樽岸リニアメントは，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

84 

（2）五十嵐川断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，本調査で判読された変動地形の活動時期は不明である。北海道電力

（2015a）の地形判読結果より中期更新世（約 40万年前）以降に活動した可能性はあるが，地層の変

位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学的調査の情報が確認されないため，中期更新

世以降および後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

以上より，五十嵐川断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとは

いえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

五十嵐川断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（3）湯別・丸山西側付近の断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，池田ほか編（2002）や本調査の地形判読結果より本断層は後期更新

世以降に活動した可能性があるが，小池・町田編（2001），奥村（2003）および北海道電力（2015a）

などで本断層周辺の地形面の分布や形成年代の推定に異なる見解がある。また，地層の変位・変形

を直接確認するための地質調査および地球物理学的調査の情報が確認されないため，後期更新世以

降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

以上より，湯別・丸山西側付近の断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能

性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

湯別・丸山西側付近の断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（4）丸山東側付近の断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

黒松内低地帯を対象とした変動地形学的調査において，本断層を示している文献（北海道電力，

2015a；今泉ほか編，2018）と示していない文献（活断層研究会編，1991；池田ほか編，2002；本調査

の地形判読結果）があるが，北海道電力（2015a）は丸山丘陵頂部の傾動が本断層の活動によって及

ぼされた可能性を考慮していることを踏まえると，本断層は中期更新世（約 40万年前）以降に活動

した可能性がある。しかし，地層の変位・変形を直接確認するための地質調査および地球物理学的

調査の情報が確認されないため，後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

以上より，丸山東側付近の断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高

いとはいえない。 

なお，丸山丘陵頂部の傾動については，丘陵の東西に白炭断層と湯別・丸山西側付近の断層が示

されていること，また，池谷・林（1982）の指摘のように本地域の構造は褶曲軸に支配されている
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可能性を考慮すると，丸山東側付近の断層の活動以外によって形成された可能性も考えられる。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

丸山東側付近の断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（5）歌棄リニアメント 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，本調査では変動地形は判読されず，文献からは本リニアメントの活

動性は確認できない。北海道電力（2015a）は，本リニアメントの中央付近で水平方向に長さ約 40 m

にわたって連続する自然露頭で地質観察を行い，断層を示唆するような破砕帯や地層の不連続は認

められないことを確認している。これらのことから，本リニアメントの後期更新世以降の活動性は

ないと判断される。 

以上より，歌棄リニアメントは，（ア）および（イ）に該当しないことが明らかである。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

歌棄リニアメントは，例えば，活断層研究会編（1991）では地表における延長が約 12 kmと示され

ている。 

北海道電力（2015a）は，前述したように本リニアメント付近に破砕帯や地層の不連続は認められ

ないとしている。 

以上より，歌棄リニアメントは地表での長さが 10 km以上との情報があるが，断層を示唆するよ

うな情報は得られていないことから，（ウ）に該当しない。 

 

（6）白炭断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991），池田ほか編（2002）および本調査の地形判

読などにより，最終間氷期以降と推定している段丘面に断層崖や撓曲などが示されている。 

地質調査において，山岸・木村（1981）は露頭調査結果より本断層に相当する逆断層を確認し，

吾妻ほか（2004）はピット掘削調査結果より逆断層が最終氷期以降と推定している地層を変位させ

ていることを確認している。 

地球物理学的調査において，吾妻ほか（2003）および北海道電力（2015b）は反射法地震探査結果

より，それぞれ「西上がりの，地層の累積的な変形」および「黒松内層及び瀬棚層に西上がりの撓

曲構造を示唆する非対称な向斜構造」を確認している。 

このように，白炭断層は，変動地形学的調査および地質調査から後期更新世以降に活動したこと，

地球物理学的調査から本断層付近の地層に変形の累積性があることが評価される。 

以上より，白炭断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかである。 

 

（ii）断層コアの部分 

山岸・木村（1981）の露頭観察結果による変位を示唆する記載（「厚さ 2 mmの断層粘土が附着し，
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その上に水平線と約 40 °斜交した条線とそれに平行な，幅 5 mm～1 cm，長さ数 cmのにんじん型の

溝状の構造」）より地表付近の断層コア相当の幅は 12 mm程度（「断層粘土」の厚さ 2 mmと「にん

じん型の溝状の構造」の幅 1 cmの和）であることが考えられる。 

以上より，白炭断層に，（エ）に該当する可能性が高い領域が存在する。 

 

（iii）避ける場所 

本地域を含む日本海東縁や周辺陸域は逆断層型の活断層が卓越していること（例えば，地震調査

研究推進本部，2001；徳山ほか，2001；岡村・加藤，2002）と，本断層は西上がりの変動地形として

判読されていることから，西傾斜の逆断層と推定される。このことは，ピット掘削調査結果（吾妻

ほか，2004）で西傾斜の逆断層が確認されていることに整合する。断層面が西傾斜の場合，本断層

は地表では文献調査対象地区東南方向に分布するが，地下では文献調査対象地区内に分布が及んで

いる可能性がある。 

一方，反射法地震探査結果（北海道電力，2015b）では白炭断層付近の黒松内層および瀬棚層に向

斜構造が認められるが，断層構造がみられるのは本断層東側の一部である。地表の変位センスと地

下の向斜構造を考慮すると，本断層は向斜構造の形成に応じて生じた層面すべり断層である可能性

がある。この場合，この向斜構造は後期更新世以降も活動していることになり，変形領域の評価が

課題である。 

また，本断層が北方延長部周辺の沖積面下に伏在している場合には，上記のいずれにしても，本

断層が文献調査対象地区内に及んでいる可能性がある。 

以上より，白炭断層は，地表付近では（ア）または（イ），および（エ）に該当する領域があるも

のの，最終処分を行おうとする地層において避ける場所については不明である。 

 

（7）月越原野断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，文献および本調査の地形判読では変動地形の活動時期は不明である。

地形や地層の変位・変形を直接確認するための地質調査および地球物理学的調査の情報が確認され

ないため，後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

以上より，月越原野断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとは

いえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

月越原野断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（8）九連山の沢リニアメント 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査について，本調査では変動地形は判読されず，文献で判読された変動地形の活

動時期は不明である。地形や地層の変位・変形を直接確認するための地質調査および地球物理学的

調査の情報が確認されないため，後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 
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以上より，九連山の沢リニアメントは，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性

が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

九連山の沢リニアメントは，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（9）黒松内低地断層帯北方延長部 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査について，本地域において，本調査の地形判読では，文献活断層付近を除いて

断層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素が判読されなかったが，宮内（2012）は，本地域

の 12.5万年前の旧汀線高度分布から本西傾斜の震源断層を，佐藤ほか（2019）は海成段丘の高度分

布や地質構造から西傾斜および東傾斜の震源断層を推定している。一方で，北海道電力（2015a）は，

ボーリング調査により確認される Mm1 段丘堆積物上面標高から，西側隆起を示唆するような高度

不連続は認められないと評価している。また，朱太川河口付近における反射法地震探査結果および

寿都湾における海上音波探査結果から，少なくとも後期更新世以降に断層活動があった形跡はみら

れない（嵯峨山ほか，2000；北海道電力，2015a）。これらのことから，本地域において後期更新世以

降に活動した断層は認められない。 

以上より，黒松内低地断層帯北方延長部に（ア）または（イ）に該当する断層はない可能性が高

い。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

本地域の地表および海底面における延長が 10 km以上のものは確認されないので，（ウ）に該当す

る断層はない。 

 

（10）尻別川断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

本断層については調査範囲が広く，調査内容および結果が地域によりさまざまであることから，

本断層の活動性については，陸域北部（尻別川河口からツバメの沢川沿い），陸域南部（ツバメの沢

川以南）および海域部の 3つの区間に分けて整理したうえで，まとめて評価する。 

陸域北部の変動地形学的調査において，北海道電力（2015a）および本調査の地形判読結果より，

形成年代が中期更新世（約 40万年前以降）と推定される地形面に変動地形が判読されている。地質

調査において，山岸ほか（1976），山岸（1986）および北海道電力（2015a）は，尻別川断層が推定さ

れている付近に分布する尻別川層が急傾斜であることを確認し，山岸（1986）は尻別川層中に本断

層に相当する断層露頭を報告しているが，後期更新世以降の地層の変位・変形を直接確認した地質

調査結果は確認されない。地球物理学的調査において，北海道電力（2015a）は，本区間の北端付近

の尻別川河口域で反射法地震探査を実施し，前期～中期更新世の地層（鮎川層）がほぼ水平に堆積

するとしている。 

陸域南部において，本調査の地形判読で東西 2本の変動地形が判読され，このうち東側の変動地
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形は変位基準面の形成年代が中期更新世と推定される。東側の変動地形に関連する地質調査におい

て，北海道電力（2015a）は，露頭観察より断層の存在を示唆するような破砕帯や地層の不連続は認

められないことを確認している。加えて，北海道電力（2015a）は，クスリの沢川周辺で実施したボ

ーリング調査より，Mf1面段丘堆積物（MIS 6）を覆う洞爺火山灰を含むローム層の基底が緩やかに

傾斜して分布していることを確認している。同じく地球物理学的調査において，北海道電力（2015a）

は，ツバメの沢川周辺の反射法地震探査より，尻別川層，鮎川層およびMf1面段丘堆積物に断層を

示唆するような系統的な地層の変位・変形が認められないことを確認している。一方，西側の変動

地形については，後期更新世以降の地形や地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球

物理学的調査の情報が確認されない。 

海域部について，中田（2015）および本調査の地形判読により変動地形が判読されている。判読

された付近の海底では，既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析より，尻別川河口沖合海域

の下部更新統の凹部を埋積する下部～中部更新統以上の地層が概ね水平に堆積していると考えられ

る。これは同様に尻別川河口沖合海域の海上音波探査結果から解釈した，嵯峨山ほか（2000）の磯

谷層の西上がりの構造運動以降から「現世にかけて断層運動による変位が生じた可能性はきわめて

低い」ことや，北海道電力（2015b）の「陸域に認められるような磯谷層及び尻別川層の急傾斜構造

や後期更新世以降の活動を考慮するような活構造は認められない」ことと整合する。一方で，北海

道電力（2016a）の段丘堆積物調査結果から，幌別山地北岸の Mm1 段丘堆積物（MIS 5e）上面高度

が，尻別岬付近から歌棄に至る範囲で東に向かって高度が徐々に高くなる傾向が認められ，北海道

電力（2016a）は，この高度差に対して「尻別川断層が近接していることから，断層による影響も否

定はできない」と述べている。 

以上より，尻別川断層は，後期更新世以降の活動を示唆している情報と否定している情報がある

ため，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

本断層は，変動地形学的調査において，例えば，活断層研究会編（1991）は約 12 km と示してい

る。一方，地質調査においては，山岸（1986）が断層露頭にて尻別川層に逆断層を確認しているが，

その延長については不明である。また，海域，尻別川河口付近およびツバメの沢川における地球物

理学的調査（嵯峨山ほか，2000；北海道電力，2015a）においても明瞭な断層構造は確認されない。 

以上より，尻別川断層は，（ウ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとはいえない。 

 

（11）中田（2015）らの活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

目名川左岸に示される本断層（北部および南部）は，今泉ほか編（2018）および本調査の地形判

読結果より，後期更新世以降に活動した可能性がある。このほかに，目名川左岸付近では，後期更

新世以降の段丘面や地層の変位・変形を直接確認するための地質調査および地球物理学的調査の情

報が確認されないため，後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

目名川右岸に示される断層（南部のみ）では，北海道電力（2015a）および本調査の地形判読結果

より，後期更新世以降に活動した可能性がある。目名川右岸における本断層を横断する群列ボーリ

ング調査（北海道電力，2015a）では，調査地点付近の洞爺火砕流堆積物（後期更新世）の分布高度
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が周辺より若干高いが，洞爺火砕流堆積物の基底が東傾斜で連続し，堆積物中に断層を示唆する構

造は認められないことが，北海道電力（2015a）により指摘されている。そのため，目名川右岸では

後期更新世以降の活動を示唆している情報と否定している情報がある。 

以上より，中田（2015）らの活断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性

が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

中田（2015）らの活断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

5.1.2 海域の活断層 

（1）泉ほか（2014）の海底推定活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

泉ほか（2014）の変動地形学的調査により示された本断層に対して，既存の海上音波探査結果を

用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a）の探査測線において，中新統が変形している可能性

があるが，これより上位の地層が分布していないため，後期更新世以降の活動の有無の判断ができ

ない。 

以上より，泉ほか（2014）の海底推定活断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまた

は可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

泉ほか（2014）の海底推定活断層は，海底面における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しな

い。 

 

（2）中田（2015）の海底活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

中田（2015）の変動地形学的調査により示された本断層に対して，既存の海上音波探査結果を用

いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2015a）の探査測線において，本断層の南部では海底面

に高まりがみられる。一方で北部では下部中新統～鮮新統に背斜構造がみられ，これの東翼を覆う

下部～中部更新統以上はほぼ水平に堆積し変形していないようにみえるが，層厚が薄く詳細な構造

は不明であるため，後期更新世以降の活動の有無の判断に至っていない。 

以上より，中田（2015）の海底活断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能

性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

本断層の変動地形学的調査による海底面における延長は約 13.8 km である。既存の海上音波探査

結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2015a）の探査測線において，本断層との交点

付近における地層の変位は確認されない。 

以上より，中田（2015）の海底活断層は，海底面での長さが 10 km以上との情報があるが，その地
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下に断層の存在を示唆する詳細な情報は確認されないことから，（ウ）に該当することが明らかまた

は可能性が高いとはいえない。 

 

（3）北海道電力（2015a）らの海底活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2015a）の探査測線にお

いて，本断層および岩内堆南方背斜付近に分布する上部更新統は層厚が薄いものの変形している可

能性があり，これに覆われる下部～中部更新統以下の地層に変形が認められる。よって，後期更新

世以降の活動を否定できない。このことは，地球物理学的調査などに基づく北海道電力（2015a）や

岡村・佐藤（2023）の本断層の活動性に関する解釈とも整合的である。 

以上より，北海道電力（2015a）らの海底活断層は，（ア）または（イ）に該当する可能性が高い。 

 

（ii）断層コアの部分 

一般に活断層には断層コア相当の部分が認められることが多いが，北海道電力（2015a）らの海底

活断層に関する断層コアの情報は確認されないため，（エ）に該当することが明らかまたは可能性が

高い領域は不明である。 

 

（iii）避ける場所 

本地域を含む日本海東縁や周辺陸域は逆断層型の活断層が卓越していること（例えば，地震調査

研究推進本部，2001；徳山ほか，2001；岡村・加藤，2002）から，本断層が地形的高まりの東翼また

は西翼に位置するとき，それぞれ西傾斜もしくは東傾斜と推定される。 

寿都海底谷西側において，北海道電力（2015a）が示す 4つの背斜軸と同様の位置に 4つの地形的

高まりが認められる。このうち最も北の断層は西翼に示されていること（北海道電力，2015a；本調

査の地形判読）および北海道電力（2015a）の海上音波探査結果（測線EW2A）を用いた本調査の分

析から，東傾斜と推定されるが，文献調査対象地区の大陸棚との地理的関係から，文献調査対象地

区内の最終処分を行おうとする地層に分布する可能性は低い。また，北から 2番目および 3番目の

断層は，東翼に示されていること（2番目：北海道電力，2015a；岡村，2019；岡村・佐藤，2023，3

番目：岡村，2019；岡村・佐藤，2023；本調査の地形判読）および北海道電力（2015a）の海上音波

探査結果（測線EW3A，NESW1A，EW4A）を用いた本調査の分析から，西傾斜と推定されるが，文

献調査対象地区から遠ざかる方向であるため，文献調査地区内の最終処分を行おうとする地層に分

布しないと考えられる。 

以上より，北海道電力（2015a）らの海底活断層は，文献調査対象地区周辺の大陸棚に分布してい

ないと考えられる。 

 

（4）活断層研究会編（1991）の海底活断層A 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

活断層研究会編（1991）が地球物理学的調査結果などを用いて示した本断層に対して，既存の海

上音波探査結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2013b）の探査測線において，本断
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層が示される陸棚斜面付近にステップ状の地形がみられることから，本断層付近を覆う地層は海底

地すべり堆積物の可能性があると考えられ，後期更新世以降の活動の有無の判断ができない。 

以上より，活断層研究会編（1991）の海底活断層Aは，（ア）または（イ）に該当することが明ら

かまたは可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

活断層研究会編（1991）の海底活断層Aは，海底面における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該

当しない。 

 

（5）活断層研究会編（1991）の海底活断層B 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

地球物理学的調査結果などを用いて，活断層研究会編（1991）は本断層を，岡村・佐藤（2023）は，

東方の寿都海脚に鮮新世以降に活動したとする背斜軸を示している。一方，既存の海上音波探査結

果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2015a）の探査測線において，本断層が示される

陸棚斜面に中新統以下に背斜構造がみられるが，これらを覆う下部更新統以上の内部に乱れた反射

面がみられることや地層が欠損していることから，これらは地すべり堆積物の可能性があるため，

後期更新世以降の活動の有無の判断ができない。 

以上より，活断層研究会編（1991）の海底活断層Bは，（ア）または（イ）に該当することが明ら

かまたは可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

活断層研究会編（1991）の示す海底活断層 Bは，海底面における延長が 10 km未満のため，（ウ）

に該当しない。 

 

（6）渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

渡辺・鈴木（2015），中田（2015）および小野・斉藤（2019）の変動地形学的調査により示された

本断層に対して，岡村・佐藤（2023）は，地球物理学的調査結果から，本断層の西方または同様の

位置に背斜軸を示し，その活動性は「後期鮮新世以前に成長したと考えられる」と解釈している。

また，既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2015a）の探査測線におい

て，本断層が示される位置付近に上部更新統は堆積しておらず，下部～中部更新統も層厚が薄いた

め，後期更新世以降の活動の有無の判断ができない。 

以上より，渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかま

たは可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

本断層は，例えば，渡辺・鈴木（2015）が変動地形学的調査により延長を約 13.1 kmとして示して

いる。既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2015a）の探査測線におい
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て，本断層との交点付近に地層の変位は確認されない。 

以上より，渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層は，海底面における延長が 10 km以上との情報があ

るが，その地下に断層の存在を示唆する詳細な情報は確認されないことから，（ウ）に該当すること

が明らかまたは可能性が高いとはいえない。 

 

5.2 地すべり面 

文献調査対象地区に分布する地すべりの活動性に関する情報は確認されないため，後期更新世以

降の活動を否定できないことが明らかまたは可能性が高いとはいえないと判断される。 

以上より，文献調査対象地区内の地すべりに伴う地すべり面は（イ）に該当することが明らかま

たは可能性が高いとはいえない。 

 

5.3 地質断層 

4.3で示した地質断層はすべて地表における延長が 10 km未満のため，文献調査対象地区に分布す

る地質断層は（ウ）に該当しない。 
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第6章 評価のまとめ 
6.1 基準に照らした評価 

第 5章に示したように，後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない震源とし

て考慮する活断層または地震活動に伴って永久変位が生じる断層に該当する断層は，白炭断層であ

るが，断層面および断層コアを含め最終処分を行おうとする地層において避ける場所は不明である。

また，北海道電力（2015a）らの海底活断層は，後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否

定できない震源として考慮する活断層または地震活動に伴って永久変位が生じる断層に該当する可

能性が高いが，文献調査対象地区の最終処分を行おうとする地層に分布していない可能性が高い。 

後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない断層等のうち変位を及ぼす地すべ

り面，あるいは地表における延長がおおむね 10 km以上の断層に該当する断層等として評価される

ものはない。 

 

6.2 概要調査に向けた考え方 

文献調査において十分に評価できなかった点について，概要調査では，「断層等」などの影響が及

ばないように「最終処分を行おうとする地層及びその周辺の地層」（対象地層等）を選ぶことから，

個別の断層などを，対象地層等からの距離などの影響の大きさに応じて詳細度を変えて調査・評価

する。 

「断層等」を含む「地震等の自然現象による地層の著しい変動」などの広域的な現象は，基本的

に概要調査により把握し，許容リスク内である（「おそれが少ない」など）ことの確認が難しいもの

も含めて，影響が及ぶ範囲を対象地層等から除外する，という結論を基本的には得ることができる

と考えられる。 

文献調査において十分に評価できなかった点について，概要調査に向けて留意する事項として以

下に示す。 

白炭断層については，西傾斜の場合には地下で文献調査対象地区内に分布する可能性があること，

また，本断層の変動地形学的調査による北端の延長部周辺に広がる沖積面下に伏在している場合に

は文献調査対象地区内に分布する可能性があることに留意する必要がある。 

また，白炭断層以外の断層等について，第 4章および第 5章では，断層等の基準（ア）～（エ）

への該当性の確認に際して，変動地形学的調査，地質調査および地球物理学的調査などによる総合

的な評価を行うために不足する情報を，「確認されなかった」または「不明である」などと示してい

る。これらの例を以下に示す。 

○ 活動性について 

・ 地質調査および地球物理学的調査，またはそのいずれかの調査が確認されなかったため，

活動性の総合的な評価に至らない。 

・ 文献・データの詳細が不明であり，活動性の判断ができていない。 

・ 後期更新世以降の活動性を示唆する結果と否定する結果の両方があり，どちらが正しいか

判断できる情報が不足している。 

○ 位置について 

・ 最終処分を行おうとする地層における断層面や断層コア（破砕部）の位置について不明で

ある。 
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これらの調査・評価方法と概要調査での評価の見通しを基準別に示す。全般的には，産業技術総

合研究所深部地質環境研究センター編（2007），同研究所深部地質環境研究コア編（2012），地震調査

研究推進本部（2010），および原子力規制委員会（2013，2021）なども必要に応じて参照する。 

基準（ア）（イ）の活動性については，変動地形学的調査で示されている活断層が多く，これらに

対して地質調査および地球物理学的調査の情報を拡充することで，後期更新世または中期更新世以

降の活動性を総合的に評価することが可能である。また，これらの調査では，断層面や基準（エ）

の断層コアの部分を確認することとなる。さらに，基準（ア）（イ）のどちらに該当するかは，原子

力規制委員会（2013）を参照して，必要に応じて評価する。 

基準（イ）のうち変位を及ぼす地すべり面については，地すべりの幅と深さの関係（上野，2001；

地すべり災害復旧技術研究会編，2018）を考慮すると，文献調査対象地区内に分布する陸域の地す

べり地形の地すべり面は最終処分を行おうとする地層に分布する可能性は低いと考えられる。その

ため，概要調査以降では，最終処分を行おうとする地層を対象とする地質調査や地球物理学的調査

によって伏在する地すべり面が存在していた場合には，その活動性について，地質調査や地球物理

学的調査によって総合的に評価する必要がある。 

基準（ウ）については，文献調査段階で取得可能な地下の情報に限りがあることを考慮して，「大

規模地下施設とそれを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性のある断層の規模と考え

られる」断層の評価指標として「地表における延長がおおむね 10 km以上」とされている（経済産

業省資源エネルギー庁，2023）。これは「規模が大きい断層」（原子力規制委員会，2022；考慮事項④，

1.1.2 参照）を考慮した基準であるが，原子力規制委員会（2021）は「破砕帯の幅」および「累積の

変位量」を「規模が大きい断層」の評価指標としている。そのため，基準（ア）（イ）に該当しない

断層を評価する際には，これらの評価指標の差異に留意して，地質調査や地球物理学的調査を実施

することが考えられる。 

また，基準（イ）の断層等や上記の「規模が大きい断層」に関しては，「事業許可までの物理探査

等の調査では，細かな断層等の判別や破砕帯の幅等の確認が困難であることも考えられるため，建

設段階で断層等が確認された場合は詳細に調査を行う必要がある」（原子力規制庁，2021）。そのた

め，基準（イ）や「規模が大きい断層」の該当性については，概要調査以降から建設段階において

も，評価が必要となる可能性が考えられる。なお，基準（イ）に該当するような副断層は，ある地

点で副断層の断層変位が地表で発生する可能性などを評価する，確率論的断層変位ハザード解析（例

えば，Youngs et al., 2003；高尾ほか，2013；鈴木ほか，2017など）が参考となると考えられる。 

基準（エ）については，文献調査段階において，ずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の

観点のみを考慮していることから，断層面以外に断層コアの部分を避けることとしている（経済産

業省資源エネルギー庁，2023）。一方で，断層運動の影響としては，ずれ（断層変位）だけでなく，

「地下水流動経路を通じた放射性物質の移動の促進等を防止する観点」（原子力規制庁，2021）を考

慮する必要があり，原子力規制委員会（2022）は，後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動

が否定できない断層等のうち震源として考慮すべき活断層の活動に伴い損傷を受けた領域を避ける

こととしている。概要調査では，地表地質踏査，ボーリング調査または地球物理学的調査により，

その領域を評価することが可能と考えられる。 

これらに加えて，断層の地下での連続性および文献調査で検出されていない伏在する活断層など

について，海域を含む詳細な地形情報，段丘の高度分布，地質構造，測地観測データ，重力異常，

磁気異常，震源データ，地下水等の化学特性のデータおよび地下深部における物理特性のデータな
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どを拡充することで，文献調査段階よりも確からしい評価が可能と考えられる。 
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添付資料B 各文献における活断層抽出手法および分布図の精度 

 

表 B-1 文献調査対象地区陸域の主要文献における活断層抽出方法の概略と位置精度 
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表 B-2 文献調査対象地区陸域の個別文献における活断層抽出方法の概略と位置精度 

 

 

表 B-3 文献調査対象地区海域の文献における変動地形学的調査による活断層抽出方法の概略と位置精度 
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表 B-4 文献調査対象地区海域の文献における海上音波探査記録による活断層抽出方法の概略と位置精度 
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表 C-2 海域の地形判読に用いた基準および対象とした地形形態 

 

分類 本調査における定義 Goto et al. (2022) の凡例 

sLa 
撓み，細長く両側の斜面が凸状斜面の海丘，海丘や堆などにおける異常勾配（back tilt）および海底谷中の穿入

蛇行や先行谷などの断層運動による変位・変形を受けた可能性のある地形要素を伴う崖や地形境界 

active fault 

sLb 

撓み，細長く両側の斜面が凸状斜面の海丘，海丘や堆などにおける異常勾配（back tilt）および海底谷中の穿入

蛇行や先行谷などの断層運動による変位・変形を受けた可能性のある地形要素を伴う崖や地形境界からなるが，

位置が不明瞭なもの 

active fault (site indistinct) 

sLc 
断層運動による変位・変形を受けたと可能性のある崖や地形境界からなるが，他の原因によってリニアメント

が形成された疑いが残るあるいは地形が不明瞭なため成因の識別が困難なもの 

presumed active fault 
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表 D-1 文献調査対象地区とその周辺地域の海域層序対比表 
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添付資料E 本調査の地形判読などによる河成段丘の詳細 

 

○ 調査方法 

黒松内低地断層帯に属する黒松内低地帯北部に分布する河成段丘面と，尻別川断層帯に属する尻

別川下流域および目名川流域に分布する河成段丘面と，火山麓扇状地面を対象とした地形判読を実

施した。地形判読に当たっては，河成段丘と火山麓扇状地面の判読漏れや誤判読の発生可能性を低

減するために，河成段丘面と火山麓扇状地面以外の地形種（例えば，小起伏面，山麓堆積地形，地

すべり・崩壊地形，砂丘・沿岸州）についても判読対象とした。地形面と地形種の同定は，縮尺 50,000

～25,000分の 1 の空中写真（1960～1970年代に国土地理院撮影）の実体視判読に加え，地理院タイ

ルの赤色立体地図にあらわれる地形のテクスチャーの違いに基づいて行った。基図には，国土地理

院発行の縮尺 25,000分の 1 地形図を用いた。地形面と地形種の判読基準については，説明書「隆起・

侵食」の添付資料Bに示す。 

河成段丘面と火山麓扇状地面の形成年代については，（1）段丘面の分布高度・連続性・開析度合

い，（2）説明書「隆起・侵食」において区分・編年を示した海成段丘面との地形層序的関係，（3）

文献により得られた年代資料，（4）洞爺火砕流堆積物（109±ca.3 ka；東宮・宮城，2020）の堆積面

または年代が推定された段丘面との高度関係に基づいて推定した。 

 

○ 黒松内低地帯北部 

・ 段丘面の分布と特徴 

本地域に分布する河成段丘面の多くは，朱太川に流下する支谷の出口付近に発達する扇状地を起

源とする。これらの河成段丘面を，低位面（Lf1～Lf3面），中位面（Mf1，Mf2 面），高位面（Hf 面）

に区分した（図E-1）。低位面は現河床沿いに連続的に分布しており，段丘面の開析がほとんど進ん

でいないもの，中位面は低位面に比べると分布が断続的であり，段丘面の開析が進んだもの，高位

面は分布が断片的であり，尾根状のわずかな平坦面を残すものである。また，熱郛川沿いには河成

段丘面だけでなく，洞爺火砕流堆積物の堆積面が残されている（例えば，久保ほか，1983；山岸，

1984；奥村，2003；北海道電力，2015；Goto et al., 2018）。本調査では，この堆積面をM面と仮称す

る。 

以下に各段丘面の分布と特徴について述べる。 

Hf 面：月越山脈の南東麓，白炭川や下白炭川が形成する離水扇状地面の扇端部，熱郛川に流下す

る支谷の標高 90～110 m付近に分布する。現河床からの比高は 20～70 m 程度である。段丘面は開

析が進んでおり，その外縁部が丸みを帯びた尾根状の地形として認められる。Hf 面は，分布高度の

違いによりさらに細分化することが可能であるが，本調査では一括で扱うこととする。 

M 面：久保ほか（1983），山岸（1984），奥村（2003），北海道電力（2015）およびGoto et al., (2018) 

から洞爺火砕流堆積物の堆積面と考えられる地形である。熱郛川沿いの標高 50～70 m 付近におい

て，河谷を埋めるように発達する小規模な起伏を伴う地形面として認められる。現河床からの比高

は 20～30 m 程度である。 

Mf1 面：寿都低地よりも上流の標高 50～200 m 付近に分布する。現河床からの比高は 10～50 m

程度である。段丘面の開析は進んでいるが，比較的広い平坦面が残されている。例えば，朱太川に

流下する支谷の出口付近に発達するMf1 面は，残された平坦面の形状から扇状地起源であることが

認識できる程度に平坦面が残されている。熱郛川と朱太川との出合い付近に発達するものは，M面
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よりも分布標高が高い。 

Mf2 面：寿都低地よりも上流，黒松内低地帯北部の西側の標高 30～80 m 付近に分布する。現河

床からの比高はおおよそ 10～30 m 程度である。Mf1 面よりも，段丘面が広く残されている。扇端

部はM面よりも分布標高が低い。 

Lf1 面：月越山脈の南東麓，幌別山地西麓の，標高 20～140 m 付近に分布し，現河床からの比高

は 5～20 m 程度である。その多くが，朱太川に流下する支谷の離水扇状地面と考えられる。段丘面

の開析は進んでおらず，広い平坦面が残されている。 

Lf2 面：月越山脈の南東麓，幌別山地西麓，朱太川，添別川，黒松内川沿いの標高 10～45 m 付近

に分布し，現河床からの比高は数～10 m 程度である。その形状から，扇状地および蛇行原または氾

濫原起源と考えられ，朱太川と白炭川の合流点より上流部では，低位面の中で最も発達の良い段丘

面である。奥村ほか（1984）が述べるように，寿都湾に面したものの末端は海食崖に切られている。

段丘面の開析は進んでいない。 

Lf3 面：朱太川・添別川・黒松内川・熱郛川沿いの標高は 20～30 m 付近に断片的に分布する。現

河床からの比高は数～10 m 程度である。その多くは蛇行原または氾濫原起源と考えられる。段丘面

の開析は進んでいない。 

 

・ 段丘面の形成年代 

本調査による段丘面区分と文献との対応について図 E-3 に示す。各段丘面の推定形成年代につい

て以下に述べる。 

Mf1 面は，熱郛川沿いにおいてM面（洞爺火砕流の堆積面）よりも高位に位置していることから，

洞爺火砕流の流下（109±ca.3 ka；東宮・宮城，2020）以前に形成された河成段丘面であると考えら

れる。さらに，Mf1 面は，比較的広い段丘面を発達させていることから（図 E-1），本調査では，こ

の段丘面が，一つ前の氷期（MIS 6）に形成されたものであると推定した（図 E-3）。 

Lf1 面およびLf2面は，MIS 5e とMIS 5cに対比される海成段丘面が発達する寿都低地において，

MIS 5e とMIS 5c の旧汀線アングルに対応する高度に海食崖の発達がみられない（図 E-1）ため，

Lf2 面の末端の海食は，完新世（MIS 1）に受けたものと推定される。このことから，Lf1 面と Lf2

面は，MIS 5c以降，MIS 1 以前に形成された河成段丘面であると考えられる。文献で得られた 14C

年代値を参照すると，Lf1 面を構成すると考えられる礫層の上位に堆積した泥炭層の泥炭と木片か

ら約 43,000～49,000 y.B.P（図 E-1；吾妻ほか，2003）という年代値が，同じくLf1面を構成すると

考えられる砂礫層に挟在するシルト層中の木片から＞37,000 y.B.P（スケールアウト）（図E-1；奥村

ほか，1984）という年代値が，Lf2 面を構成すると考えられる砂礫層の下位のシルト層中の木片か

ら約 26,000 y.B.P の年代値（図E-1；奥村ほか，1984）が，それぞれ得られている。これらの点から，

本調査では，Lf1面が最終氷期前半，Lf2 面が最終氷期後半（MIS 2）にそれぞれ形成された河成段

丘面であると推定した（図 E-3）。 

上記以外の河成段丘面（Hf 面，Mf2 面，Lf3 面）について，年代が推定された段丘面との高低関

係から判断すると，Hf 面がMIS 6以前，Mf2 面が洞爺火砕流堆積物の流下以降最終氷期以前，Lf3

面がMIS1（完新世）に形成された河成段丘面であると考えられる（図 E-1）。 
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○ 尻別川下流および目名川流域 

・ 段丘面の分布と特徴 

本地域に分布する河成段丘面を低位面（Lf1～Lf3 面），中位面（Mf1，Mf2 面），高位面（Hf1～

Hf3 面）に区分した。低位面は現河床沿いに連続的に分布しており，段丘面の開析がほとんど進ん

でいないもの，中位面は低位面に比べると分布が断続的であり，段丘面の開析が進んだもの，高位

面は中位面よりも分布が断片的になり，尾根状の地形面として認識されるものである。 

ニセコ・雷電火山群から尻別川に向かって発達する火山麓扇状地面についても河成段丘面と同様

に低位面（Lv 面），中位面（Mv 面），高位面（Hv 面）に区分した。低位面は現河床沿いに連続的

に分布しており，段丘面の開析がほとんど進んでいないもの，中位面は低位面に比べると分布が断

続的であり，段丘面の開析が進んだもの，高位面は中位面よりも分布が断片的となり尾根状に発達

するものである。 

本地域には，これらの段丘面に加えて，洞爺火砕流堆積物の堆積面が残されている（例えば，山

岸，1984；北海道電力，2015）。本調査では，この堆積面をM面と仮称する。 

以下に各段丘面の分布と特徴について述べる。 

Hf1 面：賀老山山地北西麓の標高 200～300 m 付近に分布する。現河床からの比高は 40～80 m程

度である。段丘面の開析が顕著に進んだ尾根上の地形として認識される。 

Hf2 面：幌別山地東麓，賀老山山地北西麓の標高 50～200 m 付近に分布する。尻別川や目名川に

流下する支谷の扇状地起源と考えられ，現河床からの比高は 10～50 m 程度である。一般に段丘面

の開析は進んでいるが，目名川に流下する貝殻沢川～チリベツ川付近のHf2 面には，扇状地起源で

あることが認識できる程度に平坦面が広く残されている。 

Hf3 面：幌別山地東麓，賀老山山地北西麓の標高は 50～300 m 付近，尻別川や目名川に流下する

支谷の扇状地起源と考えられ，現河床からの比高は 10～35 m 程度である。段丘面の開析は進んで

いるが，全体的にHf2面よりも広く平坦面が残されている。 

M 面：山岸（1984）および北海道電力（2015）から洞爺火砕流堆積物の堆積面と考えられる地形

である。尻別川と目名川沿いの標高 30～100 m付近において，現河床からの比高は 20～45 m 程度

の小規模な起伏を伴う地形面として，断片的に分布が認められる。 

Mf1 面：幌別山地東麓のツバメの沢川周辺に発達する離水扇状地面であり，標高は 50～250 m 付

近に分布する。現河床からの比高は 10～30 m 程度である。段丘面の開析は進んでいるが，比較的

広い平坦面が残されている。 

Mf2 面：尻別川および目名川沿いの標高 10～50 m 付近に断片的に分布する。現河床からの比高

は 5～30 m 程度であり，洞爺火砕流堆積物の堆積面であるＭ面よりも低位に位置する。段丘面の開

析は，あまり進んでいない。 

Lf1 面：尻別川と目名川の合流点より上流部，標高 80～100 m 付近に断片的に分布する。現河床

からの比高は数～20 m 程度である。段丘面の開析は進んでおらず，平坦面を良く残す。 

Lf2 面：尻別川と目名川の合流点より上流部，標高 20～120 m 付近に断片的に分布する。低位面

の中で最も広く発達する段丘面であり，目名川に流下する支流沿いにも分布が認められる。現河床

からの比高は数m～15 m 程度である。Lf1面と同様，段丘面の開析は進んでおらず，平坦面を良く

残す。 

Lf3 面：賀老山山地北西麓に発達する扇状地面である。標高 50～130 m 付近に位置し，現河床か

らの比高はおおよそ数m～5 m 程度である。段丘面の開析は全く進んでいない。 
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Hv 面：標高 150～350 m付近に発達する，現河床からの比高 10～55 m 程度の段丘面である。段

丘面の開析は進んでおり，平坦面はHf2面と同程度残っている。 

Mv 面：標高 30～300 m 付近に発達する，現河床からの比高 10～40 m 程度の段丘面である。段丘

面の開析は進んでおり，平坦面はMf1 面と同程度残っている。 

Lv面：標高 15～300 m 付近に発達する，現河床からの比高数～30 m 程度の段丘面である。洞爺

火砕流堆積物の堆積物であるM面を切るようにして発達する。段丘面の開析は進んでおらず，広い

平坦面が残されている。 

 

・ 段丘面の形成年代 

本調査による段丘面区分と文献との対応について図 E-3 に示す。各段丘面の推定形成年代につい

て以下に述べる。 

北海道電力（2015）を参照すると，Hf3 面と Mf1 面を構成する段丘礫層の被覆層中には Toya が

確認されている（図 E-2）。このことから，Hf3 面と Mf1 面，ともにToya 降灰前に形成された段丘

面であると推定される。これら両段丘面のうち，Mf1面は，広い段丘面を発達させていることから，

本調査では，Mf1 面がToya 降灰の 1 つ前の氷期（MIS 6）に形成されたものであると推定した（図 

E-3）。したがって，Hf3 面およびそれより高位に位置する Hf2 面，Hf1 面は MIS 6 以前に形成され

た河成段丘面であると考えられる（図 E-3）。 

Lf1～Lf3 面については，いずれも段丘面の開析が進んでおらず広い平坦面を残していることから，

最終氷期以降に形成された河成段丘面であると考えられる。本調査では，これらの段丘面のうち，

最も広く発達するLf2 面が最終氷期後半のMIS 2 面に形成された河成段丘面であると推定した（図 

E-3）。この推定に基づけば，Lf1面は最終氷期の前半，Lf3面はMIS 1（完新世）に形成された河成

段丘面であると考えられる（図 E-3）。 

Mf2 面については，洞爺火砕流の堆積面であるM面よりも低位に位置し，Lf1 面よりも高位に位

置する。このことから，Mf2 面は，洞爺火砕流の流下以降，最終氷期以前に形成された河成段丘面

であると考えられる（図 E-3） 

火山麓扇状地面であるLv面は，洞爺火砕流の堆積面であるM面を切って発達していること，Lf1

～Lf3 面と同様に段丘面の開析が進んでいないことから，最終氷期以降に形成された火山麓扇状地

面であると考えられる（図 E-3）。一方，Mv 面と Hv 面については，段丘面の開析度合いが，それ

ぞれMf1～Mf2 面とHf2 面と同程度である。このことから，本調査ではMv面はMIS 6 から最終氷

期（MIS 6～5）に，Hv 面はMIS 6以前に形成されたものと推定した（図 E-3）。 
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図 E-1 黒松内低地帯北部における主な地形面の分布 

基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリーズを

使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006 号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）

に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 E-2 尻別川および目名川流域の主な地形面の分布 

基図の元データには，国土地理院数値標高データを使用。寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行

政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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添付資料 F 基準（ウ）の評価に関連する補足情報 

 

説明書本文中において，基準（ウ）の地表における延長がおおむね 10 km 以上の断層の断層面に

ついて，明らかまたは可能性が高い以外の評価となった断層が存在する。これらの断層については，

基準に照らした評価（1.3.3）に沿って，存在の確実性，延長および最終処分を行おうとする地層に

おける分布を本文中で評価していない。本添付資料では，これらに加え，地質構造などのその他の

情報（構造発達，変位の向き，累積変位量および断層コアなど）を補足情報として示す。 

断層や地質構造に関する情報について図 F-1 に示す。本添付資料では，個別の断層ごとに情報を

整理しており，文献調査対象地区およびその周辺地域に関する全体的な地質構造に関する情報につ

いては，本説明書 4.4.2または説明書「地形，地質・地質構造」に記載している。 

また，地質構造などのその他の情報として，累積変位量を読み取っている場合がある。文献調査

対象地区が位置する北海道南西部から日本海東縁変動帯にかけての地形・地質構造は，南北方向と

北西－南東方向のものの組み合わせからなり，東北日本弧の脊梁山脈およびその西方の北への延長

部とみなされている（岡，1997，1999）。そのため，文献調査対象地区およびその周辺地域は，イン

バージョン・テクトニクス（例えば，岡村ほか，1992；Sato, 1994）の影響が考えられる。この場合，

正断層の変位量を逆断層の変位量が打ち消している可能性が考えられるので，累積変位量の読み取

り値の解釈には留意が必要である。 
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図F-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の地質構造 

本図は各文献で同様の断層および構造を示していると考えられるものを単純化して示している。変位の向き

（隆起側および低下側）については，文献などの情報を解釈して示している。陸域は，活断層については活断

層研究会編（1991），池田ほか編（2002），中田（2015），北海道電力（2015a）および今泉ほか編（2018）

を，地質断層と地質構造については 5 万分の 1 地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸ほか，1976；山岸，1984）

を参照。海域は，活断層研究会編（1991），海上保安庁水路部（1995），泉ほか（2014），北海道電力（2015a），

中田（2015），渡辺・鈴木（2015），小野・斉藤（2019）および岡村・佐藤（2023）を参照。基図の元データ

には，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000 シリーズを使用（（一財）日

本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政

界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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◎ 活断層（陸域） 

○ 樽岸リニアメント 

・ 地表における延長 

本リニアメントの地表における延長は長さ約 3.2～7.1 km である（4.1.1（1）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本リニアメントが示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991；

Kumamoto et al., 2016）が，北海道電力（2015a）は，本リニアメント南部で実施した地表地質踏査

により，断層の存在を示唆するような破砕帯および地層の不連続が認められないことから，本リニ

アメントは断層ではなく異なる岩質境界にあたり，両者の侵食に対する抵抗力の違いに起因する組

織地形であると判断している。また，本リニアメントを横断する地質断面図でも，地下の分布は示

されていない（図 F-2）。 

以上より，本調査で得られた情報では，本リニアメントは断層としては存在しないと考えられる。 

 

 

図F-2 樽岸リニアメント付近の地質断面図（北海道電力，2015a） 

北海道電力（2015a）の地質断面図を一部抜粋。断面図の位置の詳細および地層・岩体の凡例は北海道電力

（2015a）を参照。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，西側隆起で変位基準が山地斜面とされ

ている。累積変位量などは不明である。 

 

○ 五十嵐川断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 1.5～2.7 kmである（4.1.1（2）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（活断層研究会編，1991；北海道電力，2015a；本調査



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

F-4 

の地形判読結果）が，地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学的調査の情報

が確認されない。そのため，断層として存在する可能性および最終処分を行おうとする地層におけ

る分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，山地斜面を変位基準とした上下成分の

断層変位が 10 m で東側隆起としている。北海道電力（2015a）も同様に東側隆起として示している。 

 

○ 湯別・丸山西側付近の断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 3.4～4.9 kmである（4.1.1（3）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（池田ほか編，2002；北海道電力，2015a；今泉ほか編，

2018；本調査の地形判読結果）が，地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学

的調査の情報が確認されない。そのため，断層として存在する確実性は不明である。 

一方，本調査の推定地質断面図（C-C’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，丸山丘

陵にみられる背斜構造とその頂部の東への傾動，朱太川右岸地域の向斜構造および西傾斜と推定さ

れている震源断層を説明する断層システムとして，ウェッヂ・スラスト（例えば，池田ほか編，2002

など）を想定している（図 F-3）。これは，本断層が逆断層と仮定すると，上記の変動地形学的調査

で西側隆起として示されていることと整合する。したがって，本断層付近の地質構造を考慮すると，

最終処分を行おうとする地層において，ウェッヂ・スラストの形状で分布している可能性がある。 

 

図F-3 湯別・丸山西側付近における推定地質断面図（説明書「地形，地質・地質構造」） 

Slv：寿都層，Ia・Iv：磯谷層，Kms：黒松内層，St：瀬棚層，tr：段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物，a：

沖積堆積物。説明書「地形，地質・地質構造」のC-C’推定地質断面図を一部抜粋，編集。断面図の位置は説

明書「地形，地質・地質構造」を参照。 
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・ 地質構造などのその他の情報 

本調査の推定地質断面図（C-C’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，寿都層下部（Slv）

に少なくとも鉛直方向に 140 m 程度の西側隆起の変位が読み取れる（図 F-3）。本断層が過去は東傾

斜の正断層として活動していたが，その後東傾斜の逆断層の活動に変遷したと仮定すると，140 m

以上の変位量があった可能性も考えられる。 

また，変動地形学的調査では，池田ほか編（2002）は，変位基準面であるM面（最終間氷期以降）

に変位量 5 m の撓曲崖（東側隆起）を示している。 

 

○ 丸山東側付近の断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 3.7 kmである（4.1.1（4）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（北海道電力，2015a；今泉ほか編，2018）が，地層の

変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学的調査の情報が確認されない。そのため，

断層として存在する確実性は不明である。 

北海道電力（2015a）は，丸山丘陵と朱太川沿いに広がる沖積低地との境界を，丸山丘陵やその頂

部の H0 段丘面の東方への傾動の形成に関連する断層の伏在の可能性を考慮して本断層を示してい

る。一方，本調査の推定地質断面図では，丸山丘陵にみられる背斜構造とその頂部の東への傾動な

どを説明する断層システムとして，ウェッヂ・スラストを想定している（図 F-3）。これに加え，丸

山丘陵頂部の傾動については，丘陵の東西に白炭断層と湯別・丸山西側付近の断層が示されている

こと，また，池谷・林（1982）の指摘のように本地域の構造は褶曲軸に支配されている可能性を考

慮すると，丸山東側付近の断層の活動以外によって形成された可能性も考えられる。したがって，

最終処分を行おうとする地層において分布していない可能性がある。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

累積変位量などは不明である。 

 

○ 歌棄リニアメント 

・ 地表における延長 

本リニアメントの地表における延長は長さ約 4.9～12 km である（4.1.1（5）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本リニアメントが示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991；今泉

ほか編，2018）が，北海道電力（2015a）は，本リニアメントの中央付近で水平方向に長さ約 40 m

にわたって連続する自然露頭で地質観察を行い，断層を示唆するような破砕帯や地層の不連続は認

められないことを確認している。また，本リニアメントを横断する地質断面図でも，地下の分布は

示されていない（図 F-4）。 

以上より，本調査で得られた情報では，本リニアメントは断層としては存在しないと考えられる。 
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図F-4 歌棄リニアメント付近の地質断面図（北海道電力，2015a） 

北海道電力（2015a）の地質断面図を一部抜粋。断面図の位置の詳細は北海道電力（2015a）を参照。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，東側隆起で変位基準が山地高度とされ

ている。今泉ほか編（2018）も同様に，東側隆起として示している。累積変位量などは不明である。 

 

○ 白炭断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 4.7～8.3 kmである（4.1.1（6）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査などで本断層が示されており（活断層研究会編，1991；山岸・木村，1981；今

泉・渡島半島活断層研究グループ，1982；奥村，1983；寒川，1984；山岸，1984；池田ほか編，2002；

吾妻ほか，2003，2004；奥村，2003；北海道電力，2015a；Kumamoto et al., 2016；今泉ほか編，2018），

地層の変位が露頭調査（山岸・木村，1981）およびピット掘削調査（吾妻ほか，2004）により確認

されている。そのため，断層として確実に存在する。 

最終処分を行おうとする地層においては，反射法地震探査結果（図 4.1-10 北海道電力，2015b）

では，本断層の東側では，西傾斜の断層面が示されているが，西側では，標高約-450 ｍ程度までの

瀬棚層と黒松内層に向斜構造がみられ変動地形に対応した断層構造はみられない。この地下の向斜

構造と地表の変位センスを考慮すると，本断層では黒松内層および瀬棚層における向斜構造の形成

に応じて生じた層面すべり断層である可能性がある（詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参

照）。したがって，最終処分を行おうとする地層については，本断層の東側では，西傾斜の断層が分

布している可能性があり，その西側では，向斜構造の形成に応じて生じた層面すべりとして分布し

ている可能性がある。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変位量については，変動地形学的調査では，活断層研究会編（1991）（断層変位は，今泉・渡島半

島活断層研究グループ，1982：変位基準は，今泉・渡島半島活断層研究グループ，1982；奥村，1983）
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は，段丘面などを変位基準とした上下成分の断層変位が，H2面（15万年以上前）が＞50 m，M1面

（7～8万年前）が 25 m および 30～40 m ならびにM2面（4～5万年前）が 16 m および 20 m として

いる。池田ほか編（2002）は，変位基準面であるH 面（最終間氷期以前）の変位量が 30 m，M 面

（最終間氷期以降）が 5 m，M2面（約 5～2万年前）が 16 m と示している。これらの変動地形学的

調査結果では，いずれも西側隆起としている。今泉ほか編（2018）は，変位基準が高位面（最終間

氷期以前：約 15 万年前以前）の断層変位量が 25 m および 35 m，中位面（最終間氷期―最終氷期：

約 13 万年前～約 3万年前）が 15 m および 3～30 m ならびに低位面（最終氷期以降：約 3 万年前～

約 1 万年前）が 5 m の活撓曲を伴う活断層を示している。 

地質調査では，断層露頭において 0.15～1 m の落差（山岸・木村，1981）が，ピット掘削調査に

おいて最終氷期以降に堆積したと推定されている地層に 0.2～0.3 m 程度（本調査による読み取り値）

の上下変位量（吾妻ほか，2004）が示されている。 

地下については，反射法地震探査結果（北海道電力，2015b）を読み取ると，本断層の東側では，

瀬棚層下面を上下に 70 m 程度，黒松内層下面を上下に 100 m程度，西側隆起の逆断層として変位

させている。また，西側では，本調査の推定地質断面図（C-C’断面：説明書「地形，地質・地質

構造」）では，瀬棚層および黒松内層中に層面すべりを推定しているが，その変位量は不明である

（図 F-3）。 

上記で読み取れる上下成分に加えて，白炭断層では雁行配列（ミの字型）がみられ，山岸・木村

（1981）は断層露頭で左横ずれ変位を確認していることから，縦ずれ変位だけでなく部分的に横ず

れ変位を含んでいることも推定される。 

さらに，変位を受けた部分として，山岸・木村（1981）の露頭観察結果による変位を示唆する記

載（「厚さ2 mmの断層粘土が附着し，その上に水平線と約40 °斜交した条線とそれに平行な，幅5 mm

～1 cm，長さ数 cm のにんじん型の溝状の構造」）より地表付近の断層コア相当の幅は 12 mm 程度

（「断層粘土」の厚さ 2 mm と「にんじん型の溝状の構造」の幅 1 cm の和）であることが考えられ

る。 

 

○ 月越原野断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 2.0～2.5 kmである（4.1.1（7）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991；今泉ほか編，

2018；本調査の地形判読結果）が，地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学

的調査の情報が確認されない。そのため，断層として存在する可能性および最終処分を行おうとす

る地層における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，南西側隆起で変位基準が山地緩斜面と

されている。累積変位量などは不明である。 
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○ 九連山の沢リニアメント 

・ 地表における延長 

本リニアメントの地表における延長は長さ約 4.0 km である（4.1.1（8）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本リニアメントが示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991）が，

地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学的調査の情報が確認されない。その

ため，断層として存在する可能性および最終処分を行おうとする地層における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，山頂緩斜面を変位基準とした上下成分

の断層変位が 15 m で南西側隆起とされている。 

 

○ 黒松内低地断層帯 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

上記の黒松内低地断層帯北部を構成する個別の断層のうち，存在が確実と考えられるのが，白炭

断層であり，それ以外の個別の断層の存在の確実性については明らかではない。 

黒松内低地断層帯を構成する個別の断層でその存在が確実と考えられるのは，白炭断層のほかに

は，熱郛原野付近の断層，蕨岱断層および長万部断層である。これらは，楮原（2013）の露頭調査

（図 F-5），トレンチ掘削調査（図 F-6：吾妻ほか，2004）ならびにトレンチ掘削調査（吾妻ほか，

2003）および P 波反射法地震探査（図 F-7：吾妻ほか，2004）によって，断層構造が確認されてい

る。 
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図F-5 熱郛原野付近の断層の断層露頭の全景写真および露頭スケッチ（楮原ほか，2013） 

「F1断層は，西側隆起を示す明瞭な断層構造として，S-18の標高 53.6 m からS-14の標高 54.6 m に認めら

れる」（楮原ほか，2013）。 

 

 

図F-6 蕨岱断層付近のトレンチ南壁面の詳細スケッチおよび 14C年代測定結果（吾妻ほか，2004） 

断層は，「南壁面では水平グリッドの S16 から S23 付近に認められた。断層は走向がほぼ南北で，西へ約 15

度傾斜する複数の低角逆断層であり，幅約 1 mの断層帯を形成している」（吾妻ほか，2004）。 
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図F-7 長万部断層付近のP波反射法地震探査結果（吾妻ほか，2004） 

「距離 2800 mよりも西側の深度 200 m付近には，長万部断層と思われる逆断層構造が不明瞭ながら確認でき

る」（吾妻ほか，2004）。 

 

・ 地表における延長 

黒松内低地断層帯については，地表における延長は長さ約 32 km以上～51 km（地震調査研究推

進本部地震調査委員会，2005；産業技術総合研究所ホームページ；北海道電力，2015a；3.2.1参照）

とされている。 

上記にまとめたように，黒松内低地断層帯を構成する個別の断層のうち，存在が確実と考えられ

る断層は，白炭断層，熱郛原野付近の断層，蕨岱原野付近の断層および長万部断層である。断層の

確実性を考慮したうえで起震断層の区分方法（松田，1990；産業技術総合研究所ホームページ）に

従うと，これらの断層のうち，白炭断層，熱郛原野付近の断層および蕨岱断層は，同起震断層とし

て評価され，その延長は 10 km よりも長い。そのため，これらは基準（ウ）に該当する可能性が高

い。 

そのため，白炭断層は，基準（ア）（イ）に該当することが明らかであると同時に，地表の延長が

おおむね 10 km 以上の断層の断層面にも該当することとなる。しかし，基準（ウ）は，基準（ア）

または（イ）以外であることが条件であることから，基準（ウ）には該当しない。なお，熱郛原野

付近の断層や蕨岱断層については，文献調査地区から距離があり，本調査における避ける対象とは

ならない。 

 

○ 尻別川断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 6.4～16 km である（4.1.1（10）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されており（活断層研究会編，1991；北海道電力，2015a；中田，

2015；Kumamoto et al., 2016；今泉ほか編，2018；本調査の地形判読結果），尻別川層の傾斜および
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変位が露頭調査（山岸，1986）により確認されている。しかし，この断層露頭の詳細な位置は不明

であり，北海道電力（2015a）などの地質調査による他の箇所の断層露頭は報告されていない。また，

本断層を横断する地質断面図（山岸ほか，1976；北海道電力，2015a），反射法地震探査結果（北海

道電力，2015a）および海上音波探査結果（海上保安庁水路部，1995；嵯峨山ほか，2000；北海道電

力，2013）では，地層のずれを示唆する構造は示されていない。そのため，断層として一部存在す

る区間はあると考えられるが，その他の区間において存在する確実性は不明である。 

また，断層変位地形は主として東向きの断層崖であり（今泉ほか編，2018），本断層付近の震源断

層モデルでも西傾斜と設定されている（北海道電力，2022）。そのため，本断層の震源断層として想

定される傾斜方向を考慮すると，文献調査対象地区の最終処分を行おうとする地層においては，西

傾斜で分布している可能性があるが，その具体的な位置は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

尻別川断層の西方（尻別川左岸）に分布する尻別川層（鮮新世～前期更新世：詳細は説明書「地

形，地質・地質構造」を参照）は，「N10°～40°W，50°～60°E の走向・傾斜の単斜構造をとってい

る」（山岸，1976），また，「磯谷牧場付近から茅沼川付近にかけては，磯谷層と尻別川層の地質境界

付近の急傾斜帯で特徴付けられ，NNW-SSE の走向で 60°～80°東北東へ傾斜した撓曲構造を呈す」

（北海道電力，2015a）。磯谷牧場付近から茅沼川付近の北方および南方では，尻別川層の傾斜は比

較的緩くなる（北海道電力，2015a）。また，磯谷牧場付近の北方，尻別川河口付近西方の海岸線沿

いでは，Mm1 段丘面（MIS 5e）が発達し，その堆積物上面高度分布によると，尻別岬付近から歌棄

に至る海岸部では，東に向かって高度が徐々に高くなる傾向が認められ，その高度差は尻別岬と歌

棄で約 10 m である（北海道電力，2016a）。尻別川断層が磯谷牧場付近から茅沼川付近の区間を中心

に西側を隆起させる逆断層型として運動したと仮定すると，このような尻別川層の単斜構造や段丘

堆積物高度の差異が形成された現象を説明できる。 

一方，反射法地震探査（北海道電力，2015a）によると，尻別川河口付近では，尻別川層が「尻別

川に向かって東傾斜しているが，茅沼川周辺で認められるような急傾斜構造は認められない」とし，

上位の前期～中期更新世の地層（鮎川層）がほぼ水平に堆積していることを示している（北海道電

力，2015a）。また，茅沼川より南方のツバメの沢川付近では，「尻別川層，鮎川層及びMf1 面段丘

堆積物が分布するが，断層の存在を示唆するような系統的な地層の変位及び変形は認められない」

（北海道電力，2015a）。さらに，上記の陸域の北方延長部である海域では，海上音波探査が実施さ

れており，明瞭な活構造は認められていない（嵯峨山ほか，2000；北海道電力，2015a）。これらの

結果は，尻別川断層の活動区間を示す可能性がある。変動地形学的調査では，活断層研究会編（1991）

は，山地高度および尻別川層を変位基準とした西側隆起として示している。北海道電力（2015a）で

は東側隆起および西側隆起のどちらも示されている。以上から，本断層は主には西傾斜の逆断層型

であるが，浅層部では部分的に変位・変形が分散している可能性がある。 

また，本断層では，詳細な位置は不明であるが，断層露頭において尻別川層における変位が確認

されている（山岸，1986）。変位量として「見かけ上落差 10～100 cm の逆断層（N20 °W～60 °W）

が多く認められる」（山岸，1986）ことを確認しているが，断層コアや破砕帯の情報は確認されなか

った。 
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○ 中田ほか（2015）らの活断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 1.6～9.4 kmである（4.1.1（11）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（北海道電力，2015a；中田，2015；Kumamoto et al., 

2016；今泉ほか編，2018；本調査の地形判読結果）が，目名川右岸における本断層を横断する群列

ボーリング調査（北海道電力，2015a）では，堆積物中に断層を示唆する構造は認められていない。

そのため，現段階の情報では，断層として存在は確実とはいえない。 

また，今泉ほか編（2018），北海道電力（2015a）および本調査の地形判読結果では，本断層の西

方に西向きの傾動または勾配異常が示されている。また，同様にして西方に，尻別川層にN-S 方向

の褶曲軸が示されている（山岸，1984；北海道電力，2015a）。そのため，最終処分を行おうとする

地層においては，西傾斜の逆断層型として分布している可能性があるが，その具体的な位置は不明

である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査では，今泉ほか編（2018）は，本断層南部（目名付近の断層）について，目名

川右岸の高位面（最終間氷期以前：約 15 万年前以前）と左岸の低位面（最終氷期以降：約 3万年前

～約 1 万年前）に断層変位量がそれぞれ 20 m と 5 m の活撓曲を伴う活断層を示している。 

 

◎ 活断層（海域） 

○ 泉ほか（2014）の海底活断層 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 7.1 kmである（4.1.2（1）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（泉ほか，2014）が，本断層を横断する海上音波探査

結果（図 4.1-23：北海道電力，2013）では，明瞭な断層を示唆する構造がないようにみえる（本調

査による分析）。そのため，断層として存在は確実とはいえない。 

また，泉ほか（2014）の地形判読結果では変位の向きが示されておらず，上記の海上音波探査結

果（北海道電力，2013）では，Ⅵ層（中新統以下）が緩やかに北東方向に傾斜しているようにみえ

る（本調査の分析）が，本断層との関連性は不明である。そのため，最終処分を行おうとする地層

における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

本断層西方の狩場山から弁慶岬の沿岸部の海域について，南方の陸域では NW-SE 方向の軸を持

つ褶曲構造が分布しているが，これらの褶曲構造は，その北方延長海域でⅢ層に傾斜不整合で覆わ

れ変形を与えていない（北海道電力，2013）ことから，少なくとも中期更新世以降の活動は認めら

れないと考えられる。本断層との関連性については不明である。 
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○ 中田（2015）の海底活断層 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 13.8 km である（4.1.2（2）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（中田，2015）が，本断層を横断する海上音波探査結

果（図 4.1-25：北海道電力，2015a）では，明瞭な断層を示唆する構造がないようにみえる（本調査

による分析）。そのため，断層として存在は確実とはいえない。 

また，中田（2015）の地形判読結果では変位の向きが示されておらず，上記の海上音波探査結果

（北海道電力，2013，2015a）では，本断層東方のⅤ層（鮮新統～下部更新統）およびⅥ層（中新統

以下）が褶曲しているようにみえるが，本断層との関連性は不明である。そのため，最終処分を行

おうとする地層における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

本断層が分布する寿都湾は黒松内低地断層帯の北方延長部に位置し，本断層のほかに，海上保安

庁水路部（1995）は，本断層北部の位置に背斜軸，その東方に褶曲構造を示している。しかし，黒

松内低地帯にみられるような明らかな活構造はないという見解もある（嵯峨山ほか，2000；奥村，

2003；北海道電力，2015a）。 

 

○ 北海道電力（2015a）らの海底活断層 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 9.4～16.0 km である（4.1.2（3）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

本断層を横断する海上音波探査結果（図 4.1-27：北海道電力，2015a）では，西傾斜の断層面が示

されている。 

そのため，断層として存在は確実と考えられ，最終処分を行おうとする地層においては，文献調

査対象地区の大陸棚から遠ざかるように西傾斜で分布していると考えられる。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

本断層または寿都海底谷の西方の背斜軸は，「岩内堆南方背斜」と呼ばれ，活構造として示されて

いる（岡村，2010；北海道電力，2015a；岡村・佐藤，2023）。この背斜構造は，本断層の活動によ

ってその上盤側に形成された断層関連褶曲である可能性が高い。また，本断層は，寿都隆起帯を構

成する断層として，横ずれ変位を含む可能性がある（岡村・佐藤，2023）。 

変位量について，海上音波探査結果（図 4.1-27：北海道電力，2015a）から単純に地層境界の高度

差を読み取ると，本断層はⅤ層上でを 330 m 程度，Ⅵ層上面で 720 m 程度である。 

 

○ 活断層研究会編（1991）の海底活断層A 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 7.0 kmである（4.1.2（4）参照）。 
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・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

活断層研究会編（1991）で本断層が示されているが，本断層を横断する海上音波探査結果（図 

4.1-28：北海道電力，2013）では，詳細な構造は不明である（本調査による分析）。そのため，断層

として存在は不明である。 

また，活断層研究会編（1991）では南西側隆起として示されているが，上記の海上音波探査結果

（北海道電力，2013）では，Ⅵ層およびⅤ層が西へ傾斜しているが，本断層との関連性は不明であ

る。そのため，最終処分を行おうとする地層における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

本断層は陸棚斜面に沿って，大陸棚側を隆起させるような位置に示されているが，本断層に沿っ

た地質構造などのそのほかの情報は確認されず，大陸棚形成との関連性は不明である。 

 

○ 活断層研究会編（1991）の海底活断層B 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 4.2 kmである（4.1.2（5）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

活断層研究会編（1991）で本断層が示されているが，本断層を横断する海上音波探査結果（図 

4.1-30：北海道電力，2015a）では，V 層などに背斜構造が見られるが，一部地層が欠損し，内部構

造が不鮮明であるため，詳細な構造は不明である（本調査による分析）。そのため，断層として存在

の確実性は不明である。 

また，活断層研究会編（1991）では北東側隆起として示されている。上記の海上音波探査結果（北

海道電力，2015a）では，寿都海脚は主にⅦ層とⅥ層より形成され，これらに褶曲構造がみられ，本

断層付近では，Ⅶ層～Ⅴ層に波長の短い背斜がみられるが，これらを覆うⅣ層～Ⅱ層に褶曲構造は

みられない。これと岡村・佐藤（2023）が示す鮮新世以降に活動したとする背斜軸は矛盾しない。

これらの構造から，本断層は東傾斜で分布している可能性があるが，最終処分を行おうとする地層

における具体的な位置は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

海上保安庁水路部（1995）および岡村・佐藤（2023）は，本断層の東方の寿都海脚に背斜軸を示

しており，上記のように東傾斜の可能性がある本断層と関連する可能性はあるが，詳細は不明であ

る。 

 

○ 渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 8.4～13.1 km である（4.1.2（6）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（渡辺・鈴木，2015；中田，2015；小野・斉藤，2019）

が，本断層を横断する海上音波探査結果（図 4.1-30：北海道電力，2015a）では，詳細な構造は不明
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である（本調査による分析）。そのため，断層として存在は確実とはいえない。 

また，渡辺・鈴木（2015）では西側隆起として示されている。上記の海上音波探査結果（北海道

電力，2015a）ではⅥ層以下の地層に褶曲構造がみられ，岡村・佐藤（2023）では，本断層西方付近

に背斜軸が示されている。これらの構造から，本断層は西傾斜で分布している可能性があるが，最

終処分を行おうとする地層における具体的な位置は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

海上保安庁水路部（1995）および岡村・佐藤（2023）は，本断層の西方または重なる位置に背斜

軸を示している。この背斜の活動性について，岡村・佐藤（2023）は，P2層（後期更新世）および

Q 層（第四紀）が背斜を構成する P1層（前期鮮新世）にオンラップすることから，「後期鮮新世以

前に成長したと考えられる」と解釈している。 

 

◎ 地質断層（陸域） 

○ 月越山脈に分布する地質断層 

・ 地表における延長 

月越山脈に分布する地質断層の地表における延長は長さ約 1.1～3.7 kmである（4.3.1参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

鈴木ほか（1981）および岡村（1984，1986）に月越山脈に分布する断層が示されているが，断層

露頭を確認したといった情報は確認されなかった。そのため，断層として存在の確実性は不明であ

る。 

一方，本調査の推定地質断面図（A-A’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，寿都層

が西へ傾斜して分布し，同層はNNW-SSE～NW-SEの2本の断層に切られている。これらの断層は，

地表において東方へ張り出すような弧状であることから，西傾斜の逆断層と考えられる。走向が周

囲の寿都層の走向に概ね調和的であることから，これらの断層は鮮新世に開始したと考えられる褶

曲運動に伴う層面すべり断層である可能性がある（図 F-8）。そのため，最終処分を行おうとする地

層においては，寿都層中に西傾斜の断層として分布している可能性がある。 
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図F-8 月越山脈付近の推定地質断面図（説明書「地形，地質・地質構造」） 

Slv・Sh：寿都層，Nv：永豊層，Pda：貫入岩Ⅵ，tr：段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物。説明書「地

形，地質・地質構造」のA-A’推定地質断面図を一部抜粋，編集。断面図の位置は説明書「地形，地質・地質

構造」を参照。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

月越山脈に分布する走向がWNW-ESE の断層（鈴木ほか，1981）については，寿都層を横ずれ変

位させているように読み取れるが，詳細な構造は不明である。 

 

○ 幌別山地北部に分布する地質断層 

・ 地表における延長 

幌別山地北部に分布する地質断層の地表における延長は，岡村（1984）は走向が NW-SE で長さ

約 7.3 kmの断層を，山岸（1984）は走向がNNW-SSE で長さ約 2.8 kmの断層を示している（4.3.1

参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

山岸（1984）は，「図幅北部の幌別川右岸側，歌棄海岸付近および南部の上目名西方では，隣接す

る岩相が構造的に連続しないので，その間に断層を推定した」と述べている。また，岡村（1984）

および山岸（1984）に断層露頭を確認したといった情報およびこれらの断層を横断する地質断面図

は確認されなかった。そのため，断層として存在の確実性は不明である。 

本調査の推定地質断面図（H-H’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，本断層の地表分

布の北北西に連続する段丘堆積物の下位にも本断層が分布するとしている。したがって，本断層付

近の地質構造を考慮すると，最終処分を行おうとする地層においては，西傾斜の逆断層として分布

する可能性がある。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

幌別山地北部に分布する地質断層についての，地質構造などのその他の情報は確認されなかった。 
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○ 幌別山地中央部西麓に分布する地質断層 

・ 地表における延長 

幌別山地中央部西麓に分布する地質断層の地表における延長は，山岸（1984）は走向がNNE-SSW

で長さ約 2.4 kmの断層と，これを切る同じくWNW-ESE で長さ約 3.2 kmの断層を示している（4.3.1

参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

山岸（1984）は，「図幅北部の幌別川右岸側，歌棄海岸付近および南部の上目名西方では，隣接す

る岩相が構造的に連続しないので，その間に断層を推定した」と述べている。また，断層露頭を確

認したといった情報は確認されなかった。そのため，断層として存在の確実性は不明である。 

本調査の推定地質断面図（A-A’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，寿都層が，走向が

WNW-ESE の断層で磯谷層と接している（図 F-9）。また，走向がNNE-SSW の断層は，地表では示

されていないが，地下では連続している可能性を考慮して，本調査の推定地質断面図（B-B’断面：

説明書「地形，地質・地質構造」）に図示している（図 F-10）。そのため，最終処分を行おうとする

地層においては，寿都層と磯谷層の境界に分布する西傾斜の断層として分布している可能性がある。 

 

 

図F-9 幌別山地中央部西麓推定地質断面図（北側）（説明書「地形，地質・地質構造」） 

Slv：寿都層，Ia・Iv：磯谷層。説明書「地形，地質・地質構造」の A-A’推定地質断面図を一部抜粋，編集。

断面図の位置は説明書「地形，地質・地質構造」を参照。 
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図F-10 幌別山地中央部西麓推定地質断面図（南側）（説明書「地形，地質・地質構造」） 

Slv：寿都層，Da1：貫入岩Ⅸ，Ia：磯谷層，Kms：黒松内層，St：瀬棚層，tr：段丘堆積物および崖錐・地す

べり堆積物，a：沖積堆積物。説明書「地形，地質・地質構造」の B-B’推定地質断面図を一部抜粋，編集。

断面図の位置は説明書「地形，地質・地質構造」を参照。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

幌別山地中央部西麓に分布する地質断層については，西傾斜を推定しているが，その変位量は不

明である。 
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第1章 調査・評価の考え方 
1.1 調査のよりどころ 

本説明書は，文献調査の項目のうちの噴火に関する説明書である。噴火に関する調査のよりどこ

ろは以下のとおり。 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，最終処分法という。）に基づき，文献調査開始

に当たって原子力発電環境整備機構が 2020 年に公表した「北海道寿都郡寿都町 文献調査計画書」

（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を進めた。その間，原子力規制委員会（2022）の「特

定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全確保上少なくとも考慮されるべ

き事項」（以下，「考慮事項」という。）が公表され，科学的特性マップ策定時の考え方 1 および「考

慮事項」などを参照して最終処分法の要件を具体化した経済産業省資源エネルギー庁（2023）の「文

献調査段階の評価の考え方」（以下，「文献調査段階の評価の考え方」という。）が策定されており，

これらに基づいて調査・評価を行った。 

それぞれの概要は以下のとおりである。なお，最終処分法については文献調査報告書の 4.1.1（1）

に示したとおりである。 

 

1.1.1 文献調査計画書 

噴火については評価する要件として「火山・火成活動など」があり，その評価に用いる情報の例

として，「第四紀の火山，火口の存在」，「火山噴出物や貫入岩の分布・年代」，「火山周辺の地温」お

よび「地下水の酸性度など」が示されている。また，評価に用いる主要な文献・データとして，以

下が示されている。 

・ 日本の火山（第 3版）（中野ほか編，2013） 

・ 日本の第四紀火山カタログ（第四紀火山カタログ委員会編，1999） 

・ 全国地熱ポテンシャルマップ（村岡ほか，2009） 

・ 日本の火山データベース（産業技術総合研究所地質調査総合センターホームページ a） 

・ 札幌地熱資源図（玉生ほか，2001） 

 

1.1.2 「考慮事項」 

噴火については「２．火山現象」として以下のとおり示されている。これらは，概要調査地区等

の選定時において，それぞれの時点で得られている情報に基づき，適切に考慮されるべきであると

されている。 

  

 
1 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術WG（以下，地層処分技術WGという。）

（2017）。 
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「考慮事項」の「２．火山現象」について 

次に掲げる場所を避けること。 

① マグマの貫入による人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258 万年前ま

で）における火山活動に係る火道、岩脈等の履歴が存在する場所 

② 第四紀に活動した火山の活動中心からおおむね 15 キロメートル以内の場所 

③ 第四紀に活動した火山が存在しない場所であっても、新たな火山が生じる可能性のある場

所。ここで、プレートの特性や運動と深い関係があるマグマの発生の傾向は今後 10 万年

程度の間に大きく変化することは想定し難いことを考慮した上で、新たな火山が生じる可

能性について検討すること。 

 

1.1.3 「文献調査段階の評価の考え方」 

噴火については，マグマの貫入と噴出の基準および基準への該当性の確認の仕方が以下のとおり

示されている。 

この基準の対象としなかった地熱活動（非火山性を含む），火山性熱水や深部流体の移動・流入に

ついては，技術的観点からの検討として好ましい地質環境特性の観点から検討するとされている。 

 

マグマの貫入と噴出の基準 

最終処分法第六条第二項の第一号及び第二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能

性が高い場所を避ける。 

(ア) マグマの貫入等 Aによる人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258 万年前

まで）における火山活動に係る火道、岩脈、カルデラ等の履歴が存在する。 

同第二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

(イ) 第四紀に活動した火山の活動中心からおおむね 15 キロメートル以内。 

(ウ) 第四紀に活動した火山が存在しない場所であっても、新たな火山が生じる。 

A マグマの貫入を伴わない水蒸気噴火 

 

マグマの貫入と噴出の基準への該当性の確認の仕方 

○ 第四紀の火山活動 

地質図等の資料に記載される火山噴出物の年代測定データ及び層序等に基づいて、第四紀火山

及びその活動に伴う噴出物であることを確認する。 

 

○ マグマの貫入等による人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258 万年前ま

で）における火山活動に係る火道、岩脈、カルデラ等の履歴 

第四紀にマグマが噴出・貫入した場所や水蒸気噴火が生じた場所を直接的に示すものとして、

地質の観点から火道、貫入岩、岩脈、シル及びそれらを指すもの A、地形の観点からカルデラ、

火口及びそれらを指すもの Bを対象とする。 
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○ 第四紀に活動した火山の活動中心 

文献・データ Cに示された火道・火口等の情報に基づき、活動中心の位置を定める。活動中心

とする妥当性が十分に得られない場合は、概要調査段階以降に判断する。 

 

○ 新たな火山の発生 

プレートの特性や運動と深い関係があるマグマの発生の傾向は今後 10 万年程度の間に大きく

変化することは想定し難いことを考慮した上で、火山の発生メカニズムに関する地域性の観点か

ら、現在マグマの発生条件が成立していることが否定できない場合、以下を行う。 

文献調査対象地区下の地殻及びマントル最上部にメルトが存在する可能性を地球物理学的、地

球化学的な観測データ Dを用いて評価する。 

将来、より深部から地殻にメルトが貫入する可能性については、「現時点においてマグマの発

生条件の成立を否定できない地域について、新たな火山の発生の蓋然性を評価する場合には、マ

ントルウェッジの対流や沈み込む海洋プレートの特性等を加味した評価モデル等の構築によっ

て評価することが考えられるが、研究段階であり、現時点においては確立された評価方法は見当

たらない」Eとされていることから、関連する情報 Fを整理しておく。 

 
A 文献によって、岩床、フィダーダイク等と記載されている場合がある。 
B 文献によって、爆裂火口、火口列等と記載されている場合がある。 
C 科学的特性マップ（図の精度は縮尺 200万の 1程度）においては、第四紀火山の中心から 15kmの好ましくない範囲

を描画するに当たって、全国規模で利用可能な文献・データである「日本の火山（第 3版）」および「日本の第四紀

火山カタログ」の情報を用いて火山の中心を設定している。日本の火山（第 3版）では、火山の中心の位置は示され

ておらず、「火山を代表する位置（最高標高点）が示され（中略）日本の第四紀火山カタログでは多くの火山につい

て主火道の位置等の情報をもとに火山中心の位置を評価・特定している」とされている。一方で、これらの文献に示

されている火山の位置については、設定した根拠、理由等が必ずしも詳細には説明されていないため、文献調査にお

いてはこれらの文献に加えて、個別の研究論文等を調査し、火道・火口等の情報を詳細に評価するものとする。 
D 例えば、地殻熱流量、地震波速度構造、比抵抗構造、ヘリウム同位体比、低周波地震、地震波減衰構造の観測デー

タ。 
E 地層処分において安全確保上少なくとも考慮されるべき事項に関する検討（第 3回目）－火山の専門家への意見聴取

結果－2022 年 5月 18日 原子力規制庁. 
F 例えば、マントルウェッジにおける脱水・溶融の数値シミュレーションや現在の高温域・流体分布に係る不均質構造

等が挙げられる。 

 

1.2 評価の考え方 

文献調査対象地区の噴火に関連する事項として，「文献調査段階の評価の考え方」に示された基準

（ア），（イ），（ウ）および基準への該当性の確認の仕方（1.1.3参照）に従って評価する。 

（ア）については，文献調査対象地区内に分布する第四紀の火道，岩脈，カルデラ等を整理し，

避ける場所の評価を行う。（イ）については，文献調査対象地区からおおむね 15 km 以内に分布する

第四紀の火山や噴出物を確認し，火道，火口等の情報に基づいて火山の活動中心を定め，その中心

から半径 15 km以内を避ける場所として評価する。（ウ）については，まず，文献調査対象地区での

新たな火山の発生に関与する現象として，現在におけるマグマの発生条件の成立性について，火山

の発生メカニズムに関する地域性の観点から確認を行う。これを明確に否定できると判断される場

合は，以降の評価は行わない。一方，現在におけるマグマの発生条件の成立性を否定できないと判

断される場合は，文献調査対象地区下の地殻およびマントル最上部に現在，マグマが存在する可能

性を評価する。マグマの存在を示唆する情報として，地下深部の温度構造や地下水等の化学特性，
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地下深部の物理特性に関する情報を確認し，総合的に評価する。これらは，既存の文献に示される

情報などに基づき，以下に示す考え方によって必要な事項を確認することで行う。 

なお，2009年に国際地質科学連合（IUGS）によって第四紀の始まり（下限）が約 180 万年前から

約 260 万年前（本説明書では，「文献調査段階の評価の考え方」に従い約 258 万年前とする）に変更

されたことから，2009年以前に発行された地質図等の文献において「鮮新世」に区分されている地

層・岩体は，第四紀に区分される可能性があることを前提として分析を行った。本説明書では，2009

年以前の定義に基づく，第四紀，更新世，鮮新世などの時代区分に＊を補記することとし，例えば，

「第四紀*」，「更新世*」，「鮮新世*」のように表記する。2009 年以降の定義に基づく時代区分につ

いては補記をせず，「第四紀」，「更新世」，「鮮新世」のように表記する。 

 

1.2.1 第四紀の火山活動による火山噴出物であることの確認 

「日本の第四紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編，1999）あるいは「日本の火山 第

3 版」（中野ほか編，2013）において第四紀火山であることが認定されており，その火山噴出物の年

代測定データおよび層序等に基づいて，活動時期が第四紀に及ぶことが確認できるものを第四紀火

山とする。 

また，第四紀火山であることが認定されていない火山に由来する火山噴出物，または給源とする

火山が明らかでない火山噴出物については，その年代測定データおよび層序等に基づいて，第四紀

に噴出したことが確認できるものを第四紀の活動による火山噴出物とする。具体的には，以下の両

者に該当する場合，「明らかまたは可能性が高い」とする。 

・ 対象とする地層（火山噴出物）において，年代測定値が文献によって示されており，第四紀

に噴出したことに対して相反する見解 2 が認められない。 

・ 対象とする地層（火山噴出物）の噴出時期が第四紀であることが，明確な根拠 3 に基づく層

序によって示されており，これに相反する見解が認められない。 

 

1.2.2 地質の観点から第四紀に貫入，噴出した火道，岩脈等と判断するもの 

第四紀に形成された地層に貫入したことを示す火道，岩脈等，あるいは年代測定値に基づいて第

四紀に噴出したことが確認できる火道，岩脈等を基準（ア）に該当する「地質の観点から火道，貫

入岩，岩脈，シル及びそれらを指すもの」とする。具体的には，以下のいずれかに該当する場合，

「明らかまたは可能性が高い」とする。 

・ 第四紀に形成された地層に貫入した火山噴出物であることが，明確な根拠 4 に基づく層序に

よって示されており，これに相反する見解 5 が認められない。 

・ 対象とする火山噴出物において，年代測定値が示されており，第四紀に貫入あるいは噴出し

たことに対して相反する見解 5 が認められない。 

 

 
2 既往の文献による指摘，データおよびNUMO による推定を含む。 
3 例えば，対象とする地層（火山噴出物）やその上位層，下位層の形成年代。 
4 例えば，母岩の形成年代に関する年代測定データ，貫入に伴い母岩との接触部で観察される特徴等の記載。 
5 既往の文献による指摘，データ及びNUMO による推定を含む（例えば，被覆する地層がある場合はその形成時代・年代）。 
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1.2.3 地形の観点から基づいた第四紀に貫入，噴出した火道，岩脈等と判断するもの 

第四紀の火山噴出物の分布域に位置する火口等，あるいは第四紀の火山活動により形成されたこ

とが確認できるカルデラを基準（ア）に該当する「地形の観点からカルデラ，火口及びそれらを指

すもの」とする。具体的には，以下のいずれかに該当する場合，「明らかまたは可能性が高い」とす

る。 

・ 火山地形の観点に基づいて示されていることが確認できる 6 。 

・ 第四紀に形成されたカルデラであることが，明確な根拠 7 に基づいて示されており，これに

相反する見解 8 が認められない。 

 

1.2.4 火山の活動中心の確認 

火山の活動中心は，調査で収集・整理した火道・火口の情報に基づき，活動中心の位置としての

妥当性を総合的に検討して評価する。例えば，噴出量，活動形式，山体形状などとの整合性を検討

する。 

また，基準（ア）の履歴が（イ）の範囲に収まることを確認する。（イ）の範囲に収まらない履歴

が確認された場合は，岩脈発達の方向性，活動期の区分や活動場の変遷等を考慮して避けるべき範

囲を評価する。 

これらの評価に十分な情報が得られない場合には，概要調査以降の調査で避けるべき範囲を判断

する。 

 

1.2.5 現在，メルトが存在する可能性の確認 

火山地域と同様に，以下の特徴がそれぞれの観点で認められ，それらの場所が概ね整合的であり，

これに相反する見解が認められない場合に，可能性が高いと評価する。 

・ 地下温度構造に関する情報より，周囲に比べて高温の領域であることを示唆する特徴（例え

ば，高温を示すデータのピークが位置する）が複数種の情報に認められる。さらに，その位

置が概ね整合的であり，これに相反する見解が認められない。 

・ 地下水等の化学特性に関する情報より，マントル起源流体の供給を示唆する特徴（例えば，

火山地域と同等の値が観測されている）が複数種の情報に認められる。さらに，その位置が

概ね整合的であり，これに相反する見解が認められない。 

・ 地下深部の物理特性に関する情報より，流体の存在を示唆する特徴（例えば，顕著な地震波

低速度体が認められる）が複数種の情報に認められる。さらに，その位置が概ね整合的であ

り，これに相反する見解が認められない。 

 

1.3 調査の進め方 

文献調査対象地区およびその周辺地域の噴火に係る文献・データを収集し，評価に必要となる情

 
6 地形判読に基づく火山地形のほか，「日本の火山第 3版」に示されるカルデラリム（「基本的に直径 5 km以上のカルデラ

地形のみを示した」と記載されている）。 
7 例えば，カルデラ周辺における火山活動履歴。 
8 既往の文献による指摘，データおよびNUMO による推定を含む。 
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報を抽出する。文献・データの収集に当たっては，文献調査計画書に示した主要な文献・データに

加え，公的研究機関が公表している文献・データ，学術雑誌に公表されている論文を収集し，さら

に学術雑誌に公表されている論文を収集するため，文献データベースで検索を行い収集する。また，

収集した文献から情報の抽出を行うに当たっては，火山活動の履歴，地下温度，地下水の化学特性

などの観点から情報の抽出を行う。なお，地熱活動（非火山性を含む）および火山性熱水や深部流

体の移動・流入については評価の対象としないが，これらに関連する情報も抽出する。第 2 章では，

これらの文献・データの収集対象範囲や結果について示す。 

第 3 章では，文献調査対象地区およびその周辺地域の火山・火成活動と地熱・熱水活動について

概要を整理する。これには評価の対象とならない情報を含むが，噴火に関連して文献調査対象地区

やその周辺地域で生じている現象の大要を示す。 

第 4 章では，「マグマの貫入と噴出」の評価に必要となる情報や知見を整理する。基準（ア）およ

び（イ）に必要な情報として，4.1 では既知の第四紀火山に由来する火山噴出物等について，4.2 で

はその他の火山噴出物等について文献・データの分析を行い，第四紀の火山活動に該当するものを

抽出・整理する。4.3 では基準（ウ）について，まず，現在におけるマグマの発生条件の成立性につ

いて示し，地殻およびマントル最上部に現在，マグマが存在する可能性を評価するために必要な情

報，数値シミュレーションや不均質構造に関する知見を整理する。 

第 5 章では，第 4章で整理した情報や知見をもとに評価を行う。5.1 では基準（ア）に係る評価と

して，文献調査対象地区内を対象に，第 4 章で抽出・整理した第四紀の火山活動が明らか，または

可能性が高いに該当する火道，岩脈，カルデラの分布に基づいて避ける場所を評価する。5.2 では基

準（イ）に係る評価として，文献調査対象地区およびその周辺地域を対象に，第 4 章で抽出・整理

した第四紀火山の活動中心を火道・火口等の情報に基づいて定めるとともに，その中心からおおむ

ね 15 km以内を避ける場所として評価する。5.3 では，基準（ウ）に係る評価として，マグマの存在

を示唆するデータを総合的に考慮し，避ける場所を評価する。第 4章と第 5 章の関係について，図

1.3-1 に示す。 
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図 1.3-1 噴火に関する説明書の構成 
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第2章 文献・データの収集・情報の抽出 
2.1 収集対象範囲 

文献調査対象地区は，文献調査計画書にも記載のとおり，寿都町全域に加えて沿岸海底下を含め

ることとしている。 

陸域の文献・データの収集対象範囲は，「文献調査段階の評価の考え方」の基準（イ）に示される

範囲を踏まえ，寿都町の行政界からおおむね 15 km の範囲とした。海域の文献・データの収集対象

範囲は，「文献調査段階の評価の考え方」の基準（イ）に示される範囲に加えて，沿岸海底下等にお

ける地層処分の技術的課題に関する研究会（2016）により，「地層処分場の地下施設が設置される可

能性がある地理的範囲として（中略）沿岸部の海域側は工学的対応の観点から海岸線から 15 km程

度以内を検討範囲の目安とした」と示されていることも踏まえて，寿都町の海岸線から 30 km沖合

までの範囲とした。 

また，火山活動などに伴う熱的または化学的な影響は，火山から数 km 以上の範囲に及ぶこと（例

えば，小松・梅田，1999；梅田ほか，1999），地殻～マントル最上部におけるメルトが存在する可能

性の検討に必要な地球物理学的，地球化学的な情報の空間分解能は，測定地点の粗密などに依存し

て数 km～数十 km である場合がある（例えば，中島，2016 など）。このため，地下水の化学特性，

地下構造等に関する情報は，既知の第四紀火山が分布する領域と文献調査対象地区を含む広域的な

範囲を対象として収集を行った（図 2.1-1）。 
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図 2.1-1 収集対象範囲 

基図として「地理院タイル（陰影起伏図）」（国土地理院）および「アジア航測：赤色立体地図（陸域は国土地

理院数値標高データ，海域は日本水路協会発行M7000 シリーズ（（一財）日本水路協会承認 第2021006号）

を使用）」を使用。海域の等深線図は日本水路協会発行「海底地形デジタルデータ（M7009 北海道西部および

M7010秋田沖）（（一財）日本水路協会承認第 2021006 号）」を用いて作成（等深線の間隔は 50 m）。寿都町行

政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

2.2 収集・抽出の観点 

2.1 に示した収集対象範囲において，評価の考え方（1.2 参照）および調査の進め方（1.3 参照）に

従った情報の整理や評価に必要となる以下の情報が示されている文献を収集し，情報を抽出した。 

・ 火山活動の履歴 

火口・側火山，噴気，岩脈，貫入岩，火山噴出物，火山地形，活動様式・変遷 など 

・ 熱水活動の履歴 

熱水変質帯，熱水鉱床の分布・鉱化年代 など 

・ 地下温度 

泉温，地温・坑井温度，地温勾配 など 

・ 地下水の化学特性 

pH，同位体組成 など 

・ 地下構造 

地震発生層，地震波速度・減衰構造，比抵抗構造 など 
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・ 地殻変動 

地殻応力・ひずみ など 

 

2.3 抽出結果 

2.1 および 2.2 に基づいて収集し，情報を抽出した文献・データを添付資料Aに「情報を抽出した

文献・データのリスト」としてまとめた。 

また，本説明書において引用している文献・データは，「引用文献」として示した。この引用文献

には，一般的な教科書類，原子力規制委員会，地層処分技術 WG などの文献・データも含まれる。

なお，「情報を抽出した文献・データリスト」においては 1 件としている文献・データを，引用箇所

を明確にするためにいくつかに分けて扱っている場合もある（例えば，学会編の単行本を著者別の

パートに分けるなど）。一方，収集・抽出の観点には該当するが評価に必要と考えられる情報が確認

されなかった場合または情報が重複する（例えば，旧版・最新版，引用・被引用文献など）場合な

ど，情報を抽出したリストに示した文献・データでも引用していないものがある。 
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第3章 火山・火成活動および地熱・熱水活動の概要 
3.1 第四紀における火山活動 

3.1.1 北海道の火山・火成活動 

一般に，地球上の火山活動の分布は地域的に限られており，プレートの沈み込み境界の陸側地帯

（島弧，活動的大陸縁）と生産境界（大洋中央海嶺中軸部と大陸内の断裂帯）にその大部分が集中

する（下鶴ほか編，2008）。プレートの沈み込み帯である日本列島では，西南日本の日本海側を除き，

陸のプレートの下に沈み込んだ海のプレートからの水の働きによって上部マントルの一部が融けて

上昇していき，マグマが形成される。このような過程で形成されたマグマは，一旦地殻内のマグマ

だまりに蓄えられるなどした後，地表に噴出し，これが島弧の火山になると考えられている（地層

処分技術WG，2017）。東北日本のプレート配置と火山フロントを図 3.1-1 に示す。島弧の火山は海

溝にほぼ平行に発達し，明瞭な火山フロントがみられる場合が多く（中島，2016），火山フロント

より内陸側である背弧域は，多数の火山で特徴づけられる（高橋，2017）。文献調査対象地区は背

弧域に位置しており，その周辺には複数の火山が分布している。 

北海道では，北米プレート（またはオホーツクプレート）の下に太平洋プレートが沈み込んでお

り，火山フロントが見られる（例えば，野上，2003）。また，北海道の第四紀火山は，その分布や安

山岩の主成分濃度の広域変化から，西南北海道地域，阿寒－知床地域，大雪－十勝－然別地域の三

つに分けられ（中川ほか，1995），このうち，文献調査対象地区の周辺には西南北海道地域に属する

第四紀火山が分布する。 

 

 
図 3.1-1 東北日本のプレート配置と火山フロント 

プレート境界は核燃料サイクル開発機構（1999），火山フロントは産業技術総合研究所地質調査総合センター

ホームページ c，第四紀火山は中野ほか編（2013）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図お

よび傾斜量図）」（国土地理院）を使用。 
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3.1.2 西南北海道の火山活動史と分布の規則性 

文献調査対象地区が位置する西南北海道には前期中新世以降の火山岩類が広く分布する。広瀬ほ

か（2000）では，この地域における火山活動史が火山岩の時空分布（図 3.1-2），活動様式および火

山岩の化学組成に基づいて推定されている。西南北海道では 12 Ma 頃（Ma：100 万年前を表す時間

の単位）には島弧火成活動が始まっており，伏在火山岩類も含めると火山活動域は本地域全域に及

んでいたことを指摘している。また，西南北海道の南半部では，12-5 Ma の火山フロントは現在と

ほぼ同じ位置にあったこと，5 Ma以降も各地で引き続いて活発な火山活動が続いたが，1.7 Ma 頃か

ら地域北部の広い範囲で火山活動が停止したことを指摘している。 

 

 ©日本地質学会 

図 3.1-2 新生代の各ステージにおける西南北海道の火山岩分布（広瀬ほか，2000） 

 

火山分布の特徴については，Tamura et al. (2002)やWatanabe (1990)などによって以下のように指摘

されている。Tamura et al. (2002)は，東北地方から西南北海道に至る広域的なスケールでの傾向とし

て，島弧に直交する方向に細長く分布する第四紀*火山の分布域が平均 50 km の幅をもつ 10個のク

ラスターに分けられることを指摘し，東北地方北端部から西南北海道地域までの第四紀*火山を 3個

のクラスターに区分している。 

また，より詳細な空間スケールでの傾向として，Watanabe (1990)は，札幌－岩内地域の溶岩の分
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布と年代に基づき，前期鮮新世（4.2-3.7 Ma），後期鮮新世*（3.3-2.0 Ma），更新世*（2.0-0.01 Ma）の

北西－南東方向に延びる 3 つの火山列が見られること，これらの火山列をなす火山活動は時代の変

遷とともに南西に移動したことを指摘している。渡辺（1993a）によると，このうち更新世*には，

ニセコ火山群から羊蹄山を通り倶多楽カルデラに向かう列と札幌岳から樽前山にかけての 2 列の火

山列が形成され，羊蹄山や樽前山・倶多楽カルデラでは完新世まで火山活動が続いていることが指

摘されている。渡辺（1993b）では，これらの火山列を 4 列～5列と見ることができること，火山列

を構成する火山が北西から南東に向かって形成されていくことを指摘している。また，このうち積

丹－漁火山列を除くニセコ－羊蹄火山列などの方位や，南東方向に向かう火山列の成長には，その

形成時の広域的な最大圧縮主応力軸（σ1）の方位が関与していることが，応力集中による割れ目の

成長の観点に基づいた仮説として提案されている。 

 

3.1.3 西南北海道の応力場 

火山体の分布形態は，マグマの性質のほかに火山体周辺の応力場などによって大きく変化する（三

浦ほか，2006）と考えられている。また，3.1.2に示したように，西南北海道で見られる火山列の方

位には，その形成時の応力場が関与した可能性（渡辺，1993b）が指摘されている。 

西南北海道の過去の応力場は，山岸・渡辺（1986），大槻（1989），渡辺（1993a）などにより，岩

脈，火口配列や鉱脈を用いて推定されている。渡辺（1993a）は，岩脈・火口列の方向に基づいて，

後期新生代（中期中新世以降）の西南北海道北部における主応力軸の方位を推定している。これに

よると，この地域の応力場は時期によって変化しており（第 1 期：～約 13 Ma，第 2 期：13-10 Ma，

第 3 期：約 10-6 Ma，第 4期：約 6-0 Ma），このうち最も新しい時期である約 6-0 Ma の最大圧縮主

応力軸（σ1）の方位は，西北西～北北西方向であると指摘している。このような第四紀*を含む最

近の時代の最大圧縮主応力軸の方位は，ほかの研究（山岸・渡辺，1986；渡辺，1986；Watanabe, 2002）

においても概ね同様の結果が示されており，東西～北北西－南南東方向であると推定されている。 

一方，現在の応力場は，Terakawa and Matsu’ura (2010)やUchide et al. (2022)などにより，地震観測

データや測地観測データの解析に基づいて推定されている。Terakawa and Matsu’ura (2010)では，日

本列島下の深さ 10 kmおよび 40 kmにおける三次元応力パターンが推定されており，文献調査対象

地区周辺では北西－南東から東西方向の圧縮かつ逆断層型の応力パターンであることが示されてい

る。このような現在の応力場の特徴は，ほかの研究（Iinuma et al., 2005；Uchide et al., 2022）におい

ても概ね同様の結果が示されており，北西から西北西方向の圧縮を示していると推定されている。 

 

3.1.4 文献調査対象地区周辺の第四紀火山 

文献調査対象地区およびその周辺地域における第四紀火山の分布などについては，「日本の火山

（第 3 版）」（中野ほか編，2013），「日本の第四紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編，

1999），「第四紀火山岩体・貫入岩体データベース」（西来ほか編，2012）などの文献・ウェブサイト

において取りまとめられている。なお，「日本の火山（第 3版）」（中野ほか編，2013）の情報は，産

業技術総合研究所地質調査総合センターがウェブサイトで公開しているデータベース「日本の火山

データベース 第四紀火山」（産業技術総合研究所地質調査総合センターホームページ a）に収録さ

れており，これらは新たな研究成果に基づき，適宜，更新が行われている。 

これらによると，文献調査対象地区およびその周辺地域には，第四紀に活動した火山として，ニ

セコ・雷電火山群，羊蹄山，写万部山，狩場山，カスベ岳などが示されている（図 3.1-3）。 
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図 3.1-3 文献調査対象地区周辺の第四紀火山の分布 

中野ほか編（2013）のデジタルデータを引用。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国

土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（1）ニセコ・雷電火山群 

ニセコ・雷電火山群は文献調査対象地区の北東かつ積丹半島の南方に位置する火山であり，「ニセ

コ」として活火山（概ね過去 1 万年以内に噴火した火山および現在活発な噴気活動のある火山）に

認定されている（気象庁ホームページ a）。古くから硫黄や褐鉄鉱の賦存地域で大規模に採掘された

こともあり，その当時（1910 年代）の硫黄鉱床に関する研究に始まり，火山地形などに関する研究

が進められてきた（大場，1960）。1980 年代には地熱有望地域の一つとして着目され，新エネルギー

総合開発機構（NEDO）が昭和 59 年度から昭和 61 年度にかけて実施した全国地熱資源総合調査（第

2 次）の対象地域にも選定され，最近では超臨界地熱資源有望地域として再度，新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）による調査が行われた（例えば，新エネルギー・産業技術総合開発機

構，2021）。 

産業技術総合研究所地質調査総合センターホームページ aによる概要は表 3.1-1 のとおり。 
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図 3.2-1 文献調査対象地区周辺の鉱床および熱水変質帯の分布 

渡辺（2000）より，文献調査対象地区およびその周辺地域を一部抜粋して方位記号とスケールを追記した。文

献調査対象地区周辺の主な鉱床の名称（数字は図中の番号に対応）：91 潮路，92 永代（永泰），93 陰の沢（金

ヶ沢），94 大金，95 大玖 
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図 3.2-2 文献調査対象地区周辺の鉱床分布 

長谷川ほか（1983）より，文献調査対象地区およびその周辺地域を一部抜粋して方位記号とスケールを追記し

た。鉱床の名称（数字は図中の番号に対応）：60 磯谷，81 正荘，82 寿都，83 西島牧，86 潮路，87 永泰（永

代），88 大玖，89 熱郛 

 

3.2.2 泉温および地温・地温勾配 

一般に，火山およびその周辺地域では，地下に存在するマグマ溜り（熱源）から放出される熱お

よび揮発性物質によって，熱的な影響や化学的な影響を受ける（例えば，小松・梅田，1999）。この

うちマグマから放出された熱などによって加熱された地下水（熱水）は，温泉として湧出し，坑井

での水温（泉温）として観測される。これと同様に，岩盤への熱的な影響は地温または地温勾配な

どの空間的な変化として捉えられる。 

国内における泉温，地温，地温勾配の情報は，種々のデータベースにより取りまとめられている。

これらのデータベースには測定地点の位置情報として座標値が示されているものの，小縮尺の位置

図からの読み取りなどによって推定されている（例えば，産業技術総合研究所地質調査総合センタ

ーホームページ d）場合もあれば，異なる測地系に基づいた座標が混在している可能性も考えられ，

データベース間で同一の坑井を示している場合であっても，座標値の表記が若干異なっている場合

が見受けられた。このため，同一の坑井との対応に留意しつつ，これらの情報を整理した。 

図 3.2-3 に，文献調査対象地区における坑井の分布を示す。これによると，文献調査対象地区の

中央部に 4 ヵ所の坑井が分布し，互いに近接する。以下に，文献調査対象地区周辺の泉温および地

温・地温勾配について，それぞれの概要を示す。 
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図 3.2-3 文献調査対象地区の坑井分布 

基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。図中に数字で示す坑井のコ

ード番号は高見ほか（2008），寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（1）泉温 

国内の泉温の測定値やその位置情報は，産業技術総合研究所地質調査総合センター（2005）や村

岡ほか（2009）などにより整理されている。村岡ほか（2009）に基づく文献調査対象地区周辺の泉

温分布を図 3.2-4 に示す。これによると，泉温の測定地点は偏在しており，特にニセコ・雷電火山

群の周辺や狩場山およびカスベ岳の東方に多く分布する。このうちニセコ・雷電火山群の周辺では，

70℃以上の泉温を示す地点が多く分布する。また，狩場山およびカスベ岳の東方においても 60℃以

上の泉温を示す地点が複数分布する。 

表 3.2-1 に，文献調査対象地区の坑井等における泉温を示す。各坑井との対応は，松波ほか（1991，

1996），高見ほか（2008）に基づく坑井のコード番号を参照して整理した。文献調査対象地区の坑井

での泉温は，28.5～48.4℃である。玉生ほか（2001）によると，文献調査対象地区の中央部は 42℃以

上の地熱流体が得られている地域であることから，第四紀*火山に関連しない地熱資源賦存地域に

区分されている。なお，これらの坑井以外で測定された可能性があるものとして，斎藤（1962）お

よび早川・国府谷（1968）により，湯別微温泉，政泊冷泉，弁慶岬周辺としてその泉温が示されて

いるが，最も高い泉温は 30℃である。ただし，これらの泉温が測定された地点はそれぞれの文献に

記載されておらず，明らかでない。 
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図 3.2-4 文献調査対象地区周辺の泉温分布 

泉温は村岡ほか（2009），第四紀火山は中野ほか編（2013）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影

起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交

通省）に基づく。 

 

表 3.2-1 文献調査対象地区の坑井などにおける泉温 

 
※1 坑井の位置は図 3.2-3 を参照，※2 坑井以外で測定された可能性があり詳細な位置は不明，※3 松波ほか

（1991）に基づく，※4 松波ほか（1996）に基づく，※5 斎藤（1962）に基づく，※6 早川・国府谷（1968）

に基づく，※7 寿都温泉ゆべつのゆホームページに基づく。 

 

 

坑井のコード番号※1または名称 泉温（℃）

  437-001  28.5※3

  437-002  33.5※3

  437-003  35.8※3

  437-004  48.4※4

 湯別微温泉※2  30℃※5，26℃※5

 政泊冷泉※2  14℃※5，15℃※5

 弁慶岬周辺※2  約16℃※6

 寿都温泉※7  43.6℃※7

 湯別温泉※7  35.6℃※7
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（2）地温・地温勾配 

国内の地温勾配値は，田中ほか（1999）や田中ほか（2019）などにより整理されている。このう

ち，田中ほか（2019）に基づく文献調査対象地区周辺の地温勾配分布を図 3.2-5 に示す。これによ

ると，地温勾配の測定地点は偏在しており，特にニセコ・雷電火山群の周辺や狩場山およびカスベ

岳の東方に多く分布する。ニセコ・雷電火山群の周辺では，100℃/km以上を示す地点が多く分布し，

山体の東部で最も高い地温勾配（152℃/km）が示されている。また，狩場山およびカスベ岳の東方

においても 75℃/km 以上を示す地点が複数分布する。 

表 3.2-2 に，文献調査対象地区の坑井における地温および地温勾配を示す。地温勾配は，1ヵ所の

坑井（437-004）についてのみ示されており，51～52℃/km である。この値は，梅田ほか（1999）に

示される北海道の広域的な地温勾配値，30～50℃/km よりもやや高い。 

文献調査対象地区の坑井のうち，坑井 437-004 では坂川ほか（2004）により温度プロファイルが

示されている（図 3.2-6）。これによると，深度の増加に伴って温度も増加し，深度 1,040.1 m で 63.6℃

となる。坑井 437-002 および 437-003については，松波ほか（1991）によって深度 167 mおよび 160 

m での地温が示されており（表 3.2-2），それらは坑井 437-004 における同深度での地温と比べると

高い。なお，坑井 437-001の地温を示している文献は認められなかった。 

 

 
図 3.2-5 文献調査対象地区周辺の地温勾配分布 

地温勾配は田中ほか（2019），第四紀火山は中野ほか編（2013）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰

影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土

交通省）に基づく。 
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表 3.2-2 文献調査対象地区の坑井における地温および地温勾配 

地温

測定深度（m）/温度（℃）

 437-001  -  -

 437-002  -  167/36.1※4

 437-003  -  160/34.6※4

 437-004  5.1※2，5.2※3  1055/63.3※5，1054.6/63.5※

坑井のコード番号※1 地温勾配（℃/100 m）

 

※1 坑井の位置は図 3.2-3を参照，※2 若浜ほか（1995）に基づく，※3 田中ほか（2019）に基づく，※4 松波

ほか（1991）に基づく，※5 松波ほか（1996）に基づく。 

 

 

図 3.2-6 坑井 437-004 における温度プロファイル 

坂川ほか（2004）の温度プロファイルを一部抜粋し，配置を編集。 

 

3.2.3 噴気 

文献調査対象地区の周辺において噴気が認められた地点については，酒匂ほか（1977），金原・阪

口（1989）や玉生ほか（2001）により示されている。これらによると，ニセコ・雷電火山群の東部

に位置するチセヌプリおよびイワオヌプリの周辺で 57.5～96.8℃の噴気の存在が示されているが，

文献調査対象地区には分布しない。 

 

3.2.4 地下水の pH 

一般に，火山およびその周辺地域では，地下に存在するマグマ溜り（熱源）から放出される熱お
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よび揮発性物質によって，熱的な影響や化学的な影響を受ける（例えば，小松・梅田，1999）。小松・

梅田（1999）および浅森ほか（2002）によると，pH 4.8 未満を示す低 pH の地下水は火山付近に集

中して見られ，火山から離れるに従って pH が大きくなることなどから，火山活動は酸性地下水を

生み出す支配的な要因となっていることが指摘されている。 

国内の地下水の pH は，産業技術総合研究所地質調査総合センター（2005）や村岡ほか（2009）

などにより整理されている。このうち，村岡ほか（2009）に基づく文献調査対象地区周辺の pH の

分布を図 3.2-7 に示す。これによると，ニセコ・雷電火山群の山体東部では，周辺に比べて低い 4.8

未満の pH を示す地下水が多く分布する。 

表 3.2-3 に，文献調査対象地区の坑井などにおける pH を示す。各坑井との対応は，松波ほか（1991, 

1996），高見ほか（2008）に基づく坑井のコード番号を参照して整理した。坑井 437-002，437-003，

437-004 における pH は 7.6～9.1 である。これらの坑井以外で測定された可能性があるものとして，

斎藤（1962）および早川・国府谷（1968）により，湯別微温泉，政泊冷泉，弁慶岬周辺として測定

値が示されているが，それらの pH は 8.0～8.3 である。このように，pH 4.8 未満を示す地下水は認

められなかった。 

 

 

図 3.2-7 文献調査対象地区周辺における地下水のpH分布 

pH は村岡ほか（2009），第四紀火山は中野ほか編（2013）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影

起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交

通省）に基づく。 
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表 3.2-3 文献調査対象地区の坑井などにおける地下水の pH 

 
※1 坑井の位置は図 3.2-3 を参照，※2 坑井以外で測定された可能性があり詳細な位置は不明，※3 松波ほか

（1991）に基づく，※4 松波ほか（1996）に基づく，※5 斎藤（1962）に基づく，※6 早川・国府谷（1968）

に基づく，※7 寿都温泉ゆべつのゆホームページに基づく。 

  

坑井のコード番号※1または名称 pH

  437-001   -

  437-002  9.1※3

  437-003  8.8※3

  437-004  7.6※4

 湯別微温泉※2  8.3※5

 政泊冷泉※2  8.2※5

 弁慶岬周辺※2  8.0※6

 寿都温泉※7  7.2※7

 湯別温泉※7  8.8※7
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第4章 評価に必要な知見の整理 
4.1 既知の第四紀火山 

本節では，「日本の火山（第 3 版）」（中野ほか編，2013）において第四紀の活動が指摘されている

火山体を対象に，火山噴出物の分布と層序，火口・カルデラなどの分布および火山を代表する地点

に関する情報を整理した。 

 

4.1.1 検討方法 

（1）火山噴出物の分布と層序 

既知の第四紀火山も含め，対象噴出物が第四紀の火山・火成活動に該当するか分析を行うため，

以下の地質図幅および地質図を参照し，検討を行った。 

・ 5 万分の 1地質図幅 

「島古丹」（山岸ほか，1976） 

「岩内」（広川・村山，1955） 

「寿都」（鈴木ほか，1981） 

「歌棄」（山岸，1984） 

「狩太」（国府谷・土居，1961） 

「大平山」（黒沢ほか，1993） 

「長万部」（久保ほか，1983） 

「豊浦」（土居ほか，1958） 

・ ニセコ地域地熱地質編図（1：100,000）（新エネルギー総合開発機構，1987a） 

検討に使用した地質図幅および地質図の選定理由としては，第四紀の火山噴出物の分布について

記載されており，検討に必要な解像度を有することが挙げられる。なお，地層・岩体の名称等につ

いては，現在使用されていない「石英安山岩」や「石英斑岩」などの用語を含め，特に断りのない

限り原著のとおりに記載している。 

また，地質図幅・地質図間の境界部において地層・岩体の分布は必ずしも整合しないため，地層・

岩体が不連続となる箇所については，複数の地質図等を参考にその分布について整理を行った。さ

らに，個別論文等で年代測定値が得られている場合は，火山噴出物の分布と層序を可能な限り区分

したうえで，年代測定地点との対応を整理した。 

加えて，地形判読を実施することにより，火山体を構成する溶岩等の重なりを詳細に整理した。

地形判読を行うに当たっては，判読区域ごとに空中写真を実体視し，陰影起伏図（地理院タイル）

および赤色立体地図も参照するとともに，表 4.1-1 の判読基準に従い，火山体を構成する地形種を

抽出した。なお，判読基準を定めるにあたり，鈴木（2012）を参考にした。 
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・ 第四紀火山岩体・貫入岩体データベース（西来ほか編，2012） 

・ 日本活火山総覧（第 4版）（気象庁ホームページ a） 

各文献で位置情報の意味は以下のとおり，異なっている。 

中野ほか編（2013）の情報を収録した「日本の火山データベース 第四紀火山」（産業技術総合研

究所地質調査総合センターホームページ a）では，「各火山（火山群）の緯度経度は，火山活動の中

心地点ではなく」，「火山の最高標高点。単成火山群の場合は最も高い標高点，あるいは代表的な火

山の最高標高点」を示したものであるとしている。 

第四紀火山カタログ委員会編（1999）では，「地形的」および「主火道」の緯度・経度が示される

とともに，それぞれについて，以下のように記載されている。 

・ 地形的：現在残存している地形に基づいて判断した，火山体の最高点あるいは中心位置。 

・ 主火道：新鮮な地形が残されている場合でも，浸食された山体しか残されていない場合でも，

共に主要な火道（マグマの通路）を推定してその位置を示す。必ずしも，現在の最高点や主

峰の位置ではない。 

なお，すべての火山で「地形的」および「主火道」の緯度・経度が両方示されているわけではな

く，どちらか一方の緯度・経度しか示されていない火山もある。また，このカタログに記載されて

いる火山の多くが，実際には複数の火山体の集合であることから，個々の構成要素である火山体一

つ一つを別個に記述した「個別火山体カタログ」も本文献に集録されている。 

西来ほか編（2012）では，「主要な位置」として各火山岩体・貫入岩体の緯度・経度の情報が掲載

されている。定義は示されていないが，多くは中野ほか編（2013）と座標値が一致することから，

火山の最高標高点を主要な位置として示しているものと推察される。 

気象庁ホームページ a では，活火山（概ね過去 1 万年以内に噴火した火山および現在活発な噴気

活動のある火山）に関する情報が掲載されており，山体の最高点の緯度・経度が記載されている。

ただし，最高点以外にも火山活動がある位置に三角点がある場合，その点も付記されている。 

 

4.1.2 個々の火山に関する整理 

2.1 に示した調査範囲を踏まえ，文献調査対象地区から 15 km 以内に火山噴出物が分布する（1）

ニセコ・雷電火山群，（2）写万部山の 2つの火山を検討対象とした。 

 

（1）ニセコ・雷電火山群 

ここでは，日本の火山（第 3 版）（中野ほか編，2013）などの文献において示される範囲に認めら

れる，雷電山，岩内岳，目国内岳，前目国内岳，白樺山，シャクナゲ岳，ワイスホルン，チセヌプ

リ，ニセコアンヌプリ，モイワ山，ニトヌプリ，イワオヌプリなどを包括して，「ニセコ・雷電火山

群」として検討する。 

 

（i）火山噴出物の分布と層序 

5 万分の 1地質図幅（山岸ほか，1976；広川・村山，1955；国府谷・土居，1961）および「ニセコ

地域地熱地質編図」（新エネルギー総合開発機構，1987a）に基づき，「ニセコ・雷電火山群」の活動

に伴うものと考えられる火山噴出物の分布を整理した（図 4.1-1 および図 4.1-3）。また，それぞれ
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の地質図幅および地質図による地質・火山層序を図 4.1-2 および図 4.1-4 に示す。これらによると，

火山噴出物の分布範囲は，東西約 30 km，南北約 20 km にわたり，その範囲は寿都町に及ばないも

のと読み取ることができる。ただし，雷電岬火山角礫岩層は文献調査対象地区の行政界近傍に分布

している。 

 

 
図 4.1-1 5万分の 1地質図幅によるニセコ・雷電火山群周辺の火山噴出物の分布 

1：山岸ほか（1976），2：広川・村山（1955），3：国府谷・土居（1961）に基づき作成。基図として「地理院

タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域デー

タ）」（国土交通省）に基づく。図中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：5 万分の 1 地質図幅「島古丹」（山岸ほか，1976）より，Rv：雷電岬火山角礫岩層‐塊状溶岩‐火山円礫

岩，水冷破砕岩，Rl：雷電岬火山角礫岩層‐塊状溶岩‐普通輝石しそ輝石安山岩，Ns：ニセコアン層‐凝灰角

礫岩，Pm：旧期ニセコ火山群‐パンケ目国内溶岩‐普通輝石しそ輝石安山岩，Ka：コックリ湖溶岩‐普通輝

石しそ輝石安山岩，Ks：上里溶岩‐普通輝石しそ輝石安山岩，Os：オサンナイ溶岩‐普通輝石しそ輝石安山

岩，Ky：熊野山溶岩‐かんらん石普通輝石しそ輝石安山岩，Ft：藤岱溶岩‐かんらん石普通輝石しそ輝石安山

岩，Sb：セバチ鼻溶岩‐かんらん石普通輝石しそ輝石安山岩，Isl：岩城溶岩‐普通輝石しそ輝石安山岩，Mb：

森別溶岩‐普通輝石しそ輝石安山岩，It：岩内岳筍山溶岩‐かんらん石普通輝石しそ輝石安山岩，Ry：雷電山

溶岩‐普通輝石しそ輝石安山岩 

2：5万分の 1地質図幅「岩内」（広川・村山，1955）より，b：岩雄登火山‐基底噴出物‐凝灰角礫岩および

熔岩，W1～4：岩雄登火山‐ワイスホルン噴出物‐集塊岩‐両輝石安山岩，N1～4：岩雄登火山‐ニセコアン

ヌプリ噴出物‐舞台状熔岩（熔岩および火山砕屑岩）‐両輝石安山岩および橄欖石含有両輝石安山岩，N5：岩

雄登火山‐ニセコアンヌプリ噴出物‐ニセコアンヌプリ熔岩‐両輝石安山岩，ps：岩雄登火山‐チセヌプリ噴
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出物‐軽石層‐軽石（両輝石安山岩）・スコリア（橄欖石両輝石安山岩）および両輝石安山岩，S1～2：岩雄登

火山‐チセヌプリ噴出物‐しゃくなぎ山凝灰角礫岩‐両輝石安山岩，Na：新見熔岩‐橄欖石含有両輝石安山

岩，Sp：岩雄登火山‐チセヌプリ噴出物‐しゃくなぎ山軽石質凝灰角礫岩‐両輝石安山岩，Cs1～2：岩雄登

火山‐チセヌプリ噴出物‐チセヌプリ熔岩‐しゃくなぎ山熔岩‐石英角閃石含有橄欖石両輝石安山岩，Cn1～

2：岩雄登火山‐チセヌプリ噴出物‐チセヌプリ熔岩‐ニトヌプリ熔岩‐角閃石含有橄欖石両輝石安山岩，C1：

岩雄登火山‐チセヌプリ噴出物‐チセヌプリ熔岩‐日ノ出泥流‐石英角閃石含有橄欖石両輝石安山岩，C2：岩

雄登火山‐チセヌプリ噴出物‐チセヌプリ熔岩‐長沼泥流‐石英角閃石含有橄欖石両輝石安山岩，C3：岩雄登

火山‐チセヌプリ噴出物‐チセヌプリ熔岩‐湯本熔岩‐石英角閃石含有橄欖石両輝石安山岩，C4：岩雄登火山

‐チセヌプリ噴出物‐チセヌプリ熔岩‐旭台熔岩‐石英角閃石含有橄欖石両輝石安山岩，C5：岩雄登火山‐チ

セヌプリ噴出物‐チセヌプリ熔岩‐舞台状熔岩‐石英角閃石含有橄欖石両輝石安山岩，C6：岩雄登火山‐チセ

ヌプリ噴出物‐チセヌプリ熔岩‐熔岩円頂丘‐石英角閃石含有橄欖石両輝石安山岩，Sa：岩雄登火山‐チセヌ

プリ噴出物‐しゃくなぎ山円頂丘‐橄欖石両輝石安山岩，I1：岩雄登火山‐岩雄登噴出物‐舞台状熔岩‐両輝

石安山岩および橄欖石含有両輝石安山岩，I2：岩雄登火山‐岩雄登噴出物‐小岩雄登円頂丘‐両輝石安山岩，

I3：岩雄登火山‐岩雄登噴出物‐大岩雄登円頂丘‐両輝石安山岩，Ato：雷電火山‐岩内岳噴出物‐岩内岳筍山

熔岩‐両輝石橄欖石安山岩，At：雷電火山‐岩内岳噴出物‐岩内岳熔岩‐両輝石安山岩および橄欖石含有両輝

石安山岩，Mb1～2：雷電火山‐目国内岳噴出物‐目国内岳凝灰角礫岩‐両輝石安山岩，M1：雷電火山‐目国

内岳噴出物‐目国内岳基底熔岩‐角閃石橄欖石含有両輝石安山岩，Md：雷電火山‐目国内岳噴出物‐目国内

岳熔岩‐角閃石含有両輝石安山岩 

3：5万分の 1地質図幅「狩太」（国府谷・土居，1961）より，T：立川層‐砂岩，礫岩，凝灰岩，Nv：ニセコ

アン層‐浮石，礫，砂，粘土，Yb：湯山別熔岩‐普通輝石しそ輝石安山岩 
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図 4.1-2 5万分の 1地質図幅による地質層序（ニセコ・雷電火山群） 

（a）は山岸ほか（1976），（b）は広川・村山（1955），（c）は国府谷・土居（1961）より一部抜粋し，デジタ

イジングを行った。太文字は図 4.1-1に示す火山噴出物に相当する。※は，地質図幅の凡例においては「雷電

岬火山角礫岩層（Rv）」とされている。 
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図 4.1-3 ニセコ地域地熱地質編図によるニセコ・雷電火山群周辺の火山噴出物の分布 

1：新エネルギー総合開発機構（1987a）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量

図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図

中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：「ニセコ地域地熱地質編図1/100,000」（新エネルギー総合開発機構，1987a）より，Rv：雷電岬火山角礫岩

層‐安山岩質火山角礫岩，砂質凝灰角礫岩，玄武岩溶岩，両輝石安山岩溶岩，Nb：基底噴出物‐凝灰角礫岩，

凝灰岩，礫岩，軽石，砂礫，シルト，玄武岩質両輝石安山岩溶岩，R1～4：雷電火山群‐雷電山噴出物‐カン

ラン石含有両輝石安山岩溶岩，同質火砕岩，M1～3：雷電火山群‐目国内岳噴出物‐カンラン石・角閃石含有

ガラス質両輝石安山岩溶岩，同質火砕岩，It1～2：雷電火山群‐岩内岳噴出物‐角閃石・カンラン石含有両輝

石安山岩溶岩，同質火砕岩，W1～4：ニセコ火山群‐ワイスホルン噴出物‐ガラス質ピジョン輝石含有両輝石

安山岩溶岩，同質火砕岩，N1～6：ニセコ火山群‐ニセコアンヌプリ噴出物‐両輝石安山岩溶岩，同質火砕岩，

S1～6：ニセコ火山群‐シャクナゲ岳噴出物‐カンラン石・角閃石・石英含有両輝石安山岩溶岩，同質火砕岩，

K1～2：ニセコ火山群‐カンラン石・角閃石含有両輝石安山岩溶岩，同質火砕岩，C1～7：ニセコ火山群‐チ

セヌプリ噴出物‐カンラン石・角閃石・石英含有両輝石安山岩溶岩，同質火砕岩，Nt：ニセコ火山群‐ニトヌ

プリ噴出物‐角閃石・カンラン石含有両輝石安山岩溶岩，I1～6：ニセコ火山群‐イワオヌプリ噴出物‐角閃石

含有両輝石安山岩溶岩，同質火砕岩，湖成堆積物 
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図 4.1-4 ニセコ地域地熱地質編図による火山層序（ニセコ・雷電火山群） 

新エネルギー総合開発機構（1987a）より一部抜粋し，デジタイジングを行った。太文字は図 4.1-3に示す火

山噴出物に相当する。 

 

本火山群の活動に伴って形成されたと考えられる地層・岩体は，山岸ほか（1976）では 14種（Rv・

Rl・Ns・Pa・Ka・Ks・Os・Ky・Ft・Sb・Isl・Mb・It・Ry），広川・村山（1955）では 34 種（W1～

4・N1～5・ps・S1・S2・Na・Sp・Cs1～2・Cn1～2・C1～6・Sa・I1～3・Ato・At・Mb1～2・M1・

Md），国府谷・土居（1961）では 3種（T・Nv・Yb）に区分されており，図幅間でそれらの区分が

整合しない箇所が多い（図 4.1-1）。新エネルギー総合開発機構（1987a）では，本火山群の活動に伴

って形成されたと考えられる 43 種（Rv・Nb・R1～4・M1～3・It1～2・W1～4・N1～6・S1～6・K1

～2・C1～7・Nt・I1～6）の地層・岩体が記載されている（図 4.1-3）。図 4.1-2 および図 4.1-4 の地

質・火山層序に基づけば，これらの地層・岩体のうち，もっとも古いものは，山岸ほか（1976）お

よび新エネルギー総合開発機構（1987a）に示される「雷電岬火山角礫岩層」であり，新エネルギー

総合開発機構（1986）では火山岩の年代として 2.03±0.28 Ma，1.50±0.09 Ma（いずれも全岩K–Ar
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年代）などが示され，同文献において，「上位の雷電山噴出物との関係などから，本層の活動期は，

鮮新世*後期の 2.0～1.8 Ma である」と論じられている。 

以上のことから，「ニセコ・雷電火山群」は，最も古い地層・岩体と考えられる「雷電岬火山角礫

岩層」から第四紀と評価できる年代測定値が得られており，以降に形成されたすべての地層・岩体

について，第四紀における火山活動の履歴であることが明らかといえる。 

また，山元（2014）によれば，ニセコ火山群の積算噴出量は，64 DRE km3を超えることが示され

ており（図 4.1-5），古期火山群に区分される雷電山の活動に伴う噴出物の量が最も大きい。なお，

活動時期が最も新しいのはイワオヌプリであり，その活動時期は 0.3 Ma 以降で噴気活動も確認され

ている。 

 

 

図 4.1-5 噴出量－時間階段図（ニセコ火山群）（山元，2014） 

 

（ii）火口・カルデラなどの分布 

既存文献に基づく火口および火道の分布を図 4.1-6 に示す。 
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守屋（2003）に示される地形分類図では，ニセコ火山群全体で「火道」が 25 ヵ所存在すると記載

されている。ただし，判読基準などの詳細は示されていない。 

五十嵐・横田（1970）においても，イワオヌプリ周辺に「火口および爆裂火口」の位置が複数示

されており，新エネルギー総合開発機構（1987b）の「航空写真判読図」でも同様に，イワオヌプリ

周辺に爆裂火口が 3ヵ所，爆裂火口の可能性のある凹地が 4ヵ所示されている。 

第四紀火山カタログ委員会編（1999）では，「ニセコ火山群（イワオヌプリなど）」の主火道の位

置がイワオヌプリ山頂付近に示されており，個別火山体である「雷電」の主火道が雷電山山頂の三

角点，「ワイスホルン」の主火道がワイスホルン山頂の三角点に示されている。これら主火道の位置

は，「主要な火道（マグマの通路）を推定してその位置を示す」と説明されており，推定した理由・

根拠等については記されていない。 

西来ほか編（2012）では，第四紀火山の主要な位置とは別に，「個々の噴出・貫入地点」として 9

ヵ所の地点が描かれており，その定義や抽出基準については記されていないが，それぞれの地点は，

火山群を構成する山々の山頂に位置している。 
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図 4.1-6 ニセコ・雷電火山群周辺の火口・火道の分布 

1：守屋（2003），2：五十嵐・横田（1970），3：新エネルギー総合開発機構（1987b），4：第四紀火山カタロ

グ委員会編（1999），5：西来ほか編（2012），濃灰色部：中野ほか編（2013）に基づき作成。基図として「地

理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域

データ）」（国土交通省）に基づく。各文献で対象とされているものについては以下を参照。 

1：「ニセコ火山群の地形分類図」（守屋，2003）より，火道 2：「ニセコ火山東部地域地質図」（五十嵐・横田，

1970）より，火口および爆裂火口 3：「航空写真判読図」（新エネルギー総合開発機構，1987b）より，爆裂

火口および可能性のある凹地 4：「第四紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編，1999）より，主火

道 5：「第四紀火山岩体・貫入岩体データベース」（西来ほか編，2012）より，個々の噴出・貫入地点 濃灰

色部：「日本の火山（第 3版）」（中野ほか編, 2013）より，火山岩分布域 

 

また，本調査で行った地形判読の結果，火口・割れ目火口が，ニセコ・雷電火山群の東部に位置

するイワオヌプリ近傍の複数地点で認められた（図 4.1-7 および図 4.1-8）。また，その周囲には溶

岩円頂丘が複数地点で判読されたが，カルデラとみられる地形は認められなかった。 
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図 4.1-7 ニセコ・雷電火山群の地形判読結果 

基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。海域の等深線図は日本水路

協会発行「海底地形デジタルデータ（M7009 北海道西部）（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）」を用い

て作成（等深線の主曲線の間隔は 10 m，計曲線の間隔は50 m）。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域

データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.1-8 イワオヌプリ周辺の地形判読結果 

基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院），「アジア航測：赤色立体地図（国土

地理院数値標高データを使用）」を使用。 

 

以上の地形的観点に基づく情報から，「ニセコ・雷電火山群」の活動に伴い形成された火口，火道

が認められ，それらの分布は特に，イワオヌプリの周辺に集中している傾向が確認された。 

なお，新エネルギー総合開発機構（1987a）によると，雷電山は，「未だに溶岩流の形態を山腹の

一部に残してはいるものの，火山性熱水変質を受けた地帯では集中的に地滑り及び崩壊が発生し，

山容が変化しつつある」とされており，雷電山の周辺で火道や火口の位置を明確に示している情報

を確認することはできなかった。 

 

（iii）火山を代表する地点 

火山を代表する地点は各文献において，表 4.1-2 および図 4.1-9 のとおり示されている。それら

の位置は，いずれの文献においても山頂やその近傍に相当する。多くの文献では，西側の雷電山周

辺から東側のニセコアンヌプリ周辺までを含めて 1 つの火山群としている。なお，新エネルギー総

合開発機構（1987a）などでは「ニセコ火山連峰を構成する火山群を 2群に分け，西側を雷電火山群，

東側をニセコ火山群とした」と説明があり，2つの火山群として捉える考え方も存在する。 
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図 4.1-9 ニセコ・雷電火山群を代表する地点の分布 

第四紀火山カタログ委員会編（1999），西来ほか編（2012），中野ほか編（2013），気象庁ホームページ aに基

づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は

「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（2）写万部山 

ここでは，日本の火山（第 3 版）（中野ほか編，2013）などの文献において示される範囲に認めら

れる，写万部山，オタモイ山などを包括し，「写万部山」として検討する。 

 

（i）火山噴出物の分布と層序 

5 万分の 1 地質図幅（久保ほか，1983）に基づき，写万部山の活動に伴うものと考えられる火山

噴出物の分布を整理した（図 4.1-10）。また，地質図幅による地質層序を図 4.1-11 に示す。これらに

よると火山噴出物の分布範囲は，東西，南北とも 10 km に満たず，寿都町に及ばない。 
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図 4.1-10 5万分の 1地質図幅「長万部」による写万部山周辺の火山噴出物の分布 

1：久保ほか（1983）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）

を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図中の記号（地層・岩

体名など）については以下を参照。 

1：5 万分の 1 地質図幅「長万部」（久保ほか，1983）より，Shl：写万部山火山岩類‐紫蘇輝石普通輝石安山

岩溶岩及び岩脈，Shp：写万部山火山岩類‐紫蘇輝石普通輝石安山岩及び角閃石安山岩の火砕岩 
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図 4.1-11 5万分の 1地質図幅「長万部」による地質層序（写万部山） 

久保ほか（1983）より一部抜粋し，デジタイジングを行った。太文字は図 4.1-10 に示す火山噴出物に相当す

る。 

 

本火山の活動に伴って形成された地層・岩体は，久保ほか（1983）により「写万部山火砕岩類」，

「写万部山溶岩類及び岩脈」の 2 つに区分されている（図 4.1-10）。一方，久保ほか（1988）は，こ

れらの火山噴出物を「写万部山火山岩類」と一括して示し，このうち，写万部山頂上（標高 499 m）

の北方約 1.5 km 付近（標高約 300 m）に分布する「火山角礫岩中の角礫」の全岩K–Ar 年代を測定

している。その結果は，2.59±0.11 Ma であり，誤差を考慮すると第四紀を含む年代測定値である。 

以上より，「写万部山」はその火山岩類の分布域から第四紀の活動の可能性が否定できない年代測

定値が得られていることから，第四紀における火山活動の履歴が存在する可能性が高いといえる。 

 

（ii）火口・カルデラなどの分布 

既存文献に基づく情報として，西来ほか編（2012）は，第四紀火山の主要な位置とは別に，「個々

の噴出・貫入地点」を描いている（図 4.1-12）。その定義や抽出基準については記されていないが，
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その位置は標高 474 m の山の山頂を示している。 

また，本調査で行った地形判読の結果，火口と考えられる明瞭な凹地形は認められず，カルデラ

とみられる地形も認められなかった。 

以上のことから，地質や地形の観点に基づいて，写万部山の活動に伴い形成された火口，火道，

カルデラであることが明確に確認できる地点は認められない。 

 

 

図 4.1-12 写万部山周辺の個々の噴出・貫入地点の分布 

西来ほか編（2012），中野ほか編（2013）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜

量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（iii）火山を代表する地点 

火山を代表する地点として，中野ほか編（2013）は，写万部山山頂の三角点を火山の最高標高点

として示している（図 4.1-10）。西来ほか編（2012）は中野ほか編（2013）と同じ座標を示している

（図 4.1-12）。第四紀火山カタログ委員会編（1999）および気象庁ホームページ a に写万部山に関す

る記載はない。 

 

4.2 その他の火山活動 

本節では，4.1「既知の第四紀火山」のほかに「第四紀の活動の可能性が指摘されている火山」，

「噴出時期が明らかでない火山」について，1.2.1～1.2.3 に示す評価の考え方に従い，必要な情報の

整理・検討を行った。さらに，火山活動の痕跡を示すものとして，「貫入岩・岩脈」についても同様

に実施した。 
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4.2.1 第四紀の活動の可能性が指摘されている火山 

本項では，第四紀火山岩体・貫入岩体データベース（西来ほか編，2012）において第四紀の活動

の可能性が指摘されているものを対象として，火山噴出物の分布や新旧関係の整理を行った。 

西来ほか編（2012）によると，本データベースは「従来の第四紀火山データベースでは認識され

ていない“第四紀”に活動した火山岩体および，“第四紀”に貫入・固結し，その後の隆起・侵食作

用によって地表に露出した貫入岩体を採録」したものと記載されている。また，「文献調査で最終判

断がつかずに要検討と判断されるものは，“追加研究の必要性有”として明記の上，データベースに

取り込んで」いること，「各データは現時点までに得られている調査研究結果に基づくものであり，

今後の調査研究の進展に伴い大幅に変更される場合もある」ことが注意点として記載されている。

さらに，「“第四紀”に活動した可能性のある火山岩体・貫入岩体の拾い漏れをできる限り少なくす

るため，データ採録の範囲を 3Ma以内とし」，「厳密には，第四紀に帰属しない可能性のある火山岩

体・貫入岩体も含まれている可能性」があるとしている。 

文献調査対象地区から 15 km 以内には，「磯谷」（西来ほか編，2012）が示されている。「磯谷」周

辺の火山噴出物の分布を5 万分の 1地質図幅（山岸ほか，1976；山岸，1984）に基づいて整理し，

ここでは「磯谷溶岩」として第四紀の活動性に関する検討を行った。 

「磯谷溶岩」に相当する火山噴出物の分布を図 4.2-1 に，また，地質図幅による地質層序を図 4.2-2

に示す。 
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図 4.2-1 5万分の 1地質図幅による磯谷溶岩の分布 

1：山岸ほか（1976），2：山岸（1984）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量

図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図

中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：5万分の 1地質図幅「島古丹」（山岸ほか，1976）より，Il：磯谷溶岩‐しそ輝石普通輝石安山岩 

2：5万分の 1地質図幅「歌棄」（山岸，1984）より，Ip：磯谷溶岩‐輝石安山岩 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「噴火」 

 

46 

 

図 4.2-2 5万分の 1地質図幅による地質層序（磯谷） 

（a）は山岸ほか（1976），（b）は山岸（1984）より一部抜粋し，デジタイジングを行った。太文字は図4.2-

1に示す火山噴出物に相当する。 

 

これらによると，火山噴出物の分布範囲は，東西約 1.5 km，南北約 3 km にわたり，寿都町の北東

端部に及んでいる。また，この岩体は，山岸ほか（1976）および山岸（1984）のそれぞれにおいて

「磯谷溶岩」として分布が示されており（図 4.2-1），分布の連続性から同じ火山噴出物を指してい

るものと考えられる。なお，岡村（1984）では貫入岩としてその分布が記載されている。 

山岸ほか（1976）によれば，「磯谷溶岩」は磯谷層および尻別川層を不整合に覆って分布し，これ

らの地層よりも新しい時期に形成された溶岩であるとされるが，それらの地層との接触関係を示す

記載は見られない。形成時期については，「風化の状態や山体の開析度などからみて，鮮新世*に属

するもの」と指摘している。山岸（1984）によれば，磯谷層上部のシルト岩を不整合に覆う更新世

(a) 5万分の1地質図幅「島古丹」 (b) 5万分の1地質図幅「歌棄」
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*の溶岩と考えられているが，詳細な年代値は不明であることが指摘されている。なお，「磯谷溶岩」

の年代測定値に関する情報および，これを覆う地層に関する記載は，ほかの文献においても見当た

らない。 

「磯谷溶岩」に覆われる磯谷層の年代については，放射年代（新エネルギー総合開発機構，1985）

や珪藻化石（北海道電力，2015；菅原・嵯峨山，2022）により，後期中新世から前期鮮新世と推定

されている。なお，菅原・嵯峨山（2022）は，磯谷層の火山角礫岩部層中に確認される蘭越町尻別

岬付近の岩脈（新エネルギー総合開発機構，1987a）（4.2.3（1）参照）で測定された 2.3±0.3 Ma（全

岩 K–Ar 年代）（新エネルギー総合開発機構，1985）の年代値について，「火山角礫岩部層の年代と

して矛盾しない」としている。ただし，本岩脈は，新エネルギー総合開発機構（1986）では「磯谷

層（安山岩溶岩部層）を貫く」という記載のみで詳細は記されておらず，磯谷層のフィーダーであ

るか，あるいは別の活動によるものかなどは不明である。また，磯谷層の上位層であり，同じく「磯

谷溶岩」に覆われる尻別川層は，放射年代（能條ほか，1996；北海道電力，2015）から，前期更新

世に至る可能性が示されている。ただし，菅原・嵯峨山（2022）によると，尻別川層の模式地であ

る蘭越地域の尻別川層は，磯谷層と一連の堆積物であり，尻別川層の名称を使用するのは不適当で

あるという見解（能條ほか，1996）も踏まえ，蘭越地域の磯谷層と尻別川層については更なる調査

が必要であることも指摘している。 

以上のことから，「磯谷溶岩」は，西来ほか編（2012）により第四紀の活動の可能性が指摘されて

いるものの“追加研究の必要性有”と記されており，ほかの文献においても，年代測定値が得られ

ていないことや，層序の観点からも本溶岩の活動年代の特定に資するデータが得られていないこと

などから，第四紀における火山活動の有無を判断できない。よって，第四紀における火山活動の履

歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえない。 

 

4.2.2 噴出時期が明らかでない火成岩類 

本項では，中野ほか編（2013）や西来ほか編（2012）などの既存文献では指摘されていないもの

の，地質図幅および地質図の記述から，第四紀の活動を否定できない地層・岩体を抽出し，最新活

動時期に関する検討を行った。なお，4.1.2および 4.2.1 で検討対象とした地層・岩体および 4.2.3で

対象とする貫入岩や岩脈は別に示す。 

「鮮新世*」以降の地層・岩体を漏れなく抽出するため（1.2 参照），ここでは新第三紀*～第四紀

*に区分されている地層・岩体を対象とし，文献調査対象地区の行政界からおおむね 15 km 以内に

分布が及ぶものを抽出した。これらについて，第四紀の活動を否定できないものと，否定できるも

のとの判別を行った。 

5 万分の 1 地質図幅を確認した結果，前述で抽出した地層・岩体のうち，第四紀の活動を否定で

きない火成岩として 16 の地層・岩体を抽出した（表 4.2-1）。これらの分布などを考慮して，以下の

ようにグルーピングし，それぞれ最新活動時期に関する検討を行った。 

地質図幅等に基づき，賀老山付近（333 m-yamaを含む）の 6 つの地層・岩体をまとめたうえ，15 

km 以遠ではあるがこれと分布が連なる地層・岩体も含めて「（1）賀老山」とした。また，黒松内

岳を中心に北北西―南南東に広く分布するガロ 火山岩類を構成する 7 つの地層・岩体をまとめ，

15 km 以遠のものも含めて「（2）ガロ川火山岩類」とした。これらのほかに，3つの地層・岩体（表 

4.2-1 参照）を「（3）その他の火成岩類」とした。なお，第四紀に活動したことが明確な地層・岩

体は新たに抽出されなかった。 
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5 万分の 1地質図幅（山岸，1984；国府谷・土居，1961；久保ほか，1983；土居ほか，1958）およ

び「ニセコ地域地熱地質編図」（新エネルギー総合開発機構，1987a）に基づき，賀老山の活動に伴

うものと考えられる火山噴出物の分布を整理した（図 4.2-3 および図 4.2-5）。また，それぞれの地

質図幅および地質図による地質層序を図 4.2-4 および図 4.2-6 に示す。これらによると，火山噴出

物の分布範囲は，東西約 10 km，南北約 20 km にわたり，寿都町には及んでいない。 

 

 
図 4.2-3 5万分の 1地質図幅による賀老山周辺の火山噴出物の分布 

1：山岸（1984），2：国府谷・土居（1961），3：久保ほか（1983），4：土居ほか（1958）に基づき作成。基

図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情

報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：5万分の 1地質図幅「歌棄」（山岸，1984）より，Gl：賀老山安山岩溶岩‐角閃石安山岩および輝石安山岩 

2：5万分の 1地質図幅「狩太」（国府谷・土居，1961）より，Sv：シヒポンドペッピ溶岩‐しそ輝石安山岩，

Tag：立川集塊岩層‐含かんらん石普通輝石安山岩質集塊岩，Slv：新富下部溶岩‐しそ輝石普通輝石安山岩，

Sul：新富上部溶岩‐ガラス質しそ輝石普通輝石安山岩，Pa：パンケホロナイ層‐角礫凝灰岩，砂岩，凝灰質

頁岩，Gl：五十戸溶岩‐しそ輝石安山岩，Hag：幌内山集塊岩層‐しそ輝石安山岩集塊岩 

3：5万分の 1地質図幅「長万部」（久保ほか，1983）より，Shp：写万部山火山岩類‐紫蘇輝石普通輝石安山

岩及び角閃石安山岩の火砕岩，Shl：写万部山火山岩類‐しそ輝石普通輝石安山岩溶岩及び岩脈 

4：5万分の 1地質図幅「豊浦」（土居ほか，1958）より，Kl：大岸溶岩‐紫蘇輝石普通輝石安山岩，Sg：朱太

川集塊岩層‐紫蘇輝石普通輝石安山岩質集塊岩（安山岩質凝灰岩を伴う），So：壮滝別層‐角礫凝灰岩，凝灰

岩，砂岩，泥岩，Sl1：新富下部溶岩‐紫蘇輝石普通輝石安山岩，Ng：内川集塊岩層‐紫蘇輝石普通輝石安山

岩質集塊岩，Sl2：新富上部溶岩‐ガラス質紫蘇輝石普通輝石安山岩 
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図 4.2-4 5万分の 1地質図幅による地質層序（賀老山） 

（a）は山岸（1984），（b）は国府谷・土居（1961），（c）は久保ほか（1983），（d）は土居ほか（1958）より

一部抜粋し，デジタイジングを行った。太文字は図4.2-3に示す火山噴出物に相当する。 
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図 4.2-5 ニセコ地域地熱地質編図による賀老山周辺の火山噴出物の分布 

1：新エネルギー総合開発機構（1987a）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量

図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図

中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：「ニセコ地域地熱地質編図 1/100,000」（新エネルギー総合開発機構，1987a）より，G1～5：賀老山溶岩類

‐玄武岩質両輝石安山岩溶岩，同質火砕岩 
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図 4.2-6 ニセコ地域地熱地質編図による地質層序（賀老山） 

新エネルギー総合開発機構（1987a）より一部抜粋し，デジタイジングを行った。太文字は図 4.2-5 に示す火

山噴出物に相当する。 

 

賀老山の活動に伴うと考えられる地層・岩体は，山岸（1984）で 1 つ，国府谷・土居（1961）で

7 つ，久保ほか（1983）で 2 つ，土居ほか（1958）で 6 つ示されているが（図 4.2-4），図幅間で地

層・岩体の区分は整合しない（図 4.2-3）。新エネルギー総合開発機構（1987a）では，「賀老山溶岩

類」が示されており，岩相により下位からG1～G5 相に細分されている（図 4.2-5）。 

新エネルギー総合開発機構（1985）によると，新エネルギー総合開発機構（1987a）に示されるG3

相の分布域から 3.7±0.8 Ma の全岩 K–Ar 年代が得られているが，G3 相より上位の地層として G4

およびG5 相が区分されている。国府谷・土居（1961）によれば，G4 に相当すると考えられる五十

戸熔岩，G5 に相当すると考えられる幌内山集塊岩層ともに，「鮮新世*」の地層とされているが，こ
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れらの年代測定値に関する情報は，ほかの文献においても見当たらない。 

山岸（1984）によれば，「本溶岩の主体は，図幅北部の尻別川流域で，尻別川層に夾在している部

分が認められる」とされている。一方で，新エネルギー総合開発機構（1987a）によれば，賀老山溶

岩類は「歌棄図幅（山岸，1984）では，本層は尻別川層中に挟まれているとされているが，本図幅

地域では賀老山溶岩類の下位に尻別川層は確認されなかった」とされ，尻別川層については「本層

の上部層が賀老山溶岩類にアバットし（中略）本層の上部層が賀老山溶岩類を不整合に覆うのが観

察される」とされている。以上のように，賀老山と尻別川層の層位学的関係については課題がある。

なお，北海道電力（2015）は尻別川層に挟在する凝灰岩から約 3.2～1.7 Ma のFT 年代を報告してい

る。 

333m-yamaについては，年代測定値や層序に関する情報が確認できなかった。 

以上のことから，「賀老山」は，鮮新世の噴出年代を示すデータが得られているものの最新活動時

期を特定できる年代測定値が得られていないことや，層序の観点からも最新活動時期の特定に資す

るデータが得られていないことなどから，第四紀における火山活動の有無を判断できない。よって，

第四紀における火山活動の履歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえない。 

 

（2）ガロ川火山岩類 

ここでは，黒松内岳を中心に北北西―南南東に広く分布する火山岩体を「ガロ川火山岩類」とし

て検討する。 

5 万分の 1 地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸，1984；黒沢ほか，1993；久保ほか，1983）に基づ

き，火山噴出物の層序区分や分布の連続性を考慮して，分布を整理した（図 4.2-7）。また，それぞ

れの地質図幅による地質層序を図 4.2-8 に示す。これらによると，火山噴出物の分布範囲は，南北

約 30 km にわたり，寿都町西端部に及んでいる。 
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図 4.2-7 5万分の 1地質図幅による火山噴出物の分布 

1：鈴木ほか（1981），2：山岸（1984），3：黒沢ほか（1993），4：久保ほか（1983）に基づき作成。基図と

して「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行

政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：5万分の 1地質図幅「寿都」（鈴木ほか，1981）より，Gv：ガロ川噴出物層‐火山円礫岩・火山角礫岩 

2：5 万分の 1 地質図幅「歌棄」（山岸，1984）より，Gv：賀老川火山岩類‐輝石安山岩質水冷破砕岩・枕状

溶岩および火山円礫岩 

3：5 万分の 1 地質図幅「大平山」（黒沢ほか，1993）より，Kb：黒松内層‐安山岩質ハイアロクラスタイト

（凝灰岩角礫岩を伴う），Ka：黒松内層‐複輝石安山岩溶岩 

4：5万分の 1地質図幅「長万部」（久保ほか，1983）より，G：ガロ川火山岩類‐紫蘇輝石普通輝石安山岩溶

岩・火砕岩及びハイアロクラスタイト，Krp：黒松内岳火山岩類‐紫蘇輝石普通輝石安山岩及び角閃石安山岩

の火砕岩，Krl：黒松内岳火山岩類‐紫蘇輝石普通輝石安山岩溶岩及び岩脈 
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図 4.2-8 5万分の 1地質図幅による地質層序（ガロ川火山岩類） 

（a）は鈴木ほか（1981），（b）は山岸（1984），（c）は黒沢ほか（1993），（d）は久保ほか（1983）より一部

抜粋し，デジタイジングを行った。太文字は図4.2-7に示す火山噴出物に相当する。 
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ガロ川火山岩類の活動に伴うと考えられる地層・岩体は，鈴木ほか（1981），山岸（1984），黒沢

ほか（1993），久保ほか（1983）の記載に基づけば，「黒松内岳火山岩類」と「ガロ川火山岩類」に

大別され（図 4.2-8），図幅間の分布は連続している。このうち，「黒松内岳火山岩類」は，久保ほか

（1983）において命名された火山岩類であるが，久保ほか（1988）において，「黒松内岳火山岩類と

したものの大部分はガロ川火山岩類に属し，その一部（最下部）は黒松内層の火山岩類に相当する

と思われる」こと，「久保ほか（1983）により写万部山火山岩類と同時期とされた黒松内岳火山岩類

は存在しないようである」ことを指摘しており，地質層序が修正されている（図 4.2-9）。これによ

り，黒松内火山岩類はガロ川火山岩類に統合されている。 

 

 ©日本地質学会 

図 4.2-9 長万部地域地質層序表（久保ほか，1988） 

 

久保ほか（1988）は，久保ほか（1983）に示されるガロ川火山岩類の分布域から 4.38±0.44 Ma の

全岩 K–Ar 年代を報告しているが，火山噴出物の分布はこの年代測定箇所とは連続しない地域にも

及んでいる（図 4.2-7）。このうち文献調査対象地区近傍の「ガロ川噴出物層」においては，「地質時

代を決定しうるものは今までの所ないが，周辺のほかの地層と比較して，鮮新世*中～下部と推定し

た」（鈴木ほか，1981）とされている。これらの年代測定値に関する情報は，ほかの文献において見

当たらない。 

また，ガロ川噴出物層は寿都半島基部付近では歌島層に不整合に覆われ（鈴木ほか，1981），歌島

層上部の凝灰岩から FT年代として 1.2 Maが示されている（北海道電力，2015）。 

以上のことから「ガロ川火山岩類」は，鮮新世の活動年代を示すデータが得られているものの最

新活動時期を特定できる年代測定値が得られていないことや，層序の観点からも最新活動時期の特

定に資するデータが得られていないことなどから，第四紀における火山活動の有無を判断できない。

よって，第四紀における火山活動の履歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえな

い。 

なお，鈴木ほか（1981）では寿都半島に分布する「ガロ川噴出物層」について，「半島北西部から

島牧海岸に分布するものは，火山円礫岩・同角礫岩などの 2 次堆積物から」なることも指摘してい

る。このことから，本層は噴出した場所から移動して再堆積した地層である可能性も考えられる。 
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（3）その他の火成岩類 

前述の「賀老山」，「ガロ川火山岩類」以外に，5 万分の 1 地質図幅から，山体を形成しないもの

の，第四紀の活動を否定できない火成岩として，3つの地層・岩体を抽出した（図 4.2-10）。 

 

 

図 4.2-10 5万分の 1地質図幅による地質層序（その他の火成岩類） 

（a）は鈴木ほか（1981），（b）は久保ほか（1983）より一部抜粋し，デジタイジングを行った。太文字およ

び数字は抽出した地層・岩体に相当する。なお，（a）の寿都層および折川層，（b）の黒松内層－凝灰角礫岩部

層以前に区分される地層・岩体については，第四紀の活動でないことが明らかと判断し，本調査の検討に含め

なかった。 

 

各地層・岩体の活動時期について，以下のように分析を行った。 

① 永豊層－安山岩質火砕岩層－水冷破砕岩・溶岩（Nv）（鈴木ほか，1981） 

鈴木ほか（1981）は，「永豊層を構成するシルト岩は珪藻質で，西南北海道の標準層序の黒松内

層と同質である。しかも折川東縁のものは，南東の模式地の黒松内層に連続すると思われる。し

かし，本層が黒松内層に対比されるかどうかは明らかではないので，本図幅では中新世末期の地

層としておく」と記載している。 
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道南グリーン・タフ団体研究グループ（1984）は，永豊層（鈴木ほか，1981）に一部相当する

と考えられる「本目層石英安山岩質軽石凝灰岩層」において，4.7±0.9 Ma のジルコン FT 年代を

取得しており，前期鮮新世の年代を示す。ただし，本年代試料の採取位置は，鈴木ほか（1981）

における永豊層の分布と整合しておらず，鈴木ほか（1981）におけるガロ川噴出物層あるいは折

川層が分布する領域に相当すると読み取れることに加え，本年代測定試料が採取された以外の領

域にも永豊層は広く分布していることから，この年代測定値のみで当該地層の活動時期を判断す

ることはできない。 

また，北海道電力（2015）は，永豊層上部の泥岩より Neodenticula Koizumii―N.kamtschatica 帯

（斎藤（1999）では 3.95 - 3.53～2.68 - 2.61 Ma）に対比される珪藻化石群集の産出を確認しており，

後期鮮新世の年代を示すが，化石の産出位置や，火砕岩層との関係について詳細は記されていな

い。 

なお，本層の上位層であるガロ川噴出物層との関係は，「直接観察できないが，傾斜不整合を示

すのが知られている」（鈴木ほか，1981）と記載されているが，ガロ川噴出物層の最新活動時期は

特定できていない（4.2.2（2）参照）。 

以上のことから，永豊層の安山岩質火砕岩層は，鮮新世の活動年代を示すデータが得られてい

るものの最新活動時期を特定できる年代測定データが得られていないことや，層序の観点からも

当該火砕岩層の最新活動時期の特定に資するデータが得られていないことなどから，第四紀にお

ける火山活動の有無を判断できない。よって，第四紀における火山活動の履歴が存在することが

明らか，または可能性が高いとはいえない。 

② 石英安山岩溶岩－黒雲母角閃石石英安山岩（Dl）（鈴木ほか，1981） 

本溶岩について，鈴木ほか（1981）は，「永豊層（補記：中新世末期の地層）堆積後期の噴出と

思われるが，確実な時期は明らかでない」と記載している。また，本溶岩の上位層のガロ川噴出

物層は，「石英安山岩溶岩以下の地層を不整合におおっている」（鈴木ほか，1981）と記されてい

るが，ガロ川噴出物層の最新活動時期は明らかでない（4.2.2（2）参照）。このほか，年代測定デ

ータに係る情報はない。 

以上のことから，石英安山岩溶岩については，最新活動時期を特定できる年代測定データが得

られていないことや，層序の観点からも当該溶岩の最新活動時期の特定に資するデータが得られ

ていないことなどから，第四紀における火山活動の有無を判断できない。よって，第四紀におけ

る火山活動の履歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえない。 

③ 静狩火山岩類－角閃石安山岩火山角礫岩（Szh）（久保ほか，1983） 

久保ほか（1983）は，「写万部山火山岩類より以前に活動したと推定される火山岩を一括して，

静狩火山岩類と命名」すると記しており，当該角閃石安山岩火山角礫岩については，「写万部山火

山岩類の火山角礫岩及び溶岩によって覆われ，またその岩脈によって貫ぬかれている」と記載し

ている。このことから，写万部山（2.59±0.11 Ma：4.1.2参照）以前の活動とも考えられるが，当

該角閃石安山岩火山角礫岩の分布域は，4.1.2 において検討した「写万部山」の山体からは数 km

離れており，4.2.2（1）に示した「賀老山」の活動に係る噴出物に覆われている。「賀老山」の最

新活動時期は特定できていないため（4.2.2（1）参照），当該角閃石安山岩火山角礫岩の活動時期

も特定することはできない。 
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また，広瀬ほか（2000）は，「Shizukari volcanic rocks」より 3.05 ± 0.18 Ma（後期鮮新世）のK–

Ar 年代を報告しているが，本年代測定試料の採取位置は，久保ほか（1983）における「静狩火山

岩類－変質安山岩溶岩・岩脈及び火砕岩」の分布域に相当し，当該火山岩類の分布域とは数 km 離

れた位置で測定された結果である。よって，この年代測定値のみで当該角閃石安山岩火山角礫岩

の活動時期を判断することはできない。 

以上のことから，静狩火山岩類の角閃石安山岩火山角礫岩については，最新活動時期を特定で

きる年代測定データが得られていないことや，層序の観点からも最新活動時期の特定に資するデ

ータが得られていないことなどから，第四紀における火山活動の有無を判断できない。よって，

第四紀における火山活動の履歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえない。 

 

（4）沿岸海域の火成岩類 

海域の火成岩類を示した文献として，「沿岸海の基本図（5 万分の 1）寿都」（海上保安庁水路部，

1995）が挙げられる。本文献では，「音波探査記録の解析結果により，調査海域の海底地質を陸上地

質等に対比させ，音響的層相の特徴，分布状況及び層厚等相互関係から検討して（中略）火成岩は

Ⅶs 層とⅧs 層の 2 層」に区分したと記載されており（図 4.2-11），文献調査対象地区から 30 km 以

内に分布する火成岩類として，2ヵ所，分布が示されている（図 4.2-12）。 

 

 

図 4.2-11 沿岸の海の基本図による層序（沿岸海域の火成岩類） 

海上保安庁水路部（1995）より一部抜粋し，デジタイジングを行った。太文字は図 4.2-12 に示す火成岩類に

相当する。 

 

堆積岩類 火成岩類 堆積岩類 火成岩類

現世 沖積層 Ⅰs

低位段丘堆積物 Ⅱs

高位段丘堆積物 Ⅲs

中期更新世 知 来 層 Ⅳs

前期更新世*

中新世

陸上地質層序

時   代

音波探査層相

第四紀*

新第三紀*

後期更新世

Ⅴs

ニセコ火山群

雷電山火山群

黒松内層

八 雲 層

Ⅶs

Ⅵs Ⅷs

鮮新世*

瀬 棚 層
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図 4.2-12 沿岸の海の基本図による海域の火成岩類の分布 

海上保安庁水路部（1995）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図）」（国土地理院）および「ア

ジア航測：赤色立体地図（陸域は国土地理院数値標高データ，海域は日本水路協会発行M7000シリーズ（（一

財）日本水路協会承認 第 2021006 号）を使用）」を使用。海域の等深線図は日本水路協会発行「海底地形デ

ジタルデータ（M7009 北海道西部およびM7010 秋田沖）（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）」を用い

て作成（等深線の間隔は 50 m）。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

ビンノ岬と雷電岬の中間地点の沿岸部で認められるⅦs層は，「音響的不透過層で，起伏に富む上

面で強い反射を示す」とされ，「更新統*の火山岩」に対比されているが，その明確な根拠はない。

また，年代測定データに関する情報は示されておらず，ほかの文献においても見当たらない。 

弁慶岬から北東へ 10 km 沖合の大陸棚外縁で認められるⅧs層は，「音響的不透過層で，起伏に富

む上面で強い反射を示す」とされ，「鮮新統*から中新統の火山岩に対比される」と記されている。

さらに，Ⅷs堆積時には，「渡島半島周辺の大部分が海面下であったと考えられ，水中の火山活動に

よりⅧs層を形成」したと記されているものの，その明確な根拠はない。また，年代測定データに関

する情報は示されておらず，ほかの文献においても見当たらない。 

以上のことから，Ⅶs層およびⅧs層はともに，最新活動年代を評価できる年代測定データが得ら

れていないことと，文献に示された層序についてその明確な根拠が確認できないため，第四紀にお

ける火山活動の有無を判断できない。よって，第四紀における火山活動の履歴が存在することが明

らか，または可能性が高いとはいえない。 

また，「積丹半島付近海底地質図」（岡村・佐藤，2023）では，「火山岩類はVm 層，Vp 層に区

分した」と記載されており，これに加えて「内部構造が不明瞭な音響基盤」とされるBs層も火山
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岩の可能性がある地層・岩体として区分されている（図 4.2-13）。文献調査対象地区の海岸線から

30 km 以内に分布するこれらの地層・岩体は，3ヵ所で確認できる（図 4.2-14）。 

 

 

図 4.2-13 積丹半島付近海底地質図による層序（沿岸海域の火成岩類） 

岡村・佐藤（2023）より一部抜粋し，デジタイジングを行った。太文字は図 4.2-14 に示す火成岩類に相当す

る。 

  

堆積岩 火山岩

Q

中新世

～中新世 Bs Bs

P2

第四紀

後期鮮新世

M Vm

前期鮮新世

Vp

P1
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図 4.2-14 積丹半島付近海底地質図による海域の火成岩類の分布 

岡村・佐藤（2023）に基づき作成。基図として「アジア航測：赤色立体地図（陸域は国土地理院数値標高デー

タ，海域は日本水路協会発行M7000シリーズ（（一財）日本水路協会承認 第2021006号）を使用）」を使用。

海域の等深線図は日本水路協会発行「海底地形デジタルデータ（M7009北海道西部）（（一財）日本水路協会承

認第 2021006 号）」を用いて作成（等深線の間隔は 50 m）。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。図中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

「積丹半島付近海底地質図」（岡村・佐藤，2003）より，Bs：音響基盤－火成岩類，堆積岩類，Vp：Vp 層－

安山岩，玄武岩 

 

Bs 層は内部構造が不明瞭な音響基盤とされており，「内部反射が不明瞭でマウンド状の形態を確

認できない場合は年代不詳の音響基盤とした」と記載がある。地質図の凡例では「火成岩類，堆積

岩類」とされているが，この他の情報がなく，そのいずれであるかを判断することはできない。な

お，上述した海上保安庁水路部（1995）に示されるⅧs 層と分布域が一部，重なる箇所が確認でき

る。Ⅷs層（海上保安庁水路部，1995）は「鮮新統*から中新統の火山岩に対比される」と記されて

おり，第四紀に活動した可能性を否定できない。ただし，年代測定データはいずれの領域において

も取得されておらず，Bs層の明確な形成時期を明らかにすることはできない。 

以上のことから，Bs層は火山岩類であるかも定かではなく，年代測定データも得られていないた

め，第四紀における火山活動の有無を判断できない。よって，第四紀における火山活動の履歴が存

在することが明らか，または可能性が高いとはいえない。 

神恵内堆周辺に分布するVp 層は，「水深 300 mの直径 10 km程度の西に傾動した浸食平坦面を持

つ火山」を構成しており（図 4.2-15），「火山の南側ではこの火山構成層（Vp 層）と P1層とが漸移
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的な関係に見えること」と，P1 層が分布する JH56 地点（図 4.2-14）において「安山岩角礫を含む

火山砕屑岩が得られ，その中の安山岩は 4.14 Ma の年代を示す」ことから，「前期鮮新世の火山と推

定される」との記載がある（岡村・佐藤，2023）。 

 

 

図 4.2-15 神恵内堆とその東側に広がる火山体を横断する反射断面（岡村・佐藤，2023） 

 

また，P1層は寿都海脚まで連続する背斜構造を構成していることから，「（寿都海脚も）同じ年代

の火山性の堆積物からなる可能性が考えられる」とも記載している。ただし，これらの見解はあく

まで推定であり，現段階でこれらの火山活動の明確な時期と範囲を明らかにすることはできない。 

なお，北海道電力（2015，2016）は，岡村・佐藤（2023）が示す Vp 層の分布域を先第三紀～古

第三紀の地層に区分しており，年代観について異なる見解を示している。 

以上のことから，Vp 層は火山体を構成しており，その形成時期は著者により前期鮮新世との見解

が示されているが，Vp 層そのもので測定された年代測定データは得られていない。よって，第四紀

における火山活動の履歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえない一方で，その

可能性を完全に否定することもできない。 

 

4.2.3 貫入岩・岩脈 

本項では，文献調査対象地区の行政界からおおむね 15 km 以内に分布が及ぶ貫入岩，岩脈，岩床，

フィーダー岩脈の分布を整理する。5 万分の 1 地質図幅（山岸ほか，1976；広川・村山，1955；鈴

木ほか，1981；山岸，1984；国府谷・土居，1961；黒沢ほか，1993；久保ほか，1983；土居ほか，

1958）やニセコ地域地熱地質編図（新エネルギー総合開発機構，1987a）に基づいて分布と層序を整

理し，さらに，個別文献（秋葉，1957；秋葉・庄谷，1970；岡村，1984；西来ほか編，2012；北海

道電力，2015；北海道電力，2016）から貫入岩，岩脈に関する情報を抽出し，年代測定値を確認す

ることなどにより，（1）第四紀の貫入岩・岩脈，（2）貫入時期が明らかでない貫入岩・岩脈，（3）

第四紀より前の活動であることが明らかな貫入岩・岩脈に整理した。なお，文献において，古第三

紀より前に区分されている基盤岩類等については，第四紀の活動でないことが明らかであると判断

し，検討対象に含めなかった。 
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（1）第四紀の貫入岩・岩脈 

文献調査対象地区およびその周辺地域において，5 万分の 1 地質図幅に基づき貫入岩・岩脈の分

布を整理した結果，第四紀の火成活動に伴うものである可能性が高い 5 つの岩脈が認められた（図 

4.2-16）。このうち 4 つは，「島古丹」図幅（山岸ほか，1976）に示される「安山岩岩脈-普通輝石し

そ輝石安山岩（Ad）」である。同図幅説明書では，「雷電岬火山角礫岩を貫く多数の小岩脈がみられ

る。これらの岩脈は（中略）雷電岬火山角礫岩層にはさまれる塊状溶岩とよく似ており，それらの

火山岩けいの可能性がある」とされている。4.1.2 に示したとおり，「雷電岬火山角礫岩層」は第四

紀の活動に伴う地層・岩体であり，これを貫く岩脈であることから，本岩脈は第四紀の火成活動に

伴う岩脈と考えられる。また，もう 1 つは「岩内」図幅（広川・村山，1955）に示される「雷電火

山‐岩内岳噴出物‐岩脈‐橄欖石玄武岩（B）」であり，同図幅説明書では，岩内岳熔岩の「頂上近

くには岩脈状をなし，堅硬，緻密な橄欖石玄武岩が突出している」と示されている。4.1.2に示した

とおり，「岩内岳熔岩」は第四紀の火成活動に伴う地層・岩体であり，この活動に伴う岩脈であるこ

とが読み取れることから，本岩脈も第四紀の活動に伴う岩脈と考えられる。なお，これらはすべて

文献調査対象地区内には分布しない。 
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図 4.2-16 5万分の 1地質図幅による第四紀の貫入岩・岩脈の分布 

1：山岸ほか（1976），2：広川・村山（1955）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および

傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づ

く。図中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：5万分の 1地質図幅「島古丹」（山岸ほか，1976）より，Ad： 安山岩岩脈‐普通輝石しそ輝石安山岩 

2：5万分の 1地質図幅「岩内」（広川・村山，1955）より，B：雷電火山‐岩内岳噴出物‐岩脈‐橄欖石玄武

岩 

 

さらに，ニセコ地域地熱地質編図（新エネルギー総合開発機構，1987a）に基づき貫入岩・岩脈の

分布を整理した結果，第四紀の火成活動に伴うものであることが明らかであると考えられる 8 つの

貫入岩・岩脈が認められた（図 4.2-17）。 

これらはすべて「貫入岩類‐両輝石安山岩（An）」として地質図に示されており，このうち，7つ

の岩脈は雷電岬火山角礫岩層を貫いている。新エネルギー総合開発機構（1987a）では「雷電岬火山

角礫岩層の活動中に貫入したものと考えられる」とされており，岩内町セバチ鼻北方の岩脈で 2.0±

0.2 Ma（新エネルギー総合開発機構，1985），岩内町雷電温泉北方の岩脈において 2.37±0.51 Ma（新

エネルギー総合開発機構，1986）の全岩 K–Ar 年代が得られていることからも，第四紀の火成活動

に伴う貫入岩・岩脈であることが明らかといえる。 

また，残りの 1 つである蘭越町尻別岬付近の岩脈は，「磯谷層を貫く岩脈」（新エネルギー総合開

発機構，1986）であるが，詳細は記されておらず，ニセコ・雷電火山群の活動に伴うものか，ある

いは別の活動によるものかなどは不明である。2.3±0.3 Ma の全岩K–Ar年代（新エネルギー総合開

発機構，1985）が得られていることから，第四紀の火成活動に伴う貫入岩・岩脈であることは明ら
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かといえる。 

なお，これらの貫入岩・岩脈は，いずれも文献調査対象地区内には分布しないが，蘭越町尻別岬

付近の岩脈は文献調査対象地区の近傍に位置している。 

 

 
図 4.2-17 ニセコ地域地熱地質編図による第四紀の貫入岩・岩脈の分布および年代測定値 

新エネルギー総合開発機構（1985，1986，1987a）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図お

よび傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に

基づく。図中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：「ニセコ地域地熱地質編図 1/100,000」（新エネルギー総合開発機構，1987a）より，An：貫入岩類‐両輝石

安山岩 

 

（2）貫入時期が明らかでない貫入岩・岩脈 

ここでは，5 万分の 1 地質図幅に基づき，文献調査対象地区およびその周辺地域における貫入時

期が明らかでない貫入岩・岩脈の分布を整理した。その結果を図 4.2-18に示す。 
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図 4.2-18 貫入時期が明らかでない貫入岩・岩脈の分布（5万分の 1地質図幅） 

1：鈴木ほか（1981），2：山岸（1984），3：黒沢ほか（1993），4：久保ほか（1983）に基づき作成。基図と

して「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行

政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：5万分の 1地質図幅「寿都」（鈴木ほか，1981）より，Qp：貫入岩類‐石英斑岩，Bt：貫入岩類‐玄武岩，

Ah：貫入岩類‐角閃石安山岩，Ad：貫入岩類‐しそ輝石普通輝石安山岩 

2：5万分の 1地質図幅「歌棄」（山岸，1984）より，Ba：玄武岩岩脈，Da：石英安山岩岩脈，Bd：玄武岩質

安山岩岩脈 

3：5万分の 1地質図幅「大平山」（黒沢ほか，1993）より，Do：貫入岩類‐粗粒玄武岩，A1：貫入岩類‐安

山岩Ⅰ，Da：貫入岩類‐石英安山岩，Ry：貫入岩類‐流紋岩 

4：5万分の 1地質図幅「長万部」（久保ほか，1983）より，A：貫入岩類‐変質安山岩，岩脈：ガロ川火山岩

類‐紫蘇輝石普通輝石安山岩岩脈 

 

このうち，文献調査対象地区内に分布する貫入岩・岩脈の貫入時期については，以下の記載があ

る。 

・ 石英斑岩（Qp）（鈴木ほか，1981）は，寿都層（中新世）を貫くとされ，「迸入時期は，岩質

と被迸入岩などから，中新世後期と推定される」と記載があるものの，明確に第四紀の活動

によるものでないことを否定できる根拠は見当たらない。当該石英斑岩の年代測定データは

得られていないが，本岩体のうち大きいものの西縁が断層で切られており，この断層は鮮新

世に開始したと考えられる褶曲運動に伴う層面すべり断層である可能性（技術的観点からの
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検討のうち地形，地質・地質構造に関する説明書（以下，説明書「地形，地質・地質構造」

という）を参照）を考慮すると，貫入時期は鮮新世以前であることも考えられる。 

・ 角閃石安山岩（Ah）（鈴木ほか，1981）は，寿都港南側と歌島川最上流部で岩質に相違がある

との説明がある。寿都港南側の貫入岩は，「強く変質していることから，寿都層（補記：中新

世）の下部安山岩質火砕岩層堆積直後の貫入」と推定され，歌島川最上流のものは，「永豊層

（補記：中新世）の安山岩質火砕岩層中に見出される角閃石安山岩とほぼ同時期であろう」

と推定されているが，明確な根拠はない。なお，上述の石英斑岩（Qp）と同様に，本岩体の

西縁も断層で切られており，この断層は鮮新世に開始したと考えられる褶曲運動に伴う層面

すべり断層である可能性（説明書「地形，地質・地質構造」を参照）を考慮すると，貫入時

期は鮮新世以前であることも考えられる。 

・ 紫蘇輝石普通輝石安山岩（Ad）（鈴木ほか，1981）は，「寿都半島や折川などに小岩脈として

発達しており，迸入方向は一定していない。永豊層（補記：中新世）の安山岩質火砕岩層を

貫いている」との説明がある。また，図幅から，折川右岸で八雲層および石英安山岩溶岩（Dl）

に貫入していると読み取ることができる。また，上述の石英斑岩（Qp）および角閃石安山岩

（Ah）と同様に，本岩体の西縁も断層で切られており，この断層は鮮新世に開始したと考え

られる褶曲運動に伴う層面すべり断層である可能性（説明書「地形，地質・地質構造」を参

照）を考慮すると，貫入時期は鮮新世以前であることも考えられる。 

・ 玄武岩（Bt）（鈴木ほか，1981）についても，「折川層・寿都層および永豊層（補記：いずれ

も中新世）を貫いている」（鈴木ほか，1981）とされているが，このほかの情報がなく，貫入

時期は明らかでない。 

・ 山岸（1984）に示される玄武岩岩脈（Ba）は，「磯谷層の水冷破砕岩を貫いている」と記載が

あり，図幅からは尻別川層に覆われていると読み取れる。よって，尻別川層堆積以前の活動

に伴うものであると推定されるが，北海道電力（2015）は尻別川層に挟在する凝灰岩から約

3.2～1.7 Maの FT 年代を報告しており，第四紀の活動に伴うものである可能性が残されてい

る。 

 

このほか，文献調査対象地区の外に分布する貫入岩・岩脈の貫入時期については，以下の記載が

ある。 

・ 山岸（1984）に示される石英安山岩岩脈（Da）は，「図幅中央部の石英安山岩は磯谷層の水冷

破砕岩などを貫き，図幅南東部のそれは，花こう岩と磯谷層の境界部を貫いている」と記載

があるが，このほかの情報がなく，貫入時期は明らかでない。 

・ また，玄武岩質安山岩岩脈（Bd）（山岸，1984）は，「チョポシナイ川層の流紋岩類と花崗岩

類を貫いている」と記載があるが，このほかの情報がなく，貫入時期は明らかでない。 

・ 黒沢ほか（1993）に示される貫入岩類－粗粒玄武岩（Do）は，「図幅の東部に分布し，花崗岩

類・訓縫層・八雲層および黒松内層に貫入している」と記載があるが，黒松内層堆積後の活

動であり，第四紀に活動した可能性を否定できない。 

・ 貫入岩類‐安山岩Ⅰ（A1）（黒沢ほか，1993）は，「マス川層，訓縫層，メップ沢層および八

雲層に貫入」と記載があるが，このほかの情報がなく，貫入時期は明らかでない。 

・ 貫入岩類－石英安山岩（Da）（黒沢ほか，1993）は，「黒松内川北方において，ほぼ東西方向
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に八雲層の泥岩中に貫入（中略）本岩脈がさらに安山岩Ⅰによって貫入されている」と記載

があるものの，安山岩Ⅰと同様に貫入時期は明らかでない。 

・ 貫入岩類－流紋岩（Ry）（黒沢ほか，1993）は，「泊川層群およびマス川層などにおもに岩脈

状に貫入しているのが認められる」と記載があるが，このほかの情報がなく，貫入時期は明

らかでない。 

・ 久保ほか（1983）に示される貫入岩類‐変質安山岩（A）は，「八雲層上部の硬質頁岩中に幅

数m の規模で産する（中略）一部は黒松内層変質安山岩部層中にも貫入している（中略）そ

の位置関係や鏡下の特徴から，前記変質安山岩部層と同一の火成活動によってできたと考え

られる」と記載があるものの，詳細な活動時期に関する情報はなく，貫入時期は明らかでな

い。 

・ ガロ川火山岩類－紫蘇輝石普通輝石安山岩岩脈（久保ほか，1983）は，ガロ川火山岩類は 4.2.2

（2）に示すとおり，第四紀の活動に伴うものであることを否定できず，本岩脈も同様と判断

する。なお，図幅から，一部の岩脈は第四紀*－完新世の氾濫原堆積物の分布域に跨って発達

していると読み取ることができるが，詳細は記されていない。 

以上のことから，5万分の 1 地質図幅（山岸ほか，1976；広川・村山，1955；鈴木ほか，1981；山

岸，1984；国府谷・土居，1961；黒沢ほか，1993；久保ほか，1983；土居ほか，1958）から抽出さ

れた貫入岩・岩脈については，貫入時期を特定できる年代測定データや層序の情報が得られていな

いことから，第四紀における火山活動の有無を判断できない。よって，第四紀における火山活動の

履歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえない。 

 

また，ニセコ地域地熱地質編図（新エネルギー総合開発機構，1987a）に基づき，文献調査対象地

区およびその周辺地域における貫入時期が明らかでない貫入岩・岩脈の分布を整理した。その結果

を図 4.2-19 に示す。 
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図 4.2-19 貫入時期が明らかでない貫入岩・岩脈の分布（ニセコ地域地熱地質編図） 

1：新エネルギー総合開発機構（1987a）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量

図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図

中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：「ニセコ地域地熱地質編図1/100,000」（新エネルギー総合開発機構，1987a）より，Bt：貫入岩類‐玄武岩，

粗粒玄武岩 

 

当該貫入岩は，文献調査対象地区内に分布しており，分布位置からみて 5 万分の 1 地質図幅「歌

棄」（山岸，1984）の玄武岩岩脈（Ba）に対応すると考えられるが，山岸（1984）とは異なり，尻別

川層に覆われる様子は描かれておらず，新エネルギー総合開発機構（1987a）では「磯谷層を貫いて

いる」とのみ記載がある。このほかの情報がなく，貫入時期は明らかでない。以上のことから，当

該玄武岩岩脈は，貫入時期を特定できる年代測定データや層序の情報が得られていないことから，

第四紀における火山活動の履歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえない。 

 

さらに，個別文献を調査した結果，秋葉（1957），秋葉・庄谷（1970），岡村（1984），西来ほか編

（2012），北海道電力（2015），北海道電力（2016）において，文献調査対象地区およびその周辺地

域の貫入岩・岩脈に関する記載が認められた（図 4.2-20）。 
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図 4.2-20 その他の文献に示される貫入岩・岩脈の分布 

秋葉（1957），秋葉・庄谷（1970），岡村（1984）©日本地質学会，西来ほか編（2012），北海道電力（2015），北海

道電力（2016）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使

用。海域の等深線図は日本水路協会発行「海底地形デジタルデータ（M7009 北海道西部およびM7010 秋田沖）

（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）」を用いて作成（等深線の主曲線の間隔は10 m，計曲線の間隔は

50 m）。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

いずれも年代測定データの報告はない。以下に，各文献の記載内容の概要を示す。 

・ 岡村（1984）は，寿都半島北部に認められる 5つの貫入岩体について，「いずれも円形～楕円

形に近い平面形態を示す岩株である」と記載しており，岩脈については，「寿都湾周辺には岩

脈が多数認められる。これらの多くは周囲のハイアロクラスタイトと同質岩であることから，

フィーダーダイクと考えられる」と記載している。また，寿都湾を中心とした放射状岩脈が

貫入していると考えられること，月越火砕岩層は寿都湾を中心とする中心噴火によってもた

らされたものと考えられることも指摘している。ただし，月越火砕岩層や岩脈の年代測定デ

ータに関する情報はなく，これらの活動時期を特定することはできない。なお，「安山岩質貫

入岩類」として文献調査対象地区北東端部に示される貫入岩は，4.2.1に示した磯谷溶岩に対

応するものと考えられる。 

・ 秋葉（1957）では，寿都町内，潮路鉱山附近に「角閃石石英安山岩々脈」が示されている。

中新世およびそれ以前の活動によるものとされている「含石英角閃石安山岩」を貫くとされ

ているが，そのほかの情報はない。 
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・ 北海道電力（2015）では，寿都町外に分布する貫入岩類として，流紋岩の位置が示されてい

る。 

・ 西来ほか編（2012）では，寿都町の北東，沿岸地域において複数箇所，「岩脈」としてその位

置が示されている。ただし，その抽出方法など，詳細については記されていない。 

・ 北海道電力（2016）では，尻別川河口の西方沖に，新第三紀鮮新世に形成されたとする貫入

岩Ⅷの分布が局所的に示されている。ただし，北海道電力（2015）の地層対比表では，第四

紀中期更新世として示されており，異なる見解が示されている。本貫入岩は，鮮新世～前期

更新世に堆積したとされるⅤ層に貫入しており，その活動時期は第四紀を含む可能性がある

が，年代測定データに関する情報はない。これらの層序区分の根拠として北海道電力（2015）

は，「海上音波探査で認められる反射面の連続性，下位層との不整合関係，堆積構造及び反射

パターンの特徴」を挙げている。 

以上のことから，個別文献から抽出された貫入岩・岩脈については，貫入時期を特定できる年代

測定データや層序の情報が得られていないため，第四紀における火山活動の有無を判断できない。

よって，第四紀における火山活動の履歴が存在することが明らか，または可能性が高いとはいえな

い。 

 

（3）第四紀より前の活動であることが明らかな貫入岩・岩脈 

5 万分の 1 地質図幅をもとに貫入岩・岩脈の分布を整理した結果，第四紀の活動でないことが明

らかであるものとして，図 4.2-21 に示す貫入岩・岩脈が認められた。 
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図 4.2-21 第四紀の活動でないことが明らかな貫入岩・岩脈の分布（5万分の 1地質図幅） 

1：山岸（1984）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を

使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図中の記号（地層・岩体

名など）については以下を参照。 

1：5万分の 1地質図幅「歌棄」（山岸，1984）より，Gr：花崗岩類，Fd：磯谷層－輝石安山岩質フイダーダイ

ク 

 

山岸（1984）に示される「花崗岩類（Gr）」は，「チョポシナイ川層の流紋岩類と磯谷層の水冷破

砕岩類を貫くか，またはそれらと断層で接している。なお，河野・植田（1967）によると，K–Ar年

代は 8 Ma とされている」との記載があり，年代測定値から後期中新世の活動によるものと考えら

れ，層位学的関係にも矛盾は見られない。なお，石原ほか（1998）は，「河野・植田（1967）による

上月名岩体（当該花崗岩類のことを指す）の測定値は新しい壊変常数に基づくと 9.3 Ma と再計算さ

れる」と記載しており，当該花崗岩類の活動時期は 8 Ma よりもやや古い可能性が考えられる。 

以上のことから，「花崗岩類（Gr）」は，年代測定値が明確に中新世の年代を示し，それに相反す

る見解が認められないことから，第四紀以前の活動に伴う貫入岩であることが明らかであると認め

られる。 

 

また，同じく山岸（1984）に示される「磯谷層輝石安山岩質フイダーダイク（Fd）」について，「（磯

谷層の）水冷破砕岩には，これらを供給したフィダーダイクが多数ともなわれる」と説明されてい

る。広瀬ほか（2000）において，磯谷層のK–Ar 年代は 8.48±0.43 Ma と示されており，新エネルギ

ー総合開発機構（1985）においても，6.6±0.4 Ma，5.1±1.1 Ma の全岩K–Ar年代が測定されている。
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さらに，本層より，以下の生層序区分帯に属する珪藻化石が産出している。 

・ Koizumi (1985)のNeodenticula 9 kamtschatica 帯（6.60～5.10 Ma）（Sagayama, 1997） 

・ Denticulopsis katayamae 帯（斎藤（1999）では，9.16～8.6 Ma）（北海道電力，2015） 

・ Yanagisawa and Akiba (1998)のN. kamtschatica 帯 7Baおよび 7Bb（6.4～3.9 - 3.5 Ma）（菅原・嵯

峨山，2022） 

これらのことから磯谷層は中新世～鮮新世の地層と判断でき，磯谷層を供給した当該フィーダー

岩脈も同時期に活動したものと判断した。 

以上のことから，「磯谷層輝石安山岩質フイダーダイク（Fd）」は，磯谷層との関係が明示されて

おり，年代測定値が明確に中新世の年代を示すことから，第四紀より前の活動に伴う貫入岩である

ことが明らかであると認められる。 

 

また，ニセコ地域地熱地質編図（新エネルギー総合開発機構，1987a）をもとに貫入岩・岩脈の分

布を整理した結果，第四紀の活動でないことが明らかであるものとして，図 4.2-22 に示す貫入岩が

認められた。 

  

 
9 Koizumi (1985)では「Denticulopsis」の表記だが，ここではSagayama (1997)の表記に従っている。Koizumi (1985)出版後の

属変更を反映しているものと考えられる。 
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図 4.2-22 第四紀の活動でないことが明らかな貫入岩・岩脈の分布 

1：新エネルギー総合開発機構（1987a）に基づき作成。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量

図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。図

中の記号（地層・岩体名など）については以下を参照。 

1：「ニセコ地域地熱地質編図 1/100,000」（新エネルギー総合開発機構，1987a）より，Gr：貫入岩類－花崗岩 

 

「貫入岩類－花崗岩（Gr）」は，「K–Ar年代は 7.9±0.4 Ma を示し，歌棄図幅内に分布する花崗岩

のK–Ar 年代の 8 Ma とほぼ等しい」と記載があることから，中新世の活動によるものと判断した。 

以上のことから，「貫入岩類－花崗岩（Gr）」は，年代測定値が明確に中新世の年代を示し，それ

に相反する見解が認められないことから，第四紀より前の活動に伴う貫入岩であることが明らかで

あると認められる。 
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4.3 新たな火山が生じる可能性 

本節では，文献調査対象地区における新たな火山が生じる可能性について検討するため，関連す

る情報を整理する。具体的には，評価の考え方（1.2 参照）に従って，火山の発生メカニズムの地域

性を踏まえたマグマの発生条件の成立性について示したうえで（4.3.1），現在の地殻およびマントル

最上部におけるメルトの存在に関する知見を整理する（4.3.2）。さらに，より深部から地殻にメルト

が貫入する可能性に関連する情報として，マントルウェッジにおけるメルトの生成と移動に関連す

る知見を整理する（4.3.3）。 

 

4.3.1 火成活動のメカニズム 

文献調査対象地区が位置する東北日本では，北米プレート（またはオホーツクプレート）の下に

太平洋プレートが沈み込んでおり（以下，沈み込んだプレートを「スラブ」という。），西南北海道

以南の東北日本弧とそれ以北の千島弧から構成される。北海道では火山フロントが見られ，文献調

査対象地区はその背弧域に位置している（3.1.1参照）。 

スラブの沈み込みに伴う火成活動のメカニズムは，以下のように考えられている（例えば，中島，

2016）。 

① スラブの沈み込みに伴う温度，圧力の上昇による含水鉱物の脱水分解と高温のマントルウェ

ッジへの水の放出 

② 加水に伴うカンラン岩の融点低下によるマントルウェッジ中心付近でのメルトの生成 

③ マントル上昇流によるマントルウェッジ内でのメルトの移動とモホ面直下での蓄積 

④ 地殻内へのメルトの貫入とマグマ溜りの形成 

⑤ マグマ溜りから供給されたマグマの地表への到達による火山噴火 

メルトは，①のスラブからの流体の供給と，②の含水カンラン岩が溶融する温度・圧力が達成さ

れる場所で生じることになる。中島（2016）による既存文献のレビューによると，スラブ起源流体

の付加によりカンラン岩の融点は約 1,000℃に低下すること，この融点は圧力（深さ）にほとんど依

存しないこと，背弧側のマントルウェッジでは広い範囲で 1,000℃以上の温度を維持できることが

指摘されている。 

③のスラブから放出された流体や生成されたメルトの移動経路は，主に地震波不均質構造に基づ

いて議論されている（例えば，Nakajima et al., 2001；Kita et al., 2014）。東北地方や北海道のマントル

ウェッジでは，図 4.3-1 に示すように，背弧域の深部から火山フロント下のモホ面付近まで連続す

る顕著な地震波低速度域が，沈み込む太平洋プレートにほぼ平行に分布しており，この分布域がメ

ルトの供給路であると考えられている（中島，2017）。また，長谷川ほか（2004，2012）によると，

東北地方の背弧域ではメルトの一部が離脱し，直上に上昇するモデルが示されている。 

以上のように東北日本では，背弧域のマントルウェッジで生成されたメルトが上昇し，地表から

噴出することで，火山が形成されると考えられている。このように理解されている大局的なメカニ

ズムから見れば，現在マグマの発生条件が背弧域で成立していることを単純に否定することは難し

い。 

①～④の過程で生じる現象については，様々な研究が行われている。①および②については，こ

れに関与するマントルウェッジの温度構造等に関する数値シミュレーションに基づいて，メルトの

生成場と火山の分布傾向との関連性について説明が試みられている（4.3.3（1）参照）。③について
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も同様に，地震波不均質構造と火山の分布傾向との関連性について説明が試みられている（4.3.3（2）

参照）。④については，地下の温度構造，物性値の分布，地下水等の化学特性に関する情報を用いて，

地殻やマントル最上部にメルトが賦存する領域を推定した事例が報告されている（例えば，Umeda 

et al., 2007）。4.3.2 ではこれらの情報を整理する。 

 

 

図 4.3-1 東北日本における流体の移動経路に関する概念図（長谷川ほか，2004） 

 

4.3.2 地殻～マントル最上部におけるメルトの存在 

地殻～マントル最上部のメルト（本項では，マグマや部分溶融域を含むものとする）の存否や分

布については，地下の熱源を示す温度構造に関する情報に加えて，流体の分布を示す地震波速度構

造等の物理特性に関する情報，マントル起源物質の地表への供給を示す地下水・付随ガスのヘリウ

ム同位体比（3He/4He）等の地球化学的情報を用いて推定された事例が報告されている（例えば，

Umeda et al., 2007）。本項では 1.2.5 に示す評価の考え方に従い，4.3.2（1）に地下温度構造に関する

情報（地殻熱流量，キュリー点深度，地震発生層の下面深度），4.3.2（2）に地下水等の化学特性に

関する情報（地下水・付随ガスのヘリウム同位体比，Li/Cl比），4.3.2（3）に地下深部の物理特性に

関する情報（地震波速度・減衰構造，比抵抗構造，低周波地震）を整理する。 

 

（1）地下温度構造に関する情報 

（i）キュリー点深度 

キュリー点深度は，岩石が磁性を失う温度に達する深度を指し（大久保，1984），地下の熱構造を

とらえるために用いられている（例えば，田中ほか，1997）。ただし，キュリー点深度に対応する温

度は，約 450℃（Okubo et al., 1989）や 500℃前後（大久保ほか，1997）といったようにその見積り

には幅がある。また，キュリー点深度は比較的広範囲の平均的な温度構造を反映すると考えられ，

数十～数百 km 四方の平均的な深度となる。そのため火山の局所的な熱異常は無視されることが多

いこと（田中ほか，1997；大久保ほか，1998）に留意が必要である。 

日本列島のキュリー点深度は，等深度線図として大久保（1984）およびOkubo et al. (1989)により
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示されている。大久保（1984）によると，地熱地帯のほとんどではキュリー点深度が浅く，最も浅

い地域で 7 km以浅となること，逆に最も深いキュリー点深度は 15～16 km であること，深度 8 km

以浅を示す浅いキュリー点深度の地域と火山フロントはよく一致することが指摘されている。 

図 4.3-2 に，大久保（1984）によるキュリー点深度の等深線図のうち，北海道における分布を示

す。これによると，文献調査対象地区および周辺のキュリー点深度は 6～10 km であることが示さ

れている。このうちニセコ・雷電火山群の周辺では最も浅く，周辺に比べて高温であることを示唆

する相対的に浅いキュリー点深度（深さ 6～7 km）の領域が分布する。 

文献調査対象地区はこの領域の周縁部に位置し，火山フロントと同程度の概ね 7～8 km であるこ

とが示されている。ただし，これは数十～数百 km 四方の平均的な深度を示している（大久保ほか，

1998）ことに留意が必要である。 

このことを考慮すると，ニセコ・雷電火山群の地下深部は周囲に比べて高温である可能性が考え

られるが，文献調査対象地区の地下深部が周囲に比べて高温である可能性については明らかでない。 

 

 

図 4.3-2 北海道におけるキュリー点深度等深線図 

大久保（1984）より一部抜粋し，北海道地方のみを転載した。 

 

（ii）地殻熱流量 

地殻熱流量（単位面積，単位時間あたりの熱流出量）は，地球内部から地表に向かって熱伝導に

より運ばれる熱のことであり，火山や地熱地帯などで顕著にみられる物質の流動に伴って放出され

る熱量は含まない（田中ほか，2004）。地殻熱流量から解釈される温度構造の多くは，比較的地下浅

部で卓越する流体による熱移動を無視できる地域の地下数十 km 程度にわたるものであり，地下深

部の熱源分布に関するものである（大久保，1993）。Tanaka et al. (2004)によると，国内で高い地殻熱

流量を示す領域は火山地帯や地熱地帯によく対応すること，とくに九州南部では火山から遠ざかる

につれて低下する傾向が認められることが指摘されている。 
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国内の地殻熱流量の分布は，田中ほか（2004），Tanaka et al. (2004)などによって示されており，そ

れらの測定データは田中ほか（2019）に取りまとめられている。図 4.3-3 に，田中ほか（2019）に

基づく地殻熱流量の分布を示す。これによると，地殻熱流量の測定点は，主にニセコ・雷電火山群

とその周辺地域に分布し，その他の地域における測定データは僅かである。このうち最も高い地殻

熱流量はニセコ・雷電火山群の東部で認められ，275 mW/m2を示す。 

しかし，文献調査対象地区には測定点が分布しておらず，温度構造は明らかでない。 

 

 

図 4.3-3 文献調査対象地区周辺の地殻熱流量分布 

第四紀火山は中野ほか編（2013），地殻熱流量は田中ほか（2019）に基づき作成。基図として「地理院タイル

（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。 

 

（iii）地震発生層の下限深度 

鉛直方向における浅発地震（低周波地震を除く）の活動範囲を指す地震発生層の深さは，場所に

より異なることが知られており，地震発生層の深さの下限（以下，下限深度という。）と地殻深部の

温度構造の関連性が指摘されている（例えば，田中，2009；Omuralieva et al., 2012）。例えば，東北地

方の脊梁山地における事例によると，上部マントルからの高温物質の貫入により温度が局所的に高

くなり，下限深度は局所的に浅くなる（長谷川ほか，2004）ことが指摘されている。 

図 4.3-4 に，気象庁の「地震月報」（気象庁ホームページ b）に基づき，文献調査対象地区周辺の

深さ 50 km 以浅で発生した地震の震源分布を示す。図に示す地震は，国内の地震検知能力が飛躍的

に向上したとされる 1997 年 10 月（中村，2006）から 2022 年 3月までの期間において深さ 50 km以

浅で発生し，震源決定精度が良好と考えられる 10  通常地震および低周波地震である。このうち通

 
10 震源を固定せずに震源決定され，マグニチュードが推定されており，参考震源とされていないものを震源決定精度が良

好なデータとみなした。 
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常地震は，震源深さの誤差が 2 km よりも小さい震源データを震源決定精度が良好なデータとして

プロットした。低周波地震は発生の有無に着目するため（4.3.2（3）（ⅰ）参照），震源深さの誤差によ

る制限を設けずにプロットした。 

これによると下限深度は，場所によって異なるものの深さ 10～15 km程度であると見られる。ま

た，ニセコ・雷電火山群，写万部山，狩場山，カスベ岳の近傍では，深さ 10 kmまたはそれよりも

浅く，その周辺では相対的に深い傾向が見られる。これに対して低周波地震の震源が分布する黒松

内低地帯北部では，これらの第四紀火山の近傍に比べて深く，下限深度は 15 km程度であると読み

取ることができる。 

文献調査対象地区の陸域では深さ 10 km以深に少数の震源が分布するが，地震活動度は低い。こ

のため，下限深度は明瞭ではなく，温度構造は明らかでない。なお，Omuralieva et al. (2012)には国内

の地震発生層下限深度分布が示されている。詳細な深さは異なるが，以上に示した下限深度のパタ

ーン・傾向と大きく矛盾しないと考えられる。 

 

 

図 4.3-4 文献調査対象地区周辺の震源分布 

震源分布は気象庁ホームページ b（データ期間：1997 年 10 月から 2022 年 3 月），第四紀火山の分布は中野

ほか編（2013）に基づき作成。断面図に示す震源は断面位置から片幅 10 km以内で発生した地震。 

 

（2）地下水等の化学特性に関する情報 

（i）ヘリウム同位体比 

森川ほか（2019）によると，上部マントル起源のヘリウムはマグマや熱水流体を介して地表付近

に運ばれるため，火山ガス，深層ガス，温泉水・ガスなどに含まれるヘリウムガスの同位体比（3He/ 
4He）を測ることにより，マントル物質およびマントルを通過した流体の地球表層への到達を検出で

きるとされている。ここで，大気の 3He/ 4He（=1.4×10-6）を 1 Ra とした場合，地殻で生成される
3He/ 4He は，岩石中のウランやトリウムの放射壊変の影響が大きく，約 0.01 Ra程度と非常に低い。
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一方，上部マントル起源のヘリウムは 8±1 Ra（森川ほか，2019）であることが知られている。 

日本列島における地下水等の 3He/4He を示した Sano and Nakajima (2008)によれば，4 Ra 以上の高

い 3He/4He は主に火山地域に分布し，2 Ra 未満の低い 3He/ 4He は主に非火山地域に分布する傾向が

あることが指摘されている。また，Sakamoto et al. (1992)では，御岳や草津白根などの火山について，
3He/ 4He が火山からの距離とともに減少する傾向が見られることが示されている。 

国内の測定値は草野ほか（2012）によって整理されている。図 4.3-5 に，草野ほか（2012）に基

づく 3He/ 4He の分布を示す。これによると，3He/ 4He の測定データは分布に乏しく，ニセコ・雷電

火山群の東部において 7.64×10-6（大気の 3He/ 4He（=1.4×10-6）と仮定して換算すると約 5.5 Ra）

（Sano and Wakita, 1985）を示す。 

文献調査対象地区における測定データはなく，火山地域で見られているようなマントル起源ヘリ

ウムの地表への供給は明らかでない。 

 

図 4.3-5 文献調査対象地区周辺の 3He/4He分布 
3He/4Heは草野ほか（2012），第四紀火山は中野ほか編（2013）に基づき作成。3He/4He（R）の分布は大気の

3He/4He（=1.4×10-6）を 1 Raとして表示。基図として「地理院タイル（陰影起伏図および傾斜量図）」（国土地

理院）を使用。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（ii）Li/Cl比 

Li/Clは，風早ほか（2014）により提案された，マグマ起源水を含むスラブ起源深部流体の地下水

への混入に関する指標であり，深部から上昇してくる高温を経験した熱水成分の Li 濃度が高いこ

と，深部から上昇する熱水がNaCl 型であると考えられることに基づいている。風早ほか（2014）に

よると，上記の指標をCl 濃度 200 mg/L 以上かつLi/Cl が 0.001 以上の水（地下水）としており，山

陰の火山列上などの地域で Li/Cl が高い流体の上昇が認められることを指摘している。ただし，風

早ほか（2015）は，Li/Cl が 0.001 未満であってもCl 濃度 200 mg/L 以上である場合について，この

指標からは外れるが，低い Li/Cl を持つ古い海水とスラブ起源水が混合した結果の可能性を否定し
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ない値を持つことを指摘している。 

風早ほか（2015）は，日本列島において 200 mg/L 以上のCl 濃度をもつ深層地下水・湧水を対象

として，一定の範囲で区切ったメッシュごとのLi/Clを示している。図 4.3-6 に，文献調査対象地区

周辺のLi/Cl 分布（風早ほか，2015）を示す。これによると，文献調査対象地区の南西方および南方

にCl 濃度 200 mg/L以上かつLi/Clが 0.001 以上に該当する領域が示されている。 

文献調査対象地区では，東部および西部ではデータが示されていないものの，中央部ではCl 濃度

が 200 mg/L 以上かつ Li/Cl が 0.001 未満のデータが示され，スラブ起源深部流体に関する指標から

は外れるが，スラブ起源深部流体が混合した可能性を否定しない領域が確認される。 

以上のことから，文献調査対象地区ではスラブ起源深部流体の寄与を明確に示す Li/Cl は報告さ

れていないが，スラブ起源深部流体が混合した可能性を否定しない Li/Cl が報告されている。ただ

し，詳細な測定地点の位置が明らかでなく，スラブ起源深部流体が混合した可能性を否定しない領

域を明らかにすることはできなかった。 

 

 
図 4.3-6 文献調査対象地区周辺の Li/Cl分布 

風早ほか（2015）に行政界を追記。寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づ

く。 

 

（iii）水素・酸素同位体比 

地下水中に含まれる天水起源の水，マグマ起源水，下部地殻やスラブから供給される深部上昇水，

海水などの各種起源の水はそれぞれ特徴的な同位体組成を持っていることが知られており（産業技

術総合研究所深部地質環境研究センター，2007），水素・酸素同位体比は地下水の起源推定にしばし

ば用いられる。 

文献調査対象地区を含めた北海道の地下水の起源については，この水素・酸素同位体比等を用い
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て松波（1995）および松波・鈴木（1997）によって推定されている。図 4.3-7 に，松波・鈴木（1997）

による水素・酸素同位体比を示す。文献調査対象地区の坑井における測定値は，松波（1995）と松

波・鈴木（1997）とで異なる名称で示されているが，両者の水素・酸素同位体比組成の値が一致す

ることから一つの坑井で測定されたものであるとみなした。また，松波（1995）に示されている各

種の化学組成分析値が産業技術総合研究所地質調査総合センターホームページ d に示される分析値

と整合的であることから，坑井 437-004における測定値であるとみなした。 

松波（1995）によれば，この水素・酸素同位体比は天水と海水を結ぶラインに接近してプロット

されることから，海水と天水の混合系であると指摘されている。また，松波・鈴木（1997）による

と，図 4.3-7 に示される北海道において測定された水素・酸素同位体比については，「高温火山ガス

（δD≒-15～-35‰，δ18O≒+5～+8‰）が明らかに関与していると推定されるものは含まれていな

いとみられる」と指摘されている。 

以上のことから，文献調査対象地区において水素・酸素同位体比をもとに地下水の起源を推定し

た事例は乏しく，マグマ起源水の関与を明らかに示す知見は見られない。 

 

 

図 4.3-7 北海道における地下水の水素・酸素同位体比 

松波・鈴木（1997）に坑井のコード番号を一部加筆（図中の一部で D が 2H とされている）。対応する坑井は

名称などを参考に整理。坑井の位置は図 3.2-3を参照。 

 

（3）地下深部の物理特性に関する情報 

（i）低周波地震 

通常の地震に比べて周期の長い地震波が卓越する低周波地震は，その多くが火山の火口や火道近

傍の地殻極浅部や火山周辺の下部地殻～マントル最上部で発生し，マグマあるいはH2Oを主成分と

する地殻流体の移動で（あるいはそれに密接に関わって）発生すると考えられてきたが，最近では，
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火山周辺に限らず，火山から遠く離れた地域の上部地殻を含め，日本列島の広い範囲で発生してい

ることが明らかになり，詳細な発生メカニズムについては現在も議論されている（例えば，長谷川・

中島，2022）。 

一方，低周波地震が火山周辺で発生することは古くから知られており，メルトの分布を推定した

事例（例えば，Umeda et al., 2007）では，地震波速度構造（4.3.2（3）（ⅱ））や比抵抗構造（4.3.2（3）

（ⅲ））といった地下の物性値の分布や温度構造に関連する情報に加えて，低周波地震の震源分布も

参照されている。 

図 4.3-4 に，気象庁の「地震月報」（気象庁ホームページ b）に基づき，文献調査対象地区周辺の

深さ 50 km 以浅で発生した地震の震源分布を示す。これによると，ニセコ・雷電火山群の東部，羊

蹄山，有珠山の近傍および黒松内低地帯北部において，低周波地震の震源が局所的に分布する。こ

れらの震源の多くは下部地殻～マントル最上部に相当する深さ 20～35 km程度に分布するが，ニセ

コ・雷電火山群の東部および羊蹄山では上部地殻に相当する深さ 10 km程度の領域において低周波

地震の発生が認められる。 

低周波地震は，文献調査対象地区南端付近の深さ 30 km付近にも局所的に分布する。この周辺に

火山は分布しないが，Shiina et al. (2018)はこの低周波地震が，地殻深部の部分溶融域やそこから上昇

する流体の存在を示唆すると指摘している。なお，以上の低周波地震の震源分布に関する傾向は，

Nakajima and Hasegawa (2021)により示された震源分布と矛盾しない。 

以上のことから，低周波地震は火山周辺に限らず日本列島の広い範囲で発生しており，その詳細

な発生メカニズムは明らかでないが，文献調査対象地区南端付近の下部地殻からマントル最上部に

おいて発生している低周波地震が，メルトの存在を示唆している可能性があることに留意が必要で

ある。 

 

（ii）地震波速度構造および地震波減衰構造 

一般に，地震波速度は地下の高温の領域やメルトなどの流体の存在に応じて低下する。また，地

震波の減衰はメルトの存在により大きくなることが知られている（例えば，中島，2016）。さらに，

P 波速度（Vp）と S波速度（Vs）から計算されるVp/Vs 比も併せて用いることでメルトの存在を検

討した事例も報告されており，Vp とVs が低く，Vp/Vs 比が高い場合にメルトの存在を示唆すると

解釈されている（Nakajima and Hasegawa, 2003；中島，2017）。ただし，地震波トモグラフィーによ

って得られる地震波速度構造および地震波減衰構造は，その空間分解能が解析に用いられた地震の

分布や地震観測点の配置に依存する（例えば，中島，2016）ことに留意が必要である。 

文献調査対象地区を含む領域を対象とした地震波速度構造の推定は，多数の研究により行われて

いる（例えば，Wang and Zhao, 2005；Niu et al., 2016；Shiina et al., 2018；Matsubara et al., 2017, 2019）。

また，地震波減衰構造を推定した事例として，Kita et al. (2014)，Wang et al. (2017)，Wang and Zhao 

(2019)，Hua et al. (2019)が挙げられる。これらの地震波不均質構造の空間分解能は，水平方向で約 20 

km から 60 km 以上とさまざまである。 

防災科学技術研究所提供の「日本列島下の三次元地震波速度構造（2022年度版）」（Matsubara et al., 

2022）に基づく文献調査対象地区周辺の地震波速度構造を図 4.3-8～図 4.3-11 に示す。この地震波

速度モデルの空間分解能は，水平方向に約 20 kmである（Matsubara et al., 2022）。これによると，積

丹岳～赤井川カルデラ，狩場山，カスベ岳の深さ約 10～20 km に P 波低速度体が分布するが（図 

4.3-8），より深部への連続性は確認できない。同領域のVs は深さ 20 kmで低速度であるが（図 4.3-
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9），Vp/Vs 比との対応は明瞭でない（図 4.3-10）。ニセコ・雷電火山群では深さ 20 kmでVs が小さ

いが，Vp では顕著ではない。 

文献調査対象地区や黒松内低地帯北部の地下において，顕著な P 波低速度体は見られないが，深

さ 20～30 km では S 波低速度体が見られ，その端部に位置すると読み取ることができる。 

以上の特徴は，Niu et al. (2016)，Shiina et al. (2018)などのそれぞれで推定された地震波速度構造や

Kita et al. (2014)などによって示される地震波減衰構造と調和的な部分も見られるが，詳細な分布は

それぞれで異なる。例えば，Niu et al. (2016)によって推定された地震波速度構造では，黒松内低地帯

下の低周波地震分布域の下位に地震波低速度体が局所的に分布するように読み取れるが，その分布

域や有無についてはそれぞれの研究で異なる。このことは，それぞれの解析に使用された地震デー

タが異なることや，空間分解能が低いことなどによる不確かさに起因すると考えられる。 

以上のことから，文献調査対象地区の地下に流体の存在を示唆する特徴は認められない。 

 

 

図 4.3-8 文献調査対象地区周辺におけるP波速度偏差の分布 

Matsubara et al. (2022)および防災科学技術研究所ホームページを用いて作成した図を編集。震源分布は気象

庁ホームページ b（データ期間：1997年 10月から 2022年 3月）に基づき作成。図中に示す地震は各深度か

ら 5 km以内の深さで発生した地震の震源。 
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図 4.3-9 文献調査対象地区周辺におけるS波速度偏差の分布 

Matsubara et al. (2022)および防災科学技術研究所ホームページを用いて作成した図を編集。震源分布は気象

庁ホームページ b（データ期間：1997年 10月から 2022年 3月）に基づき作成。図中に示す地震は各深度か

ら 5 km以内の深さで発生した地震の震源。 
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図 4.3-10 文献調査対象地区周辺におけるVp/Vsの分布 

Matsubara et al. (2022)および防災科学技術研究所ホームページを用いて作成した図を編集。震源分布は気象

庁ホームページ b（データ期間：1997年 10月から 2022年 3月）に基づき作成。図中に示す地震は各深度か

ら 5 km以内の深さで発生した地震の震源。 
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図 4.3-11 文献調査対象地区周辺の地震波速度断面図 

Matsubara et al. (2022)および防災科学技術研究所ホームページを用いて作成した図を編集。震源分布は気象

庁ホームページ b（データ期間：1997年 10月から 2022年 3月）に基づき作成。図中に示す地震は断面位置

から片幅 10 km以内で発生した地震の震源。 

 

（iii）比抵抗構造 

一般に，電磁探査によって推定される比抵抗は，岩石の状態を反映して変化する物性値である。

地下にメルトなどの流体が存在する場合，比抵抗は大きく低下することが知られており（例えば，

中島，2016），富士山下の比抵抗構造を推定した事例（Aizawa et al., 2004）では，マグマ溜りを示唆

する顕著な低比抵抗体が深さ 15 km 以深に認められている。このことから，比抵抗構造は，上述し

た地震波速度構造などとともに，特に地表から地殻深部またはマントル最上部までの領域における

メルトなどの流体の分布を把握するために用いられている（例えば，Umeda, 2009）。 

文献調査対象地区の比抵抗構造を示した文献は見当たらない。なお，文献調査対象地区は含まな

いが，その周辺における比抵抗構造は，平田ほか（2009），Tamura et al. (2022)，Oka et al. (2023)によ

り示されている。このうち平田ほか（2009）では，黒松内低地帯を横断する深さ 10 kmまでの二次

元比抵抗構造が示されている。これによると，複数の低比抵抗体が分布するが，これらは中新世の

堆積層や先第三紀の地層に相当すると推定されており，火山活動との関連性については言及されて

いない。また，文献調査対象地区の北東方に位置するニセコ地域（ニセコ・雷電火山群の東部）で

は，Tamura et al. (2022)によって深さ 12 km までの三次元比抵抗構造が推定されている。これによる

と，火山性流体の存在を示唆する低比抵抗体が地下 2 km 以深において鉛直に分布し，マグマの上

昇システムの存在を示唆していることを指摘している。さらにOka et al. (2023)は，この低比抵抗体
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や坑井温度などの情報を考慮して，イワオヌプリおよびチセヌプリの深さ約 3 km にマグマ溜りが

存在し，それによって火山活動が引き起こされた可能性を指摘している。 

以上の比抵抗構造に関する情報に基づくと，文献調査対象地区の地下に流体の存在を示唆する特

徴は認められない。 

 

4.3.3 マントルウェッジにおけるメルトの生成と移動 

本項では，将来，深部のマントルウェッジから地殻へメルトが貫入し，新たな火山を生じさせる

可能性を検討するための情報として，メルトの生成に関連する温度構造についての数値シミュレー

ションと現在の高温域・流体分布に関連する不均質構造に関する知見を整理した。ただし，「文献調

査段階の評価の考え方」の基準への該当性の確認の仕方に示されるように（1.1.3 参照），新たな火

山の発生の蓋然性を具体的な地点において評価する手法は確立されておらず，今回，整理した知見

に基づいて評価を行うことはできない。よって，研究の現状について整理するに留めることとする。 

 

（1）メルトの生成に関連する温度構造についての数値シミュレーション 

4.3.1 で述べたように，カンラン岩の溶融やスラブの脱水にはマントルウェッジやスラブの温度構

造が関与する。本項では，スラブの沈み込みを仮定した数値シミュレーションによるマントルウェ

ッジの温度構造，それに基づくメルトの生成，これらと火山の分布傾向との関連性が検討された研

究事例から，現状の知見について整理する。 

東北日本に沈み込む太平洋スラブの沈み込みを仮定した数値シミュレーションは，Honda and 

Yoshida (2005)，Lee and Wada (2017, 2021)，Morishige (2015)，Wada et al. (2015)などによって行われて

おり，典型的な沈み込み帯である東北地方を対象とした研究が多い。東北地方では，第四紀*火山が

島弧に直交する方向に細長く分布する複数のクラスターに分けられる（Tamura et al., 2002）ことが

指摘されているが（3.1.2 参照），数値シミュレーションによって推定された温度構造等をもとに，

このような火山の分布傾向に関する説明が試みられており，主に以下のことが指摘されている。 

・ マントルウェッジでは，粘性・温度などの物性の不均質やスラブの沈み込みなどに起因して，

高温域と低温域が島弧に沿って交互に形成され得ること（例えば，Honda and Yoshida, 2005；

Lee and Wada, 2017, 2021） 

・ このうち高温域ではマントルウェッジでの溶融がとくに促進されること（例えば，Yoo and Lee, 

2020） 

・ マントルウェッジにおけるこれらの温度不均質により，火山がクラスター化するに至った可

能性（例えば，Lee and Wada, 2017） 

ただし，数値シミュレーションの初期条件や境界条件などのほか，三次元的な対流が生じる原因

に関する見解は，それぞれの研究で異なる。また，Nakajima et al. (2013)によると，地震観測データ

から推定されるマントルウェッジの地震波減衰構造が島弧に沿って顕著な変化を示さないことから，

火成活動はマントルウェッジの温度分布ではなく，部分溶融の程度に依存している可能性を指摘し

ている。 

文献調査対象地区は東北日本弧の北東端部に位置するが（米倉ほか，2001），沈み込む太平洋スラ

ブは西南北海道で屈曲し，それ以南では西方向に，以東では北西方向に傾斜する（例えば，Hasegawa 

et al., 2009）。この東北日本弧と千島弧の会合部を対象とした研究事例として，Wada et al. (2015)およ
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びMorishige and van Keken (2014)が挙げられる。 

Wada et al. (2015)は北海道地方から東北地方を対象に，北海道～東北の間で蝶番のように屈曲して

いる太平洋スラブの形状をモデル化し，プレート沈み込み帯の三次元数値シミュレーションを行っ

ている。これによると，西南北海道では，屈曲したスラブの沈み込みによって生じる三次元的なマ

ントル対流の影響を受けて，マントルウェッジの温度が周囲よりも低温となることが指摘されてい

る。さらに，このマントル対流の向きが，北海道東部で火山が雁行配列している（中川ほか，1999）

ことの重要な要因となっている可能性を指摘している。一方で，文献調査対象地区の周辺で北西－

南東方向に卓越する火山列（例えば，Watanabe, 1990）や，北海道の火山地域が三つに区分されるこ

と（中川ほか，1995）（3.1.1 参照）とマントル対流の関連性についての指摘はない。 

Morishige and van Keken (2014)では，太平洋スラブを単純な形状でモデル化して三次元数値シミュ

レーションを行い，スラブ表面の温度構造を推定している。これによると，解析ケースによっては

スラブの屈曲部で高温になり得ることが指摘されており，Wada et al. (2015)とは逆のパターンを示し

ている。これらの温度構造と火山分布の関連性については言及されていない。 

以上の数値シミュレーションに関する知見を整理した結果，マントルウェッジの温度構造に基づ

くメルトの生成場と火山の分布傾向との関連性については，定性的な説明が試みられている段階で

あることが判明した。 

 

（2）現在の高温域・流体分布に関連する不均質構造 

4.3.1 で述べたように，マントルウェッジで生じたメルトはモホ面直下まで移動し，地殻への貫入

と地表への噴出によって火山が形成される。このうちマントルウェッジでのメルトの供給路は，地

震波不均質構造などに基づいて議論されている。本項では，文献調査対象地区を含む北海道地域の

マントルウェッジにおける現在の不均質構造と火山の分布傾向の関連性が検討された研究事例を整

理する。 

一般に，地震波や電磁場の観測データを解析することによって推定される地球内部の地震波速度，

地震波の減衰，比抵抗は，岩石中のメルトや水といった流体の存在や温度の違いなどに依存する。

このため，東北日本弧や千島弧を含む多くの沈み込み帯では，地震波速度構造，地震波減衰構造，

比抵抗構造等の空間分布をもとに，地表の火山に供給する地球内部の流体や高温域の存在・分布の

推定が試みられている（例えば，Nakajima et al., 2001）。 

北海道地域のマントルウェッジの地震波速度構造は，Wang and Zhao (2005)，Niu et al. (2016)，Shiina 

et al. (2018)，Matsubara et al. (2017, 2019, 2022)などによって推定されている。地震波減衰構造は，Kita 

et al. (2014)，Wang et al. (2017)，Wang and Zhao (2019)，Hua et al. (2019)によって推定されている。そ

の一例として，防災科学技術研究所提供の「日本列島下の三次元地震波速度構造（2022 年度版）」

（Matsubara et al., 2022）に基づく地震波速度構造（P波速度偏差）を図 4.3-12に示す。なお，比抵

抗構造を推定した事例は見当たらない。 

これらの研究によると，メルトを含む流体や高温域の存在を示唆する地震波低速度体や地震波高

減衰域が，北海道地域のマントルウェッジに認められることが指摘されている（例えば，Matsubara 

et al., 2019）。また，いくつかの研究では，北海道全域あるいは一部の地域に対して見られる大局的

な特徴として，地震波低速度域や地震波高減衰域が背弧域の深部から火山フロント下のマントル最

上部まで連続し，火山に供給するメルト等の存在を示唆することが指摘されている（Wang and Zhao, 

2005；Kita et al., 2014；Shiina et al., 2018）（4.3.1 参照）が，火山の分布傾向との関連性については言
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及されていない。 

北海道における第四紀火山の分布傾向（3.1.2参照）と地下の高温域・流体分布に関連する不均質

構造の関連性を指摘した研究は，Kita et al. (2014)である。これによると，北海道全域を対象として

推定されたおよそ 120 km までの深さの地震波減衰構造に基づけば，背弧域では深部から火山下の

マントル最上部に延びる地震波高減衰域が認められ，非火山地域ではこの特徴が顕著に見られない

ことを指摘している。ただし，より詳細な空間スケールとして，例えば，文献調査対象地区の周辺

で指摘されている北西－南東に卓越する火山列（例えば，Watanabe, 1990）との関連性は指摘されて

いない。 

以上のことから，現在のマントルウェッジにおける高温域・流体分布に関連する不均質構造につ

いては，広域的な火山分布の傾向との関連性について説明が試みられている段階であることが判明

した。 

 

 

図 4.3-12 北海道におけるP波速度偏差の分布 

Matsubara et al. (2022)および防災科学技術研究所ホームページを用いて作成した図を編集。震源分布は気象

庁ホームページ b（データ期間：1997年 10月から 2022年 3月）に基づき作成。平面図中に示す地震は各深

度から 5 km以内の深さで発生した地震の震源，断面図中に示す地震は断面位置から片幅 10 km以内で発生し

た地震の震源。 
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第5章 基準に照らした評価 
本章では，1.1.3に示した「文献調査段階の評価の考え方」に従って，第 4 章で整理した情報や知

見をもとに評価を行った。以下に「文献調査段階の評価の考え方」を再掲する。なお，「第四紀に活

動した火山の活動中心」については，1.2.4に示したように，活動中心の位置としての妥当性を総合

的に検討し，基準（ア）の履歴が（イ）の範囲に収まることを確認する必要がある。 

 

マグマの貫入と噴出の基準 

最終処分法第六条第二項の第一号及び第二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可

能性が高い場所を避ける。 

(ア) マグマの貫入等 Aによる人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258 万年前

まで）における火山活動に係る火道、岩脈、カルデラ等の履歴が存在する。 

同第二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

(イ) 第四紀に活動した火山の活動中心からおおむね 15 キロメートル以内。 

(ウ) 第四紀に活動した火山が存在しない場所であっても、新たな火山が生じる。 

A マグマの貫入を伴わない水蒸気噴火 

 

マグマの貫入と噴出の基準への該当性の確認の仕方 

○ 第四紀の火山活動 

地質図等の資料に記載される火山噴出物の年代測定データ及び層序等に基づいて、第四紀火山

及びその活動に伴う噴出物であることを確認する。 

 

○ マグマの貫入等による人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258 万年前ま

で）における火山活動に係る火道、岩脈、カルデラ等の履歴 

第四紀にマグマが噴出・貫入した場所や水蒸気噴火が生じた場所を直接的に示すものとして、

地質の観点から火道、貫入岩、岩脈、シル及びそれらを指すもの A、地形の観点からカルデラ、

火口及びそれらを指すもの Bを対象とする。 

 

○ 第四紀に活動した火山の活動中心 

文献・データ Cに示された火道・火口等の情報に基づき、活動中心の位置を定める。活動中心

とする妥当性が十分に得られない場合は、概要調査段階以降に判断する。 

 

○ 新たな火山の発生 

プレートの特性や運動と深い関係があるマグマの発生の傾向は今後 10 万年程度の間に大きく

変化することは想定し難いことを考慮した上で、火山の発生メカニズムに関する地域性の観点か

ら、現在マグマの発生条件が成立していることが否定できない場合、以下を行う。 

文献調査対象地区下の地殻及びマントル最上部にメルトが存在する可能性を地球物理学的、地

球化学的な観測データ Dを用いて評価する。 
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将来、より深部から地殻にメルトが貫入する可能性については、「現時点においてマグマの発

生条件の成立を否定できない地域について、新たな火山の発生の蓋然性を評価する場合には、マ

ントルウェッジの対流や沈み込む海洋プレートの特性等を加味した評価モデル等の構築によっ

て評価することが考えられるが、研究段階であり、現時点においては確立された評価方法は見当

たらない」Eとされていることから、関連する情報 Fを整理しておく。 

 
A 文献によって、岩床、フィダーダイク等と記載されている場合がある。 
B 文献によって、爆裂火口、火口列等と記載されている場合がある。 
C 科学的特性マップ（図の精度は縮尺 200万の 1程度）においては、第四紀火山の中心から 15kmの好ましくない範囲

を描画するに当たって、全国規模で利用可能な文献・データである「日本の火山（第 3版）」および「日本の第四紀

火山カタログ」の情報を用いて火山の中心を設定している。日本の火山（第 3版）では、火山の中心の位置は示され

ておらず、「火山を代表する位置（最高標高点）が示され（中略）日本の第四紀火山カタログでは多くの火山につい

て主火道の位置等の情報をもとに火山中心の位置を評価・特定している」とされている。一方で、これらの文献に示

されている火山の位置については、設定した根拠、理由等が必ずしも詳細には説明されていないため、文献調査にお

いてはこれらの文献に加えて、個別の研究論文等を調査し、火道・火口等の情報を詳細に評価するものとする。 
D 例えば、地殻熱流量、地震波速度構造、比抵抗構造、ヘリウム同位体比、低周波地震、地震波減衰構造の観測デー

タ。 
E 地層処分において安全確保上少なくとも考慮されるべき事項に関する検討（第 3回目）－火山の専門家への意見聴取

結果－2022 年 5月 18日 原子力規制庁. 
F 例えば、マントルウェッジにおける脱水・溶融の数値シミュレーションや現在の高温域・流体分布に係る不均質構造

等が挙げられる。 

 

5.1 マグマの貫入等による人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約258万年前まで）

における火山活動に係る火道，岩脈，カルデラ等の履歴 

第 4 章で整理した内容に基づき，基準（ア）に係る評価を以下のとおり行った。 

第四紀における火山活動に伴うことが明らか，またはその可能性が高いと考えられる火道，岩脈，

カルデラを示す明瞭な地質学的・地形学的な特徴は，文献調査対象地区内に認められず，避ける場

所はないものと評価した。 

 

5.2 第四紀に活動した火山の活動中心からおおむね15 km以内 

第 4 章で整理した内容に基づき，基準（イ）に係る評価を以下のとおり行った。 

文献調査対象地区の行政界からおおむね 15 km 以内に火山噴出物が分布する第四紀火山として，

ニセコ・雷電火山群および写万部山が挙げられる。 

ニセコ・雷電火山群は，4.1.2（1）に示したように，雷電山周辺からニセコアンヌプリ周辺までを

含む火山群として本調査では検討を行ったが，雷電火山群とニセコ火山群を独立した火山とする考

え方も存在する。その山体は東西に長く延びており，時代を追うごとに活動場が大局的に西から東

へ移動している（表 3.1-1 参照）。4.1.2（1）に示したように，第四紀火山カタログ委員会編（1999）

はニセコ・雷電火山群の主火道を推定し，「イワオヌプリ」の位置を示している。その活動時期は 0.3 

Ma 以降とされており，ニセコ・雷電火山群の中で最も新しい活動とされている。また，火口等の地

形もイワオヌプリの周辺に集中して分布している傾向がみられる。さらに，イワオヌプリは，噴気

活動中であるとも指摘されており（中野ほか編，2013），Tamura et al. (2022)やOka et al. (2023)によ

り，チセヌプリおよびイワオヌプリ下の地殻内にマグマの存在が指摘されている（4.3.2 参照）。イ

ワオヌプリはニセコ・雷電火山群の山体の中で，最も活動的な地点であると考えられる。一方，山

元（2014）の噴出量階段図によると，雷電山を供給源とした噴出物の量が最も大きく，第四紀火山
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カタログ委員会編（1999）でも，個別火山体の主火道の一つとして，「雷電」が示されている。 

以上のことから，ニセコ・雷電火山群の活動中心については，「基準への該当性の確認の仕方」に

従い，火道や火口が密集しているイワオヌプリに定めた。イワオヌプリは，現在地殻内にマグマが

示唆されるなど，最も活動的な地点であると考えられており，火山の活動中心として妥当性が高い

と考えられる。 

また，写万部山は，4.1.2（2）に示したように，火道や火口に関する情報は認められなかった。西

来ほか編（2012）は，写万部山山頂を「主要な位置」として示している。これは，中野ほか編（2013）

が示している座標位置に一致する。地層処分技術WG（2017）によれば，「複成火山は，中心火口か

ら繰り返し噴出物を放出することで山が成長するため，火山中心が最も高くなることが一般的」と

されている。写万部山は「複成火山」に該当し（3.1.4参照），その最高標高点は，西来ほか編（2012），

中野ほか編（2013）に示される位置と一致している。 

以上のことから，写万部山の活動中心については，「基準への該当性の確認の仕方」に従って，火

道・火口等の情報に基づいて位置を定めることはできないが，西来ほか編（2012）などの文献に示

される写万部山山頂（写万部山の最高標高点）の位置が火山の活動中心として大きくずれている可

能性は低いと考え，この位置を暫定的な活動中心とした。 

図 5.3-1 に，ニセコ・雷電火山群および写万部山の活動中心から 15 km 以内の範囲を示す。文献

調査対象地区において，これらの範囲に含まれる領域は認められず，避ける場所はないものと評価

した。 

 

5.3 第四紀に活動した火山が存在しない場所であっても，新たな火山が生じる可能性 

第 4 章で整理した内容に基づき，基準（ウ）に係る評価を以下のとおり行った。 

4.3.1 に示したように，文献調査対象地区は背弧域に位置しており，新たな火山の発生に寄与する

マグマの発生条件の成立性を否定することはできないと判断し，以下の評価を行った。 

4.3.2 で示したように，文献調査対象地区南端付近の深さ 30 km付近に，低周波地震の震源が局所

的に分布していることが確認された（図 5.3-1）。この低周波地震は，部分溶融域やそこから上昇す

る流体の存在を示唆している可能性（Shiina et al., 2018）が指摘されている。一方で，低周波地震は

火山周辺に限らず，火山から遠く離れた地域の上部地殻を含め，日本列島の広い範囲で発生してい

ることが明らかになり，詳細な発生メカニズムについては現在も議論されていること（例えば，長

谷川・中島，2022）にも留意する必要がある。さらに，このほかの情報には，データの粗密や空間

分解能の制約，文献による相違があり（4.3.2 参照），文献調査の段階で，相対的な高温領域やマン

トル起源流体の供給の有無，地下深部の流体の存在や分布について明らかにすることはできなかっ

た。 

また，4.3.3で示したように，将来，より深部から地殻にメルトが貫入する可能性については，新

たな火山の発生の蓋然性を具体的な地点において評価する手法は確立されておらず，今回，整理し

た知見に基づいて評価を行うことはできなかった。 

以上のことから，文献調査対象地区下にメルトが存在する可能性について判断できず，将来，よ

り深部から地殻にメルトが貫入する可能性については評価できなかった。したがって，基準（ウ）

に該当することが明らかまたは可能性が高いかを判断することはできず，現段階においては避ける

場所はないものと評価する。 
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図 5.3-1 基準に照らした評価の対象とそのおおよその位置 

基図として「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）を使用。 

 

5.4 概要調査に向けた考え方 

文献調査において十分評価できなかった点について，概要調査では，精密調査地区として選定し

ようとする地区に対して「マグマの貫入と噴出」などに伴う影響が及ぶおそれがないかを確認し，

評価を行う。したがって，精密調査地区として選定しようとする地区からの距離に応じて，個別の

火山などに対する調査・評価の詳細度が変わる可能性がある。また，影響が及ぶおそれがないこと

の確認が難しい領域については，その領域から離隔距離を取ったうえで精密調査地区を選定するこ

ととする。特に，基準（イ）および（ウ）の評価に際しては，大きく離隔距離を取る必要が生じる

可能性があり，精密調査地区として選定しようとする地区が残らないと結論づけられる場合も考え

られる。 

上記の考え方で調査・評価していくことにより，文献調査において情報の不足により十分に評価

できなかった点についても結論を得ることができる見通しである。 

概要調査では，産業技術総合研究所深部地質環境研究センター編（2007）や産業技術総合研究所

深部地質環境研究コア編（2012），原子力規制委員会（2013）などを参照し，空中や地上の物理探査，

地形調査，地表踏査，ボーリング調査及び岩石，地下水試料などの分析を組み合わせて，調査・評

価を行う。特に基準（ウ）に関しては，飯豊山地を例としたUmeda et al.（2006，2007）などの既往

の調査・評価例なども参照する。 

本調査において十分に評価できなかった点のうち，概要調査に向けて留意すべき事項を以下に示

す。 
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基準（ア）については，以下のとおり。 

・ 文献調査対象地区東端に火山噴出物が分布する「磯谷溶岩」（4.2.1参照）（図 5.3-1）は第四紀

に活動した可能性が指摘されているが，年代測定データが確認できなかったため，情報を拡

充する必要がある。 

・ 活動時期が明らかでない火山岩体，貫入岩・岩脈が，文献調査対象地区内に複数分布してい

るが，年代測定データまたは層序に関する情報が不足しているため，情報を拡充する必要が

あるが，情報が拡充できたとしても火道，岩脈等の形成時期を明らかにすることが難しい可

能性も考えられる。 

基準（イ）については，以下のとおり。 

○ ニセコ・雷電火山群の西側では，雷電山の活動に伴う火山噴出物および雷電山の山体の半分

程度の領域が，火山の活動中心から 15 km以内の範囲を超えて分布している。雷電山とニセ

コ火山群を独立した火山とする考え方も存在することから，雷電山周辺に活動中心をもつ 15 

km 以内の範囲を追加で設定することも考えられる。ただし，その際は以下のような事項を

考慮する必要がある。 

・ 雷電山はニセコ・雷電火山群の中で最も活動時期が古いことに加え，火山性熱水変質を受

けた地帯では集中的に地すべりおよび崩壊が発生し，山容が変化しつつある（新エネルギ

ー総合開発機構，1987a）ことから，地形判読では明確な火道や火口の情報を確認できない。 

・ 火道・火口等の情報に基づいて活動中心を定めるためには，現地で情報を拡充する必要が

あるが，新エネルギー総合開発機構（1987a）などによりすでに地形や地質，地質構造等に

関する相当の調査が実施されていることから，今後，新たな知見が多く得られるとは考え

にくく，活動の中心を確認することが難しい可能性がある。このため，既に得られている

噴出量，山体の拡がりなどから活動中心を評価せざるを得ないことも想定される。 

・ 仮に雷電山の山頂に活動中心を設定した場合，文献調査対象地区の北東部が火山の活動中

心から 15 km 以内に含まれる可能性がある。 

○ 4.2 に示したように，第四紀の活動の可能性が指摘されている，または，活動時期が明らかで

ない火山岩体，岩脈などが，文献調査対象地区および海域も含めた周辺地域に分布している。

このうち，5.1 にも示した「磯谷溶岩」（図 5.3-1）や，文献調査対象地区のごく近傍に分布し，

第四紀のK–Ar 年代が得られている蘭越町尻別岬付近の岩脈（図 5.3-1）は，ニセコ・雷電火

山群の近傍に分布するが，別の火山活動に伴うものである可能性も考えられる。岩石の組成

などについて調査し，ニセコ・雷電火山群とは関連のない火山活動と認定される場合には，

基準（イ）の評価について検討する必要がある。 

基準（ウ）については，以下のとおり。 

・ 地震探査，電磁探査などの物理探査やボーリング調査により，本調査で十分に検討すること

ができなかった地下深部の温度構造，地下水等の化学特性，地震波速度構造を含む物理特性

に関する情報を拡充する必要がある。 

・ ただし，「現在，地殻及びマントル最上部にメルトが存在する可能性」については，地下の情

報が拡充できたとしても必ずしも評価が可能となるわけではないことに留意が必要である。 
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・ 「将来，より深部から地殻にメルトが貫入する可能性」については 4.3.3 で整理したように，

メルトの生成に関連する温度構造についての数値シミュレーションを通じて，マントルウェ

ッジの温度構造に基づくメルトの生成場と火山の分布傾向との関連性の定性的な説明が試

みられている段階であること，現在の高温域・流体分布に関連する不均質構造については，

広域的な火山分布の傾向との関連性について説明が試みられている段階であることを把握

している。したがって，概要調査においては，現時点で確立された評価方法自体が見当たら

ない（原子力規制庁，2022）状況であることも踏まえ，関連する数値モデルやシミュレーシ

ョン，不確実性評価に関する技術的進展や適用性を精査し，可能性を有する手法を用いた評

価の実施を検討する。 
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第1章 調査・評価の考え方 
1.1 調査のよりどころ 

本説明書は，文献調査の項目のうちの隆起・侵食に関する説明書である。隆起・侵食に関する調

査のよりどころは以下のとおり。 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，最終処分法という。）に基づき，文献調査開始

に当たって原子力発電環境整備機構が 2020 年に公表した「北海道寿都郡寿都町 文献調査計画書」

（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を進めた。その間，原子力規制委員会（2022）の「特

定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全確保上少なくとも考慮されるべ

き事項」（以下，「考慮事項」という。）が公表され，科学的特性マップ策定時の考え方1および「考

慮事項」などを参照して最終処分法の要件を具体化した経済産業省資源エネルギー庁（2023）の「文

献調査段階の評価の考え方」（以下，「文献調査段階の評価の考え方」という。）が策定されており，

これらに基づいて調査・評価を行った。それぞれの概要は以下のとおりである。 

なお，最終処分法については文献調査報告書の 4.1.1（1）に示したとおりである。 

 

1.1.1 文献調査計画書 

隆起・侵食については評価する要件として，「隆起・侵食」があり，その評価に用いる情報の例と

して，「段丘面の分布と年代」および「侵食の規模」が示されている。また，評価に用いる主要な文

献・データとして，以下が示されている。 

・ 日本列島と地質環境の長期安定性「付図 5 最近 10 万年間の隆起速度の分布」（地質環境の長

期安定性評価研究委員会編，2011） 

・ 日本の海成段丘アトラス（小池・町田編，2001） 

・ 日本列島における侵食速度の分布（藤原ほか，1999） 

 

1.1.2 「考慮事項」 

隆起・侵食については「３．侵食」として以下のとおり示されている。これらは，概要調査地区

等の選定時において，それぞれの時点で得られている情報に基づき，適切に考慮されるべきである

とされている。 

 

「考慮事項」の「３．侵食」について 

中深度処分 Aより更に深い深度を確保すること。この際，隆起・沈降及び気候変動による大陸氷

床量の増減に起因する海水準変動を考慮した侵食による深度の減少を考慮すること。 

 
A 地表から深さ 70 メートル以上の地下に設置された廃棄物埋設地において放射性廃棄物（廃炉等に伴い発生する比較的放

射能レベルの高いもの）を埋設の方法により最終的に処分すること。核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の

第二種廃棄物埋設の事業に関する規則（昭和63年総理府令第 1号）第 1条の2 第 2項第 3号に規定されているものをいう。 

 

 
1総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術WG（以下，地層処分技術WGという。）

（2017）。 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「隆起・侵食」 

2 

1.1.3 「文献調査段階の評価の考え方」 

隆起・侵食については，侵食の基準および基準への該当性の確認の仕方が以下のとおり示されて

いる。 

 

侵食の基準 

最終処分法第六条第二項の第一号及び第二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能

性が高い場所 Aを避ける。 

（ア）過去 10万年程度における最大侵食量が最終処分を行おうとする地層の深度 Bを超えている。 

同第二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所 Aを避ける。 

（イ）侵食による深度の減少を考慮すると、10 万年後程度において、最終処分を行おうとする地

層について、70ｍより更に深い深度 Cを確保できない。 

 
A（ア）または（イ）に該当する比較的浅い部分。それより深い部分は候補として残ることとなる。 
B最終処分を行おうとする地層の深度は、地下施設の配置という工学的対策により対応可能な部分がある。 
C「70mより更に深い深度」の具体化には、工学的対策（設計）や安全評価が関連すると考えられることから、文献調査

段階では、「明らかに、又は可能性が高く」、更に深い深度が確保できない場所を避けることとする。 

 

侵食の基準への該当性の確認の仕方 

○過去 10万年程度における最大侵食量 

地形場別に以下のように考える。 

・ 沿岸部：過去 10 万年程度の期間の隆起量 A 

・ 沿岸部の沖積低地：過去 10 万年程度の隆起量 A＋沖積層の基底深度 

・ 大陸棚：過去 10 万年程度の期間の隆起量 A，B 

・ 内陸部：過去 10 万年程度の隆起量，削剥量，侵食量 

○10万年後程度における、侵食による深度の減少 

前項で示した変動量のうち，現在の地殻変動様式・応力場になったと考えられる時代における

変動量・変動速度に基づいて，将来 10万年後程度における侵食量を想定する。 

マスムーブメントの可能性がある場合は，それによる深度の減少を上記の深度の減少量に加える

ことを検討する。 

 
A隆起した分だけ侵食される（隆起量＝侵食量）という保守的な仮定に基づいて評価する。 
B地層の累重様式から大陸棚が沈降していること、ないしは安定している（隆起と沈降が生じていない）ことが確認でき

ない場合、安全側の評価とするため、隆起している大陸棚と仮定し、沿岸部において推定された隆起量を外挿する。 

 

1.2 評価の考え方 

文献調査対象地区の隆起・侵食に関連する事項として，「文献調査段階の評価の考え方」に示され

た基準への該当性の確認の仕方に従い，文献調査対象地区を「内陸部」（山地），「沿岸部」（陸域），

「沿岸部の沖積低地」（臨海沖積低地），「大陸棚」の 4 つの地形場に区分し，各地形場の最終処分を

行おうとする地層を対象に次の（ア）と（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高い場所の

有無について評価する。 
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（ア） 過去 10 万年程度における最大侵食量が最終処分を行おうとする地層の深度を超えてい

る。 

（イ） 侵食による深度の減少を考慮すると，10万年後程度において，最終処分を行おうとする

地層について，70 m より更に深い深度を確保できない。 

評価の流れは，図 1.2-1 のようにまとめることができる。 

 

 

図 1.2-1 概要調査地区選定段階（文献調査の段階）における隆起・侵食の評価の流れ 

 

1.3 調査の進め方 

調査の進め方について，まず，文献の収集に当たっては，「文献調査段階の評価の考え方」で示さ

れた文献・データの収集の考え方に従い，文献調査計画書に示した主要な文献・データに加え，公

的な機関が公表している文献・データを収集し，また，学術雑誌に公表されている論文を収集する

ため，文献データベースで検索を行い収集する。文献・データの収集後，隆起・沈降および侵食・

堆積によって生じる地形発達や地形変化量に関する情報と，隆起・沈降および侵食・堆積に影響を

与えるテクトニクスや気候・海水準変動に関する情報を網羅的に抽出する。そして，抽出した情報

から得られた知見や文献・データの分析をまとめたものに基づいて，基準に照らした評価（図 1.2-1）

を行う。この考えに沿った本説明書の構成と調査の流れを図 1.3-1 に示す。各章の概要について以

下に記す。 

第 3 章では，収集した文献・データから抽出した情報を用いて文献から得られた知見を整理する。

テーマは，「考慮事項」（1.1.2 参照）に示されるように「隆起・沈降」，「侵食」，「気候・海水準変動」
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に大別される。「隆起・沈降」の対象は，（a）数年～数百万年スケールで生じる地殻変動（隆起・沈

降）に係る情報，（b）その背景にあるテクトニック・セッティングや地殻変動様式に関する情報で

ある。「侵食」の対象は，山地における削剥，河川・波浪による侵食，マスムーブメント（特に地す

べり・崩壊）による削剥といった広義の侵食に関する情報である。「気候・海水準変動」の対象は，

気温・降水量，古環境，氷河性海水準変動に関する情報である。 

第 4 章では，文献から得られた知見を踏まえた文献・データの分析（例えば，地形判読）を行う。

本調査では，「隆起・沈降」において，その傾向や隆起量・隆起速度の推定を，「侵食」において，

侵食量・侵食速度の推定に加えて地すべり・崩壊の地形的兆候である線状凹地などの山体重力変形

地形の分布確認を行う。 

第 5 章では，第 3 章と第 4 章で得られた知見を統合し，文献調査対象地区とその周辺地域におけ

る隆起・沈降と侵食に伴う地形発達や地形変化量について取りまとめる。そして，最終章となる第

6章では，第 5章で取りまとめた知見に基づいて基準に照らした評価（評価の流れについては図1.2-1

を参照）を行う。 

 

 
図 1.3-1 隆起・侵食の説明書の構成 

文献・データの収集・情報の抽出（第2章）後の構成を示す。灰色のハイライトで示した項で得られた知見は，

矢印の先の項で利用していく。  
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第2章 文献・データの収集・情報の抽出 
2.1 収集対象範囲 

文献・データの収集対象範囲を図 2.1-1 に示す。文献調査対象地区における「隆起・沈降運動」，

「侵食・堆積作用」の特徴の把握・理解においては，文献調査対象地区における情報だけでなく，

それらを数十～百 km 程度の地理的広がりの中で位置付けるために文献調査対象地区外における情

報も必要である。 

文献調査対象地区である寿都町は，寿都半島（月越山脈），寿都低地，幌別山地からなる。これら

のうち寿都低地は，活構造帯である黒松内低地帯（例えば，小疇ほか編，2003）の北端部に当たる。

また，寿都町を流れる朱太川の流域は町内に収まらず，その上流域は太平洋側に位置する（図 2.1-1）。 

こうした点を考慮して，本調査では寿都半島，黒松内低地帯，幌別山地に朱太川の流域を加えた

範囲を陸域の文献・データの収集対象範囲とした。さらに小池・町田編（2001）から，10万年スケ

ールでの隆起量の指標となる海成段丘が狩場山地北岸からニセコ・雷電火山群西岸にかけて分布す

ることが確認できる。このことから寿都半島から狩場山地北岸までの間およびその流域ならびに幌

別山地北岸からニセコ・雷電火山群西岸までの間およびその流域も文献・データの収集対象範囲に

含めた。 

海域の文献・データの収集対象範囲については，沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に

関する研究会（2016）において沿岸部海域側の検討対象範囲として示された「海岸線から 15 km 程

度以内」に則り，陸域の対象範囲のうち寿都町が位置する日本海側の対象範囲から海域に 15 km 延

長した範囲とした。 

 
図 2.1-1 収集対象範囲 

陰影段彩図には，地理院タイルの陰影起伏図に国土地理院数値標高データを用いて作成した高度段彩を重ねた

ものを使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，河川は「国土数値情報（河川デー

タ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。大陸

棚外縁については，海底地形の特徴に基づいて描いた地形線を使用（技術的観点からの検討のうち地形，地質・

地質構造に関する説明書（以下，説明書「地形，地質・地質構造」という。）を参照）。 
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2.2 収集・抽出の観点 

本調査における文献・データの収集・情報の抽出の観点を表 2.2-1 に示す。隆起・侵食における

収集・抽出対象のテーマは，「隆起・沈降」，「侵食」，「気候・海水準変動」に大別される。 

これらのうち「隆起・沈降」に関しては，（a）文献調査対象地区が属する大～中地形の配列およ

び地質構造を規定したテクトニック・セッティングと現行の地殻変動の特徴にかかわる情報と，（b）

その枠組みの中で過去数十万年～数百万年程度の期間に生じた隆起・沈降量にかかわる情報，の取

得を目的とした。（a）については，プレート配置，広域応力場，測地観測データに基づく地殻水平

ひずみ，地震学データに基づく地殻応力情報，活構造・活断層などに関する文献・データを対象と

した。（b）については，海成段丘や河成段丘（例えば，Terrace to terrace法；吉山・柳田，1995）に

基づく 105年スケールでの隆起量に関する文献・データと共に，測地観測データ，離水海岸地形（例

えば，海食洞，離水ベンチ）や完新世の海成層に基づくより短い時間スケールでの隆起・沈降量や，

侵食小起伏面や鮮新世～中期更新世の海成層に基づくより長い時間スケールでの隆起・沈降量に関

する文献・データを対象とした。 

「侵食」に関しては，（a）山地における数十年～数百万年スケールでの削剥量・削剥速度にかか

わる情報，（b）河川による数千年～数十万年スケールでの下刻量・下刻速度にかかわる情報，（c）

海食にかかわる情報，（d）マスムーブメント地形の分布・特徴にかかわる情報の取得を目的とした。

（a）については，堆砂量データ，宇宙線生成核種データ，熱年代データに基づいた削剥量・削剥速

度に関する文献・データを対象とした。（b）については，河川下流部の沖積低地においては最終氷

期に形成された埋没谷の形状およびその谷埋め堆積物である沖積層の基底深度に関する文献・デー

タを，河川の中～上流部においては河成段丘や環流旧河谷といった離水河成地形に基づく下刻量・

下刻速度に関する文献・データを対象とした。（c）については，海食崖の後退量・後退速度に関す

る文献・データを対象とした。（d）については，陸域では，地すべり地質区分や地すべり・崩壊の

分布・規模に関する文献・データ，海域では，大陸棚の削剥にかかわる海底地すべりの分布・規模

に関する文献・データを対象とした。 

「気候・海水準変動」に関しては，（a）古気候，特に氷期の古気候条件と周氷河環境にかかわる

情報と，（b）氷河性海水準変動にかかわる情報の取得を目的とした。（a）については，花粉分析に

よる植生復元に関する文献・データや化石周氷河現象に関する文献・データを対象とした。（b）に

ついては，最終氷期最盛期における侵食基準面（海水準）の高さや海成段丘の分布高度から隆起量

を算出する際に必要となる高海水準期（間氷期）の海水準高度を把握するために，中期更新世以降

の氷河性海水準変動の海洋酸素同位体ステージ（Marine Isotope Stage；以下，MIS という。）の年代

と海水準高度を示した文献・データを対象とした。  
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表 2.2-1 隆起・侵食における文献・データの収集・情報の抽出の観点 

 
 

2.3 抽出結果 

2.1 および 2.2 に基づいて収集し，情報を抽出した文献・データを「添付資料A 情報を抽出した

文献・データのリスト」にまとめた。 

また，本説明書において引用している文献・データは「引用文献」として示した。この「引用文

献」には，一般的な教科書類，原子力規制委員会，地層処分技術WG などの文献・データも含まれ

る。なお，「情報を抽出した文献・データのリスト」においては 1件としている文献・データを，引

用箇所を明確にするためにいくつかに分けて扱っている場合もある（例えば，原子力規制委員会審

査会合審査資料，書籍，論文集）。一方，収集・抽出の観点には該当するが評価に必要と考えられる

情報が確認されなかった場合または情報が重複する（例えば，旧版・最新版，引用・被引用文献な

ど）場合など，情報を抽出したリストに示した文献・データでも引用していないものがある。 

項目 目的 対象

隆起・沈降 テクトニック・セッティング
プレート配置，広域応力場，測地データ（地殻水平ひずみ），地震学データ（地殻応力情
報），活構造・活断層

隆起・沈降の量・速度
測地観測データ，地形データ（離水海岸地形，海成段丘，河成段丘，侵食小起伏面），地
質データ（鮮新世～完新世の海成層）

侵食 山地の削剥量・削剥速度 堆砂量データ，宇宙線生成核種データ，熱年代データ

河川の下刻量・下刻速度 地形データ（埋没谷と沖積層，河成段丘，環流旧河谷）

海食 海食崖の後退量・後退速度

マスムーブメント マスムーブメント地形，海底地すべり

気候・海水準変動 古気候 古植生，化石周氷河現象

海水準変動 中期更新世以降の氷河性海水準変動
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第3章 文献から得られた知見 
3.1 隆起・沈降 

文献調査対象地区およびその周辺地域の隆起・沈降に関する文献情報を，2.2 に示した収集・抽出

の観点別にレビューしたうえで取りまとめた。その結果を（a）測地観測データに基づいて 100～102

年スケールで把握できるもの，（b）離水海岸地形，海成段丘，海成層に基づいて 102～105年スケー

ルで把握できるもの，（c）侵食小起伏面や新第三紀末～第四紀の地層に基づいて 105～106年スケー

ルで把握できるものの 3 つに大別し，短い時間スケールのものから順に以下の各項で説明する。な

お，これら 100～106年スケールの隆起・沈降運動の背景にあるテクトニック・セッティングや地殻

変動様式に関するレビュー結果については，説明書「地形，地質・地質構造」および 5.1.1 に示す。 

 

3.1.1 100～102年スケール 

測地観測データに基づいて日本列島の鉛直変動速度分布を示した文献には，水準測量による檀原

（1971）ならびに水準測量およびGPS 連続観測による村上・小沢（2004）がある。 

これらの文献から，文献調査対象地区における 100～102年スケールの鉛直変動速度（隆起方向が

＋，沈降方向が－）を読み取った結果を表 3.1-1 に示す。水準測量に基づく鉛直変動速度は，70年

間平均が−2～0 mm/yr，約 40 年間平均が 0～2 mm/yr である。また，GPS連続観測に基づく鉛直変動

速度は，約 5～7年平均で 6～8 mm/yrであり，水準測量に基づく数十年スケールでの鉛直変動速度

とは傾向・速度共に大きく異なる。 

 

表 3.1-1 測地観測結果から読み取った文献調査対象地区における鉛直変動速度 

 

 

3.1.2 102～105年スケール 

文献調査対象地区とその周辺地域における 102～105年スケールの隆起・沈降のうち，最も短い時

間スケール（102～103年スケール）での特徴を記録している可能性があるのが離水波食棚（ベンチ）

や完新世海成段丘である。 

離水波食棚（ベンチ）については，狩場山北岸から寿都湾東岸（幌別山地沿岸）にかけて良く発

達する（大谷，1999）。寿都半島の先端付近に発達する最高位の完新世海成段丘は標高 5 m に旧汀

線高度をもつ（宮内，1990）。しかし，これらの離水時期や離水要因，特に歴史地震との関係につい

ては不明である（宮内，1990；大谷，1999）。そのため，離水波食棚（ベンチ）に基づいて隆起・沈

文献 測地観測手法 観測期間
変動速度※

（mm/yr）

檀原（1971） 水準測量
70年間

（1895～1965年）
−2～0

村上・小沢（2004） GPS連続観測
最長：1996年～2003年

最短：1998年～2003年
6～8

水準測量

約40年間

（1947～1961年

および1986～1999年）

0～2

※図からの読み取りによる。
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降の傾向や量・速度についての情報を得ることはできなかった。 

105年スケールの隆起・沈降のうち，隆起については藤原ほか（2004，2005），地質環境の長期安

定性研究委員会（2011）が日本列島全域を対象に最近約 10万年間の平均隆起速度を 5万分 1 地形図

の図幅単位で示している。それらに示された隆起速度は，幌別山地から寿都低地までの区間で 0.0

～0.3 mm/yr，寿都半島から島牧海岸（図 2.1-1）までの区間で 0.3～0.6 mm/yr，狩場山北岸で 0.6～

0.9 mm/yrである。より詳細な空間スケールでの隆起量とその空間的変化については，更新世の海成

段丘面の分布高度から把握することができる。 

文献調査対象地区とその周辺地域において更新世の海成段丘面の分布高度や編年結果を示した文

献には，瀬川（1967），宮内（1988），小池・町田編（2001），奥村（2003），北海道電力（2013a，2016a）

がある。これらの文献では，文献調査対象地区とその周辺地域の海成段丘面は 2～5 面に区分され，

それらは古いものから順にMIS 7以前，MIS 5e，MIS 5c，MIS 5aに対比されている。 

MIS 5e（または最終間氷期）に対比された海成段丘面については，その段丘堆積物中の泥炭層に

現在と似た温暖な気候環境の花粉や大型植物化石が含まれ（瀬川，1967），被覆層には風成の Toya

火山灰（109±3 ka；東宮・宮城，2020）の降灰層準に相当する箇所が確認されている（奥村，2003；

北海道電力，2013a，2016a）。また，MIS 5c に対比された海成段丘面の段丘堆積物中には，多量の

洞爺火砕流水成二次堆積物が確認されている（奥村，2003）。 

文献調査対象地区とその周辺地域に分布する海成段丘面の後面段丘崖麓部（旧汀線アングル；図 

3.1-1）の高度（小池・町田編，2001；奥村，2003）と崖錐や風成層からなる被覆層の厚さを除去し

た段丘堆積物上面（図 3.1-1）の高度（北海道電力，2013a，2016a）を図 3.1-2 に，その投影断面図

を図 3.1-3 に示す。 

更新世の海成段丘面のうち最も連続性良く発達するのが，MIS 5eに対比される海成段丘面である。

その旧汀線アングル高度は，寿都半島の西岸から寿都湾の東岸（幌別山地）までの区間でほとんど

差がみられないとされ（奥村，2003），小池・町田編（2001）で 30～40 m，奥村（2003）で 40～50 

m である。この区間における MIS 5e の段丘堆積物上面高度についても高度不連続は認められない

とされ（北海道電力，2013a），その高度は 20～30 m である。ただし，尻別岬付近における段丘堆積

物上面高度が相対的に高いことについて，北海道電力（2016a）は，北西-南東方向に延びる西上が

りの逆断層である尻別川断層の断層運動による影響を否定していない。 

MIS 5eの旧汀線アングル高度に地域差が認められるのは，寿都半島の西岸以西（本目以西の島牧

海岸）の地域である（宮内，1988；小池・町田編，2001；奥村，2003）。その高度は，本目付近から

西に向かうにつれ増していき，狩場山北岸において 110 mに達する（小池・町田編，2001）。同様の

傾向は，MIS 7の旧汀線アングルの高度変化においても確認できる。 

MIS 5c，MIS 5aの海成段丘面については，寿都半島および島牧海岸の一部にMIS 5eの海成段丘

面と共に発達する。MIS 5c の旧汀線アングル高度は，寿都半島東岸で 30～35 m（奥村，2003），島

牧海岸で 40～60 m（小池・町田編，2001；奥村，2003）であり，MIS 5e およびMIS 7 の旧汀線ア

ングル高度における地域差と同様の傾向がみられる。MIS 5aの海成段丘面は，寿都半島東岸の寿都

において認められており，その旧汀線アングル高度は 20 m である（奥村，2003）。 
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図 3.1-1 本地域における海成段丘の断面模式図 

本調査では，海成段丘の分布高度として主に旧汀線アングル（段丘面の最も高い所，つまり後面段丘崖の崖麓

部），段丘堆積物上面，基盤岩上面における高度をとりあげる。 

 

 

図 3.1-2 狩場山北岸－尻別岬における海成段丘の高度分布 

小池・町田編（2001），奥村（2003），北海道電力（2013a，2016a）に基づき作成。斜体の数字は旧汀線アン

グルの高度，正体の数字は段丘堆積物上面の高度を示す。比較的狭い範囲において群列ボーリングなどにより

段丘堆積物上面の高度が複数得られている場合，それらの中で最も高いものの高度のみを図示した。奥村

（2003）に示された旧汀線高度は，旧汀線アングルの高度（海成段丘面の高度）と推察できることから，本

調査ではそのように記した。海成段丘高度の投影断面図については図 3.1-3に示す。ベースマップとして地理

院タイルの陰影起伏図を使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界

は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 3.1-3 文献に示された狩場山北岸－尻別岬における海成段丘の高度分布（投影断面図） 

 

3.1.3 105～106年スケール 

105～106 年スケールでの隆起・沈降量については，日本列島を対象に作成された第四紀の隆起沈

降量図（国立防災科学技術センター，1969）に示された数値から把握することができる。そのほか

にも，文献調査対象地区とその周辺地域に分布する数百万年前から数十万年前の地層の堆積過程や

分布高度に関する情報も，105～106 年スケールで生じる隆起・沈降量を知る手がかかりになる。以

下では，これらのトピックに関する情報について述べる。 

 

（1）第四紀の隆起沈降量 

文献調査対象地区およびその周辺地域の第四紀を通した隆起量の総和については，第四紀地殻変

動研究グループが作成した日本列島における第四紀の隆起沈降量図（集成隆起沈降量図）（国立防災

科学技術センター，1969）から読み取ることができる。この隆起沈降量図は，新第三紀末（原本で

は第三紀末）または第四紀初めに形成された侵食平坦面の高度と堆積岩の新第三紀（原本では第三

紀）―第四紀境界層準の分布上限高度または深度に基づいて作成されている（国立防災科学技術セ

ンター，1973）。図に示された隆起量は，寿都半島から寿都低地で 250～500 m，幌別山地で 500～

750 m である。 

 

（2）後期鮮新世～中期更新世の海成層の分布 

黒松内低地帯とその周辺地域では，鮮新世末から前期更新世または中期更新世にかけて堆積した

貝化石を含む海成堆積物が，歌島層（鈴木ほか，1981），瀬棚層（例えば，池谷・林，1982；久保ほ

か，1983；鈴木，1989；椿原ほか，1989；能條ほか，1999），尻別川層（山岸，1976，1984），瀬棚

層を不整合で覆う中ノ沢川層（久保ほか，1983）といった地層において確認されている（詳細につ

いては説明書「地形，地質・地質構造」を参照）。説明書「地形，地質・地質構造」では，歌島層，

瀬棚層，尻別川層を「瀬棚層」としてひとまとめにして，「瀬棚層」と中ノ沢川層の分布を地質図に

示している。その地質図に基づくと，文献調査対象地区およびその周辺地域では「瀬棚層」のみ確

認できる。文献調査対象地区とその周辺地域における「瀬棚層」の分布を図 3.1-4 に示す。 

図 3.1-4 から「瀬棚層」は，寿都半島基部の山頂部（分布の最高標高は 420 m）や幌別山地の山

麓部（分布の最高標高は 450 m）といった比較的高所から寿都低地の沖積層下まで，さまざまな高

度に分布していることが分かる。しかし，「瀬棚層」から貝化石が確認されているのは，現時点では，

（a）寿都半島西部の歌島周辺（鈴木ほか，1981），（b）黒松内低地帯の丸山丘陵南部の添別川，朱
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太川，白炭川沿い（例えば，山岸，1984；鈴木，1989；能條ほか，1999），（c）尻別川流域の貝殻沢

川沿い（山岸，1984）に限られる（図 3.1-4）。 

さらに，蕨岱向斜近くの標高 25 m 付近に位置する添別セクション2では，「瀬棚層」の堆積過程が

明らかにされている（図 3.1-4）。この添別セクションでは，能條・鈴木（1999）により，瀬棚層上

部の添別砂岩部層（能條ほか，1999）に当たる 95～83 万年前の堆積物が，氷河性海水準変動による

海進・海退の影響を受けていたことや，最大水深時（温暖期のピーク）に 150～190 m 深にあった

が最終的には陸化に至ったことが明らかにされている。 

 

（3）丘陵を覆う更新世の地層 

寿都低地の南端部には，黒松内背斜の背斜軸に沿って盛り上がった丸山丘陵（最高標高 218 m；

文献調査対象地区内での最高標高は 184 m）が存在する（図 3.1-4）。5 万分の 1 地質図幅「歌棄」（山

岸，1984）に基づくと，丸山丘陵は，中新世～鮮新世の磯谷層からなり，その頂部は，後期更新世

に対比される旧期扇状地堆積物（くさり礫が含まれる場合もある扇状地堆積物を主とした砂礫層）

に覆われる。 

その一方で，今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982），奥村（1983），北海道電力（2015）が

示した地形分類図では，丸山丘陵の頂部は，それぞれH1 面，H0 面（未区分高位面），H0 段丘面群

として判読されている。これらのうち，H0 段丘面群が含まれる高位段丘群における堆積物の特徴に

ついては，「著しく風化したくさり礫や円磨された風化礫が認められ，ローム層が厚く覆うことが多

い」（北海道電力，2015）と記されている。これらの段丘面の形成年代について，各文献において直

接的に言及されているわけではないが，H1 面と H0 面は，少なくともMIS 5e よりも古い時代に，

H0 段丘面群は，中期更新世でも，少なくとも MIS 7 よりも古い時代にそれぞれ位置付けられてい

るようである。 

 
2セクション：地層の断面。地層の観察ができる崖（岡田，2022）。例えば，GSSP（Global Boundary Stratotype Section and Point）
として認定された「千葉セクション」にこの用語が用いられている。 
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図 3.1-4 文献調査対象地区およびその周辺地域に分布する後期鮮新世～中期更新世の地層 

M：丸山丘陵，SL：寿都低地，Kz：貝殻沢川，b：添別川，Sz：白炭川。数字は標高（m）。後期鮮新世から

中期更新世の堆積物である歌島層，瀬棚層，尻別川層の分布を示す。これらの地層と地質構造の分布について

は，山岸ほか（1976），鈴木ほか（1981），山岸（1984）に基づき作成（詳細については説明書「地形，地質・

地質構造」を参照）。貝化石の産出地点については山岸（1984）に，ボーリング地点については北海道電力（2013a）

に，「添別セクション」については能條・鈴木（1999）に基づき作成。山岸（1984）における記述に基づき，

産出した貝化石のうち，前期鮮新世から前期更新世に対比されるものを橙色，前期～中期更新世に対比される

ものを黄色，中ノ沢川層に産するものと共通するものを緑色で示した。陰影段彩図には，地理院タイルの陰影

起伏図に国土地理院数値標高データを用いて作成した高度段彩を重ねたものを使用。海岸線は「国土数値情報

（海岸線データ）」（国土交通省）に，河川は「国土数値情報（河川データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政

界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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3.2 侵食 

文献調査対象地区およびその周辺地域の侵食に関する文献情報を，2.2 に示した文献・データの収

集・抽出の観点別，すなわち，「山地の削剥速度」，「河川による下刻」，「海食」，「マスムーブメント」

といったテーマに分け，レビューした。その結果を以下の各項において説明する。 

 

3.2.1 山地の削剥速度 

山地の平均削剥速度は，観測可能な時間スケール（100～102 年），地形学的な時間スケール（102

～103 年），地質学的な時間スケール（≧105 年）で把握することができる。これらのうち 100～102

年スケールで山地の平均削剥速度を把握する方法には，ダムの比堆砂量からダム流域の平均削剥速

度を直接的に把握する方法（例えば，藤原ほか，1999）とダムの比堆砂量とダム流域の地形量との

関係式からダムの有無によらず山地の平均削剥速度を推定する方法（例えば，長谷部ほか，2005）

がある。 

文献調査対象地区およびその周辺地域では，後者の方法を用いた文献・データが確認できた。該

当するのは，（a）ダム堆砂量と基準高度分散量との関係に基づいて藤原ほか（1999）が作成した 6 km

メッシュの削剥速度分布図を再録・加筆した削剥速度データ（藤原ほか，2001）と，（b）ダム堆砂

量，メッシュ傾斜（約 1 km メッシュごとに算出した 250 m メッシュの最大傾斜の中央値），表層地

質との関係に基づいて長谷川ほか（2005）が作成した 1 km メッシュの「侵食速度ポテンシャルマ

ップ」である。 

これら 2 つの文献・データから作成した文献調査対象地区およびその周辺地域の削剥速度分布図

を図 3.2-1 に示す。図 3.2-1 の藤原（2001）から読み取れる文献調査対象地区の平均削剥速度は，

寿都半島付近で 0.1～0.3 mm/yr，丸山丘陵で 0～0.1 mm/yr，幌別山地で 0.1～0.5 mm/yrである。一方，

図 3.2-1 の長谷川ほか（2005）から読み取れる比堆砂量（単位は 103 m3 /km2/yr；≒流域の平均削剥

速度）は，寿都半島付近で 0～0.2，丸山丘陵で 0～0.2，幌別山地で 0.2～0.5 である。 

102～103 年スケールの山地流域における平均削剥速度は，宇宙線生成核種法に基づき定量的に把

握することができるが（例えば，Korup et al., 2014；松四ほか，2014），文献調査対象地区およびそ

の周辺地域において取得された宇宙線生成核種データを確認することはできなかった。また，≧105

年スケールの山地の平均削剥速度は，低温領域の熱年代法を用いることで算出でき（末岡ほか，

2015；末岡・田上，2019），日本列島において取得された低温領域の熱年代データは「日本列島の基

盤岩類における低温領域の熱年代データベース」（Sueoka and Tagami, 2019）にまとめられている。

しかし，このデータベースにおいて文献調査対象地区およびその周辺地域で取得された熱年代デー

タを確認することはできなかった。 
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図 3.2-1 ダム堆砂量と地形量との関係から推定された年平均削剥速度 

（A）6 km メッシュの基準高度分散量から推定された年平均削剥速度。藤原ほか（2001）を編集。（B）メッ

シュ傾斜（約1 kmメッシュごとに算出した 250 mメッシュの最大傾斜の中央値）から推定された年平均削剥

速度。長谷川ほか（2005）の「全国の流域単位の侵食速度ポテンシャルマップ」を編集。本調査では，（年平

均）比堆砂量（単位は 103 m3 /km2/yr）を年平均削剥速度に読み替えて論ずる。ベースマップとして地理院タ

イルの陰影起伏図を使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

3.2.2 河川による下刻 

沿岸部における沖積層基底（最終氷期最盛期における沖積層基底礫層の基底）の深さは，後期更

新世以降の河川による線的な侵食量（下刻量）の実績と見做すことができる（幡谷ほか，2016）。朱

太川河口の沖積低地である寿都低地における沖積層の深度もしくは層厚にかかわる記載は，岡（2006）

と北海道電力（2013a）において確認できる。岡（2006）は，北海道水理地質図No. 7「倶知安」（広

田ほか，1985）に示された水井戸（寿都町地下水調査井）のボーリング資料の読み取りから砂礫質

の沖積層が深度 20 m まで確認できると記述している。また，北海道電力（2013a）は，湯別（標高

3.94 m地点）でのボーリング調査から，沖積層がほぼ水平に堆積しており，その厚さが 45.15 m で
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あることを示している。 

内陸部における河川の下刻量・下刻速度に関する情報を有する文献・データについては，確認す

ることはできなかった。 

 

3.2.3 海食 

波浪侵食による海食崖の後退速度について，文献調査対象地区において直接取得されたデータを

確認することはできなかったが，日本列島の多地点において海食崖の平均後退速度を求めた文献と

して，貝塚（1998）と上野・山岸（2002）を確認した。 

貝塚（1998）は，現在みられる海食崖と浅海底が後氷期の海面がほぼ現在の水準に達した 5,000

年前から現在までの期間に形成されたものと考え，日本列島各地の水深 10 m 以浅の波食台の幅を

計測し，その幅を 5,000年で除すことで海食崖の平均後退速度を求めている。 

海食崖の平均後退速度がまとめられた図（貝塚，1998 の図 5.31）から，文献調査対象地区の波食

台を構成する火山岩と新第三紀層を対象に値の読み取りを行った。この読み取りに基づく海食崖の

平均後退速度は，火山岩で 2～8 cm/yr（n = 6），新第三紀層で 4～28 cm/yr（n = 11）である。 

一方，上野・山岸（2002）は，貝塚（1998）とほぼ同様の考え方により海食崖の平均後退速度を

算出しているが，（a）現在みられる海食崖や浅海底が 6,000 年前以降に形成されたものとして海食

崖の後退速度を求めていること，（b）岩盤崩壊のあった海食崖とその基部の海食台を対象としてい

ることが貝塚（1998）と異なる。上野・山岸（2002）に基づくと，硬質な岩盤からなる海食崖の平

均後退速度は 3～10 cm/yr である。 

 

3.2.4 マスムーブメント 

文献調査対象地区の陸域の大部分は，地すべり地質区分図（山岸・伊藤，1993）に示された 1～5

のうちのどの地すべり地質区にも属していない（図 3.2-2 A）。ただし，寿都半島の西岸は，「4. 渡

島半島東部新第三紀泥岩地域」（山岸・伊藤，1993）に属する。この地域は，（a）層理の発達した新

第三紀泥岩層が広く分布し，緩傾斜の頁岩で特徴付けられ，（b）それらにはすべり面となる粘土化

しやすい流紋岩質凝灰岩が頻繁に挟まれるため，層すべりタイプの地すべり地形が多い，とされる

（山岸・伊藤，1993）。防災科学技術研究所の地すべり地形分布図（清水ほか，2010）からは，比較

的小規模な地すべり地形が文献調査対象地区内に散在することが読み取れる（図 3.2-2 B）。 

文献調査対象地区を含む北海道南西部の日本海沿岸部では，1980 年代や 1990 年代に発生した岩

盤崩壊が確認されている（例えば，山岸，1998；北海道日本海沿岸における大規模岩盤崩落検討委

員会，2000；上野・山岸，2002）。しかし，北海道日本海沿岸における大規模岩盤崩落検討委員会（2000）

が示した崩壊規模 100 m3 以上の岩盤崩壊跡の分布図の中に文献調査対象地区で発生した岩盤崩壊

は認められない（図 3.2-2 B）。 

文献調査対象地区の周辺海域における海底地すべりの分布については，森木ほか（2017）と北海

道電力（2013b）に示されているものから把握することができる。海底地すべりのうち，文献調査対

象地区周辺の海岸線から 15 km 圏内に分布するものは，森木ほか（2017）においてのみ確認できる。

森木ほか（2017）に示された海底地すべりを図 3.2-3 に示す。これらの海底地すべりの面積は，森

木ほか（2017）によれば，いずれも 10 km2以下である。大陸棚の外縁付近を直接削剥している海底

地すべりについては，岩内海底谷および茂津多海底谷の谷頭部付近ならびに寿都海脚付近において

確認することができる（図 3.2-3）。 
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図 3.2-2 文献調査対象地区（陸域）におけるマスムーブメント地形分布 

（A）北海道南西部の地すべり地質区分図（山岸・伊藤，1993に基づき作成）。（B）地すべり地形分布図。地

すべり地形GISデータ（防災科学技術研究所）「6440 岩内」のデータ（原図は清水ほか（2010））に基づき作

成。岩盤崩壊地の分布については，北海道日本海沿岸における大規模岩盤崩落検討委員会（2000）に基づく。

ベースマップとして地理院タイルの陰影起伏図を使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通

省）に，河川は「国土数値情報（河川データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区

域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 3.2-3 文献調査対象地区（海域）およびその周辺地域における海底地すべりの分布 

森木ほか（2017）に示された海底地すべりの滑落崖のうち，海岸線から 15 km 圏内に分布するものを図示。

等深線の主曲線の間隔は 40 m，計曲線の間隔は 200 m。地理院タイルの陰影起伏図を使用。海域の等深線図

は，日本水路協会発行M7000シリーズを用いて作成（一財）日本水路協会承認第2021006号。海岸線は「国

土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土

交通省）に基づく。 

 

3.3 気候・海水準変動 

文献調査対象地区およびその周辺地域の気候・海水準変動に関する文献情報を，2.2 に示した文

献・データの収集・抽出の観点別にレビューし，まとめた。その結果を（a）気温・降水量の変化，

（b）古環境の変化，（c）氷河性海水準変動に大別し，以下の各項において説明する。 

 

3.3.1 気温・降水量の変化 

文献調査対象地区およびその周辺地域において定量的に古気候を復元した文献・データを確認す

ることはできなかった。その一方で，最終氷期寒冷期の年平均気温や年平均降水量を復元した文献・

データには，例えば，日本列島を対象にした松末ほか（2000）や北海道北部を対象とした五十嵐ほ

か（2012）がある。 

松末ほか（2000）は，現在の花粉化石群集と温かさの指数との関係式を求め，その関係式を最終

氷期寒冷期の花粉化石群集データに適用することで日本列島における最終氷期寒冷期の年平均気温

を算出している。それによると文献調査対象地区が位置する緯度範囲（北緯 42.00 °～42.99 °）にお

ける最終氷期最寒冷期の年平均気温は－2.0℃であり，現在（松末ほか（2000）執筆時点）との差は

－9.0℃である。 

また，北海道東部が対象となるが，最終氷期以降の年平均降水量は，Heusser and Morley (1985) が

太平洋北西沖で取得した海底コア中の花粉分析に基づいて推定されている。それによると，最終氷
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期の約 8～2 万年前までの年平均降水量は～1,000 mm，氷河環境でなかった約 1 万～4,000 年前は

>1,200 mmである（松末ほか，2000）。 

五十嵐ほか（2012）は，北海道北部の剣淵盆地（北緯約 44 °）において花粉分析に基づいてMIS 7

以降の植生変遷史を復元し，その花粉組成が似るサハリンの気象データとの比較に基づいて古気候

を復元している。それによると，剣淵盆地でのMIS 2 における年平均気温は－8～－9℃と，年平均

降水量は現在（五十嵐ほか（2012）執筆時点）よりも 720～750 mm 程度少なかったと推定されてい

る。 

 

3.3.2 古環境の変化 

最終氷期の北海道では，標高 750 m 以上の山地に連続永久凍土帯が広がり，周辺の低地は不連続

永久凍土帯であったと考えられている（小野，1990）。ただし，化石周氷河現象の分布を示した日本

第四紀地図（日本第四紀学会編，1987）の文献調査対象地区周辺に，アイスウェッジカスト（永久

凍土の存在を示す化石周氷河現象）の分布を確認することはできない。 

最終氷期の北海道の植生景観と周氷河環境については，現在のタイガ帯南縁部に近かったと推定

されている（小野，1990）。石狩低地帯から渡島半島にみられた最終氷期の植生景観は，グイマツを

主とする亜寒帯針葉樹林であったと考えられている（小野・五十嵐，1991）。文献調査対象地区に近

い黒松内低地帯の歌才（図 2.1-1）では，最終氷期最盛期には現在みられるブナ林ではなくカバノ

キ属とマツ属を主とする亜寒帯針葉樹林と草原が広がっていたと考えられている（Sakaguchi, 

1989；Igarashi, 2016）。 

 

3.3.3 氷河性海水準変動 

文献調査対象地区およびその周辺地域に発達する最上位の海成段丘面については，後述（4.1.2（5）

参照）するようにMIS 11またはMIS 13に対比される可能性を有する。この点を考慮に入れ，本調

査では中期更新世以降の氷河性海水準変動のうち MIS 13 以降のものを対象とした。比較的最近の

文献（Siddall et al., 2007；Spratt and Lisiecki, 2016；Creveling et al., 2017）に示されたMIS 13 以降の主

な高海面期の年代と海水準高度をまとめたものを表 3.3-1 に示す。 

最終氷期最盛期（2.1 万年前）と完新世の高海面期（約 6,000年前）における日本列島周辺の海水

準高度については，Okuno et al. (2014) により氷河性地殻均衡（Glacial Isostatic Adjustment, GIA）を

考慮したものが示されている。Okuno et al. (2014) の読み取りに基づく最終氷期最盛期における文献

調査対象地区の大陸棚付近の海水準は，−128～−132 m である。完新世の高海面期における海水準に

ついては，文献調査対象地区の海岸線付近に示された数値をOkuno et al. (2014) から読み取った。読

み取った海水準は，その算出において用いられた氷床融解史モデルによって異なるが，1 m または

−1 m である。  
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表 3.3-1 海洋酸素同位体ステージ（MIS）の年代と海水準高度 

 
  

MIS
年代
（万年前）

海水準
（現在比：m）

MIS
年代
（万年前）

海水準
（現在比：m）

MIS
年代
（万年前）

海水準
（現在比：m）

- - - - - - 5a 8 −10.5±5.5

- - - - - - 5c 10 −11.1±6.6

5e 11.6 to 13.2 0 to 6 5e 11.9 to 12.6 6 to 9※ - - -

7a 19.0 to 20.1 −15 to −5 - - -

7c 21.2 to 22.0 −15 to −5 - - -

7e 23.0 to 23.5 −15 to −5 7e 23.6 to 25.5 −9 - - -

9c 31.8 to 32.4 −3 to 8 9 31.5 to 33.1 −1 - - -

11 39.8 to 41.0 −3 to 18 11 39.9 to 40.8 6 to 13※ - - -

13 - −20 to 0 13 48.6 to 50.2 −11 - - -

※氷河性地殻均衡（Glacial Isostatic Adjustment, GIA）補正がなされた値。MIS 5eはDutton et al. (2015)，MIS 11は

 Raymo and Mitrovica (2012) の推定値。

Creveling et al. (2017)Siddall et al. (2007) Spratt and Lisiecki (2016)

7a-c 19.7 to 21.4 −7
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第4章 文献・データの分析 
4.1 隆起・沈降 

4.1 では，4.1.1～4.1.3において文献調査対象地区およびその周辺地域の現在の陸域における隆起・

沈降の傾向および量・速度について，時間スケール別（100～102 年スケール，105 年スケール，105

～106年スケール）に推定した結果を述べる。これらの推定結果は，短い時間スケールのものから，

それぞれ（a）測地観測データ（電子基準点データと水準測量データ）の解析，（b）地形判読による

更新世の海成段丘面の認定・区分・編年，（c）鮮新世および更新世の地層の堆積年代や分布高度の

分析，に基づいた。続く 4.1.4 では，文献では情報を得ることのできなかった文献調査対象地区およ

びその周辺地域の現在の海域における 105～106年スケールでの隆起・沈降の傾向について，大陸棚

を構成する地層の累重様式に基づいて推定した結果を述べる。 

なお，102～105 年スケールに関して，離水波食棚（ベンチ）を判読したが，これらの離水時期や

離水要因，特に歴史地震との関係が不明であるため，隆起・沈降の傾向や量・速度についての情報

を得ることはできなかった。 

 

4.1.1 測地観測データに基づく隆起・沈降量 

（1）電子基準点データ 

国土地理院のGNSS（Global Navigation Satellite System）連続観測システム（GEONET：GNSS Earth 

Observation Network System）の観測点は，文献調査対象地区およびその周辺地域では，寿都半島西

部の寿都，島牧海岸の島牧に設置されている（図 4.1-1）。ここでは，GEONET で公開されている

GNSS 観測点データ（国土地理院：電子基準点データ提供サービス）を用いて，上記 2 点における

上下変動量（隆起・沈降量）を示す。 

観測データについては，2006 年 5 月 31 日～2021 年 5 月 31 日に取得された約 15 年間分のデータ

（F5 解3）を使用した。得られた観測データから国土地理院により公開されている機器交換のタイ

ミングで生じたオフセットを除去した。そして，北海道北東部の猿払観測点を固定局として，各観

測点の 15年間の変位量を求めた。得られた結果を図 4.1-1 に示す。 

過去約 15年間の変位量について見ると，寿都では約 6.5 cm，島牧では約 3.9 cm の隆起を示した。

このことから，過去 15年間の変位量に基づくと，寿都湾西岸は，狩場山地北岸よりも隆起量が大き

いといえる。 

 
3これまでの解析ストラテジが開発から 10 年以上経過し，最新の GPS 衛星に対応していないことや，準拠する測地基準座

標系が古くなるなどの課題を解決するために更新した解析ストラテジ。2021 年 4月 1日より運用を開始している（村松ほ

か，2021）。 
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図 4.1-1 電子基準点データに基づく約 15年間の上下変動量 

黄色の四角は，国土地理院の GNSS 連続観測システムの観測点を示す。観測点横の文字は観測点名，数字は

約 15 年間の上下変動量（隆起方向が＋，沈降方向が－）を示す。陰影段彩図には，地理院タイルの陰影起伏

図に国土地理院数値標高データを用いて作成した高度段彩を重ねたものを使用。海岸線は「国土数値情報（海

岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づ

く。 

 

（2）水準測量データ 

明治時代以降（1883 年以降），国土地理院により行われている水準測量の結果に基づいて文献調

査対象地区およびその周辺地域における隆起・沈降量の特徴を把握する。対象とした水準測量路線

は，寿都湾東岸から幌別山地北岸（尻別岬）にかけて設置されている 004800と寿都湾西岸から狩場

山の南西岸にかけて設置されている 005100 である（図 4.1-2）。水準路線 004800 では 1954 年から

2004 年までの 6期間の水準点上下変動量が，水準路線 005100では 1959～2004 年までの 5期間の水

準点上下変動量が，「一等水準点検測成果収録 水準点変動図閲覧ページ」（国土地理院）において公

開されている。これらの水準点上下変動図を収集し，両路線の交点となる水準点「交 24」を基点と

して整理した。このため，「交 24」との相対的な傾向である。得られた結果を以下に記す。 

水準路線 004800 と水準路線 005100 における過去約 50 年間の総隆起量・総沈降量を図 4.1-2 に，

期間別にみた隆起・沈降量を図 4.1-3 にそれぞれ示す。まず，過去約 50年間の総隆起量・総沈降量

についてみる。寿都湾東岸では，水準点 7147 を除けば，ほとんど「交 24」に対する変動がみられ

ない。一方，寿都湾西岸から狩場山南西岸までの区間では，本目付近までは，はっきりとした傾向

を捉えることはできないが，本目以西では，西に向かうほど相対的な沈降量が大きくなるような傾

向が認められる。その量は，寿都半島東岸で約−2 cm，本目付近で約 0 cm，茂津多岬付近で約−4 cm，

狩場山南西岸で約−8 cm である。 

次に期間別に示した隆起・沈降量について，相対的にみて極端に大きい変動量を示す水準点を除

いた傾向をみる。寿都湾東岸では，期間を通して「交 24」に対する変動がほとんど認められない。

一方，寿都湾西岸以西の区間では，1954/1959～1968 年および 1968～1986 年には，全体的に隆起す

る傾向が認められるが，それらが 1986～1993 年および 1993～2004 年には沈降する傾向に転じてい

る。この隆起から沈降に反転する傾向は，寿都半島北端の弁慶岬以西の区間からはっきりと認める
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ことができる。その隆起傾向については，明確な地域差を認めることができないが，沈降傾向につ

いては，西に向かうほど大きくなる。 

以上，過去約 50 年間の水準点の上下変動に基づくと，文献調査対象地区周辺における 100～102

年スケールでの隆起・沈降の様式は，（a）寿都湾岸と（b）弁慶岬以西とで異なっているものと考え

られる。（a）内では，約 50 年という期間において明瞭な隆起や沈降の傾向の時空間的な変化を認め

ることができない。一方，（b）からみた（a）は，約 50 年間で相対的に沈降から隆起，（a）からみ

た（b）は相対的に隆起から沈降に転じているといった時間的な変化が認められる。さらに（b）の

弁慶岬以西の区間では，この沈降に転じた期間における沈降量が西に向かうほど大きくなるような

空間的な変化も認められる。 

 

 

 

図 4.1-2 狩場山南西岸－尻別岬間における約50年間の上下変動量 

（上）解析対象とした水準路線。（下）水準点における約 50年間の上下変動量。水準路線005100の水準点は

1959～2004 年の上下変動量を，水準路線 004800 の水準点は 1954～2004 年の上下変動量をあらわす。ベー

スマップとして地理院タイルの陰影起伏図を使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）

に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.1-3 狩場山南西岸－尻別岬間における上下変動量 

灰色部は，寿都湾岸における上下変動量。 

 

4.1.2 海成段丘に基づく隆起量・隆起速度 

（1）調査方法 

文献調査対象地区を含む狩場山北岸から幌別山地北岸の尻別岬までの沿岸部を対象とした海成段

丘面区分図を作成する。海成段丘面区分図の作成に当たっては，海成段丘面の判読漏れや誤判読の

発生可能性を低減するため，海成段丘面だけでなく，河成面，火山麓扇状地面，小起伏面といった

地形面，および崖錐・麓屑面・沖積錐，地すべり・崩壊地形，扇状地，砂丘・沿岸州，波食棚・離

水ベンチといった地形種も判読対象とした。これらの地形面，地形種の同定は，縮尺約 40,000分の

1（一部約 20,000 分の 1）の空中写真（1960～1970 年代に国土地理院撮影）の実体視判読に加え，

地理院タイルの赤色立体図にあらわれる地形のテクスチャーの違いに基づいて行った。基図には，

国土地理院発行の 2 万 5 千分 1 地形図を用いた。地形面，地形種の判読基準については，添付資料

B に示す。 

地形面の区分と対比については，地形面の分布高度の連続性，地形面の開析度合い，文献による

地形面構成層やその被覆層の堆積年代に基づいて行った。沿岸部では特に，MIS 5eに対比されると

考えられる海成段丘面との関係を軸にして地形面の新旧関係を判断した。 

海成段丘面に基づく 105 年スケールの隆起量・隆起速度の算出においては，（a）海成段丘面の分

布高度，（b）間氷期の海水準と時代，に関するデータが必要である。（a）のデータには，作成した

海成段丘面区分図から読み取った旧汀線アングルの高度と，既存文献・データに示された旧汀線ア

ングル高度，段丘堆積物上面高度（3.1.2参照）を用いた。旧汀線アングルの高度の読み取り値に関

しては，25,000分の 1 地形図（等高線間隔が 5～10 m）から作成された 10 mDEM（Digital Elevation 

Model；数値標高モデル）に基づいているため，高さ方向で±5 m の誤差を有しているものと考えら

れる（例えば，Matsu’ura et al., 2019）。（b）のデータについては，比較的最近の知見である Siddall et 

al. (2007)，Sparatt and Lisiecki (2016)，Creveling et al. (2017) に示されたものを用いた（表 3.3-1 と 3.3.3

参照）。これらのデータを用いて，隆起量については，海成段丘面の分布高度からその海成段丘面に

対比される間氷期の海水準を差し引くことで，隆起速度については，隆起量を間氷期の時代で除す

ことで算出した。 
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（2）海成段丘面の分布と特徴 

海成段丘面区分図，海成段丘面の投影断面図，地形断面図をそれぞれ図 4.1-4， 図 4.1-5， 図 4.1-6

に示す。海成段丘面は，島牧海岸の島牧から幌別山地の北東端（尻別岬）にかけて連続的に発達す

る。その多くが，この地域に広く発達する小起伏面の斜面下方において認められる（図 4.1-6 C，D，

E）。海成段丘面は 6 面に区分でき，本調査ではそれらを高位のものから順に Hm1，Hm2，Hm3，

Mm1，Mm2，Mm3 面と呼ぶ。これらの海成段丘面の発達は，寿都半島西岸から島牧までの区間，

寿都半島東岸，幌別山地沿岸の 3 区間でそれぞれ異なった様相を呈す。寿都半島西岸から島牧まで

の区間では，Hm1 面からMm3面までの 6面すべての発達が認められる一方で，寿都半島東岸では，

Hm3 面，Mm1 面，Mm2 面の 3 面の発達が，幌別山地沿岸ではMm1 面のみの発達が認められるに

すぎない（図 4.1-4）。これらの海成段丘面の旧汀線アングルの平面分布は，概ね現在の海岸線に沿

った形状を示す。しかし，Hm3，Mm1，Mm2 面の旧汀線アングルについては，寿都湾東岸の樽岸

から丸山丘陵にかけての範囲で現在の海岸線よりも内陸方向に入り込むような分布形状をとる（図 

4.1-4）。以下に各面の分布と特徴について図 4.1-4，図 4.1-5，図 4.1-6 に基づいて述べる。 

Hm1 面の分布は，寿都半島西岸の歌島から本目までの区間に限られる。開析が進んでおり，段丘

面の幅は狭い。本調査による旧汀線アングルの高度は，130～180 m である。 

Hm2 面の分布は，Hm1 面と同じように寿都半島西岸の歌島から本目までの区間に限られる。段

丘面の保存度合いは，Hm1 面とほぼ同程度である。本調査による旧汀線アングルの高度は，120～

160 m である。 

Hm3 面は，寿都半島西岸の歌島から島牧までの区間と寿都半島東岸の寿都から湯別までの区間に

みられるが，幌別山地の沿岸では確認されない。Hm1，Hm2 面と比較して段丘面の発達・保存度合

いが良く，寿都半島西岸のコペチャナイ川河口付近，本目岬付近では，Mm1面よりも広く発達する。

Hm3 面の多くが山麓堆積地形に覆われており，特に寿都湾東岸では，そうした山麓堆積地形の発達

が良い。山麓堆積地形の比高は，数十m から最も大きいところで 60 mに及ぶ。本調査による旧汀

線アングルの高度は，65～130 mである。ただし，この高度分布は，段丘面を覆う山麓堆積地形の

発達規模による影響を排除した値ではないことに注意が必要である。 

Mm1面は，島牧海岸の島牧から幌別山地の北東端にかけて連続的に分布が認められる。寿都半島

の歌島から寿都までの区間や幌別山地沿岸では，Mm1 面の発達しか認められない。全体的にみて段

丘面の発達・保存度合いは，Hm3 面よりも良い。しかし，寿都半島東岸の湯別から丸山丘陵にかけ

ての範囲は例外的であり，Mm1面は，開析が進んだ丸みを帯びた丘陵状の地形として分布する。そ

れらと後面に分布するHm3 面との境界付近には鞍部列からなるリニアメントが認められる（地震・

活断層に関する説明書（以下，説明書「地震・活断層」という。）を参照）。 

Mm1面においても，Hm3 面と同様に段丘面は，比高数十m の山麓堆積地形に覆われる（図 4.1-6 

A）。特に幌別山地の沿岸では，そうした山麓堆積地形の発達が良く，その中には完全に段丘面を覆

っていると考えられるものもある。例えば，歌棄周辺では，Mm1 面は認められないが，20～30 m

の高さの海食崖に切られる比高 60～70 m の山麓堆積地形が発達する（図 4.1-6 B）。この山麓堆積地

形の地下には，北海道電力（2016a）によるボーリング調査により，海成段丘堆積物（その上面高度

は標高 20.6 m）が存在することが確認されている。本調査によるMm1 面の旧汀線アングルの高度

は，30～100 mである。しかし，この高度分布についても，段丘面を覆う山麓堆積地形の発達規模

による影響を排除した値ではないことに注意が必要である。 

Mm2面は，寿都半島西岸では歌島から島牧までの区間に，寿都半島東岸では湯別周辺に分布する。
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段丘面の発達・保存度合いは Mm1 面と同程度である。本調査による旧汀線アングルの高度は，20

～60 m である。 

Mm3面は，島牧海岸の栄磯付近においてのみ認められる。段丘面の縦断長が 50～60 m 程度の小

規模な発達を示す。段丘面の開析は認められない。本調査による旧汀線アングルの高度は，22 m で

ある。 
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図 4.1-4 狩場山北岸－尻別岬にかけての海成段丘面区分図 

海成段丘面（Hm1～3 面，Mm1～3 面）の説明については本文参照。測線A，B，C，D，E，F の地形断面図

については図 4.1-6に，海成段丘高度の投影断面図については図 4.1-5にそれぞれ示す。等高線（国土地理院

数値標高データを用いて作成）は 100 m間隔。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，

河川は「国土数値情報（河川データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。 
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図 4.1-5 狩場山北岸－尻別岬における海成段丘の高度分布（投影断面図） 

投影断面線の位置については，図 4.1-4を参照。本調査の海成段丘面とMISの対比は 4.1.2（3）参照。 

 

 

図 4.1-6 海岸部の地形断面 

地形断面の位置については，図 4.1-4を参照。 

 

（3）海成段丘面の対比と編年 

本調査による海成段丘面区分と文献との対比や編年について図 4.1-7 に示す。以下に，文献調査

対象地区およびその周辺地域に分布する海成段丘面群とMIS との対比について述べる。 

Mm1面は，段丘面の広がりと保存度合いに基づくと，文献調査対象地区およびその周辺地域にお

いて最も発達の良い海成段丘面である。この海成段丘面と分布範囲において重なるのが，最終間氷

期またはMIS 5eに対比される寿都段丘（瀬川，1967），M1面（奥村，2003），mT5e 面（小池・町

田編，2001），Mm1 段丘面（北海道電力，2013a，2016a）である。寿都段丘の段丘堆積物中の泥炭

層には，現在と似た温暖な気候環境の花粉や大型植物化石が含まれること（瀬川，1967），M1面と

Mm1 段丘面の被覆層には風成の Toya 火山灰の降灰層準に相当する箇所が確認されている（奥村，

2003；北海道電力，2015）。こうした事実は，MIS 5eの海成段丘面編年の信頼性の高さを意味する。

以上を考慮し，本調査では，Mm1面の形成期をMIS 5e に対比した。 

小池・町田編（2001）に基づくとMIS 5eの海成段丘面は，島牧以西の狩場山北岸においても分布
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が確認されている。しかし，本調査では，一部を除きその区間に発達する Mm1 面を確認すること

はできなかった。小池・町田編（2001）によりMIS 5e の海成段丘面と判読された地形については，

主に海食崖に切られた山麓堆積地形や地すべり・崩壊による堆積地形として判読した（図 4.1-6 F）。

ただし，判読した山麓堆積地形や地すべり・崩壊による堆積地形が，歌棄周辺で確認された事例の

ように，MIS 5eの海成段丘面を完全に覆っている可能性は考えられる。 

Mm1面より低位に位置するMm2面，Mm3面については，地形層序に基づき，それぞれMIS 5c，

MIS 5a に対比した。Mm2 面と分布範囲が概ね重なるのは奥村（2003）の M2 面で，小池・町田編

（2001）のmT5c 面および北海道電力（2015）のMm2 段丘面とも一部重なる。Mm3 面と分布範囲

が重なるのは，栄磯付近における奥村（2003）の M3 面であり，さらに奥村（2003）は M3 面を寿

都付近にも示しており，これは瀬川（1967）の矢追段丘と分布範囲が重なる。これらのうち，M2

面の段丘堆積物中には，多量の洞爺火砕流水成二次堆積物4が確認されている（奥村，2003）。この

事実は，M2面（およびM2 面と分布範囲の重なるMm2 面）とMIS 5cとの対比の妥当性を裏付け

る。 

奥村（2003）には，島牧海岸の栄磯と寿都半島東岸の寿都の 2地点において，M1，M2，M3面の

3 面が揃って発達することが示されている。本調査による地形判読では，前者の地点において奥村

（2003）と同様，Mm1，Mm2，Mm3 面の分布を確認した（図 4.1-4）。その一方で，後者の地点で

は Mm1 面のみの確認にとどまった。これは，寿都では建造物が密集し，人工改変の可能性がある

地形もみられたことから，空中写真判読や 10 mDEM を基図とした地形断面図の読み取りでは，Mm1

面とMm2面，Mm2面とMm3面を境する段丘崖の認定が困難であったためである。 

一方，島牧海岸の栄磯から島牧にかけての区間では，小池・町田編（2001）がMIS 5e の海成段丘

面（mT5e）と判読した段丘面を，奥村（2003）はM2 面に区分している。この区間を含む本目周辺

から島牧までの区間では，Hm3，Mm1，Mm2 面の 3 面の発達が良く，これらの海成段丘面の連続

性を追跡しやすい。本調査では，これらの海成段丘面の連続性に基づいて，当該段丘面を，奥村（2003）

と同じくMIS 5cに対比されるMm2面に対比した。 

Mm1面より上位に位置するHm3，Hm2，Hm1 面については，地形層序に基づき，それぞれMIS 

7，9，11 に対比した。現時点では，この対比の妥当性を裏付ける，言い換えればMIS 5e 以前の海

成段丘面の形成時期を直接的に推定できる年代指標や年代測定結果に関する情報を確認することは

できない。Hm3，Hm2，Hm1 面と対応する文献の海成段丘面については，図 4.1-7 に示したとおり

である。これら 3面の海成段丘面の分布範囲については，文献間でも，かなり異なっているが，Hm3

面については，瀬川（1967）の本目段丘，奥村（2003）のH2 面の分布範囲とほぼ重なる。 

 
4洞爺噴火の年代は109±3 ka（東宮・宮城，2020）。 
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（5）隆起量・隆起速度の推定 

105年スケールでの隆起量・隆起速度を，旧汀線アングル高度と北海道電力（2013a，2016a）が示

した段丘堆積物上面高度（3.1.2を参照）に基づき算出する。対象としたのは，寿都半島西岸の歌島

から弁慶岬までの区間と寿都湾岸（寿都半島東岸と幌別山地沿岸）である。前者の区間を対象とし

たのは，Hm1，Hm2，Hm3，Mm1，Mm2 面がそれぞれ一定の高度で分布していることから，Hm1

面形成後の地殻変動の一様継続性について検討できるためである。 

寿都湾岸については，Hm3 面が幌別山地沿岸において分布しないことや，幌別山地沿岸では尻別

川断層の影響が否定できないこと（北海道電力，2016a）から，対象区間を寿都半島東岸と幌別山地

沿岸に分けて隆起量・隆起速度を算出することとした。また，MIS 7に対比されるHm3 面について

は，MIS 7e に対比される場合とMIS 7c に対比される場合に分けて隆起量・隆起速度を算出した。

隆起速度は，隆起量の最小値をMIS の年代の最大値で，隆起量の最大値をMIS の年代の最小値で，

それぞれ除すことで，最小値と最大値で示している。 

105年スケールでの隆起量・隆起速度とその算出に用いたパラメータを表 4.1-1 に，地殻変動の一

様継続性の検討のために隆起量を時間軸上に示したグラフを図 4.1-8 にそれぞれ示す。 

対象とした3区間におけるMIS 5eの海成段丘面の段丘堆積物上面高度から算出される隆起量およ

び隆起速度は，MIS 5e の海水準・年代をSiddall et al. (2007) に基づくと 14.6～30.0 m および 0.11～

0.26 mm/yr，Spratt and Lisiecki (2016) に基づくと 11.6～24.0 mおよび 0.09～0.20 mm/yr となる。した

がって，これらの区間のMIS 5e以降（過去 12～13万年間）の隆起量および隆起速度は，約 12～30 

m および 0.1～0.3 mm/yr程度であると推定される。 

Hm1 面形成後の地殻変動の一様継続性については，旧汀線アングル高度から推定される隆起量に

注目する。寿都半島西岸（歌島～弁慶岬）と寿都半島東岸での推定結果を見ると，MIS 5eの旧汀線

アングル高度から推定される隆起速度は，MIS 7 の旧汀線アングル高度から推定される隆起速度よ

りも小さくなることが分かる。このことに対する解釈の一つは，MIS 7 以降に寿都半島の沿岸部に

おける隆起速度が変化（低下）したということである。 

等速隆起となる条件は，Hm3 面の形成期がMIS 9 であること，Mm2およびHm3～Hm1 面の被覆

層厚を形成年代に応じて仮定することである。寿都半島に分布する Hm3 面の形成期が MIS 7 では

なくMIS 9 である場合，Hm2 面，Hm1 面は，それぞれMIS 11，MIS 13に対比されることになる。

これに加え，Mm2，Hm3，Hm2，Hm1 面の被覆層厚をそれぞれ，10 m，30 m，40 m，50 m 程度と

仮定し，Mm2，Hm3，Hm2，Hm1 面の旧汀線アングル高度から，その分を差し引いた高度に基づ

いて隆起速度を推定すると，0.1～0.3 mm/yr 程度で等速隆起してきたという結果が得られる（表 

4.1-3；図 4.1-9）。この隆起速度は，MIS 5eの海成段丘面の段丘堆積物上面高度から算出される隆起

速度とも概ね整合的な値である。つまり，寿都半島では，Hm3 面がMIS 9に対比されることおよび

被覆層厚を考慮することで，Hm1 面形成以降，一定速度で隆起してきたという解釈が可能になる。 

MIS 7の海水準は，一般的にMIS 5e の海水準よりも低かったため，MIS 7 の海成段丘面は，隆起

速度次第では，その後のMIS 5eの海進期に侵食されて失われるか，その時期の堆積物に不整合に覆

われる可能性がある（例えば，須貝ほか，2013）。例えば，寿都半島および寿都湾岸において推定さ

れる隆起速度と概ね等しい速さ（0.2 mm/yr）で，MIS 11以降に等速隆起している関東平野南部の横

浜では，MIS 11，MIS 9，MIS 5e の海成段丘面は発達するが，MIS 7 の海成段丘面は未発達である

（須貝ほか，2013）。そのため，寿都半島においても MIS 7 の海成段丘面が未発達であったという

可能性は否定できない。しかし，上述した 2 つの解釈のうち，どちらの解釈が妥当であるかの判断
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は，少なくとも Hm3 面の段丘堆積物の上面高度や，その堆積時期に関する情報に基づかない限り

は，難しいものと考えられる。 

 

表 4.1-1 海成段丘面の分布高度に基づく隆起量・隆起速度（海水準：Siddall et al., 2007） 

 

 

表 4.1-2 海成段丘面の分布高度に基づく隆起量・隆起速度（海水準：Spratt and Lisiecki., 2016） 

 

地域 海成段丘 MIS 隆起指標

寿都半島西岸(歌島-弁慶岬) Mm2 5c 100 ～ 100 旧汀線アングル 19 ～ 19 -17.7 ～ -4.5 23.5 ～ 36.7 0.24 ～ 0.37

〃 Mm1 5e 116 ～ 132 〃 40 ～ 50 0 ～ 6 34.0 ～ 50.0 0.26 ～ 0.43

〃 Hm3 7c 212 ～ 220 〃 88 ～ 99 -15 ～ -5 93.0 ～ 114.0 0.42 ～ 0.54

〃 Hm3 7e 230 ～ 235 〃 88 ～ 99 -15 ～ -5 93.0 ～ 114.0 0.40 ～ 0.50

〃 Hm2 9c 318 ～ 324 〃 120 ～ 131 -3 ～ 8 112.0 ～ 134.0 0.35 ～ 0.42

〃 Hm1 11 398 ～ 410 〃 132 ～ 151 -3 ～ 18 114.0 ～ 154.0 0.28 ～ 0.39

〃 Mm1 5e 116 ～ 132 段丘堆積物上面 26.8 ～ 30.0 0 ～ 6 20.8 ～ 30.0 0.16 ～ 0.26

寿都半島東岸 Mm2 5c 100 ～ 100 旧汀線アングル 25 ～ 28 -17.7 ～ -4.5 29.5 ～ 45.7 0.30 ～ 0.46

〃 Mm1 5e 116 ～ 132 〃 30 ～ 51 0 ～ 6 24.0 ～ 51.0 0.18 ～ 0.44

〃 Hm3 7c 212 ～ 220 〃 66 ～ 92 -15 ～ -5 71.0 ～ 107.0 0.32 ～ 0.50

〃 Hm3 7e 230 ～ 235 〃 66 ～ 92 -15 ～ -5 71.0 ～ 107.0 0.30 ～ 0.47

〃 Mm1 5e 116 ～ 132 段丘堆積物上面 20.9 ～ 28.4 0 ～ 6 14.9 ～ 28.4 0.11 ～ 0.24

幌別山地沿岸 Mm1 5e 116 ～ 132 旧汀線アングル 40 ～ 51 0 ～ 6 34.0 ～ 51.0 0.26 ～ 0.44

〃 Mm1 5e 116 ～ 132 段丘堆積物上面 20.6 ～ 29.0 0 ～ 6 14.6 ～ 29.0 0.11 ～ 0.25

※MISの年代と海水準について，5cと5aはCreveling et al. (2017) に，それら以外のステージはSiddall et al.(2007) に基づく。

年代 (ka)※
隆起指標の標高

(m)
ユースタティック

な海面高度(m)※ 隆起量 (m)
隆起速度

(mm/yr)

地域 海成段丘 MIS 隆起指標

寿都半島西岸(歌島-弁慶岬) Mm2 5c 100 ～ 100 旧汀線アングル 19 ～ 19 -17.7 ～ -4.5 23.5 ～ 36.7 0.24 ～ 0.37

〃 Mm1 5e 119 ～ 126 〃 40 ～ 50 6 ～ 9 31.0 ～ 44.0 0.25 ～ 0.37

〃 Hm3 7c 197 ～ 214 〃 88 ～ 99 -7 ～ -7 95.0 ～ 106.0 0.44 ～ 0.54

〃 Hm3 7e 236 ～ 255 〃 88 ～ 99 -9 ～ -9 97.0 ～ 108.0 0.38 ～ 0.46

〃 Hm2 9c 315 ～ 331 〃 120 ～ 131 -1 ～ -1 121.0 ～ 132.0 0.37 ～ 0.42

〃 Hm1 11 399 ～ 408 〃 132 ～ 151 6 ～ 13 119.0 ～ 145.0 0.29 ～ 0.36

〃 Mm1 5e 119 ～ 126 段丘堆積物上面 26.8 ～ 30.0 6 ～ 9 17.8 ～ 24.0 0.14 ～ 0.20

寿都半島東岸 Mm2 5c 100 ～ 100 旧汀線アングル 25 ～ 28 -17.7 ～ -4.5 29.5 ～ 45.7 0.30 ～ 0.46

〃 Mm1 5e 119 ～ 126 〃 30 ～ 51 6 ～ 9 21.0 ～ 45.0 0.17 ～ 0.38

〃 Hm3 7c 197 ～ 214 〃 66 ～ 92 -7 ～ -7 73.0 ～ 99.0 0.34 ～ 0.50

〃 Hm3 7e 236 ～ 255 〃 66 ～ 92 -9 ～ -9 75.0 ～ 101.0 0.29 ～ 0.43

〃 Mm1 5e 119 ～ 126 段丘堆積物上面 20.9 ～ 28.4 6 ～ 9 11.9 ～ 22.4 0.09 ～ 0.19

幌別山地沿岸 Mm1 5e 119 ～ 126 旧汀線アングル 40 ～ 51 6 ～ 9 31.0 ～ 45.0 0.25 ～ 0.38

〃 Mm1 5e 119 ～ 126 段丘堆積物上面 20.6 ～ 29.0 6 ～ 9 11.6 ～ 23.0 0.09 ～ 0.19

※MISの年代と海水準について，5cと5aはCreveling et al. (2017) に，それら以外のステージはSpratt and Lisiecki (2016)に基づく。

隆起速度

(mm/yr)
年代 (ka)※

隆起指標の標高

(m)
ユースタティック

な海面高度(m)※ 隆起量 (m)
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図 4.1-8 海成段丘面の分布高度に基づく隆起量・隆起速度 

表 4.1-1および表 4.1-2を図化。MISの時代と海水準について，左はSiddall et al. (2007)とCreveling et al. 

(2017)に，右はSpratt and Lisiecki (2016) とCreveling et al. (2017) に基づく（表 3.3-1参照）。本図，表 4.1-1

および表 4.1-2は，Matsu’ura et al. (2019) を参照して作成。  
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表 4.1-3 寿都半島西岸におけるHm面群をMIS 9以前に対比した場合の隆起量・隆起速度 

 

 

 

図 4.1-9 寿都半島西岸におけるHm面群をMIS 9以前に対比した場合の隆起量・隆起速度 

MIS 5c，MIS 9，MIS 11，MIS 13 に対比した海成段丘面の被覆層の厚さをそれぞれ 10 m，30 m，40 m，50 m

と仮定。表 4.1-3を図化。MIS の時代と海水準について，左図はSiddall et al. (2007) とCreveling et al. (2017) 

に，右図はSpratt and Lisiecki (2016) とCreveling et al. (2017) に基づく（表 3.3-1参照）。ただし，MIS 13

の時代については左図についてもSpratt and Lisiecki (2016) に基づく。MIS5c，MIS 9，MIS 11，MIS13 に対

比した海成段丘面群の被覆層の厚さを形成年代に応じて仮定し，その分を旧汀線アングルの高度から差し引い

ていることに注意。本図および表 4.1-3はMatsu’ura et al. (2019) を参照して作成。 

 

4.1.3 鮮新世～更新世の地層の分布高度に基づく隆起量・隆起速度 

3.1.3 で述べたように，文献調査対象地区およびその周辺地域には，鮮新世～更新世にかけて堆積

した海成層と丘陵頂部を覆う更新統が確認されている。4.1.3 では，これらの地層の分布高度に基づ

いて，105～106年スケールでの隆起量と隆起速度を推定する。 

 

地域 海成段丘 MIS 隆起指標

寿都半島西岸(歌島-弁慶岬) Mm2 5c 100 ～ 100 旧汀線アングル－10 m※2 9 ～ 9 -17.7 ～ -4.5 13.5 ～ 26.7 0.14 ～ 0.27

〃 Mm1 5e 116 ～ 132 段丘堆積物上面 26.8 ～ 30.0 0 ～ 6 20.8 ～ 30.0 0.16 ～ 0.26

〃 Hm3 9 318 ～ 324 旧汀線アングル－30 m※2 58 ～ 69 -3 ～ 8 50.0 ～ 72.0 0.15 ～ 0.23

〃 Hm2 11 398 ～ 410 旧汀線アングル－40 m※2 80 ～ 91 -3 ～ 18 62.0 ～ 94.0 0.15 ～ 0.24

〃 Hm1 13 486 ～ 502 旧汀線アングル－50 m※2 82 ～ 101 -20 ～ 0 82.0 ～ 121.0 0.16 ～ 0.25

地域 海成段丘 MIS 隆起指標

寿都半島西岸(歌島-弁慶岬) Mm2 5c 100 ～ 100 旧汀線アングル－10 m※2 9 ～ 9 -17.7 ～ -4.5 13.5 ～ 26.7 0.14 ～ 0.27

〃 Mm1 5e 119 ～ 126 段丘堆積物上面 26.8 ～ 30.0 6 ～ 9 17.8 ～ 24.0 0.14 ～ 0.20

〃 Hm3 9 315 ～ 331 旧汀線アングル－30 m※2 58 ～ 69 -1 ～ -1 59.0 ～ 70.0 0.18 ～ 0.22

〃 Hm2 11 399 ～ 408 旧汀線アングル－40 m※2 80 ～ 91 6 ～ 13 67.0 ～ 85.0 0.16 ～ 0.21

〃 Hm1 13 486 ～ 502 旧汀線アングル－50 m※2 82 ～ 101 -11 ～ -11 93.0 ～ 112.0 0.19 ～ 0.23

※1 MISの年代と海水準について，5cはCreveling et al. (2017) に，5e,  9, 11, 13はSpratt and Lisiecki (2016) に基づく。

※2 MIS 5c, 9, 11, 13に対比した海成段丘面群の被覆層の厚さを10, 30, 40, 50 mと仮定し，その分を旧汀線アングルの高度から差し引いている。

年代 (ka)※1 隆起指標の標高

(m)
ユースタティック

な海面高度(m)※1 隆起量 (m)
隆起速度

(mm/yr)

※1 MISについて，5cの海水準と年代はCreveling et al. (2017) に，13の年代はSpratt and Lisiecki (2016) に，それら以外はSiddall et al.(2007) に基づく。

※2 MIS 5c, 9, 11, 13に対比した海成段丘面群の被覆層の厚さを10, 30, 40, 50 mと仮定し，その分を旧汀線アングルの高度から差し引いている。

年代 (ka)※1 隆起指標の標高

(m)
ユースタティック

な海面高度(m)※1 隆起量 (m)
隆起速度

(mm/yr)
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（1）鮮新世～更新世の海成層に基づく隆起量・隆起速度 

文献調査対象地区およびその周辺地域において後期鮮新世から中期更新世にかけて堆積したと考

えられる「瀬棚層」（本調査で定義；詳細については説明書「地形，地質・地質構造」参照）は，3.1.3

（2）で述べたように，山地の尾根部，山麓部，沖積層の下といったさまざまな高度に分布する（図 

3.1-4）。この「瀬棚層」の中で，貝化石が産出することが確認されているのは，（a）寿都半島西部の

歌島周辺（鈴木ほか，1981），（b）黒松内低地帯の丸山丘陵南部の添別川，朱太川，白炭川沿い（例

えば，山岸，1984；鈴木，1989；能條ほか，1999），（c）尻別川流域の貝殻沢川沿い（山岸，1984）

である。これらの場の中で貝化石の産出地点の高度を把握することができるのが（b）と（c）であ

る。よって，以下では，仮定を交えて（b）と（c）の場における 105～106年スケールでの隆起量・

隆起速度について推定する。 

まず，（b）における隆起量・隆起速度について推定する。（b）では，標高 25 m 付近に位置する

添別セクションを対象とする。添別セクションでは，3.1.3（2）で述べたように，95～83 万年前の

堆積物の陸化に至るまでの堆積過程が，能條・鈴木（1999）によって復元されている。この堆積物

は，海水温の低下に伴い陸化したことが能條・鈴木（1999）から読み取れることから，その陸化は，

氷期の低海水準期に生じたと考えられる。 

以上を踏まえたうえで，本調査では，隆起量の過小評価を避けるという観点から，この堆積物の

陸化のタイミングを 83万年前に最も近いMIS 20（81.4～79.0万年前；Lisiecki and Raymo, 2005）の

最低位海水準期であったと仮定した。MIS 20 の最低位海水準については，Berends et al. (2021) を参

照すると，−80 m 程度であったと考えられる。したがって，添別セクションでの過去約 80万年間の

隆起量は，80 mに現在の標高値である 25 mを加えた 105 m となる。この隆起量を年平均隆起速度

に読み替えると，約 0.1 mm/yr となる。添別セクションが蕨岱向斜の向斜軸に近い場に位置するこ

とを考慮すると，算出された隆起速度は，黒松内低地帯の中でも相対的に隆起速度が小さい場での

値を示している可能性がある。 

次に，（c）における隆起量・隆起速度について推定する。（c）における貝化石の産出地点の高度

は，2万 5 千分 1地形図の読み取りによれば，標高 180 m である（図 3.1-4）。山岸（1984）により，

この地点の尻別川層から，前期～中期更新世に対比される貝化石が産出することが確認されている。

山岸（1984）は，黒松内低地帯においても同時代に対比される貝化石を確認しており，それらの産

出地点は能條ほか（1999）が示した瀬棚層（下位より中里砂礫岩部層と添別砂岩部層）の分布範囲

と重なる（図 3.1-4）。この瀬棚層の堆積年代については，能條ほか（1999）が，浮遊性有孔虫化石

と石灰質ナンノ化石に基づく生層序学的な検討により，1.2～0.6 Maと推定している。 

以上より，本調査では，（c）における尻別川層は，能條ほか（1999）の瀬棚層に相当する地層で

あり，1.2～0.6 Maに堆積したものと仮定した。この仮定に基づけば，（c）における尻別川層は，過

去 120～60万年間で 180 m 以上隆起したことになる。しかし，より正確な隆起量，隆起速度につい

ては，地層の堆積環境（堆積水深）や堆積時の海水準によって値が大きく変化することから，推定

することはできない。 

 

（2）丘陵を覆う更新世の地層に基づく隆起量・隆起速度 

寿都低地の南端部には，黒松内背斜の背斜軸に沿った地形的な高まりである丸山丘陵がある。丸

山丘陵は，中新世～鮮新世の磯谷層からなり，その頂部最高標高が 218 m であり，3.1.3（3）で述べ

たように，くさり礫を含む砂礫層に覆われている。丸山丘陵が位置する黒松内低地帯では，後期鮮
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新世から中期更新世にかけて広く海が広がり，貝化石を含む瀬棚層（例えば，池谷・林，1982；能

條ほか，1999）を堆積させたと考えられる（3.1.3（2）や説明書「地形，地質・地質構造」参照）。

しかし，地質図（例えば，山岸，1984；北海道電力，2015）を見る限り，丸山丘陵頂部には，その

周辺に分布する瀬棚層が認められない。このことから，可能性の一つとして，黒松内背斜の活動に

よる隆起に伴って，丸山丘陵を覆っていた瀬棚層が削剥されたことが考えられる。 

丸山丘陵における隆起量・隆起速度の推定においては，その頂部を覆う砂礫層の堆積時期の情報

が必要となる。文献では，その堆積時期を後期更新世に対比したもの（山岸，1984）と中期更新世

に対比したもの（今泉・渡島半島活断層研究グループ，1982；北海道電力，2015）に，見解が分か

れる（3.1.3（3）参照）。そこで，本調査では，砂礫層にくさり礫が含まれる点に注目し，全国 50

地域の河成・海成段丘を対象に，くさり礫が含まれる河成・海成段丘の時代を調べた濱田・幡谷（2011）

を参照した。濱田・幡谷（2011）に基づくと，北海道地方と東北地方北部では，くさり礫の記載が

見られる河成・海成段丘は，MIS 8（30.0～24.3万年前；Lisiecki and Raymo, 2005）より古い段丘に

限られるとされる。このことから，本調査では，丸山丘陵頂部を覆う，くさり礫を含む砂礫層は，

後期更新世ではなく，中期更新世の堆積物であると考えられる。そのため，少なくとも中期更新世

以降の堆積時の標高から現最高標高の 218 m まで隆起したことになる。 

しかし，正確な隆起量，そして隆起速度については，地層の堆積時の標高，堆積時の年代および

海水準によって値が大きく変化することから，推定することはできない。 

 

4.1.4 大陸棚における地殻変動の傾向 

4.1.4 では，まず，大陸棚を構成する地層の累重様式から地殻変動の傾向を推定するために必要と

なる両者の関係について説明する。そして，その関係に基づいた考え方を文献調査対象地区とその

周辺の大陸棚における既存音波探査記録の地質解釈断面に適用するとともに，海岸部における隆

起・沈降の傾向（3.1.2，4.1.2 を参照）も踏まえ，大陸棚における 105～106年スケールでの地殻変動

の傾向について推定する。 

 

（1）地層の累重様式と地殻変動との関係 

地層の累重様式に基づいて大陸棚の地殻変動を推定・モデル化した文献には，岡村（1990），Choi 

et al. (2019)，佐藤（2022）がある。本調査では，これらの文献に示されたモデルを参考にして，大

陸棚における地層の累重様式と地殻変動，具体的には，隆起，安定，沈降，傾動の 4 タイプの地殻

変動との関係について，図 4.1-10にまとめた。 

図 4.1-10には，佐藤（2022）に示された整理方法に倣い，沖側に前進（成長）できる陸棚斜面（堆

積性陸棚）と，沖側に前進できない陸棚斜面（構造性陸棚）に分けて模式化した地層の累重様式を

示している。大陸棚を構成する地層の単位は氷期－間氷期サイクル，つまり約 10万年ごとの堆積層

（堆積シーケンス）であり，現成の海底堆積物がそれらを覆う。地殻変動の傾向を判別するうえで

注目すべきは，現成の海底堆積物ではなく，その下に発達する堆積層の累重様式である。以下に，

大陸棚における地層の累重様式と地殻変動との関係について詳述する。 

前進可能な大陸棚が隆起している場合（図 4.1-10 A①），（a）堆積空間が海側に向かうこと，（b）

隆起に伴い古い堆積層の上部が次の氷期の最低位海水準期に陸化することで侵食される（失われる）

と考えられることから，堆積層は，沖側に付加していくものと考えられる。これに対して，前進で

きない大陸棚が隆起している場合（図 4.1-10 A②），ちょうど前進可能な大陸棚の陸側，S3層の断
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面に示されるように，新たな堆積層は大陸棚上に保存されないものと考えられる。 

前進可能な大陸棚において隆起・沈降が生じていない（安定している）場合（図 4.1-10 A③）は，

氷期－間氷期サイクルごとに，新しい堆積層が古い堆積層を覆いながら沖側に前進していくものと

考えられる。この時，大陸棚外縁の水深は，氷期－間氷期サイクルを経ても変化しないため，各堆

積層に認められる大陸棚外縁を示す遷急点は，一定の水深に位置するものと考えられる。 

その一方で，前進できない大陸棚（図 4.1-10 A④）では，氷期－間氷期サイクルごとに堆積層は

陸化に伴い侵食されるため（失われるため），前進できない大陸棚が隆起している場合と同様に，大

陸棚上に新たな堆積層が保存されることはないと考えられる。このことは，前進できない大陸棚で

は，地層の累重様式に基づいて，隆起しているか，安定しているかを判別することはできないこと

を意味する。 

沈降が生じている大陸棚（図 4.1-10 A⑤⑥）では，前進できる場合も前進できない場合も，沈降

に伴って堆積空間が生じることから，堆積層は上方に累重していくものと考えられる。そのため，

前進できる大陸棚の場合，大陸棚外縁を示す遷急点は古い堆積層のものほど深い水深に保存されて

いくものと考えられる。また，沈降している大陸棚では，陸棚斜面が前進するだけでなく，陸棚斜

面が後退するように，古い堆積層の上に新しい堆積層が累重するケースも確認されている（例えば，

岡村，1990；図 4.1-10 B）。 

傾動が生じている大陸棚については，前進できる大陸棚の事例のみを挙げる。大陸棚外縁付近が

沈降し陸側が隆起するような傾動が生じている場合（図 4.1-10 C），大陸棚の外縁付近では，沈降し

ている大陸棚にみられるように堆積層の上方への累重が生じると考えられる。したがって，大陸棚

外縁を示す遷急点は，古い堆積層のものほど深い水深に認められるものと考えられる。一方で，大

陸棚の陸側においては，傾動に伴う隆起により氷期の低海水準期には侵食場になることから，古い

堆積層から新しい堆積層まで等しく侵食を受けるものと考えられる。 

以上は，各氷期－間氷期サイクルに対応した堆積層（堆積シーケンス）の累重様式に基づいたモ

デルであるが，本調査で利用する海域の地質解釈断面上に示された地層は，堆積シーケンスの考え

に基づいて区分されたものではない。しかし，基本的な大陸棚の地下構造は，氷期－間氷期サイク

ルごとの堆積シーケンスが侵食面を挟んで重なり，最表層を現成の泥質堆積物が覆うとされる（例

えば，佐藤，2022）ことを考慮すると，不整合面に着目する一般的な地層区分においても，そのよ

うな侵食面（堆積シーケンスの境界；例えば，図 4.1-10 の S1 と S2 の境界）を認識して地層境界に

しているものと考えられる。つまり，不整合面に着目して区分された大陸棚の地層（特に更新統）

は，堆積シーケンスに近いものであると考えられる。そのため，本調査では，大陸棚における地質

解釈断面に示された地層が堆積シーケンスではなくとも，上述のモデル（図 4.1-10）を当てはめて，

その累重様式から地殻変動の傾向を推定した。 
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図 4.1-10 大陸棚における地層の累重様式と地殻変動との関係 

A については佐藤（2022）を，Bについては岡村（1990）を，CについてはChoi et al. (2019) を参照して作

成。分類モデルについては，佐藤（2022）を参照し，その分類モデルに新たにB とC を組み入れた。各パタ

ーンの説明については，本文を参照。 

 

（2）推定方法 

本調査では，大陸棚を構成する地層の累重様式を把握するために，まず，海上音波探査記録から

数百m 深に及ぶ地質解釈断面が作成されている測線のうち，主として大陸棚外縁に対して直交する

方向に延びる測線を選択した。選択した測線および地質解釈断面は，海上保安庁水路部（1995）と

北海道電力（2013c，2015）によるものである。図 4.1-11 にそれらの測線位置図を示す。 

次に，選択した測線の地質解釈断面から大陸棚付近の地質解釈断面を切り出し，向きと縦横比を

統一したうえでそれらをトレースした。地質層序については，北海道電力（2016b）が，海上保安庁

水路部（1995）による地質層序区分を踏まえて整理したものに従った。作成した地質解釈断面図の

うち，代表的なものを図 4.1-12 に，それ以外を添付資料C に示す。 

最後に，作成した地質解釈断面図に対して図 4.1-10 に示した考え方を当てはめて，大陸棚におけ

る地殻変動の傾向を推定した。その際，海成層や海成段丘の分布から推定される海岸部における隆

起・沈降の傾向（3.1.2，4.1.2 を参照）についても参考にした。 

 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「隆起・侵食」 

39 

  

図 4.1-11 既存の音波探査記録から推定される大陸棚の地殻変動の傾向 

地質構造の分布については海上保安庁水路部（1995）による。活構造の分布については活断層研究会編（1991）

と北海道電力（2015）による。音波探査測線については，海上保安庁水路部（1995）（斜体の測線名）と北海

道電力（2015）（正体の測線名）による。大陸棚の地殻変動の傾向については，各測線における地質解釈断面

の読み取りに基づき推定。その説明については，本文を参照。そのほかは，褶曲構造の影響により地殻変動の

傾向を評価できないと推定したもの。等深線の主曲線の間隔は40 m，計曲線の間隔は200 m。地理院タイル

の陰影起伏図を使用。海域の等深線図は，日本水路協会発行 M7000 シリーズを用いて作成。海岸線は「国土

数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交

通省）に基づく。 

 

（3）推定結果 

文献調査対象地区およびその周辺の大陸棚は，全体的に隆起が生じている場，安定している場，

そのほか（地殻変動の傾向について評価できない場）に区分することができる。図 4.1-11 にその推

定結果を示す。 

大陸棚が全体的に隆起していると考えられる場は，（a）寿都半島東岸沖から幌別山地沖までの範

囲と，（b）寿都半島西岸沖，すなわち寿都半島の先端から歌島沖までの範囲，に認められる。まず，

（a）の地質解釈断面（測線 5，A-A’，E-E’）について見ると，より新しい地層が沖側に付加してい

くと共に，それらの上面が刈り取られたようなパターン（図 4.1-10 A①）が認められる。例えば，

測線 5 では，III 層と II 層において，測線 E-E’では，Vs 層，IVs 層，IIIs 層，IIs 層において，測線

A-A’では，大陸棚の外縁付近に限られるが，IVs 層，IIIs 層，IIs 層において，そうしたパターンが

認められる（図 4.1-12）。この隆起運動の開始時期について，地質解釈断面上で確認できる最も古

い地層に基づけば，それは測線E-E’に示されたVs 層形成後（前期更新世以降）となる。 

次に，（b）の地質解釈断面について見ると，この範囲の大陸棚上面をつくるのは，測線 EW6A，
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EW6SA に示されるように V 層であり，V 層以降の更新統の堆積は認められない。この範囲の大陸

棚は，水深 800 m に及ぶ寿都海底谷に面しているため，陸棚斜面が沖側に前進（成長）できないも

のと考えられる。そのため，既述したように，隆起している大陸棚か安定している大陸棚かを判別

することはできない（図 4.1-10 A②④）。しかし，寿都半島西岸には，鮮新世末～前期更新世にかけ

て堆積した貝化石を含む歌島層（鈴木ほか，1981）が分布すること，MIS 11，MIS 9，MIS 7，MIS 5e，

MIS 5cに対比されると考えられる海成段丘面の発達が良いこと（4.1.2 参照）を考慮すると，大陸棚

は全体的に隆起しているものと考えられる。この大陸棚の全体的な隆起の開始時期は，地質解釈断

面に基づくと，V層形成後（前期更新世以降）となる。 

大陸棚が安定していると考えられる場は，ニセコ・雷電火山群沖に認められる。地殻変動が安定

している大陸棚における典型的な地層の累重様式は，測線G-G’にみられる。この地質解釈断面では，

VIs 層から IIs 層までの地層が，現在の大陸棚外縁をつくる IIs 層と似た形状をとりつつ，沖側に前

進するようにして堆積している。これら各地層に認められる過去の大陸棚外縁と考えられる遷急点

は，ほぼ同一水深にあることから，沈降運動による地層の累重様式とは区別できる（図 4.1-10 A③）。

地質解釈断面に基づくと，この大陸棚はVs 層形成後（前期更新世以降），安定していると考えられ

る。 

4.1.4（1）に示した考え方では，地殻変動の傾向を評価できない場は，構造運動による影響が強い，

または強かったと考えられる大陸棚である。そうした大陸棚には，例えば，寿都半島西岸の歌島以

西の島牧沖が挙げられる。この大陸棚の外縁付近には，活背斜（後期更新世以降も活動；北海道電

力，2015）である岩内堆南方背斜の南端が位置する。測線 EW7A，EW7SA に示された地質解釈断

面上にも，岩内堆南方背斜にかかわる褶曲運動に起因するとみられる地層の累重が認められる。同

様に，地殻変動の傾向について評価できなかった測線 D-D’，測線 G-H，測線 C-D，測線 A-A’（測

線 5 との交点付近）の地質解釈断面上においても，第四紀における活動性については不明ではある

が，褶曲構造に起因すると考えられる地層の累重が認められる（図 4.1-12および添付資料C参照）。 

以上，文献調査対象地区およびその周辺の大陸棚において推定される地殻変動の傾向をまとめる

と，寿都半島西岸沖から幌別山地沖までの大陸棚は，前期更新世以降，隆起傾向にあると考えられ，

ニセコ・雷電火山群沖の大陸棚は，前期更新世以降，安定傾向にあると考えられる。このことは，

寿都半島西岸から幌別山地の海岸部において海成段丘面の発達が良く，ニセコ・雷電火山群の海岸

部において海成段丘面の発達が悪いこととも整合的である。しかし，その一方で，寿都半島西岸の

歌島以西の島牧沖や寿都湾内の大陸棚における地殻変動の傾向については，褶曲構造の影響などか

ら推定することができなかった。 
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図 4.1-12 文献調査対象地区およびその周辺の大陸棚における既存地質解釈断面 

文献調査対象地区およびその周辺の大陸棚の地形・地質学的特徴をあらわす地質解釈断面の中から代表的なも

のを示す。測線の位置については，図 4.1-11 を参照。測線 A-A’，G-G’，E-E’，G-H については海上保安庁水

路部（1995）により，測線 5，EW6AとEW6SA，EW7AとEW7SAについては北海道電力（2013c，2015）

による。これらの文献に示された大陸棚付近の地質解釈断面図をトレースして作成。測線A-A’については原図

の縦横比を，測線 G-G’，E-E’，G-H については原図の向きと縦横比を変更してトレースした。地層区分にお

ける層序については，北海道電力（2016b）の分析結果に基づき，海上保安庁水路部（1995）の IIIS 層と IVS

層を III 層（前期～中期更新統）に対比した。 

 

4.2 侵食 

4.2 では，（a）沿岸部の沖積低地におけるMIS 5e以降（過去 12～13 万年間）の最大下刻量の推定，

（b）陸域および海域におけるマスムーブメント地形の確認を行った。その結果について，以下の各

項において説明する。 

 

4.2.1 沿岸部における最大下刻量 

4.2.1 では，まず，河川が形成した臨海沖積低地を対象に，最終氷期最盛期の最大海面低下期にお

ける最深の下刻の実績とみなせる沖積層基底の深さ（埋没谷の深さ）について調べる。次に，得ら

れたデータに基づいて，MIS 5e 以降（過去 12～13 万年間）の最大下刻量を推定する。最後に，河

川と浅海底の縦断面形の特徴に基づいて，文献調査対象地区において海水準低下に応答して下刻が

生じる可能性のある河川を抽出する。 
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（1）沖積層の基底深度 

文献調査対象地区において，明瞭な沖積低地を形成しているのは，朱太川沿いである。よって，

ここでは朱太川が形成した沖積低地（寿都低地）と沿岸海域（寿都湾）における沖積層の基底の深

さを文献・データに示されたボーリング柱状図や音波探査断面の読み取りに基づいて把握する。 

寿都低地におけるボーリング柱状図については，広田ほか（1985），藤本ほか（2004），北海道電

力（2013a），KuniJiban（国土交通省）に示されたものがあり，寿都湾における音波探査断面につい

ては，北海道電力（2015）による調査結果がある。本調査では，これらのデータを対象に沖積層の

基底深度を読み取った。その読み取り対象は，ボーリング柱状図については鮮新統に区分された地

層を覆う現河床堆積物，地表から続く一連の砂礫層，基盤岩上に堆積した粘土・細砂・砂礫と記載

された地層，沖積層および扇状地堆積物に区分された地層を覆う粘土・細砂・砂礫と記載された地

層，14C 年代や岩相などから沖積層基底礫層と判断した地層であり，音波探査断面については沖積

層に区分された地層である。 

沖積層の基底深度については，取得した沖積層の層厚から各調査地点における標高値（文献に記

載された値または国土数値標高データに基づく値）を減ずることによって求めた。そのようにして

取得した沖積層の基底深度の分布図を図 4.2-1 に，沖積層の基底深度の読み取り根拠を添付資料 D

の表 D-1 にそれぞれ示す。音波探査断面とボーリング柱状図からの沖積層の読み取りに基づくと，

寿都低地から寿都湾にかけて確認できる最も深い沖積層の基底深度は，湯別付近において標高−44.6 

m（沖積層の層厚は 48.5 m；添付資料Dの表 D-1）に位置する。 
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図 4.2-1 沖積層の基底深度とその読み取りに用いた文献・データ 

ボーリング地点横の数字は，ボーリング柱状図から読み取った沖積層（沖積層基底礫層を含む）の基底深度の

標高（単位:m）を示す。陰影段彩図には，地理院タイルの陰影起伏図に国土地理院数値標高データを用いて作

成した高度段彩を重ねたものを使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，河川は「国

土数値情報（河川データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交

通省）に基づく。 

 

（2）MIS 5e以降（過去 12～13 万年間）の最大下刻量 

MIS 5e以降（過去 12～13 万年間）の最大下刻量は，沖積層基底深度とMIS 5e 以降の隆起量の和

を用いて検討できる（幡谷ほか，2016）。寿都低地において確認されている沖積層の基底深度のうち，

最も深いものの標高は−44.6 m である。一方，寿都低地付近（湯別および歌棄）のMIS 5eの海成段

丘面の段丘堆積物上面高度（20.6～20.9 m；北海道電力，2013a，2016a；図 3.1-2）から推定される

約 12～13万年間の隆起量は，約 12～21 m（11.6～20.9 m）となる。したがって，寿都低地における

MIS 5e以降（過去 12～13 万年間）の最大下刻量は，約 56～66 m と推定される。ただし，この最大

下刻量の推定に用いた沖積層基底深度は，現海岸線から 2 km 程度上流に位置する地点のものであ

る。過去において海水準低下に伴う下刻が最も深く及んだのは現海岸線付近であると考えられるこ

とから（幡谷ほか，2016），寿都低地におけるMIS 5e 以降（過去 12～13万年間）の最大下刻量は本

調査において推定した値よりも大きくなる可能性がある。 

また，寿都低地以外の文献調査対象地区の河川沿いでは，沖積低地がほとんど発達しておらず，

沖積層の基底深度を示した文献・データについても確認されない。そのため，幡谷ほか（2016）に

よる「現河口／現海岸線付近において，後期更新世以降現在までに生じた下刻量は，少なくとも隆

起域については，その期間の隆起量に 100 m を加えたものに相当する深さが限度となる」という考

え方に基づいて寿都低地以外の文献調査対象地区の現河口付近におけるMIS 5e 以降（過去 12～13
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万年間）の最大下刻量を推定する。文献調査対象地区の寿都半島東岸～幌別山地沿岸に分布する

MIS 5eの海成段丘面の段丘堆積物上面高度から推定される約12～13万年間の隆起量は，約12～29 m

（表 4.1-1，表 4.1-2）となる。したがって，上述の幡谷ほか（2016）に基づけば，寿都低地以外の

文献調査対象地区以外の現河口付近におけるMIS 5e 以降（過去 12～13 万年間）の最大下刻量は，

寿都半島東岸～幌別山地沿岸におけるMIS 5e以降の隆起量である約12～29 mに100 mを加えた112

～129 m を超えることはないものと考えられる。 

 

（3）海水準低下に対する河川の応答 

海水準低下に対する河川の応答は，河川と浅海底の縦断面形の関係から，「下刻」，「堆積」のどち

らか（野上，1981），または「下刻」，「堆積」，「下刻・堆積ともに生じない」の 3 パターンのいずれ

か（八木下，2011）をとるものと考えられている。ここでは，海水準 S-L1 が低下し，海水準 S-L2

になった時の河川の応答パターンについて，八木下（2011）に示された模式図（図 4.2-2）に基づ

いて説明する。 

河口付近における河川の勾配が浅海底の勾配よりも緩い場合，河川は河口付近を下刻し，侵食谷

を形成する（図 4.2-2 A；野上，1981；八木下，2011）。逆に，河口付近における河川の勾配が，浅

海底の勾配よりも急な場合は，海面低下によって河口が前進し，河床の上昇（堆積）を引き起こす

（図 4.2-2 C；野上，1981；八木下，2011）。そして，河川と浅海底の勾配がほぼ同一の場合は，下

刻・堆積共に生じない（図 4.2-2 B；八木下，2011）。 

文献調査対象地区の河川が，海水準低下に対して図 4.2-2 のA，B，Cのどのパターンをとるのか

について河川と浅海底の縦断面形に基づいて評価する。河川と浅海底の縦断面形と評価結果につい

ては添付資料Eに示し，ここでは得られた結果の要点を以下に記す。 

評価対象とした河川は，主要な河川を選定するためのストレーラー法による水系次数が河口にお

いて 3 次以上の河川で，全部で 10 河川ある（図 4.2-3）。これらのうち，海水準低下に伴い河口付

近が下刻される河川と評価されたのが朱太川である。また，下刻・堆積共に生じないと評価された

河川が，幌別川と S-1 である。これら以外の 6 河川については，海水準低下に伴い堆積が生じると

考えられる。 
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図 4.2-2 海水準低下に対する河川の応答 

八木下（2011）の図 10-14を編集。海水準S-L1が低下し，S-L2になった時に，陸域（河川）と浅海域の勾配

との関係によって河川の応答は A， B， C の 3 パターンに分かれる。各パターンの説明については本文を参

照。 
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図 4.2-3 海水準低下に対する河川の応答について検討した河川 

河口における水系次数が 3次以上の河川を対象。S-1，S-2は仮称。等深線の主曲線の間隔は 40 m，計曲線の

間隔は 200 m。陰影段彩図には，地理院タイルの陰影起伏図に国土地理院数値標高データを用いて作成した高

度段彩を重ねたものを使用。海域の等深線図は，日本水路協会発行 M7000 シリーズを用いて作成。海岸線は

「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。 

 

4.2.2 マスムーブメントによる削剥 

4.2.2 では，地すべり現象には再滑動性・周期性があること（例えば，大八木ほか，2015）および

山体重力変形が地すべり・崩壊の前兆現象であること（例えば，千木良，2015；小嶋，2018）に着

目し，地下施設設置深度の減少をもたらす地すべり・崩壊が将来発生する可能性のある場およびそ

の崩壊深度を推定する。 

まず，マスムーブメントの地形的痕跡である地すべり・崩壊地形（滑落崖・斜面移動体）および

山麓堆積地形（崖錐・麓屑面・沖積錐）ならびに地すべり・崩壊の地形的兆候である山体重力変形

地形（線状凹地・山向き小崖・谷向き小崖・不規則凹凸斜面）の分布を確認する。これらの地形と

現象の関係については，その概念を図 4.2-4 に示す。 

次に，地すべり・崩壊地形および山体重力変形地形が確認された場を対象に，地質断面図や物理

探査などの文献・データを用いてマスムーブメントが発生した場合の崩壊深度ついて検討する。 
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図 4.2-4 マスムーブメントにより形成される地形の概念 

鈴木（2000），日本地形学連合編（2017），大八木ほか（2015），国土地理院（2015），千木良（2015），高見

（2015）および小嶋（2018）に基づいて作成。本図は，マスムーブメントについて，現象，形成される地形

およびこれらの関係を平易化して表している。より詳細には先述の文献などに示されている。 

 

（1）陸域 

まず，文献調査対象地区の陸域において，地すべり・崩壊地形および山麓堆積地形の判読を行っ

た（判読基準は添付資料 B を参照）。これらの地形を含む本調査による地形判読の判読方法につい

ては 4.1.2（1）に，判読結果については図 4.1-4に示した（図 4.2-5 にも示す）。 

文献調査対象地区の陸域においては，地すべり・崩壊地形については，幌別山地，寿都半島およ

び丸山丘陵に，山麓堆積地形については海岸沿いにその発達が認められる。 

次に，地すべり・崩壊の地形的兆候に着目した山体重力変形地形の判読を行った（判読基準は添

付資料B を参照）。この地形判読は，縮尺 20,000 分の 1 の空中写真（国土地理院撮影）を用いて行

った。 

山体重力変形地形を含めたマスムーブメント地形の判読結果を図 4.2-5 に示す。文献調査対象地

区において判読された地すべり・崩壊の地形的兆候として考えられる山体重力変形地形は，線状凹

地，谷向き小崖および不規則凹凸斜面であり，幌別山地および寿都半島に分布する。線状凹地およ

び谷向き小崖は，尾根付近に，不規則凹凸斜面は，幌別山地北岸付近の斜面に認められ，その下方

は海食崖または河食崖となっている。 

地すべり・崩壊の崩壊深度の予測には，ボーリング調査や物理探査などによる地質構造，地下水

状況および比抵抗分布などの詳細な情報で作成された断面図を用いる手法が示されている（例えば，

木下ほか，2016）。しかし，判読した地すべり・崩壊地形および山体重力変形地形付近におけるこれ

らの情報を用いた詳細な断面図は得られなかった。 
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図 4.2-5 文献調査対象地区（陸域）におけるマスムーブメント地形の分布 

地すべり・崩壊地形と山麓堆積地形については，4.1.2 で実施した地形判読の結果に基づく。地理院タイルの

陰影起伏図に国土地理院数値標高データを用いて作成した等高線（100 m間隔）を重ねたものを使用。海岸線

は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，河川は「国土数値情報（河川データ）」（国土交通省）

に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（2）海域 

まず，文献調査対象地区およびその周辺の海域を対象に，海底地すべり地形の判読を行った（判

読基準は添付資料Bを参照）。海底地形アナグリフは，日本水路協会発行M7000 シリーズから作成

した 30 m メッシュのラスタデータを使用して作成した。作成方法については，後藤（2013，2014）

を参照した。海底地形アナグリフを用いた本調査による海底地すべり地形判読結果に森木ほか（2017）

に示された海底地すべりの分布を重ね合わせたものを図 4.2-6 に示す。 

文献調査対象地区およびその周辺の大陸棚と陸棚外縁斜面において判読できた海底地すべり地形

は，滑落崖と斜面移動体である。海底地すべりの滑落崖は，茂津多海底谷，寿都海底谷，岩内海底

谷の谷壁斜面や谷頭部に当たる場，寿都海脚の北側斜面と西側斜面に分布している。滑落崖には，

比較的規模が小さくガリー状の細長い平面形をもつ凹地として判読されるものと，比較的規模の大

きいU 字形または馬蹄形の平面形を持つ凹地として判読されるものが認められる。後者のタイプの

滑落崖については，森木ほか（2017）と同じような場に判読できる。また，そうした滑落崖のうち，

茂津多海底の谷壁斜面や谷頭部，寿都海底谷の谷壁斜面，寿都海脚の北側斜面に発達するものの下

方には，斜面移動体が認められる。 

次に，海底地形アナグリフを用いた地すべり・崩壊の地形的兆候に着目した山体重力変形地形の

判読を行った（判読基準は添付資料 B を参照）。その結果，地すべり・崩壊の地形的兆候である線

状凹地などの山体重力変形地形については，本調査で用いた海底地形アナグリフの空間分解能では

検出することはできなかった。 

崩壊深度の予測については，陸域と同様に，判読した海底地すべり地形における詳細な断面図は
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得られなかった。 

 

 
図 4.2-6 文献調査対象地区（海域）とその周辺地域における海底マスムーブメント地形の分布 

図 3.2-3に本調査による判読結果を重ね合わせた。地理院タイルの陰影起伏図を使用。海域の等深線図は，日

本水路協会発行M7000 シリーズを用いて作成（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数

値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通

省）に基づく。 
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第5章 隆起・侵食に関する知見のまとめ 
5.1 隆起・沈降に関する知見のまとめ 

第 3 章と第 4 章から得られた隆起・沈降に関する知見と，その背景の理解に必要となるテクトニ

クス・セッティングに関する知見（詳細は，説明書「地形，地質・地質構造」参照）を図 5.1-1 に

編年表の形でまとめた。5.1 では，図 5.1-1 に基づいて，まず，文献調査対象地区およびその周辺地

域が置かれた場の地殻変動の枠組みについて記す。そのうえで，文献調査対象地区およびその周辺

地域における隆起・沈降の傾向と量・速度についての知見の整理結果とそれら解釈について記す。 

 

 
図 5.1-1 文献調査対象地区における隆起・沈降に関する知見のまとめ 

図の説明については，5.1 を参照。ローマ数字は参照先を示す；（i）4.1.4，（ii）4.1.1（1），（iii）3.1.2，（iv）

4.1.2（3），4.1.2（4），4.1.2（5），（v）4.1.3，（vi）能條・鈴木（1999），（vii）能條ほか（1999），（viii）吾妻

ほか（2004），（ix）説明書「地震・活断層」もしくは説明書「地形，地質・地質構造」，（x）渡辺（1993a，b），

（xi）国土地理院（1997），Sagiya et al. (2000)，Iinuma et al. (2005)，Terakawa and Matsu’ura (2010)，Uchide 

et al. (2022)，（xii）Watanabe (2002)，（xiii）平（2002）。 

 

5.1.1 地殻変動の枠組み 

北海道とその周辺海域日本海東縁においてアムールプレートとオホーツクプレートの収束境界が

存在し，現在のテクトニクス様式は 3 Maに開始し，2 Maに確立されたと考えられる（平，2002）。

そして，3 Ma 以降，北海道南西部から日本海東縁にかけての範囲には，地殻の短縮歪みが集中した

地質学的歪み集中帯として，島弧とほぼ平行に延びる逆断層を伴う褶曲帯が幾つも発達したと考え

られている（岡村，2002）。しかし，文献調査対象地区が位置する北海道南西部の北部における広域

応力場の変遷（例えば，渡辺，1993a，1993b）に基づくと，それ以前の 6 Ma 頃から，概ね東西～
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北西－南東方向からの圧縮を受ける圧縮応力場にあったと考えられる。ただし，6 Ma 以降の北海道

南西部の北部に掛かる水平最大圧縮応力の方向や強さは必ずしも一定だったわけではなく，太平洋

プレートの沈み込みの方向や収束速度に対応して微妙に変化していたようである（渡辺，1993a，

1993b）。その強さについては 3.6～1.5 Ma 頃に相対的に最も高まり，1.5 Ma 頃から現在までは減衰

傾向であると考えられる（Watanabe, 1995, 2002）。 

北海道南西部において明らかにされている現在の地殻応力は，上述のテクトニクスの概要と概ね

整合的であり，地震学データ（Terakawa and Matsu’ura, 2010；Uchide et al., 2022）や測地観測データ

（国土地理院，1997；Iinuma et al., 2005）からも，北海道南西部は東西または北西－南東方向からの

圧縮を受ける圧縮応力場であることが推定される。ただし，観測期間によっては，北西－南東また

は東西方向の伸長歪みも卓越すること（国土地理院，1997；Sagiya et al., 2000）に注意が必要である。

長期的には圧縮場と考えられる北海道南西部において，このような伸長歪みが卓越する期間がある

原因については，日本海東縁変動帯で生じた 1983 年の日本海中部地震や 1993 年の北海道南西沖地

震の余効変動による影響が考えられている（鷺谷，2002）。 

次に，北海道南西部から空間スケールを狭めて，文献調査対象地区がその北端部を占める黒松内

低地帯において推定される地殻応力についての知見を整理する。黒松内低地帯は，上述の地質学的

歪み集中帯の中に位置しており，そこには東西方向の地殻短縮に起因すると考えられる南北性の逆

断層を伴う褶曲帯の発達がみられる。これらの南北性の断層・褶曲帯は，前期～中期更新世に堆積

した瀬棚層や段丘堆積物を変形させている（詳細は，説明書「地震・活断層」，説明書「地形，地質・

地質構造」参照）。この南北性の断層・褶曲帯の活動開始時期については，黒松内低地帯南部に位置

する長万部付近で推定された結果に基づいて 0.8 Ma 頃と考えられている（吾妻ほか，2004；道家ほ

か，2012）。瀬棚層の堆積時期は，能條ほか（1999）に基づくと，1.2～0.6 Ma と推定されているこ

とから，黒松内低地帯では，瀬棚層の堆積期間中から東西方向の地殻短縮に伴う構造運動が顕著に

なり，それが現在まで継続していると考えられる。 

続いて，文献調査対象地区とその周辺地域における地殻変動様式についての知見を整理する。文

献調査対象地区とその周辺の海岸部，すなわち島牧海岸，寿都半島，幌別山地北岸の海岸部には，

更新世の海成段丘面群の発達がみられる。このことから，これらの場では 105 年スケールで隆起傾

向にあるといえる。また，地層の累重様式に基づき判断すると，寿都半島沖と幌別山地北岸沖の大

陸棚については，海岸部と同様に隆起していると考えられる。そうした隆起運動の開始時期につい

て，各海岸に分布する最も古い海成段丘面の推定形成時期に基づけば，島牧海岸から寿都半島西岸

ではMIS 11 またはMIS 13 以降，寿都半島東岸ではMIS 7 またはMIS 9以降，幌別山地北岸では

MIS 5e以降となる。その一方で，大陸棚の地層の累重様式に基づくと，寿都半島沖と幌別山地北岸

沖に限られるが，その隆起開始時期は共に前期更新世以降と推定される。この隆起運動の開始時期

は，黒松内低地帯において東西方向の地殻短縮に伴う構造運動が顕著になった時代とも整合的であ

る。 

以上のことから，文献調査対象地区とその周辺地域における地殻変動の枠組みは，次の（a）～（d）

のようにまとめることができる。（a）6 Ma 以降，北海道南西部は，基本的には東西または北西－南

東方向の圧縮応力が卓越するテクトニクス場に置かれ，3 Ma 頃に日本海東縁においてアムールプレ

ートとオホーツクプレートとの収束境界が形成されたことで現在のプレート配置となる。（b）1.5 Ma

頃を境に現在のような水平最大圧縮応力の方向と強さとなる。（c）そうしたテクトニクス場のもと，

文献調査対象地区とその周辺地域では，0.8 Ma頃から東西方向の地殻短縮の影響が地表に顕著に表
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れるようになり，それが現在に至るまで続いている。（d）そして，それとほぼ同じような時代から，

寿都半島と幌別山地の海岸部と大陸棚は共に隆起していると考えられる。 

 

5.1.2 隆起・沈降の傾向 

（1）100～102年スケール 

文献調査対象地区とその周辺の海岸部では，GEONETによりGNSS 観測点が，島牧～本目の島牧

および寿都半島東岸の寿都の計 2 地点に設置され，また幌別山地北岸から狩場山の南西岸にかけて

水準点が設置され水準測量が行われていることから，これらの観測点データに基づいて 100～102年

スケールでの地殻変動の傾向について把握することができる。 

GNSS 観測点における過去 15 年間（2006～2021 年）の変位量から，島牧では約 3.9 cm，寿都で

は約 6.5 cm の隆起が認められた。寿都が島牧よりも相対的に隆起していることは，約 50 年間の水

準測量結果（4.1.1 参照）に整合的である。また，100～102年スケールにおいて島牧～本目および寿

都半島東岸が隆起傾向であることは，これらの沿岸部に更新世の海成段丘面が発達し，105年スケー

ルでは隆起傾向であることに整合的である。 

一方で，得られた 100～102 年スケールでの隆起量を平均隆起速度に換算すると，島牧では約 2.6 

mm/yr，寿都では約 4.3 mm/yrとなる。また，文献調査対象地区のおける全国的な水準測量から導出

された鉛直変動速度は，1895～1965 年が－2～0 mm/yr（檀原，1971），1947～1961 年および 1986～

1999 年が 0～2 mm/yr（村上・小沢，2004）となる。したがって，測地観測から得られた 100～102

年スケールの隆起速度は，海成段丘面の分布高度に基づいて推定された 105 年スケールでの隆起速

度に比して 1 桁ほど大きい，または傾向が異なる。このことは，測地観測データから推定される地

殻変動の傾向・量を，105年スケールでの地殻変動の傾向・量にそのまま当てはめることができない

ことを示唆する。 

 

（2）105年スケール 

文献調査対象地区とその周辺の海岸部における 105 年スケールでの地殻変動の傾向は，更新世の

海成段丘面の高度分布に基づくと，（a）寿都半島，（b）寿都半島西岸の本目以西，（c）幌別山地沿

岸，で異なっており，それぞれの区間において，一様な隆起，東への傾動，西への緩やかな傾動が

生じていると考えられる。これらに大陸棚を加えて，以下で，それぞれ詳述する。 

寿都半島では，西岸の本目付近から東岸の湯別付近までの区間において，MIS 5e に対比される

Mm1面の旧汀線アングルは概ね一定の高度を示す（図 4.1-5）。また，寿都半島西岸に限られるが，

それぞれMIS 11，MIS 9，MIS 7（MIS 13，MIS 11，MIS 9）に対比されると考えられるHm1，Hm2，

Hm3 面の旧汀線アングルもほぼ一定の高度を示す。このことから，寿都半島では，MIS 11（MIS 13）

以降，一様な隆起が生じていると考えられる。 

寿都半島西岸の本目付近から島牧までの区間では，Hm1，Hm2，Hm3，Mm1，Mm2 面の旧汀線

アングル高度が西に向かって増していくことから（図 4.1-5），東への傾動が生じている可能性があ

る。この傾動については，文献（例えば，宮内，1988；小池・町田編，2001；奥村，2003）におい

ても指摘されており，宮内（2012）は，その原因として狩場山西岸沖に想定した NW-SE 方向に延

びる東傾斜の海底逆断層の運動を考えている。 

幌別山地沿岸では，Mm1 面の旧汀線アングルは，概ね一定の高度を示す（図 4.1-5）。そして，

その高度は，寿都半島におけるMm1面の旧汀線アングルともほぼ同じである。しかし，Mm1 面の
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段丘堆積物上面高度については，歌棄付近よりも尻別岬付近のものが 10 m 程度高く，その原因と

して，北海道電力（2016a）は，北西-南東方向に延びる西上がりの逆断層である尻別川断層の断層

運動の影響を否定していない（3.1.2 参照）。このことから，幌別山地沿岸では，尻別川断層の断層

運動による西への傾動が生じている可能性がある。 

寿都半島から幌別山地前面の大陸棚は，前期更新世以降，隆起傾向にあると考えられ，寿都半島

西岸から幌別山地の海岸部において海成段丘面の発達が良いことと整合的である。しかし，その一

方で，寿都半島西岸の歌島以西の島牧沖の大陸棚における地殻変動の傾向については，岩内堆南方

背斜にかかわる褶曲運動による影響などから推定することができず，地殻変動の傾向について不明

である。 

 

5.1.3 隆起・沈降の量・速度 

文献調査対象地区とその周辺地域において 105～106年スケールでの隆起量・隆起速度を推定でき

たのは，海岸部では，寿都半島，幌別山地沿岸，内陸部では，添別周辺，幌別山地南東麓，丸山丘

陵である。推定した隆起量・隆起速度について以下で詳述する。 

 

（1）海岸部 

105年スケールでの隆起量・隆起速度 

文献調査対象地区とその周辺地域における 105年スケールでの隆起量・隆起速度については，MIS 

5e に対比される海成段丘面の段丘堆積物上面高度に基づく推定が，現段階では最も信頼性が高いと

考えられる。その理由として，（a）MIS 5eの海成段丘堆積物の編年が地形層序だけでなく，テフロ

クロノロジーに基づいて行われていること，（b）海成段丘堆積物上面高度に基づくことで，それら

を覆う被覆層の厚さ分だけ隆起量を過大評価せずに済むこと，が挙げられる。 

文献調査対象地区とその周辺地域において MIS 5e に対比される海成段丘面の段丘堆積物上面高

度が明らかにされているのは，寿都半島と幌別山地沿岸においてである（3.1.2 参照）。これらの区

間において求めた 105 年スケールでの隆起量・隆起速度およびそれらの算出に当たって用いたパラ

メータについて，表 4.1-1 および表 4.1-2 に示した。表 4.1-1，表 4.1-2 および図 4.1-8 に示される

ように，MIS 5e の海水準・年代の設定によって，算出された隆起量・隆起速度は異なっているが，

隆起量は約 12～30 m，隆起速度は 0.09～0.26 mm/yr であり，寿都半島と幌別山地沿岸における 105

年スケールの隆起速度は，0.1～0.3 mm/yr程度であると推定される。 

一方，寿都半島西岸の本目以西では，MIS 5eの海成段丘面の発達が認められるものの，それらの

段丘堆積物上面高度については，明らかになっていない。しかし，MIS 5eの旧汀線アングル高度に

ついては把握することが可能であり，その高度は，寿都半島において認められるMIS 5eの旧汀線ア

ングル高度よりも高い（4.1.2 参照）。このことから，寿都半島西岸の本目以西における 105年スケー

ルの隆起速度は，0.2 mm/yr 程度以上と考えられる。 

 

地殻変動の傾向および一様継続性 

狩場山北岸から尻別岬にかけて，MIS 5e に対比されると考えられる海成段丘面が発達している。

そのため，文献調査対象地区およびその周辺地域の沿岸部では，少なくともMIS 5e以降に隆起して

きたことが分かる。また，寿都半島では，その西岸にMIS 11，MIS 9，MIS 7，MIS 5に対比される

と考えられる海成段丘面が，その東岸にMIS 7，MIS 5 に対比されると考えられる海成段丘面が発
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達する（4.1.2（3）参照）。そのため，寿都半島については，少なくともMIS 11 以降は隆起してきた

と考えられる。さらに，これらの旧汀線アングル高度から隆起量・隆起速度を推定することで，MIS 

11 またはMIS 7以降の地殻変動の一様継続性について検討できる。 

寿都半島に分布するMIS 11 以降またはMIS 7以降の海成段丘面の旧汀線アングル高度から推定

した隆起速度について見ると，MIS 5eの隆起速度よりも，特にMIS 7 の隆起速度では，最大で 0.3 

mm/yr程度大きくなる可能性がある（4.1.2（5）参照）。このことに対する解釈は 2 とおり考えられ，

その一つは，何らかの要因でMIS 7 以降に寿都半島の沿岸部における隆起速度が低下したという解

釈であり，これとは別の解釈は，MIS 7に対比した海成段丘面が，実際は，より古いMIS 9 に対比

される海成段丘面であると解釈するものである（詳細については 4.1.2（5）参照）。これら 2つの解

釈のうち，どちらの解釈が妥当であるかの判断は，少なくともMIS 7に対比した海成段丘面（Hm3

面）の段丘堆積物上面高度や，その堆積時期に関するデータに基づかない限りは難しいものと考え

られる。そのため，寿都半島における隆起運動の一様継続性，またはMIS 5eの海成段丘面から推定

された隆起速度の時間代表性については課題として残される。 

 

（2）内陸部 

文献調査対象地区とその周辺の内陸部における 105～106年スケールの隆起量・隆起速度について

は，（a）日本列島を対象に作成された第四紀の隆起沈降量図（国立防災科学技術センター，1969）

と，（b）数百万年前から数十万年前の地層の堆積過程や分布高度，から推定できる。 

しかし，（a）において隆起量の推定に用いられた侵食平坦面（いわゆる小起伏面）については，

（i）形成された年代や高度の推定が困難，（ii）氷期の周氷河作用によって形成された可能性がある，

（iii）隆起と侵食の速度が釣り合った平衡状態にあることによってもたらされた可能性がある，と

いった隆起指標としての問題点が指摘されている（田力・池田，2013）。それゆえ，小起伏面を用い

た隆起量の推定は，信頼性の劣る手法であると考えられる（池田，1990；米倉，1990）。したがって，

本調査では，第四紀の隆起沈降量図に示された隆起量については考慮しないものとした。 

一方，（b）について，本調査では，鮮新世～更新世にかけて堆積した海成層と丘陵部を覆う河成

礫層（扇状地堆積物）の分布高度に着目した。対象とした場は，蕨岱向斜の向斜軸に近い添別周辺，

幌別山地南東麓，黒松内背斜の背斜軸が位置する丸山丘陵である。丸山丘陵についてはその推定に

至らなかったため（4.1.3 参照），ほかの 2 つの場についての隆起量・隆起速度の推定結果の概要を

以下に記す。 

推定された隆起速度は，添別周辺では約 80万年間平均で約 0.1 mm/yrである。また，幌別山地南

東麓において推定された 120～60万年間の総隆起量は 180 m 以上となるが，注意すべきは，隆起量・

隆起速度の算出において，対象とした地層の堆積過程，堆積年代についていくつかの仮定を置いた

ことである。そのため，海成段丘の段丘堆積物上面高度に基づいて推定した隆起量・隆起速度と比

較し，ここに示した隆起量・隆起速度の信頼性は低い。上記の 105～106年スケールの隆起量・隆起

速度の信頼性を高めるためには，対象とした地層の堆積過程の情報と堆積年代の情報が必要である。 

 

（3）大陸棚 

文献調査対象地区前面の大陸棚における隆起・沈降については，本調査で実施した推定方法では，

地殻変動の傾向の推定に留まるため，その量や速度については不明である。 
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5.2 侵食に関する知見のまとめ 

5.2 では，第 3章と第 4章から得られた山地の削剥，河川侵食，海食，マスムーブメントに関する

知見の整理結果とその解釈について記す。得られた知見のうち，侵食量・侵食速度に関してまとめ

たものを表 5.2-1 に示す。 

 

表 5.2-1 文献調査対象地区における侵食量・侵食速度に関する知見のまとめ 

 

 

5.2.1 山地の削剥速度 

文献調査対象地区周辺の山地における平均削剥速度については，3.2.1で述べたようにダム堆砂量

と地形量との関係に基づいて推定されている 100～102年スケールの情報しか得られていない。文献

から読み取った 100～102年スケールでの平均削剥速度を表 5.2-1に示す。 

藤原ほか（2001）による平均削剥速度（6 km四方の平均値）は，寿都半島で 0.1～0.3 mm/yr，丸

山丘陵で 0～0.1 mm/yr，幌別山地で 0.1～0.5 mm/yrである。長谷川ほか（2005）による比堆砂量（≒

流域の平均削剥速度; 単位は 103 m3 /km2/yr; 1 km 四方の平均値）は，寿都半島と丸山丘陵で 0～0.2，

幌別山地で 0.2～0.5 である。藤原ほか（2001）と長谷川ほか（2005）では，使用データや着目した

地形量が異なっているが，推定された平均削剥速度およびその空間分布において顕著な違いは認め

られない。 

文献調査対象地区の山地における過去または将来約 10 万年間の削剥量は，現時点では，上述の

100～102年スケールでの平均削剥速度に 10 万年を乗ずることによって推定する方法があるが，削剥

速度の時間代表性に対する信頼性の向上という観点からは，宇宙線生成核種法に基づいて山地流域

における 102～103 年スケールの平均削剥速度を定量的に把握すること（例えば，松四ほか，2014）

が考えられる。しかし，仮に 102～103年スケールの平均削剥速度が求められたとしても，その値は，

完新世（約 1.2 万年前から現在まで）の比較的温暖・湿潤な気候環境下におけるものであることに

注意が必要である。完新世以前の約 11 万年間は氷期であり，現在と比較して寒冷・乾燥な気候環境

下にあった（3.3 参照）ため，氷期における削剥作用および削剥速度は，間氷期のものとは異なって

侵食の種類 場所／地質 地形変化の速さ・量 用いた指標・データ 備考

寿都半島 0.1~0.3 mm/yr 基準高度分散量に基づく数十年スケールの削剥速度 藤原ほか（2001）からの読み取り

丸山丘陵 0~0.1 mm/yr 同上 同上

幌別山地 0.1~0.5 mm/yr 同上 同上

寿都半島 0~0.2 10
3
/km

2
/yr 傾斜量に基づく数十年スケールの削剥速度 長谷川ほか（2005）からの読み取り

丸山丘陵 0~0.2 10
3
/km

2
/yr 同上 同上

幌別山地 0.2~0.5 10
3
/km

2
/yr 同上 同上

寿都低地以外
の現河口付近

112~129 mを超えるこ

とはない
（12~13万年間）

MIS 5e以降の隆起量に100 mを加えた値
幡谷ほか（2016）の経験的知見を適用。隆起量に

ついては本調査の検討結果（4.1.2）を参照。

火山岩 20~80 mm/yr 地形計測に基づく約5,000年間の推定値 貝塚（1998）からの読み取り

新第三紀層 40~280 mm/yr 同上 同上

硬質な岩盤 30~100 mm/yr 地形計測に基づく約6,000年間の推定値 上野・山岸（2002）

沖積層の基底深度にMIS 5eの海成段丘堆積物上面

高度から推定される隆起量を加えた値

沖積層の基底深度については北海道電力
（2013a）を，隆起量については本調査の検討結

果（4.1.2）を参照。

山
地
の
削
剥

海
食
崖
の
後
退

寿都低地
56~66 m
（12~13万年間）

下
刻
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いた可能性が考えられるからである（例えば，Marshall et al., 2015；Raab et al., 2019）。このことは，

102～103年スケールの平均削剥速度に 10 万年を乗じた値が，過去約 10 万年間の削剥量の実態を示

したものになるとは限らないことを意味する。 

なお，氷期－間氷期サイクルを複数回経た期間，すなわち数十万年よりも長い時間スケールにお

ける山地の平均削剥速度については，低温領域の熱年代法を文献調査対象地区および周辺の山地に

適用できれば推定できる可能性がある（末岡ほか，2015；小形・末岡，2021）。さらに，低温領域の

熱年代法により山地の削剥史を明らかにすることは，文献調査対象地区およびその周辺地域におけ

る第四紀の地殻変動史の理解にも貢献すると考えられる。 

 

5.2.2 下刻量 

寿都低地において最終氷期最盛期に生じた下刻の深さは，確認されている沖積層の基底深度のう

ち最も深いものの深度に基づくと 44.6 mである。MIS 5e 以降（過去 12～13万年間）の最大下刻量

は，この深度にMIS 5e 以降の隆起量を加えることで検討できる（幡谷ほか，2016）。寿都湾岸に分

布するMIS 5e以降（過去 12～13万年間）の隆起量は約 12～21 m（11.6～20.9 m）であることから，

寿都低地におけるMIS 5e 以降（過去 12～13 万年間）の最大下刻量は約 56～66 m と推定される（4.2.1

参照；表 5.2-1）。ただし，この推定に用いた沖積層基底深度は，現海岸線から 2 km 程度上流に位

置する地点のものである。過去の海水準低下に伴う下刻が最も深く及んだのは現海岸線付近である

と考えられることから（幡谷ほか，2016），寿都低地における最大下刻量は推定値を超える可能性が

あることに注意が必要である。 

また，寿都低地以外の文献調査対象地区の河川沿いでは，沖積低地がほとんど発達しておらず，

埋没谷の形状や沖積層の基底深度を示す文献・データを確認することができなかったため，最終氷

期最盛期に生じた下刻の深さは不明である。しかし，MIS 5e 以降（過去 12～13 万年間）の最大下

刻量については，幡谷ほか（2016）による経験的知見に基づくと，文献調査対象地区における現河

口付近のMIS 5e以降（過去 12～13万年間）の隆起量である約 12～29 m に 100 m を加えた約 112～

129 m を超えることはないと考えられる（4.2.1参照；表 5.2-1）。 

上記の値については，文献調査対象地区の大陸棚における各河川の現河口付近の埋没谷沿いにつ

いても適用可能と考えられる。一方，文献調査対象地区の河川の中～上流部における下刻量・下刻

速度に関する情報については，確認することができなかった。 

 

5.2.3 海食速度 

文献調査対象地区では山地が直接海と接している場が多いことから，岩石海岸の発達が良い。文

献調査対象地区の岩石海岸における海食崖の後退速度について，観測や地形計測に基づいて推定し

た文献・データを確認することはできない。その一方で，日本列島の多地点を対象に現在みられる

海食崖と浅海底が，後氷期の海面がほぼ現在の水準に達した 6,000年前または 5,000年前から現在ま

での期間に形成されたという考えに基づいて 103 年スケールでの海食崖の平均後退速度を推定した

文献に，貝塚（1998）と上野・山岸（2002）がある（3.2.3 参照）。これらの文献から読み取った海

食崖の平均後退速度を表 5.2-1 に示す。 

貝塚（1998）に示された海食崖の平均後退速度から，文献調査対象地区の浅海底を構成する地質

である火山岩と新第三紀層からなる場における値を選択的に読み取ると，その値は火山岩で 2～8 

cm/yr，新第三紀層で 4～28 cm/yr となる。また，上野・山岸（2002）に示された硬質な岩盤からな



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「隆起・侵食」 

57 

る海食崖の平均後退速度は 3～10 cm/yr である。 

将来の海食崖の後退量については，さまざまな要因（将来の海水準変動，メカニズム，気候変動

など）が影響し，それぞれの推定には不確実性が大きいことから，単純に上記を外挿して推定する

ことは難しい。 

例えば，中期更新世以降の海水準変動と同様の傾向が将来においても繰り返されるのであれば，

将来の約 10万年間は氷期であり，現在よりも海水準が低くなると予想される。したがって，その期

間の海食に伴う海食崖の後退量は，比較的小さいものと考えられる。 

その一方で，人為起源の温室効果ガスの影響により現在の間氷期から氷期への移行が 5 万年程度

遅れるというシミュレーション結果がある（例えば，Berger and Loutre, 2002；Ganopolski et al., 2016）。

その場合，現在と同程度またはより高い海水準が将来の約 5 万年間にわたって継続することが予想

され，上述の海食崖の平均後退速度に基づくと，km オーダーでの海食崖の後退が生じると考えら

れる。いずれにしても，将来の海水準変動の進み方には不確かさがあるため，将来約 10万年間また

はより長期間において生じる海食崖の後退量の推定には，シミュレーションにより検討する方法が

考えられる。 

 

5.2.4 マスムーブメント 

文献調査対象地区の陸域では，地すべり・崩壊地形の分布図から比較的小規模な地すべりが散在

していることを確認できる（図 3.2-2；図 4.2-5）。なお，北海道日本海沿岸における大規模岩盤崩

落検討委員会（2000）が示した崩壊規模 100 m3以上の岩盤崩壊跡の分布図の中に文献調査対象地区

において発生した岩盤崩壊を確認することはできない。将来の地すべり・崩壊の地形的兆候である

山体重力変形地形（線状凹地，谷向き小崖，不規則凹凸斜面）については，幌別山地および寿都半

島の 7地点で認められた（図 4.2-5）。 

文献調査対象地区の海域において判読された海底地すべりの分布については，図 4.2-6 に示すと

おりである。図 4.2-6 から，大陸棚の外縁付近を直接削剥する海底地すべりの分布を確認すること

ができる。山体重力変形地形については，海底地形判読に用いた海底地形データの空間分解能では

検出することはできなかった。 

文献調査対象地区の陸域・海域共に，予測される地すべり・崩壊の崩壊深度については，判読し

た地すべり・崩壊地形および山体重力変形地形付近における詳細な断面図は得られなかったため，

推定できなかった。そのため，概要調査地区選定段階（文献調査の段階）のデータでは，文献調査

対象地区において将来発生する地すべり・崩壊の規模や，地すべり・崩壊による地下施設設置深度

の減少量について評価までは至らなかった。 
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第6章 基準に照らした評価 
文献調査対象地区を「内陸部」，「沿岸部」，「沿岸部の沖積低地」，「大陸棚」の 4 つの地形場に区

分し，各地形場を対象に，次の（ア）と（イ）の基準に該当する場所の有無や範囲について，それ

ぞれ評価する。 

（ア） 過去 10 万年程度における最大侵食量が最終処分を行おうとする地層の深度を超えてい

る。 

（イ） 侵食による深度の減少を考慮すると，10万年後程度において，最終処分を行おうとする

地層について，70 m より更に深い深度を確保できない。 

4 つの地形場の範囲については以下とした（図 2.1-1）。 

・ 内陸部：寿都半島（月越山脈），丸山丘陵，幌別山地 

・ 沿岸部：寿都半島から幌別山地までの海成段丘面が発達する区間 

・ 沿岸部の沖積低地：朱太川河口に位置する寿都低地およびそれ以外の現河口付近 

・ 大陸棚：寿都町の海岸線から地形的特徴に基づく大陸棚外縁（説明書「地形，地質・地質構

造」参照）までの区間 

最終処分を行おうとする地層の深度を 300 m とした。これは，文献調査対象地区における地下施

設設置深度が未定であることから，法律により定められた最も浅い深度（深度 300 m）での処分を

想定したためである。 

 

6.1 過去 10万年程度における最大侵食量 

内陸部における過去 10 万年程度の最大侵食量について過去数十年程度の平均削剥速度（5.2.1 参

照）に 10 万年を乗じた値から推定する。この方法において推定される過去 10 万年程度の最大削剥

量のうち，値の大きなものは，寿都半島で 30 m，丸山丘陵で 20 m，幌別山地で 50 m となる。ここ

で，これらの推定値については，計算に用いた削剥速度の時間代表性について確認できていないこ

とに注意が必要である。 

沿岸部における過去 10万年程度の最大侵食量については，隆起量と侵食量が釣り合っているとい

う仮定に基づき，MIS 5e に対比される海成段丘面から推定された過去 12～13 万年間の隆起量から

推定する。MIS 5e の海成段丘堆積物上面高度に基づくと，文献調査対象地区における過去 12～13

万年間の隆起量は約 12～29 m と推定される。また，この値に影響を与えるような文献調査対象地

区およびその周辺地域の隆起の状況は見当たらない。 

沿岸部の沖積低地における過去 10 万年程度の最大侵食量については，過去 12～13 万年間の下刻

量から推定した（4.2.1，5.2.2 参照）。過去 12～13 万年間の下刻量は，沖積層の基底深度に MIS 5e

の海成段丘面から推定された過去 12～13 万年間の隆起量を足し合わせることで求められる。朱太川

河口に位置する寿都低地では，沖積層の基底深度のうち，最も深いものの深度は，44.6 mであり（4.2.1

参照），過去 12～13万年間の隆起量は約 12～21 m（11.6～20.9 m）と推定されることから，過去 12

～13万年間の下刻量は両者の和，すなわち約 56～66 m と推定される。また，寿都低地以外の文献

調査対象地区の河川沿いでは，幡谷ほか（2016）による経験的知見に基づき推定すると，MIS 5eの

海成段丘堆積物上面高度から推定される文献調査対象地区の隆起量は，上記のとおり約 12～29 m

であり，これに 100 m を加えた 112～129 m を超えることはないと考えられる。 
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大陸棚における過去 10万年程度の最大侵食量については，文献調査対象地区の大陸棚が地殻変動

の傾向が不明な地域もあるものの，全体的に隆起傾向にあると判断できることから（5.1.2（2）参照），

隆起量と侵食量が釣り合っているという仮定のもと，過去 10万年程度の隆起量から推定する。大陸

棚における過去 10 万年程度の隆起量については，MIS 5e の海成段丘面堆積物上面高度から推定さ

れる文献調査対象地区の隆起量により，上記のとおり，12～29 m と推定できる。また，上記の沿岸

部の沖積低地の値を，現海岸線付近の大陸棚に適用すると，旧朱太川の埋没谷沿いで約 56～66 m，

それ以外の埋没谷沿いで 112～129 m を超えることはないと考えられる。 

以上のことから，文献調査対象地区では，（ア）の基準に該当する場所，すなわち過去 10 万年程

度における最大侵食量が 300 m を超える場所は認められない。 

 

6.2 10万年後程度における侵食による深度の減少 

将来 10万年後程度における侵食量について，概要調査地区選定段階（文献調査の段階）では以下

の仮定を置いて推定する。 

・ 現在の地殻変動様式・応力場になったと考えられる時代以降，10 万年スケールでの隆起・沈

降運動は一定の速さで継続している。 

・ 過去約 12～13万年間の気候・海水準変動が将来 10万年後程度においても繰り返される。 

文献調査対象地区が現在の地殻変動様式・応力場に置かれた時代は，約 150 万年前からと推定さ

れる（5.1.1 参照）ことから，上記の仮定に基づけば，基本的には過去 10 万年程度において推定さ

れた最大侵食量を，そのまま将来 10万年後に想定される最大侵食量とみなすことができる。文献調

査対象地区およびその周辺地域では，約 20万年前（MIS 7）から約 10万年前（MIS 5e）にかけて隆

起速度が小さくなった可能性はあるが（5.1.3（1）（ii）参照），上記の最大侵食量よりは小さくなる

方向である。そのほかにこのような推定の方法に影響を与えるような状況は，文献調査対象地区お

よびその周辺地域には見当たらない（5.1.2，5.2.2など）。したがって，過去10 万年程度において推

定された最大侵食量に基づけば，文献調査対象地区では，（イ）の基準に該当する場所，すなわち

10 万年後程度における最大侵食量が 230 m を超える場所は認められない。 

なお，沿岸部の沖積低地では，氷期の海面低下によって河口付近で下刻が生じると考えられる河

川は，寿都低地を流れる朱太川であると考えられ，過去 10万年程度において推定された最大侵食量

に基づけば，約 56～66 m であるため，（イ）の基準に該当しない。 

一方，マスムーブメントにより，将来 10万年後に（イ）の基準に該当する規模，すなわち 230 m

を超える深度減少量をもたらす可能性のある場の有無や範囲については，文献情報や既存データの

読み取り・分析では評価することができない（5.2.4 参照）。 

 

6.3 概要調査に向けた考え方 

文献調査において十分に評価できなかった点について，概要調査では，「侵食」などの影響が及ば

ないように「最終処分を行おうとする地層及びその周辺の地層」（対象地層等）を選ぶことから，個

別の現象を対象地層等からの距離などの影響の大きさに応じて詳細度を変えて調査・評価する。 

「侵食」を含む「地震等の自然現象による地層の著しい変動」などの広域的な現象は，基本的に

概要調査により把握し，許容リスク内である（「おそれが少ない」など）ことの確認が難しいものも

含めて，影響が及ぶ範囲を対象地層等から除外する，という結論を得ることが基本的にはできると
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考えられる。 

第 5 章では，基準（ア）および基準（イ）への該当性の確認のための知見を整理している。これ

らのうち，基準の該当性の十分な評価ができなかったものについて，以下に示す。 

・ 内陸部の下刻量については，河川の中～上流部における下刻量・下刻速度に関する情報を確

認することができなかった。 

・ 将来発生する地すべり・崩壊による地下施設設置深度の減少量については，得られた文献・

データでは評価することができていない。 

また，評価の過程では，必ずしも（ア）（イ）の基準に抵触するわけではないが，評価の信頼性向

上のために必要と考えられる点について，その例を以下に示す。 

・ 内陸部の過去数十万年の隆起について評価するための更新世の地層の堆積過程や年代の情

報が不足している。削剥については，文献調査対象地区およびその周辺地域における低温領

域の熱年代法を適用した事例がなく，時間代表性を確認できていない。 

・ 寿都半島沿岸部について，MIS 5eの海成段丘面から推定される過去 12～13万年間の隆起速

度より，それより前の海成段丘面から推定される隆起速度のほうが大きい可能性がある。こ

の可能性を判断するために必要なMIS 7以前の段丘面の段丘堆積物上面高度や堆積時期の年

代に関する情報が不足している。 

・ 朱太川河口に位置する寿都低地の河川による下刻量について，得られた沖積層基底深度の位

置が現海岸線よりやや上流でありやや過小評価している可能性がある。また，朱太川以外の

現河口付近の沖積層基底深度については確認されなかった。 

これらの調査・評価方法と概要調査での評価の見通しを示す。全般的には，産業技術総合研究所

深部地質環境研究センター編（2007），同研究所深部地質環境研究コア編（2012），原子力規制委員

会（2021）などを必要に応じて参照する。 

内陸部の下刻量・下刻速度については，文献調査対象地区およびその周辺地域における形成年代

が制約された河成段丘（例えば，高木ほか，2000；山元，2006；渡壁ほか，2014）および穿入蛇行

跡の流路堆積物（例えば，安江ほか，2014；小形ほか，2021）の現河床からの比高を調査すること

で，河川の中～上流部における下刻量・下刻速度を評価できる可能性がある。 

内陸部の 105～106年スケールの隆起量・隆起速度の信頼性を高めるためには，対象とした地層（瀬

棚層，尻別川層および鮎川層など）の堆積過程の情報と堆積年代の情報が必要である。また，氷期・

間氷期サイクルに対応して形成された河成段丘面における 1 サイクル分の地形面オフセット量に基

づいた過去 10万年程度の隆起量（吉山・柳田，1995；田力・池田，2005；幡谷，2006）が，文献調

査対象地区またはその周辺地域において適用可能であれば，さらに信頼性を高めることができる。 

内陸部の削剥量・削剥速度については，低温領域の熱年代法を文献調査対象地区およびその周辺

の山地に適用できれば，数十万年よりも長い時間スケールにおける山地の平均削剥速度を推定でき

る可能性がある（末岡ほか，2015；小形・末岡，2021）。また，宇宙生成核種法によって山地流域に

おける 102～103年スケールの削剥速度（松四ほか，2014）についても同様に用いることができる可

能性がある。これらを組み合わせることにより，内陸部の削剥量・削剥速度の信頼性を高めること

ができる。 

沿岸部の隆起量・隆起速度については，文献調査対象地区およびその周辺地域における段丘面の
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段丘堆積物上面高度や堆積時期の年代を取得することで，信頼性を高めることができる。特に情報

が不足しているMIS 7以前の段丘の情報の取得により，過去における地殻変動の傾向の推定に関す

る信頼性が向上すると考えられる。また，同様の目的として，沖積平野における沖積層中の旧海面

高度指標を認定できれば，その高度と後氷期における地域特有のハイドロアイソスタシーの影響を

含んだ相対的海水準との差から，その地点の 102～103 年スケールでの隆起・沈降の傾向ならびに，

その速度についても推定することができる（例えば，Niwa and Sugai, 2020, 2021）。 

沿岸部の下刻量・下刻速度については，朱太川を含む現河口付近において，ボーリング調査によ

り沖積層基底深度を得ることで，信頼性を高めることができる。 

将来発生する地すべり・崩壊による地下施設設置深度の減少量については，航空レーザ測量デー

タおよびマルチビーム音響測深による地形情報，ボーリング調査や物理探査などによる地質構造な

らびに地下水状況および比抵抗分布などの詳細な地下の地質情報の拡充により（例えば，木下ほか，

2016），評価が可能であると考えられる。 

河川の側方侵食については，反射法地震探査やボーリング調査などにより，埋没谷の内部構造を

空間的に把握することで，過去の谷幅を評価できる可能性がある。また，海食については，将来の

海水準変動には不確かさがあるため，将来約 10 万年間またはより長期間において生じる海食崖の後

退量の推定には，地形発達シミュレーション（例えば，野上，2011；井上・田中，2013；日本原子

力研究開発機構，2021）により検討する方法が考えられる。同様に，河川の側方侵食についても，

地形発達シミュレーションの適用が考えられる。 
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添付資料B 地形判読の基準 
 

表 B-1 文献調査対象地区およびその周辺の陸域における地形判読の基準 

 

  

周囲の山腹斜面に比べて不連続的に緩傾斜で，浅い谷に刻まれた小起伏な斜面または流

域。定高性を持つ背面の連なりであったり，部分的に平坦面を残していたりして，かつて

段丘面を構成していた可能性があると推察されるものも含める。

一方または四方を崖または急斜面で縁取られ，周囲より不連続的に高い平坦面または緩斜

面。段丘面の形態と分布の特徴に基づいて段丘面を，高いものより順に高位（H）面，中

位（M）面，低位（L）面の3つに区分する。さらに段丘面が区分できる場合は，高位に位

置するものから順に1, 2, 3・・・と名付ける。H，M，L面の形成時期に係る年代観は，海

洋酸素同位体ステージ（MIS）7以前，MIS 6～5，MIS 4～1とする。H, M, L面への位置づ

けが難しい段丘面についてはUnknown（U）面とする。

海成段丘面

(Hm, Mm, Lm, Um）

段丘面の最大傾斜方向が海岸線にほぼ直交し，段丘面に接する山麓線または後面段丘崖の

一般的方向が，その付近の海岸線の一般的方向に一致しているもの。

河成段丘面

（Hf, Mf, Lf, Uf）

段丘面の大局的な傾斜方向（縦断方向），段丘面に接する山麓線または後面段丘崖の一般

的方向が，その付近の主要河川の一般的方向にほぼ一致しているもの。

火山麓扇状地面

(Hv, Mv, Lv)

火山体斜面を開析する放射谷から低地にむかって扇形に発達する半円錐形状の地形が段丘

化したもの。

海岸に分布し，テキスチャーから基盤岩であると判断される平坦面。地形図では海岸沿い

に分布する岩の記号と海岸線とに挟まれた範囲が相当。

臨海低地に発達する帯状の微高地。

河川の谷口から低地に向かって扇形に発達する半円錐形状の地形。

急崖～緩斜面の基部に発達する凹型直線斜面または等斉直線斜面（崖錐，麓屑面），比較

的傾斜の大きな流域の谷口から低地に向かって扇形に発達する半円錐状の地形（沖積

錐）。

線状凹地 山稜にほぼ平行する凹地。山向き小崖と上部斜面の間の凹地。

谷向き小崖
斜面の途中に形成された小崖。山向き小崖，尾根向き小崖，逆向き小崖，谷向き小崖の総

称。小崖は，崖のうち比高が10 mを目安とする。

不規則凹凸斜面 不規則形状の凹凸で特徴づけられる斜面。

盛土・切り土・埋立地により大規模な地形改変を伴うもの。

鈴木（1998, 2000, 2012）を参考に作成。山体重力変形地形は千木良（2015），Kaneda and Kono (2017)および小嶋（2018）。

判読基準

半円形，U字形，馬蹄形，コ字形の平面形をもつ急崖や急斜面に囲まれた相対的低所（滑

落崖）と，その低所から下方に張り出す緩傾斜な微起伏地（斜面移動体）。斜面移動体に

は流れ山や崩壊堆積物も含む。

段

丘

面

地形種

人工改変地

波食棚・離水ベンチ

砂丘，沿岸州

小起伏面

扇状地

山麓堆積地形

（崖錐・麓屑面・沖積錐）

滑落崖

斜面移動体

山体

重力

変形

地形
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添付資料C 文献調査対象地区およびその周辺の大陸棚における既存地質解釈断面 
 

図 C-1 寿都湾とニセコ・雷電火山群沖の既存地質解釈断面 

文献調査対象地区およびその周辺の大陸棚の地形・地質学的特徴をあらわす地質解釈断面の中から代表的なも

のを示す。測線の位置については，本編の図 4.1-11 を参照。測線D-D’，C-D，I-J については海上保安庁水路

部（1995）により，測線 EW1W と EW1WA，7 については北海道電力（2015，2016）による。これらの文

献に示された大陸棚付近の地質解釈断面図をトレースして作成。測線 EW1A については原図の向きを，測線

D-D’，C-D，I-J については原図の向きと縦横比を変更してトレースした。地層区分における層序については，

北海道電力（2016）の分析結果に基づき，海上保安庁水路部（1995）の IIIS層と IVS層を III 層（前期～中期更

新統）に対比した。 
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図 C-2 寿都半島西岸沖の既存地質解釈断面 

文献調査対象地区およびその周辺の大陸棚の地形・地質学的特徴をあらわす地質解釈断面の中から代表的なも

のを示す。測線の位置については，本編の図4.1-11を参照。測線C-C’，E-Fについては海上保安庁水路部（1995）

により，測線 EW3A，EW4A，EW5A と EW5SA については北海道電力（2013）による。これらの文献に示

された大陸棚付近の地質解釈断面図をトレースして作成。測線C-C’，E-F については原図の向きと縦横比を変

更してトレースした。地層区分における層序については，北海道電力（2016）の分析結果に基づき，海上保

安庁水路部（1995）の IIIS層と IVS層を III 層（前期～中期更新統）に対比した。 

 

 

引用文献（添付資料C） 

 

北海道電力（2013）第 18 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（2013年 9 月 11 日開

催）． 

北海道電力（2015）泊発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（3号発電用原子炉施設の変更）. 

北海道電力（2016）第 404 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（2016 年 9 月 30 日

開催）． 

海上保安庁水路部（1995）沿岸の海の基本図（5万分の 1）寿都，海図，第 6325 号 1-S. 
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添付資料D 朱太川河口付近における沖積層基底面深度の読み取り 
 

表 D-1 朱太川河口付近における沖積層基底面深度の読み取り結果 

 

1 広田ほか（1985） 付図 92 10.0
1) >20 >-10.0

シルト～粘土層を挟在する砂礫層からなり，ボーリング孔底は基盤岩に達していない。よって，沖積層の厚さは，この砂礫層の層
厚以上だと解釈した。

2 広田ほか（1985） 付図 90 15.7
1) 4.0 11.7 古期扇状地堆積物の上に載る現河床堆積物の層厚の読み取り。

3 広田ほか（1985） 付図 88 14.2
1) 4.1 10.1 鮮新統の上に載る現河床堆積物の層厚の読み取り。

4 北海道電力（2015） 第7.3.2.50図 EW11B -17.01) 8.1 -25.1 I層（完新統）の層厚の読み取り。

5 北海道電力（2015） 第7.3.2.50図 EW12B -11.71) 11.3 -23.0 I層（完新統）の層厚の読み取り。

6 北海道電力(2013） (p.31) 北測線 3.94
2) 48.5 -44.6

堆積物の厚さは110 m以上。沖積層基底礫層は，14C年代で約10,000 yBPの年代が得られた炭化物を含むシルト（深度約43.1
m）と14C年代がスケールアウトした礫層中の植物片（深度約56. 3 m）との間に位置すると考えられる。本調査では，この区間の完
新世の粘土・シルト・砂層直下に分布する約3～4 mの礫層を沖積層基底礫層と解釈した。

7 藤本ほか（2004） p.50 437-004 9.6
1) 27 -17.4

中新統の上に載る「沖積層及び扇状地堆積物」のうち，粘土・細砂・砂礫からなる地層を沖積層と解釈し，その層厚を読み取っ
た。

8 KuniJiban - No.1-2 10.72
2) 12.85 -2.1 流紋岩質水冷破砕岩上に載る細砂～粘土層を挟在する砂礫層の層厚の読み取り。

9 KuniJiban - R2 B-5 6.982) >25.5 >-18.5
シルト～粘土層を挟在する砂礫層からなり，ボーリング孔底は基盤岩に達していない。よって，沖積層の厚さは，この砂礫層の層
厚以上だと解釈した。

1） 陸域については国土地理院数値標高データから作成した数値標高モデルからの読み取り，海域についてはM7000シリーズから作成した数値標高モデルからの読み取りによる。

2） 文献・データに記された標高。

3） 本調査による文献・データからの読み取りに基づく。

地表面の標高
(m a.s.l.)

沖積層基底面深度
(m a.s.l.)

備考文献・データNo. 図表番号
地点番号

／ボーリング名
沖積層の厚さ

3)

(m)
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図 D-1 沖積層の層厚の読み取りに用いた既往データの分布 

ボーリング地点横の数字は，表 D-1のNo.に対応。陰影段彩図には，地理院タイルの陰影起伏図に国土地理院

数値標高データを用いて作成した高度段彩を重ねたものを使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」

（国土交通省）に，河川は「国土数値情報（河川データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情

報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

 

引用文献（添付資料D） 

 
藤本和徳，高橋徹哉，鈴木隆広編（2004）北海道市町村の地熱・温泉ボーリングデータ集，北海道

立地質研究所. 

広田知保，和田信彦，横山英二，菅 和哉（1985）北海道水理地質図「倶知安」及び説明書，北海

道水理地質図幅，7，北海道立地下資源調査所. 

北海道電力（2013）泊発電所 平成 23 年東北地方太平洋沖地震の知見等を踏まえた原子力施設への

地震動及び津波の影響に関する安全性評価 地質調査結果報告書. 

北海道電力（2015）泊発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（3号発電用原子炉施設の変更）. 

国土交通省：国土地盤情報検索サイトKuniJiban，http://www.kunijiban.pwri.go.jp，2023年 11 月 27日

閲覧. 

国土交通省：国土数値情報（行政区域データ），https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html，2023 年 8 月 18

日閲覧. 

国土交通省：国土数値情報（海岸線データ），https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html，2023 年 8月 18 日

閲覧. 

国土交通省：国土数値情報（河川データ），https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html，2022 年 4月 21 日閲

覧. 
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添付資料E 文献調査対象地区における河川－浅海底のシームレス地形断面図 

 

 

 

図 E-1 ルウベツナイ川から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 

 

 

 

図 E-2 幌別川から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 
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図 E-3 潮路川から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 

 

 

 

図 E-4 S-1から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 
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図 E-5 朱太川から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 

 

 

 
図 E-6 小川から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 
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図 E-7 問谷の川から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 

 

 

 

図 E-8 S-2から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 
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図 E-9 一三の川から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 

 

 

 

図 E-10 大沢の川から浅海底にかけての縦断面図 

アルファベットは，図 4.2-2に示した海水準低下に対する河川の応答パターンA，B，Cに対応。 
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2024 年 11 月 発行 原子力発電環境整備機構 

 

本資料を利用する際は出典を記載してください。出典の記載方法は以下のとおりで

す。編集・加工等して利用する際には，以下の出典表記とは別に編集・加工等を行っ

たことを記載してください。 

（出典の記載例） 

原子力発電環境整備機構（2024）北海道寿都郡寿都町文献調査報告書 

 

また，第三者（原子力発電環境整備機構以外のものをいいます。以下同じ。）の著作

物が含まれる場合（例えば，原子力発電環境整備機構が第三者の図表等を用いて転載・

編集・加工等している図表等）には，別途，第三者からの許諾が必要になることがあ

ります。利用者の責任において，第三者が権利を有している部分を確認し，当該第三

者から利用の許諾を得てください。 

 

上記は，著作権法上認められている引用などの利用について，制限するものではあ

りません。 
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第1章 調査・評価の考え方 
1.1 調査のよりどころ 

本説明書は，文献調査の項目のうちの第四紀の未固結堆積物に関する説明書である。第四紀の未

固結堆積物に関する調査のよりどころは以下のとおり。 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，最終処分法という。）および同法施行規則に基

づき，文献調査開始に当たって原子力発電環境整備機構が 2020年に公表した「北海道寿都郡寿都町 

文献調査計画書」（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を進めた。その間，原子力規制委

員会（2022）の「特定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全確保上少な

くとも考慮されるべき事項」（以下，「考慮事項」という。）が公表され，科学的特性マップ策定時の

考え方1および「考慮事項」などを参照して最終処分法の要件を具体化した経済産業省資源エネルギ

ー庁（2023）の「文献調査段階の評価の考え方」（以下，「文献調査段階の評価の考え方」という。）

が策定されており，これらに基づいて調査・評価を行った。それぞれの概要は以下のとおりである。 

なお，最終処分法および同法施行規則については文献調査報告書の 4.1.1（1）に示したとおりで

ある。また，「考慮事項」では第四紀2の未固結堆積物については言及されていない。 

 

1.1.1 文献調査計画書 

未固結堆積物について評価する要件があり，評価に用いる情報の例として，「未固結堆積物の分布，

性状」が示されている。また，評価に用いる主要な文献・データとして，以下が示されている。 

・ 日本列島における地下水賦存量の試算に用いた堆積物の地層境界面と層厚の三次元モデル

（第一版）（越谷・丸井，2012） 

・ 5 万分の 1地質図幅および説明書「寿都」（鈴木ほか，1981） 

・ 5 万分の 1地質図幅および説明書「歌棄」（山岸，1984） 

・ 5 万分の 1地質図幅および説明書「島古丹」（山岸ほか，1976） 

・ 20 万分の 1地質図幅「岩内（第 2版）」（石田ほか，1991） 

 

1.1.2 「文献調査段階の評価の考え方」 

第四紀の未固結堆積物の基準および基準への該当性の確認の仕方が以下のとおり示されている。 

 

第四紀の未固結堆積物の基準 

最終処分法施行規則第六条第二項第一号に対応して、最終処分を行おうとする地層が以下に該

当することが明らかまたは可能性が高い場所 Aを避ける。 

（ア） 第四紀の地層であり、 

かつ、 

（イ） 未固結ないし固結度の低い砂質土や礫質土ならびに火山灰，火山礫，軽石等からなる火

 
1 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術WG（以下，地層処分技術WGという。）

（2017）。 
2 2009 年に国際地質科学連合（IUGS, International Union of Geological Sciences）は，それまで約180万年前としていた新第三

紀と第四紀の境界を約258万年前に変更し，翌年わが国でもこれを受け入れている。本説明書では，第四紀は（断りのな

い限り）約 258万年前から現在までの期間としている。 
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山噴出物等。 

 
A （ア）かつ（イ）が最終処分を行おうとする地層と重なる部分。 

 

第四紀の未固結堆積物の基準への該当性の確認の仕方 

〇 最終処分を行おうとする地層が第四紀の地層であること 

表 2（補記：本説明書の表 1.3-1 の内容と同様）に示す形成年代や分布の情報から、確認対

象の地層の年代と深度を確認する。 

 

〇 最終処分を行おうとする地層が、未固結ないし固結度の低い砂質土や礫質土ならびに火山灰、

火山礫、軽石等からなる火山噴出物等であること 

表 2（補記：本説明書の表 1.3-1 の内容と同様）に示す地層の性状や物性の情報から、確認

対象の地層が基準（イ）に該当するかを確認する。ボーリング柱状図等は、直接的な情報であ

り、物性の観点からも観察されている可能性があるため、得られればその情報を重視する。特

に、岩相の記載が基準（イ）に該当するかを確認する。 

 

〇 定量的な評価について 

最終処分を行おうとする 300 m 以深の岩盤強度に関する文献・データは少ないことから、そ

のような定量的な評価は概要調査において、現地調査で岩石の性状を調べることにより、「坑道

の掘削に支障のない」ことを確認するとされていると考えられる。概要調査段階で行う定量的

評価はトンネルの地山評価方法、その中の基本的指標としては地山強度比が考えられる。一方、

文献調査では、定性的な情報であっても明らかに未固結であると考えられる堆積物を避けるこ

とが目的と考えられる。仮に、最終処分を行おうとする 300 m 以深の岩盤強度に関する文献・

データの情報があった場合は、明らかに「未固結」かどうかを判断するものとする。その場合、

概要調査段階で行う定量的評価を想定して、最も等級が低い地山分類の地山強度比よりも明ら

かに小さいこと等を目安とすることが考えられる。 

 

1.2 評価の考え方 

文献調査対象地区の第四紀の未固結堆積物に関連する事項として，「文献調査段階の評価の考え

方」で示された基準（ア），（イ）および基準への該当性の確認の仕方に従い，最終処分を行おうと

する地層3における第四紀の未固結堆積物の分布の有無を評価する。 

 

1.3 調査の進め方 

表 1.3-1 に記載の項目について記載のある文献・データを収集し，情報を抽出・整理する。 

収集に当たっては，「文献調査段階の評価の考え方」で示された文献・データの収集の考え方に従

い，文献調査計画書に示した主要な文献・データに加え，公的研究機関が公表している文献・デー

タを収集し，また，学術雑誌に公表されている論文を収集するため，文献データベースで検索を行

い収集する。第四紀の未固結堆積物に関する本調査での調査・評価の手順を図 1.3-1 に示す。 

 
3 本調査では地下300 m以深の場所とする。 
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表 1.3-1 確認に用いる文献・データおよび情報 

（出典：「文献調査段階の評価の考え方」） 

確認に用いる文献・データ 確認に用いる情報 

地質図・地質データ 地層の性状，形成年代，分布 

ボーリングデータ（柱状図等） 地層の性状，物性 

物理探査データ 推定される地層の性状，形成年代 

 

 

 
図 1.3-1 調査・評価の手順  

第 3章 第四紀（基準（ア））の未固結堆積物（基準（イ））に該当する地層の抽出 

（確認に用いる文献・デ－タおよび情報） 

・ 地質図・地質データ 

・ 技術的観点からの検討のうち地形，地質・地質構造に関する説明書 

（以下，説明書「地形，地質・地質構造」という。） 

第 4章 最終処分を行おうとする地層における分布の確認 

（確認に用いる文献・データおよび情報） 

・ 地質図・地質データ 

・ ボーリングデータ 

・ 物理探査データ 

第 5章 基準に照らした評価 

「基準（ア）かつ（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける」 

第 2章 文献・データの収集・情報の抽出 
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2.2 収集・抽出の観点 

2.1 に示した収集対象範囲において分布する第四紀の地層の性状，物性，年代，層序，分布などに

関する文献・データを収集し，情報を抽出した。 

 

2.3 抽出結果 

2.1 および 2.2 に基づいて収集し，情報を抽出した文献・データを「添付資料A 情報を抽出した

文献・データのリスト」にまとめた。 

また，本説明書において引用している文献・データは，「引用文献」として示した。この「引用文

献」には，一般的な教科書類，原子力規制委員会，地層処分技術WGなどの文献・データも含まれ

る。なお，「情報を抽出した文献・データのリスト」において 1件としている文献・データを，引用

箇所を明確にするためにいくつかに分けて扱っている場合もある（例えば，原子力規制委員会審査

会合資料）。一方，収集・抽出の観点には該当するが評価に必要と考えられる情報が確認されなかっ

た場合または情報が重複する（例えば，旧版・最新版，引用・被引用文献など）場合など，情報を

抽出したリストに示した文献・データでも引用していないものがある。  
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第3章 第四紀の未固結堆積物に該当する地層の抽出 
文献調査対象地区の地質・地質構造，地質分布に関する主要な文献・データには，山岸ほか（1976），

鈴木ほか（1981），山岸（1984），池谷・林（1982），岡村（1984），広田ほか（1985），石田ほか（1991），

海上保安庁水路部（1995），北海道電力（2015），岡村・佐藤（2023）などがある。 

これらの文献・データにより，文献調査対象地区に分布する第四紀の地層の地質概要（岩相など）

を把握し，第四紀の未固結堆積物に該当する地層を抽出する。 

なお，地下 300 m以深の岩盤強度に関する文献・データは，4.2 のボーリングデータに示すように

文献調査対象地区では確認されないことから，定量的な評価により明らかに未固結であると考えら

れる地層は抽出されない。 

 

3.1 陸域 

文献調査対象地区および周辺陸域地質図を図 3.1-1 に，文献調査対象地区における第四紀の地質

層序表を表 3.1-1 に示す。これらは，説明書「地形，地質・地質構造」に示す地質図および地質層

序表に基づき，第四紀かつ文献調査対象地区に分布する地層を対象に整理したものである（地質図

および地質層序表の詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参照）。 

文献調査対象地区において，第四紀の地層は，黒松内層が黒松内低地帯およびその周辺に，瀬棚

層が寿都半島基部および尻別川沿いに，磯谷溶岩が尻別川下流域の西方の山稜部に，段丘堆積物お

よび崖錐・地すべり堆積物が海岸線沿い，山腹斜面および山麓に，沖積堆積物が河川沿いと寿都湾

に面する海浜に分布している。 

文献調査対象地区に分布する第四紀の地層について，文献・データから抽出した性状，年代など

に関する情報を以下に示す。 

 

3.1.1 黒松内層 

黒松内層は，黒松内低地帯およびその周辺に分布しており，北海道電力（2015）によれば，主に

安山岩質火砕岩，泥岩および砂岩からなるとされている。 

本層の堆積・噴出年代について，説明書「地形，地質・地質構造」では後期中新世～前期更新世

としている。 

 

3.1.2 瀬棚層 

瀬棚層は，寿都半島基部および尻別川沿いに分布している。このうち，寿都半島基部に分布する

ものを鈴木ほか（1981）および岡村（1984）では歌島層としており，月越山脈の東側山麓および尻

別川沿いに分布するものを山岸ほか（1976）および山岸（1984）では尻別川層としている。また，

北海道電力（2015）では黒松内低地帯周辺に広く分布しているものを瀬棚層としており，尻別川沿

いに分布しているものを尻別川層としている。本説明書および説明書「地形，地質・地質構造」で

は，これらの地層を瀬棚層に一括している。 

寿都半島基部では，鈴木ほか（1981）によれば，主に礫岩からなっており，レンズ状に砂岩をは

さむとされているほか，岡村（1984）によれば，未固結の砂層・礫層の互層からなるとされている。

また，尻別川沿いでは，山岸ほか（1976）によれば葉理の発達した中～粗粒砂岩を主とするとされ

ているほか，池谷・林（1982）によれば山岸ほか（1976）の尻別川層に相当する瀬棚層貝殻淵砂礫

部層は主として未固結の砂～礫からなるとされている。 
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本層の堆積年代について，説明書「地形，地質・地質構造」では鮮新世～前期更新世としている。 

 

3.1.3 磯谷溶岩 

磯谷溶岩は，尻別川下流域西方の山稜部で南北に細長く分布しており，山岸ほか（1976），山岸

（1984）によれば暗灰黒色塊状で多孔質のしそ輝石普通輝石安山岩からなるとされている。 

本岩体の噴出年代について，説明書「地形，地質・地質構造」では鮮新世～前期更新世としてい

る。 

 

3.1.4 段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物 

段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物は，海岸線沿いに分布するとされる山岸ほか（1976），鈴

木ほか（1981），山岸（1984）らによる段丘堆積物に加えて，山腹斜面および山麓に分布するとされ

る山岸（1984）の旧期扇状地堆積物，池谷・林（1982）による扇状地堆積物，広田ほか（1985）に

よる古期崖錐堆積物および北海道電力（2015）による崖錐堆積物の一部に相当する。 

本堆積物は，鈴木ほか（1981），山岸（1984）によれば礫，砂および粘土からなるとされている。 

本堆積物の堆積年代について，説明書「地形，地質・地質構造」では中期更新世～完新世として

いる。 

 

3.1.5 沖積堆積物 

沖積堆積物は，山岸（1984）による現河床・海浜堆積物，広田ほか（1985）による現河床堆積物，

北海道電力（2015）による沖積層に相当する。山岸（1984）によれば各河川沿いに分布する礫およ

び砂と，寿都湾に面する海浜に分布する砂丘を構成する砂層などからなるとされている。 

本堆積物の堆積年代について，説明書「地形，地質・地質構造」では完新世としている。 
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図 3.1-1 文献調査対象地区および周辺陸域地質図 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す寿都町および周辺地域陸域地質図に基づき，第四紀かつ文献調査対象

地区に分布する地層について凡例などを一部抜粋し編集。地質図は山岸ほか（1976），山岸（1984），久保ほか

（1983），久保ほか（1988）Ⓒ日本地質学会，鈴木ほか（1981），黒沢ほか（1993）を参照し，編集して作成。寿都

町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「第四紀の未固結堆積物」 

9 

表 3.1-1 文献調査対象地区における第四紀の地質層序表 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す寿都町および周辺地域陸域層序表のうち，第四紀かつ文献調査対象

地区に分布する地層を一部抜粋して編集。地質年代の数値は日本地質学会執行理事会（2023）に基づく。 
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3.2 海域 

文献調査対象地区および周辺海域海底地質図を図 3.2-1 に，文献調査対象地区および周辺海域に

おける第四紀の地質層序対比表を表 3.2-1 に示す。 

説明書「地形，地質・地質構造」では，北海道電力（2015，2016a）に基づき海底地質図および地

質層序を整理している（詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参照）。また，海域の地層につい

て地層区分を行っている文献・データには，海上保安庁水路部（1995），嵯峨山ほか（2000），北海

道電力（2015，2016a），岡村・佐藤（2023）がある。嵯峨山ほか（2000）については，浅海域を対

象に水深 50 m 程度までの地質断面図が示されているが，海底下 300 m 以深の情報は確認されなか

った。本説明書では海上保安庁水路部（1995），岡村・佐藤（2023）についても第四紀の未固結堆積

物に該当する地層の分布確認のため用いる。 

なお，北海道電力（2016a）では，海上保安庁水路部（1995）と北海道電力（2015）の海上音波探

査測線の交点において，両者の地質断面図の対比を実施し，同年代の堆積物が概ね同程度の深度に

認められることを確認している。 

 

3.2.1 海上保安庁水路部（1995）での地層区分 

海上保安庁水路部（1995）では，海域の地質を上位から堆積岩類をⅠS～ⅥS層の 6 層に，火成岩

類をⅦS層，ⅧS層の 2 層に区分されており，以下のように記載されている。ただし，ⅦS層は文献調

査対象地区には分布しないとされているため省略する。 

・ ⅠS層：最終氷期最大海退期以降の堆積物と考えられる。 

・ ⅡS層：上部更新統の低位段丘堆積物に相当すると考えられる。 

・ ⅢS層：上部更新統の高位段丘堆積物に相当すると考えられる。 

・ ⅣS層：中部更新統4に相当すると考えられる。 

・ ⅤS層：下部更新統の瀬棚層に対比される。 

・ ⅥS層：鮮新統から中新統の堆積岩に対比される。 

・ ⅧS層：鮮新統から中新統の火山岩に対比される。 

ⅥS層およびⅧS層は，鮮新統から中新統の堆積岩・火山岩と対比されているが，第四紀の定義変

更前の文献であり，本層の一部が第四紀の地層に含まれる可能性があると考えられる。 

なお，海上保安庁水路部（1995）によれば，ⅥS層およびⅧS層は陸域の黒松内層に対比されてい

る。 

 

3.2.2 北海道電力（2015，2016a）での地層区分 

北海道電力（2015，2016a）では，海域の地質を上位からⅠ層，Ⅱ層，Ⅲ層，Ⅳ層，Ⅴ層，Ⅵ層お

よびⅦ層に，貫入岩をⅧ層に区分されており，第四紀の地層であるⅠ～Ⅴ層について，以下のよう

に記載されている。 

・ Ⅰ層：本層は泥及び砂を主体とする未固結の堆積物と推定される。本層は最終氷期以降に堆

積した第四系完新統と判断される。 

 
4 原典である海上保安庁水路部（1995）では，中部中新統と記載されているが，同文献での上位および下位層の年代や層序

区分表を踏まえると中部更新統と考えられるため，本説明書では中部更新統と記載している。 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「第四紀の未固結堆積物」 

11 

・ Ⅱ層：本層は泥，砂及びその互層を主体とする未固結または半固結の堆積物と推定される。

本層は第四系上部更新統と判断される。 

・ Ⅲ層：本層は泥，砂及びその互層を主体とする半固結の堆積物と推定される。本層は第四系

下部～中部更新統と判断される。 

・ Ⅳ層：本層は半固結または固結した泥岩，砂岩等を含む堆積岩と推定され，雷電岬付近では

火山岩類と推定される。本層は下部更新統と判断される。 

・ Ⅴ層：本層は半固結または固結した泥岩，砂岩等を含む堆積岩又は火山岩類と推定される。

本層は新第三系鮮新統～第四系下部更新統と判断される。 

なお，北海道電力（2016a）によれば，「Ⅳ層は第四系下部更新統の野塚層（下部層相当）に対比

される。」，「野塚層（下部層相当）は瀬棚層の下部に対比される。」とされている。また，北海道電

力（2015）によれば，「Ⅴ層は陸域の黒松内層，余別層及び永豊層に相当し，新第三系鮮新統～第四

系下部更新統と判断される。」とされている。 

 

3.2.3 岡村・佐藤（2023）での地層区分 

岡村・佐藤（2023）では，海域の地質を上位から堆積層を D 層，Q 層，P2 層，P1 層，M 層に，

火山岩類を Vp 層，Vm 層に，最下位層を音響基盤（Bs 層）に区分されており，第四紀の地層であ

るQ 層，P2層について，以下のように記載されている。ただし，D層，Vp 層は文献調査対象地区

には分布しないとされているため省略する。 

・ Q 層：砂，泥。Q層は石狩湾海底地質図（岡村，2008）の第四系石狩湾層群に相当。 

・ P2層：砂岩，泥岩。上部鮮新統と推定。 

なお，岡村（2008）によれば，石狩湾層群（原典では，石狩沖層群）はデルタ性の堆積物であり，

第四系であるとされている。  
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図 3.2-1 文献調査対象地区および周辺海域海底地質図 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す寿都町周辺海域海底地質図に基づき図示範囲などを編集。地質図は北

海道電力（2015）を参照して作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，赤線で示す

寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。海域の等深線図は，日本水路協

会発行M7000 シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006 号）。  
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表 3.2-1 文献調査対象地区および周辺海域における第四紀の地質層序対比表 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す寿都町周辺海域層序対比表のうち，新第三紀後期鮮新世以降の範囲

を一部抜粋して編集。地質年代の数値は日本地質学会執行理事会（2023）に基づく。 

 
 

3.3 該当する地層の抽出 

本説明書で評価対象とする第四紀の未固結堆積物に該当する地層は，3.1 および 3.2 で整理した情

報を「文献調査段階の評価の考え方」の基準（イ）の未固結堆積物の定義に従って判断し，陸域は

瀬棚層，段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物，沖積堆積物とし，海域は海上保安庁水路部（1995）

によるⅠS～ⅤS層，北海道電力（2015，2016a）によるⅠ～Ⅳ層，岡村・佐藤（2023）によるQ 層と

する。  
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第4章 最終処分を行おうとする地層における分布の確認 
文献調査対象地区における第四紀の未固結堆積物の分布情報を記載した文献・データには，越谷・

丸井（2012），山岸ほか（1976），鈴木ほか（1981），山岸（1984），池谷・林（1982），岡村（1984），

広田ほか（1985），石田ほか（1991），北海道電力（2015）などがある。 

3.3 で抽出した第四紀の未固結堆積物に該当する地層の分布について，文献・データから抽出した

情報を以下に示す。 

 

4.1 地質図・地質データ 

4.1.1 第四紀の地層 

全国規模で整備された堆積物の年代と層厚に関する文献・データである越谷・丸井（2012）には，

文献調査対象地区の陸域と海域を含めた全域の堆積物の層厚モデルデータが示されている。越谷・

丸井（2012）で示された三次元モデルデータは，数値地質図とボーリングデータから地球統計学的

手法を用いて構築されたものであり，鹿野ほか編（1991）の地質時代区分に基づいて地層を区分し

ている。なお，地下水盆以外の箇所（例えば，山地や火山地）では，モデルが存在するものの信頼

性は低いとされている。 

越谷・丸井（2012）で示された約 1 km メッシュあたりの地層境界面と層厚の三次元モデルデータ

に基づき作図した「文献調査対象地区における第四紀の地層の層厚」を図 4.1-1 に示す。ここで示

す第四紀の地層の層厚は，鹿野ほか編（1991）の地質時代区分で更新世以降（1.7 Ma 以降）の堆積

物と区分された地層の層厚の総和であり，「文献調査段階の評価の考え方」で示された基準（ア）の

みに該当するものであることに留意する。 

陸域では，弁慶岬付近で層厚 80 m 程度，月越山脈の東側山麓付近で層厚 60 m 程度の第四紀の地

層の分布が推定されている。海域では，弁慶岬の北方約 10 km沖合で層厚 250 m 程度の第四紀の地

層の分布が推定されている。  
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図 4.1-1 第四紀の地層の層厚 

第四紀の地層の層厚は越谷・丸井（2012）の三次元モデルデータを用いて作成。海岸線は「国土数値情報（海

岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

4.1.2 瀬棚層 

瀬棚層は寿都半島基部および尻別川沿いに分布している。寿都半島基部に分布している瀬棚層の

層厚は，鈴木ほか（1981）によれば 160 m，岡村（1984）によれば黒松内町内で 300 mとされてい

る。 

尻別川沿いに分布しているものは，山岸ほか（1976）によれば，瀬棚層に相当する尻別川層の層

厚は 500 m以上（原典では 500 m+）とされているものの，寿都町と蘭越町の境界付近に東傾斜で分

布しており（図 4.1-2 参照），文献調査対象地区における層厚は不明である。また，池谷・林（1982）

によれば，層厚は約 300 m とされている。北海道電力（2015）では尻別川断層沿いで地表地質踏査

などを実施しており，尻別川河口付近では尻別川左岸側に尻別川層が東傾斜で分布し，右岸側に雷

電岬火山角礫岩層や鮎川層などからなる第四系が分布しているが，文献調査対象地区には瀬棚層に

相当する尻別川層は地表には分布しないとされている（図 4.1-3 参照）。  

寿都町 
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4.1.4 沖積堆積物 

沖積堆積物は，各河川沿いと寿都湾に面する海浜に分布している。広田ほか（1985）によれば，

朱太川の河口付近では海岸から数 km 奥まで 50～60 m の層厚で分布するとされている。 

 

4.2 ボーリングデータ 

文献調査対象地区におけるボーリングデータには，越谷・丸井（2012）の三次元モデルを構築す

る際に用いられているデータ，国土地盤情報検索サイト「KuniJiban」，強震観測網（K-NET）観測点

および北海道電力（2015，2016b）がある。 

このうち，最終処分を行おうとする地層である地下 300 m 以深まで達しているボーリングは，越

谷・丸井（2012）に用いられているデータである藤本ほか編（2004）に掲載の寿都町泉源（朱太温

泉）のボーリングのみである。ボーリング位置を図 4.2-1 に示す。 

掘削深度は 1,101 m で，地表から 53 m までは粘土・細砂・砂礫からなっており，第四紀の未固結

堆積物に該当する沖積堆積物，段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物と考えられる。それ以深は

変質安山岩・火山角礫岩からなる岩盤となっている（表 4.2-1 参照）。なお，上述のボーリングデー

タには，地下 300 m 以深を含め岩盤強度についての定量的な情報は記載されていない。 

 

 

図 4.2-1 地下 300 m以深まで達しているボーリング位置図 

赤丸で示すボーリング位置は高見ほか（2008）に基づき作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国

土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

寿都町 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「第四紀の未固結堆積物」 

19 

表 4.2-1 地下 300 m以深まで達しているボーリング情報 

坑井名 坑井深度 (m) 岩盤より上の地質 左記の下限深度 (m) 

寿都町泉源（朱太温泉） 1,101※ 粘土・細砂・砂礫※ 53※ 

※ 藤本ほか編（2004） 
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4.3 物理探査データ 

4.3.1 陸域 

文献調査対象地区の陸域における物理探査データには，北海道電力（2015）がある。 

北海道電力（2015）は朱太川河口と尻別川河口で反射法地震探査を実施している。反射法地震探

査測線位置を図 4.3-1 に示す。 

朱太川河口部では，北海道電力（2015）によれば，朱太川河口を横断する東西約 7 km の区間で反

射法地震探査を実施し，沖積層および瀬棚層がほぼ水平に堆積しているとしており，本調査での判

読によると，第四紀の未固結堆積物に該当する地層である瀬棚層の下面は最大で地下 220 m程度の

位置に認められる。 

また，尻別川河口部では，北海道電力（2015）によれば，尻別川河口を横断する約 1.6 km の区間

で実施し，尻別川層（本説明書では瀬棚層に含む）は尻別川に向かって東傾斜しているとしており，

本調査での判読によると，第四紀の未固結堆積物に該当する地層の分布は文献調査対象地区では認

められない。 

 

 

図 4.3-1 反射法地震探査で確認された第四紀の未固結堆積物に該当する地層の最大分布厚 

青線で示す反射法地震探査測線位置は北海道電力（2015）に基づき作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線デ

ータ）」（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。

寿都町 
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4.3.2 海域 

文献調査対象地区の海域における物理探査データには海上保安庁水路部（1995）および北海道電

力（2013，2015）があり，海域で海上音波探査を実施している。また，岡村・佐藤（2023）では，

過去に実施された海上音波探査記録に基づいて海底地質図を作成している。 

海上音波探査による第四紀の未固結堆積物に該当する地層の分布状況を図 4.3-2 に示す。 

 

（1）海上保安庁水路部（1995）の海上音波探査データおよび海底地質図 

海上保安庁水路部（1995）は，文献調査対象地区において海上音波探査を実施し，音波探査記録

の解析により地層を区分した断面図を作成している。寿都町の前面海域における各測線および断面

での第四紀の未固結堆積物に該当する地層の分布状況について，本調査で判読した内容を以下に記

載する。 

・ A - A’測線では，Ⅴs層の下面が確認できない。 

・ D - D’測線では，Ⅴs層の下面が最大で海底下 100 m 程度の位置に認められる。Ⅴs層の下面

が寿都湾奥部で確認できない。 

・ E - E ’測線および I - I ’測線では，Ⅴs層の下面が一部で確認できない。 

・ F - F ’測線では，Ⅴs層の下面が最大で海底下 30 m 程度の位置に認められる。 

・ C - D 断面では，Ⅴs層の下面が最大で海底下 150 m 程度の位置に認められる。 

・ G - H 断面では，Ⅴs層の下面が最大で海底下 200 m 程度の位置に認められる。 

（2）北海道電力（2013，2015）の海上音波探査データ 

北海道電力（2013，2015）は，文献調査対象地区において海上音波探査を実施し，音波探査記録

の解析により地層を区分した断面図を作成している。寿都町の前面海域における各測線での第四紀

の未固結堆積物に該当する地層の分布状況について，本調査で判読した内容を以下に記載する。 

・ 測線EW12W，測線EW11B，測線EW12Bおよび測線NS3W では，Ⅳ層の下面が寿都湾奥部

で確認できない。 

・ 測線EW4Aおよび測線 7では，Ⅰ層が海底面付近に認められる。 

・ 測線EW3AおよびNESW2A では，第四紀の未固結堆積物に該当する地層は認められない。 

・ 測線EW2Aでは，Ⅳ層の下面が最大で海底下 200 m 程度の位置に認められる。 

・ 測線NESW4W では，Ⅳ層の下面が最大で海底下 70 m 程度の位置に認められる。文献調査対

象地区の東側境界部付近ではⅣ層の下面が確認できない。 

・ 測線NESW5W では，Ⅳ層の下面が最大で海底下 130 m 程度の位置に認められる。文献調査

対象地区の東側境界部付近ではⅣ層の下面が確認できない。 

・ 測線NESW4.5Wでは，Ⅳ層の下面が文献調査対象地区の東側境界部付近で確認できない。 

・ 測線 aでは，Ⅳ層の下面が最大で海底下 240 m 程度の位置に認められる。 

（3）岡村・佐藤（2023）の海底地質図 

岡村・佐藤（2023）は，文献調査対象地区において過去に実施された海上音波探査記録（高分解

能音波探査断面データベース：GH95，GH96，GH99）の解析により地層を区分した断面図を作成し

ている。寿都町の前面海域における本調査での判読によると，Q - R 断面では第四紀の未固結堆積物

に該当する地層は認められない。 
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図 4.3-2 海上音波探査で確認された第四紀の未固結堆積物に該当する地層の分布状況 

海上音波探査測線および地質断面位置は海上保安庁水路部（1995），北海道電力（2013，2015），岡村・佐藤（2023）に基づき作成。本調査で判読した各測線・断

面における第四紀の未固結堆積物に該当する最大分布厚を示す。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行

政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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5.2 概要調査に向けた考え方 

概要調査段階以降の調査を実施する場合には，陸域の尻別川左岸における瀬棚層，海域の寿都湾

内および文献調査対象地区の東側境界部付近における第四紀の未固結堆積物の分布に留意する必要

がある。 

概要調査では，「第四紀の未固結堆積物」に関する検討は「坑道の掘削への支障」の要件に照らし

た調査・評価の中で扱う。概要調査では，「坑道の掘削への支障」がないように「最終処分を行おう

とする地層及びその周辺の地層」（以下，対象地層等という。）を選ぶことから，個別の地層や岩体

を対象地層等からの距離などに応じて詳細度を変えて調査・評価する。「第四紀の未固結堆積物」は

「最終処分を行おうとする地層」から除外する。 

概要調査においては，説明書「地形，地質・地質構造」にて取りまとめた地質図，推定地質断面

図などを踏まえ，地表踏査や物理探査等により地下の物性（岩盤の硬さを示す地震波が伝わる速さ

など）分布の概要を比較的広範囲で把握したうえで，着目する対象地層等においてボーリング調査

を実施し，岩相の分布の確認やボーリング孔を用いた原位置試験や岩石試料を用いた試験により，

岩盤の硬さなどを詳しく調べる。 

これまでに整備されている現地調査まで含めた調査・評価手法をまとめたものとして，トンネル

標準示方書[山岳工法編]・同解説（土木学会，2016），また既往の事例として瑞浪超深地層研究所お

よび幌延深地層研究センターにおける深地層研究成果，一般の大深度のトンネル建設事例などを参

照する。  
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第1章 調査・評価の考え方 
1.1 調査のよりどころ 

本説明書は，文献調査の項目のうちの鉱物資源・地熱資源に関する説明書である。鉱物資源・地

熱資源に関する調査のよりどころは以下のとおり。 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，最終処分法という。）および同法施行規則に基

づき，文献調査開始に当たって原子力発電環境整備機構が 2020年に公表した「北海道寿都郡寿都町 

文献調査計画書」（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を進めた。その間，原子力規制委

員会（2022）の「特定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全確保上少な

くとも考慮されるべき事項」（以下，「考慮事項」という。）が公表され，科学的特性マップ策定時1

の考え方および「考慮事項」などを参照して最終処分法の要件を具体化した経済産業省資源エネル

ギー庁（2023）の「文献調査段階の評価の考え方」（以下，「文献調査段階の評価の考え方」という。）

が策定されており，これらに基づいて調査・評価を行った。それぞれの概要は以下のとおりである。 

なお，最終処分法および同法施行規則については文献調査報告書の 4.1.1（1）に示したとおりで

ある。 

 

1.1.1 文献調査計画書 

鉱物資源について評価する要件があり，評価に用いる情報の例として，「鉱物資源の種類，分布，

規模，品質」および「権利関係」が示されている。また，評価に用いる主要な文献・データとして，

以下が示されている。 

・ 日本油田・ガス田分布図（第 2 版）（矢崎，1976） 

・ 日本炭田図（第 2版）（徳永ほか，1973） 

・ 国内の鉱床・鉱徴地に関する位置データ集（第 2版）（内藤，2017） 

・ 鉱物資源図「北海道（東部・西部）」（成田ほか，1996） 

・ 鉱業原簿および鉱区図（北海道経済産業局） 

 

1.1.2 「考慮事項」 

鉱物資源・地熱資源については，「４．鉱物資源等の掘採」として以下のとおり示されている。こ

れらは，概要調査地区等の選定時において，それぞれの時点で得られている情報に基づき，適切に

考慮されるべきであるとされている。 

 

「考慮事項」の「４．鉱物資源等の掘採」について 

資源利用のための掘削が行われる可能性がある十分な量及び品位の鉱物資源 Aの鉱床の存在を

示す記録が存在しないこと並びに地温勾配が著しく大きくないこと。 

 
A 鉱業法（昭和25年法律第 289号）第 3条第 1項に規定されているものをいう。 

 

 
1 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術WG（以下，地層処分技術WGという。）

（2017）。 
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1.1.3 「文献調査段階の評価の考え方」 

鉱物資源，地熱資源については，それぞれの基準および基準への該当性の確認の仕方が以下のと

おり示されている。 

 

（1）鉱物資源 

鉱物資源に関する基準の前提条件 

「鉱物資源」に関する基準は、偶発的な人間侵入（掘削により、掘削者が放射性廃棄物に接近

するおそれ、生活環境に放射性物質が放出されるおそれ）の可能性をできるだけ低減させること

を目的としている A。 

対象とする「鉱物資源」は、鉱業法第三条第一項に規定されているものとする。したがって、

石炭、石油、可燃性天然ガス等の燃料鉱物も含まれる。 

最終処分法施行規則第六条第二項第二号に記載されている「掘採が経済的に価値が高い」につ

いては、現在の経済的価値に基づくものとする。 

 
A 最終処分施設、廃棄物埋設地ではなく、その周辺における掘削の影響については、施設の配置や地下水流動評価とい

った、工学的対策、安全評価と関連することから、概要調査以降で考慮していく。 

 

鉱物資源の基準 

最終処分法施行規則第六条第二項第二号に対応して、最終処分を行おうとする地層と重なる部

分について、以下が存在することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

（ア）現在稼働中または近年稼働していた、鉱山の鉱床等（炭田、油田、ガス田含む）。 

または、 

（イ）経済的、技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等（炭量等を含む）が、同様の鉱種の

現在稼働中または近年稼働していた鉱山の鉱床等（炭田、油田、ガス田含む）と同等であ

る鉱床等。 

 

鉱物資源の基準への該当性の確認の仕方 

○ 現在稼働中または近年稼働していた、鉱山の鉱床等（炭田、油田、ガス田含む） 

「現在稼働中の鉱山の鉱床等」は鉱業権が設定され、休止していない鉱山の鉱床等とする。ま

た、「近年稼働していた鉱山の鉱床等」は公的機関等の埋蔵鉱量調査時点 Aで稼働していた鉱山の

鉱床等とする B。 

○ 経済的、技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等（炭量等を含む）C 

鉱業法施行規則第二十七条に係る施業案等、JIS に基づく鉱量評価が確認できる場合は、その

鉱量等とする。JISに基づく鉱量評価が確認できない場合は、鉱物資源図の鉱床規模評価結果等、

公的機関等がとりまとめたデータベース等の結果を鉱量等とする。 

最終処分を行おうとする地層に鉱物資源が存在するかどうかについては、鉱量等を計算した区

画等を以下のような資料から確認する。 

・ 日本産業規格（JIS）鉱量計算基準（M1001-1994）解説図 10に準ずる図面、坑道図等（深

度方向） 
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・ 文献（ボーリング結果、深度方向の鉱床評価結果、等） 

○ 現在稼働中または近年稼働していた鉱山の鉱床等の鉱量等（比較の対象）D 

文献調査対象地区の評価対象鉱床等と同鉱種であって、同地区外で現在稼働中または近年稼働

していた鉱山の鉱床等と比較する。鉱業法施行規則第二十七条に係る施業案等、JIS に基づく鉱

量評価が確認できる場合は、その鉱量等とする。確認できない場合は、公的機関等がとりまとめ

た統計資料（埋蔵鉱量統計 A）や調査結果（埋蔵量に関する調査結果に記載された可採埋蔵量）

から設定する。 

 
A 最近の埋蔵鉱量統計としては、2009年度分、2004年度分がある。 
B 所管の各経済産業局で鉱業権の設定状況と稼働状態を確認する。 
C 不明の場合は、十分な評価が行えないとする。 
D 存在しない場合、「経済的に価値が高いとは言えない」とする。 

 

（2）地熱資源 

地熱資源の基準 

以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

（ア）地温勾配（地下増温率）が 100℃/キロメートルを大きく超える記録が確認されている。 

または、 

（イ）周辺数キロメートルまでの範囲において発電の用に供する生産井が設置されている。 

 

地熱資源の基準への該当性の確認の仕方 

○ 地温勾配（地下増温率）が 100℃/キロメートルを大きく超える記録 

 坑井データを調べる。坑井データがない場合は文献 A等を参照するが、測定点以外の場所は推

定であること、概要調査以降では「記録」に限らず、現地調査による確認も考えられていること

を踏まえて、判断する。 

○ 周辺数キロメートルまでの範囲において発電の用に供する生産井 

 周辺 10 km 内の、稼働している地熱発電所の位置を資料 B等で確認する。 

 
A 村岡洋文, 阪口圭一, 玉生志郎, 佐々木宗建, 茂野博, 水垣桂子, 駒澤正夫（2009）：全国地熱ポテンシャルマップ, 産業

技術総合研究所地質調査総合センター. 
B 火力原子力発電技術協会（2020）：地熱発電の現状と動向. 

 

1.2 評価の考え方 

文献調査対象地区の鉱物資源および地熱資源に関連する事項として，「文献調査段階の評価の考

え方」に示された基準（ア），（イ）および基準への該当性の確認の仕方に従って評価する。 

基準への該当性の確認方法を以下に示す。 
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1.2.1 基準への該当性の確認（鉱物資源） 

（1）確認方法 

鉱物資源2の基準（ア）について，文献調査対象地区における鉱山の鉱床等の鉱業権の設定状況や

稼働状況を所管の各経済産業局などで確認する。 

基準（イ）については，1.1.3（1）に基づき文献調査対象地区の「経済的，技術的に採掘できる可

採埋蔵量等の鉱量等（炭量等を含む）」を確認する。確認した鉱量等が，1.1.3（1）に基づき「現在

稼働中または近年稼働していた鉱山の鉱床等の鉱量等（比較の対象）」として設定する比較対象の鉱

量等（1.2.1（2）参照）と同等以上の場合は，基準（イ）に該当する鉱床等として評価する。また，

埋蔵鉱量統計調査などで結果が確認されず，比較対象の鉱量等が設定できない鉱種の鉱床等は，基

準（イ）に該当しない鉱床等として評価する。 

以上により，基準（ア）または（イ）に該当する鉱床等が，最終処分を行おうとする地層と重な

る部分に存在することが明らかまたは可能性が高い場合，避ける場所として評価する。 

 

（2）比較対象の鉱量等の設定 

比較対象の鉱量等の設定においては，1.1.3（1）に基づき埋蔵鉱量を JIS 鉱量計算基準などの一定

の基準により，至近に計算されたものを用いることを基本とするが，JIS鉱量計算基準などに基づく

鉱量評価結果が確認されなかったため，本調査では公的機関などが取りまとめた埋蔵鉱量統計など

を参照した。これらのデータでは，個々の鉱山の可採埋蔵量等のデータが公表されていなかったた

め，公表されている調査時点で稼働している鉱山（不明の場合は調査された鉱山）の 1 ヵ所当たり

の平均値を比較対象の鉱量等とした。 

なお，埋蔵鉱量統計は 2009 年の調査以降は総務省の基幹統計としての指定が解除されたため3，

参照可能な記録は古い（2004 年，2009 年以前）。統計が取りまとめられた時点と現在の状況を比べ

ると，金属鉱業の事業所数は漸減傾向にあることから4，経済性をやや過大評価し，避ける場所が多

くなる可能性があることに留意しておく。 

 

 
2 対象とする鉱物資源は「考慮事項」に従い，鉱業法（昭和 25 年法律第 289 号）第 3 条第 1 項に規定されているものとし

た。令和 4年 5 月20 日法律第 46 号による改正（令和 5年 4 月 1日施行）で希土類金属鉱が追加されるとともに一部鉱物

名の表記が改められた。本説明書では同改正内容を反映している。 
第三条 この条以下において「鉱物」とは，金鉱，銀鉱，銅鉱，鉛鉱，ビスマス鉱，すず鉱，アンチモン鉱，亜鉛鉱，

鉄鉱，硫化鉄鉱，クロム鉄鉱，マンガン鉱，タングステン鉱，モリブデン鉱，砒鉱，ニッケル鉱，コバルト鉱，ウラ

ン鉱，トリウム鉱，希土類金属鉱，りん鉱，黒鉛，石炭，亜炭，石油，アスファルト，可燃性天然ガス，硫黄，石膏，

重晶石，明ばん石，蛍石，石綿，石灰石，ドロマイト，けい石，長石，ろう石，滑石，耐火粘土（ゼーゲルコーン番

号三十一以上の耐火度を有するものに限る。以下同じ。）及び砂鉱（砂金，砂鉄，砂すずその他沖積鉱床をなす金属鉱

をいう。以下同じ。）をいう。 
 

3 埋蔵鉱量統計は，日本国内に埋蔵されている鉱物（石炭，亜炭，石油，アスファルト及び可燃性天然ガスを除く。）の実態

を明らかにすることを目的として，埋蔵鉱量統計調査（基幹統計調査）により作成される調査統計である。埋蔵鉱量統計

は，主に鉱物資源の合理的利用及び資源の安定供給を図ることを目的とした国内探鉱開発政策を推進するための基礎資料

として利用されてきたが，鉱物資源が海外鉱山から調達されたものが太宗を占める状況となったことなどを背景に同調査

の必要性は低下されたとされるなどの理由から，2009年の調査を最後に埋蔵鉱量統計は基幹統計としての指定が解除され

た（統計委員会，2013）。 
4 総務省・経済産業省（2012，2021）によれば，鉱業部門の金属鉱業の事業所数は 2012年調査では14 事業所，2021年調査

では 7事業所とされている。なお，この事業所数には探鉱活動のみを行っている事業所が含まれている。 
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（i）石油，天然ガス，石炭など燃料資源を除く鉱業法対象鉱物 

経済産業省資源エネルギー庁により実施された最近の埋蔵鉱量統計調査結果には 2009 年度およ

び 2004 年度分があり，2009 年度の調査結果では，金鉱，けい石，ろう石，石灰石，ドロマイトお

よび耐火粘土の可採粗鉱量が示されている（表 1.2-1）。 

金鉱について，2009 年度の調査結果と 2004年度の調査結果（表 1.2-2）を比較すると，2004 年度

に対し 2009年度の金鉱の可採粗鉱量が大幅に減少していた。加えて，金鉱の可採粗鉱量（確定，推

定および予想の合計）について調査年度ごとに比較すると，2009 年度は粗鉱量が約 4,000 kt，含有

量は約 150 t減少していた（表 1.2-3）。この理由は，金鉱山として 2022年現在も稼働し，可採金量

が約 170 t（実松，2017）とされている菱刈鉱山の埋蔵鉱量が 2009 年度の調査結果には計上されて

いないためと推定した。これを踏まえ，現在も稼働している鉱山の鉱量を含めるため，比較対象の

鉱量等は 2004 年度の埋蔵鉱量統計調査結果を参照して設定し，2004 年度以降に生産がない鉱種や

埋蔵鉱量統計調査の結果がない鉱種については，比較対象の鉱量等が設定できない鉱種とする。 

2004 年度の埋蔵鉱量統計調査では，埋蔵鉱量統計調査規則に定める 26鉱種5を対象に実施されて

いるが，マンガン鉱，すず鉱，アンチモン鉱，水銀鉱，クロム鉄鉱，タングステン鉱，モリブデン

鉱，重晶石，蛍石，硫黄および石膏については該当鉱山がなしとされていたため，これらは比較対

象の鉱量等が設定できない鉱種とした。 

また，同調査では，硫化鉄鉱，砂鉄，黒鉛，石綿，けい石（炉材けい石）および耐火粘土（頁岩

粘土）は，対象鉱山数が 1または 2のため旧統計法第 14 条（秘密の保護）の規定により結果が公表

されていなかった。2004 年度の品目別の生産量を取りまとめた経済産業省経済産業政策局調査統計

部（2005）によれば，白・炉材けい石および木節・頁岩粘土の生産量は示されているが，硫化鉄鉱，

砂鉄，黒鉛および石綿の生産量については該当無しとされていた。以上より，硫化鉄鉱，砂鉄，黒

鉛および石綿は比較対象の鉱量等が設定できない鉱種とした。比較対象の鉱量等が設定できない鉱

種については，鉱物資源としての需要が少なくなったものが含まれる。例えば硫化鉄鉱は，「石油天

然ガス精製に伴う回収硫黄，Cu・Pb・Zn硫化鉱の精錬ガスからの硫黄，化石燃料の燃焼に伴う排煙

脱硫硫黄などの供給のため，1972 年日本の鉱石硫黄（補記：硫黄および硫化鉄鉱）の生産は途絶え

た。」（地学団体研究会編，2024）とされている。 

なお，けい石の埋蔵鉱量は白けい石，天然けい砂および蛙目けい砂についてそれぞれ示されてい

るが（経済産業省資源エネルギー庁，2005），このうち，白けい石の調査結果から設定することとし

た。耐火粘土については，カオリン，木節粘土，頁岩粘土の中で調査鉱山数 1 ヵ所当たりの平均値

が最も小さい木節粘土から設定した（表 1.2-4）。 

以上より，2004 年度の埋蔵鉱量統計調査結果などを参照し，比較対象の鉱量等を設定した（表 

1.2-5）。また，同表に記載がない鉱種は，比較対象の鉱量等が設定されなかった。 

比較対象の鉱量等の設定において参照した調査結果は，比較的確実度が高い可採埋蔵鉱量（確定）

とし，金属鉱物は含有量，非金属鉱物は粗鉱量とした。 

なお，参照した記録が統計調査結果であり，合計値と調査鉱山数のみの公表に留まることから，

調査鉱山数 1ヵ所当たりの平均値として比較対象の鉱量等を求めた。 

 

 
5 金鉱，銀鉱，銅鉱，鉛鉱，亜鉛鉱，硫化鉄鉱，鉄鉱，砂鉄，マンガン鉱，すず鉱，アンチモン鉱，水銀鉱，クロム鉄鉱，

タングステン鉱，モリブデン鉱，黒鉛，重晶石，蛍石，石綿，硫黄，石膏，けい石，ろう石，石灰石，ドロマイトおよび

耐火粘土の 26鉱種が対象とされている（経済産業省資源エネルギー庁，2005）。 
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表 1.2-1 埋蔵鉱量（2009 年度） 

経済産業省資源エネルギー庁（2010）に基づき作成。 

鉱種 調査鉱山数 可採粗鉱量（確定分） 

金鉱 4 2 t（含有量） 

けい石（白けい石） 17 91,739 kt 

ろう石 15 21,834.6 kt 

石灰石 154 5,945,736 kt 

ドロマイト 12 285,760 kt 

耐火粘土（カオリン） 5 2,384.7 kt 

耐火粘土（木節粘土） 15 1,659.8 kt 

耐火粘土（蛙目粘土） 12 5,153.3 kt 

 

表 1.2-2 埋蔵鉱量（2004 年度の金属鉱物） 

経済産業省資源エネルギー庁（2005）に基づき金属鉱物を抜粋し作成。 

鉱種 調査鉱山数 可採粗鉱量（確定分） 

金鉱 8 71 t（含有量） 

銀鉱 9 443 t（含有量） 

銅鉱 4 4,525 t（含有量） 

鉛・亜鉛鉱 4 
鉛 62,577 t（含有量） 

亜鉛 430,400 t（含有量） 

鉄鉱 4 84,585 t（含有量） 

 

表 1.2-3 金鉱の埋蔵鉱量 

経済産業省資源エネルギー庁（2005,2010）に基づき作成。 

調査年度 
可採粗鉱量（確定，推定，予想の合計） 

粗鉱量 含有量 

2004 年度 6,965 kt 159 t 

2009 年度 2,941 kt 8 t 

 

表 1.2-4 耐火粘土の埋蔵鉱量の比較 

カオリンおよび木節粘土は，経済産業省資源エネルギー庁（2005），頁岩粘土は，2004 年度の結果は調査鉱

山数が少なく非公表のため，1997年度の結果である通商産業省資源エネルギー庁（1998）に基づき作成。 

種別 粗鉱量 調査鉱山数 1 ヵ所あたり平均 

カオリン 2,193 kt 6 365 kt 

木節粘土 3,084 kt 35 88 kt  

頁岩粘土 435.5 kt 3 145 kt  
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表 1.2-5 比較対象の鉱量等の設定結果 

石油，天然ガス，石炭等燃料資源を除く鉱業法対象鉱物について，

経済産業省資源エネルギー庁（2005）に基づき作成。 

鉱種 
埋蔵鉱量 

（含有量または粗鉱量） 

調査鉱山数 

（ヵ所） 

設定結果 

（1 ヵ所あたり平均） 

金鉱 71 t 8 8 t（含有量） 

銀鉱 443 t 9 49 t（含有量） 

銅鉱 4,525 t 4 1,131 t（含有量） 

鉛鉱 62,577 t 4 15,644 t（含有量） 

亜鉛鉱 430,400 t 4 107,600 t（含有量） 

鉄鉱 84,585 t 4 21,146 t（含有量） 

けい石 194,819 kt 30 6,493 kt（粗鉱量） 

ろう石 21,484 kt 26 826 kt（粗鉱量） 

石灰石 9,182,301 kt 277 33,149 kt（粗鉱量） 

ドロマイト 338,568 kt 17 19,915 kt（粗鉱量） 

耐火粘土 3,084 kt 35 88 kt（粗鉱量） 

 

（ii）石油，天然ガス 

全国規模で整理された天然ガス鉱業会編（2023）のデータを参照し，比較対象の鉱量等を設定し

た。 

埋蔵量は同文献が示す 2021 年度末の陸域の原油・天然ガスの埋蔵量6を参照した。また，個別の

油田，ガス田の埋蔵量が確認されなかったため，同文献の油・ガス田別生産量一覧表（2021 年度）

において生産があったとされる油田またはガス田7の数を計上し，1ヵ所あたりの平均値を比較対象

の鉱量等として設定した（表 1.2-6）。 

以上より，比較対象の鉱量等について，油田は 1ヵ所あたりの埋蔵量が 24.8 万㎘程度，ガス田は

1 ヵ所あたりの埋蔵量が 6.3 億m3程度として設定した。 

 

表 1.2-6 比較対象の鉱量等の設定結果（石油，天然ガス） 

天然ガス鉱業会編（2023）に基づき作成 

種別 埋蔵量 油田，ガス田数 

（ヵ所） 

設定結果 

（1 ヵ所あたり平均） 

原油 423 万㎘ 17 24.8 万㎘ 

天然ガス 240 億m3 38 6.3 億m3 

 

（iii）石炭，亜炭 

全国規模で整理されたカーボンフロンティア機構（JCOAL）のデータを参照し，比較対象の鉱量

 
6 2021 年度末の陸域の原油・天然ガスの埋蔵量は，「海域および水溶性を除く大手数社の計。」としている。 
7 油・ガス田別生産量一覧表（2021 年度）の油田またはガス田は，陸域，海域ならびに水溶性のものを含む。また，「この

統計は，当会会員，会友および子会社分のみで国内の全生産量ではない。」としている。 
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等を設定した。 

石油天然ガス・金属鉱物資源機構（2023）によれば，日本の石炭可採埋蔵量8は「瀝青炭と無煙炭

を合わせて3億5,500万トンと評価されている（出典：一般財団法人石炭フロンティア機構（JCOAL）

コールデータバンク）」としている。また，カーボンフロンティア機構（2023）によれば，2021 年 1

月時点で稼働している炭鉱は 7 ヵ所（留萌炭田：1，石狩炭田：5，釧路炭田：1）とされていること

から，これを参照し 1ヵ所あたりの平均値を比較対象の鉱量等として設定した（表 1.2-7）。 

以上より，炭鉱の比較対象の鉱量等は 1 ヵ所あたりの可採埋蔵量が 5,071 万トン程度として設定

した。 

 

表 1.2-7 比較対象の鉱量等の設定結果（石炭） 

カーボンフロンティア機構（2023），石油天然ガス・金属鉱物資源機構（2023）に基づき作成 

種別 可採埋蔵量 
炭鉱数 

（ヵ所） 

設定結果 

（1 ヵ所あたり平均） 

石炭（瀝青炭，無煙炭） 3 億 5,500 万トン 7 5,071 万トン 

 

1.2.2 基準への該当性の確認（地熱資源） 

地温勾配（地下増温率）が 100℃/キロメートルを大きく超える記録について，文献調査対象地区

内の地温が計測されている坑井データから地温勾配の確認を行う。そのような坑井データのある地

点以外については，全国地熱ポテンシャルマップ（村岡ほか，2009）などの文献・データを参照す

る。このとき，測定点以外は推定であることを踏まえる。 

また，周辺数キロメートルまでの範囲において発電の用に供する生産井について，文献調査対象

地区およびその周辺の地熱発電所の設置状況を火力原子力発電技術協会で取りまとめられた情報な

どにより確認する。 

 

1.3 調査の進め方 

鉱物資源や地熱資源について記載のある文献・データを収集し，情報を抽出する。収集に当たっ

ては文献調査計画書に示した主要な文献・データに加え，公的研究機関が公表している文献・デー

タを収集し，また，学術雑誌に公表されている論文を収集するため，文献データベースで検索を行

い収集する。収集した文献から，文献調査対象地区内の鉱物資源の賦存状況や地熱情報に関する地

温勾配などの分布状況に関する情報を取得する。これにより抽出した検討対象について，基準への

該当性の確認方法に従い調査・評価を行う。調査・評価の手順と各章の対応を図 1.3-1 に示す。 

 

 
8 石炭可採埋蔵量に相当すると考えられる可採炭量は，JIS M0104 石炭利用技術用語では，「埋蔵炭量のうち，経済的に採取

し得る石炭の量」とされている。埋蔵炭量は石炭可採埋蔵量とは別の指標であり，「ある範囲に賦存していると推定される

石炭の量」として JIS M1002 炭量計算基準により理論的に算出される。冨田（2010）は炭量計算基準に基づく既往の埋蔵

炭量調査結果による埋蔵炭量から 1956 年度から 2008 年度までの累計生産量を減じ，日本の残存確定埋蔵量を約 49 億ト

ンと評価している。 
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第2章 文献・データの収集・情報の抽出 
2.1 収集対象範囲 

鉱物資源および地熱資源に関する文献・データなどを確認する収集対象範囲は以下のとおりとす

る。 

文献調査対象地区は，文献調査計画書にも記載のとおり，寿都町全域に加えて沿岸海底下を含め

ることとしている。沿岸海底下については「沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する

研究会 とりまとめ」（沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会，2016）におけ

る検討範囲を参考に文献調査対象地区の海岸線から 15 km 程度以内かつ大陸棚の範囲とし，これら

の範囲を収集対象範囲とした（図 2.1-1）。 

なお，隣接自治体についても，文献調査対象地区に鉱山などの分布範囲が及ぶかどうかを確認す

るため文献・データを収集する。 

また，日本炭田図などの全国規模で整理された文献についても，文献調査対象地区内の鉱物資源

などの記載の有無の確認や鉱床規模の比較資料とするため収集を行う。 

 

 
図 2.1-1 収集対象範囲 

大陸棚外縁は，海底地形の特徴に基づいて描いた地形線を使用（技術的観点からの検討のうち地形，地質・地

質構造に関する説明書参照）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，文献調査対象地区

および周辺自治体の行政界（黒線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づき作成。 

 

2.2 収集・抽出の観点 

2.1 に示した収集対象範囲の鉱物資源および地熱資源に関する文献・データを収集し，以下の観点
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で情報（位置，地質，規模，品位，鉱山の稼働状況，坑井データ，地熱発電所の設置状況など）を

抽出する。 

 

2.2.1 鉱物資源の収集・抽出の観点 

鉱物資源に関する情報（位置，地質，規模，品位，鉱山の稼働状況など）を以下のとおり抽出す

る。 

・ 稼働中の鉱山の鉱床 

稼働中の鉱山を抽出する。 

・ 閉山した鉱山の鉱床 

過去に稼働していた鉱山を抽出する。また，鉱業権が放棄され，鉱業原簿および鉱区図が

確認できない場合もあるため，そのほかの文献・データにより過去に稼働していた鉱山を抽

出する。 

抽出した各鉱山の鉱床について，最終処分を行おうとする地層9での鉱床の賦存に関する情

報および経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量に関する情報を整理する。 

・ 未開発の鉱床 

過去に採掘された記録がないが，文献・データに鉱化帯などと記載されている範囲を抽出

する。 

抽出した各鉱床について，最終処分を行おうとする地層での鉱床の賦存に関する情報およ

び経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量に関する情報を整理する。 

 

2.2.2 地熱資源の収集・抽出の観点 

地熱資源に関する情報（坑井データ，地熱発電所の設置状況など）を以下のとおり抽出する。 

・ 地温勾配が著しく大きい範囲 

文献調査対象地区内の地温勾配が 100℃/キロメートルを超過する範囲を抽出する。 

・ 地熱発電所の設置状況 

文献調査対象地区およびその周辺の地熱発電所の設置位置を確認し，その生産井の位置か

らの距離が 10 km の範囲を抽出する。 

 

2.3 抽出結果 

2.1 および 2.2 に基づいて収集し，情報を抽出した文献・データを「添付資料A 情報を抽出した

文献・データのリスト」にまとめた。 

また，本説明書において引用している文献・データは，「引用文献」として示した。この「引用文

献」には，一般的な教科書類，原子力規制委員会，地層処分技術WGなどの文献・データも含まれ

る。なお，「情報を抽出した文献・データのリスト」においては 1件としている文献・データを，引

用箇所を明確にするためにいくつかに分けて扱っている場合もある。一方，収集・抽出の観点には

該当するが評価に必要と考えられる情報が確認されなかった場合または情報が重複する（例えば，

 
9 本調査では地下300 m以深の場所とする。 
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旧版・最新版，引用・被引用文献など）場合など，情報を抽出したリストに示した文献・データで

も引用していないものがある。  
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第3章 検討対象の抽出および鉱物資源に関する情報の概要 
第 2 章で収集した文献・データから，鉱物資源として油田・ガス田，炭田および金属・非金属鉱

物に関する情報が確認された。以下にその概要を示す。 

 

3.1 鉱業権 

鉱業原簿および鉱区図を確認した結果，2024 年 2月現在で文献調査対象地区において鉱業権は設

定されていない。 

 

3.2 油田・ガス田および炭田 

3.2.1 油田・ガス田 

矢崎（1976）によれば，文献調査対象地区およびその周辺の状況について，陸域は「火成砕屑岩

地帯（炭化水素鉱床の期待できない地域）」，海域は「推定・予想産油・産ガス地帯（海域）」として

いる（図 3.2-1）。海域の推定・予想産油・産ガス地帯については，地質調査所（1982）の油田・ガ

ス田分布図解説によれば，「産油・産ガス層が分布しており堆積層の厚さが 1,000±400 m 内外を目

安としている」と記載されている。 

なお，経済産業省（2019）は，石油・天然ガスの賦存ポテンシャルのある範囲を示しているが，

文献調査対象地区は含まれていない（図 3.2-2）。 

 

 

図 3.2-1 油田・ガス田の分布 

矢崎（1976）の日本油田・ガス田分布図と凡例を一部抜粋し配置を編集。図の上が北を示す。文

献調査対象地区の位置および該当する区分に赤枠を加筆。 
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図 3.2-2 石油・天然ガス賦存のポテンシャルのあるエリア 

経済産業省（2019）の堆積物の厚さ 2,000 m 以上の堆積盆（石油・天然ガス賦存のポテンシャルがあるエリ

ア）に文献調査対象地区周辺を抜粋・拡大したものを加筆。 

 

3.2.2 炭田 

徳永ほか（1973）では，陸海域共に文献調査対象地区に炭田はないが，西に位置する島牧村には

島牧含炭地（かつ炭 新第三紀）が記載されている（図 3.2-3）。地質調査所編（1960）には，島牧

含炭地について，地質・鉱床の分布が記載されている。 
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図 3.2-3 炭田の分布 

徳永ほか（1973）の日本炭田図と凡例を一部抜粋し配置を編集。図の上が北を示す。文

献調査対象地区，島牧含炭地の配置および該当する区分に赤枠，矢印，地名を加筆。 

 

3.3 金属鉱物・非金属鉱物 

金属鉱物・非金属鉱物（石油，天然ガス，石炭など燃料資源を除く鉱業法対象鉱物）は，「国内の

鉱床・鉱徴地に関する位置データ集（第 2 版）」（内藤，2017）から，文献調査対象地区および隣接

自治体の鉱床・鉱徴地を確認した。 

また，内藤（2017）以外の収集した文献・データの情報からも鉱床等の位置など確認した。 

以上の情報により整理した鉱床等の位置および賦存状況などについては 4.2 で詳述する。 

 

3.3.1 内藤（2017）による鉱床等の位置情報 

（1）文献調査対象地区内の鉱床・鉱徴地 

内藤（2017）から，文献調査対象地区内に計15ヵ所の鉱床・鉱徴地を確認した（表 3.3-1，図 3.3-1）。

このうち，鉱山名が記載されてない 11 ヵ所については，内藤（2017）が参照した地質図幅などを以

下（i）～（xi）のとおり確認し，鉱床名を推定した。  
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表 3.3-1 文献調査対象地区内の鉱床・鉱徴地 

内藤（2017）の文献調査対象地区内の鉱床・鉱徴地データに基づき作成。

表の右列は本調査で推定した鉱床名を示す。 

ID※1 
出典文献 

（地質図幅） 
鉱種 鉱山名 凡例表記 採掘歴※2 

本調査において 

推定した鉱床名 

8663 対馬（1968） 鉄 － 鉱産地 0 （i） 樽岸 

8666 対馬（1968） 金，銀 － 鉱産地 1 （ii） 潮路または永泰 

12750 成田ほか（1996） 金，銀 － 鉱床 2 （iii） 潮路または永泰 

8668 山岸（1984） 金，銀 － 休廃止鉱山 2 （iv） 潮路または永泰 

8667 石田ほか（1991） 金，銀 永泰鉱山 休廃止鉱山 2 － － 

12751 成田ほか（1996） 金，銀，鉛 大金 鉱床 2 － － 

12749 成田ほか（1996） 金，銀 － 鉱床 2 （v） 潮路または永泰 

8680 鈴木ほか（1981） 鉛，亜鉛，鉄 － 休廃止鉱山 2 （vi） 寿都または正荘 

12757 成田ほか（1996） 亜鉛，鉛，硫化鉄 寿都 鉱床 2 － － 

8681 石田ほか（1991） 鉛，亜鉛，鉄 寿都鉱山 休廃止鉱山 2 － － 

8682 鈴木ほか（1981） 鉛，亜鉛，鉄 － 休廃止鉱山 2 （vii） 寿都または正荘 

8684 対馬（1968） 銅，鉛，亜鉛 － 鉱産地 1 （viii） 寿都 

12756 成田ほか（1996） 金，銅，鉛 － 鉱床 2 （ix） 正荘 

8690 対馬（1968） 銅，鉛，黄鉄鉱，亜鉛 － 鉱産地 1 （x） 正荘 

8731 対馬（1968） 鉄 － 鉱産地 0 （xi） 島古丹 

※1 ID は内藤（2017）において付されている番号 

※2 採掘歴は内藤（2017）での分類（0：図幅の記載からは採掘歴の有無を判断できないもの，1：ほかの縮尺

の図幅の記載から採掘歴有りと判断されたもの，2：出典図幅の記載から採掘歴有りと判断されたもの） 
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図 3.3-1 文献調査対象地区内の鉱床・鉱徴地 

内藤（2017）に基づき文献調査対象地区の鉱床・鉱徴地を図示し，ID 番号を付記。寿都町の行政界（赤線）

および隣接自治体の行政界（黒線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）ID8663 の鉱床（鉄） 

対馬（1968）が鉱産地を参照したとされる斉藤ほか（1967）によれば，本鉱床周辺の砂鉄鉱床は，

樽岸および島古丹の 2ヵ所である。 

本鉱床の位置から樽岸鉱床を示すと考えられる。 

 

（ii）ID8666 の鉱床（金，銀） 

対馬（1968）が鉱産地を参照したとされる沢ほか（1963）によれば，本鉱床周辺の金・銀鉱床は，

潮路および永泰の 2ヵ所である。 

このため，本鉱床は潮路鉱床または永泰鉱床を示すと考えられる。 

 

（iii）ID12750 の鉱床（金，銀） 

成田ほか（1996）には引用文献が明確に記載されていないが，沢ほか（1963）によれば，本鉱床

周辺の金・銀鉱床は，潮路および永泰の 2ヵ所である。 

このため，本鉱床は潮路鉱床または永泰鉱床を示すと考えられる。 

 

（iv）ID8668 の鉱床（金，銀） 

山岸（1984）は本鉱床の周辺に潮路鉱床および永泰鉱床を示している。 

このため，本鉱床は潮路鉱床または永泰鉱床を示すと考えられる。 

 

（v）ID12749 の鉱床（金，銀） 

成田ほか（1996）には引用文献が明確に記載されていないが，沢ほか（1963）によれば，本鉱床

周辺の金・銀鉱床は，潮路または永泰の 2ヵ所である。 
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このため，本鉱床は潮路鉱床または永泰鉱床を示すと考えられる。 

 

（vi）ID8680 の鉱床（鉛，亜鉛，鉄） 

鈴木ほか（1981）は，本鉱床の周辺に寿都鉱山および正荘鉱山を示している。 

このため，本鉱床は寿都鉱床または正荘鉱床を示すと考えられる。 

 

（vii）ID8682 の鉱床（鉛，亜鉛，鉄） 

鈴木ほか（1981）は，本鉱床の周辺に寿都鉱山および正荘鉱山を示している。 

このため，本鉱床は寿都鉱床または正荘鉱床を示すと考えられる。 

 

（viii）ID8684 の鉱床（銅，鉛，亜鉛） 

対馬（1968）が鉱産地を参照したとされる沢ほか（1963）によれば，本鉱床周辺の銅・鉛・亜鉛

鉱床は，寿都および正荘の 2 ヵ所である。 

本鉱床の位置から寿都鉱床を示すと考えられる。 

 

（ix）ID12756 の鉱床（金，銅，鉛） 

成田ほか（1996）には引用文献が明確に記載されていないが，沢ほか（1963）によれば，本鉱床

周辺の銅・鉛・亜鉛鉱床は，寿都および正荘の 2ヵ所である。 

内藤（2017）では寿都鉱床を ID12757としていることから，本鉱床は正荘鉱床を示すと考えられ

る。 

 

（x）ID8690 の鉱床（銅，鉛，黄鉄鉱，亜鉛） 

対馬（1968）が鉱産地を参照したとされる沢ほか（1963）によれば，本鉱床周辺の銅・鉛・亜鉛

鉱床は，寿都および正荘の 2 ヵ所である。 

本鉱床の位置から正荘鉱床を示すと考えられる。 

 

（xi）ID8731 の鉱床（鉄） 

対馬（1968）が鉱産地を参照したとされる斉藤ほか（1967）によれば，砂鉄鉱床は樽岸および島

古丹の 2ヵ所である。 

本鉱床の位置から島古丹鉱床を示すと考えられる。 

 

（2）文献調査対象地区の隣接自治体の鉱山 

文献調査対象地区の隣接自治体の鉱山位置の情報として，内藤（2017）が示す鉱山・鉱徴地デー

タのうち，鉱山名が記載されているデータを抽出した（図 3.3-2）。文献調査対象地区付近では，黒

松内町北部の大金鉱山が確認される。 
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図 3.3-2 文献調査対象地区および隣接自治体の鉱山・鉱床 

内藤（2017）に基づき，鉱山名が記載された鉱床・鉱徴地を図示。文献調査対象地区および隣接自治体につい

ては，内藤（2017）に基づく鉱山名を付記。寿都町の行政界（赤線）および周辺自治体の行政界（黒線）は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

3.3.2 その他の文献・データにおける鉱床等の情報 

内藤（2017）以外に収集した文献・データから以下の情報を確認した。鉱床名は，3.3.1に示した

鉱床のほかに，歌棄鉱床，丸山西方鉱床，寿都町湯別鉱化帯，松井鉱山，弁天沢の廃坑および潮路

マンガン鉱山を確認した。また，文献調査対象地区付近の寿都町東部周辺に分布する変質帯を確認

した。 

・ 経済産業省資源エネルギー庁（2002）は，寿都町湯別鉱化帯の露頭位置を示している。 

・ 経済産業省資源エネルギー庁（2001）は，寿都鉱床および潮路・永泰鉱床の鉱石の分析結果

を示している。 

・ 渡辺（2000）は，文献調査対象地区東部周辺の変質帯の分布およびこの付近の鉱山の位置を

示しており，文献調査対象地区については，永泰鉱床および潮路鉱床の位置と鉱床の概要（タ

イプ，鉱種，規模および生成時期）について述べている。 

・ 成田ほか（1996）は，主な鉱床として寿都鉱山および名称未記載の鉱床 3ヵ所について，鉱

種，鉱床規模（既生産量＋埋蔵量）および鉱床タイプを示している。 

・ 長谷川ほか（1989）は，レアアース（希土類金属鉱）について「北海道で，これらの金属元

素を伴う鉱床はまだ知られていない」としている。 
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・ 山岸（1984）は，永泰鉱床および潮路鉱床の地質，鉱床および生産量を示している。 

・ 長谷川ほか（1983）は，正荘鉱床，寿都鉱床，永泰鉱床および潮路鉱床の鉱床タイプ，鉱種，

規模および生成時期を示している。 

・ 鈴木ほか（1981）は，寿都鉱山および正荘鉱山の地質，鉱床および生産量を示している。 

・ 斉藤ほか（1967）は，銅・鉛・亜鉛鉱床として寿都鉱床および正荘鉱床，金・銀鉱床として

永泰鉱床および潮路鉱床，砂鉄鉱床として島古丹鉱床および樽岸鉱床を示し，位置，地質，

鉱床，品位および生産量について述べている。 

・ 浦島（1963）は，潮路鉱床，永泰鉱床，寿都鉱床および正荘鉱床の位置，地質，品位および

生産量を示している。また，砂鉄鉱床として，島古丹鉱床，歌棄鉱床および丸山西方鉱床を

示している。 

・ 地質調査所編（1956）は，銅・鉛・亜鉛鉱床として，寿都鉱山および正荘鉱山の位置，地質，

鉱床，品位および生産量を示している。 

・ 伊藤（1948）は，広尾鉱山（寿都鉱山）の地質，鉱脈規模および品位を示している。 

・ 大日方（1912）は，寿都鉱山，松井鉱山，弁天沢の廃坑および潮路マンガン鉱山について述

べている。 
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第4章 鉱物資源に関する基準に照らした評価 
第 3 章において抽出した検討対象および鉱物資源に関する記録により，基準への該当性の確認方

法に従い評価を行う。 

 

4.1 油田・ガス田および炭田 

4.1.1 油田・ガス田 

文献調査対象地区内に現在稼働中または過去に稼働していた油田・ガス田の記録は確認されなか

った。 

また，矢崎（1976）は沿岸海域に「推定・予想産油・産ガス地帯（海域）」（図 3.2-1）の分布を示

している。同分布は，地質調査所（1982）によれば，「産油・産ガス層が分布しており堆積層の厚さ

が 1,000±400 m 内外を目安」とされているが，埋蔵量に関する情報は確認されない。 

以上より，文献調査対象地区に基準（ア）および（イ）に該当する油田・ガス田は確認されなか

った。 

 

4.1.2 炭田 

文献調査対象地区内に現在稼働中または過去に稼働していた炭田の記録は確認されなかった。 

徳永ほか（1973）は，文献調査対象地区西方に島牧含炭地を示しているが（図 3.2-3），地質調査

所編（1960）による炭層の分布範囲（図 4.1-1）によれば，その範囲は文献調査対象地区の隣接自治

体である島牧村に位置する大平山周辺に限られ，文献調査対象地区に及ばない。そのほか，沿岸海

域を含めて炭田の存在を示す記録は確認されなかった。 

以上より，文献調査対象地区に基準（ア）および（イ）に該当する炭田は確認されなかった。 
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図 4.1-1 島牧含炭地地質図 

左図は地質調査所編（1960）の島牧含炭地付近地質図に赤枠を加筆して位置を図示。右図は地質調査所編（1960）

の島牧含炭地大平山地域地質図に位置と凡例中の炭層に赤枠を加筆。 

 

4.2 金属鉱物および非金属鉱物 

4.2.1 金属鉱物・非金属鉱物に関するまとめ 

文献調査対象地区およびその近傍で確認された鉱床の位置を図 4.2-1 に示す。文献・データに位

置が座標値で示されているもの以外は文献・データの位置図などから推定した概略位置である。 

また，基準に照らした評価のまとめを表 4.2-1 に示す。各鉱床の調査結果を 4.2.2 以降に述べる。 

 
 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「鉱物資源・地熱資源」 

23 

 

図 4.2-1 鉱床位置 

凡例に示した各文献に基づき作成。寿都町の行政界（赤線）および周辺自治体の行政界（黒線）は「国土

数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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表 4.2-1 基準に照らした評価のまとめ 

名称 
稼働状況： 

基準（ア）への該
当性 

主な鉱種と鉱量： 
基準（イ）への該当性 

存在状況 
（深度方向） 

基準に照らした評価 

寿都鉱
山の鉱
床 

1962 年秋休山。その
後稼働した記録な
し。 

鉛，亜鉛鉱の合計 10 kt～
100 kt，比較対象の鉱量等
と比較して同程度であ
る。 
硫化鉄鉱200 kt～2 Mt（比
較対象の鉱量等が設定さ
れなかった鉱種）。 

主脈が垂直～75°傾斜
で深度 230 m 以上。 
地下 230 m 以深の記
録は確認されなかっ
た。 

基準（ア）に該当しな
い。 
基準（イ）に該当する
が，最終処分を行おう
とする地層と重なる部
分の存在状況は不明で
ある。 

正荘鉱
山の鉱
床 

1936-1938 年頃一時
採掘。1950 年探鉱後
休山。1951-1952 年
採掘。その後稼働し
た記録なし。 

銅，鉛，亜鉛鉱の合計：
20 kt 未満 
比較対象の鉱量等と同等
である可能性はあるが，
鉱種毎の内訳が不明であ
る。 

記録は確認されなか
った。 

鉱種毎の内訳が不明で
あるため，基準（イ）に
該当することが明らか
または可能性が高いと
はいえない。 

永泰鉱
山の鉱
床 

1942 年休山。その後
稼働した記録なし。 

金鉱：1 t 未満 
比較対象の鉱量等と比較
して小さい。 

記録は確認されなか
った。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

潮路鉱
山の鉱
床 

1958 年以降休山。そ
の後稼働した記録
なし。 

金鉱：1 t 未満 
比較対象の鉱量等と比較
して小さい。 

記録は確認されなか
った。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

島古丹 
鉱床 

1962 年 4 月～10 月
に稼働。近年稼働し
た記録なし。 

砂鉄約10,000 t，3,000 t（比
較対象の鉱量等が設定さ
れなかった鉱種） 

打上げ砂鉄が濃集，
厚さ 20～60 cm 程度。
地表面付近の記録の
み。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

樽岸鉱
床 

1950 年操業。近年稼
働した記録なし。 

砂鉄約 110 kt（比較対象
の鉱量等が設定されなか
った鉱種） 

低位段丘で 0.3～1.1 
m，高位段丘で 1.3～3 
m以上。地表面付近の
記録のみ。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

歌棄鉱
床 

稼働していた記録
は確認されなかっ
た。 

砂鉄 80,000 t（比較対象の
鉱量等が設定されなかっ
た鉱種） 

段丘砂層厚約 10 m。
地表面付近の記録の
み。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

丸山西
方鉱床 

稼働していた記録
は確認されなかっ
た。 

砂鉄 20,000 t（比較対象の
鉱量等が設定されなかっ
た鉱種） 

段丘砂層厚 2～5 m。 
地表面付近の記録の
み。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

寿都町
湯別鉱
化帯 

稼働していた記録
は確認されなかっ
た。 

金（鉱量の記録は確認さ
れなかった） 

記録は確認されなか
った。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

松井鉱
山の鉱
床 

明治時代に試掘。そ
の後稼働した記録
なし。 

銀鉱，鉛鉱，亜鉛鉱（鉱
量の記録は確認されなか
った） 

地表から約 12 m 試
掘。深度 12 m 以上の
記録は確認されなか
った。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

弁天沢
の廃坑
の鉱床 

1892～1895 年，1910
年に試掘。その後稼
働した記録なし。 

銅鉱，鉛鉱，亜鉛鉱，硫
化鉄鉱（鉱量の記録は確
認されなかった） 

記録は確認されなか
った。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

潮路マ
ンガン
鉱山の
鉱床 

1909 年以後休止。そ
の後稼働した記録
なし。 

マンガン（鉱量の記録は
確認されなかった） 

記録は確認されなか
った。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。 

変質帯
および
近接す
る鉱山 

・大金鉱山～永泰鉱山～潮路鉱山にかけての範囲が変質帯とされてい
るが，変質帯とされている範囲の鉱床の分布に関する記録は確認され
なかった。 

・大金鉱山の金鉱の鉱床規模は 1 t～10 t とされており，比較対象の鉱量
等を上回る可能性があるが，当該鉱山の鉱床は黒松内町に分布してい
ることから，文献調査対象地区には及ばないと評価した。 

基準（ア）および（イ）
に該当しない。（文献調
査対象地区内に及ぶ鉱
山の鉱床に関する情報
は確認されない。） 
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4.2.2 寿都鉱山の鉱床 

寿都鉱山は，斉藤ほか（1967），鈴木ほか（1981）によれば，旧寿都鉄道寿都駅から約 500m に位

置し，昭和 37年（1962年）まで稼働したとされているが，その後稼働した記録はなく，基準（ア）

に該当する鉱山ではない。 

本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録として，鉱床

規模の評価結果が確認された鉱種は，鉛鉱，亜鉛鉱および硫化鉄鉱である。このうち，硫化鉄鉱は，

1.2.1（2）において比較対象の鉱量等が設定されなかった鉱種であり，基準（イ）に該当しない。鉛

鉱，亜鉛鉱の鉱床規模は，成田ほか（1996）によれば，10 kt～100 kt と示されており，これは，1.2.1

で設定した比較対象の鉱量等と同程度である。一方，深度方向の存在状況については，鉱脈の規模

が深度 230 m以上との記録があるが，地下 300 m以深の記録は確認されなかった。以上のことから，

本鉱床は，基準（イ）に該当するが，地下 300 m以深の情報は不明であり，最終処分を行おうとす

る地層における基準への該当性については判断できない。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-2）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-2 寿都鉱山に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・昭和 37 年（1962 年）に休山（斉藤ほか，1967；鈴木ほか，1981） 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況

（深度） 

主脈の本𨫤はほぼEW で垂直～S に 75°の傾斜を示し，深度 230 m 以上 

（斉藤ほか，1967；鈴木ほか，1981） 

鉱種， 

鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

金鉱 不明 不明 8 t 

銀鉱 不明 不明 49 t 

銅鉱 
黄銅鉱，四面銅鉱（鈴木

ほか，1981） 
不明 1,131 t 

鉛鉱 
方鉛鉱 

（斉藤ほか，1967） 

鉛，亜鉛の合計 10 kt～100 kt（成

田ほか，1996） 
15,644 t 

ﾋﾞｽﾏｽ鉱 
輝蒼鉛鉱 

（斉藤ほか，1967） 
不明 

なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

すず鉱 
錫石 

（斉藤ほか，1967） 
不明 

なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

ｱﾝﾁﾓﾝ鉱 
輝安鉱 

（斉藤ほか，1967） 
不明 

なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

亜鉛鉱 
閃亜鉛鉱 

（斉藤ほか，1967） 

鉛，亜鉛の合計 10 kt～100 kt（成

田ほか，1996） 
107,600 t 

硫化鉄鉱 
黄鉄鉱 

（斉藤ほか，1967） 
200 kt～2 Mt（成田ほか，1996） 

なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

ﾏﾝｶﾞﾝ鉱 
菱マンガン鉱 

（斉藤ほか，1967） 
不明 

なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 
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（1）所在地 

・ 旧寿都鉄道寿都駅裏から約 500 m（斉藤ほか，1967；鈴木ほか，1981） 

・ 寿都町提供の寿都鉱山位置を図 4.2-2 に示す。 

 

（2）鉱床 

・ 鉱種：銅・鉛・亜鉛（鈴木ほか，1981；斉藤ほか，1967） 

・ 鉱床の形成時期：4.8 Ma（成田ほか，1996），新第三紀（長谷川ほか，1983） 

・ 鉱床タイプ：熱水性鉱脈（成田ほか，1996），鉱脈型（長谷川ほか，1983），銅・鉛・亜鉛鉱

脈（沢ほか，1963） 

・ 鉱床：中新世の寿都層下部安山岩質火砕岩層中に胚胎する銅・鉛・亜鉛鉱脈である。主脈で

ある本𨫤は，ほぼE-Wで垂直～75°S の傾斜を示し，延長 350 m，深度 230 m以上，脈幅最大

8 m，平均約 1 m（鈴木ほか，1981）。 

・ 凝灰岩および変朽安山岩中に胚胎する銅・鉛・亜鉛鉱脈で，主脈である本𨫤はほぼEWで垂

直ないし S に 75°の傾斜を示し，延長 350 m，深度 230 m 以上，脈巾最大 8 m，平均 1 m 内外

（斉藤ほか，1967）。本𨫤（延長 250 m，深さ 170 m，平均𨫤幅 1.0 m），東北𨫤（延長 100 m，

深さ 170 m，平均𨫤幅 0.5 m）（伊藤，1948）。 

・ 寿都町提供の寿都鉱山坑道図を図 4.2-3 に示す。 

 

（3）鉱石品位 

・ 鉱石鉱物として黄鉄鉱・閃亜鉛鉱・方鉛鉱・黄銅鉱・赤鉄鉱などがあり，脈石鉱物として石

英・マンガン方解石・重晶石・石膏・粘土鉱物などが伴われており，まれに菱マンガン鉱・

四面銅鉱・ルゾン銅鉱・ファマチナ鉱・錫石・黄錫鉱・テルル蒼鉛鉱・輝蒼鉛鉱・輝安鉱な

どが認められる（鈴木ほか，1981）。 

・ 黄鉄鉱・方鉛鉱・閃亜鉛鉱が普通でまれに，菱マンガン鉱・四面銅鉱・黄銅鉱・ルゾン銅鉱・

ファマチナ鉱・錫石・黄錫鉱・テルル蒼鉛鉱・輝蒼鉛鉱・輝安鉱などが認められる（斉藤ほ

か（1967）。 

・ Pb 5.91%，Zn9.78%，S 38.04%（昭和 18年～31年 3 月），Pb 2.75%，Zn 5.19%，S 23.50%（昭

和 31 年 4月～37 年 9月）（斉藤ほか，1967）。 

・ 鉱石の分析結果を図 4.2-4 に示す（経済産業省資源エネルギー庁，2001）。 

 

（4）鉱床の規模，生産量 

・ 鉱床の規模：生産量＋埋蔵量が鉛・亜鉛（精鉱中含有量）の合計で 10 kt～100 kt10，硫化鉄（精

鉱量）で 200 kt～2 Mt（成田ほか，1996） 

・ 生産量：過去の生産量として大正 3～10年製錬高銀量 2,483 kg，昭和 36～37 年精鉱中含有銅

 
10 成田ほか（1996）は鉱床規模の評価結果について，鉛，亜鉛の合計値と明記していないが，同文献では同一鉱床であって

も鉱種ごとに鉱床規模を評価している鉱床があることから，本調査では合計値と解釈した。 
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量 38.3 t，昭和 21～37年精鉱中含有鉛量 5,969.3 t，精鉱中含有亜鉛量 10,355.7 t，昭和 25～37

年精鉱中含有金量 39,346 g，昭和 21～37 年精鉱中含有銀量 9,649 kg，昭和 18～31 年 3 月粗

鉱量鉛・亜鉛鉱 64,756 t，硫化鉄 8,795 t，昭和 31 年 4 月～37 年 9月粗鉱量 131,350 t（鈴木ほ

か，1981；斉藤ほか，1967）。 

 

（5）稼働状況（文献の記載時点での状況） 

・ 「昭和 37年秋休山」（鈴木ほか，1981；斉藤ほか，1967） 

 

 

図 4.2-2 寿都鉱山位置 

寿都町提供の寿都鉱山位置に赤枠，名称および矢印を加筆。 
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なお，本鉱床の深度方向の存在状況に関する情報は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-3）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-3 正荘鉱山に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 

・昭和 11～13 年（1926～1928 年）頃に一時採掘され，昭和 25 年（1950 年）探鉱されたが

間もなく休山（鈴木ほか，1981）。昭和 26～27 年（1951～1952 年）採掘（長谷川ほか，

1983）。 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 
深度方向の記録なし 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

金鉱 不明 不明 8 t 

銅鉱 
黄銅鉱 

（斉藤ほか，1967） 

銅，鉛，亜鉛の合計：20 kt

未満（長谷川ほか，1983） 
1,131 t 

鉛鉱 
方鉛鉱 

（斉藤ほか，1967） 

銅，鉛，亜鉛の合計：20 kt

未満（長谷川ほか，1983） 
15,644 t 

亜鉛鉱 
閃亜鉛鉱 

（斉藤ほか，1967） 

銅，鉛，亜鉛の合計：20 kt

未満（長谷川ほか，1983） 
107,600 t 

硫化鉄鉱 
黄鉄鉱 

（斉藤ほか，1967） 
不明 

なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

 

（1）所在地 

・ 旧寿都鉄道寿都駅の西方 1 km（鈴木ほか，1981；斉藤ほか，1967） 

・ 寿都鉱床の南西に隣接（浦島，1963） 

・ 寿都鉱山付近地質図（地質調査所編，1956）に正荘鉱山の鉱脈が記載されている（図 4.2-5）。 

 

（2）鉱床 

・ 鉱種：銅・鉛・亜鉛（斉藤ほか，1967；鈴木ほか，1981） 

・ 鉱床タイプ：鉱脈型（長谷川ほか，1983），銅・鉛・亜鉛鉱脈（沢ほか，1963） 

・ 鉱床： 

「寿都層下部安山岩質火砕岩層に挟在する凝灰岩・頁岩・砂岩互層に胚胎する銅・鉛・亜鉛

鉱脈である。1号𨫤と 2号𨫤からなり，鉱体はレンズ状～塊状である」（鈴木ほか，1981）。 

「鉱床は凝灰岩・頁岩中に胚胎する銅・鉛・亜鉛鉱脈で，1 号𨫤・2号𨫤からなっている。鉱

体はレンズ状～塊状をなす」（斉藤ほか，1967）。 
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（3）鉱石品位 

・ 鉱石鉱物は黄鉄鉱・黄銅鉱・方鉛鉱・閃亜鉛鉱，脈石鉱物は重晶石・石英など（斉藤ほか，

1967） 

・ 品位：Cu 0.4～1.2%，Pb 4～6%，Zn 2～8%（斉藤ほか，1967），Cu 0.4%，Pb 4～6%，Zn 2～

8%（地質調査所編，1956） 

 

（4）鉱床の規模，生産量 

・ 鉱床の規模：銅・鉛・亜鉛（精鉱中含有量）合計11が 20 kt 未満（長谷川ほか，1983） 

・ 生産量：昭和 11～13 年精鉱中含有銅量 4.5 t，昭和 12 年精鉱中含有金量 61 g，昭和 12～13

年，26～27年精鉱量硫化鉄 307 t（斉藤ほか，1967）。 

 

（5）稼働状況（文献の記載時点での状況） 

・ 昭和 11～13 年頃に一時採掘され，昭和 25 年探鉱されたが間もなく休山（鈴木ほか，1981）。 

・ 昭和 11-13 年，昭和 26-27 年採掘（長谷川ほか，1983）。 

 

 
図 4.2-5 正荘鉱山の位置 

地質調査所編（1956）の寿都鉱山付近地質図より正荘鉱山周辺を抜粋し，赤枠を加筆。 

 
11 長谷川ほか（1983）では，銅・鉛・亜鉛の合計の積算基準を「Pb+Zn+2Cu」としているが，その内訳は示されていない。 
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4.2.4 永泰鉱山の鉱床 

永泰鉱山は，斉藤ほか（1967）によれば，旧寿都鉄道樽岸駅の東方約 6 km に位置するとされ，長

谷川ほか（1983）では昭和 7 年（1932 年），10 年（1935 年）採掘とされているが，その後稼働した

記録はなく，基準（ア）に該当する鉱山ではない。 

本鉱床において経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録として，鉱床規

模の評価結果が確認された鉱種は金鉱である。金鉱の鉱床規模は，渡辺（2000）によれば 1 t 未満と

されており，これは 1.2.1 で設定した比較対象の鉱量等を下回る。以上のことから，本鉱床は基準

（イ）に該当しない。 

なお，本鉱床の深度方向の存在状況に関する情報は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-4）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-4 永泰鉱山に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・1942 年に休山（山岸，1984；浦島，1963） 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 
深度方向の記録なし。 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

金鉱 不明 鉱床規模 1 t 未満（渡辺，2000） 8 t 

銀鉱 不明 不明 49 t 

 

（1）所在地 

・ 後志国寿都郡寿都町潮路，寿都鉄道樽岸駅の東方直距離約 6 km，潮路市街の南南東 1.5km（斉

藤ほか，1967） 

・ 潮路・潮路マンガン・永泰の各鉱床が寿都町歌棄市街の南東方約 1 km から約 2.5 km にわた

って北から南に並んで分布（浦島，1963）。 

 

（2）鉱床 

・ 鉱種：金・銀（斉藤ほか，1967；渡辺，2000） 

・ 鉱床の形成時期：鮮新世（渡辺，2000），新第三紀（長谷川ほか，1983） 

・ 鉱床のタイプ：鉱脈型（渡辺，2000；山岸，1984），金銀鉱脈（沢ほか，1963） 

・ 鉱床： 

母岩は磯谷層の変質安山岩・石英安山岩（山岸，1984）。 

中新世の変朽安山岩中に胚胎する含金銀石英脈で満俺山𨫤と永泰本坑𨫤との 2条の脈が知ら

れ，満俺山𨫤は巾 2～3 m でAu 5 g/t，Ag 200 g/t程度，鉱石には 30%程度のMn を含む。永泰

本坑𨫤は走向 N40～50°W，𨫤巾 3～5 m，マンガンを多量に伴い，その風化部が Au，Ag 髙

品位（Au 20～10 g/t，Ag 500～2,000 g/t）（斉藤ほか，1967）。 

「安山岩中の石英脈または方解石石英脈で金銀鉱石，あるいは，二酸化マンガン鉱石を産す



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「鉱物資源・地熱資源」 

32 

る」（浦島，1963）。 

 

（3）鉱石品位 

・ 昭和 7～10年の生産実績で粗鉱品位Au 5 g/t，Ag 250 g/t（斉藤ほか，1967） 

 

（4）鉱床の規模，生産量 

・ 鉱床の規模：Au の鉱床規模（精鉱中含有量）が 1 t 未満（渡辺，2000） 

・ 生産量：金銀鉱を 20,000 t 出鉱（浦島，1963；山岸，1984），昭和 7～10年で精鉱中含有の金

20,368 g，銀 903 kg（斉藤ほか，1967）。 

 

（5）稼働状況（文献の記載時点での状況） 

・ 昭和 7，10年採掘（長谷川ほか，1983） 

・ 「1942年に休山」（浦島，1963；山岸，1984） 

 

4.2.5 潮路鉱山の鉱床 

潮路鉱山は，斉藤ほか（1967）によれば，「寿都鉄道樽岸駅の東方 5 km」に位置し，1958 年以降

休山（山岸，1984）との記録があるが，その後稼働した記録はなく，基準（ア）に該当する鉱山で

はない。 

本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録として，鉱床

規模の評価結果が確認された鉱種は，金鉱である。金鉱の鉱床規模は，渡辺（2000）によれば 1 t 未

満とされており，これは 1.2.1 で設定した比較対象の鉱量等を下回る。以上のことから，本鉱床は基

準（イ）に該当しない。 

なお，本鉱床の深度方向の存在状況に関する情報は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-5）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-5 潮路鉱山に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・1958 年以降は休山（山岸，1984），昭和 13 年休山（斉藤ほか，1967） 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 
深度方向の記録なし。 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

金鉱 不明 鉱床規模 1 t 未満（渡辺，2000） 8 t 

銀鉱 不明 不明 49 t 

ﾏﾝｶﾞﾝ鉱 不明 不明 
なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 
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（1）所在地 

・ 寿都町潮路，寿都鉄道樽岸駅の東方 5 km（斉藤ほか，1967） 

・ 潮路・潮路マンガン・永泰の各鉱床は，寿都町歌棄市街の南東方約 1 km から約 2.5 km にわ

たって北から南に並んで分布（浦島，1963） 

 

（2）鉱床 

・ 鉱種：金・銀（斉藤ほか，1967；渡辺，2000） 

・ 鉱床タイプ：鉱脈型（浦島，1963；長谷川ほか，1983；山岸，1984），金銀鉱脈（沢ほか，1963） 

・ 鉱床の生成時期：鮮新世（渡辺，2000），新第三紀（長谷川ほか，1983） 

・ 鉱床： 

磯谷層の変質安山岩・石英安山岩を母岩とする鉱脈タイプ（山岸，1984） 

「角閃石石英安山岩中の含金銀石英脈である。主脈 1 条で宝瑞坑脈は一般走向N60°E，南に

急傾斜，巾平均 0.3 m，走向延長 120 m，上下に 25 m，これと斜交してN80°±W の上盤脈が

ある。鉱脈は母岩片を含む縞状石英からなる」（斉藤ほか，1967） 

「安山岩中の石英脈または方解石石英脈で，金銀鉱石，あるいは，二酸化マンガン鉱石を産

する」（浦島，1963） 

 

（3）鉱石品位 

・ 昭和 9～13年の生産でAu 6 g/t，Ag 141 g/t（斉藤ほか，1967） 

 

（4）鉱床の規模，生産量 

・ 鉱床の規模：Au の鉱床規模（精鉱中含有量）が 1 t 未満（渡辺，2000） 

・ 生産量： 

金・銀・マンガンを産し，3,000 t を出鉱（山岸，1984） 

昭和 9～13年の粗鉱量が金鉱 515 t，銀鉱 585 t（斉藤ほか，1967） 

 

（5）稼働状況（文献の記載時点での状況） 

・ 「1958年以降は休山」（山岸，1984） 

・ 「昭和 13年休山」（斉藤ほか，1967） 

 

4.2.6 島古丹鉱床 

島古丹鉱床は，浦島（1963）によれば，「寿都町北東端」に位置する海浜砂鉄鉱床とされ，1962年

に出鉱したとの記録が示されているが，その後稼働した記録はなく，基準（ア）に該当する鉱山で

はない。 

本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認された
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鉱種は砂鉱であるが，砂鉱については，1.2.1（2）において比較対象の鉱量等が設定されなかった基

準（イ）に該当しない鉱種である。以上のことから，本鉱床は基準（イ）に該当しない。 

なお，本鉱床の深度方向の存在状況については，地表付近の記録以外は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-6）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-6 島古丹鉱床に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・1962 年 4～10 月に精鉱約 2,400 t を出鉱（浦島，1963） 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 
打上げ砂鉄が濃集，厚さは 20～60 cm 程度（斉藤ほか，1967）。 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

砂鉱 砂鉄 
・約 10,000 t（浦島，1963） 

・3,000 t（斉藤ほか，1967） 

なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

 

（1）所在地 

・ 島古丹から北方能津登にかけての海浜に，汀線から数m 離れたところから道路の石垣まで幅

5～7 m の間に打ち上げ砂鉄が濃集（斉藤ほか，1967） 

・ 寿都町北東端に近い島古丹（磯谷）の，国道 29 号に沿う海浜砂鉄鉱床（浦島，1963） 

 

（2）鉱床 

・ 「巾 5～7 m の間に打ち上げ砂鉄が濃集している。その延長はほぼ 2,300 m におよび，厚さは

20～60 cm 程度である」（斉藤ほか，1967）。 

・ 「海浜砂層は国道と海岸の間に細長く分布し，2～5 m 内外，長さ約 1.5 km にわたる。」「砂

鉄は，その砂中に濃集し，高品位部の着磁率は 75%に達する」（浦島，1963）。 

 

（3）鉱床の規模 

・ 「着磁率平均 20%とみた鉱量は，ほぼ 3,000 t である。」（斉藤ほか，1967） 

・ 「鉱量は幅 2.5 m×長さ 1,000 m×厚さ 2.5m×比重 2.0 とすると，約 10,000 t（Fe 15%）と算

定される」（浦島，1963） 

 

（4）稼働状況（文献の記載時点での状況） 

・ 1962 年 4～10 月に「精鉱約 2,400 ton（Fe 60%）をだしたといわれる」（浦島，1963） 

 

4.2.7 樽岸鉱床 

樽岸鉱床は，斉藤ほか（1967）によれば，「後志国寿都町字樽岸町」に位置する砂鉄鉱床とされ，



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「鉱物資源・地熱資源」 

35 

昭和 25 年（1950 年）に出鉱したとの記録もあるが，その後稼働した記録はなく，基準（ア）に該

当する鉱山ではない。 

本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認された

鉱種は砂鉱であるが，砂鉱については，1.2.1（2）において比較対象の鉱量等が設定されなかった基

準（イ）に該当しない鉱種である。以上から，本鉱床は基準（イ）に該当しない。 

なお，本鉱床の深度方向の存在状況については，地表付近の記録以外は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-7）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-7 樽岸鉱床に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・昭和 25 年（1950 年）から操業（斉藤ほか，1967） 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 

磁鉄鉱含有量は低く，表土は低位砂丘で 0.3～1.1 m，高位砂丘で 1.3～3 m以上に及ぶ（斉

藤ほか，1967）。 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

砂鉱 砂鉄 
着磁率20%とみた予想埋蔵鉱量

は 11 万 t（斉藤ほか，1967） 

なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

 

（1）所在地 

・ 「後志国寿都町字樽岸町，朱太川河口付近にある。」（斉藤ほか，1967） 

 

（2）鉱床 

・ 砂鉄鉱床賦存範囲は延長 1,200 m 以上，巾 400 mであるが，砂層と互層をなすため，磁鉄鉱

含有率は低い。広義の厚さは 1 m 内外とみたが，表土は低位砂丘で 0.3～1.1 m，高位砂丘で

1.3～3 m 以上におよんでいる（斉藤ほか，1967）。 

 

（3）鉱床の規模 

・ 「着磁率 20%とみた予想埋蔵鉱量は 11 万 t」（斉藤ほか，1967） 

 

（4）稼働状況（文献の記載時点での状況） 

・ 昭和 25 年から樽岸駅の東方 1.2 km の高位砂丘の数m 下部の砂鉄を対象とし，操業している

（斉藤ほか，1967）。 

 

4.2.8 歌棄鉱床 

歌棄鉱床は，浦島（1963）によれば，「寿都町歌棄の国道 29 号東側」に位置する「段丘砂鉄鉱床」

とされているが，稼働した記録はなく，基準（ア）に該当する鉱山ではない。 
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本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認された

鉱種は砂鉱であるが，砂鉱については，1.2.1（2）において比較対象の鉱量等が設定されなかった基

準（イ）に該当しない鉱種である。以上のことから，本鉱床は基準（イ）に該当しない。 

なお，本鉱床の深度方向の存在状況については，地表付近の記録以外は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-8）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-8 歌棄鉱床に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・稼働実績なし 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 
段丘堆積物は，約 10 mの厚さに及ぶことがあるが，砂鉄層はその下部 3～4 m（浦島，1963）。 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

砂鉱 砂鉄 鉱量 80,000 t（浦島，1963） 
なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

 

（1）所在地 

・ 「寿都町歌棄の国道 29 号東側」（浦島，1963） 

 

（2）鉱床 

・ 段丘砂鉄鉱床，「段丘堆積物は約 10 m の厚さに及ぶことがあるが，砂鉄層はその下部 3～4 m

である」（浦島，1963）。 

 

（3）鉱床の規模 

・ 「鉱量は，東西幅 50 ｍ×南北長さ 400 m×厚さ 2 m×比重 2.0 ＝ 80,000 ton（Fe 10%）と予

想」（浦島，1963）。 

 

（4）稼働状況 

・ 稼働状況に関する記載は確認されなかった。 

 

4.2.9 丸山西方鉱床 

丸山西方鉱床は，浦島（1963）によれば，「寿都町島古丹の南西方約 1.5 km」に分布する段丘砂鉄

鉱床とされているが，稼働した記録はなく，基準（ア）に該当する鉱山ではない。 

本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認された

鉱種は砂鉱であるが，砂鉱については，1.2.1（2）において比較対象の鉱量等が設定されなかった基

準（イ）に該当しない鉱種である。以上のことから，本鉱床は基準（イ）に該当しない。 
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なお，本鉱床の深度方向の存在状況については，地表付近の記録以外は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-9）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-9 丸山西方鉱床に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・稼働実績なし。 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在）。 

存在状況

（深度） 
段丘砂層の厚さは 2～5 m（浦島，1963）。 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

砂鉱 砂鉄 鉱量 20,000 t（浦島，1963） 
なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

 

（1）所在地 

・ 「寿都町島古丹の南西方約 1.5 kmに分布」（浦島，1963） 

 

（2）鉱床 

・ 段丘砂鉄鉱床，「段丘砂層の厚さは 2～5 m である。砂層中の砂鉄高品位部の着磁率は 39%に

達する」（浦島，1963）。 

 

（3）鉱床の規模 

・ 「鉱量は，幅 50 m×長さ 200 m×厚さ 1 m×比重 2.0（Fe 10%）＝20,000 ton と予想」（浦島，

1963）。 

 

（4）稼働状況 

・ 稼働状況に関する記載は確認されなかった。 

 

4.2.10 寿都町湯別鉱化帯 

寿都町湯別鉱化帯は，経済産業省資源エネルギー庁（2002）にその位置が示されているが（図 

4.2-6），稼働した記録はなく，基準（ア）に該当する鉱山ではない。 

本鉱化帯において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認され

た鉱種はない。以上から基準（イ）に該当しない。 

なお，本鉱化帯の深度方向の存在状況に関する情報は確認されなかった。 

以下に本鉱化帯に関する記載のまとめ（表 4.2-10）と収集した文献の記載概要を示す。 
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表 4.2-10 寿都町湯別鉱化帯に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・稼働実績なし 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況

（深度） 
深度方向の記録なし 

鉱種，鉱量 
鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

金鉱 不明 不明 8 t 

 

（1）所在地 

・ 湯別（42°44’28”N，140°17’27”E 露頭）（経済産業省資源エネルギー庁，2002）（図 4.2-6） 

 

（2）鉱床 

・ 「寿都町南東の湯別神社付近には小規模な粘土化変質帯と数条の石英細脈が分布する。この

石英脈のAu 含有量は 0.3～1.5 ppm であり，微弱ながら金の鉱化が認められた」（経済産業省

資源エネルギー庁，2002）。 

 

（3）鉱床の規模 

・ 鉱床の規模に関する記載は確認されなかった。 

 

（4）稼働状況 

・ 稼働状況に関する記載は確認されなかった。 
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図 4.2-6 寿都町湯別鉱化帯位置 

経済産業省資源エネルギー庁（2002）の寿都町湯別鉱化帯の露頭位置を図示。寿都町の行政界（赤線）

および周辺自治体の行政界（黒線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

4.2.11 松井鉱山の鉱床 

松井鉱山は，大日方（1912）によれば，「寿都町字矢追町の海岸から約 50 m 台地の縁端の崖壁」

に位置し，明治 44 年（1911 年）に試掘されたとされているが，その後稼働した記録はなく，基準

（ア）に該当する鉱山ではない。 

本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認された

鉱種はない。以上から基準（イ）に該当しない。 

なお，本鉱床の深度方向の存在状況については，地表付近の記録以外は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-11）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-11 松井鉱山に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・試掘中の立坑（大日方，1912）（文献記載時点での状況） 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 
地表から約 12 m まで試掘（大日方，1912）。 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

銀鉱 不明 不明 49 t 

鉛鉱 方鉛鉱（大日方，1912） 不明 15,644 t 

亜鉛鉱 
閃亜鉛鉱 

（大日方，1912） 
不明 107,600 t 
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（1）所在地 

・ 寿都町字矢追町の海岸から約 50 m 台地の縁端の崖壁の下に試掘中の竪坑がある（大日方，

1912）。 

・ 後志国寿都地方金属鉱山分布図（大日方，1912）に松井鉱山の位置が示されている（図 4.2-7）。 

 

（2）鉱床 

・ 試掘中の竪坑は 40尺（1尺＝0.303 m で換算すると約 12 m，以下同じ）掘り下げている。鉱

床は閃亜鉛鉱および方鉛鉱の帯状構造の鉱脈，石英を脈石としてこの凝灰岩中に胚胎，鉱脈

は地表下 15尺（約 4.5 m）内外のところで幅 3寸～5寸（1寸＝3 cm で換算すると，9 cm～

15 cm，以下同じ）を保って，走向は東西で南方に 80 度傾斜，竪坑の下底では幅を減じて 1

寸～3 寸（3 cm～9 cm）となり，走向は東微北で北方に 7，80 度傾斜している。この鉱脈の

走向延長上の海浜および海底には幅数寸の石英脈があり少しく閃亜鉛鉱を点在しほぼ東西

に分布し，竪坑内の鉱脈と連続するものと推定される（大日方，1912）。 

・ 後志国寿都鉱山付近地質図（大日方，1912）に松井鉱山および鉱床が記載されている（図 

4.2-8）。 

 

（3）鉱石品位 

・ 鉱石は閃亜鉛鉱，方鉛鉱。百分中で銀 0.0264（264 g/t），鉛 31.98，亜鉛 17.88（大日方，1912）。 

 

（4）鉱床の規模 

・ 鉱床の規模に関する記載は確認されなかった。 

 

（5）稼働状況（文献の記載時点の状況） 

・ 「明治 43 年 8月初めて開坑。同 44 年 9月試掘中」（大日方，1912）。 
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図 4.2-7 後志国寿都地方金属鉱山分布図（松井鉱山周辺） 

大日方（1912）の後志国寿都地方金属鉱山分布図を抜粋。松井鉱山の位置に赤枠を加筆し明示。 

 

 

図 4.2-8 後志国寿都鉱山付近地質図（松井鉱山周辺） 

大日方（1912）の後志国寿都鉱山付近地質図より松井鉱山周辺を抜粋し，凡例および方位の配置を編集。

松井鉱山および鉱床の位置，名称を加筆。鉱床の凡例を赤枠で明示。 
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4.2.12 弁天沢の廃坑の鉱床 

弁天沢の廃坑は，大日方（1912）によれば，「寿都市街地の南部を流れる弁天沢の上流二股附近」

に位置し，明治 25～28 年（1892～1895 年），明治 43 年（1910年）に探鉱されたとされているが，

その後稼働した記録はなく，基準（ア）に該当する鉱山ではない。 

本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認された

鉱種はない。以上から基準（イ）に該当しない。 

なお，本鉱床の深度方向の存在状況に関する情報は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-12）と収集した文献の記載概要を示す。 

 

表 4.2-12 弁天沢の廃坑の鉱床に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 

・明治 25～28年（1892～1895 年），明治 43年（1910 年）に探鉱（大日方，1912）（文献記

載時点での状況） 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 
深度方向の記録なし。 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

銅鉱 黄銅鉱（大日方，1912） 不明 1,131 t 

鉛鉱 方鉛鉱（大日方，1912） 不明 15,644 t 

亜鉛鉱 
閃亜鉛鉱（大日方，

1912） 
不明 107,600 t 

硫化鉄鉱 黄鉄鉱（大日方，1912） 不明 
なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

 

（1）所在地 

・ 寿都市街地の南部を流れる弁天沢の上流二股附近にある（大日方，1912） 

・ 後志国寿都鉱山付近地質図（大日方，1912）に弁天沢の廃坑の位置が示されている（図 4.2-9）。 

 

（2）鉱床 

・ 1 番坑の鉱脈は方鉛鉱，黄銅鉱等よりなり，脈幅は初め 1 尺 2，3寸（約 36～39 cm）で掘進

するに随って，漸次細くなる。2 番坑では帯緑灰色の緻密質凝灰岩が分解しかつ多少珪質化

作用を受けており，これに黄鉄鉱，閃亜鉛鉱，方鉛鉱等が鉱染状に少し浸染し，この鉱染幅

は 1，2尺（約 0.3～0.6 m）で，走向は南 60 度東で南南西 75度に傾斜。そのほかに 3番坑の

西 60 m の所にある滝の直下の川の北岸にも凝灰岩が分解し粘土状となって，その中に珪質

化した堅い部分が塊状で埋存している箇所がある。これらの粘土状および珪質の岩石中に黄

鉄鉱，閃亜鉛鉱および方鉛鉱などが少し浸染している。この鉱染作用を受けた部分は帯状に

幅 3，4 尺（約 0.9～1.2 m）に達し，走向北 50 度西で南西 80 度に傾斜している（大日方，

1912）。 
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（3）鉱床の規模 

鉱床の規模に関する記載は確認されなかった。 

 

（4）稼働状況（文献の記載時点での状況） 

・ 「1番坑は明治 25 年より明治 28 年まで南 60度東に約 30 間（1間 1.8 mで換算して約 54 m，

以下同様）余り掘進。2番坑は明治 43 年 4月頃 4 間（約 7.2 m）掘進探鉱。3番坑は鉱床に達

していない」（大日方，1912） 

 

 

図 4.2-9 後志国寿都鉱山付近地質図（弁天沢の廃坑周辺） 

大日方（1912）の後志国寿都鉱山附近地質図より弁天沢の廃坑周辺を抜粋し，凡例および方位の配置を編集。

弁天沢の廃坑の位置および名称を加筆。鉱床および廃坑番号に関する凡例を赤枠で明示。 

 

4.2.13 潮路マンガン鉱山の鉱床 

潮路マンガン鉱山は，大日方（1912）によれば，潮路市街地の南東山麓に位置し，明治 42年（1909

年）に稼働していた記録はあるが，その後稼働した記録はなく，基準（ア）に該当する鉱山ではな

い。 

本鉱床において，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認された

鉱種はない。以上から基準（イ）に該当しない。 

なお，本鉱床の深度方向の存在状況に関する情報は確認されなかった。 

以下に本鉱床に関する記載のまとめ（表 4.2-13）と収集した文献の記載概要を示す。 
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表 4.2-13 潮路マンガン鉱山の鉱床に関する記載のまとめ 

項目 文献の記載状況 

稼働状況 
・明治 42 年（1909 年）4 月～7 月まで経営，その後休止（大日方，1912） 

・鉱業権の設定なし（2024年 2 月現在） 

存在状況 

（深度） 
深度方向の記録なし 

鉱種，鉱量 

鉱業法 鉱石 鉱量 比較対象の鉱量等 

ﾏﾝｶﾞﾝ鉱 不明 不明 
なし（基準（イ）に該当

しない鉱種） 

 

（1）所在地 

・ 「潮路市街地より南東に 8，9町（1町＝109 mで換算して，約 872～981 m）の山麓にある」

（大日方，1912）。 

・ 後志国寿都地方金属鉱山分布図（大日向，1912）に，潮路マンガン鉱山の位置が示されてい

る（図 4.2-10）。 

・ 後志国潮路マンガン山地質図（大日方，1912）に，潮路マンガン鉱山の位置が示されている

（図 4.2-11）。 

・ 潮路・潮路マンガン・永泰の各鉱床は，寿都町歌棄市街の南東方約 1 km から約 2.5 km にわ

たって北から南に並んで分布（浦島，1963）。 

 

（2）鉱床 

・ 鉱石は黒色土状のマンガン土。安山岩中には西北西より東南東に向かって一条の石英脈があ

って鉱石はこれと伴随して現出し，或いはその中に胚胎し幅は一定しない（大日方，1912）。 

・ 潮路沢の廃坑について，石英を含む安山岩中に 1条の石英脈が胚胎し，走向北 25 度西，傾斜

は西南西に 75 度にして幅 4 寸（約 12 cm）。この廃坑ではこの石英脈を追跡したが，脈幅狭

く長く続かない（大日方，1912）。 

・ 「安山岩中の石英脈または方解石石英脈で，金銀鉱石，あるいは，二酸化マンガン鉱石を産

する」（浦島，1963）。 

 

（3）鉱石品位 

・ 2 つの鉱石について，百分中の割合として，マンガン 27.86%・二酸化マンガン 42.42%および

マンガン 33.53%・二酸化マンガン 47.44%を示している（大日方，1912）。 

 

（4）鉱床の規模 

鉱床の規模に関する記載は確認されなかった。 
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（5）稼働状況（文献の記載時点での状況） 

・ 「明治 37 年頃発見。同年試掘の許可。明治 41 年 6 月試掘に着手。明治 42 年 4 月から 7 月

まで経営を継続。その後休止，目下廃山」（大日方，1912）。 

 

図 4.2-10 後志国寿都地方金属鉱山分布図（潮路マンガン鉱山周辺） 

大日方（1912）の後志国寿都地方金属鉱山分布図を抜粋。潮路マンガン鉱山の位置に赤枠を加筆し明示。 

 

 

図 4.2-11 後志国潮路マンガン山地質図 

大日方（1912）の後志国潮路満俺山地質図より潮路満俺鉱山周辺を抜粋し，凡例および方位の配置を編集。

満俺鉱の印の箇所に赤枠を加筆。鉱床の説明に関する凡例を赤枠で明示。 
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4.2.14 変質帯および近接する鉱山 

渡辺（2000）では，大金鉱山～永泰鉱山～潮路鉱山にかけての範囲が熱水変質帯と評価されてい

る（図 4.2-12）。 

この変質帯に分布している各鉱山の鉱床規模について，渡辺（2000）は大金鉱山が 1 t～10 t（金），

それ以外は 1 t 未満（金）としている。変質帯とされている範囲の鉱床の分布に関する記録は確認さ

れなかったが，永泰鉱山および潮路鉱山の鉱床については，前述のとおり基準（ア）および（イ）

に該当する鉱山ではないと評価している。 

一方，大金鉱山の金鉱の鉱床規模は 1.2.1で設定した比較対象の鉱量等（金鉱：8 t）を上回る可能

性があるが，下記のとおり当該鉱山の鉱床は黒松町内に分布するものと考えられ，文献調査対象地

区には及ばないと評価した。 

・ 斎藤（1953）では，大金鉱山は朱太川支流金ヶ沢の上流海抜 600～700 m付近に位置するとし

ており，当該支流の流域はすべて黒松内町に分布している。 

・ 内藤（2017）は大金鉱山を寿都町内にプロットしているデータもあるが，斉藤ほか（1967）

などによると鉱床の所在地は黒松内町とされている。 

なお，渡辺（2000）において，金ヶ沢鉱山が寿都町南方に示されているが，浦島（1963）は金ヶ

沢鉱山について「大金鉱山に属する」としており，文献調査対象地区に及ばない。 

 
 

 

図 4.2-12 変質帯の分布 

渡辺（2000）の図面および変質帯に係る部分の凡例を抜粋し配置を編集。図の上が北を示す。 
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第5章 地熱資源に関する基準に照らした評価 
5.1 地温勾配 

坑井データの確認結果として，図 5.1-1 に文献調査対象地区における坑井位置を，表 5.1-1 に各

坑井の地温および地温勾配を示す。坑井は文献調査対象地区の中央部に 4 ヵ所分布し，これらのう

ち，深度 300 m 以深の地温が計測されているものは，寿都町泉源の坑井（図 5.1-1 中の 437－004）

である。また，同坑井において，坂川ほか（2004）により温度プロファイルの取得が実施されてい

る（図 5.1-2）。 

地温勾配は，坑井 437-004（図 5.1-1）において，若松ほか（1995）による地温勾配12（℃/100m）

と，田中ほか（1999）による地温勾配13（K/km）が示されている。 

また，村岡ほか（2009）は日本全国の地熱資源に関する基礎的情報を整理しており，これによる

と文献調査対象地区の北西端および東部に 60～70℃/km の地温勾配を示している（図 5.1-3）。これ

らの地温勾配は 100℃/キロメートルを超過しない。 

以上から，基準（ア）に該当する地温勾配の記録は確認されなかった。 

 

  

図 5.1-1 坑井位置 

高見ほか（2008）の坑井 ID に基づき作成。寿都町の行政界（赤線）および隣接自治体の

行政界（黒線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。  

 
12 若浜ほか（1995）によると「坑底（検層最深）温度と基準（地表）温度（10℃）の差を単純に，坑底（検層最深）深度で

割って算定した」としている。 
13 田中ほか（1999）によると「各坑井データの坑底温度もしくは最高温度と“地表の基準温度”の差を掘削深度もしくは最

高温度を記録した深度で割ることにより，地温勾配値とした」とあり，地表の基準温度は各坑井最寄りの気象官署におけ

る平年気温（1961年～1990年）としている。また，「「60万分の1 北海道地温勾配図」（若浜ほか，1995）と全く同じデー

タセットをもとにしているが，本論文では場所によって異なる基準温度を用い地温勾配を計算しているので，両者の間で

は地温勾配の値は異なる」としている。 
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表 5.1-1 文献調査対象地区の坑井における地温勾配および地温 

松波ほか（1991），若浜ほか（1995），松波ほか（1996），田中ほか（1999），

坂川ほか（2004），藤本ほか編（2004），高見ほか（2008）に基づき作成。 

坑井 ID※1 
地温勾配 

（℃／km） 

地温 

測定深度（m）／温度（℃） 

437-001 － － 

437-002 － 167/36.1※4 

437-003 － 160/34.6※4 

437-004 51※2，52※3 1,040.1/63.6※5，1,054.6/63.5※2，1,055/63.3※6，1,101/62※7 

※1 高見ほか（2008）に基づく，※2 若浜ほか（1995）に基づく，※3 田中ほか（1999）に基づく，※4 松波

ほか（1991）に基づく，※5 坂川ほか（2004）に基づく，※6 松波ほか（1996）に基づく，※7 藤本ほか編（2004）

の柱状図より読み取り。 

 

 

図 5.1-2 坑井 437-004 における温度プロファイル 

坂川ほか（2004）の温度プロファイルから一部抜粋し，配置を編集。 
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図 5.1-3 地温勾配評価結果 

村岡ほか（2009）の地温勾配のデータを図示。寿都町の行政界（赤線）および隣接自治体の行

政界（黒線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

5.2 発電の用に供する生産井 

文献調査対象地区およびその周辺の地熱発電所の設置状況については，火力原子力発電技術協会

編（2023）によれば，2021 年度末で北海道内において運転している地熱発電所が立地する市町村は，

森町，弟子屈町，洞爺湖町，奥尻町である（図 5.2-1）。 

これらの地熱発電所は文献調査対象地区から 10 km 以上離れており，基準（イ）に該当する生産

井は確認されなかった。 

なお，玉生ほか（2001）によれば，文献調査対象地区の一部（朱太川沿いの 437-004（図 5.1 1）

周辺）が第四紀14火山に関連しない地熱資源賦存地域（ランクC）15とされている。 

 
14 2009 年に国際地質科学連合（IUGS）は，それまで約 180万年前としていた新第三紀と第四紀の境界を約 258 万年前に変

更し，翌年我が国でもこれを受け入れている。玉生ほか（2001）は，2009年以前の文献であることから，この時点では「約

180万年前以降」。 
15 第四紀火山に関連した地熱資源賦存地域及び深層熱水資源賦存地域以外で，42℃以上の地熱流体が得られる地点の周囲5 

km。ランク C は，ランク A（90℃以上の地熱流体が得られる地点が 1 箇所以上分布するか，70℃以上の地表地熱兆候及

び 1 km2以上の変質帯が存在する地域），ランクB（ランクA以外で，地化学温度が 150℃以上）以外。 
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図 5.2-1 地熱発電所が立地する市町村との位置関係 

文献調査対象地区と地熱発電所が立地する弟子屈町，洞爺湖町，森町および奥尻町の名称を加筆。

寿都町の行政界（赤線），地熱発電所立地自治体（緑線）およびその他市町村（黒線）の行政界は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。  
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第6章 評価のまとめ 
6.1 鉱物資源 

6.1.1 現在稼働中または近年稼働していた鉱山の鉱床等 

第 4 章に示したとおり，文献調査対象地区において，「現在稼働中の鉱山の鉱床等」は確認され

ず，鉱業権の設定も確認されなかった。また，基準（イ）で用いる比較対象の設定（1.2.1（2））に

おいて参照した埋蔵鉱量等の調査時点以降を近年として「近年稼働していた鉱山の鉱床等」も確認

されなかった。 

以上のことから，文献調査対象地区に基準（ア）に該当する鉱山の鉱床等（炭田，油田，ガス田

含む）はないと評価した。 

 

6.1.2 経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等 

第 4 章に示したとおり，文献調査対象地区において，1.2.1（2）で比較対象の鉱量を設定した鉱種

のうち，経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量等の鉱量等に関する記録が確認された鉱種は，金

鉱，銅鉱，鉛鉱および亜鉛鉱である。これらの鉱種の鉱床規模の記録が示されている鉱山は 4 ヵ所

（寿都鉱山，正荘鉱山，永泰鉱山，潮路鉱山）である。このほかに，硫化鉄鉱などがあるが，比較

対象の鉱量を設定した鉱種ではなく現在の経済的価値は小さいと考えられる。 

上記のうち，寿都鉱山の鉛鉱，亜鉛鉱の合計は，1.2.1（2）で設定した比較対象の鉱量等と同程度

の鉱床規模の評価結果が確認され（4.2.2），基準（イ）に該当する。ただし，寿都鉱山における地下

230 m 以深の情報は確認されず，最終処分を行おうとする地層の鉱量等の存在状況は不明である。

なお，230 m 以深の寿都鉱山の情報が確認されない理由として，寿都鉱山稼働当時の技術的・経済

的な観点から経済性が見出せないため，230 m 以深の開発に至らなかった可能性も考えられる。ま

た，正荘鉱山の鉱床の規模は，銅鉱，鉛鉱，亜鉛鉱の合計値として示されており（4.2.3），1.2.1（2）

で設定した比較対象の鉱量等と同等である可能性はあるが，鉱種毎の内訳が不明であるため基準（イ）

に該当することが明らかまたは可能性が高いとは言えない。永泰鉱山および潮路鉱山の鉱床の規模

は金鉱が 1 t 程度であり（4.2.4 および 4.2.5），いずれも 1.2.1（2）で設定した比較対象の鉱量等と比

べて少なく，基準（イ）に該当しないと考えられた。 

 

6.1.3 基準に照らした評価 

表 6.1-1 のとおり，文献調査対象地区において基準（ア）に該当する鉱山の鉱床等はない。一方，

基準（イ）については，寿都鉱山の鉱床が該当すると考えられたが，この鉱床は 230 m以深の記録

が確認できず，最終処分を行おうとする地層についての判断はできなかった。  



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「鉱物資源・地熱資源」 

52 

表 6.1-1 基準に照らした評価（鉱物資源） 

基準 

（最終処分を行おうとする地層と重なる部分に

おいて，下記が存在することが明らかまたは可能

性が高い場所を避ける。） 

基準に照らした評価 

基準に該当する 

鉱山の鉱床等 

最終処分を行うとする 

地層と重なる部分 

（ア）現在稼働中または近年稼働していた，鉱山

の鉱床等（炭田，油田，ガス田含む） 
該当なし － 

（イ）経済的，技術的に採掘できる可採埋蔵量

等の鉱量等（炭量など含む）が，同様の

鉱種の現在稼働中または近年稼働してい

た鉱山の鉱床等（炭田，油田，ガス田含

む）と同等である鉱床等。 

寿都鉱山の鉛鉱・亜鉛

鉱の鉱床が基準に該当

する。 

寿都鉱山の鉱床における地下

230 m 以深の記録が確認でき

ず，最終処分を行おうとする

地層についての判断はできな

い。 

 

6.1.4 概要調査に向けた考え方 

文献調査において十分に評価できなかった点について，概要調査では，「鉱物資源」がないように

「最終処分を行おうとする地層及びその周辺の地層」（対象地層等）を選ぶことから，対象地層等か

らの距離などに応じて詳細度を変えて調査することを検討する。 

広域にわたる鉱床などは，基本的に概要調査により把握し，許容リスク内であることの確認が難

しいものも含めて対象地層等から除外する，という結論を基本的には得ることができる見通しであ

る。 

十分に評価できなかった点については，公表されていない個別の鉱山ごとの記録を確認し調査す

ること，現地調査で得られた地層・岩体に関するデータなどに基づいて検討することを考える。 

なお，資源の価値は技術革新やイノベーションによって今後市場価値が急激に変わること16など

に留意する。 

6.2 地熱資源 

6.2.1 地温勾配 

第 5 章に示したとおり，文献調査対象地区において，基準（ア）に該当する地温勾配の記録は確

認されなかった。 

 

6.2.2 発電の用に供する生産井 

第 5 章に示したとおり，文献調査対象地区周辺 10 km 以内に，基準（イ）に該当する生産井は確

認されなかった。 

 

6.2.3 基準に照らした評価 

基準に照らした評価結果についてのまとめを表 6.2-1 に示す。同表のとおり，文献調査対象地区

において，基準に該当することが明らかまたは可能性が高い場所は確認されなかった。 

 
16 鏡ほか（2023）は，「鉱物資源等の掘採に係る考慮事項の「十分な量」や「品位」の基準は時代により利用価値の変化及

び技術の進歩によって変わるものであるが、「将来の社会環境を正確に予想することは困難であるため、現在の社会経済

環境が将来も続くもの」（原子力規制庁，2022）と考え、考慮事項が設定されている。」としている。 
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表 6.2-1 基準に照らした評価（地熱資源） 

基準 

（下記に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。） 
基準に照らした評価 

（ア）地温勾配（地下増温率）が 100℃/キロメートルを大きく超える

記録が確認されている。 
該当なし 

（イ）周辺数キロメートルまでの範囲において発電の用に供する生産

井が設置されている。 
該当なし 

 

6.2.4 概要調査に向けた考え方 

概要調査では，「地熱資源」がないように「最終処分を行おうとする地層及びその周辺の地層」（対

象地層等）を選ぶことから，対象地層等からの距離などに応じて詳細度を変えて調査することを検

討する。 

「地熱資源」は広域にわたり，基本的に概要調査により把握し，許容リスク内であることの確認

が難しいものも含めて，分布する範囲を対象地層等から除外する，という結論を基本的には得るこ

とができる見通しである。 

地温勾配についてはその値が確認された箇所が限られることから現地調査による確認も検討する。

また，詳細な評価を行う場合，地下深部からの地熱水の対流など地熱資源の賦存状況についても考

慮する。 

なお，玉生ほか（2001）によれば，文献調査対象地区の一部（朱太川沿いの 437-004（図 5.1-1）

周辺）が第四紀火山に関連しない地熱資源賦存地域（ランクC）とされている。
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添付資料A 情報を抽出した文献・データのリスト 
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第1章 調査，検討の考え方 
1.1 基本的な考え方 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，最終処分法という。）に定められた要件への適

合性の確認と同様に，技術的な観点からの検討について，原子力発電環境整備機構が 2020年に公表

した「北海道寿都郡寿都町 文献調査計画書」（以下，文献調査計画書という。）および経済産業省

資源エネルギー庁（2023）の「文献調査段階の評価の考え方」（以下，「文献調査段階の評価の考え

方」という。）に基づき，放射性物質の閉じ込め機能，地下施設の建設可能性の検討の観点から，地

下の状況と地質環境特性を取りまとめる。 

本説明書では，最終処分法に定められた要件に照らした評価の基礎情報として必要な文献調査対

象地区である寿都町における地層や岩体，断層などの分布といった地下の状況に関する情報の収集・

抽出・整理を行う。また，地層処分への適性の観点からの地質環境特性については，「技術的観点か

らの検討のうち地質環境特性に関する説明書」で行う。 

 

1.1.1 文献調査計画書 

文献調査計画書では，「6 文献・データに基づく評価」において，以下のとおり示されている。 

 

文献調査では、最終処分法に定める文献調査で評価する要件を満足せず、明らかに適切でない

場所を除外する作業を中心に、概要調査地区の候補を検討します。 

さらに、技術的な観点、経済社会的な観点からの検討も実施します。例えば、上記の評価の過

程で文献調査対象地区の地層や岩体、断層などの分布といった地下の状況について整理し、どの

地層がより好ましいと考えられるかなどの検討や、土地の利用制限などの検討を実施します。 

 

また，文献調査対象地区およびその周辺の地質・地質構造の評価に用いる文献・データとして，

5 万分の 1地質図幅および同説明書，20 万分の 1地質図幅などが示されている。 

 

1.1.2 「文献調査段階の評価の考え方」 

「文献調査段階の評価の考え方」では，「技術的観点からの検討の考え方」において，以下のとお

り示されている。 

 

④ このような観点から、地層や岩体、断層等の分布といった地下の状況、地層処分への適性の観

点からの地質環境特性を取りまとめ、地下施設設置場所としてのおおよその適性を把握する。検

討の目的から、最終処分を行おうとする地層だけでなく上部を含めた周辺の地層も評価の対象と

し、閉じ込め機能に関する特性についてはその継続期間も考慮する。 

 

また，「地層や岩体，断層等の分布といった地下の状況のとりまとめ」について，以下のとおり示

されている。 

 

文献調査対象地区の地質・地質構造について、地表地質図・主要な断面における地質断面図・

地質層序表・地史のような図表及びその説明書を作成する。その際には、収集した文献・データ
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第2章 文献・データの収集・情報の抽出 
2.1 収集対象範囲 

文献調査対象地区は，寿都町全域および海岸線から 15 km 程度以内の大陸棚の範囲（図 2.1-1）で

ある。 

文献調査対象地区の地形，地質・地質構造を取りまとめるうえでは，一連の堆積過程を理解し，

周辺地域の褶曲構造や断層などを含めて理解することが好ましいことから，文献調査対象地区周辺

の地形や分布する地質の情報に基づき収集対象範囲を設定した。 

文献調査対象地区および周辺の陸域には，主に新第三紀中新世以降に海底で堆積した火山岩類や

堆積岩類が広く分布する（詳細は 4.3 参照）。これらは新第三紀以降に現在の黒松内低地帯周辺に形

成されたと考えられる堆積盆を埋積した地層であり，これらを規制する地質構造の方向は文献調査

対象地区から概ね南方へ連続している。以上のことを踏まえて，堆積盆の広がりとこれを埋積した

新第三系最下位層（マス川層）が分布する地域を含む範囲を陸域の収集対象範囲とした（図 2.1-2）。 

海域については，文献調査対象地区陸域前面付近の大陸棚を包含する，文献調査対象地区の海岸

線から約 15km の範囲とした。 

 

 

図 2.1-1 沿岸部における地下施設設置のイメージ 

（沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会，2016） 
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図 2.1-2 収集対象範囲 

ベースマップは地理院タイルの陰影起伏図に基づく。高度段彩は国土地理院数値標高データに基づき作成。海

岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域デー

タ）」（国土交通省）に基づく。  



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地形，地質・地質構造」 

5 

2.2 収集・抽出の観点 

2.1 に示した収集対象範囲に分布する地層・岩体の岩相，年代情報および地質構造などに関する文

献・データや，ネオテクトニクス，文献調査対象地区およびその前面の沿岸域における地形に関す

る文献・データを収集し，情報を抽出した。 

文献調査対象地区およびその周辺地域の地形，地質・地質構造に関連した公的機関公表資料や学

会誌，一般書籍，北海道電力泊発電所関連資料などの文献・データを収集した。 

収集対象とした公的機関は，産業技術総合研究所地質調査総合センター，国土交通省北海道局，

北海道立総合研究機構産業技術環境研究本部エネルギー・環境・地質研究所，海上保安庁海洋情報

部，国土地理院，防災科学研究所，新エネルギー総合開発機構および各自治体などである。  

 

2.3 抽出結果 

2.1 および 2.2 に基づいて収集し，情報を抽出した文献・データを「添付資料A 情報を抽出した

文献・データのリスト」にまとめた。 

また，本説明書において引用している文献・データは「引用文献」として示した。この「引用文

献」には，一般的な教科書類などの文献・データも含まれる。なお，「情報を抽出した文献・データ

のリスト」においては 1 件としている文献・データを，引用箇所を明確にするためにいくつかに分

けて扱っている場合もある（例えば，原子力規制委員会審査会合資料）。一方，収集・抽出の観点に

は該当するがその内容について本調査との関連性が小さい場合または情報が重複する（例えば，旧

版・最新版，引用・被引用文献など）場合など，情報を抽出したリストに示した文献・データでも

引用していないものがある。  
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第3章 地質・地質構造に係る既存情報の概要および取りまとめの考え方 
本調査では地質図および推定地質断面図を作成することから，地質・地質構造については，既存

の文献・データから得られる情報の概要およびその取りまとめの考え方を陸域および海域のそれぞ

れで整理する。 

 

3.1 地質・地質構造に係る既存情報の概要 

3.1.1 陸域 

「日本の地質図史」（加藤ほか編，2011）によると，明治 9 年（1876年）に 200 万分の 1「日本蝦

夷地質要略之図」（Lyman et al., 1876）が作成され，これがわが国最初の広域地質図となった。 

長尾・佐々（1933a，1933b，1934a，1934b）は，黒松内地方の地質図と地質層序を示し，下位よ

り訓縫統，八雲統，黒松内統，ガロ川噴出物層および瀬棚統に区分した。さらに，黒松内付近を南

北に通じる凹地帯を黒松内低地帯と呼んだ。 

北海道立地下資源調査所および地質調査所は，地表地質調査を行い，2.1 で示した収集対象範囲に

ついて以下の 5万分の 1 地質図幅および説明書を発行した。 

・ 山岸ほか（1976）島古丹，北海道立地下資源調査所 

・ 山岸（1984）歌棄，北海道立地下資源調査所 

・ 久保ほか（1983）長万部，地質調査所（久保ほか（1988）で，地質層序および地質図の一部

を改訂。） 

・ 石田（1983）国縫，地質調査所 

・ 鈴木ほか（1981）寿都，北海道立地下資源調査所 

・ 黒沢ほか（1993）大平山，北海道立地下資源調査所 

加えて，長万部町，今金町および島牧村は，町村内の地質・地質構造を整理し，以下の 5 万分の

1 地質図および説明書を発行した。 

・ 鈴木ほか（1967）長万部町の地質，長万部町 

・ 岡・三谷（1981）今金町の地質，今金町 

・ 山岸・和氣（1995）島牧村の地質と資源・環境，島牧村 

地質調査所は，西南北海道地域の 20万分の 1地質図幅「岩内」（対馬，1968），「岩内」第 2版（石

田ほか，1991）および「室蘭」（石田ほか，1983）を発行した。 

以下では，既存情報を，まず概ね幌別山地，寿都半島，黒松内低地帯および今金の地域ごとに整

理し，その後全体論，ボーリング調査結果などについて整理する。 

池谷・林（1982）は，幌別山地周辺および黒松内低地帯の地質層序に関する従来の各種の見解を

整理したうえで，独自の調査結果に基づいて各地層および地質構造を詳細に記載するとともに，地

層区分や各構造線などを再定義した。 

岡村（1984）は，寿都半島の新第三系地質層序に関して月越火砕岩層を定義し，同層は寿都湾の

東側地域にも分布すること，および寿都湾周辺に多数認められる岩脈の性状・分布から，月越火砕

岩層が寿都湾を中心とする噴火によってもたらされたものとした。その後，岡村（1986a）は，寿都

半島に分布する新第三紀火山岩類について岩石記載や全岩化学組成分析などを実施し，岩石学的特

徴から 2つの岩群に区分されるなどとした。また，岡村（1986b）は，西南北海道の新第三紀火山岩
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類の岩石化学的性質について検討し，さらに同地域の第四紀火山岩類と比較し，新第三紀以降の火

山岩類の化学組成の時間変遷とその成因について考察した。 

道南グリーン・タフ団体研究グループ（1984）は，島牧地域に分布する新第三系の地質・地質構

造について整理した。 

北海道電力（2015）は，弁慶岬西方地域，黒松内低地帯地域および尻別川地域の地質・地質構造

について整理した。 

高橋ほか（1990）は，狩場山地東部長万部地域に分布する地層の整理を行った。 

椿原（1991）は，黒松内低地帯にみられる褶曲軸や断層はほぼ南北に延びることから，これらは

広域的な東西水平圧縮力に起因すると考えた。 

鴈澤（1992）は，島牧および長万部地域を含む西南北海道の新第三系層序を整理し，併わせて前

期中新世以降の古地理図を作成した。 

池谷・林（1982），椿原ほか（1989）および能條ほか（1999）は，化石層序や岩相区分などを整理

して，黒松内地域に分布する本説明書のガロ川噴出物層および黒松内層に相当すると考えられる地

層とこれより上位の地質層序についての見解を示した。 

能條・鈴木（1999）は，黒松内低地帯に分布する瀬棚層の貝殻密集層の軟体動物化石と有孔虫化

石の複合解析を行って，堆積過程の復元を行った。 

Goto, et al. (2018)は洞爺火砕流堆積物の調査を行い，黒松内町熱郛で厚さ 10 m 以上の火砕流堆積

物を確認した。 

Sawada (1962)，橋本ほか（1963）および池谷・植松（1968）は，国縫川および後志利別川流域の

地質・地質構造および地質層序について整理した。能條ほか（1994a），能條ほか（1994b）および能

條ほか（1996）は，今金地域の後志利別川流域に分布する黒松内層および瀬棚層の K–Ar 年代測定

を含む岩相層序を整理した。 

八幡（1989）は，西南北海道北部の地質区および堆積盆地に関する知見を整理した。 

石田・秦（1989）は，既存の研究成果をもとに渡島半島地域の各堆積区における第三系の概要と

地質構造発達史を取りまとめた。 

嵯峨山（2000）は，珪藻生層序と放射性年代値などを用いて北海道における新第三系の層序の検

討・対比を行うとともに，堆積物の層相によって海水準変動を復元した。 

日本地質学会編（2010）は，北海道地方の地質・地質構造について取りまとめた。 

寿都町中央部の丸山丘陵北側では，深度 1,101 m の温泉ボーリング調査が実施されている（高見

ほか，2008；藤本ほか編，2004）。 

黒松内町中央部の黒松内背斜軸部付近では，深度 3,310 m の基礎試錐調査（石油技術協会，1993）

と深度 1,304 m の温泉ボーリング調査（高見ほか，2008；藤本ほか編，2004）が実施されている。 

尻別川および朱太川河口付近と丸山丘陵東方（白炭断層付近）では反射法地震探査が実施されて

いる（北海道電力，2015）。 

 

3.1.2 海域 

海上保安庁水路部（1995，1979a）は，文献調査対象地区海域を含む海域の地質調査（音波探査，

底質調査）などを実施し，当該海域の海底地質構造図を作成した。 

嵯峨山ほか（2000）は，渡島半島日本海側海域の地形・底質調査を実施し地質・底質図を作成し

た。 
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片山ほか（2012）は，積丹半島北部から西岸，尻別川に至る日本海側海域の表層堆積物の採取お

よび粒度分析や音波探査などを実施し表層堆積図を作成した。 

北海道電力（2015）は，渡島半島日本海側海域に対して海上音波探査などの海域地質調査を実施

して地質・地質構造の整理を行った。このなかで，地質層序をⅠ～Ⅷ層に区分し地質年代と対比し

た。なお，北海道電力（2016）において海域層序の一部が改訂されている。 

岡村・佐藤（2023）は，1995 年～1999年に実施されたGH95 航海，GH96 航海およびGH99 航海

の海上音波探査結果などに基づき，積丹半島付近の海底地質図を作成した。 

 

3.2 地質・地質構造の取りまとめの考え方 

本調査では，2.1 で収集・抽出した情報に基づき，文献調査対象地区および周辺地域の地質・地質

構造について，地表地質図，主要な断面における地質断面図，地質層序表を作成するため，陸域お

よび海域それぞれにおける地質・地質構造の取りまとめの考え方について述べる。なお，「文献調査

段階の評価の考え方」に記載のとおり，「既往の文献・データから得られる情報には限界がある」こ

と，「作成できるものに限界がある」こと，および「不確実性が残る」ことに留意する必要がある。 

また，本調査での取りまとめに際して，以下に記載するような用語や時代の統一の対応を行って

いる。 

・ 現在使用されていない地質用語については，現在使用されている用語に読み換える（例えば，

「石英安山岩」を「デイサイト」とする，「累層」を「層」とする，鉱物名として廃止されて

いる「紫蘇輝石」を「直方（斜方）輝石（以下，直方輝石）」とする，半深成岩に対し使用さ

れてきた「斑岩」を用いない，など）。 

・ 2009 年に国際地質科学連合（IUGS）によって，それまで約 181 万年前とされていた第四紀

の始まりが変更されたことにより，本調査では，第四紀の始まりを約 258 万年前（「文献調査

段階の評価の考え方」より）とする。これ以前に発行された文献・データについては，第四

紀の始まりを約 181 万年前とみなし，鮮新世の一部が第四紀に含まれるものとする。 

 

3.2.1 陸域 

（1）地質図 

陸域の地質図の作成に当たって収集し，情報を抽出した文献は以下の文献①～⑪である。 

① 山岸ほか（1976）5万分の 1 地質図幅「島古丹」および説明書 

② 山岸（1984）5 万分の 1地質図幅「歌棄」および説明書 

③ 久保ほか（1983）長万部地域の地質 

（久保ほか（1988）により，地質層序および地質図の一部を改訂。） 

④ 石田（1983）国縫地域の地質 

⑤ 鈴木ほか（1981）5万分の 1 地質図幅「寿都」および説明書 

⑥ 黒沢ほか（1993）5万分の 1 地質図幅「大平山」および説明書 

⑦ 鈴木ほか（1967）長万部町の地質，長万部町 

⑧ 岡・三谷（1981）今金町の地質，今金町 

⑨ 山岸・和氣（1995）島牧村の地質と資源・環境，島牧村 
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⑩ 石田ほか（1991）20万分の 1 地質図幅「岩内（第 2 版）」 

⑪ 石田ほか（1983）20万分の 1 地質図幅「室蘭」 

これらのうち，文献①～⑨は 5 万分の 1縮尺，文献⑩，⑪は 20 万分の 1縮尺の地質図である。文

献⑩，⑪での縮尺レベル（20 万分の 1縮尺）では，文献①～⑨に比べると地層や岩相の統合や走向・

傾斜記号の省略などがなされており，本調査での取りまとめにあたり情報量が少ないと考えられる。 

これより，本調査における地質図の作成に当たっては，5万分の 1縮尺とし，5 万分の 1地質図幅

を用いることを基本とする。また，地質図の作成範囲については，文献調査対象地区からの地質・

地質構造の連続性を考慮し，図 3.2-1 に示す範囲とする。図 3.2-1 に示すとおり，この範囲には，5

万分の 1地質図幅の文献①～⑥があるが，5万分の 1 地質図幅が未刊行である南西部の区画（今金）

では，町発行の文献⑦，⑧があることから，これらを用いる。なお，文献⑨については，範囲が文

献⑤，⑥に包含されることから，文献⑤，⑥を優先して用いる。 

地質図の塗分けは文献①～⑧を参考に，寿都層，磯谷層などの地層をさらに岩相ごとに分けて行

うことを基本とする。地層・岩体名および岩相については，文献①～⑧を参照して整理する。なお，

地層・岩体名をさらに細分化している場合（例えば，「寿都層下部」など）や，いくつかの岩相をま

とめて示している場合（例えば，「黒松内層 主に堆積岩類」など）がある。 

地質層序については，文献①～⑧に加え，ほかの文献から得た年代測定値や生層序データなどを

含めて整理する。整理結果は地質層序表に取りまとめる。また，既存文献の地質層序との対比のた

め，層序対比表を作成する。層序対比表の作成に当たっては，各既存文献における地質層序表や模

式柱状図などを参照する。 

貫入岩については，読図および収集・抽出した年代測定値に基づき，地質図の凡例では，貫入す

ると考えられる最も若い地層の上位に記載する。 

断層については，以下のように断層と伏在断層の 2 種類を示す。 

・ 文献②では活断層が示されているが，断層の活動性は別途，「地震・活断層に関する説明書」

（以下，説明書「地震・活断層」という。）にて評価することから，本調査ではこれを活断層

としてではなく，断層として扱う。 

・ 文献②では地質推定断層が，文献④，⑥では推定断層が示されているが，地質図上で地層・

岩体に変位が認められることから，本調査ではこれらを断層として扱う。 

・ 伏在断層については文献③，④，⑧で示されているものを原典のとおり示す。なお，文献①，

②，⑤，⑥，⑦では伏在断層が示されていない。 

褶曲軸については，走向・傾斜および地層・岩体の分布に基づき記載する。 

地質図の作成に当たっては，文献①～⑧間において，地層・岩体や断層に不連続がある。本調査

では，当該の岩相や地形などを踏まえ，それらを編集して作成する。以下に例を示す。 

・ 文献調査対象地区中央部の黒松内低地帯の東西両側には，ほぼ同時代の地層と考えられる寿

都層と磯谷層が分布する。文献⑤では寿都層下部（水冷破砕岩・ピローブレッチャ・火山礫

凝灰岩）が分布するが，その南東方向延長部では文献②において磯谷層（変質安山岩溶岩・

水冷破砕岩）が分布し，さらに低地帯を挟んで寿都町歌棄付近の幌別山地西麓に同層の同岩

相が分布する（図 3.2-2）。地層の連続性や岩相が類似すること，および文献②に磯谷層（変

質安山岩溶岩・水冷破砕岩）が文献⑤の寿都層下部に相当する旨が記載されていることから，
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本調査ではこれらを寿都層下部とする。 

・ 同様に，図 3.2-3 に示す黒松内低地帯西部の黒松内層と永豊層は，それらの分布が既存図幅

間で概ね連続していることと岩相が類似していることから，本調査では一つの地層（黒松内

層）として扱う。 

・ 久保ほか（1988）では，文献③の地質層序および地質図の一部改訂が行われており，その内

容を反映した。この過程で，黒松内岳溶岩をガロ川噴出物層（文献③のガロ川火山岩類に相

当）に変更している。これに伴い，本層が連続し，岩相が類似する文献⑥の黒松内層安山岩

質ハイアロクラスタイト（凝灰角礫岩を伴う）および複輝石安山岩溶岩についても，ガロ川

噴出物層に変更する。 

 

（2）地質断面図 

推定地質断面図の作成に当たっては，上記の地質図などにおける表層地質情報に加え，収集・抽

出したボーリング調査結果や反射法地震探査結果を参照する。この際に，表層地質情報などから相

対的な確度が高い断層を「断層」として，それ以外の断層を「推定断層」として示す。断面位置は，

地形および地質・地質構造を踏まえて設定する。なお，深度方向の情報には限りがあることから，

深度が増すにつれて，不確実性が高まる。  
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図 3.2-1 文献調査対象地区および周辺地域の 5万分の 1地質図 

本図は文献①～⑧の地質図を貼り合わせたものである。黒線は各地質図の境界を，赤枠は本調査での地質図作

成範囲を示す。①山岸ほか（1976），②山岸（1984），③久保ほか（1983），④石田（1983），⑤鈴木ほか（1981），

⑥黒沢ほか（1993），⑦鈴木ほか（1967）および⑧岡・三谷（1981）に各地質図の境界，文献の番号，本調査

での地質図作成範囲，方位および縮尺を加筆。⑦鈴木ほか（1967）および⑧岡・三谷（1981）についてはトリ

ミングを実施。⑦⑧南側の白地部分は⑦⑧において地質分布が示されていない範囲（八雲町）である。
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図 3.2-2 黒松内低地帯北部の 5万分の 1地質図 

黒線は両文献（⑤鈴木ほか（1981）および②山岸（1984））の境界を，赤枠はそれぞれ文献⑤による寿都層

下部（水冷破砕岩・ピローブレッチャ・火山礫凝灰岩）の，文献②による磯谷層（変質安山岩溶岩・水冷破

砕岩）の分布を示す。⑤鈴木ほか（1981）および②山岸（1984）に各地質図の境界，文献の番号，対象地層

の分布，方位および縮尺を加筆。  
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図 3.2-3 黒松内低地帯西方の 5万分の 1地質図 

黒線は各文献（②山岸（1984），③久保ほか（1983），⑤鈴木ほか（1981）および⑥黒沢ほか（1993））の境界

を，赤枠はそれぞれ文献②による永豊層（シルト岩・砂岩およびスコリヤ凝灰岩）の，文献③による黒松内層

（シルト岩部層 シルト岩・砂岩・礫岩および凝灰岩（凝灰角礫岩を伴う））の，文献⑤による永豊層（砂岩・

シルト岩層 砂岩・珪藻質シルト岩）の，文献⑥による黒松内層（シルト岩（砂岩および凝灰岩を伴う））の分

布を示す。②山岸（1984），③久保ほか（1983），⑤鈴木ほか（1981）および⑥黒沢ほか（1993）に各地質図

の境界，文献の番号，対象地層の分布，方位および縮尺を加筆。  
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3.2.2 海域 

海域の地質図の作成に当たって収集し，情報を抽出した文献は以下の⑫～⑰である。 

⑫ 海上保安庁水路部（1995）沿岸の海の基本図（5万分の 1）寿都 

⑬ 海上保安庁水路部（1979a）沿岸の海の基本図（5万分の 1）茂津多岬 

⑭ 嵯峨山ほか（2000）北海道沿岸域の地質・底質環境 —2— 西南北海道海域 

⑮ 片山ほか（2012）積丹半島付近表層堆積図（20万分の 1） 

⑯ 北海道電力（2015）泊発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（3 号発電用原子炉施設の

変更）および関連審査会合資料（例えば，北海道電力，2013，2016） 

⑰ 岡村・佐藤（2023）積丹半島付近海底地質図（20万分の 1） 

これらのうち，表層を主な対象としている文献⑭，⑮を除いたうち，文献⑫，⑯は収集対象範囲

を概ね包含し，文献⑰は半分程度を包含する。文献⑬は収集対象範囲のごく一部を包含するが，そ

の範囲はより新しい文献⑫にほぼ内包される。 

文献⑯は，文献⑫を参考文献に含み，既存文献1の年代測定値や生層序データを用いた地質年代と

の対比とともに陸域層序との対比が行われている。これらに加えて海上ボーリングや指標テフラを

用いた地質年代との対比が行われており，海上音波探査記録の解釈図など，公表資料が豊富である。 

以上より，海域の地質図・地質断面図・地質層序表の作成に当たっては，主に文献⑯を参照する。

地質図の作成は収集対象範囲を対象とする。地質断面図については，文献⑯における海上音波探査

記録の解釈図を参照し，寿都町前面海域における主要な断面図を作成する。 

さらに，文献⑫，⑰との層序対比表を作成する。地質層序表は層序対比表と合わせて示す。 

 
1 渡辺真人（2000），本山（2000），石塚ほか（2000）など。 
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第4章 地形，地質・地質構造 
第 4 章では，文献調査対象地区および周辺地域について，ネオテクトニクスの概要，地形概説，

地質概説および地質各論を示す。 

 

4.1 ネオテクトニクスの概要 

4.1.1 テクトニック・セッティング 

北海道およびその周辺海域におけるテクトニック・セッティングについてまとめたものを図 

4.1-1 に示す。図 4.1-1 に示されるように，北海道は，東北日本弧と同じくオホーツクプレートに属

し，その東側に太平洋プレートが，西側にアムールプレートが位置する。 

太平洋プレートは，千島海溝と日本海溝においてオホーツクプレートの下に沈み込んでおり，こ

のとき，太平洋プレートは千島海溝から斜めに沈み込むため，それに引きずられる前弧（千島前弧

スリバー）は南西方向に移動し，東北日本弧に衝突したと考えられている（平，2000；木村，2002）。

千島弧と東北日本弧の衝突は，前期中新世に生じたと考えられており（日本地質学会編，2010），千

島弧前弧スリバーの西進は現在に至るまで継続していると考えられている（例えば，多田・木村，

1987；日本地質学会編，2010）。しかし，北海道における後期中新世以降の火山活動の時空変遷から

見ると，千島弧での太平洋プレートの斜め沈み込みの程度は，鮮新世を通じて次第に弱くなってお

り，そのことに呼応して千島前弧スリバーの西進運動が衰えたと考えられている（中川ほか，1999）。 

一方，アムールプレートは，オホーツクプレートと日本海の東縁部において収束する（Wei and Seno, 

1998）。この収束境界は日本海東縁変動帯と呼ばれ，単一のプレート境界断層によって境されるもの

ではなく，場所によって変形の幅が変化する複雑な境界であると推定されている（平，2002）。日本

海東縁変動帯は，日本海拡大時のリフト境界が圧縮境界に転じたものと考えられており，その活動

開始時期については，約 300 万年前と推定されている（平，2002；岡村・加藤，2002）。 
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図 4.1-1 北海道およびその周辺海域におけるテクトニック・セッティング 

日本海東縁変動帯，プレート境界，主要断層の分布については平（2002）を，地質学的歪み集中帯の分布につ

いては岡村（2002）を参照して作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町行

政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

4.1.2 北海道南西部におけるテクトニクス 

文献調査対象地区が位置する北海道南西部から日本海東縁変動帯にかけての地形・地質構造は，

南北方向と北西－南東方向のものの組み合わせからなり，東北日本弧の脊梁山脈およびその西方の

北への延長部とみなされている（岡，1997，1999）。この範囲には，東北日本弧から延びる南北性の

逆断層を伴う褶曲帯がいくつも発達する。逆断層は約 300 万年前以降に成長し始めたと考えられる

ことから，断層・褶曲帯は過去約 300 万年間に地殻の短縮歪みが集中した地質学的歪み集中帯を表

すものと考えられている（岡村，2002）。 

北海道南西部における応力情報については，新生代岩脈群の走向分布，新生代鉱脈，地質断層，

活断層の方向とセンス，火山・火口の配列などの地質学データ，地震学データ，三角・三辺測量や

GNSS 観測による測地観測データから得ることができる。地質学データに基づいて広域応力場を推

定した既存文献には，大槻（1989），山岸・渡辺（1986），Watanabe (1991)，渡辺（1986，1993a，1993b），

Watanabe (1995, 2002)が挙げられる。これらの推定結果のうち，渡辺（1993a）によると，文献調査対

象地区が位置する北海道南西部の北部における広域応力場は，6 Ma頃に，最小水平圧縮応力が西北

西－東南東方向の伸張場から，最大水平圧縮応力が西北西～北北西－東南東～南南東方向の圧縮場

に転換したとされる。この 6 Ma 以降の圧縮方向は，後期中新世以降もしくは鮮新世頃以降の北海

道南西部における広域応力場が，最大水平圧縮応力が概ね東西もしくは北西－南東方向の圧縮場に

あると推定した大槻（1989），渡辺（1986），山岸・渡辺（1986）とも整合する。 
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6 Ma 以降の北海道南西部の北部における最大水平圧縮応力の方向について，岩脈および火口の方

向と年代に基づいてより詳しく見ると，それらは時代により変化しており，4.2～4.0 Ma にN55°W，

2.4～2.0 Ma と 1.5 Ma にN70°W，1.2～0 Ma にN33°W，30～6 ka にN25-15°Wであったと推定され

ている（渡辺，1993a）。このような応力方位の変化は，この地域の鉱脈や火山列の方向からも見出

されている（Watanabe, 1991；渡辺，1993b）。こうした変化は，太平洋プレートの最大水平圧縮応力

軸の方向の変化，すなわち，5.8 Ma 以降，N51°Wから反時計回りに回転し，2.6 Ma にはN65°Wに

なり，その後時計回りに回転してN30°Wになった変化に対応して生じたと考えられている（渡辺，

1993a，1993b）。さらにWatanabe (2002)を参照すると，3.6～1.5 Ma頃に太平洋プレートが東北日本

弧へ直交に沈み込み，その収束速度が 15 Ma 以降で最も高くなったこと，1.5 Ma 以降は太平洋プレ

ートが東北日本弧へ斜めに沈み込み，その収束速度が減少したことが読み取れる。東北日本弧に直

交に沈み込む太平洋プレートは，それ自体が北海道南西部を圧縮するように働くだけでなく，千島

前弧スリバーに斜めに沈み込むことで，千島前弧スリバーの西進も強化したと考えられることから，

3.6～1.5 Ma 頃は，北海道南西部における水平圧縮応力が相対的に高まった時期だと考えることがで

きる（Watanabe, 1995, 2002）。 

上述の地質学データに基づいて推定された 6 Ma 以降の広域応力場の推定結果は，地震学データ

に基づく現在の地殻応力の情報，例えば，地震のモーメントテンソル解を用いて推定された三次元

応力パターン（Terakawa and Matsu’ura, 2010）から，北海道南西部では東西～北西－南東方向の圧縮

かつ逆断層型の応力場が卓越していると読み取れること，地震のメカニズム解を用いて推定された

地殻の水平最大主応力（Uchide et al., 2022）から，黒松内低地帯北部では北西－南東方向と読み取れ

ること，とも整合的である。その一方で，測地観測データから把握された地殻水平歪みについて見

ると，北海道南西部では北西－南東方向の圧縮歪み（国土地理院，1997；Iinuma et al., 2005）だけで

なく，観測期間によっては，北西－南東～東西方向の伸長歪みが卓越するようである。例えば，明

治以降の約 100 年間の三角・三辺測量データ（国土地理院，1997；Sagiya et al., 2000）からは，北西

－南東方向の伸長歪みが卓越していることが読み取れ，1997～99 年のGNSS 観測データ（Sagiya et 

al., 2000）からは，東西方向の伸長歪みが卓越していることが読み取れる。鷺谷（2002）は，前者の

原因については 1983 年の日本海中部地震時に伸長歪みが生じた可能性を，後者の原因については

1993 年の北海道南西沖地震の余効変動による影響の可能性を，それぞれ指摘している。 
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4.2 地形概説 

4.2.1 黒松内低地帯とその周辺の地形 

文献調査対象地区は，北海道南西部の中心付近を南北に横切る幅 10～15 km の相対的な凹地，「黒

松内低地帯」の北端部に位置する。黒松内低地帯は，その東側を幌別山地と賀老山山地に，その西

側を狩場山地と月越山脈（寿都半島）によってそれぞれ境され，その南部には第四紀火山である「写

万部山」（西来ほか編，2012）がある（図 4.2-1）。以下では，黒松内低地帯とその周辺に位置する山

地の地形的特徴について述べる。 

 

 
図 4.2-1 北海道南西部，黒松内低地帯とその周辺の地形概要 

黒の一点鎖線は寿都町行政界を，数字は標高（m）をそれぞれ示す。ベースマップは地理院タイルの陰影起伏

図に基づく。高度段彩は国土地理院数値標高データに基づき作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」

（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

4.2.2 黒松内低地帯 

黒松内低地帯は，鮮新世から前期更新世にかけての堆積盆の名残りであり，第四紀に隆起傾向に

ある低地帯の中軸が，河川による侵食を受けた結果，形成された地域であると考えられている（奥

村，2003）。そのため，低地帯と名付けられているが，その地形は起伏に富む。 

この低地帯では，南北性の活褶曲の発達がみられる。低地帯の中軸部では，丸山丘陵，チョポシ

ナイ丘陵，黒松内丘陵が形成され，逆断層により地形面に変形が生じている（例えば，活断層研究



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地形，地質・地質構造」 

19 

会編，1991；池田ほか，2002；奥村，2003；今泉ほか，2018）。 

黒松内低地帯を流下する河川は，日本海（寿都湾）に向かって流れる河川水系（例えば，朱太川，

熱郛川，歌才川）と太平洋（内浦湾（噴火湾））に向かって流れる河川水系（例えば，知来川，長万

部川）に分かれる。両水系の分水界は，現在，低地帯中央部の蕨岱付近に形成された谷中分水界に

置かれるが（図 4.2-1），蕨岱周辺の河成段丘の分布状況から，最終氷期には，知来川は，この谷中

分水界を越えて日本海に向かって流れていたと考えられている（奥村，2003）。 

黒松内低地帯において日本海に向かって流れる河川は，その中～下流部で文献調査対象地区を流

下する朱太川に合流する。 

 

4.2.3 黒松内低地帯周辺の山地 

月越山脈と狩場山地は，共に黒松内低地帯の西縁をなす山地である（図 4.2-1）。月越山脈は，日

本海に向かって突き出す寿都半島を形成する山地であり，その最高標高は母衣月山の 504 mである。

一方，狩場山地は，西から順に第四紀火山である「狩場山」（西来ほか編，2012；最高標高は狩場山

の 1,520 m），標高 1,191 m の太平山に代表されるような主稜部の標高が 1,000 m を超える山地，そ

の東側に付け加えられたように分布する一段低い山地（例えば，標高 740 m の黒松内岳，標高 569 

m の二股山）から構成される山塊である。地質図（付図 1 および図 4.3-1）との比較によると，この

標高の違いは山地を構成する地質の違いに対応しているようであり，高い方の山地は，中生代の地

層とそれらを貫く花崗岩類からなり，低い方の山地は主に新第三紀の堆積岩類・火山岩類からなる。

なお，国土庁土地局（1975）や小疇ほか編（2003）では月越山脈を狩場山地に含めているが，本調

査では，（1）月越山脈の方が全体的に低い山地であること，（2）山地を刻む開析谷の発達度合いに

起因する山体斜面のテキスチャー（きめ）の違い，すなわち狩場山地が深い谷に密に刻まれた山地

である一方で月越山脈は小起伏面が広く発達する山地であり，開析谷の密度も低い山地であること，

から両者を区別して扱うこととした。 

幌別山地と賀老山山地は，共に黒松内低地帯の東縁をなす山地である（図 4.2-1）。幌別山地は，

南北方向の長軸をもつ楕円形の平面形態をもつ山地であり，その最高峰は標高 892 m の幌別岳であ

る。一方，賀老山山地は，頂角が北東方向に向いた二等辺三角形の平面形態をもつ山地であり，そ

の最高峰は標高 842 mの幌内山である。また，賀老山山地，幌別山地，ニセコ・雷電火山群に境さ

れた場には，正三角形の平面形態をとる盆地状の低地が形成されている。この盆地状低地の中の尻

別川沿いに形成された低地が，尻別川低地である。 

写万部山は，写万部山火山岩類（久保ほか，1983）からなる火山体である（西来ほか編，2012）。

その最高峰は，標高 499 m の写万部山である。 

 

4.2.4 文献調査対象地区陸域の地形 

文献調査対象地区は，黒松内低地帯の北端部に位置する。文献調査対象地区を構成する主な地形

は，寿都湾の湾頭部に広がる寿都低地とその南側に位置する丸山丘陵，寿都低地の西側と東側に位

置する月越山脈と幌別山地である（図 4.2-1）。 

寿都低地は，朱太川の河口に形成された沖積低地である。海岸線に沿って標高 6～11 m の砂丘・

海岸州が発達し，朱太川には西向きの顕著な河口偏倚が認められる。寿都低地の周縁部は，月越山

脈と幌別山地の山麓に発達する開析扇状地または 1～2 段の海成段丘によって限られ，その南端は

丸山丘陵によって限られる（詳細は，「隆起・侵食に関する説明書」（以下，説明書「隆起・侵食」



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地形，地質・地質構造」 

20 

という。）参照）。丸山丘陵は，南北方向に延びる長さ 4 km 程度の紡錘状の高まりであり，その最高

標高は 218 mである。山岸（1984）には，その頂部に黒松内背斜の背斜軸が示され，今泉ほか編（2018）

には，その東端に沿って流下する朱太川沿いに活断層が示されている。 

月越山脈は，寿都半島を形成する山地であり，その形態的特徴として，（1）東側斜面が西側斜面

よりも急傾斜な非対称山稜であること，（2）主稜線部から西側斜面にかけて比較的広く小起伏面が

発達すること，が挙げられる。海岸部には，波食棚・離水波食棚（ベンチ）と海成段丘が発達する

（例えば，小池・町田編，2001；詳細は，説明書「隆起・侵食」参照）。 

幌別山地は，寿都低地と尻別川低地の間に位置する山地である。この山地に属する幌別岳の標高

892 m が文献調査対象地区における最高標高点となる。海岸部には，波食棚・離水波食棚（ベンチ），

海成段丘が発達し（例えば，小池・町田編，2001），海岸部を除いた山麓部には，開析扇状地が発達

する。開析扇状地の中には断層運動により変形したものも報告されている（例えば，山岸，1986；

吾妻ほか，2003；詳細は，説明書「地震・活断層」参照）。 

 

4.2.5 文献調査対象地区海域とその周辺海域の地形 

本調査では，大陸棚の広がりを規定する大陸棚外縁を八島ほか（1982）と吉川（1997）の考えに

ならい，大洋底に向かって下る顕著な遷急部のうち，最も海側に連なるものと定義する。そのよう

に定義した大陸棚外縁を書き入れた海底地形の概観図を図 4.2-2 に示す。以下では，図 4.2-2 に基

づいて，狩場山北岸から岩内までの区間における沿岸海域にみられる海底地形の特徴を中心に述べ

る。 

狩場山北岸から岩内までの区間における沿岸海域の海底地形のうち，大陸棚外縁以深の特徴は，

南北～北西－南東方向に延びる堆・海脚と小海盆，大陸棚外縁から発する海底谷である。前者の堆・

海脚には，岩内堆からその南方に位置する大陸棚外縁付近まで追跡できる尾根状の高まり，寿都海

脚，神恵内堆と寿都海脚の間に発達する尾根状の高まり（岩内－寿都堆と仮称）が相当し，小海盆

には，岩内堆と岩内－寿都堆の間に発達する紡錘状の平面形態をとる相対的凹地が相当する。これ

らの地形のうち，岩内堆とその南方に続く尾根状の高まりは，活背斜と考えられる（北海道電力，

2015）。 

大陸棚外縁から発する海底谷には，岩内沖（または尻別川河口沖）の岩内海底谷（仮称），歌島－

本目沖の寿都海底谷，狩場山北岸沖の茂津多海底谷がある。岩内海底谷は，西方向に流下し，岩内

－寿都堆を横断して，岩内堆南方において寿都海底谷と合流する。しかし，合流部付近の海底は，

それよりも上流と比較して水深がやや浅いことから，寿都海底谷との合流部分の流路はすでに放棄

されている可能性も指摘されている（片山ほか，2012）。寿都海底谷と茂津多海底谷は，共に後志舟

状海盆（水深 3,200～3,300 m；日本の地質「北海道地方」編集委員会編，1990）に向かって流下す

る。 

次に，狩場山北岸から岩内までの区間に発達する大陸棚の特徴について述べる。この区間に発達

する大陸棚の幅は 5～10 km 程度である。大陸棚上には，地形的な高まりが 2ヵ所で認められる。幌

別山地北端の尻別岬から北西方向に延びる幅 1～2 km の尾根状地形，寿都半島東部の寿都から北東

方向に延びる逆L字状の幅 1～2 km の尾根状地形が，そうした高まりに相当する。これらの地形的

な高まりのうち，尻別岬から北西方向に延びるものは，活断層として認識されている尻別川断層（例

えば，活断層研究会編，1991；今泉ほか，2018）の海域延長部に位置する（詳細は，説明書「地震・

活断層」参照）。 
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大陸棚外縁の平面形態は，直線または弧状の一様な形状ではなく，場所によって半島状，湾入状

もしくはジグザグ状の不定形な形状を示す。例えば，寿都海脚や岩内堆南方の南延長部が位置する

場では，大陸棚外縁が半島状に北に向かって突き出す。また，海底谷または海底地すべりの滑落崖

と考えられる地形（詳細は，説明書「隆起・侵食」参照）が大陸棚を開析している場では，大陸棚

外縁の平面形態は湾入状またはジグザグ状である。そのような場は，寿都半島以西の狩場山地北岸

までの大陸棚外縁に多くみられる。 

大陸棚外縁の水深は，概ね 120～150 m であるが，大陸棚外縁の平面形態が不定形な形状を示す

場においては，その限りではない。例えば，海底谷または海底地すべりの滑落崖と考えられる地形

が大陸棚を開析する場では，大陸棚外縁の水深は浅くなる。大陸棚外縁の水深が最も浅くなるのが，

寿都海底谷の谷頭部が大陸棚を開析している場であり，その水深は 40 m 程度である。 

 

 
図 4.2-2 文献調査対象地区とその周辺の海底地形の概要 

アジア航測：赤色立体地図，陸域には国土地理院数値標高データを使用，海域には日本水路協会発行 M7000

シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006 号）。黒の一点鎖線は，寿都町行政界を，数字は水深

（m）をそれぞれ示す。等深線は，水深 200 m以浅で 40 m間隔，水深 200 m以深で500 m間隔となる。海

岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。  
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4.3 陸域の地質概説および地質各論 

文献調査対象地区および周辺地域の地質概説および地質各論を以下に述べる。 

5 万分の 1 縮尺の地質図および推定地質断面図をそれぞれ付図 1 および付図 2 に示す。地質層序

表を表 4.3-1 に示す。層序対比表を表 4.3-2～表 4.3-4 に示す。付図 1 および付図 2 に示した岩相を

地層ごとにまとめて表記するなどした地質図（概略版）および推定地質断面図（概略版）を図 4.3-1

および図 4.3-2 にそれぞれ示す。 

付図 2 および図 4.3-2 の推定地質断面図の作成の結果， 付図 1 および図 4.3-1 の地質図に対応し

ない伏在断層が一部生じている。 

 

4.3.1 陸域の地質概説 

本地域では，概ね北西－南東～南北方向に地層が分布し，本地域中央部の黒松内低地帯もほぼ南

北方向に延びる傾向がみられる。これらを考慮して，月越山脈・黒松内岳周辺（狩場山地東部），黒

松内低地帯，幌別山地および尻別川流域の地質層序を整理した（表 4.3-1）。 

月越山脈・黒松内岳周辺では，主に堆積岩類からなる中生代付加体（泊川コンプレックス）とこ

れに貫入する珪長質深成岩体（貫入岩 I および貫入岩 II（詳細は，4.3.2(6)参照）），これらを覆う新

第三紀以降の堆積物などが分布する。なお，泊川コンプレックスは渡島帯の一部である。これの周

囲に分布する新生界は，下位からマス川層，訓縫層，大平川層，八雲層，寿都層，永豊層，黒松内

層，デイサイト溶岩，ガロ川噴出物層，瀬棚層とこれより若い下部～中部更新統および完新統であ

る。凝灰角礫岩などからなるマス川層は，泊川コンプレックスと貫入岩 I を不整合に覆って分布す

る。安山岩火山角礫岩や凝灰質砂岩を主体とする訓縫層と凝灰岩などを主体とする大平川層は，泊

川コンプレックス周辺に分布する。主に安山岩ハイアロクラスタイトおよび硬質頁岩からなる寿都

層は，寿都半島に分布する。主に硬質頁岩からなる八雲層，変質安山岩火砕岩とシルト岩などから

なる黒松内層および安山岩火山円礫岩と同火山角礫岩などからなるガロ川噴出物層は，本地域東部

に南北方向にわたって分布する。安山岩ハイアロクラスタイトおよび砂岩などからなる永豊層，お

よびデイサイト溶岩は，寿都半島およびその西方に分布する。礫岩や砂岩などからなる瀬棚層は山

麓部や寿都半島南西に堆積している。寿都半島北部では，貫入岩 VI が寿都層に貫入する。これら

は，概ね北西－南東～南北方向の軸を持つ褶曲構造や断層に規制されて分布する。 

黒松内低地帯は，朱太川河口域から長万部川河口域に至る。本低地帯付近では，下位から寿都層，

磯谷層，黒松内層，瀬棚層，中ノ沢川層および知来川層とこれより若い地層が分布する。寿都層は

寿都湾付近に分布する。安山岩ハイアロクラスタイトおよびシルト岩などからなる磯谷層は本低地

帯北部の丸山丘陵付近に分布し，黒松内層は本低地帯中央部の黒松内背斜軸部および豊幌背斜軸部

などに分布する。瀬棚層は本低地帯中央から南部にかけて，共に砂などからなる中ノ沢川層および

知来川層は本低地帯中央部などに分布する。これらは，概ね北北西－南南東～南北方向の断層や褶

曲構造に規制されて分布する。本低地帯南部では安山岩溶岩などからなる写万部山火山岩類が分布

する。 

幌別山地および尻別川流域付近では，下位からチョポシナイ川層，寿都層，磯谷層，瀬棚層，磯

谷溶岩，雷電岬火山角礫岩層とこれより若い地層が分布する。主に流紋岩ハイアロクラスタイトか

らなるチョポシナイ川層は幌別山地南部に分布する。寿都層は幌別山地西麓に，磯谷層は同山地に

ドーム構造を呈して分布し，両者は断層で接する。瀬棚層は幌別山地東麓から南麓および目名川流

域に堆積している。主に安山岩溶岩からなる磯谷溶岩は，幌別山地北部に分布する。火山円礫岩お
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よびハイアロクラスタイトなどからなる雷電岬火山角礫岩層が，尻別川河口域左岸にみられる。幌

別山地南部では，貫入岩VIII がチョポシナイ川層および磯谷層に貫入し，瀬棚層に覆われる。幌別

山地の東には，主に火山噴出物からなる旧期および新期ニセコ火山群，ニセコアン層，賀老山安山

岩溶岩および静狩火山岩類が，北から分布する。 

本地域では，新第三紀中新世から鮮新世にかけて水中で堆積した火山噴出物が広く分布し，安山

岩からなる地層が支配的であると考えられる（詳細は，4.3.2参照）。 

 

4.3.2 陸域の地質 

（1）中生界 

（i）泊川コンプレックス 

本岩体の内容は，黒沢ほか（1993）の泊川層群を主に参考にして整理した。 

本岩体は，渡島帯に属し，ジュラ紀前後に形成された付加体の一部である（日本地質学会編，2010）

ことから，川村ほか（2000）および日本地質学会編（2010）を参考に，名称は泊川コンプレックス

とし，岩体の区分については付加体の記載方法に基づいた。 

本岩体は，本地質図の西部に分布し，2 つのユニットに区分され，頁岩砂岩互層やチャートを主

体とする金山川ユニットと，頁岩および砂岩，含チャート石灰岩礫凝灰岩，ハイアロクラスタイト

および玄武岩溶岩を主体とするガロ沢川ユニットからなる。マス川層や訓縫層，大平川層に不整合

に覆われ，東縁は八雲層と断層で接する。 

本岩体の年代について，田近ほか（1984）は，本岩体から後期三畳紀のコノドント化石および後

期ジュラ紀～白亜紀初期の放散虫化石などを報告しているが，本調査では日本地質学会編（2010）

を参考にして本岩体が付加した時期をジュラ紀前後としている。 

なお，本コンプレックスは，鈴木ほか（1981）の先第三紀砂岩粘板岩層および石灰岩層，および

久保ほか（1983）の先白亜紀堆積岩類に相当すると考えられる。 

 

（2）新第三系下部中新統～中部中新統 

（i）マス川層 

本層の内容は，黒沢ほか（1993）のマス川層を参考にして整理した。 

本層は，本地質図に分布する新第三系最下部層にあたり，後志利別川沿いおよびその東方，大平

山の南方に分布する。本層は，貫入岩 I を不整合に覆い，上位の訓縫層と大平川層に不整合に覆わ

れる。 

本層は，主に凝灰角礫岩，溶結凝灰岩および凝灰質砂岩からなる。本層に溶結凝灰岩が含まれる

ことと，植物化石が産出されていることから，本層は堆積環境に陸が含まれていたと考えられる。 

本層の年代について，溶結凝灰岩から FT年代 15.1±1.2 Ma および 17.2±1.4 Ma が得られている

ことから，本層の年代は，前期～中期中新世と考えられる。 

 

（ii）チョポシナイ川層 

本層の内容は，山岸（1984）のチョポシナイ川層を主に参考にして整理した。 

本層は，本地質図東部の幌別山地南部付近に分布する。本層の岩相は，流紋岩ハイアロクラスタ

イトおよび同溶岩を主体とし，黒色頁岩や緑色凝灰岩を挟在する。全体の構造は明らかではない。

貫入岩VIII および貫入岩X が本層に貫入している。 
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本層の年代について，年代値は得られていないものの，嵯峨山（2000）において，本層が訓縫層

に含められていることから，本調査では本層の年代を訓縫層の年代に含めている。 

 

（iii）訓縫層 

本層の内容は，久保ほか（1983），石田（1983）および黒沢ほか（1993）の訓縫層を主に参考にし

て整理した。 

本層は，本地質図南部の国縫川，ピリカベツ川および後志利別川流域付近などに分布し，泊川コ

ンプレックス，貫入岩 I およびマス川層を不整合に覆い，紋別川背斜およびベタヌ背斜などの概ね

北北西－南南東方向の軸を持つ褶曲を伴って分布する。国縫川付近では概ね走向が西北西－東南東

方向で北傾斜となる。 

本層の岩相は，凝灰岩や堆積岩類を主体とする部分と火山岩類を主体とする部分からなる。前者

は凝灰質砂岩や凝灰岩を主体とし，泥岩や礫岩を伴う。後者は主に安山岩火山角礫岩，同凝灰角礫

岩および同溶岩を主体とし，凝灰岩や凝灰質砂岩を伴う。後志利別川付近では，貫入岩 I とマス川

層を基底礫岩とその上位の砂岩が覆う。黒松内低地帯中央部で実施された基礎試錐（黒松内）のボ

ーリング調査結果（石油技術協会，1993）では，標高約-3,100 m 以深に本層が確認されている。上

位の八雲層とは整合関係である。本層よりCyclammina spp.などの有孔虫化石の産出が報告されてい

る（石田，1983）ことから，本層は主に海成層と考えられる。 

本層の堆積年代について，今金地域に分布する本層からBlow (1969)のN.8～N.9 帯（16.4～14.8 Ma

（斎藤，1999））に相当する浮遊性有孔虫化石を産出する（高橋ほか，1980）。このこと，および前

述のマス川層の年代より，本層の堆積年代は，中期中新世と考えられる。 

なお，本層は，鈴木ほか（1967）の緑色凝灰岩層に，岡・三谷（1981）および北海道電力（2015）

の訓縫層に相当すると考えられる。 

 

（iv）大平川層 

本層の内容は，鈴木ほか（1981）および黒沢ほか（1993）の大平川層を主に参考にして整理した。 

本層は，本地質図西部の大平山東部に分布し，マス川層および泊川コンプレックスを不整合に覆

う。湯の沢川断層以東では，概ね北西－南東方向の軸を持つ褶曲構造を伴って分布する。 

本層の岩相は，下部は砂岩および礫岩を主体とし，上部は凝灰岩，凝灰角礫岩および凝灰質砂岩

などからなる。大平山北方では，本層基底の礫岩が泊川コンプレックスを不整合に覆い，礫のほと

んどは泊川コンプレックス起源である。本層より Ostera sp.などの貝化石の産出が報告されている

（道南グリーン・タフ団体研究グループ，1984）ことから，本層は主に海成層と考えられる。 

本層の堆積年代について，年代値は得られていないものの，訓縫層と同様に下位のマス川層と不

整合かつ上位の八雲層と整合であることを考慮すると，訓縫層と同年代と考えられる。 

 

（3）新第三系上部中新統～鮮新統 

（i）八雲層 

本層の内容は，鈴木ほか（1981）の折川層および黒沢ほか（1993）の八雲層を主に参考にして整

理した。 

本層は，本地質図北西部から南に向かって国縫川付近までほぼ南北方向に連続し，北西－南東～

北北西－南南東方向の軸を持つ褶曲構造に規制されて分布する。本地質図南部の後志利別川流域に
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も分布し，北北東－南南西方向の軸を持つ向斜構造に規制されて分布する。黒松内低地帯中央部で

実施された基礎試錐（黒松内）のボーリング調査結果（石油技術協会，1993）では，標高約-2,000～

-3,100 m 付近に本層が確認されている。 

本層の岩相は，硬質頁岩および泥岩を主体とし，凝灰岩を挟む。本地質図北西部では安山岩ハイ

アロクラスタイト，同火山角礫岩，同火山円礫岩および流紋岩軽石質凝灰岩などがみられ，黒松内

岳北方では凝灰岩の薄層を挟在する。 

本層の堆積年代について，佐藤（1985）は本層から産出した珪藻化石を小泉（19772，1979）の

Denticulopsis kamtschatica帯の b Subzone（後期中新世），秋葉（1982）3の Thalassionema schraderi 帯

およびD. kamtschatica帯のB Subzone（後期中新世）に対比している。このこと，および本層は訓縫

層と大平川層を整合に覆うことから，本層の堆積年代は，後期中新世と考えられる。 

なお，本層は，鈴木ほか（1967）の硬質頁岩・泥岩層のうち硬質頁岩層に，岡村（1984），山岸（1984）

および北海道電力（2015）の折川層に，岡・三谷（1981），石田（1983），久保ほか（1983），久保ほ

か（1988）および北海道電力（2015）の八雲層に相当すると考えられる。 

 

（ii）寿都層 

本層の内容は，鈴木ほか（1981）の寿都層を主に参考にして整理した。 

本層は，本地質図北西部の月越山脈および幌別山地西麓付近に分布し，概ね西方へ傾斜して分布

する。本層の岩相は，主に安山岩火砕岩からなり，層厚が約 20～100 m程度の硬質頁岩を挟在する。

硬質頁岩は石灰質団塊を含むこともある。岩相と岩質の違いにより上部と下部に区分され，下部は

全般に強い変質を受けた安山岩によって占められており，上部はやや変質した岩相である。下部は，

主に安山岩ハイアロクラスタイト，同枕状角礫岩，同枕状溶岩，同火山礫凝灰岩，変質安山岩溶岩

および火山円礫岩などからなる。特に，ハイアロクラスタイト，枕状角礫岩および枕状溶岩などは，

フィーダー岩脈を伴うことがある。いずれも海底火山噴出物およびそれに伴う二次堆積物である。

上部は，主にスコリア質玄武岩質安山岩凝灰岩および安山岩ハイアロクラスタイトなどからなり，

砂岩やシルト岩の薄層を多数挟在する。厚さ 2～5 m の安山岩および流紋岩の軽石質凝灰岩を数枚

挟在する。岡村（1984）は，寿都湾周辺における岩脈の岩相や分布から，本層などを噴出した寿都

湾を中心とする放射状岩脈群の分布を推定している。 

本層は，寿都鉱床および正荘鉱床の胚胎層である。 

本層と八雲層の層位学的関係について，北海道電力（2015）は，本層に相当すると考えられる二

股層の下位に，八雲層に相当すると考えられる折川層が分布することを確認している。一方，鈴木

ほか（1981）は，以下の理由で，本層と折川層が同時異相の関係であると述べている。 

・ 寿都層は折川層と同様のいわゆる硬質頁岩を挟在している。 

・ 寿都層を構成する火砕岩類の多くは変質安山岩であり，折川層にも同質の火砕岩が含まれて

いる。しかも，折川層下位の大平川層は流紋岩火砕岩である点で大きく異なる。 

・ 寿都層および折川層共に，上位の永豊層と整合関係にある。 

本層と八雲層（折川層）が地下で接すると推定される寿都半島南部でガロ川噴出物層が下位層を

 
2 Koizumi (1977)を指すと考えられるが，ここでは原文のまま記載している。本説明書での引用文献はKoizumi (1977)として

いる。 
3 Akiba (1982)を指すと考えられるが，ここでは原文のまま記載している。本説明書での引用文献はAkiba (1982)としている。 
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覆っているなどの理由から，本層と八雲層の層位学的関係は不明な点が多いが，本調査では，観察

記載内容がより詳細な鈴木ほか（1981）の考え方を参考にして，本層と八雲層を同時異相の関係と

している。 

幌別山地に分布する磯谷層と本層の関係について，幌別山地西麓で寿都層下部が西傾斜の逆断層

によって磯谷層と接していると考えられることと，両層の間に岩相および年代に大きな差がないこ

とから，黒松内低地帯下では寿都層下部を磯谷層が整合に覆い，一部は同時異相の関係にあると推

定される。なお，岡村（1984）や北海道電力（2015）は，磯谷層と本層を同じ地層（それぞれ月越

火砕岩層および二股層）としているなど，両層の地層区分について留意する必要がある。 

本層の年代について，軽石質凝灰岩より FT年代約 5.7 Ma およびK–Ar 年代約 7.4～約 5.6 Ma（北

海道電力，2015）が得られている。泥岩よりNPD7A 帯の上部層準（斎藤（1999）では 7.4-7.3～6.65 

Ma）を示す珪藻化石群集が確認されている（北海道電力，2015）。これらのこと，および本層は八

雲層と同時異相の関係であることから，本層の年代は，後期中新世と考えられる。 

なお，本層は，北海道電力（2015）の二股層の一部（弁慶岬西方地域）に，岡村（1984）の月越

火砕岩層－Ⅰ，月越火砕岩層－Ⅱおよび折川層の一部に相当すると考えられる。 

 

（iii）磯谷層 

本層の内容は，山岸ほか（1976）および山岸（1984）の磯谷層を主に参考にして整理した。 

本層は，本地質図北東部の幌別山地にドーム構造を形成して広く分布し，黒松内低地帯北部の丸

山丘陵にもみられる。輝石安山岩ハイアロクラスタイト，同枕状溶岩，砂岩火山円礫岩互層，火山

円礫岩，軽石質凝灰岩およびシルト岩などからなる。幌別山地中央部に分布する輝石安山岩ハイア

ロクラスタイトは，同フィーダー岩脈を伴い，これらの貫入方向は北東－南西を示すものが多く，

周囲には厚さ数m の枕状溶岩がみられることもある。 

幌別山地北部では，砂岩火山円礫岩互層，火山円礫岩，輝石安山岩ハイアロクラスタイト，同枕

状溶岩，軽石質凝灰岩，シルト岩および硬質頁岩シルト岩互層が分布する。幌別山地北部海岸域に

硬質頁岩シルト岩互層が緩傾斜のドーム構造を形成して分布する。幌別山地南部に分布するチョポ

シナイ川層とは構造的に不整合とされている。 

本層は，潮路鉱床，永泰鉱床および大金鉱床の胚胎層である。 

本層の年代について，全岩K–Ar 年代 8.48±0.43 Ma（広瀬ほか，2000），同 6.6±0.4 Ma および 5.1

±1.1 Ma（新エネルギー総合開発機構，1986）が得られている。また，本層より，以下の生層序区

分帯に属する珪藻化石が産出している。 

・ Koizumi (1985)のNeodenticula4 kamtschatica帯（6.60～5.10 Ma）（Sagayama, 1997） 

・ D. katayamae 帯（斎藤（1999）では，9.16～8.6 Ma）（北海道電力，2015） 

・ Yanagisawa and Akiba (1998)のN. kamtschatica帯 7Ba および 7Bb（6.4～3.9-3.5 Ma）（菅原・嵯

峨山，2022） 

以上より，本層の年代は，後期中新世～鮮新世と考えられる。なお，5 万分の 1 地質図幅（山岸

ほか，1976）に記載されていないことから本地質図には表示していないものの，尻別岬付近におい

て，本層を貫く両輝石安山岩岩脈およびその全岩K–Ar 年代 2.3±0.3 Ma が報告されている（新エネ

 
4 Koizumi (1985)では「Denticulopsis」の表記だが，ここではSagayama (1997)の表記に従っている。Koizumi (1985)出版後の学

名変更を反映しているものと考えられる。 
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ルギー総合開発機構，1987，1986）（詳細は，「噴火に関する説明書」参照）。 

なお，本層は，北海道電力（2015）の二股層の一部（黒松内低地帯地域）および磯谷層に相当す

ると考えられる。 

 

（iv）永豊層 

本層の内容は，鈴木ほか（1981）の永豊層を主に参考にして整理した。 

本層は，本地質図北西部に分布し，寿都半島西岸では下位の寿都層と同様に西へ傾斜して分布す

る。折川下流域とその東方では，東へ傾斜して分布し，大平川と泊川の間では，概ね北東－南西方

向の軸をもつ向斜構造に規制されて分布する。 

本層の岩相は，砂岩・珪藻質シルト岩を主体とするものおよび安山岩火砕岩を主体とするものに

区分される。前者は，折川下流域とその東方，大平川下流域と泊川下流域の間付近に分布する。一

般に，塊状の珪藻質シルト岩が卓越し，火山性砂岩を伴い互層状を呈することもある。また，軽石

を含む凝灰角礫岩やスコリア質凝灰岩などを挟在する。砂岩はその大部分が新鮮な安山岩の粒子か

らなる。 

後者は，寿都半島弁慶岬の西海岸，大平川と泊川の下流域に分布する。寿都層上部から整合漸移

し，ハイアロクラスタイトを主体とし，火山円礫岩やシルト岩を伴っている。鉄サポナイトにより

緑色化した火砕岩が寿都層上部とされ，変質を受けていない部分から上部が永豊層とされている。 

ハイアロクラスタイトは，輝石安山岩のものと普通角閃石安山岩のものがある。輝石安山岩のも

のは弁慶岬から政泊付近まで，普通角閃石安山岩のものはそのより南方で，歌島付近にかけて分布

している。一般に，輝石安山岩のものは，単層の厚さは 10 m 内外で，径十数 cm の角礫と凝灰質の

部分からなっている。ときに径数m 以上のにせピローを含むことがある。斑晶として斜長石・直方

輝石・普通輝石を含み，石基はハイアロピリティック組織を示す。また，基質部は多角形の種々の

ガラス質破片の集合からなり，よりガラス質の破片にはパーライト状の割れ目が形成されている。

普通角閃石安山岩のものは，主に径十数 cm の角礫と凝灰質のマトリクスからなり，ところにより，

数 m 以上の大きさの流理構造の顕著な岩塊を含んでいる。また幅数 m の柱状節理の発達したフィ

ーダー岩脈や塊状溶岩を伴うことがある。 

火山円礫岩は，ハイアロクラスタイト中に不規則な形態で発達する。一般に，径数十 cm の円礫，

亜角礫およびこれらを充填する粗粒砂岩からなる。しばしば，軟泥礫状のシルト岩，あるいは砂岩・

シルト岩のレンズ状体を挟み，乱堆積状の構造を示すことがある。 

本層の層位学的位置については，文献間で違いがある。鈴木ほか（1981）は，本層は寿都層およ

び折川層の上にそれぞれ整合に累重していると述べている。一方，北海道電力（2015）は寿都層に

相当すると考えられる二股層を不整合に覆うと述べている。本調査において地質図（付図 1 および

図 4.3-1）および推定地質断面図（付図 2 および図 4.3-2）を作成した結果，本層は下位の寿都層お

よび八雲層と構造の差がなく調和的であると推定されることから，本調査では，本層を寿都層およ

び八雲層と整合関係としている。なお，本層中のシルト岩は珪藻質で，西南北海道標準層序の黒松

内層と同質である（鈴木ほか，1981）。 

本層の年代について，道南グリーン・タフ団体研究会（1984）は，本層に相当すると考えられる

本目層のデイサイト軽石質凝灰岩からジルコン FT年代 4.7±0.9 Ma を，北海道電力（2015）は，本

層上部の泥岩よりN. Koizumii－N. kamtschatica 帯（斎藤（1999）では 3.95-3.53～2.68-2.61 Ma）に対

比される珪藻化石群集の産出を報告している。これら，および本層は寿都層および八雲層と整合関
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係であることから，本層の年代は後期中新世～鮮新世と考えられる。 

なお，本層は，北海道電力（2015）の永豊層および道南グリーン・タフ団体研究会（1984）の本

目層の一部に相当すると考えられる。本層シルト岩は，岡村（1984）の泥岩を主体とする島牧層に

相当すると考えられる。 

 

（v）デイサイト溶岩 

本岩体の内容は，鈴木ほか（1981）の石英安山岩溶岩を参考にして整理した。なお，現在の岩石

名称に合わせ，本調査では石英安山岩溶岩をデイサイト溶岩と読み替えている。 

本岩体は，本地質図北西部の折川下流域に分布し，縞状の流理面の発達が顕著な灰白色の溶岩か

らなる。鏡下では，普通角閃石および斜長石の斑晶がみられ，短柱状の黒雲母もわずかにみられる。 

本岩体の噴出年代について，年代値は得られていないものの，本岩体が八雲層を直接覆っている

場合や永豊層の上にのっている場合があることから永豊層堆積後期の噴出と推察されている（鈴木

ほか，1981）。これより，本岩体の噴出年代は鮮新世と考えられる。 

 

（4）新第三系鮮新統～第四系下部更新統 

（i）黒松内層 

本層の内容は，久保ほか（1983）および久保ほか（1988）の黒松内層を主に参考にして整理した。 

本層は，本地質図中央付近の黒松内低地帯，後志利別川流域などに分布し，下位の八雲層と整合

関係にある。後志利別川流域では，下位の八雲層と同様に，北北東－南南西方向の軸を持つ向斜構

造に規制されて分布する。黒松内低地帯では，黒松内背斜軸部および豊幌背斜軸部などに分布する。 

本層の岩相は，火山岩類を主体とする部分とシルト岩などの堆積岩類を主体とする部分からなる。

火山岩類を主体とする部分のうち，黒松内岳東部付近では，青緑～緑灰色程度に変質した安山岩が

みられ，主な岩相は溶岩，火山角礫岩，凝灰角礫岩および凝灰岩である。黒松内低地帯では，黒松

内背斜軸部に凝灰角礫岩，火山角礫岩および凝灰質砂岩が分布する。堆積岩類を主体とする部分の

うち，シルト岩は青緑灰～暗緑色の塊状であることが多く，比較的固結度が低く，凝灰質または珪

藻質のものが多い。砂岩と互層する部分を主体とし，凝灰岩および礫岩を伴う。 

本層の年代について，黒松内岳東部付近に分布するものは，黒松内岳周辺の安山岩より全岩K–Ar

年代 7.7±1.7 Ma が得られていること（久保ほか，1988），産出した珪藻化石が秋葉（1979）の

Coscinodiscus marginatus帯（後期中新世後期）に対比されること（高橋ほか，1980），本層を覆うガ

ロ川噴出物層から全岩K–Ar 年代 4.38±0.44 Ma が得られている（久保ほか，1988）こと，および八

雲層と整合関係で接することから，黒松内岳東部付近の本層の年代は後期中新世～鮮新世と考えら

れる。 

また，黒松内低地帯に分布するものは，凝灰岩のFT 年代が約 2.6～約 2.4 Ma（北海道電力，2015）

であること，産出した珪藻化石がKoizumi (1985)のD. seminae var. fossilis 帯（2.50～1.89 Ma）に対比

されること（椿原ほか，1989），および産出した浮遊性有孔虫化石が米谷（1978）の Globigerina 

pachyderma (dext.) / Globorotalia orientalis帯の下部（概ね鮮新世）に対比されること（椿原ほか，1989），

から，黒松内低地帯の本層の年代は鮮新世～前期更新世と考えられる。 

なお，本層は，鈴木ほか（1967）の硬質頁岩・泥岩層のうち凝灰岩・泥岩層に，岡・三谷（1981），

石田（1983）および北海道電力（2015）の黒松内層に，高橋ほか（1990）の土津田川層の一部に相

当すると考えられる。本層は，岩相，地層の連続性，層位学的位置および推定される地質年代から，
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本地質図北西部の寿都半島付近に分布する永豊層と同時異相の関係である可能性が考えられる。 

（ii）ガロ川噴出物層 

本層の内容は，鈴木ほか（1981）のガロ川噴出物層，久保ほか（1983）のガロ川火山岩類と黒松

内岳火山岩類，および久保ほか（1988）のガロ川火山岩類を主に参考にして整理した。 

本層は，本地質図北西部の寿都半島南部および大平川下流域の沿岸部と黒松内低地帯の西側から

黒松内岳付近に至る地域およびその南方に分布する。黒松内岳東方周辺では，黒松内層を覆って分

布し，概ね北北西－南南東方向の軸を持つ褶曲構造を伴う。 

寿都半島南部および大平川下流域の沿岸部に分布する本層は，安山岩火山円礫岩および同火山角

礫岩からなる海底火山噴出物とそれに伴う二次堆積物などからなる。大平川下流域の沿岸部および

寿都半島南部の西側については，二次堆積物が主体である。黒松内岳周辺に分布する本層の岩相は，

安山岩凝灰角礫岩，同ハイアロクラスタイト，同溶岩および同岩脈などからなり，量的には安山岩

凝灰角礫岩が最も多く，同ハイアロクラスタイトがこれに次ぐ。寿都半島南部および大平川下流域

の沿岸部に分布するガロ川噴出物層は，黒松内岳周辺で噴出した海底火山噴出物が再堆積したもの

を主体としている可能性が考えられる。 

長万部川下流域では，主に北北西－南南東方向のフィーダー岩脈が 50本以上確認されている（高

橋ほか，1990）。本層は，下位の八雲層，黒松内層および永豊層を不整合に覆い，瀬棚層に不整合に

覆われる。 

本層の噴出年代について，本層安山岩から全岩K–Ar 年代 4.47±0.45 Ma，4.39±0.16 Ma，および

4.38±0.44 Ma（久保ほか，1988）が得られていることから，本層の噴出年代は鮮新世と考えられる。

寿都半島南部および大平川下流域の沿岸部に分布する本層の堆積年代は，これと同時代またはこれ

より若い可能性が考えられる。 

なお，本層は，道南グリーン・タフ団体研究会（1984）の本目層の一部，高橋ほか（1990）の土

津田川層の一部，北海道電力（2015）の黒松内層の一部に相当すると考えられる。また，高橋ほか

（1990）は，土津田川層は下位の八雲層と整合関係であるとしている。 

 

（iii）静狩火山岩類 

本岩体の内容は，久保ほか（1983）の静狩火山岩類を主に参考にして整理した。 

本岩体は，本地質図南東部の写万部山東麓に分布し，岩相は主にデイサイト火山角礫岩，変質安

山岩溶岩，同岩脈および同火砕岩などからなり，写万部山火山岩類に覆われる。 

本岩体の噴出年代について，全岩K–Ar 年代 3.05±0.18 Ma（広瀬ほか，2000）が得られているこ

と，および本岩体が写万部山火山岩類に覆われることから，本岩体の噴出年代は鮮新世と考えられ

る。 

 

（iv）瀬棚層 

本層の内容は，山岸ほか（1976）および山岸（1984）の尻別川層，鈴木ほか（1981）の歌島層，

久保ほか（1983）および久保ほか（1988）の瀬棚層を主に参考にして整理した。 

本層は，朱太川や尻別川，長万部川，後志利別川などの流域，山地の山麓部や寿都半島南西およ

び内浦湾（噴火湾）付近の海岸部などに分布する。朱太川河口部では，北海道電力（2015）が実施

した反射法地震探査結果によると，沖積堆積物の下位に分布する。本層は，下位のガロ川噴出物層，

永豊層，黒松内層などを不整合に覆う。 
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本層は，主として，礫岩（層），砂岩（層）およびシルト岩（層）などからなるが，地域により異

なった岩相を示す。 

寿都半島南西付近に分布する本層は，葉理の顕著な灰黒～灰黄色の砂層からなり，一部に縞状に

砂質シルトを挟み，貝化石や炭化木片を含むことがある。同半島基部に分布する本層は，主に礫岩

からなりレンズ状に砂岩を挟む。礫岩は，シルト岩・頁岩および安山岩の円礫（径 5～20 cm）を主

とし，亜円礫（径 0.3～2 cm）を含むところもある。 

黒松内低地帯中央部では，黒松内背斜やチョポシナイ向斜などの概ね北北西‐南南東方向の軸を

持つ褶曲構造を伴って分布する。添別川付近では，下位より礫層，灰青色シルトからなり，黒松内

背斜付近や豊幌背斜付近では，下位より斜交葉理を示す灰黄色粗粒砂層，平行葉理を示す灰白色シ

ルト層，礫層，粘土および泥炭層などからなる。同低地帯南部では，一般に粗粒砂岩・礫岩とシル

ト岩・砂質シルト岩とが互層する。 

幌別山地東部～北東部，尻別川および目名川流域部では，礫層や含礫泥岩が卓越する。礫層や含

礫泥岩は山地に近づくにつれて礫の量が増し，円磨度・分級度および淘汰が悪くなる傾向があるこ

と，およびチャネル充填状の産状を示すことなどから，海底斜面を流下した扇状地性堆積物と考え

られる（山岸，1984）。 

本層の礫層，砂層およびシルト層からは多数の二枚貝化石を産し，添別川付近では化石床がみら

れる。 

本層の堆積年代について，寿都半島付近では，弁慶岬西方の歌島川付近に分布し本層に相当する

と考えられる歌島層上部の凝灰岩から FT年代約 1.2 Ma が得られている（北海道電力，2015）。この

こと，および本層が鮮新統ガロ川噴出物層を不整合に覆うことから，寿都半島付近の本層の堆積年

代は，鮮新世～前期更新世と考えられる。 

黒松内低地帯付近では，産出する浮遊性有孔虫化石が米谷（1978）の G. pachyderma (dext.) / G. 

orientalis 帯の上部（概ね前期更新世）（椿原ほか，1989）および米谷（1978）の Neogloboquadrina5 

pachyderma (sinist.) / N. 5incompta 帯の下部（1.2～1.1 Ma 以降；能條ほか，1999）（能條ほか，1999）

に対比されること，石灰質ナンノ化石がOkada and Bukry (1980)のCN14a 亜帯（1.24-1.22 Ma以降～

0.46 Ma；斎藤，1999）（能條ほか，1999）に対比されること，Acila nakazimai および前期～中期更新

世に対比される貝化石群を産出すること（山岸，1984），下部更新統を含む黒松内層を不整合に覆う

ことから，黒松内低地帯付近の本層の堆積年代は，前期～中期更新世と考えられる。 

尻別川および目名川流域付近では，本層に相当する尻別川層中の安山岩溶岩より K–Ar 年代 1.75

±0.9 Ma および 1.61±0.8 Ma（能條ほか，1996）が，同じく尻別川層中の凝灰岩から FT 年代約 3.2

～約 1.7 Ma（北海道電力，2015）が得られていること，下部更新統雷電岬火山角礫岩層が本層を整

合に覆うことから，尻別川および目名川流域付近の本層の堆積年代は，後期鮮新世～前期更新世と

考えられる。 

なお，黒松内低地帯南部に分布する本層は，鈴木ほか（1967）の砂岩層，および硬質頁岩・泥岩

層の一部に相当すると考えられる。月越山脈付近に分布する本層は，北海道電力（2015）の歌島層

に相当すると考えられる。 

一方で，能條ほか（1996）は，尻別川中～下流域の尻別川層と磯谷層の間に不整合関係が確認さ

れなかったこと，尻別川層の模式露頭は周囲に地層が連続せず，根無しの巨大なブロックであるこ

 
5 米谷（1978）では「Globigerina」の表記だが，ここでは能條ほか（1999）の表記に従っている。米谷（1978）出版後の学

名変更を反映しているものと考えられる。 
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と，尻別川河口付近の磯谷層が異常堆積相の一部分であることなどから，従来の定義により磯谷層

や尻別川層の名称を用いることは不適当と述べている。以上のとおり，本層は広範囲にわたって分

布するが，地域によって岩相や年代に違いがみられることから，地層区分や年代評価に留意する必

要がある。 

 

（v）賀老山安山岩溶岩 

本岩体の内容は，山岸（1984）の賀老山安山岩溶岩を主に参考にして整理した。 

本岩体は，本地質図東部の賀老山山地および 333ｍ丘陵付近に分布し，主に安山岩溶岩からなる。 

本岩体の噴出年代について，全岩K–Ar 年代 3.7±0.8 Ma および 3.5±0.2 Ma（本岩体をG1～G5に

区分し，このうちG3の年代値）（新エネルギー総合開発機構，1986，1987），K–Ar 年代約 4.6 Ma（北

海道電力，2015）が得られている。以上より，本岩体の噴出年代は，鮮新世と考えられるが，G3よ

り上位の G4および G5の年代値が得られていないこと，および本説明書の瀬棚層に相当する尻別川

層に本溶岩が挟在する（山岸，1984）ことを考慮すると，前述の年代値よりも若い噴出年代を含む

可能性がある。なお，新エネルギー総合開発機構（1987）では，「歌棄図幅6では，本層は尻別川層中

に挟まれているとされているが，本図幅地域では賀老山溶岩類の下位に尻別川層は確認されなかっ

た」とされるとともに，尻別川層について，「本層の上部層が賀老山溶岩類にアバットし，蘭越町御

成の土取場でも，本層の上部層が賀老山溶岩類を不整合に覆うのが観察される」とされている。本

調査では，地質図を取りまとめるに当たって参照した山岸（1984）の地質層序の考え方を採用して

いる。 

なお，本層は北海道電力（2015）の賀老山火山岩類に相当すると考えられる。 

 

（vi）写万部山火山岩類 

本岩体の内容は，久保ほか（1983）および久保ほか（1988）の写万部山火山岩類を参考にして整

理した。 

本岩体は，写万部山付近に分布し，直方輝石普通輝石安山岩溶岩などからなる。 

本岩体の噴出年代について，全岩K–Ar 年代 2.59±0.11 Ma（久保ほか，1988）が得られているこ

と，瀬棚層下部に写万部山火山岩類と推定される安山岩火山角礫岩が含まれることなどから，写万

部山の火山活動は瀬棚層堆積期と推定される。以上より，本岩体の噴出年代は鮮新世～前期更新世

と考えられる。 

 

（vii）磯谷溶岩 

本岩体の内容は，山岸ほか（1976）および山岸（1984）の磯谷溶岩を主に参考にして整理した。 

本岩体は，幌別山地北部の磯谷層と瀬棚層を覆って分布する。岩相は，多孔質の直方輝石普通輝

石安山岩である。 

本岩体の噴出年代について，年代値は得られていないが，山岸（1984）では，「更新世の溶岩と考

えられる」とされている。また，第四紀火山岩体・貫入岩体データベース（西来ほか編，2012）に

おいて，第四紀の活動の可能性が指摘されている。下位層との関係は直接確認されていないが，磯

谷層と瀬棚層を不整合で覆うと考えられる。 

 
6 山岸（1984）。 
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（5）第四系更新統～完新統 

（i）雷電岬火山角礫岩層 

本層の内容は，山岸ほか（1976）の雷電岬火山角礫岩層を主に参考にして整理した。 

本層は，本地質図北東部の尻別川河口域左岸や雷電山南西麓などに分布し，下位からハイアロク

ラスタイトや火山円礫岩などからなる。ハイアロクラスタイトは，普通角閃石安山岩質で，径 5～

15 cm の淡黄灰色の角礫と，黄褐色の同じ岩質の細かい溶岩片からなる。火山円礫岩は，径 10～20 

cm，まれに 50 cm に達する亜円礫や亜角礫の間を粗粒砂岩が充填したものである。礫は，輝石安山

岩と普通角閃石安山岩が多い。また，斜層葉理7の発達や乱堆積構造を示す砂岩が挟まれていること，

砂岩がブロックとして取り込まれていることがある。 

下位の瀬棚層との関係は，山岸ほか（1976）は，尻別川の河口付近で観察した結果より，「尻別川

層8の凝灰質砂岩をえぐるような状態で，溶岩がのっていて，一見，不整合のようにみえる。しかし，

下位の尻別川層の砂岩の中にも，上位の溶岩の破片が含まれているほか，溶岩中に尻別川層の砂岩

が同時礫としてとりこまれている。したがって，このような事実から本層と尻別川層とは整合とみ

て問題はなかろう」と述べている。一方，北海道電力（2015）は，尻別川河口部で反射法地震探査

を実施して，「雷電岬火山角礫岩層が尻別川層を不整合で覆い」と述べている。本調査では，地質図

を取りまとめるに当たって参照した山岸ほか（1976）の地質層序の考え方を採用している。 

本層の年代について，全岩K–Ar年代などからの解釈値 2.0～1.8 Ma（新エネルギー総合開発機構，

1986），K–Ar 年代約 1.2 Ma および約 1.4 Ma（北海道電力，2015）が得られている。以上より，本層

の年代は前期更新世と考えられる。 

なお，本層は，新エネルギー総合開発機構（1987）および北海道電力（2015）の雷電岬火山角礫

岩層に相当すると考えられる。 

 

（ii）ニセコアン層 

本層の内容は，山岸ほか（1976）のニセコアン層を主に参考にして整理した。 

本層は，雷電山南麓に分布する。岩相は，黄褐色～褐色の粘土化した径 1～3 cm の軽石と，径 5 

cm～2 m の角礫を含む安山岩凝灰角礫岩や同火山角礫岩である。層理は明らかでなく，詳細な構造

は不明である。新エネルギー総合開発機構（1987）の基底噴出物の岩相と分布に共通するところが

あり，本層の一部はこれに相当すると考えられる。 

本層の年代について，全岩K–Ar 年代 1.6±0.3～0.8±0.07 Ma（新エネルギー総合開発機構，1986）

が得られていること，および本層は雷電岬火山角礫岩層を不整合に覆うことから，本層の年代は前

期更新世と考えられる。 

 

（iii）旧期および新期ニセコ火山群 

旧期および新期ニセコ火山群の内容は，山岸ほか（1976）の旧期ニセコ火山群および新期ニセコ

火山群を主に参考にして整理した。なお，本調査ではこれら 2つを併せて取り扱っている。 

これらの火山群は雷電山付近に分布する。主に普通輝石直方輝石安山岩溶岩からなる火山噴出物

である。新エネルギー総合開発機構（1987）の雷電山噴出物に相当すると考えられ，全岩 K–Ar 年
 

7 斜交層理もしくは斜交葉理のことを指すと考えられる。ここでは山岸ほか（1976）原文のまま記載している。 
8 本説明書の瀬棚層に相当。 
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代などからの解釈値 1.6～1.0 Ma（新エネルギー総合開発機構，1986）が得られていることから，噴

出年代は，前期更新世と考えられる。 

 

（iv）中ノ沢川層 

本層の内容は，久保ほか（1983）の中ノ沢川層を主に参考にして整理した。 

本層は，黒松内低地帯中央に分布し，下位の瀬棚層を不整合に覆う。主としてシルトもしくはシ

ルト質粘土層および細粒砂層からなり，礫層および亜炭層を伴う。シルトおよびシルト質粘土層は，

暗灰～青灰色を呈し，炭質物を多く含む。砂層は，シルト層・シルト質粘土層および礫層と互層す

る。礫層は，円摩された安山岩の細礫を主体とする。本層から貝化石や花粉化石，有孔虫化石が産

出することなどから，本層は浅海～陸の環境下で堆積したと考えられる。 

本層の堆積年代について，下位の瀬棚層および上位の知来川層の堆積年代を踏まえると，堆積年

代は前期～中期更新世と考えられる。なお，本層から産出する貝化石は現生種が豊富で絶命種が極

めて少なく瀬棚層から産出する化石群と異なる。 

 

（v）知来川層 

本層の内容は，久保ほか（1983）の知来川層を主に参考にして整理した。 

本層は，黒松内低地帯中央から南部に分布し，瀬棚層と中ノ沢川層を覆う。主として礫層・砂層

および粘土層の互層からなり，多数の亜炭層を伴う。本層から海棲の貝化石の産出がなく，花粉化

石が産出されることや，亜炭の挟在が多いことから，本層は主に陸で堆積したと推定される。 

本層の堆積年代について，久保ほか（1983）は，亜炭層の花粉分析結果から前期～中期更新世と

推定している。本層に相当すると考えられる蕨岱層上部の軽石層から FT年代 0.40±0.08 Ma（矢野

ほか，1983）が，本層中の凝灰岩から FT 年代約 0.8 Ma（北海道電力，2015）が得られている。萩

原（1990）は，本層に相当すると考えられる蕨岱層から産出した花粉化石から寒冷→温暖→寒冷の

古環境変遷過程を推定し，前述した矢野ほか（1983）に対比されると考えられる火山灰を含むこと

から，蕨岱層はギュンツ氷期→ミンデル・リス間氷期→ミンデル氷期の堆積物を含むと推定してい

る。以上より，本層の堆積年代は中期更新世と考えられる。 

なお，本層は，鈴木ほか（1967）の砂質泥岩・砂岩層および挟亜炭砂礫層それぞれの一部，山田

ほか（1980）の蕨岱層の一部および知来川層，北海道電力（2015）の知来川層に相当すると考えら

れる。 

 

（vi）段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物 

本堆積物の内容は，山岸（1984）の旧期扇状地堆積物，第 1 段丘堆積物，新期扇状地堆積物およ

び第 2 段丘堆積物を主に参考にして整理した。 

本堆積物は，主に尻別川や朱太川の流域付近や海岸地域に分布し，扇状地堆積物や海成あるいは

河成段丘を構成し，礫や砂，粘土および泥炭などからなる。 

本堆積物の堆積年代は，中期～後期更新世と考えられるが，崖錐・地すべり堆積物は完新統も含

まれると考えられる。 

なお，本堆積物は，山岸ほか（1976）の崖錐堆積物，第 1 および第 2段丘堆積物，久保ほか（1983）

の海岸段丘堆積物，河岸段丘堆積物および扇状地堆積物，石田（1983）の海岸段丘堆積物および河

岸段丘堆積物，岡・三谷（1981）の段丘堆積物，黒沢ほか（1993）の段丘堆積物，鈴木ほか（1981）
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の第 1 および第 2段丘堆積物，北海道電力（2015）の低位・中位・高位段丘堆積物，鮎川層および

三和層に相当すると考えられる。 

 

（vii）熱郛軽石流堆積物 

本堆積物の内容は，山岸（1984）および久保ほか（1983）の熱郛軽石流堆積物を主に参考にして

整理した。 

本堆積物は，熱郛川周辺などに分布する軽石質凝灰岩である。デイサイト火山灰からなり，火山

灰中に軽石および少量の岩片を含む。瀬棚層などの下位層を不整合に覆う。 

本堆積物は，町田・新井（2003）の洞爺テフラ（Toya）のうち洞爺火砕流堆積物（Toya (pf)）に相

当すると考えられ，同文献において洞爺テフラの噴出年代が 112～115 ka と推定されていることか

ら，本堆積物の年代は後期更新世と考えられる。 

なお，本堆積物は，Goto et al. (2018)の the Toya Ignimbrite（洞爺火砕流堆積物9）に相当すると考え

られる。 

 

（viii）沖積堆積物 

本堆積物の内容は，山岸（1984）の現河床・海浜堆積物層を主に参考にして整理した。 

本堆積物は，主に完新世に堆積したもので，河川周辺や河口部，山麓部などに分布し，現河床や

砂丘，扇状地などを形成する堆積物である。砂，礫，粘土，泥炭などから構成される。本地質図南

～中部の国縫・長万部地域では，駒ケ岳火山灰（Ko - d2，西暦 1640年）が覆う（石田，1983；久保

ほか，1983）。 

なお，本堆積物は，山岸ほか（1976）の扇状地堆積物，現河床堆積物および砂丘堆積物，久保ほ

か（1983）の扇状地堆積物，湿原堆積物，砂丘堆積物および氾濫原堆積物，石田（1983）の扇状地

堆積物，湿原堆積物，氾濫原堆積物および砂丘堆積物に，鈴木ほか（1967）の海浜および現河床氾

濫原堆積物，泥炭地堆積物，砂丘堆積物および崖錐堆積物，岡・三谷（1981）の河川堆積物，黒沢

ほか（1993）の沖積層，鈴木ほか（1981）の現河床・海浜堆積物に相当すると考えられる。 

 

（6）貫入岩 

（i）貫入岩 I（K.Gr） 

本岩体の内容は，黒沢ほか（1993）の後志利別川周辺に分布する花崗岩類を主に参考にして整理

した。なお，同文献の時代未詳貫入岩を含めて整理した。 

本岩体は，後志利別川周辺およびその南方に広く分布し，主に黒雲母普通角閃石花崗閃緑岩，黒

雲母花崗岩および花崗閃緑岩からなる。泊川コンプレックスに貫入し，マス川層，訓縫層および大

平川層に覆われる。本岩体周辺の泊川コンプレックスは，ホルンフェルス化しているところがある。 

本岩体の貫入時期は，黒雲母 K–Ar 年代 124 Ma（河野・植田，1966）が得られていることから，

前期白亜紀と考えられる。 

なお，本岩体は，岡・三谷（1981）の花崗閃緑岩Ⅰに相当すると考えられる。 

 

 
9 Goto et al. (2018)での和訳。なお，Ignimbriteは溶結凝灰岩を指す。 
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（ii）貫入岩 II（M.Gr1） 

本岩体の内容は，黒沢ほか（1993）の花崗岩類黒雲母角閃石花崗閃緑岩のうち泊川上流域に分布

する岩体を主に参考にして整理した。 

本岩体は，大平山西方付近に分布する泊川コンプレックスに貫入し，主に黒雲母普通角閃石花崗

閃緑岩からなる。 

本岩体の貫入時期は，全岩K–Ar 年代 21.5±0.7 Ma（石原ほか，1998）が得られていることから，

前期中新世と考えられる。 

 

（iii）貫入岩 III（B1） 

本岩体の内容は，久保ほか（1983）の貫入岩類玄武岩を参考にして整理した。 

本岩体は，紋別川上流域に分布する訓縫層に貫入する。青黒色の細粒岩で，鏡下では斜長石や普

通輝石，直方輝石がみられる。 

本岩体の年代値は得られていない。 

 

（iv）貫入岩 IV（R1） 

本岩体の内容は，黒沢ほか（1993）の貫入岩類流紋岩を参考にして整理した。 

本岩体は，大平山周辺に分布する泊川コンプレックス，訓縫層，貫入岩 I および大平川層に貫入

する。岩脈状に貫入しているものが認められる。岩相は，黒雲母流紋岩および普通角閃石流紋岩で

流理構造が発達する。 

本岩体の年代値は得られていない。 

 

（v）貫入岩V（R2） 

本岩体の内容は，石田（1983）の貫入岩流紋岩を参考にして整理した。 

本岩体は，本地質図南部の訓縫層および八雲層に貫入し，最も大きい岩体は国縫川河口付近から

紋別川中流域周辺にかけてほぼ南北方向を長軸とする形状である。岩相は，斜長石流紋岩である。 

本岩体の年代値は得られていない。 

 

（vi）貫入岩VI（Pda） 

本岩体の内容は，鈴木ほか（1981）の貫入岩類石英斑岩を参考にして整理した。なお，現在の岩

石名称に合わせ，本調査では石英斑岩を石英斑状デイサイトと読み替えている。 

本岩体は，寿都半島北部で寿都層に貫入し，2 ヵ所で露出する。灰白色を呈し，密堅硬で柱状節

理が発達する。黄鉄鉱化などの変質を受け，やや緑色化している。 

本岩体の年代値は得られていないが，本岩体のうち大きいものの西縁が断層で切られることと，

4.3.3(2)で述べるように，この断層は鮮新世に開始したと考えられる褶曲運動に伴う層面すべり断層

である可能性を考慮すると，貫入時期は鮮新世以前の可能性がある。 

なお，本岩体は，岡村（1984）の貫入岩類角閃石デイサイトに相当すると考えられる。 

 

（vii）貫入岩VII（A1） 

本岩体の内容は，鈴木ほか（1981）の貫入岩類角閃石安山岩を参考にして整理した。 

本岩体は，寿都半島東岸および弁慶岬南方で寿都層に貫入する。 
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寿都半島東岸の岩体は暗緑色を呈し，柱状節理が発達する。斜長石と，緑泥石やモンモリロナイ

トに置換された普通角閃石がみられ，石基は著しく変質し，初生的な組織は残っていない。弁慶岬

南方の岩体は，普通角閃石，直方輝石，普通輝石および斜長石がみられる。 

本岩体の年代値は得られていないが，弁慶岬南方の岩体の西縁が断層で切られることと，4.3.3(2)

で述べるように，この断層は鮮新世に開始したと考えられる褶曲運動に伴う層面すべり断層である

可能性を考慮すると，貫入時期は鮮新世以前である可能性がある。 

 

（viii）貫入岩VIII（M.Gr2） 

本岩体の内容は，山岸（1984）の貫入岩類花崗岩類を主に参考にして整理した。 

本岩体は，幌別山地南部に分布するチョポシナイ川層と磯谷層に貫入し，瀬棚層に覆われる。チ

ョポシナイ川層と磯谷層には一部断層で接する。主に普通角閃石黒雲母花崗岩からなる。 

本岩体の貫入時期は，黒雲母K–Ar 年代 8 Ma（河野・植田，1967）および 9.3 Ma（石原ほか，1998）

が得られていることから，後期中新世と考えられる。 

 

（ix）貫入岩 IX（Da1） 

本岩体の内容は，山岸（1984）の貫入岩類石英安山岩岩脈を参考にして整理した。なお，現在の

岩石名称に合わせ，本調査では石英安山岩をデイサイトと読み替えている。 

本岩体は，幌別山地西麓および南東部で磯谷層および貫入岩VIII に貫入している。同山地西麓に

分布するデイサイトは灰白色，粗粒な岩脈で鉱化変質を受けており，幅数 10 m 内外の小岩体であ

る。同山地南東部では灰白色を呈し，風化のためマサ状となっている。 

本岩体の年代値は得られていないが，同山地南東部では，瀬棚層および賀老山安山岩に覆われて

いることから，これらの堆積・噴出前には地表に露出していたと考えられる。 

 

（x）貫入岩X（Ba） 

本岩体の内容は，山岸（1984）の貫入岩類玄武岩質安山岩を参考にして整理した。 

本岩体は，幌別山地南部に分布するチョポシナイ川層および貫入岩VIII に貫入し，緑青色を呈し

塊状である。 

本岩体の年代値は得られていない。 

 

（xi）貫入岩XI（B2） 

本岩体の内容は，山岸（1984）の貫入岩類玄武岩岩脈を参考にして整理した。 

本岩体は，幌別山地の磯谷層に貫入する。同山地東部の岩体は，北東－南西方向に延びる幅数 100 

m の岩脈であり，柱状節理の発達した粗粒な暗黒色の岩相を示す。この岩体は，その東麓で瀬棚層

に覆われることから，瀬棚層堆積開始前に地表に露出していたと考えられる。同山地西部の岩体は，

小岩脈である。 

本岩体の年代値は得られていない。 

 

（xii）貫入岩XII（B3） 

本岩体の内容は，鈴木ほか（1981）の貫入岩類玄武岩を参考にして整理した。 

本岩体は，寿都半島基部および泊川下流域に分布する八雲層，寿都層および永豊層に貫入する。
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鏡下では斜長石と普通輝石の斑晶が認められる。岩脈として産するものは，幅 5～30 m ほどで，地

層の走向にほぼ平行な貫入方向を示すが，枝分かれして層理面に直交することもある。岩床として

産するものの一部に枕状溶岩に移化するものがある。 

本岩体の年代値は得られていない。 

 

（xiii）貫入岩XIII（A2） 

本岩体の内容は，鈴木ほか（1981）の貫入岩類しそ輝石普通輝石安山岩を参考にして整理した。 

本岩体は，寿都半島政泊付近で寿都層および永豊層に貫入する。また，折川右岸で八雲層および

デイサイト溶岩に貫入する。寿都半島や折川などに小岩脈として発達しており，貫入方向は一定し

ていない。比較的大きな岩体を形成するのは政泊付近に分布するもので，北北西－南南東方向を示

す。岩相は，直方輝石普通輝石安山岩で，暗灰色を呈し堅硬で柱状節理が発達する。 

本岩体の年代値は得られていないが，政泊付近の岩体の西縁が断層で切られることと，4.3.3(2)で

述べるように，この断層は鮮新世に開始したと考えられる褶曲運動に伴う層面すべり断層である可

能性を考慮すると，貫入時期は鮮新世以前である可能性がある。 

 

（xiv）貫入岩XIV（Do） 

本岩体の内容は，石田（1983）の貫入岩ドレライトおよび黒沢ほか（1993）の貫入岩類粗粒玄武

岩を参考にして整理した。 

本岩体は，本地質図南部に分布する貫入岩 I，訓縫層，八雲層および黒松内層に貫入している。鏡

下では，斜長石および単斜輝石の斑晶がみられる。 

本岩体の年代値は得られていない。 

 

（xv）貫入岩XV（Da2） 

本岩体の内容は，黒沢ほか（1993）の貫入岩類石英安山岩を主に参考にして整理した。なお，現

在の岩石名称に合わせ，本調査では石英安山岩をデイサイトと読み替えている。 

本岩体は，黒松内岳南方で八雲層に貫入し，貫入岩XVII に貫入されている。黒沢ほか（1993）に

示される本岩体の分布と，久保ほか（1983）および久保ほか（1988）に示される黒松内層の分布を

踏まえると，本岩体は黒松内層に貫入している可能性がある。岩相は，普通角閃石デイサイトであ

り，全体として多少変質している。 

本岩体の年代値は得られていない。 

 

（xvi）貫入岩XVI（A3） 

本岩体の内容は，久保ほか（1983）の貫入岩類変質安山岩を参考にして整理した。 

本岩体は，黒松内岳南方に分布する八雲層に貫入する岩脈で，幅数 m の規模で産する。岩相は，

直方輝石普通輝石安山岩および普通角閃石安山岩で，黒松内層中の変質安山岩の西縁部を構成する

溶岩と同一である。岩脈の方向は，母岩の層理に調和的な場合と，量的には少ないが，急角度で斜

交する場合がある。変質の程度は二俣川上流域で最も強く，南方に向かって弱くなる傾向がある。 

本岩体の年代値は得られていない。 
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（xvii）貫入岩XVII（A4） 

本岩体の内容は，黒沢ほか（1993）の貫入岩類安山岩Ⅰを参考にして整理した。 

本岩体は，大平山南方および黒松内岳南方に分布する大平川層，訓縫層，八雲層および貫入岩XV

に貫入する。また，大平山図幅（黒沢ほか，1993）の東端における貫入岩類安山岩Ⅰ（本岩体）の

分布および同図幅東側に接する長万部図幅（久保ほか，1983）の西端における黒松内層の分布を踏

まえると，本岩体は黒松内層に貫入している可能性が考えられる。黒松内岳付近の岩相は，複輝石

安山岩および輝石安山岩で，変質しているものからほとんど未変質のものまである。 

本岩体の年代値は得られていない。 
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表 4.3-1 寿都町および周辺地域地質層序表 

陸域の貫入岩は省略。地質年代の数値は日本地質学会執行理事会（2023）に基づく。海域の貫入岩Ⅷ層は尻別川西方に局所的に分布し，Ⅴ層に貫入関係で接する（北海道電力，2015）。 
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表 4.3-2 寿都町および周辺地域陸域層序対比表（その 1） 

日本地質学会編（2010），長尾・佐々（1933a）©日本地質学会，道南グリーン・タフ団体研究グループ（1984），岡村（1984）©日本地質学会，北海道電力（2015），鈴木ほか（1981），黒沢ほか（1993）および石田ほか（1993）を参照し，編集して作

成。地質年代の数値は日本地質学会執行理事会（2023）に基づく。地理的な位置関係を踏まえ，本説明書の層序は右側に表示。各文献の地質層序で地質年代が不明確な部分については，各文献中の層序対比表などを参考に加筆して本表に反

映している。 
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表 4.3-3 寿都町および周辺地域陸域層序対比表（その 2） 

山岸ほか（1976），山岸（1984），久保ほか（1983），久保ほか（1988）©日本地質学会，北海道電力（2015），長尾・佐々（1933a）©日本地質学会 および日本地質学会編（2010）を参照し，編集して作成。地質年代の数値は日本地質学会執行

理事会（2023）に基づく。地理的な位置関係を踏まえ，本説明書の層序は左側に表示。各文献の地質層序で地質年代が不明確な部分については，各文献中の層序対比表などを参考に加筆して本表に反映している。 
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表 4.3-4 寿都町および周辺地域陸域層序対比表（その 3） 

日本地質学会編（2010），山岸（1984），久保ほか（1983），久保ほか（1988）©日本地質学会，嵯峨山（2000），能條ほか（1999）©日本地質学会，椿原ほか（1989）©日本地質学会 および池谷・林（1982）©日本地質学会を参照し，編集して作成。地質年代

の数値は日本地質学会執行理事会（2023）に基づく。地理的な位置関係を踏まえ，本説明書の層序は右側に表示。各文献の地質層序で地質年代が不明確な部分については，各文献中の層序対比表などを参考に加筆して本表に反映してい

る。 
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4.3.3 陸域の地質構造 

文献調査対象地区および周辺地域の地質構造に対する概要（付図 1および図 4.3-1）と，推定地質

断面図（付図 2および図 4.3-2）について以下に述べる。 

 

（1）概要 

本地域の地質構造は，月越山脈・黒松内岳周辺（狩場山地東部），黒松内低地帯および幌別山地で

特徴がそれぞれ異なる。 

月越山脈・黒松内岳周辺では，泊川コンプレックスとこれに貫入する花崗岩類（貫入岩 I）が分布

し，これらを覆いさらに東側に新第三紀以降の堆積物や貫入岩が分布する。訓縫層および大平川層

からガロ 噴出物層までの地層は，概ね北西－南東方向軸の褶曲構造を持つ。黒松内岳北方では，

八雲層と黒松内層の翼部が急傾斜に折りたたまれた褶曲構造がみられるが，寿都半島ではこれらと

同層準と考えられる寿都層と永豊層が，翼部の傾斜が緩く西へ開いた向斜構造を呈している。両地

域の間は，ガロ川噴出物層と瀬棚層が下位層を不整合に覆っているため，地質構造の差異の詳細に

ついては不明である。寿都半島基部付近に分布する瀬棚層は，下位層に調和した褶曲構造はみられ

ない。以上のことから，瀬棚層の下位層を支配する褶曲活動は，鮮新世に開始し，この付近に分布

する瀬棚層堆積開始前に概ね終了していたと考えられる。寿都半島中央やその西方の折川および大

平 流域などにみられる，東西～西北西－東南東あるいは東北東－西南西方向の断層について，一

部がガロ川噴出物層または瀬棚層に覆われ，地表に現れていない。よって，これらの断層のガロ川

噴出物層堆積以降の顕著な活動はないものと考えられる。 

黒松内低地帯では，磯谷層とこれより若い地層が概ね南北～北北西－南南東方向の断層や褶曲構

造に規制されて分布する。本低地帯では瀬棚層とこれより上位の地層が広く分布，丸山丘陵や黒松

内背斜などでは磯谷層や黒松内層が露出している。丸山丘陵を形成する磯谷層は背斜構造を呈し，

南南東方向の黒松内背斜の方へ連続すると考えられる。本低地帯でみられる概ね南北～北北西－南

南東方向に規制された地形および地質構造は，本低地帯付近を同方向に縦断し，東西方向を最大主

応力軸とする黒松内低地断層帯の活動による影響が大きいと考えられ，本低地帯には白炭断層など

の活構造が示されている（詳細は，4.3.3(3)および説明書「地震・活断層」参照）。本断層帯について，

個別の断層では断層両側の地質層序関係より，東上がりと西上がり両方の逆断層が推定されるが，

月越山脈・黒松内岳周辺地域が黒松内低地帯に対して地形的に隆起側であり，かつ黒松内低地帯に

分布する地層よりも下位の地層が分布しているため，主断層は西上がりの逆断層と考えられる。 

上記のとおり，月越山脈・黒松内岳周辺と黒松内低地帯の地質構造については，方向と褶曲時期

に違いがみられる。その要点は以下のとおりである。 

・ 地質構造について，月越山脈・黒松内岳周辺では概ね北西－南東方向の，黒松内低地帯では

南北～北北西－南南東方向の褶曲構造や断層が卓越する。 

・ 月越山脈付近では，永豊層，黒松内層およびガロ川噴出物層は概ね北西－南東方向の軸を持

つ褶曲構造を伴うが，これらを覆う瀬棚層に顕著な褶曲構造がみられないことから，瀬棚層

堆積以降に顕著な地殻変動を受けていないと考えられる。 

・ 黒松内低地帯では，瀬棚層とこれ以降の地層に褶曲構造がみられるため，瀬棚層堆積以降の

褶曲活動が考えられる。 

上記のとおり，両地域の地質構造の違いは，応力場の変化および褶曲場の変遷の結果と考えられ
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る。 

幌別山地では主に海底火山噴出物からなる磯谷層が広く分布し，南東部では貫入岩VIII が磯谷層

などに貫入している。磯谷層に着目すると，南北方向の長軸を持つドーム構造を形成し，頂部では

傾斜が 20°程度で側方に向かって傾斜が増し，山麓部では 40～50°に達する。山岸ほか（1976）では，

幌別山地北端部の磯谷層分布域に硬質頁岩シルト岩互層を中心にしたドーム構造が報告されている。

幌別山地周辺では，瀬棚層が磯谷層および貫入岩 VIII などを不整合関係で覆って分布している。5

万分の 1 地質図幅（山岸ほか，1976；山岸，1984）に記載されていないことから，本地質図には表

示していないものの，山地北東部から東部に走向が北北西－南南東の尻別川断層や目名川流域付近

には同じく北北東－南南西の「目名付近の断層」などの活構造が示されている文献もある（詳細は，

説明書「地震・活断層」参照）。尻別川断層は，幌別山地の成因の一つである可能性がある。東南部

の貫入岩VIII は，磯谷層と断層を介して接していることから，断層の北側にあたる幌別山地の中央

～北部に深成岩体が分布する可能性も考えられる。なお，この深成岩体の貫入も幌別山地の成因の

一因である可能性がある。 

 

（2）推定地質断面図 

本地質図では，地形や地質構造に南北～北西－南東方向の傾向がみられることから，これらに直

交する方向のA - A’～F - F’ 断面を設定した。加えて，本地質図中央部の黒松内低地帯を縦断する南

北～北北西－南南東方向にG - G’ 断面，文献調査対象地区北東の尻別川河口部右岸から寿都湾，月

越山脈を通り大平川中流域付近に至る北東－南西方向にH - H’ 断面，文献調査対象地区東部の幌別

山地北部と賀老山山地に至る北西－南東方向に I - I’ 断面，および寿都半島西部から南南東方向に

黒松内川中流域付近に至りここから西方へ黒松内岳付近に至る J - J’ 断面を作成した。推定地質断

面図の作成に当たっては，地表地質情報に加えてボーリング調査や反射法地震探査などの結果を参

照した。各断面における地質・地質構造について以下に示す。 

 

（i）A - A’ 断面 

本断面は，文献調査対象地区の中央を通り，西から月越山脈，寿都湾および幌別山地に至る東西

方向の断面である。 

月越山脈では永豊層と寿都層が西へ傾斜して分布する。寿都層は本断面の北方で貫入岩 VI に貫

入されている。また，同層は月越山脈中央部の 2 本の断層に切られている。これらの断層は，地表

において東方へ張り出すような弧状であることから，西傾斜の逆断層と考えられる。走向が周囲の

寿都層の走向に概ね調和的であることから，これらの断層は鮮新世に開始したと考えられる褶曲運

動に伴う層面すべり断層である可能性がある。 

東部の幌別山地では，主に磯谷層が長軸を概ね南北方向とするドーム構造を形成して分布する。

幌別山地西麓付近では，寿都層が断層で磯谷層と接するが，寿都湾を挟んで東西陸側の地層の連続

性および関係の詳細については，不明である。幌別岳北方では，貫入岩 XI が磯谷層に貫入してい

る。幌別山地東麓では，瀬棚層が磯谷層を不整合関係で覆う。 

 

（ii）B - B’ 断面 

本断面は，文献調査対象地区の南部を通り，月越山脈や黒松内低地帯，幌別山地に至る東西方向

の断面である。 
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月越山脈では，西方へ傾斜する永豊層と寿都層をガロ川噴出物層が不整合に覆い，さらにその上

を瀬棚層が不整合に覆う。本断面西端部では，八雲層が分布する可能性がある。 

黒松内低地帯では，沖積堆積物の下位に瀬棚層および黒松内層がほぼ水平に分布する（北海道電

力，2015）。これ以深については，黒松内層の下位層である寿都層あるいは磯谷層が分布すると推定

されるが，詳細は不明である。 

本断面北方の幌別山地西麓に分布する北北東－南南西方向の断層は，地表では本断面まで連続し

ないものの，地下では連続している可能性があるため，本断面に図示している。 

幌別山地では，磯谷層がA - A’ 断面と同様にドーム構造を形成している。同山地西部では，貫入

岩 IX が磯谷層に貫入しているが，貫入時期の詳細については不明である。ドーム構造の頂部では

地層の傾斜が緩く，側部に向かって急になる。幌別山地東麓付近では，瀬棚層が磯谷層および貫入

岩VIII を不整合に覆い，東方に緩く傾斜して分布する。5 万分の 1 地質図幅（山岸，1984）に記載

されていないことから，本地質図には表示していないものの，本断面東端付近では，「目名付近の断

層」が分布する（例えば，北海道電力，2015）。 

 

（iii）C - C’ 断面 

本断面は，文献調査対象地域南端部付近を通る南西－北東～東西方向の断面である。 

月越山脈南部では瀬棚層が下位層を不整合に覆っているため，本層以下の地質構造の推定に当た

って，周辺の地質構造や地質層序を参考にした結果，本断面南の向斜構造軸部が本断面折れ点付近

を通過すると考えられる。 

本断面西端の大平山付近では，泊川コンプレックスが分布し，大平川層がこれを不整合に覆う。

大平川層と八雲層が，泊川コンプレックス東縁の湯ノ沢 断層を境にして分布し，北西－南東方向

の軸を持つ褶曲構造を伴う。湯の沢川断層は，東側に新第三紀以降の海成層（大平川層および八雲

層など）が厚く分布することと，これらが本断層の走向とほぼ同じ方向（北西－南東）の軸を持つ

褶曲構造に規制されていることを踏まえると，本断層は古第三紀～新第三紀に正断層として活動し，

その後逆断層として再活動した可能性が考えられる。 

寿都半島南部付近に分布する瀬棚層は，NS～N50°E，10～15°E の走向・傾斜を示し（鈴木ほか，

1981），下位層の褶曲構造とは非調和であることから，この付近では本層堆積以降に著しい褶曲活動

を受けていないと考えられる。 

本断面中央部の黒松内低地帯の丸山丘陵では磯谷層が背斜構造を呈し，頂部の高位段丘面は東へ

傾動している（例えば，今泉・渡島半島活断層研究グループ，1982）。この背斜構造は，軸の方向な

どから，本断面南方の黒松内背斜へ連続すると考えられる。 

丸山丘陵東側の朱太川右岸に白炭断層（白炭東断層および白炭西断層）に対応する変位地形（東

落ち逆向き崖）が示されており（詳細は，説明書「地震・活断層」参照），当該付近で北海道電力（2015）

が実施した反射法地震探査の結果では，標高約-450 ｍ程度までの瀬棚層と黒松内層に向斜構造がみ

られるが，白炭断層に対応した断層構造は一部のみである。本調査では，丸山丘陵にみられる背斜

構造とその頂部の東への傾動，朱太川右岸地域の向斜構造および西傾斜と推定されている震源断層

（詳細は，説明書「地震・活断層」参照）を説明する断層システムとして，本断面図に示すような

ウェッヂ・スラスト（例えば，池田ほか編，2002 など）を想定している。この場合，白炭断層は，

向斜構造の形成に伴った層面すべり断層である可能性が考えられる。 

幌別山地では，磯谷層がA - A’ 断面と同様にドーム構造を形成している。その東部では，貫入岩
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VIII が磯谷層に断層で接し，この深成岩体は瀬棚層に覆われることから，瀬棚層堆積前に地表に露

出していたと考えられる。この岩体は，本断面南方で磯谷層とチョポシナイ川層に貫入している。

本地域は，鮮新世以降は圧縮場である（例えば，渡辺，1986；大槻，1989など）ことを踏まえると，

貫入岩VIII と磯谷層の間の断層は南東傾斜の逆断層と推定される。この場合，磯谷層の下に本断層

下盤側（北西側）の貫入岩VIII が分布している可能性が考えられる。なお，この断層の北東端は瀬

棚層に覆われることから，瀬棚層堆積以降の顕著な活動はないものと考えられる。 

 

（iv）D - D’ 断面 

本断面は，文献調査対象地区南方の大平山付近から黒松内低地帯，賀老山山地に至る東西方向の

断面である。 

本断面西端の大平山付近では，C - C’ 断面と同様に泊川コンプレックスが分布し，大平川層がこ

れを不整合に覆う。泊川コンプレックス東縁の湯の沢川断層を境にして大平川層と八雲層が分布し，

北北西－南南東～北西－南東方向の軸を持つ褶曲構造を伴う。黒松内低地帯の西方では，ガロ川噴

出物層が黒松内層を覆う。黒松内低地帯では，黒松内層とそれより上位の地層が北北西－南南東方

向の軸を持つ褶曲構造（黒松内背斜，チョポシナイ向斜および豊幌背斜など）に伴って分布する。

このうち，黒松内背斜軸部付近では，黒松内断層に沿って黒松内層が露出する。黒松内低地帯とそ

の西方の黒松内岳周辺の地層の落差を考慮すると，これらは西傾斜で逆断層型の黒松内低地断層帯

の活動に起因した短縮変形の一部と考えられる。本断面近傍の黒松内町付近で実施された「黒松内」

基礎試錐調査結果（石油技術協会，1993）では，黒松内層の見かけの厚さが周囲と比べて厚いが，

これは逆断層の活動によるものの可能性が考えられる。八雲層の厚さについて，月越山脈・黒松内

岳周辺の表層地質から推定される厚さに比べて，当該基礎試錐から得られた黒松内低地帯下の厚さ

は薄い。なお，当該基礎試錐ではガロ川噴出物層に相当する地層が確認されないことから，ガロ川

噴出物層の東西方向の分布は限定的であると考えられる。 

熱郛川付近では洞爺火砕流堆積物（Toya，115 ka；町田・新井，2003）に相当すると考えられる熱

郛軽石流堆積物が地表を覆う。黒松内低地帯東部では，本説明書の瀬棚層および熱郛軽石流堆積物

に相当すると考えられる地層とこれを覆う約 2 万年前以降の地層に変位を与える西傾斜の断層が確

認されている（楮原ほか，2013）。 

黒松内低地帯およびその西方の地下構造の推定について，地表の地質構造と「黒松内」基礎試錐

調査結果（石油技術協会，1993）と黒松内町泉源のボーリング調査結果（高見ほか，2008；藤本ほ

か編，2004），低地帯東部で確認された楮原ほか（2013）の断層露頭，西傾斜と推定されている震源

断層（詳細は，説明書「地震・活断層」参照）を説明する断層システムとして，本断面図に示すよ

うな断層形状を想定している。 

なお，本地質図では，ガロ川噴出物層内において直方輝石普通輝石安山岩岩脈を示しているが，

岩体の規模が小さいことから，推定地質断面図では表記していない。 

 

（v）E - E’ 断面 

本断面は，後志利別川右岸から長万部川左岸付近に至る東北東－西南西方向の断面である。 

本断面西端付近では，貫入岩 I を訓縫層が不整合に覆う。訓縫層とこれより上位の地層は，北北

西－南南東方向の軸を持つ褶曲を呈しながら長万部川右岸まで分布する。ガロ 噴出物層と瀬棚層

は，それぞれ不整合関係で下位層を覆う。長万部川右岸周辺の地下には黒松内低地断層帯の存在が
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推定されており（例えば，地震調査研究推進本部，2005；北海道電力，2015など），ガロ川噴出物層

と瀬棚層を境する栗岡断層は，当断層帯の一部である可能性が考えられる。 

 

（vi）F - F’ 断面 

本断面は，国縫川中流域付近から内浦湾（噴火湾）に至る西南西－東北東方向の断面である。 

西から東に向かって，訓縫層，八雲層，黒松内層および瀬棚層が分布する。八雲層は分布域の中

央付近で貫入岩Vに貫入されている。 

黒松内層は，瀬棚層とこれより上位の地層に不整合で覆われる。瀬棚層分布域の東縁付近に活断

層に関する情報があり（例えば，地震調査研究推進本部，2005；北海道電力，2015 など。詳細は，

4.3.3(3)および説明書「地震・活断層」参照），これらは黒松内低地断層帯の一部であると考えられる。 

なお，本断面の北東で実施された OR-9 のボーリング調査結果（高見ほか，2008；藤本ほか編，

2004）によると，瀬棚層が標高約-400 m付近まで，黒松内層が標高約-1,100 m 付近（孔底）まで分

布する。 

 

（vii）G - G’ 断面 

本断面は，文献調査対象地区中央の寿都湾から長万部川河口付近に至る南北～北北西－南南東方

向の断面である。 

北端部の朱太川河口付近では，黒松内層，瀬棚層および沖積堆積物がほぼ水平に堆積し（北海道

電力，2015），その下位に，磯谷層ならびに寿都層が分布すると推定される。 

丸山丘陵の周囲に黒松内層と瀬棚層が分布することから，本丘陵の隆起に伴ってこれらの地層が

削剥された可能性が考えられる。 

本丘陵付近では中ノ沢川層および知来川層が確認されないが，これより南側では中ノ沢川層およ

び知来川層が分布する。本断面南部には写万部山火山岩類が分布する。 

 

（viii）H - H’ 断面 

本断面は，大平川中流域付近から月越山脈，寿都湾を通り尻別川右岸に至る南西－北東方向の断

面である。 

本断面南西端部では，泊川コンプレックスの北東側に湯の沢川断層を境にして大平川層と八雲層

が分布する。これらの地層は，北西－南東方向の軸を持つ褶曲構造に規制されている。月越山脈南

部では，瀬棚層が永豊層などの下位層を不整合に覆う。この付近の地下構造に関する詳細な情報は

確認されないため，周囲の地表地質情報などから考察した以下の内容に基づき本断面図を作成して

いる。 

・ 瀬棚層分布域の南でみられる，両翼の地層が高角度に折りたたまれた褶曲は，本断面付近あ

たりから北方に向かってほどけ始めていると推定される。 

・ 八雲層の上位には永豊層とガロ川噴出物層が分布し，瀬棚層に覆われる。 

・ 永豊層およびガロ川噴出物層は，向斜構造の軸部付近に分布する。 

・ 瀬棚層の東方に分布する寿都層は，走向・傾斜の情報は乏しいが，周囲の地質情報からほぼ

南北方向の走向で西傾斜であると推定されることを考慮すると，八雲層とほぼ同じ深度に分

布する。 
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本断面北東部は，幌別山地北部にあたり，主に磯谷層が分布する。その中央では，同層硬質頁岩

シルト岩互層を中心とする小規模なドーム構造がみられる（山岸ほか，1976）。 

幌別山地東縁部に分布する瀬棚層は，磯谷層を不整合に覆い，概ね東へ 50～60°程度傾斜してい

る。尻別川左岸では，雷電岬火山角礫岩層が瀬棚層を覆う。なお，5万分の 1 地質図幅（山岸ほか，

1976；山岸，1984）に記載されていないことから，本地質図には表示していないものの，この付近

には西上がりの逆断層である尻別川断層が北北西－南南東方向に分布する（詳細は，4.3.3(3)および

説明書「地震・活断層」参照）。 

 

（ix）I - I’ 断面 

本断面は，文献調査対象地区東部の幌別山地北部と賀老山山地に至る北西－南東方向の断面であ

る。 

幌別山地では，磯谷層がA - A’ 断面と同様にドーム構造を形成する。南東部では貫入岩VIII が貫

入し，その北西縁は，南東傾斜の逆断層と推定される断層で磯谷層と接する。幌別山地南東麓から

目名川流域では，瀬棚層が同岩体を覆って分布し，周囲の地質情報を踏まえると，両者の間には磯

谷層およびチョポシナイ川層が分布すると推定される。本断面南東端部には賀老山安山岩溶岩が分

布する。 

 

（x）J - J’ 断面 

本断面は，寿都半島西岸から南南東方向の黒松内川中流付近に至り，ここから西方の黒松内岳に

至る北北西－南南東～東西方向の断面である。 

本断面北北西端部では北西へ傾斜する永豊層および寿都層が分布する。本断面中央部は，北北西

－南南東方向の軸を持つ向斜軸部を通る。 

黒松内岳周辺では，八雲層および黒松内層を覆ってガロ川噴出物層が分布する。本層は，一部瀬

棚層に覆われるものの月越山脈西麓まで分布する。 

ガロ川噴出物層の下位には黒松内層とこれとほぼ同層準と考えられる永豊層が分布しており，こ

れらは月越山脈南部の瀬棚層分布域付近で漸移していると推定される。 
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図 4.3-1 寿都町および周辺地域陸域地質図（概要版） 

鈴木ほか（1981），山岸ほか（1976），山岸（1984），久保ほか（1983），久保ほか（1988）Ⓒ日本地質学会，黒沢ほか（1993），石田（1983）， 

岡・三谷（1981），鈴木ほか（1967）を参照し，編集して作成。参照，編集の詳細は「3.2 地質・地質構造の取りまとめの考え方」参照。寿都

町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。  
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図 4.3-2 寿都町および周辺地域陸域推定地質断面図（概要版） 

本図は付図1，ボーリングデータおよび反射法地震探査結果などを基に原子力発電環境整備機構が推定したものである。推定の詳細は「4.3.3 陸域の地質構

造」参照。断面位置については図 4.3-1 参照。断層については，表層地質情報などから相対的な確度が高いものを「断層」として，それ以外を「推定断層」

として示している。地質断面図の推定の結果，図 4.3-1 に対応しない伏在断層が一部生じている。削剥前の地層のみかけの傾斜および地下の地質を表記して

いない部分の推定断層は，参考として記載している。陸域地形は国土地理院数値標高データに基づき作成（測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 5JHs 

154）。海域地形は日本水路協会発行M7000 シリーズに基づき作成（（一財）日本水路協会承認 第 2021006号）。 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地形，地質・地質構造」 

51 

（3）活構造 

文献調査対象地区および周辺地域の陸域には，黒松内低地断層帯と尻別川断層帯がみられる（図

4.3-3）。ここでは，地質構造形成の観点から考察した内容を述べる。なお，これらを構成する個々の

断層に関する法定要件の観点からの評価は，説明書「地震・活断層」に述べる。 

 

（i）黒松内低地断層帯 

黒松内低地帯とその周辺域に分布する新第三紀以降の堆積物は，本低地帯西方の大平山付近に分

布する泊川コンプレックスの東側に形成された堆積盆を埋積したものであると考えられる。これら

が圧縮場下で短縮変形し，本断層帯が形成されたと考えられる。 

本断層帯には，黒松内低地帯をほぼ南北方向に縦断するように白炭断層などが分布する。地表で

は地下の断層活動によって形成されたと考えられる褶曲構造（黒松内背斜など），断層崖（白炭断層

など），テクトニック・バルジ（丸山丘陵），段丘面の傾動（長万部断層など）などがみられるが，

これら個々の長さは断層帯全体の長さに比べて短いことが特徴である。また，推定される断層の変

位センスも東側隆起または西側隆起があり一定でない（例えば，池田ほか編，2002；楮原ほか，2013

など）。 

大局的にみると，当低地帯付近の地質構造は，断層および褶曲構造の配列や断層の変位センスな

どからほぼ東西方向の圧縮場下で形成されてきたと推定されることと，本低地帯とその西方地域の

間に西側隆起の地形的および層位学的落差がみられることから，主断層は西傾斜の逆断層であると

考えられる。一方で，白炭断層は雁行配列（ミの字型）がみられ，山岸・木村（1981）は断層露頭

で左横ずれ変位を確認していることから，縦ずれ変位だけでなく部分的に横ずれ変位を含んでいる

ことも推定される。 

本断層帯の北部は，丸山丘陵頂部地形面の東への傾動（例えば，今泉・渡島半島活断層研究グル

ープ，1982）や，黒松内背斜軸部西側の断層が変位センスから東傾斜の逆断層と推定されることな

どから，地表付近では東傾斜の断層が支配的であると考えられる。以上より，地下深部に想定され

る西傾斜の主断層への連続は，（北をみて）途中で逆くの字型に折れ曲がったウェッヂ・スラストを

形成していると推定される。 

本断層帯の中央部では，黒松内背斜，チョポシナイ向斜や豊幌背斜などの複数の褶曲構造が東西

幅 5～10 km 程度に配列することや，震源断層が想定されている黒松内低地帯西方地域の最近の地

震活動は活発でないこと（詳細は，説明書「地震・活断層」参照）などから，周辺地域の歪みの解

消は，地震活動よりも褶曲運動によるものが多い可能性が考えられる。 

 

（ii）尻別川断層帯 

本断層帯は，尻別川断層および「目名付近の断層」などから構成され，大局的にみると不連続性

および撓み・地形面の異常勾配などの地形的特徴および層位学落差などから西傾斜の逆断層と考え

られる。これらの断層の地下深部への連続は不明な点が多いが，幌別山地東縁部付近に尻別川断層

の存在が想定されることと，この付近に東方へ高傾斜する瀬棚層が確認される（例えば，山岸ほか，

1976；北海道電力，2015）ことなどから，尻別川断層は幌別山地の形成要因の一つである可能性が

考えられる。 

本断層帯と黒松内低地断層帯は，共に走向がほぼ南北で西傾斜の逆断層を主体としていると考え

られるが，両者の関係については不明である。  
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図 4.3-3 寿都町付近の活断層図 

活断層分布は，今泉ほか編（2018）に基づく。各断層帯の名称は説明書「地震・活断層」に基づく。個別の断

層名について，黒松内低地断層帯は池田ほか編（2002），尻別川断層帯は地震調査研究推進本部（2005）に基

づく。基図は図 4.3-1に基づく。  
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4.4 海域の地質概説および地質各論 

4.4.1 海域の地質概説 

層序対比表を表 4.4-1 に示す。海底地質図および探査測線を図 4.4-1 に示す。海底地質断面図を

図 4.4-2～図 4.4-5 に示す。 

文献調査対象地区の海域のうち，大陸棚外縁より沖合には広くⅡ層が分布し，陸棚斜面の一部に

はⅢ～Ⅵ層が分布する。 

大陸棚のうち，幌別山地の北方海域では陸側にⅥ層が，その沖合ではⅣ層およびⅤ層が，大陸棚

外縁部付近ではⅢ層が分布する。寿都湾ではⅢ層とその周囲にⅣ層が分布し，沖合に向かってⅥ層，

Ⅳ層，Ⅲ層が分布する。寿都半島周辺については，東側ではⅥ層が西側ではＶ層が分布する。 

 

4.4.2 海域の地質 

本調査では，3.2.2 に記載のとおり北海道電力（2013，2015，2016）を参照して整理した。 

 

（1）Ⅶ層 

Ⅶ層は，本海域における最下位層で，海底面には露出しないが，上位層に覆われ分布する。 

本層は硬質な泥岩・砂岩などを含む堆積岩または火成岩類と推定されている。 

本層の年代については，泊発電所周辺の陸域の地層分布との対比から積丹地域の茅沼層10より下

位の地層に相当すると推定されることから，古第三紀始新世とそれ以前の地層と推定されている。

本調査でも同様の年代としている。 

 

（2）Ⅵ層 

Ⅵ層は，Ⅶ層を不整合で覆い主に寿都町前面の海域，寿都海脚付近，弁慶岬前面の大陸棚，本目

岬西方沿岸の大陸棚などに分布する。 

本層は，固結した泥岩，砂岩などを含む堆積岩または火山岩類と推定されている。 

本層の年代について，陸域の地層分布との対比から積丹地域の神恵内層11，古平層12および茅沼層
10，黒松内低地帯地域の二股層以下に相当すると推定されることから，古第三紀始新世～新第三紀

後期中新世と推定されている。本調査でも同様の年代としている。 

 

（3）Ⅴ層 

Ⅴ層は，主に寿都半島の西方沿岸の大陸棚および陸棚斜面，幌別山地の北方沖合の大陸棚に分布

する。 

本層は，主にⅥ層以下を不整合で覆うが，Ⅵ層の凹部では一部整合で覆う。本層は半固結または

固結した泥岩，砂岩などを含む堆積岩または火山岩類と推定されている。 

本層の年代について，以下の情報から新第三紀鮮新世～第四紀前期更新世とされている。 

・ 石塚ほか（2000）は，本層が露出している範囲で採取された安山岩溶岩および火砕岩から全

岩K–Ar 年代 4.14±0.08 Ma を報告している。 

 
10 北海道電力（2015）では，古第三紀始新世～新第三紀前期中新世とされている。 
11 北海道電力（2015）では，後期中新世とされている。 
12 北海道電力（2015）では，新第三紀前期中新世～後期中新世とされている。 
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・ 渡辺真人（2000）は，本層が露出している範囲で採取された試料の珪藻化石分析を行い，

Yanagisawa and Akiba (1998)のN. kamtschatica帯の Thalassiosira oestrupii亜帯（NPD7Bb）にお

ける T. temperei初産出層準より上位（5.4～3.9-3.5 Ma）の結果を報告している。 

・ 本山（2000）は，本層が露出している範囲で採取された試料の放散虫化石分析を行い，本山・

丸山（1998）のCycladophora sakaii Zone 下部の結果を報告し，堆積年代を約 3.4～2.7 Maと

推定している。 

本調査でも同様の年代としている。 

 

（4）Ⅳ層 

Ⅳ層は，主に幌別山地北方の大陸棚，寿都湾周辺，寿都半島西方の陸棚斜面に分布する。 

本層は，Ⅴ層の凹部ではⅤ層を整合または不整合で覆い，Ⅵ層以下とは不整合で接する。本層は，

半固結または固結した泥岩，砂岩などを含む堆積岩と推定されている。 

本層の年代について，本層下位のⅤ層上面が，海上保安庁水路部（1979b）における第四系下部更

新統と新第三系鮮新統との境界に対応することから，第四紀前期更新世以降と判断している。本調

査でも同様の年代としている。 

 

（5）Ⅲ層 

Ⅲ層は，主に寿都湾およびその北方沖合，寿都半島北西の陸棚斜面およびその沖合に分布する。 

本層は，Ⅳ層の凹部ではⅣ層をほぼ整合で，凸部では不整合で覆い，Ⅴ層以下とは不整合で接す

る。本層は泥，砂およびその互層を主体とする半固結の堆積物と推定されている。 

本層の年代について，本層は海上保安庁水路部（1995）における第四系中部更新統に概ね対比さ

れ，本層下部は第四系下部～中部更新統の岩内層に対比されることから，第四紀前期～中期更新世

と判断している。本調査でも同様の年代としている。 

 

（6）Ⅱ層 

Ⅱ層は，本海域の大陸棚外縁より沖合に広く分布する。 

本層は，沿岸部ではⅢ層上面の侵食面を不整合で覆い，沖合部ではⅢ層をほぼ整合，一部不整合

で覆い，さらにⅣ層以下とは不整合で接している。本層は，泥，砂およびその互層を主体とする未

固結または半固結の堆積物と推定されている。 

本層の年代について，以下の情報から第四紀後期更新世とされている。 

・ 本層から採取した柱状試料に含まれる 14C 法年代測定値 51,080 y.B.P.以前を示す有孔虫化石

の直下部においてクッタラ第 2 火山灰と同定される火山灰を確認している。 

・ 同様に本層の他地点から採取した柱状試料において 45,000 y.B.P.以前の 14C 法年代測定値が

得られている。 

・ これらの 14C 法年代測定値から本層の堆積速度が推定され，さらに層厚を考慮すると，本層

の基底は第四系中部～上部更新統と推定される。 

・ また，本層より下位のⅢ層が海上保安庁水路部（1995）における第四系中部更新統に概ね対

比されることから，本層は同文献における第四系上部更新統に対比される。 
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本調査でも同様の年代としている。なお，町田・新井（2003）によると，クッタラ第 1 火山灰は

43 ka 以前，クッタラ第３火山灰は 47～51 ka以前である。 

 

（7）Ⅰ層 

Ⅰ層は，本海域における最上位層で，本海域沿岸部沿いの大陸棚に広く分布する。 

本層は，大陸棚に分布しているⅡ層以下の地層上面の侵食面を不整合で覆い，海底面にほぼ平行

に堆積している。また，大陸棚上の水深約 150 m以浅に分布する。本層は，泥および砂を主体とす

る未固結の堆積物と推定されている。 

本層の年代について，第四紀完新世とされている。本調査においても同様の年代としている。 

 

（8）Ⅷ層（貫入岩） 

Ⅷ層は，尻別川西方付近において局所的に分布する。 

本層はⅤ層に貫入関係で接し，無層理パターンを示す。 

 

4.4.3 海域の地質構造 

幌別山地北方海域では，同山地にみられるドーム構造の北方延長部にⅥ～Ⅴ層が分布し（例えば，

図 4.4-5 中の測線 NESW4.5W），これらは陸域の磯谷層に相当する可能性がある。その東側の尻別

川河口延長部に凹地とこれを埋めるⅢ層以上の地層が分布する（例えば，図 4.4-5 中の測線 a）。 

寿都湾では，Ⅳ層以上の地層が堆積し（図 4.4-3 中の測線EW12W および測線NS3W），これらは

朱太川河口部に分布する黒松内層や瀬棚層に相当すると考えられる。 

寿都半島東方海域ではⅥ層が分布し（例えば，図 4.4-5 中の測線 a），寿都半島東部に分布する寿

都層に相当する可能性がある。同半島東岸付近から寿都半島北部に向かっては尾根状にⅥ層が分布

し，中新世あるいは鮮新世の海底火山噴出物である可能性がある。測線NS3W（図 4.4-3）ではⅥ層

の高まりがみられる。寿都半島西方海域では，Ｖ層が分布し（例えば，図 4.4-3 中の測線 EW4A），

寿都半島陸域西部に分布する鮮新統永豊層に相当すると考えられる。 

大陸棚北部では，Ⅵ～Ⅲ層が分布し（例えば，図 4.4-5 中の測線 a），大局的に沖合に向かって若

い地層が分布している。同外縁部ではⅡ層も分布する。 

陸棚斜面から海盆底にかけては，Ⅱ層が広く分布する（例えば，図 4.4-4 中の測線 c）。寿都海脚

周辺では，Ⅵ層およびⅤ層が分布する。  
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表 4.4-1 寿都町周辺海域層序対比表 

北海道電力（2016），海上保安庁水路部（1995）および岡村・佐藤（2023）を参照し，編集して作成。本説

明書および北海道電力（2016）の貫入岩Ⅷ層は省略。地質年代の数値は日本地質学会執行理事会（2023）に

基づく。各文献の地質層序で地質年代が不明確な部分については，文献中の陸域層序との対比などを参考に

加筆して本表に反映している。 
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図 4.4-1 寿都町周辺海域海底地質図 

北海道電力（2015）を参照して作成。探査測線は，北海道電力（2013，2015）のうち地質図作成範囲の解釈図が含まれるものを抜粋。本説明書に断面図を示すものを実線で，それ以外を点線で示す。測線EW12Bは， 

本説明書で断面図を示す測線EW12Wとほぼ同一の測線である。断層および背斜は，北海道電力（2015）において「後期更新世以降の活動を考慮する断層及び褶曲」とされている。Ⅶ層は，地質図作成範囲の海底面には 

分布しないが，海底面下に分布する。Ⅷ層は尻別川河口沖合に小さく分布する。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省），寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。海域

の等深線は日本水路協会発行M7000シリーズに基づき作成（（一財）日本水路協会承認 第2021006号）。  
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図 4.4-2 寿都町周辺海域海底地質断面図（その 1） 

北海道電力（2013，2015）を参照して作成。縦横比を1:1に編集。スケールについては凡例による。  
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図 4.4-3 寿都町周辺海域海底地質断面図（その 2） 

北海道電力（2013，2015）を参照して作成。縦横比を1:1に編集。スケールについては凡例による。  
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図 4.4-4 寿都町周辺海域海底地質断面図（その 3） 

北海道電力（2015）を参照して作成。縦横比を1:1に編集。スケールについては凡例による。  
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図 4.4-5 寿都町周辺海域海底地質断面図（その 4） 

北海道電力（2013，2015）を参照して作成。縦横比を1:1に編集。スケールについては凡例による。 
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第5章 地史 
第 4 章で取りまとめた地形，地質・地質構造に基づき，文献調査対象地区および周辺地域の地史

について考察した。 

 

5.1 文献調査対象地区および周辺地域の地史 

文献調査対象地区および周辺地域の地史を以下に示す。また，推定した古地理図を図 5.1-1 およ

び図 5.1-2 に示す。 

 

① 前期中新世（マス川層堆積期） 

陸上で溶結凝灰岩などからなるマス川層が泊川コンプレックスおよび白亜紀花崗岩類（貫入岩 I）

付近に堆積した。この時期は日本海拡大の時期（中嶋，2018）にあたり，周囲は海域であった。 

 

② 中期中新世（大平川層・チョポシナイ川層・訓縫層堆積期） 

主に以下の 3地域で海底火山活動が生じた。 

泊川コンプレックスの中央から北部を中心に，海底火山噴出物や砂岩・礫岩などからなる大平川

層が水中で噴出・堆積した。 

幌別山地南部では，流紋岩海底火山活動が活発化し，その噴出物などからなるチョポシナイ川層

が堆積した。 

泊川コンプレックス南方では，海底火山活動が活発化し，その噴出物や砂岩・礫岩・凝灰岩など

からなる訓縫層が堆積した。 

 

③ 後期中新世（八雲層・寿都層・磯谷層堆積期） 

狩場山地東部周辺では火山活動が静穏化し，主に泥岩からなる八雲層が堆積した。一方，寿都半

島および幌別山地周辺では，海底火山活動が活発化し，主に安山岩ハイアロクラスタイトおよび溶

岩からなる寿都層および磯谷層が堆積した。幌別山地北部では，磯谷層のうちシルト層が堆積した。 

熱水活動により，寿都鉱床および正荘鉱床が寿都層に，潮路鉱床，永泰鉱床および大金鉱床が磯

谷層に生成された（八幡，2002）。 

 

④ 後期中新世～前期鮮新世（永豊層・黒松内層・磯谷層堆積期） 

幌別山地南部では，花崗岩類（貫入岩 VIII）の貫入に伴い，南部を中心に幌別山地が隆起した可

能性がある。 

寿都半島西部および狩場山地東部で，安山岩海底火山活動が活発化し，これらの噴出物とその周

囲に堆積したシルト層からなる永豊層および黒松内層が堆積した。幌別山地北部では，磯谷層のう

ちシルト層が継続して堆積した。 

 

⑤ 後期鮮新世（ガロ川噴出物層・黒松内層堆積期） 

狩場山地東部において，黒松内岳付近を中心とする安山岩海底火山活動が活発化し，火山円礫岩

などの再堆積物が寿都半島南部に流れ込み，主に海底火山噴出物とそれに伴う二次堆積物からなる

ガロ川噴出物層が堆積した。ガロ川噴出物層が下位層を不整合に覆うことから，⑥に示す北西－南

東方向の軸を持つ褶曲活動は本層堆積前に開始していた可能性がある。また，ガロ川噴出物層は黒
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松内岳付近以西に分布しないことも考え合わせると，この地域は陸化していた可能性がある。 

黒松内低地帯では，主にシルト層からなる黒松内層が継続して堆積した。 

幌別山地東麓から目名川および尻別川流域は，この時期の地層が欠損していることから，陸化し

ていた可能性がある。 

 

⑥ 後期鮮新世（⑤の時期および瀬棚層堆積前） 

月越山脈・狩場山地東部周辺において，北西－南東方向の軸を持つ褶曲活動と陸化が生じた。瀬

棚層以降の地層が現在ほとんど分布しないことから，幌別山地でも陸化が進んだ可能性がある。 

 

⑦ 後期鮮新世～前期更新世（瀬棚層堆積期） 

寿都半島南部および幌別山地東麓や目名川～尻別川付近では，下位層を不整合に覆って主に砂礫

層からなる瀬棚層が堆積した。 

黒松内低地帯では，主にシルト層からなる黒松内層の堆積が継続し，ほかの地域から遅れて瀬棚

層が堆積した。 

賀老山山地および写万部山などで安山岩火山活動が生じた。 

 

⑧ 中期更新世以降（中ノ沢川層・知来川層堆積以降） 

黒松内低地帯中央～南部で陸化が進み，主に陸成層からなる中ノ沢川層および知来川層が堆積し

た。 

黒松内低地断層帯の活動により，丸山丘陵の隆起・傾動や低地帯中央の褶曲構造の形成が生じた。 

最終間氷期になると，洞爺火山を給源とする熱郛軽石流堆積物が堆積した。  
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図 5.1-1 寿都町および周辺地域推定古地理図（その 1）  
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図 5.1-2 寿都町および周辺地域推定古地理図（その 2）  
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第6章 地形，地質・地質構造に係るその他のデータ 
6.1 地球物理学的データ 

第 4 章で取りまとめた地形，地質・地質構造について，地球物理学的データ（重力異常および磁

気異常など）と比較を行い，関連性について考察した。 

 

6.1.1 重力異常 

文献調査対象地区および周辺地域の重力異常図を図 6.1-1 に示す。本図には第 4 章で示した陸域

地質図の概要版，および海域地質図を重ねて表示している。 

狩場山地東部に正の重力異常域が認められ，中生界からなる泊川コンプレックスが分布する。こ

こから東方の黒松内低地帯に向かっては負の重力異常を示す。これは，基礎試錐「黒松内」（石油技

術協会，1993）の結果にも示されるように，新第三紀以降の堆積物が埋積した堆積盆を反映してい

ると考えられる。黒松内低地帯の西縁部付近に，重力異常の急変帯がみられる。 

寿都湾付近では，正の重力異常域が認められる。岡村（1984）の寿都湾を中心とする噴火活動の

指摘や周囲の表層地質情報から推定すると，寿都湾海底下には寿都層や磯谷層に対比される後期中

新生界火砕岩類が分布している可能性がある。 

雷電火山や写万部山の火山地域や幌別山地南部では，正の重力異常域が認められる。これらは中

新世花崗岩類（貫入岩VIII）の分布域と概ね整合的である。 

文献調査対象地区周辺の海域では，概ね東から西に向かって正の重力異常が大きくなる。 
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図 6.1-1 文献調査対象地区および周辺地域の重力異常（ブーゲー異常） 

図中の H および L はそれぞれ相対的な正の重力異常および負の重力異常を示す。等値線の主曲線は 2 mGal，

計曲線は 10 mGal間隔。日本重力データベースDVD版（産業総合技術研究所地質調査総合センター編，2013）

収録のブーゲー異常グリッドデータ（仮定密度：2.67g/cm3）に基づき作成。陸域の地質は図 4.3-1，海域の地

質は図 4.4-1に基づく。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に基づく。 
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6.1.2 磁気異常 

文献調査対象地区および周辺地域の磁気異常図を図 6.1-2 に示す。本図には第 4 章で示した陸域

地質図の概要版，および海域地質図を重ねて表示している。 

正の磁気異常域は，火山噴出物が分布する雷電山，写万部山や併せて深成岩体が分布する幌別山

地で認められる。一方，瀬棚層や沖積堆積物などの主に堆積岩類が分布する黒松内低地帯や，主に

頁岩からなる八雲層が分布する狩場山地東部では，負の磁気異常となっている。このように，本地

域における磁気異常の傾向は，表層地質が含有する磁性鉱物量を反映していると考えられる。 

海域では，寿都湾北部に正の磁気異常域が認められる。当該付近の海底にはⅥ層が北北東－南南

西方向に分布し，磁性鉱物を多く含む地層が分布している可能性が高い周囲の陸域地質を考慮する

と，主にハイアロクラスタイトからなる寿都層や磯谷層に相当する地層が分布していると考えられ

る。  
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図 6.1-2 文献調査対象地区および周辺地域の磁気異常（極磁力図） 

図中のHおよび Lはそれぞれ相対的な正の磁気異常および負の磁気異常を示す。等値線の主曲線は20 nT，計

曲線は 100 nT間隔。日本空中磁気データベース（産業総合技術研究所地質調査総合センター，2005）のうち

北海道・東北北部のデータに基づき作成。相対的な正の磁気異常および負の磁気異常を加筆。陸域の地質は図

4.3-1，海域の地質は図 4.4-1 に基づく。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に基づく。 
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6.1.3 電磁探査 

平田ほか（2009）は，文献調査対象地区南方の黒松内低地帯を横切ってMT 法電磁探査を行って

いる（図 6.1-3）。 

本調査の陸域地質図によると，断面南西部の「Pre-Tertiary Sediments」は泊川コンプレックスに対

比されると考えられる。これより北東側の「Middle to Lower Miocene」は，泊川コンプレックスより

上位である訓縫層以上の地層に対比されると推定され，基礎試錐「黒松内」（石油技術協会，1993）

の結果と整合している。 

 

 
図 6.1-3 二次元インバージョンによる比抵抗構造とその位置図（平田ほか，2009） 
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6.1.4 微動アレイ観測 

松島・大島（1989）は，文献調査対象地区南方の黒松内低地帯内において微動アレイ観測を行っ

ている（図 6.1-4）。観測結果と試掘との対比から，「黒松内層の基底面は北から南に行くにつれて

1,100 m から 1,600 m と次第にその深度を増しており，このことは付近の重力探査の結果と調和的で

ある」と述べている。このことは，本調査の陸域推定地質断面図ならびに陸域地質図と矛盾しない。 

 

図 6.1-4 S波速度垂直分布と位置図（松島・大島，1989）  
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第7章 まとめ 
7.1 調査，検討のまとめ 

最終処分法に定められた要件に照らした評価の基礎情報として，地形，地質・地質構造について

以下を取りまとめた。 

・ 地質・地質構造に係る既存情報の概要 

・ ネオテクトニクスの概要 

・ 地形概説 

・ 陸域および海域の地質概説，地質各論，地質構造 

・ 地史 

取りまとめた図表のうち，主なものを以下に示す。②，③については大判の付図として添付して

いる。 

① 文献調査対象地区および周辺地域地質層序表 

② 同陸域の地質図 

③ 同陸域の推定地質断面図 

④ 同海域の地質図 

⑤ 同海域の地質断面図 

⑥ 同推定古地理図 

文献調査対象地区は北海道南西部に位置し，中央の黒松内低地帯およびその東西の山地からなる。 

陸域の地質は，下位より，新第三系の安山岩ハイアロクラスタイトなどを主体とする寿都層，磯

谷層，永豊層，加えて火山円礫岩などを含むガロ川噴出物層，新第三系～第四系の礫岩，砂岩，お

よびシルト岩などを主体とする瀬棚層などからなる。周辺地域を含めて地質構造を俯瞰すると，狩

場山地東部では概ね北西－南東～南北方向の，黒松内低地帯では南北～北北西－南南東方向の褶曲

軸や断層が卓越する。 

海域の地質は，古第三紀始新世とそれ以前の地層と推定されるⅦ層，主に新第三系と推定される

ⅥおよびⅤ層，第四系と推定されるⅣ～Ⅰ層，および貫入岩類のⅧ層からなる。幌別山地北方海域

では，同山地にみられるドーム構造の北方延長部にⅥ～Ⅴ層が，寿都湾では，Ⅳ層以上の地層が，

寿都半島東方海域ではⅥ層が，寿都半島西方海域ではⅤ層が，大陸棚北部では，Ⅵ～Ⅲ層が，陸棚

斜面から海盆底にかけてはⅡ層が分布する。 

今回整理した地形，地質・地質構造に基づいて，文献調査対象地区および周辺地域の地史を考察

した。 

 

7.2 概要調査に向けた考え方 

文献調査においては 1.1.2 で述べたように，既存の文献・データから得られる情報には限界がある

ため，作成できるものに限界があり，不確実性が残る。 

概要調査では，用いる方法として，ボーリング，地表踏査，物理探査，トレンチの掘削（以上，

最終処分法第 2条および同法施行令第 4条）などが想定されている。文献調査と同様に，最終処分

法に定められた要件に照らした評価の基礎情報として地形，地質・地質構造を取りまとめ，さらに，

放射性物質の閉じ込め機能，地下施設の建設可能性の検討などを実施していくことになると考えら
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れ，これらの目的のために，調査が具体化されていく。文献調査で残る不確実性については，上記

の目的の調査のなかでそれぞれの方法の特徴を踏まえて対応していくこととなる。 

なお，概要調査において留意すべき主な点として，地下 300 m 以深の情報の拡充などに加えて，

以下が考えられる。 

・ 本地域に分布する中新世から鮮新世にかけての火山岩類（特に火砕岩や溶岩）は，安山岩か

らなる水中で堆積した火山噴出物が支配的である（4.3.1など）ため，岩石学的な違いが小さ

いことや側方変化が大きいこと，および変質作用を受けている場合があることなどから，地

層の同定や区分に留意する必要がある。 
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第1章 調査，検討の考え方 
1.1 検討の進め方 

文献調査開始に当たっては，原子力発電環境整備機構（以下，NUMOという。）が 2020年に公表

した「北海道寿都郡寿都町 文献調査計画書」（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を進

めた。その間，経済産業省資源エネルギー庁の「文献調査段階の評価の考え方」（2023）（以下，「文

献調査段階の評価の考え方」という。）が策定されており，当該地域の文献調査の情報に基づく概要

調査地区候補選定のための技術的観点からの検討のうち地質環境特性については，これらに沿って

文献調査対象地区である寿都町における地層や岩体，断層などの分布といった地下の状況および地

質環境特性に関する情報の収集・整理を行った。さらに，それらの情報と好ましいと考えられる地

質環境特性（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術WG

（以下，地層処分技術WG という。），2014；地層処分技術WG，2017）や既往の処分場概念1の設定

環境（NUMO，2021）との比較を通じて，技術的な観点から文献調査対象地区における地下施設設

置場所について検討した。 

「文献調査段階の評価の考え方」に示された技術的観点からの検討の考え方は，以下のとおり。 

 

 
1 閉鎖後長期安全性，閉鎖前安全性，工学的成立性，モニタリング，回収可能性，環境影響，社会経済的側面など，処分場

に持たせようとする性質と能力（設計因子）を考慮し，評価を行う対象となる処分施設とその立地点におけるサイト環境

条件に適合するように設計した処分場の仕様例を「処分場概念」とよぶ。 

① 最終処分法に定められた要件への適合性の確認と同様に、技術的観点からの検討につい

ても、地下の地質環境を対象として概要調査地区の候補を選定するために実施する。 

② 最終処分法に定められた要件への適合性以外の技術的な観点から、最終処分を行おうと

する地層（地下施設設置場所）として適切ではない場所の回避やより好ましい場所の選

択について検討する。 

③ 技術的な観点は、地層の著しい変動等の回避の次に重要となり、概要調査や精密調査に

おいても調査事項とされている、放射性物質の閉じ込め機能に関して検討する。その上

で、掘削や施設収容性等の観点からの地下施設の建設可能性に関しても検討する。 

④ このような観点から、地層や岩体、断層等の分布といった地下の状況、地層処分への適性

の観点からの地質環境特性を取りまとめ、地下施設設置場所としてのおおよその適性を

把握する。検討の目的から、最終処分を行おうとする地層だけでなく上部を含めた周辺

の地層も評価の対象とし、閉じ込め機能に関する特性についてはその継続期間も考慮す

る。 

⑤ 既往の文献・データでは、地層や岩体、断層等の分布といった地下の状況については一定

程度把握することが可能であるが、地層処分への適性の観点からの地質環境特性につい

ては文献調査対象地区の情報は限られていることから、周辺や同様の岩種について得ら

れている特性を用いて推定する。 

⑥ その上で、「科学的特性マップ」の策定時の考え方のうち「好ましい地質環境特性」や、

これまでに設計や安全評価が実施されているモデルの地質環境特性と比較する。 
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1.2 実施項目と手順 

本調査においては，最終処分法で定められた要件に対応した項目および地熱資源の観点からの避

ける場所に係る評価結果は考慮せず，文献調査対象地区全体を対象として調査，検討した。図 1.2-1

に技術的観点からの検討のうち地質環境特性で実施する項目とその手順を示す。 

第 2 章では，1.1 に示した技術的観点からの検討のよりどころとなる情報として，最終処分を行お

うとする地層2（以下，地下施設設置場所という。）として好ましい地質環境特性および既往の処分

場概念に設定された地質環境特性について整理した。 

第 3 章では，技術的観点からの検討のうち地形，地質・地質構造に関する説明書（以下，説明書

「地形，地質・地質構造」という。）で作成した地質層序表，地質図および地質断面図を用いて，文

献調査対象地区の陸域および海域における地層や岩体，断層などの分布を把握するとともに，主な

検討対象として地下 300 m 以深に分布する地層・岩体およびその上部を含めた周辺の地層を抽出し

た。 

第 4 章では，第 2章および第 3 章の結果を踏まえて，閉じ込め機能および地下施設の建設可能性

に関する検討項目を設定したうえで関連する地質環境特性の情報を収集し，第 2 章で整理した検討

のよりどころとなる情報との比較を行いつつ，収集した情報を整理した。情報の収集に当たっては，

まず文献調査対象地区における地質環境特性の情報を収集した。検討に有益な情報が得られなかっ

た場合は，NUMO（2021）において全国を対象として収集した学術論文や関係研究機関の報告書，

データベースなどから，文献調査対象地区の関連情報として同地区が位置し地史が似通っている地

域の情報などを抽出して活用した。 

第 5 章および第 6 章では，収集・整理した地質環境特性の情報に基づき，閉じ込め機能および地

下施設の建設可能性のそれぞれの観点から設定した項目について検討した。閉じ込め機能の観点か

らは熱環境，水理場，力学場，化学場およびそれら地質環境特性の長期継続性に着目した。建設可

能性の観点からは地下坑道周辺岩盤の安定性（以下，空洞安定性という。），地下坑道内の作業環境

（以下，坑内作業環境という。），地下施設の収容性およびそのほかの安全性への懸念事象に着目し

た。 

最後に，第 7 章で閉じ込め機能および地下施設の建設可能性の観点からの検討結果を用いて，文

献調査対象地区における地下施設設置場所として適切ではない場所の回避や，より好ましい場所の

選択について総合的に検討した。また，第 7章では，第 4章で収集・整理した地質環境特性の情報，

第 5 章および第 6章で実施した検討結果に基づき，閉じ込め機能および地下施設の建設可能性の観

点から留意すべき事項，概要調査以降の調査を実施する場合において，現地調査における地質環境

特性データ取得の観点から留意すべき事項について整理した。 

 

 
2 本調査では地下300 m以深の場所とする。 
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第2章 検討のよりどころとなる情報の整理 
2.1 好ましい地質環境特性 

2.1.1 閉じ込め機能の観点からの好ましい地質環境特性 

閉じ込め機能の観点からの好ましい地質環境特性については，以下に示すように熱環境，水理場，

力学場，化学場ごとに示されており，それぞれについて日本の地下深部に広く認められる特性は表 

2.1-1 のように整理されている（地層処分技術WG，2014；地層処分技術WG，2017）。 

・ 熱環境については，人工バリアのうち，ガラス固化体やオーバーパックとは異なり，高い耐

熱性を有していない緩衝材の熱変質による閉じ込め機能の一部喪失が生じにくい条件とし

て，「地温が低いこと」が好ましい地質環境特性とされている。 

・ 水理場については，地下深部の地下水の流速が緩慢である場合，放射性物質の移行時間が長

くなることによる放射能の減衰が見込めることから，岩盤の低い透水性と小さい動水勾配を

もって「地下水流動が緩慢であること」が好ましい地質環境特性とされている。 

・ 力学場については，地下深部における地下水の水圧や緩衝材の圧密変形に伴う反力などの外

力，岩盤中の断層変位やクリープ変形によるオーバーパックの安全性を考慮して，「岩盤の変

形が小さいこと」が好ましい地質環境特性とされている。 

・ 化学場については，ガラス固化体の溶解速度の増加やオーバーパックの耐食性の低下，緩衝

材および天然バリアの収着能の低下が生じにくい条件として，「地下水の水素イオン指数（pH）

が高 pH あるいは低 pH ではないこと」，「地下水が酸化性雰囲気ではないこと」および「地下

水の炭酸化学種濃度が高くないこと」が好ましい地質環境特性とされている。 

 

表 2.1-1 好ましい地質環境特性と日本の地下深部に広く認められる特性 

地層処分技術WG（2014）に基づき作成 

好ましい地質環境特性 日本の地下深部に広く認められる特性 

熱環境 ・ 地温が低いこと。 
・ 火山地域などの高温異常域を除けば，地温勾配

は概ね 3～5℃/100 m 程度 

水理場 ・ 地下水流動が緩慢であること。 

・ 地下深部の動水勾配は 0.001～0.01 オーダー 

・ 地下深部の透水係数は 10-12～10-6 m/sオーダー 

・ 動水勾配および透水係数は深度とともに減少 

力学場 ・ 岩盤の変形が小さいこと。 
・ 地下深部の岩盤の長期的なクリープ変形量は設

計で対応可能な範囲内 

化学場 

・ 地下水の水素イオン指数（pH）が高

pH あるいは低 pH ではないこと。 
・ 地下深部の地下水は pH6～9程度 

・ 地下水が酸化性雰囲気ではないこ

と。 
・ 地下深部の地下水は還元性雰囲気が維持 

・ 地下水の炭酸化学種濃度※が高くな

いこと。 

・ 地下深部の地下水の炭酸化学種濃度は最大 0.1 

mol/dm3程度 

※ 炭酸化学種濃度：溶液中に溶存している無機炭素（炭酸塩，炭酸水素塩，炭酸，二酸化炭素）の合計

の濃度 
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地層処分技術 WG（2017）においては，熱環境，水理場，力学場，化学場ごとに閉じ込め性能が

大幅に向上するような明確な基準を設定することは難しいとしているものの，熱環境および化学場

については，地下施設設置場所として好ましい可能性がある範囲となる目安が定量的に示されてい

る（表 2.1-2）。 

 

表 2.1-2 閉じ込め機能の観点から設定した地質環境特性項目とその目安 

地層処分技術WG（2017）に基づき作成 

好ましい地質環境特性 
地質環境特性 

項目 

地下施設設置場所として好ましい 

可能性がある範囲となる目安 

熱環境 ・ 地温が低いこと。 地温 

・ 100℃未満（ベントナイトのイラ

イト化による閉じ込め機能の一部

喪失が生じにくいとされる目安） 

水理場 ・ 地下水流動が緩慢であること。 
透水係数 

動水勾配 
－ 

力学場 ・ 岩盤の変形が小さいこと。 クリープ変形量 － 

化学場 

・ 地下水の水素イオン指数（pH）が

高 pH あるいは低 pH ではないこ

と。 

pH 

・ 地下水が高 pH あるいは低 pH で

はない（中性付近である）場合，

閉じ込め機能の一部喪失につなが

るガラス固化体の溶解速度の増

加，緩衝材および天然バリアの収

着能の低下，オーバーパックの腐

食が生じにくい。 

・ 低 pH の下限値として 4.8 以上（実

質的な酸性領域ではないと判断で

きる目安） 

・ 高pHの上限値として12程度以下

（オーバーパックの腐食による閉

じ込め機能の一部喪失が生じにく

いとされる目安） 

・ 地下水が酸化性雰囲気ではない

こと。 

酸化還元電位

（ORP） 

・ 負の値（一部の放射性物質の溶解

度が高くならない，還元性の雰囲

気であると判断できる目安） 

・ 地下水の炭酸化学種濃度※が高く

ないこと。 
炭酸化学種濃度 

・ 0.5 mol/dm3未満（オーバーパック

の腐食による閉じ込め機能の一部

喪失が生じにくいとされる目安） 

※ 炭酸化学種濃度：溶液中に溶存している無機炭素（炭酸塩，炭酸水素塩，炭酸，二酸化炭素）の合計の

濃度 

 

2.1.2 地下施設の建設可能性の観点からの好ましい地質環境特性 

地層処分技術 WG（2017）においては，地下施設の建設・操業時の安全性を確保するうえでの懸

念事象として，未固結堆積物，地熱・温泉，膨張性地山，山はね，泥火山，湧水，有害ガスおよび
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地震が挙げられている。これらについては，安全裕度が大きく向上するという観点からの好ましい

範囲の設定は難しいとされているものの，未固結堆積物および地熱・温泉については，それぞれ空

洞安定性および坑内作業環境に関して，地下施設設置場所として好ましい可能性がある範囲となる

目安が定量的に示されている（表 2.1-3）。 

 

表 2.1-3 地下施設の建設可能性の観点からの地質環境特性項目と目安 

地層処分技術WG（2017）に基づき作成 

好ましい地質環境特性 
地質環境特性 

項目 

地下施設設置場所として好ましい 

可能性がある範囲となる目安 

未固結 

堆積物 

・ 空洞安定性が確保でき

ること。 

地山強度比 

（一軸圧縮強さ※） 

・ 2 以上（支保工がなくとも比較的高

い空洞安定性が確保できる目安） 

地熱・ 

温泉 

・ 坑内作業環境として，処

分深度で地温が 45℃以

下を確保できること。 

地温 

・ 45℃以下（大規模な冷房設備の導入

を行わない坑道換気によって，法令

（労働安全衛生規則）で定められる

温度（37℃）以下に維持できる目安） 

※ 一軸圧縮強さ：地山強度比の算出に用いるため，地質環境特性項目として設定 

 

2.2 既往の処分場概念に設定された地質環境特性 

 本調査で収集・整理した地質環境特性と比較するために既往の処分場概念の設定環境として，

NUMO（2021）に示された日本の代表的な岩種の地質環境特性を抽出した。 

NUMO（2021）では，サイト選定のために実施する地質環境調査，評価のそれぞれの項目を踏ま

えて，処分場の工学的成立性（建設可能性や容易性など）および閉鎖後長期の安全性（地下水流動

や核種移行・遅延など）に係る検討において重要となる地質環境の特性値（透水係数，有効間隙率，

熱伝導率および一軸圧縮強さ）が整理されている（表 2.2-1）。また，日本の地下深部で認められる

地下水の塩分濃度の高低を考慮しつつ，検討対象母岩毎に地下水の温度や水質の代表値が設定され

ている（表 2.2-2）。 

 

表 2.2-1 地層処分に係る検討において重要となる地質環境の特性値 

NUMO（2021）を編集 

時代 新第三紀 先新第三紀 
新第三紀・ 

先新第三紀 

新第三紀・ 

先新第三紀 
 

岩種 堆積岩類 堆積岩類 火山岩類 深成岩類 変成岩類 

透水係数の代表値※1 [m/s] 2.9×10-7 4.7×10-7 2.1×10-7 5.5×10-8 4.3×10-8 

有効間隙率の代表値※2 [%] 25～27 3.5～6.8 5.4～7.9 0.8～1.5 1.2～6.8 

熱伝導率の代表値※2 [W/m K] 1.6～1.8 1.4～1.5 2.4～2.5 2.8～2.9 3.3 

一軸圧縮強さの代表値※2 [MPa] 9～28 74～90 92～106 108～110 55～66 

※1 代表値として対数平均値を示す。 

※2 代表値として平均値と中央値を閾値とした幅を示す（特性値のばらつきの幅や偏りなどを考慮）。 
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表 2.2-2 各検討対象母岩に設定された地下水の温度や水質条件の代表値の一部 

NUMO（2021）を編集 

検討対象母岩 深成岩類 新第三紀堆積岩類 先新第三紀堆積岩類 

地下水 低Cl-濃度 高Cl-濃度 低Cl-濃度 高Cl-濃度 低Cl-濃度 高Cl-濃度 

温度 [°C] 45 45 30 30 45 45 

pH [-] 8.16 7.56 8.38 6.54 8.15 6.33 

Eh [mV] -301 -259 -282 -168 -289 -171 
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第3章 文献調査対象地区における地層・岩体の分布の把握 
3.1 陸域 

 説明書「地形，地質・地質構造」で作成した地質図（図 3.1-1）を用いて，文献調査対象地区およ

びその周辺の陸域に分布する主要な地層・岩体を抽出したうえで，NUMO（2021）に示された日本

の代表的な岩種を参考にしつつ，地質環境特性を整理する際の岩種に区分した（表 3.1-1）。 

 岩種の区分は，文献調査対象地区およびその周辺の陸域に分布する主要な地質の年代や岩相など

に基づき設定した。主要な地質のうち，沖積堆積物，段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物，瀬

棚層は第四紀堆積岩類に，磯谷溶岩は第四紀火山岩類に区分した。ガロ川噴出物層，永豊層および

黒松内層は新第三紀鮮新世の堆積岩類および火山岩類に区分した。磯谷層，八雲層，寿都層および

大平川層は新第三紀中新世の堆積岩類および火山岩類に区分した。貫入岩Ⅵ（石英斑状デイサイト）

は新第三紀中新世火山岩類に，泊川コンプレックスは先新第三系基盤岩類に区分した。 

 また，説明書「地形，地質・地質構造」の検討結果に基づくと，文献調査対象地区およびその周

辺の特徴的な地層として寿都層，磯谷層およびガロ川噴出物層などにハイアロクラスタイト（水冷

破砕岩）が分布する。ハイアロクラスタイトについては，NUMO（2021）において新第三紀・先新

第三紀の火山岩類に含められており，特に区分されていないが，ここでは文献調査対象地区および

その周辺地域に広く分布し以下のような特徴があることから，新第三紀鮮新世および中新世の火山

岩類とは区別して情報を整理した。 

・ 山岸（1994）では，「ハイアロクラスタイトは溶岩や岩脈の水冷収縮破壊による火砕岩の一種」

と定義されている。また，山岸（1994）における水中火山のモデルでは，水中溶岩，フィー

ダー岩脈，ハイアロクラスタイトが混在する海山の断面が図示されており，海底火山噴出物

およびそれに伴う二次堆積物であるハイアロクラスタイトの地質環境特性の変化が水平お

よび鉛直方向共に大きいことが想定される。 

・ 米田ほか（2002）では，地表付近ではあるものの，文献調査対象地区に比較的近い積丹半島

に分布する火砕岩類やハイアロクラスタイトについて，工学的な分類上不均質軟岩に相当す

る岩盤であり，礫の粒径や礫と基質部との構成割合が非常に不規則で変化に富み岩相変化が

著しいことや，火砕岩の角礫部分は概ね緻密な火山岩片であるが基質部分は比較的脆弱で時

として多孔質であることが特徴として挙げられている。 

 なお，収集した文献情報に示された地層・岩体がハイアロクラスタイトに該当するかの判断は，

上記の理由により難しいことから，文献情報において「ハイアロクラスタイト」もしくは「水冷破

砕岩」の表記があり，ハイアロクラスタイトに相当すると類推できるもののみをハイアロクラスタ

イトに区分した。 
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図 3.2-1 文献調査対象地区およびその周辺の海底地質図 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す寿都町周辺海域海底地質図から一部抜粋し編集。地質図は北海道電力

（2015）を参照して作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町行政界は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。海域の等深線は日本水路協会発行 M7000 シリーズ

に基づき作成（（一財）日本水路協会承認 第 2021006号）。図中に示したNS3W測線の断面図は図 3.3-4に

示す。 
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3.3 主な検討対象となる地層・岩体の抽出 

説明書「地形，地質・地質構造」で作成した地質断面図（図 3.3-1～図 3.3-4）を用いて，地層処

分の対象深度となる地下 300 m 以深において想定する地下施設の規模を踏まえ，数 km2程度以上の

広がりをもって分布すると考えられる地層・岩体を主な検討対象として抽出した。また，地下施設

の建設可能性の観点からの空洞安定性について検討するために，深度に関わらずそれらの上部に分

布する地層・岩体を抽出した。表 3.3-1 には抽出した地層・岩体を一覧として整理するとともに，

表 3.1-1 および表 3.2-1 に示す岩種区分に対応させた。 

主な検討対象となる地層・岩体として，文献調査対象地区の陸域における地下 300 m 以深には磯

谷層および寿都層下部が広く分布している。磯谷層は新第三紀中新世の堆積岩類およびハイアロク

ラスタイトに区分され，寿都層下部は新第三紀中新世ハイアロクラスタイトに区分される。 

主な検討対象となる地層・岩体の上部には，主に新第三紀鮮新世火山岩類に相当するガロ川噴出

物層，新第三紀鮮新世堆積岩類に相当する黒松内層および第四紀堆積岩類に相当する瀬棚層が最大

数百 m の厚さで分布している。さらに，その上部地層は第四紀の段丘堆積物や沖積堆積物であり，

その層厚は薄い。 

寿都湾および海域沿岸部周辺の海底下 300 m以深には主な検討対象となる地層・岩体として，新

第三紀中新世堆積岩類（または火山岩類）に相当するⅥ層が広く分布している。また，主な検討対

象となる地層・岩体であるⅥ層の上部地層は主に第四紀のⅣ層およびⅢ層であり，それらの層厚は

推定されている範囲で最大 150 m 程度である。 

  





  
 

 

 
(a) A-A’断面 

 

(b) B-B’断面 
図 3.3-1 文献調査対象地区における主な検討対象およびその上部の地層・岩体の抽出（A-A’およびB-B’断面） 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す寿都町および周辺地域陸域推定地質断面図（図 3.1-1およびボーリングデータなどに基づきNUMO が推定）から一部抜粋，

編集し，地質の凡例および注釈を加筆。断面位置は図 3.1-1を参照。陸域地形は国土地理院数値標高データに基づき作成（測量法に基づく国土地理院長承認（使

用）R 5JHs 154）。海域地形は日本水路協会発行M7000 シリーズに基づき作成（（一財）日本水路協会承認 第2021006 号）。 
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(a) H-H’断面 

 
(b) I-I’断面 

図 3.3-2 文献調査対象地区における主な検討対象およびその上部の地層・岩体の抽出（H-H’および I-I’断面） 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す寿都町および周辺地域陸域推定地質断面図（図 3.1-1およびボーリングデータなどに基づきNUMO が推定）から一部抜粋，

編集し，地質の凡例および注釈を加筆。断面位置は図 3.1-1を参照。陸域地形は国土地理院数値標高データに基づき作成（測量法に基づく国土地理院長承認（使

用）R 5JHs 154）。海域地形は日本水路協会発行M7000 シリーズに基づき作成（（一財）日本水路協会承認 第2021006 号）。 
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図 3.3-4 文献調査対象地区における主な検討対象およびその上部の地層・岩体の抽出（NS3W測線） 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す寿都町周辺海域海底地質断面図から一部抜粋および縦横比を 2：1に修正し，地質の凡例および注釈を加筆。断面位置

は図 3.2-1を参照。地質断面図は北海道電力（2013，2015）を参照して作成。 
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第4章 地質環境特性に関する情報の収集・整理 
4.1 情報の収集方法 

表 4.1-1 および表 4.1-2 に，閉じ込め機能および地下施設の建設可能性に関する地質環境特性を

整理するために用いた情報を示す。 

表 2.1-2 に示した閉じ込め機能に関する地質環境特性のうち，地温，pH および炭酸化学種濃度の

3 項目については，文献調査対象地区の情報を用いた。動水勾配については，直接的な情報が得ら

れなかったため，文献調査対象地区を流れる河川の標高差から地表付近の動水勾配を推定した。透

水係数については，文献調査対象地区で情報が得られなかったため，同地区を含む周辺の同種岩盤

の情報を用いた。また，クリープ変形量および酸化還元電位（以下，ORP という。）の 2 項目につ

いては，文献調査対象地区および周辺の同種岩盤ともに情報が得られなかった。 

表 2.1-3 に示した地下施設の建設可能性に関する地質環境特性のうち，地山強度比を算出するた

めに必要となる一軸圧縮強さについては，文献調査対象地区で情報が得られなかったため，同地区

を含む周辺の同種岩盤の情報を用いた。地温は閉じ込め機能の観点と同様に，文献調査対象地区の

情報を用いた。また，地下施設の収容性の検討には，3.3 で抽出した文献調査対象地区における主な

検討対象となる地層・岩体の分布情報を用いた。 

そのほかの安全性に関する懸念事象については，個別地域における調査方法などを把握するため

に「科学的特性マップ」策定の際にも参照されたトンネル標準示方書（土木学会，2016）の特殊な

地山条件（表 4.1-3）を参照し，文献調査に相当する調査方法である「資料調査」および「地形判読」

が，有効もしくは場合によって有効とされる「地すべり，崩壊地形」，「土被り」および「断層，褶

曲」などを中心に検討項目を設定した。それらの検討項目については，表 4.1-2 に示す各説明書の

検討結果を活用するとともに関連する情報を収集した。 

日本地質学会編（2010）によると，文献調査対象地区およびその周辺地域は中生代の付加体を基

盤とし，地表付近には新第三紀から第四紀の火山岩類および堆積岩類が広く分布しており，北海道

の基盤地質に基づく地帯構造区分では，同地域は「渡島帯」に位置する（図 4.1-1）。そこで，文献

調査対象地区が位置し地史が似通っている「渡島帯」の分布範囲で取得された情報を周辺の同種岩

盤の情報とした。 

 

表 4.1-1 閉じ込め機能に関する地質環境特性の整理に用いた情報 

閉じ込め機能に関する地質環境特性 文献調査対象地区の情報 周辺の同種岩盤の情報 

熱環境 地温 

〇 

噴火に関する説明書（以下，説

明書「噴火」という。）を活用 

－ 

水理場 

透水係数 － 〇 

動水勾配 
〇 

（河川の標高差による推定） 
－ 

力学場 クリープ変形量 － － 

化学場 

pH 
〇 

説明書「噴火」の結果を活用 
－ 

ORP － － 

炭酸化学種濃度 〇 － 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地質環境特性」 

20 

表 4.1-2 地下施設の建設可能性に関する地質環境特性の整理に用いた情報 

地下施設の建設可能性に関する 

地質環境特性 
文献調査対象地区の情報 

周辺の同種岩盤 

の情報 

空洞安定性 
地山強度比 

（一軸圧縮強さ） 
－ 〇 

坑内作業 

環境 
地温 

〇 

説明書「噴火」の結果を活用 
－ 

地下施設の 

収容性 
地層・岩体の分布 3.3「主な検討対象となる地層・岩体の抽出」の検討結果を活用 

そのほかの 

安全性に 

関する 

懸念事象 

【文献調査相当の「資料調査」，「地形判読」が有効とされる調査項目】 

地すべり，崩壊地形 

〇 

地震・活断層に関する説明書（以下，説明

書「地震・活断層」という。），隆起・侵食

に関する説明書（以下，説明書「隆起・侵

食」という。）の結果を活用 

〇 

土被り 

〇 

説明書「地形，地質・地質構造」 

の結果を活用 

－ 

断層，褶曲 

〇 

説明書「地形，地質・地質構造」， 

説明書「地震・活断層」の結果を活用 

－ 

【文献調査相当の「資料調査」，「地形判読」が場合によって有効とされる調査項目】 

地質分布， 

岩質および土質 

〇 

説明書「地形，地質・地質構造」，第四紀の

未固結堆積物に関する説明書（以下，説明

書「第四紀の未固結堆積物」という。）の結

果を活用 

－ 

地熱，温泉， 

有害ガス 

〇 

説明書「噴火」の結果を活用 
－ 

地下資源 

〇 

鉱物資源・地熱資源に関する説明書（以

下，説明書「鉱物資源・地熱資源」とい

う。）の結果を活用 

－ 

【そのほかの調査項目】 

地下水（帯水層） 〇 〇 

力学的性質 （空洞安定性で検討） 

 



  
 

 

表 4.1-3 文献調査段階に関連する特殊な地山条件の調査方法と調査項目 

トンネル標準示方書（土木学会，2016）を編集 

調査項目 

調査方法※1 特殊な地山条件※2 

資
料
調
査 

地
形
判
読 

䥹
空
中
写
真
䥻 

地
形
図
な
ど
䥺 

地
す
べ
り
や
斜
面

災
害
の
可
能
性
が

あ
る
地
山 

断
層
破
砕
帯
䥻 

褶
曲
じ
䣯
う
乱
帯 

未
固
結
地
山 

膨
張
性
地
山 

山
は
ね
が
予
想 

さ
れ
る
地
山 

高
い
地
熱
䥻 

温
泉
䥻
有
害
ガ

ス
䥻
地
下
資
源
な

ど
が
あ
る
地
山 

高
圧
䥻
多
量
の 

湧
水
が
あ
る
地
山 

地形 

地すべり，崩壊地形 〇 〇 〇 〇  〇    

偏土圧が作用する地形 △ △ 〇   〇    

土被り 〇  〇  〇 〇 〇 △  

地質構造 
地質分布 △ △ 〇 〇 〇 〇  〇 〇 

断層，褶曲 △ 〇  〇  〇  〇 〇 

岩質および 

土質 

岩質，土質名 △  〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

岩相 △ △  〇  〇 〇 〇 〇 

割れ目など分離面  △  〇  〇 〇 〇 〇 

風化，変質   〇 〇  〇  △ △ 

固結度   〇 〇 〇 〇   〇 

地下水 
1 帯水層，2地下水位， 

3 透水係数，4地下水流動 
  2,4〇 すべて〇 すべて〇   1,2,4〇 すべて〇 

物理的性質 1 弾性波速度，2物理特性   1,2〇 すべて〇 2〇 すべて〇 すべて〇 1△,2〇 1〇 

力学的性質 
1 圧縮強さなどの強度特性， 

2 変形係数などの変形特性 
  1〇 すべて〇 すべて〇 すべて〇 1〇 すべて△  

鉱物化学的 

性質 

1 粘土鉱物，2スレーキング特性， 

3 吸水，膨張率 
  1〇 すべて〇  すべて〇  1,3△  

そのほか 

地熱 △       〇  

温泉 △   △    〇  

有害ガス △   △  △  〇  

地下資源 △       △  

※1 調査方法について，〇：有効，△：場合によって有効 

※2 特殊な地山条件について，〇：把握すべき，△：場合によって把握すべき 
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図 4.1-1 北海道の基盤地質に基づく地帯構造区分 

基図は地理院タイルの陰影起伏図に基づき作成。地帯構造境界は日本地質学会編（2010）に基づき作成。海岸

線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町行政境界は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。 

 

4.2 閉じ込め機能に関する特性 

4.2.1 地温 

 説明書「噴火」で収集した情報に基づき，文献調査対象地区で測定された地温の深度分布および

地温勾配を再整理した（図 4.2-1 および表 4.2-1）。文献調査対象地区の中央部を流れる朱太川沿い

の地温分布は深度とともに直線的に増加し，深度 500 m 程度で約 38℃，深度 1,000 m 程度で約 62℃

の地温となる。また，地温勾配は 5.1～5.2℃/100 m 程度である。 

 収集データに基づくと，文献調査対象地区の朱太川沿いにおける地温勾配は，表 2.1-1 に示した

日本の地下深部に広く認められる値（3～5℃/100 m程度）と比較するとやや高い傾向にあるが，1,000 

m 以浅では，表 2.1-2 に示した好ましい可能性がある範囲となる目安（100℃未満）を超える数値は

測定されていない。 
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図 4.2-1 文献調査対象地区で測定された地温の深度分布 

（a）基図は地理院タイルの陰影起伏図および傾斜量図に基づき作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線デー

タ）」（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。河川流

路は地理院地図（電子国土 Web）に基づき作成。図中に数字で示す坑井のコード番号は高見ほか（2008）に

基づく。（b）坑井 437-002および437-003については，高見ほか（2008），坑井 437-004 については，坂川ほ

か（2004）および高見ほか（2008）の地温データに基づく。 

 

表 4.2-1 文献調査対象地区における地温勾配 

坑井名 地温※1 地温勾配（℃/100 m） 

437-004 寿都町泉源 
深度 500 m 程度：約 38℃ 

深度 1,000 m 程度：約 62℃ 
5.1※2，5.2※3 

※1 坂川ほか（2004），※2 若浜ほか（1995），※3 田中ほか（2019） 

 

4.2.2 透水係数 

「渡島帯」の分布範囲（4.1 参照）で取得された透水係数のデータを収集し，表 3.1-1 に示す岩種

区分に応じて整理するとともに，表 2.2-1 に示したNUMO（2021）で適用された物性値（以下，「比

較値」という。）と比較した（表 4.2-2）。巻末の添付資料 A に透水係数の整理結果の詳細および透

水係数のデータ抽出に用いた文献を添付する。 

データ収集に当たっては，岩盤の巨視的な透水係数を把握するために原位置で実施された透水試

験や揚水試験結果などを対象とした。収集した透水係数のデータの多くは，その取得深度について

の情報は不明であり，取得深度の記載があるものでも最大百数十m 程度の深さであることや，文献

の記載内容から比較的浅部で取得されたことが類推できるため，地層処分の対象深度となる地下

300 m 以深の物性値とは異なる可能性があることに留意が必要である。 
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4.2.3 動水勾配 

 動水勾配については直接的な情報が得られなかったため，文献調査対象地区を流れる主要な河川

の上流端と河口位置の標高差を水平距離で除したものを地表付近の動水勾配と仮定して推定した

（表 4.2-4）。水平距離は河川上流端から河口までの直線距離として，概括的な動水勾配を算出した。 

 推定の結果，幌別山地周辺（文献調査対象地区東部）および月越山脈周辺（文献調査対象地区西

部）においては，それぞれ 0.07～0.19 程度および 0.05～0.12 程度の値が得られ，寿都低地を流れる

朱太川沿い（文献調査対象地区中央部）においては，0.001 程度の値が得られた。地域的な特徴とし

て，文献調査対象地区東部の山地部における動水勾配が最も大きく，次いで西部の山地部が大きい

傾向がある。朱太川が流れる平野部の動水勾配は山地部と比較して 1～2オーダー程度小さい。 

表 2.1-1 に示した動水勾配（0.001～0.01オーダー）は地下深部を対象としたものであり，上記の

地表付近の動水勾配とは直接比較することはできない。一方，既存文献（核燃料サイクル開発機構，

1999）で整理された地表付近の動水勾配を参照すると，文献調査対象地区の東部および西部の動水

勾配は山地相当の値（0.005～0.231（平均値 0.061））と推定される。 

 

表 4.2-4 文献調査対象地区における地表付近の動水勾配 

地域 No. 河川名※1 標高差(m)※2 水平距離(m)※2 動水勾配 

幌別山地周辺 

（文献調査対象地区東部） 

① ルウベツナイ川 219 3,013 0.07 

② 大二の川 107 1,339 0.08 

③ 幌別川 581 7,668 0.08 

④ 福士の川 242 1,947 0.12 

⑤ 五郎浜の川 304 2,115 0.14 

⑥ 鐘台の川 298 1,560 0.19 

⑦ 潮路川 470 2,788 0.17 

月越山脈周辺 

（文献調査対象地区西部） 

⑧ 滝ノ澗川 160 1,349 0.12 

⑨ 大沢の川 106 1,343 0.08 

⑩ 一三の川 106 1,382 0.08 

⑪ 小川 171 2,939 0.06 

⑫ 三ッ滝の川 261 4,899 0.05 

朱太川沿い 

（文献調査対象地区中央部） 
⑬ 朱太川※3 7 5,785 0.001 

※1 地理院地図（電子国土Web）に名称が記載されている河川（図 4.2-2）を抽出 

※2 地理院地図（電子国土Web）で読み取れる河川上流端と河口までの距離 

※3 朱太川については，寿都町行政界南端から河口までの標高差と水平距離から動水勾配を算出 
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図 4.2-2 文献調査対象地区における主要河川の位置 

基図は地理院タイルの陰影起伏図および傾斜量図に基づき作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」

（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。河川流路は

地理院地図（電子国土Web）に基づき作成。図中の番号は表 4.2-4の河川No.を示す。 

 

4.2.4 クリープ変形量 

 情報収集の結果，文献調査対象地区に関連するクリープ変形量のデータは確認されなかった。 

 

4.2.5 pH 

 説明書「噴火」で収集した情報に基づき，文献調査対象地区で測定された pH を再整理した（図 

4.2-3）。なお，pH が測定された深度は不明であった。これらの測定データから，朱太川沿いにおい

ては pH が 7.2～9.1 程度の地下水が分布していると推定される。 

 収集データに基づくと，文献調査対象地区の朱太川沿いの地下における pH は表 2.1-1 に示した

日本の地下深部に広く認められる値（6～9程度）と同程度であり，表 2.1-2 に示した好ましい可能

性がある範囲となる目安（4.8～12程度）を超える数値は測定されていない。 
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図 4.2-3 文献調査対象地区で測定された pH 

基図は地理院タイルの陰影起伏図および傾斜量図に基づき作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」

（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。河川流路は

地理院地図（電子国土 Web）に基づき作成。図中に数字で示す坑井のコード番号は高見ほか（2008）に基づ

く。湯別微温泉，政泊冷泉，弁景岬周辺，寿都温泉，湯別温泉の位置座標が不明のため，図中には表示しない。

※1 高見ほか（2008），※2 斉藤（1962），※3 早川・国府谷（1968），※4 寿都温泉ゆべつのゆホームページ 

 

4.2.6 酸化還元電位（ORP） 

 情報収集の結果，文献調査対象地区に関連するORP のデータは確認されなかった。 

 

4.2.7 炭酸化学種濃度 

 図 4.2-4 に文献調査対象地区で測定された炭酸化学種濃度を示す。炭酸化学種濃度は炭酸水素イ

オンと炭酸イオンの値をモル質量換算で変換して算出した。なお，炭酸化学種濃度が測定された深

度は不明であった。これらの測定データから，朱太川沿いにおいては炭酸化学種濃度が 0.0002～

0.0035 mol/dm3程度の地下水が分布していると推定される。 

 収集データに基づくと，文献調査対象地区の朱太川沿いの地下における炭酸化学種濃度は表 

2.1-1 に示した日本の地下深部に広く認められる値（最大 0.1 mol/dm3程度）と比べて低く，表 2.1-2

に示した好ましい可能性がある範囲となる目安（0.5 mol/dm3未満）を超える数値は測定されていな

い。 
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図 4.2-4 文献調査対象地区で測定された炭酸化学種濃度 

基図は地理院タイルの陰影起伏図および傾斜量図に基づき作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」

（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。河川流路は

地理院地図（電子国土 Web）に基づき作成。図中に数字で示す坑井のコード番号は高見ほか（2008）に基づ

く。湯別微温泉，政泊冷泉，弁景岬周辺の位置座標が不明のため，図中には表示しない。※1 産業技術総合研

究所地質調査総合センター「地熱情報データベース」，※2 松波（1995），※3 斉藤（1962），※4 早川・国府

谷（1968），※5 寿都温泉ゆべつのゆホームページ，※6 炭酸化学種濃度：測定された炭酸水素イオン（HCO3-）

および炭酸イオン（CO32-）の値をモル質量換算（6.1×104 mg/mol（換算値は地層処分技術WG（2017）を参

考に設定））で変換。 

 

4.2.8 まとめ 

4.2.1～4.2.7 で収集・整理した閉じ込め機能の観点からの地質環境特性の情報を表 4.2-5 に整理し

た。 
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表 4.2-5 文献調査対象地区における地質環境特性（閉じ込め機能の観点） 

項目 地質環境特性の収集・整理結果 

熱環境 地温 

【朱太川沿い（文献調査対象地区中央部）】 

・ 深度 500 m 程度で約 38℃，深度 1,000 m 程度で約 62℃ 

・ 地温勾配：5.1～5.2℃/100 m（日本の地下深部に広く認められる値と比較す

ると，やや高い傾向） 

・ 1,000 m 以浅では，好ましい可能性がある範囲となる目安（100℃未満）を

超える地温は確認されていない。 

水理場 

透水係数 

・ 収集した透水係数のデータは比較的浅部で取得されたことが類推できるた

め，各岩種の代表値は地層処分の対象深度となる地下 300 m 以深の物性値

とは異なる可能性がある（文献調査対象地区で取得されたデータはない）。 

・ 文献調査対象地区の陸域に分布する新第三紀中新世のハイアロクラスタイ

トおよび深成岩類の透水係数のデータがなく，その透水性は不明である。 

・ そのほかの岩種については，陸域および海域を含めて「比較値」※と同程度

の透水係数（1.0×10-7 m/s程度）であり，水理学的には有意な違いは認めら

れない。 

動水勾配 

【朱太川沿い（文献調査対象地区中央部）】地表付近：0.001 程度 

【幌別山地周辺（文献調査対象地区東部）】地表付近：0.07～0.19 程度 

【月越山脈周辺（文献調査対象地区西部）】地表付近：0.05～0.12 程度 

・ 既存文献（核燃料サイクル開発機構，1999）で整理された地表付近の動水

勾配を参照すると，文献調査対象地区の東部および西部の動水勾配は山地

相当の値（0.005～0.231（平均値 0.061））であり，かつ東部の動水勾配が大

きい傾向がある。 

力学場 
クリープ 

変形量 
（該当情報なし） 

化学場 

pH 

【朱太川沿い（文献調査対象地区中央部）】 

・ pH 7.2～9.1 程度 

・ 日本の地下深部に広く認められる値と整合しており，好ましい可能性があ

る範囲となる目安（4.8～12程度）を超える pH は確認されていない。 

ORP （該当情報なし） 

炭酸化学種 

濃度 

【朱太川沿い（文献調査対象地区中央部）】 

・ 0.0002～0.0035 mol/dm3程度 

・ 日本の地下深部に広く認められる値と整合しており，好ましい可能性があ

る範囲となる目安（0.5 mol/dm3）を超える炭酸化学種濃度は確認されてい

ない。 

※ 「比較値」：NUMO（2021）で適用された物性値 
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4.3 地下施設の建設可能性に関する特性 

4.3.1 一軸圧縮強さ 

 文献調査対象地区に分布する岩種の地山強度比を算出するために，「渡島帯」の分布範囲（4.1 参

照）で取得された一軸圧縮強さのデータを収集し，表 3.1-1 に示す岩種区分に応じて整理するとと

もに，「比較値」との比較を行った（表 4.3-1）。巻末の添付資料 B に一軸圧縮強さのデータ整理結

果の詳細およびデータを抽出した文献のリストを添付する。 

収集した一軸圧縮強さのデータの多くは，その供試体の取得深度についての情報は不明であり，

取得深度の記載があるものでも最大数十m 程度の深さであることや，文献の記載内容から比較的浅

部で取得されたことが類推できるため，地層処分の対象深度となる地下 300 m以深の物性値とは異

なる可能性があることに留意が必要である。 

岩種区分のうち，第四紀，新第三紀鮮新世および中新世の堆積岩類と新第三紀中新世ハイアロク

ラスタイトが，岩盤分類基準化委員会（2004）による軟岩（一軸圧縮強さ：25 MPa 未満）に区分さ

れ，それ以外の火山岩類は硬岩（一軸圧縮強さ：25 MPa 以上）に区分される。また，新第三紀鮮新

世および新第三紀中新世の堆積岩類，火山岩類ともに，その岩盤強度は「比較値」より低い傾向に

ある。 

文献調査対象地区周辺の特徴的な岩種であるハイアロクラスタイトに着目すると，新第三紀鮮新

世ハイアロクラスタイトについては，一軸圧縮強さのデータが得られず，その岩盤強度は推定でき

ない。新第三紀中新世ハイアロクラスタイトについては 61 点のデータが得られている（添付資料B

参照）。一軸圧縮強さの中央値と平均値の幅（10～35 MPa）を「比較値」と比較すると，新第三紀堆

積岩類（9～28 MPa）に相当し，地質学的な分類である新第三紀・先新第三紀火山岩類の代表値（92

～106 MPa）とは異なる。また，一軸圧縮強さのばらつきの指標として中央値と平均値の幅を中央値

で割ったものを，同じ地質年代の堆積岩類，火山岩類および「比較値」である新第三紀・先新第三

紀火山岩類と比較すると，新第三紀中新世ハイアロクラスタイトは 2.51（=(35.1 MPa - 10.0 MPa)/10 

MPa）であり，堆積岩類の 1.91（=(19.8 MPa - 6.8 MPa)/6.8 MPa），火山岩類の 0.13（=(76.5 MPa - 67.5 

MPa)/67.5 MPa），「比較値」の新第三紀・先新第三紀火山岩類の 0.15（=(106 MPa - 92 MPa)/92 MPa）

より大きい。これらのことから，3.1 で前述したとおり新第三紀中新世ハイアロクラスタイトの一軸

圧縮強さは，その不均質性が高いことが示唆される。 
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 文献調査対象地区の周辺地域における地すべりや崩落に関する情報として，トンネルの岩盤崩落

が報告されている（表 4.3-2：北海道日本海沿岸における大規模岩盤崩落検討委員会，2000）。これ

らの岩盤崩落の誘因は背面地下水圧の増加など主に地表付近の現象とされている。 

 

表 4.3-2 文献調査対象地区の周辺地域におけるトンネルの岩盤崩落の概要 

北海道日本海沿岸における大規模岩盤崩落検討委員会（2000）を編集 

発生日 場所 規模 地質 誘因 

1996/2/10 
国道 229 号 

豊浜トンネル 

・ 高さ（トンネル天端か

ら）50 m，崩落幅 70 m，

岩盤の厚さ 13 m，体積

11,000 m3 

・ 新第三紀中新世尾根内

累層の安山岩質および

デイサイト質火砕岩 

・ 新第三紀中新世の海底

火山活動によって形成

された火砕岩からなる。 

・ 背面地下水圧

の増加あるい

は含水比の増

加に伴う岩盤

強度低下 

1997/8/25 

国道 229 号 

第 2 白糸 

トンネル 

・ 高さ 130 m，最大幅 70 

m，最大厚さ約 20 m，

体積 42,000 m3 

・ 新第三紀安山岩質火砕

岩（軽石凝灰岩，砂岩，

礫岩，二次堆積物を含

む） 

・ 新第三紀オコツナイ層

で主に水冷破砕岩から

なる。 

・ 8/3～14 の集中

豪雨 

1997/8/28 

・ 高さ 80 m，最大幅 30 

m，最大厚さ約 20 m，

体積 14,000 m3 
－ 

 

（2）土被り 

 説明書「地形，地質・地質構造」に示されるとおり，文献調査対象地区を構成する主な地形は寿

都湾の湾頭部に広がる寿都低地とその南側に位置する丸山丘陵，寿都低地の西側と東側に位置する

月越山脈と幌別山地である（図 4.3-1）。同地区の多くは比較的急峻な月越山脈と幌別山地で構成さ

れ，特に幌別山地においては南東部の市町村境界に最高標高 892 mとなる幌別岳があり，その周辺

には標高 600 m程度以上の山地部が広がっていることから，沿岸部で深度 300 m の深さを確保した

うえで水平に地下施設（約 4～12 km2の占有面積（NUMO，2021））を配置した場合，その地下施設

の土被りは 1,000 m 程度に及ぶ可能性がある。 
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図 4.3-1 文献調査対象地区およびその周辺の地形概要 

説明書「地形，地質・地質構造」に示す北海道南西部，黒松内低地帯とその周辺の地形概要図から一部抜粋し

編集。地形概要図の基図は地理院タイルの陰影起伏図に基づく。高度段彩は国土地理院数値標高データに基づ

き作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政

区域データ）」（国土交通省）に基づく。図中の三角は山頂，黒丸は標高点，数字は標高（m）を示す。 

 

（3）断層，褶曲 

説明書「地震・活断層」においては，「断層等の基準」に該当し避ける場所は文献調査対象地区に

はないものの，同地区の南方に隣接して分布する黒松内低地断層帯の一部が基準に該当し，文献調

査対象地区の地下 300 m 以深に分布する可能性を指摘している。説明書「地形，地質・地質構造」

および説明書「地震・活断層」の調査によると，文献調査対象地区においては，断層および褶曲構

造について特に留意すべき場所は確認されていない。しかし，地質図（図 3.1-1），地質断面図（図 

3.3-1 および図 3.3-2）および説明書「地震・活断層」に示されるように，月越山脈および幌別山地

にいくつかの地質断層，丸山丘陵に背斜構造，寿都低地および沿岸部に文献で示されている活断層

が確認されている。これらについて，その規模や性状などの詳細は不明である。 

 

（4）地質分布，岩質および土質 

文献調査対象地区の陸域には，4.3.3（1）で示したトンネルの岩盤崩落が発生した場所の地質と同

様のハイアロクラスタイトを含む火砕岩類が広く分布する。一方，文献調査対象地区の周辺地域に

おいては，これらの地質を対象とした国道トンネルや北海道新幹線のトンネル工事における設計・

施工実績もある（岡﨑ほか，2008；中谷ほか，2019）。 

また，説明書「第四紀の未固結堆積物」においては，瀬棚層を未固結堆積物に該当する地層とし

て評価し，尻別川左岸の文献調査対象地区東側境界部付近における地下 300 m以深の瀬棚層の分布

は不明とされている。 
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（5）地熱，温泉，有害ガス 

説明書「噴火」においては，文献調査対象地区およびその周辺の地熱・熱水活動として，熱水変

質帯や泉温などが調査されている。文献調査対象地区では 480 万年前より以前に形成された鉱床の

周囲に熱水変質帯が分布することが示されており，それ以降の熱水活動を示す情報は確認されてい

ない。一方で，文献調査対象地区の朱太川沿いには泉温が最大で 50℃程度の温泉がある。さらに，

玉生ほか（2001）によると，42℃以上の地熱流体が得られている地域であることから，文献調査対

象地区の中央部は第四紀火山に関連しない地熱資源賦存地域に区分されている。 

また，文献調査対象地区における有害ガスに関する情報は得られなかった。 

 

（6）地下資源 

 表 4.1-3 には示されていないが，トンネル標準示方書（土木学会，2016）では，掘削土などに含

まれる場合に環境保全の観点からの対応が必要となる「重金属など」に関して金属鉱床などへの留

意が示されており，土壌環境基準（環境庁，1991）に定めがあるカドミウム，六価クロム，水銀，

セレン，鉛，ヒ素，フッ素およびホウ素が対象とされている。 

 説明書「鉱物資源・地熱資源」によると，文献調査対象地区にはいくつかの鉱床が確認されてい

る。重金属については上記のうち，鉛を含む鉱床として，文献調査対象地区西部の月越山脈周辺の

寿都鉱山および正荘鉱山が確認されているものの，いずれも現在は稼働していない。 

 

（7）地下水（帯水層） 

 透水係数や地下水流動に係る動水勾配については，4.2 での閉じ込め機能に関する特性の検討結

果を適用することとし，ここでは帯水層に着目して情報を収集した。文献調査対象地区およびその

周辺地域は北海道における主要地下水区（北海道土木地質データ集作成委員会編，2017）には該当

していないものの，小原ほか編（1982）によると，黒松内低地帯周辺は被圧地下水が地域内全域総

計で 5,000 m3/日以上得られることが見込まれる地域として示されている。 

 

4.3.4 まとめ 

4.3.1～4.3.3 で収集・整理した地下施設の建設可能性の観点からの地質環境特性の情報を表 4.3-3

に整理した。 
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表 4.3-3 文献調査対象地区における地質環境特性（地下施設の建設可能性の観点） 

検討項目 地質環境特性の収集・整理結果 

空洞 
安定性 

一軸圧縮強さ 

・ 収集した一軸圧縮強さのデータは比較的浅部で取得されたことが類推

できるため，各岩種の代表値は地層処分の対象深度となる地下 300 m 以

深の物性値とは異なる可能性がある（文献調査対象地区で取得されたデ

ータはない）。 
・ 第四紀，新第三紀鮮新世および中新世の堆積岩類と新第三紀中新世ハイ

アロクラスタイトは軟岩（一軸圧縮強さ：25 MPa 未満）に区分される。 
・ 上記以外の火山岩類は硬岩（一軸圧縮強さ：25 MPa 以上）に区分される。 
・ 文献調査対象地区に分布する新第三紀鮮新世および中新世の堆積岩類，

火山岩類ともに，その岩盤強度は「比較値」※より低い傾向にある。 
・ ハイアロクラスタイトの一軸圧縮強さは不均質性が高いことが示唆さ

れ，地質学的な分類から想定される物性値とは異なる。 

坑内作業 
環境 

地温 
【朱太川沿い（文献調査対象地区中央部）】 
・ 深度 600 m 程度で好ましい可能性がある範囲となる目安（45℃以下）を

超える地温となる。 

地下施設の

収容性 
地層・岩体 
の分布 

（3.3「主な検討対象となる地層・岩体の抽出」の検討結果を参照） 

そのほかの

安全性に 
関する懸念

事象 

【文献調査相当の「資料調査」，「地形判読」が有効とされる調査項目】 

地すべり， 
崩壊地形 

・ 比較的小規模であるものの地すべり地形の存在や将来の地すべり・崩壊

の地形的兆候が認められる。 
・ 文献調査対象地区の周辺地域においては，背面地下水圧の増加などの地

表付近の現象が誘因となるトンネルの岩盤崩落の報告がある。 

土被り 
・ 文献調査対象地区の多くは比較的急峻な山地で構成されていることか

ら，地下施設の配置によっては，その土被りが 1,000 m 程度に及ぶ可能

性がある。 

断層，褶曲 

・ 文献調査対象地区外に隣接する黒松内低地断層帯の一部が同地区内の

地下 300 m 以深に分布する可能性が指摘されている。 
・ 月越山脈および幌別山地にいくつかの地質断層，丸山丘陵に背斜構造，

寿都低地および沿岸部に文献で示されている活断層が確認されている。 

【文献調査相当の「資料調査」，「地形判読」が場合によって有効とされる調査項目】 

地質分布， 
岩質および 

土質 

・ 文献調査対象地区の陸域には，「地すべり，崩壊地形」で記載したトンネ

ルの岩盤崩落が発生した場所の地質と同様のハイアロクラスタイトを含

む火砕岩類が広く分布する。 
・ 未固結堆積物と考えられる瀬棚層について，尻別川左岸の文献調査対象

地区東側境界部付近の地下 300 m 以深の分布は不明である。 

地熱，温泉， 
有害ガス 

・ 480 万年前以降の熱水活動を示す情報は確認されていない。 
・ 朱太川沿いには泉温が最大で 50℃程度の温泉がある。 
・ 文献調査対象地区の中央部地域は第四紀火山に関連しない地熱資源賦

存地域とされている。 

地下資源 
・ 陸域にいくつかの鉱床が確認されており，西部の月越山脈周辺には鉛を

含む鉱床として寿都鉱山などがある。 

【そのほかの調査項目】 

地下水 
（帯水層） 

【黒松内低地帯周辺】 
・ 被圧地下水が地域内全域総計で5,000 m3/日以上得られることが見込まれ

る地域とする文献が確認された。 

力学的性質 （空洞安定性で検討） 

※ 「比較値」：NUMO（2021）で適用された物性値 
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第5章 閉じ込め機能の観点からの検討 
第 4 章の結果に基づき，閉じ込め機能に関連する事項として，文献調査対象地区の熱環境，水理

場，力学場，化学場およびそれら地質環境特性の長期継続性について検討した。 

 

5.1 熱環境 

文献調査対象地区における熱環境については，地温の特徴を整理した。文献調査対象地区の中央

部を流れる朱太川沿いのみではあるものの，4.2.1で整理した地温データに基づくと，同地区におい

ては NUMO（2021）で地下施設設置深度として設定された深度 500～1,000 m では緩衝材の熱変質

が懸念される 100℃を超えない。また，同地区における地温勾配の最大値（5.2℃/100 m）は，日本

の地下深部に広く認められる地温勾配（3～5℃/100 m）の範囲と比較するとやや高い傾向にあるも

のの，大きくは外れていない。 

 

5.2 水理場 

文献調査対象地区における水理場については，地下水流動の駆動力である動水勾配に影響を与え

る地形および地質・地質構造の分布を概略的に示したうえで，4.2.2 および 4.2.3 で整理した透水係

数および動水勾配に基づき，その特徴を整理した。それらの結果に基づく水理場の概念の詳細は巻

末の添付資料Cに示す。 

文献調査対象地区の深さ数百～千m 程度を流れる地下水は，大局的には同地区の東部および西部

に位置する幌別山地および月越山脈を主な涵養域とし，寿都湾や朱太川を主な流出域とする東西方

向の流動系を形成すると考えられる。その地下水流動系の地表付近の動水勾配は 0.05～0.19 程度で

あり，日本の山地に相当する（表 4.2-5）。地層処分技術WG（2014）に示されているように，地下

深部の動水勾配は地表付近に比べて緩やかになることから，地層処分の対象深度となる地下 300 m

以深においてはこれらの値よりも小さくなると考えられる。さらに，地層処分技術 WG（2017）に

示されているように，沿岸部は動水勾配が小さく地下水の流れが緩慢であることが期待される。し

かし，文献調査対象地区においては，地表付近の動水勾配が山地相当の値を示していることから，

沿岸部としては地下深部における地下水の流れは比較的速い可能性がある。また，西部の月越山脈

と比べて東部の幌別山地の動水勾配が大きい傾向にあるため，同地区においては東部の幌別山地か

ら寿都湾や朱太川に向かう西向きの地下水のほうが西部の月越山脈から寿都湾や朱太川に向かう東

向きの地下水に比べて，その流れが相対的に速い可能性が考えられる。主な流出域となる朱太川が

南から北に流れていることに鑑みると，朱太川周辺の地下深部においても寿都湾に向かう南から北

への地下水の流れが形成されているとともに，寿都湾の海底下には相対的に動水勾配が小さい領域

が形成されていることが想定される。 

文献調査対象地区に分布する岩種の水理特性に関する情報がほとんど得られていないため，それ

らの岩種の水理学的な違いは把握できない。特に同地区に広く分布する新第三紀中新世ハイアロク

ラスタイトについては，同地区内および周辺の同種岩盤ともに透水係数のデータが取得されていな

い。また，幌別山地，月越山脈および寿都湾の沿岸部に分布すると考えられる地質断層については，

幾何特性や水理特性に関する情報が取得されていない。 

 朱太川沿いの地温勾配は最大 5.2℃/100 m とやや高い傾向にあるため，地下深部の地下水流動場

への熱対流の影響について検討した。一般に，地形が平坦な場合においては，地形に起因した上下

方向の強制対流が存在する場合と比較して熱対流が発生しやすい。そこで，地下水の科学研究会
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（1996）を参考に被圧帯水層中の自然対流を想定し，熱対流が地下深部の地下水流動場に及ぼす影

響について検討した。その結果，文献調査対象地区で取得された情報に基づき算出したレイリー数

（1.9）は限界値（39.5）よりも小さいことが確認され，熱対流が地下水の流動場に及ぼす影響はほ

とんどないと考えられる。レイリー数の算出条件などは巻末の添付資料Dに示す。 

上記のことから，文献調査対象地区における地下水流動場の特徴として，沿岸部としては比較的

大きい動水勾配が挙げられ，その地下深部においても速い地下水の流れを引き起こす要因となり得

るため留意が必要である。また，文献調査対象地区に分布する岩種の水理特性を検討するための十

分なデータが得られておらず，特に同地区に広く分布する新第三紀中新世ハイアロクラスタイトに

ついてはデータがない。これらのデータについては，現地調査で取得する必要がある。 

 

5.3 力学場 

4.2.4 に示したとおり，文献調査対象地区の岩種および周辺の同種岩盤ともにクリープ変形量のデ

ータが取得されていないため，力学場としての岩盤の変形挙動については検討ができない。表 2.1-1

に示すように，日本の地下深部に広く認められる特性として地下深部の岩盤の長期的なクリープ変

形量は設計で対応可能な範囲とされているが，現地調査でその特性を確認する必要がある。4.3.1で

示したとおり，特に文献調査対象地区に広く分布するハイアロクラスタイトに関しては，一軸圧縮

強さの不均質性が高いことが示唆されるとともに，地質学的な分類から想定されるものとは異なっ

ているため，現地調査でその特性を確認することが必要である。 

 

5.4 化学場 

文献調査対象地区の中央部を流れる朱太川沿いのみではあるものの，4.2.5 および 4.2.7 で整理し

たデータに基づくと，同地区においては地下水中の pH は 7.2～9.1 程度，炭酸化学種濃度は最大

0.0035 mol/dm3程度であり，ガラス固化体の溶解速度の増加やオーバーパックの耐食性の低下，緩衝

材および天然バリアの収着能の低下が懸念される目安（好ましい可能性がある範囲となる目安とし

て pH：4.8～12 程度，炭酸化学種濃度：0.5 mol/dm3）を超えるような化学的特性を有する地下水で

はない。ただし，pH および炭酸化学種濃度ともに，その測定深度が不明である。また，炭酸化学種

濃度は炭酸水素イオンと炭酸イオンの測定値を換算したものであり，比較的簡易に測定が可能な pH

に対して，その値の確度は低い可能性がある。 

4.2.6 に示したとおり，文献調査対象地区においてはORPのデータが取得されていない。表 2.1-1

に示すように，日本の地下深部に広く認められる特性として地下水は還元性雰囲気が維持されてい

ると考えられるが，現地調査でその特性を確認する必要がある。 
 
5.5 地質環境特性の長期継続性 

 変動帯に位置する日本においては，長期的な自然現象が地質環境特性に及ぼす影響を評価する必

要がある。自然現象のうち，火山・火成活動，地震・断層活動および速度の著しく速い隆起・侵食

については，それぞれ説明書「噴火」，説明書「地震・活断層」および説明書「隆起・侵食」で検討

し避けることとしているため，本調査においては考慮しない。一方で，隆起・侵食は上記より速度

が遅くても，その影響は累積的かつ広域に及ぶことから，汎世界的な気候変動とともに本調査で考

慮することとした。 

 説明書「隆起・侵食」において推定された過去 10 万年程度の概括的な隆起・侵食量は数十 m 程
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度，気候変動に伴う海水準変動は 130 m程度であることから，沿岸部に位置する文献調査対象地区

においては，変動量が大きい海水準変動が地質環境特性に及ぼす影響が大きいと考え，海水準変動

による地質環境特性の長期変化の可能性について整理した。 

 海水準変動については，過去数十万年以上にわたり，地球規模での約 10万年の周期の氷期－間氷

期サイクルが確認されている（Spratt and Lisiecki, 2016）。また，Okuno et al. (2014)により最終氷期最

盛期（2.1 万年前）と完新世の高海面期（約 6,000年前）における日本列島周辺の海水準が示されて

おり，最終氷期最盛期における文献調査対象地区の大陸棚付近の海水準は標高−130 m程度と読み取

れる。これらの情報を参考に現在から将来 10万年程度の期間を想定すると，氷期には気温の低下と

ともに海退し，約 8万年後に海面は標高−130 m 程度まで低下する。その後，間氷期の気温の上昇と

ともに海進し，約 9.5 万年後に海面は現在と同様に標高 0 m 程度まで上昇する。 

 上記の海水準変動によって特に変化が大きいと考えられる水理場や化学場の長期変化の可能性に

ついて整理した（表 5.5-1）。海域（汀線付近～沖合）においては，汀線付近に形成される塩分・淡

水混合域の位置が海水準変動に伴って移動するため，氷期－間氷期サイクルで化学場が塩水域と淡

水域に変化する可能性がある。また，間氷期には海底下にあり拡散場と推定される水理場が，氷期

には汀線が沖合に移動し陸地となるため移流場に変化する可能性がある。陸域（汀線付近～内陸）

においては，淡水域および移流場は変わらないものの，地形勾配が陸域よりも海域（大陸棚）のほ

うが小さいことを考慮すると，地下水流動系全体の大局的な動水勾配は間氷期に比べて氷期のほう

が小さくなる可能性が考えられる。ただし，地質環境特性の長期変化が閉じ込め機能に及ぼす影響

については，今後の調査段階でさまざまな地質環境特性を組み合わせて総合的に評価することが必

要である。 

 

表 5.5-1 海水準変動による地質環境特性の長期変化の可能性 

地質環境特性 

海域（汀線付近～沖合） 陸域（汀線付近～内陸） 

間氷期 

（海面標高 0 m） 

氷期 

（海面標高-130 m） 

間氷期 

（海面標高 0 m） 

氷期 

（海面標高-130 m） 

化学場 塩水域 淡水域 淡水域 淡水域 

水理場 拡散場 移流場 
移流場 

（動水勾配：大） 

移流場 

（動水勾配：小） 

 

5.6 まとめ 

表 5.6-1 に，閉じ込め機能の観点からの検討結果を取りまとめる。 
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表 5.6-1 閉じ込め機能の観点からの検討結果 

地質環境特性 検討結果 

熱環境 

・ 深度 500～1,000 m における地温は緩衝材の熱変質が懸念される 100℃を超え

ない（朱太川沿いの情報に基づく）。 

・ 地温勾配の最大値（5.2℃/100 m）は，日本の地下深部に広く認められる地温

勾配（3～5℃/100 m）の範囲から大きく外れていない（朱太川沿いの情報に基

づく）。 

水理場 

・ 沿岸部としては動水勾配が比較的大きく，地下深部においても速い地下水の

流れを引き起こす要因となり得ることから留意が必要である。 

・ 東部と西部の山地を比較すると，東部の動水勾配が大きい傾向がある。 

・ 岩種の水理特性を検討するためのデータが十分に得られていない。 

・ 特に文献調査対象地区に広く分布する新第三紀中新世のハイアロクラスタイ

トについてはデータがないことから，これらのデータを現地調査で取得する

ことが必要である。 

力学場 

・ 岩種の変形挙動を検討するためのデータが取得されていない。 

・ 日本の地下深部に広く認められる特性として，地下深部の岩盤の長期的なク

リープ変形量は設計で対応可能な範囲とされているが，現地調査でその特性

を確認することが必要である。 

・ 特にハイアロクラスタイトについては，一軸圧縮強さの不均質性が高いこと

が示唆されるとともに，地質学的な分類から想定されるものとは異なってい

るため，現地調査でその特性を確認することが必要である。 

化学場 

・ ガラス固化体の溶解速度の増加やオーバーパックの耐食性の低下，緩衝材お

よび天然バリアの収着能の低下が懸念されるような化学的特性を有する地下

水ではない（朱太川沿いの情報に基づく）。 

・ pH および炭酸化学種濃度の測定深度が不明であるとともに，pH と比較する

と炭酸化学種濃度データの確度が低い可能性がある。 

・ ORP についてはデータが取得されていない。 

・ 日本の地下深部に広く認められる特性として，地下水は還元性雰囲気が維持

されていると考えられるが，現地調査でその特性を確認することが必要であ

る。 

地質環境特性の 

長期継続性 

・ 海域（汀線付近～沖合）：氷期－間氷期サイクルで化学場が塩水域と淡水域に，

水理場が拡散場と移流場に変化する可能性がある。 

・ 陸域（汀線付近～内陸）：氷期－間氷期サイクルで淡水域および移流場は変わ

らないが，地下水流動系の大局的な動水勾配は間氷期に比べて氷期のほうが

小さくなる可能性がある。 
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アロクラスタイト，堆積岩類に相当する寿都層および磯谷層が数 km2程度以上の広がりをもって分

布する。また，海域の海底下 300 m 以深には新第三紀中新世の堆積岩類（または火山岩類）に相当

するⅥ層が数 km2 程度以上の広がりをもって分布する。これらの地層・岩体を母岩とすることで，

約 4～12 km2の占有面積（NUMO，2021）と想定される地下施設の収容が可能と考えられる。 

 

6.4 そのほかの安全性に関する懸念事象 

4.3.3 で整理したそのほかの安全性の懸念事象に関する特性に基づき，トンネル標準示方書（土木

学会，2016）に示された特殊な地山条件について検討したが，以下に示すように，文献調査対象地

区では関連する特性が一部みられるものの，必ずしも特殊な地山条件に相当する特性は確認されな

かった。 

 なお，トンネル標準示方書（土木学会，2016）においては，初期の比較路線検討時における調査

内容として，特殊な地山条件の有無に加えて設計および施工において留意すべき事項の有無が示さ

れている。その一つに「土圧，水圧，地震」があり，地震については，「トンネルが活断層の近傍に

位置する場合は，活断層の確実度や活動度，活断層に伴う断層破砕帯の分布や性状，トンネルとの

位置関係を的確に把握し，必要に応じて耐震性を考慮した設計ができるよう，詳細な調査を行う」

と示されている。4.3.3（3）は断層変位による人工バリア損傷防止の観点からの検討結果であり，活

断層の位置に応じて，地震動については今後調査および評価が必要である。地震動の評価に当たっ

ては，基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド（原子力規制委員会，2013）などが参考にな

ると考えられる。 

 

（1）地すべりや斜面災害の可能性がある地山 

 4.3.3（1）に示したとおり，文献調査対象地区の地表付近では比較的小規模であるものの地すべり

地形の存在や将来の地すべり・崩壊の地形的兆候が認められている。また，同地区の周辺地域でト

ンネルの岩盤崩落が報告されているため，トンネル標準示方書（土木学会，2016）に示されるとお

り，地表付近での地下施設の建設においては地すべりや斜面崩壊について留意が必要である。 

 

（2）断層破砕帯，褶曲じょう乱帯 

 4.3.3（3）に示したとおり，避ける場所には該当しないものの，文献調査対象地区の南方には黒松

内低地断層帯が隣接して分布しており，この断層帯の一部が同地区の地下 300 m以深に分布する可

能性が考えられる。また，月越山脈および幌別山地にいくつかの地質断層，丸山丘陵に背斜構造，

寿都低地および沿岸部に文献で示されている活断層についても同地区の地下 300 m 以深に分布する

可能性が考えられる。これらの断層については，その破砕帯や褶曲構造の規模・性状などは把握で

きておらず，トンネル標準示方書（土木学会，2016）に示された「幅の広い破砕帯を伴った断層」

に相当するかどうかは不明である。 

 

（3）未固結・膨張性地山，山はねが予想される地山 

 4.3.3（2）に示したとおり，文献調査対象地区は標高の高い山地が多く，地下施設の土被りが 1,000 

m 程度に及ぶ可能性がある。その場合は，土被りだけに着目すると，トンネル標準示方書（土木学

会，2016）に示された山はねの発生事例にみられる大きな土被りに相当する。 

 4.3.3（4）に示したとおり，文献調査対象地区の陸域には地表付近の岩盤崩落が懸念されるハイア
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ロクラスタイトを含む火砕岩類が広く分布する。また，同地区の陸域においては，未固結堆積物に

該当する地層と考えられる瀬棚層が尻別川左岸の文献調査対象地区東側境界部付近の地下 300 m以

深に分布する可能性がある。これらについては，トンネル標準示方書（土木学会，2016）に示され

た未固結地山や膨張性地山に相当するかどうかは不明である。 

 

（4）高い地熱，温泉，有害ガス，地下資源などがある地山 

 4.3.3（5）に示したとおり，文献調査対象地区には熱水鉱床があるとともに，朱太川沿いに温泉が

あり，中央部は地熱資源賦存地域とされているが，トンネル標準示方書（土木学会，2016）に示さ

れた「熱水変質帯，破砕帯，貫入岩および石油，石炭の胚胎層のような地山」に相当するかどうか

は不明である。 

 4.3.3（6）に示したとおり，文献調査対象地区西部には寿都鉱山などの鉱床があるため，坑道掘削

時に掘削土に含まれる鉛などの重金属に留意する必要がある。 

 

（5）高圧，多量の湧水がある地山 

 4.3.3（7）に示したとおり，文献調査対象地区中央部の黒松内低地帯周辺の地下に被圧帯水層の存

在が示唆されているが，トンネル標準示方書（土木学会，2016）に示された高圧で多量の湧水が突

然生じることがある「断層粘土でしゃ断された地下水，火山砕屑物等の未固結層に含まれる多量の

地下水，節理や亀裂等に含まれた裂か水（開口した割れ目に賦存する地下水），石灰石や溶岩等の空

洞に含まれる洞窟水等」に相当するかどうかは不明である。 

 

6.5 まとめ 

表 6.5-1 に地下施設の建設可能性の観点からの検討結果を取りまとめる。 
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表 6.5-1 地下施設の建設可能性の観点からの検討結果 

検討項目 検討結果 

空洞安定性 

・ 空洞安定性を検討するためのデータが十分に得られていない。 

・ 主な検討対象となる岩種のうち，地山強度比が 2 を下回ることが想定される新第

三紀中新世の堆積岩類およびハイアロクラスタイトについては，より詳細に力学

特性を検討するためのデータの取得や支保工の設置などを考慮した空洞安定性の

検討が必要である。 

・ 主な検討対象上部の岩種のうち，地山強度比が 2 を下回ることが想定される第四

紀および新第三紀鮮新世の堆積岩類については，より詳細に力学特性を検討する

ためのデータの取得や支保工の設置などを考慮した空洞安定性の検討が必要であ

る。 

坑内作業環境 

（地温） 

・ 朱太川沿い周辺における 600 m 程度以深で地下施設を建設する場合には，高い地

温による坑内の気温上昇を防ぐための対策が必要である。 

地下施設の 

収容性 

・ 陸域の地下 300 m 以深に広く分布する寿都層および磯谷層（新第三紀中新世のハ

イアロクラスタイト，堆積岩類に相当）を母岩とすることで地下施設の収容は可能

である。 

・ 海域の海底下 300 m 以深に広く分布するⅥ層（新第三紀中新世堆積岩類（または

火山岩類）に相当）を母岩とすることで地下施設の収容は可能である。 

そのほかの安全性

に関する懸念事象 

・ 以下のような関連する特性が一部みられるものの，必ずしもトンネル標準示方書

（土木学会，2016）に示された特殊な地山条件に相当する特性は確認されなかっ

た。 

・ 地すべりや斜面災害の可能性がある地山に関連する特性：地すべり地形 

・ 未固結地山に関連する特性：瀬棚層（未固結堆積物） 

・ 山はねが予想される地山に関連する特性：大きな土被り 

・ 地下資源などがある地山に関連する特性：鉛などの重金属 
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第7章 地下施設設置場所として適切ではない場所の回避・より好ましい場所の選択 
7.1 地下施設設置場所に係る検討 

文献調査対象地区における地下施設設置場所に係る検討として，同地区の主な検討対象となる岩

種の分布や地質環境特性の違いといった地域的な特徴に基づき，閉じ込め機能および地下施設の建

設可能性の観点からの検討結果を整理した（表 7.1-1）。陸域については，地下 300 m以深に分布す

る主な検討対象となる岩種とその上部の岩種の分布の違いや動水勾配の違いに着目し，朱太川が流

れる中央部地域，幌別山地が位置する東部地域および月越山脈が位置する西部地域の 3 つに区分し

た。海域については，岩種の分布に明瞭な違いが認められないため地域区分はしない。 

この検討結果から，概要調査地区選定段階（文献調査の段階）では文献調査対象地区の陸域およ

び海域ともに地下施設設置場所として適切ではない場所となり得る情報はない。同地区内で取得さ

れた情報は朱太川沿いの地温，地下水の pH および炭酸化学種濃度のみで，地下深部の地質環境特

性に関する情報がほとんど得られていない。また，周辺の同種岩盤の情報も限られたものであり，

地下施設設置場所としてより好ましい場所を選択するための検討には至らなかった。 
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7.2 概要調査に向けた考え方 

 表 7.1-1 に示す検討結果からは，文献調査対象地区における地下深部の地質環境特性の情報が少

ないながらも，いくつかの検討項目について表 2.1-2 および表 2.1-3 に示した「好ましい地質環境

特性」から外れる傾向が推察されたため，それらを閉じ込め機能および地下施設の建設可能性の観

点から留意すべき事項として抽出した（表 7.2-1）。閉じ込め機能の観点からは，水理場として地下

深部の速い地下水の流れを引き起こす要因となり得る「地形から推定される比較的大きい動水勾配」

が留意すべき事項として挙げられる。地下施設の建設可能性の観点からは地温勾配が高い傾向にあ

ることから，「坑内作業環境の維持対策における深い場所での高い地温」が留意すべき事項として挙

げられる。 

また，閉じ込め機能と地下施設の建設可能性の観点とは別に，概要調査以降の調査を実施する場

合において，現地調査における地質環境特性データ取得の観点から留意すべき事項を抽出した（表 

7.2-1）。4.3.1 で述べたとおり，ハイアロクラスタイトの力学特性は高い不均質性を有することが示

唆されるとともに，地質学的な分類（新第三紀・先新第三紀火山岩類）から想定される物性値とは

異なる。さらに，ハイアロクラスタイトに関しては 4.2.2 に示したとおり，透水係数のデータが得ら

れていないことからも既往データが限られていると考えられる。これらのことから，「岩相変化が著

しく，高い不均質性を有することが想定されるハイアロクラスタイトを含む海底火山噴出物など（各

岩相の分布と特性の把握）」が，現地調査における地質環境特性データ取得の観点から留意すべき事

項として挙げられる。 

概要調査には，調査事項として「岩石の種類及び性状」および「破砕帯又は地下水の水流がある

ときはその概要」，評価事項として「坑道の掘削への支障」および「活断層，破砕帯，地下水の水流

による地下施設への悪影響」の要件があり，上述した技術的観点からの検討の地質環境特性に関す

る留意事項は，この中でも扱っていく。「坑道の掘削への支障」および「活断層，破砕帯，地下水流

による地下施設への悪影響」がないように，「最終処分を行おうとする地層及びその周辺の地層」（以

下，対象地層等という。）を選ぶことから，個別の地層や岩体を対象地層等からの距離などに応じて

詳細度を変えて調査・評価を行うことを検討する。調査・評価の結果として，「坑道の掘削への支障」

や「活断層，破砕帯，地下水の水流による地下施設への悪影響」は，対象地層等から除外する。 

文献調査では，文献調査対象地区における熱環境，水理場，力学場および化学場を検討するため

の地質環境特性データがほとんど取得されていない。そのため，概要調査においては，説明書「地

形，地質・地質構造」にて取りまとめた地表地質図，推定地質断面図などを踏まえて，最初に物理

探査により地下の物性（岩盤の硬さを示す地震波が伝わる速さなど）分布の概要を比較的広範囲で

把握する。次に，着目する対象地層等においてボーリング調査を実施し，岩相の分布を直接確認す

るとともに，ボーリング孔を用いた原位置試験および岩石試料を用いた室内試験により，岩盤の硬

さや透水性などを詳しく調べるといった段階的かつ効果的な調査を行い，空洞安定性や施工性など

の地下施設の建設可能性，地下水流動などの閉じ込め機能の評価を行う。ハイアロクラスタイトな

どの不均質性については，ボーリング調査で確認した岩相分布に応じてデータを取得するなどして，

適切に対応する。 

調査・評価手法をまとめたものとして，原子力規制委員会（2021），産業技術総合研究所深部地質

環境研究センター編（2007），産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編（2012），トンネル標準

示方書（土木学会，2016），既往の事例として瑞浪超深地層研究所，幌延深地層研究センターにおけ

る調査・研究成果，一般の大深度のトンネル建設事例などを参照する。 
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表 7.2-1 概要調査以降の調査を実施する場合に留意すべき事項 

 留意すべき事項 

閉じ込め機能の観点 ・ 地形から推定される比較的大きい動水勾配 

地下施設の建設可能性の観点 ・ 坑内作業環境の維持対策における深い場所での高い地温 

現地調査における地質環境特性

データ取得の観点 

・ 岩相変化が著しく，高い不均質性を有することが想定される

ハイアロクラスタイトを含む海底火山噴出物など（各岩相の分

布と特性の把握） 
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添付資料A 岩種区分毎の地質環境特性（透水係数） 
 

 表 A-1 および図 A-1 に岩種区分ごとに整理した透水係数を示す。また，透水係数のデータ抽出

に用いた文献を表 A-2に示す。データ整理に当たっては，各岩種の地質環境特性の代表値のみでは

なく，ばらつきを確認することとして収集した数値データの統計処理を行い，平均値，最小値，最

大値，四分位数（25%値，50%値（中央値），75%値）を算出した。図 A-1は数値データの統計処理

結果を箱ひげ図としてプロットしたものである。 

 なお，新第三紀鮮新世および中新世のハイアロクラスタイト，新第三紀中新世深成岩類，先新第

三系基盤岩類に該当するデータは収集できなかった。 

 透水係数の整理結果の概要を以下に示す。 

・ 第四紀堆積岩類の透水係数は対数平均値が 3.8×10-5 m/s 程度，中央値が 5.0×10-5 m/s 程度で

あり，25%値から 75%値のばらつきは 1～2オーダー程度である。 

・ 第四紀火山岩類の透水係数は収集データ数が 3点であるため代表値やばらつきとしての不確

実性は高いが，対数平均値が 1.2×10-4 m/s 程度，中央値が 2.9×10-5 m/s 程度であり，25%値

から 75%値のばらつきは 1 オーダー程度である。 

・ 新第三紀鮮新世堆積岩類の透水係数は対数平均値が 3.3×10-6 m/s程度，中央値が 3.0×10-6 m/s

程度であり，25%値から 75%値のばらつきは 1オーダー程度である。 

・ 新第三紀鮮新世火山岩類の透水係数は収集データ数が 2点のみであるため代表値やばらつき

としての不確実性は高いが，対数平均値と中央値がともに 3.2×10-6 m/s 程度であり，25%値

から 75%値のばらつきは 1 オーダー以下である。 

・ 新第三紀中新世堆積岩類の透水係数は対数平均値が 1.2×10-7 m/s程度，中央値が 8.2×10-8 m/s

程度であり，25%値から 75%値のばらつきは 1オーダー程度である。 

・ 新第三紀中新世火山岩類の透水係数は対数平均値が 1.7×10-7 m/s程度，中央値が 3.0×10-7 m/s

程度であり，25%値から 75%値のばらつきは 2オーダー程度である。 
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図 A-1 岩種区分毎の地質環境特性（透水係数） 

数値データの統計処理結果を箱ひげ図で表示。箱の上下端は第 3 四分位（75%値）および第 1 四分位（25%

値），箱内のバーは50%値（中央値）を示す。ひげの上下端は最大値（75%値＋1.5×四分位範囲（25%値から

75%値の範囲）より小さい値の最大の値）および最小値（25%値−1.5×四分位範囲（25%値から 75%値の範

囲）より大きい値の最小の値），図中の×印は対数平均値を示す。外れ値（データの中で極端にほかの値から

離れている値）は表示しない。 

  



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地質環境特性」 

A-4 

表 A-2 透水係数のデータ抽出に用いた文献 
No. 著者 発表年 文献タイトル 掲載雑誌など 

1 
赤井公昭，辻本有一，
佐久間彰三，半澤武志 

1984 
支笏火山灰層における鋼管杭の支持力
機構 

土と基礎，32，3，pp. 41–
46 

2 秋山忠禧，村上 昇 1971 札幌市の地下鉄における話題と問題点 
トンネルと地下，2，2，
pp. 145–157 

3 秋山忠禧 1981 札幌市地下鉄東豊線の計画 
トンネルと地下，12，5，
pp. 365–370 

4 秋山忠禧，若原嗣男 1983 札幌市地下鉄 3号線建設計画の概要 
土木施工，24，1，pp. 29–
37 

5 
秋山忠禧，風間国男，
藤田啓志 

1986 
札幌市地下鉄初のシールド工事―2～3
号連絡線工区― 

トンネルと地下，17，3，
pp. 205–213 

6 深見浩司 1993 上磯町三ツ石地区地下水調査報告 
地下資源調査所調査研
究報告，65，pp. 139–140 

7 
林 要一，中川 進，
本田裕夫，白石文雄 

1984 
札幌地下鉄でのCBモルタル充填式土止
め壁 

基礎工，12，4，pp. 57–
64 

8 
林 要一，藤田啓志，
高橋 章 

1990 
玉石混じり砂礫層で泥土圧シールドと
NATM を計画―延伸工事― 

トンネルと地下，21，8，
pp. 603–610 

9 広沢経夫 1982 
地熱開発調査の地域レポート[16]豊羽定
山渓地域 

地熱エネルギー，7，3，
pp. 16–38 

10 池田光良，瀧 正博 2007 
北海道トキサタマップ湿原の保全対策
工 

土と基礎，55，8，pp. 24–
27 

11 
木村充宏，中田隆文，
宮浦征宏，横浜勝司 

2011 
火山灰質地盤の原位置透水係数の細粒
分含有率依存性 

土木学会第 66 回年次
学術講演会講演概要
集，III，pp. 397–398 

12 工藤伸司 1984 
架道橋新設に伴う被圧水対策―千歳線
島松架道橋― 

鉄道土木，26，1，pp. 29–
33 

13 
松本徳久，山口嘉一，
田原則雄 

1991 ダム基礎軟岩のパイピング抵抗性 
第 23 回岩盤力学に関
するシンポジウム講演
論文集，pp. 247–251 

14 
弥勒院輝明，佐藤靖
郎，大鶴徳雄 

1990 
ピリカ発電所放水路トンネルの設計・施
工について 

電力土木，224，pp. 48–
58 

15 
宮浦征宏，中田隆文，
木村充宏，横浜勝司 

2010 
細粒分含有量を考慮した火山灰地盤の
透水係数の合理的判定手法 

土木学会第 65 回年次
学術講演会講演概要
集，III，pp. 257–258 

16 持田 豊 1978 青函トンネルにおける注入 
土と基礎，26，8，pp. 35–
45 

17 森 繁 1985 
双葉ダム（アスファルトコンクリート遮
水壁）の設計と施工 

月刊ダム日本，492，pp. 
39–55 

18 長沢大雄，林 輝夫 1979 
凝灰岩基礎上のロックフィルダム建設<
漁川ダム・特に基礎調査について> 

月刊ダム日本，412，pp. 
11–48 

19 
西口重男，池内憲造，
鳥山忠次，飯塚友之助 

1989 ボアホールスキャナー 
基礎工，17，10，pp. 78–
82 

20 
野坂隆一，石原 勝，
佐藤謙二，田口史雄 

1989 
白鳥大橋の主塔基礎に利用した地中連
続壁 

基礎工，17，1，pp. 56–
61 

21 小原常弘 1992 
地質系統と水理定数・水質―北海道の畑
作振興深層地下水調査から― 

地下資源調査所調査研
究報告，21 

22 
佐藤宣男，鈴木忠浩，
唐牛義夫，川辺正道 

1981 
札幌市下水道 地下推進工事における水
平薬液注入―国鉄函館本線横断部分― 

土木施工，22，9，pp. 11–
20 

23 
高波 要，岩佐正己，
山本年男，澤木 實 

1977 
江別市公共下水道第 3 工区雨水幹線シ
ールド工事 

土木施工，18，9，pp. 11–
16 

24 山添誠隆，三田地利之 2007 
真空圧密工法を適用した泥炭地盤の有
限変形弾塑性FEM 解析 

土木学会論文集C，63，
4，pp. 1113–1131 

25 
吉岡利春，木元福造，
石戸谷俊二 

1986 
パイプルーフ工法による線路下横断の
施工例 

基礎工，14，2，pp. 102–
108 
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添付資料B 岩種区分毎の地質環境特性（一軸圧縮強さ） 
 

 表 B-1および図 B-1 に岩種区分ごとに整理した一軸圧縮強さを示す。また，一軸圧縮強さのデー

タ抽出に用いた文献を表 B-2 に示す。データ整理に当たっては，各岩種の地質環境特性の代表値の

みではなく，ばらつきを確認することとして収集した数値データの統計処理を行い，平均値，最小

値，最大値，四分位数（25%値，50%値（中央値），75%値）を算出した。図 B-1 は数値データの統

計処理結果を箱ひげ図としてプロットしたものである。 

 なお，第四紀の火山岩類，新第三紀鮮新世ハイアロクラスタイト，新第三紀中新世深成岩類およ

び先新第三系基盤岩類に該当するデータは収集できなかった。 

 一軸圧縮強さの整理結果の概要を以下に示す。 

・ 第四紀堆積岩類の一軸圧縮強さは平均値が 20.1 MPa 程度，中央値が 11.3 MPa 程度であり，

25%値から 75%値のばらつきは 20 MPa 程度である。 

・ 新第三紀鮮新世堆積岩類の一軸圧縮強さは平均値が 2.1 MPa程度，中央値が 0.8 MPa程度で

あり，25%値から 75%値のばらつきは 0.5 MPa 程度である。 

・ 新第三紀鮮新世火山岩類の一軸圧縮強は収集データ 6 点の試験結果が同一であるため，ばら

つきは不明であるが，その代表値は 26.5 MPa 程度である。 

・ 新第三紀中新世堆積岩類の一軸圧縮強さは平均値が 19.8 MPa 程度，中央値が 6.8 MPa程度で

あり，25%値から 75%値のばらつきは 20 MPa 程度である。 

・ 新第三紀中新世火山岩類の一軸圧縮強さは平均値が 76.5 MPa程度，中央値が 67.5 MPa程度

であり，25%値から 75%値のばらつきは 70 MPa 程度である。 

・ 新第三紀中新世ハイアロクラスタイトの一軸圧縮強さは平均値が 35.1 MPa，中央値が 10.0 

MPa 程度であり，25%値から 75%値のばらつきは 15 MPa 程度である。  
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図 B-1 岩種区分毎の地質環境特性（一軸圧縮強さ） 

数値データの統計処理結果を箱ひげ図で表示。箱の上下端は第 3 四分位（75%値）および第 1 四分位（25%

値），箱内のバーは50%値（中央値）を示す。ひげの上下端は最大値（75%値＋1.5×四分位範囲（25%値から

75%値の範囲）より小さい値の最大の値）および最小値（25%値−1.5×四分位範囲（25%値から 75%値の範

囲）より大きい値の最小の値），図中の×印は平均値を示す。外れ値（データの中で極端にほかの値から離れ

ている値）は表示しない。 

  



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地質環境特性」 

B-4 

表 B-2 一軸圧縮強さのデータ抽出に用いた文献（1/2） 
No. 著者 発表年 文献タイトル 掲載雑誌など 

1 秋山忠禧 1981 札幌市地下鉄東豊線の計画 
トンネルと地下，12，5，
pp. 365–370 

2 秋山忠禧，若原嗣男 1983 札幌市地下鉄 3号線建設計画の概要 
土木施工，24，1，pp. 29–
37 

3 
藤井義明，宮下尚志，
石島洋二，川北 稔 

2002 
北海道の急崖を構成する岩石の力学
的特性 

地盤工学会論文報告集，
42，3，pp. 129–136 

4 藤井義明，上原洋次郎 2006 
封圧下で一方向に伸び変形を受ける
岩石の変形・破壊挙動に関する研究 

資源と素材，122，6・7，
pp. 330–337 

5 
古田卓也，奥寺健彦，
稲葉洋介 

2007 
泊発電所 3 号機建設工事における放
水路トンネルの施工実績 

電力土木，327，pp. 54–58 

6 
花見浩二，大友 勲，
谷藤和三 

1982 
知内発電所海底取水トンネルの設
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添付資料C 水理場の概念 
 

文献調査対象地区においては，日本海に面した寿都湾を挟んで東西にそれぞれ幌別山地と月越山

脈が主稜線をほぼ南北に連なり，それらの間に広がる黒松内低地帯を朱太川が南から北に向かって

流下するといった地形概況を示す。幌別山地および月越山脈は朱太川の分水界となっていることか

ら，文献調査対象地区の深さ数百～千m 程度を流れる地下水については，幌別山地および月越山脈

を主な涵養域とし，寿都湾や朱太川を主な流出域とした東西方向の流動系が形成されていると考え

られる。 

上記および説明書「地形，地質・地質構造」で作成した地質断面図の断面位置（図 3.1-1）を踏ま

えて，図 C-1 に示す文献調査対象地区の陸域を東西方向に通過するⅠ-Ⅰ’断面と，海域を東西方向

に通過するⅡ-Ⅱ’断面を対象として水理場の概念を検討した。 

 

 
図 C-1 水理場の概念を検討する断面位置 

基図は地理院タイルの陰影起伏図および傾斜量図に基づき作成。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」

（国土交通省）に，寿都町行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。河川流路は

地理院地図（電子国土Web）に基づき作成。海域の等深線は日本水路協会発行M7000 シリーズに基づき作成

（（一財）日本水路協会承認 第2021006 号）。 

 

図 C-2および図 C-3に，それぞれⅠ-Ⅰ’断面およびⅡ-Ⅱ’断面における水理場の概念を示す。 

文献調査対象地区の陸域を通過するⅠ-Ⅰ’断面においては，朱太川周辺の地表から深度 300 m 程

度にかけて新第三紀鮮新世堆積岩類と第四紀堆積岩類が下位から上位に分布するが，それ以外の月
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越山脈から幌別山地にかけての広い範囲には，新第三紀中新世ハイアロクラスタイトが広く分布す

る。 

文献調査対象地区の陸域に広く分布する新第三紀中新世ハイアロクラスタイトについては水理特

性が得られていないが，朱太川周辺の第四紀および新第三紀鮮新世の堆積岩類を比較すると，1 オ

ーダー程度の透水性の違いが認められる。また，Ⅰ-Ⅰ’断面の地形概況および黒松内低地帯を流れ

る朱太川の流下方向を踏まえると，地下水の流出域となる朱太川周辺の地下深部では，寿都湾に向

かう南から北への地下水の流れが形成されていることが想定される。 

 

 

図 C-2 文献調査対象地区における水理場の概念（Ⅰ-Ⅰ’断面） 

岩種の分布は図 3.3-1の地質断面図（B-B’断面）を簡略化。 

 

文献調査対象地区の海域を通過するⅡ-Ⅱ’断面においては，同地区西部の月越山脈周辺に新第三

紀中新世ハイアロクラスタイトが分布し，東部の幌別山地周辺に新第三紀中新世の堆積岩類および

ハイアロクラスタイトが分布する。寿都湾周辺では海底面から深度 300 m程度まで新第三紀鮮新世

堆積岩類と第四紀堆積岩類が下位から上位に分布する。また，月越山脈や寿都湾の沿岸部には，い

くつかの地質断層が分布する。 

前述したとおり，文献調査対象地区の陸域に広く分布する新第三紀中新世ハイアロクラスタイト

については水理特性が得られていないため，地下水流動系全体の透水性の違いは不明である。また，

月越山脈や寿都湾の沿岸部に分布する地質断層については幾何特性や水理特性に関する情報が取得

されていないため，それらの特性によっては地下水流動系に影響を及ぼす可能性が考えられる。寿

都湾周辺には陸域側の淡水域と海域側の塩水域の間に，淡水と海水の密度差や濃度差によって塩分・

淡水混合域が形成されており，降雨が地下深部に浸透した地下水は海水と比較して密度が小さいた

め，塩分・淡水混合域に沿うような形で上昇し汀線付近に流出すると考えられる。 
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図 C-3 文献調査対象地区における水理場の概念（Ⅱ-Ⅱ’断面） 

陸域における岩種の分布は図 3.3-1の地質断面図（A-A’断面）を簡略化。海域（寿都湾の海底下）における

岩種の分布は図 3.3-3の地質断面図（G-G’断面）に基づき推定。 
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添付資料D 熱対流が地下水流動に及ぼす影響 
 

被圧帯水層中における自然対流の発生の有無は，対象地域の地熱情報および岩種の熱物性値を用

いて式(1)により算出したレイリー数 Ra が限界値 39.5（4π2）よりも大きいか否かで判定する。な

お，岩盤は多孔質媒体の水平地層で，上端および下端境界は不透水かつ等温固定の条件を想定した

ものである（地下水の科学研究会，1996）。 

 

𝑅𝑎 =
ｇఘೢೢఈೡೡ∆்

ఔೡ
    (1) 

 

ここに，g は重力加速度［m/s2］，ρwは水の密度［kg/m3］，Cwは水の比熱［J/kg・K］，αvは水の

線膨張係数［/K］，kvは鉛直方向の固有透過度［m2］，Lは岩盤厚さ［m］，ΔTは温度差［K］，νは

水の動粘性係数［m2/s］，Kvは帯水層の鉛直方向の熱伝導率［J/m/s/K］を表す。 

 

 表 D-1 に示したパラメータを用いて，式(1)に基づき算出したレイリー数は 1.9 であり，限界値

39.5 よりも 1 桁以上小さいことから，熱対流が地下水流動に及ぼす影響はほとんどないと考えられ

る。 

表 D-1 パラメータ一覧 

パラメータ 記号 単位 適用値 備考 

重力加速度 g m/s2 9.81  

水の密度 ρw kg/m3 998.2 
20℃ 
国立天文台編（2020）p. 394 

水の比熱 Cw J/kg・K 4,180 
20℃ 
国立天文台編（2020）p. 522 

水の線膨張係数 αv /K 2.1×10-4 国立天文台編（2020）p. 428 

鉛直方向の 

固有透過度 
kv m2 1.7×10-14 

20℃における透水係数 K (m/s)と固有透過度 kv 
(m2)の関係をK=107 ×kvとして算出 
岩盤の透水係数K：1.7×10-7（新第三紀中新世火
山岩類を適用） 

岩盤厚さ L m 500 地下施設までの深度 

温度差 ΔT K 26 地温勾配 5.2℃/100 m と岩盤厚さから算出 

水の動粘性係数 ν m2/s 1.0034×10-6 
20℃ 
国立天文台編（2020）p. 398 

帯水層の鉛直方向

の有効熱伝導率 
Kv J/m/s/K 1.0 

臨海部や河川沿いの平地の値（阪田ほか，2017）
を適用 

 

【引用文献】 

地下水の科学研究会（1996）地下水の科学Ⅲ―地下水と地質―，土木工学社. 
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阪田義隆，葛 隆生，長野克則（2017）全国地盤物性データベースを用いた地中熱利用ヒートポン
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本資料を利用する際は出典を記載してください。出典の記載方法は以下のとおりで

す。編集・加工等して利用する際には，以下の出典表記とは別に編集・加工等を行っ

たことを記載してください。 

（出典の記載例） 

原子力発電環境整備機構（2024）北海道寿都郡寿都町文献調査報告書 

 

また，第三者（原子力発電環境整備機構以外のものをいいます。以下同じ。）の著作

物が含まれる場合（例えば，原子力発電環境整備機構が第三者の図表等を用いて転載・

編集・加工等している図表等）には，別途，第三者からの許諾が必要になることがあ

ります。利用者の責任において，第三者が権利を有している部分を確認し，当該第三

者から利用の許諾を得てください。 

 

上記は，著作権法上認められている引用などの利用について，制限するものではあ

りません。 
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第1章 調査，検討の考え方 
1.1 検討の進め方 

文献調査開始に当たって原子力発電環境整備機構（以下，NUMO という。）が 2020 年に公表した

「北海道寿都郡寿都町 文献調査計画書」（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を進めた。 

その間，経済産業省資源エネルギー庁（2023）「文献調査段階の評価の考え方」（以下，「文献調査

段階の評価の考え方」という。）が策定されており，当該地域の文献調査の情報に基づく概要調査地

区候補選定のための経済社会的観点からの検討については，これらに沿って文献調査対象地区であ

る寿都町における土地の利用に関する制約や考慮すべき点についての情報の収集・整理を行った。 

 

1.1.1 文献調査計画書 

NUMO が 2020 年に公表した文献調査計画書において，以下のように記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.2 「文献調査段階の評価の考え方」 

第 1 回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 特定放射性廃棄物小委員会において

「文献調査段階の評価の考え方」が報告（2023 年 11 月 2 日確定）された。この中で示された「経

済社会的観点からの検討」の考え方を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 文献・データに基づく評価 

文献調査では、最終処分法に定める文献調査で評価する要件を満足せず、明らかに適切でな

い場所を除外する作業を中心に、概要調査地区の候補を検討します。 

さらに、技術的な観点、経済社会的な観点からの検討も実施します。例えば、上記の評価の過

程で文献調査対象地区の地層や岩体、断層などの分布といった地下の状況について整理し、ど

の地層がより好ましいと考えられるかなどの検討や、土地の利用制限などの検討を実施します。 

 文献調査段階では、処分場建設の観点で法規制上、土地利用が「原則許可されない地域」

の有無を確認する。併せて、土地利用制限がある場合の許認可手続き等と配慮すべき点

を整理する。 

 そのうえで「原則許可されない地域」がある場合には、概要調査地区等の選定の際の検

討事項に加える。 

 現地調査に進む場合は、土地利用制限の状況に応じて、法規制等に対応する。 

 

（「考え方」適用時の留意事項） 

 処分場建設や現地調査での土地利用に際して、初期段階においては「国土利用計画法」

を基本に検討を進める。 

 事業進展段階ごとに（経済社会的観点の）調査範囲や内容を進展させていく。 

 事業進展段階ごとに土地利用制限の状況に応じて、法規制等に適切に対応する。 
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1.1.3 説明書作成の考え方 

経済社会的観点からの検討においては，はじめに 1.1 に示した経済社会的観点からの検討の進め

方に基づく評価のよりどころとなる情報として，個別規制法などによる土地の利用規制の指定状況

を収集・整理した（第 2 章）。次に，法や条例による寿都町における土地利用の指定状況を示した

（第 3 章）。これらの検討結果を用いて，文献調査対象地区における最終処分施設の設置場所として

土地の利用に関して「原則許可されない」場所についての確認を行った（第 4 章）。 

最後に，今後の調査の進展を見込んだ場合を鑑み，経済社会的観点について考慮すべき点を整理

した。 

 

1.2 実施項目と手順 

限りある国土を適正に利用するための総合的な計画として，国土利用計画法に基づき国，都府道

県，市町村は国土利用計画（全国計画，都道府県計画，市町村計画）を策定し，これを基本に都道

府県は土地利用の基本方向や土地利用の原則を定めるものとして，当該都道府県の区域を「都市地

域」「農業地域」「森林地域」「自然公園地域」および「自然保全地域」の 5地域区分に分けた土地利

用基本計画を定めている（国土利用計画法第 9条第 2 項，第 3項）。 

また，国土利用計画法においては，土地利用基本計画に即して適正かつ合理的な土地利用が図ら

れるよう，国や地方自治体は土地利用の規制に関する措置その他の措置を講ずるものとされ，5 地

域区分ごとに個別規制法が制定されている。このほか，土地利用の規制に関する措置等として，「別

に法律で定めるところにより，公害の防止，自然環境及び農林地の保全，歴史的風土の保存，治山，

治水等に配意しつつ，土地利用の規制に関する措置その他の措置を講ずる」ことが定められている

（国土利用計画法第 10 条）。 

寿都町の土地利用に関しては，上記の土地利用基本計画に加えて自治体ごとに，その特性を踏ま

えて種々の規制が行われている。文献調査は，対象地区を寿都町全域としていることから，詳細に

ついては，将来，事業段階に応じて調査範囲が絞り込まれた際に，当該地域について調査すること

が適切である。 

したがって，本説明書の「土地の利用制限の検討」においては，寿都町全域を対象に「北海道土

地利用基本計画」（第 5次 平成 30 年 3月）（以下，道土地利用計画という。）に基づく 5地域区分の

指定状況などを調査し，処分場建設の観点で法規制上，土地利用が「原則許可されない地域」の有

無を確認する。併せて，土地利用制限がある場合の許認可手続きなどおよび考慮すべき点を整理す

る。 

図 1.2-1 に国土政策に係る法体系を示す。図 1.2-2 に文献調査段階の経済社会的観点からの検討

の手順を示す。また，表 1.2-1 に 5 地域の定義を示す。 
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図 1.2-1 国土政策に係る法体系 

出典：国土交通省ホームページ：【国土利用計画】国土利用の新たな方向性について（令和 5 年 10 月 19 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2-2 文献調査段階の経済社会的観点からの検討の手順 

出典：文献調査段階の評価の考え方（2023年 11月 2日 資源エネルギー庁） 
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表 1.2-1 5地域の定義 

国土交通省：「土地利用基本計画制度について 平成28年 1月 28日（木） 

国土交通省 国土政策局 総合計画課 国土管理企画室」に基づき作成 

地域 

（法第 9 条第 2項各号） 

国土利用計画法上の定義 

（法第 9 条第 4項～8 項） 
運用上の定義 

都市地域 一体の都市として総合的に開発

し，整備し，及び保全する必要

がある地域 

都市計画法第 5条により都市計画区域

として指定されている又は指定される

ことが予定されている地域 

農業地域 農用地として利用すべき土地が

あり，総合的に農業の振興を図

る必要がある地域 

農業振興地域の整備に関する法律第 6

条により農業振興地域として指定され

ている又は指定されることが予定され

ている地域 

森林地域 森林の土地として利用すべき土

地があり，林業の振興又は森林

の有する諸機能の維持増進を図

る必要がある地域 

森林法第 2条第 3 項に規定する国有林

の区域又は同法第 5 条第 1項の地域森

林計画の対象となる民有林の区域とし

て定められている又は定めることが予

定されている地域 

自然公園地域 優れた自然の風景地で，その保

護及び利用の増進を図る必要が

あるもの 

自然公園法第 2条第 1 号の自然公園と

して指定されている又は指定されるこ

とが予定されている地域 

自然保全地域 良好な自然環境を形成している

地域で，その自然環境の保全を

図る必要があるもの 

自然環境保全法第 14条の原生自然環境

保全地域，同法第 22条の自然環境保全

地域又は同法第 45 条第 1 項に基づく都

道府県自然環境保全地域として指定さ

れている又は指定されることが予定さ

れている地域 
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第3章 法・条例などによる土地利用規制の指定状況 
3.1 社会環境面（都市地域，農業地域，森林地域） 

3.1.1 都市地域 

（1）定義 

都市地域は，一体の都市として総合的に開発・整備・保全する必要がある地域であり，「都市計画

区域」，「準都市計画区域」としての指定があり，規制行為の種類・規模を定めている。 

 

（2）都道府県計画における位置付け 

道土地利用計画においては，土地利用の原則として「都市地域は，一体の都市として総合的に開

発し，整備し，及び保全する必要がある地域です。都市地域の土地利用については，低・未利用地

や空き家等の有効活用，良好な都市環境の確保，形成及び安全で機能的な都市基盤の整備等に配慮

しつつ，既成市街地については，再開発等により土地利用の高度化を促進するとともに，市街化区

域又は用途地域において今後新たに必要とされる宅地については，計画的に確保，整備することを

基本とします。」としている。 

 

（3）寿都町における指定状況 

寿都町には「都市計画法」による都市計画区域および準都市計画区域の指定はない。 

 

3.1.2 農業地域 

（1）定義 

農業地域は，農用地として利用すべき土地があり，かつ総合的に農業の振興を図る必要がある地

域であり，都道府県が定める「農業振興地域」には，長期にわたり総合的に農業振興を図る地域と

して，市町村計画に基づき「農用地区域」としての指定がある。 

なお，農業振興地域の整備に関する法律第 3 条において，農用地等とは「①耕作の目的又は主と

して耕作若しくは養畜の業務のための採草若しくは家畜の放牧の目的に供される土地（農用地）」，

「②木竹の生育に供され，併せて耕作又は養畜の業務のための採草又は家畜の放牧の目的に供され

る土地（農用地を除く。）」，「③農用地又は前号に掲げる土地の保全又は利用上必要な施設の用に供

される土地」および「④耕作又は養畜の業務のために必要な農業用施設（③の施設を除く。）で農林

水産省令で定めるものの用に供される土地」と定義されている。 

農用地区域は原則として農地転用が禁止されているが，同法では区域内での開発行為と許可基準

について定めている。また，農業振興地域のうち「農用地区域でない地域」および「農業振興地域

外の農地」については農地転用許可制度に基づき，個別に規制行為の種類・規模を定めている。 

 

（i）農用地 

農用地区域は農地の中でも生産性の高い農地であるため，他の用途として使用するためには「農

業振興地域の整備に関する法律」（以下，「農振法」という。）に基づき制約がある。表 3.1-1 に農用

地区域において許可が必要な行為および許可基準を示す。 

 

（ii）農地 

農地については農地以外の土地利用計画との調和を図りながら，優良な農地を保全し，人々の食
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料を安定的に生産する観点から，農地の転用や権利の移動については「農地法」に基づく制約があ

る。表 3.1-2および表 3.1-3 に許可が必要な行為および許可基準を示す。 

 

（2）都道府県計画における位置付け 

道土地利用計画においては，土地利用の原則として「農業地域は，農用地として利用すべき土地

があり，総合的に農業の振興を図る必要がある地域です。農業地域の土地利用については，農用地

が食料生産にとって重要な基盤であることから，現況農用地は極力その保全と有効利用を図るとと

もに，道土の有効利用，生産性の向上等の見地から農用地区域において今後新たに必要とされる農

用地を計画的に確保，整備するものとします。」としている。 

また，転用などについては，「農用地区域内の土地は，農業生産の基盤として確保されるべき土地

であることなどから，土地改良等の農業生産基盤の整備を計画的に推進するとともに，他用途への

転用は行わないものとします。」，「農用地区域を除く農業地域内の農地等については，都市計画等農

業以外の土地利用計画との調整を了した場合には，その転用は調整された計画等を尊重し，優良農

地は後順序に転用されるように努めます。また，農業以外の土地利用計画との調整を了しない地域

及び農業以外の土地利用計画のない地域においては，優良農地の転用は原則として行わないものと

します。」としている。 

 

（3）寿都町における指定状況 

寿都町には「農振法」に基づく「農用地利用計画」により，「農用地区域」が存在しており，これ

ら指定地域の他用途利用は，知事への申請・許可を必要とする。また，「農地法」は優良農地の確保

と計画的土地利用の推進を目的として，農地を他用途に転用する場合，農業委員会での審議を経て，

知事又は指定市町村長への申請・許可が必要となり，4 ヘクタール以上は農林水産大臣の許可を必

要とする。 

同法に基づく農地の区分では，農用地区域内農地，甲種農地，第 1～3 種農地の区分があり，第 2

種，第 3 種農地以外については，農地以外への使用（一時的な転用を含む）に関して制約がある。

図 3.1-1 に寿都町農業地域および農用地区域を示す。 
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図 3.1-1 寿都町 農業地域および農用地区域 

出典：「国土数値情報（農業地域）」（平成 27年度，国土交通省）。「環境アセスメントデータベース」 

で作成後，行政界および凡例を明瞭にした。 
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3.1.3 森林地域 

（1）定義 

森林地域は，森林の土地として利用すべき土地があり，かつ林業の振興または森林の有する諸機

能の維持増進を図る必要がある地域であり，林業の振興または森林の有する諸機能の維持増進を目

的に，「国有林」，「地域森林計画対象民有林」および「保安林」の指定がある。 

「保安林」は，農林水産大臣が，水源かん養，土砂流出防備，魚つきなどの目的達成のため指定

する森林である。このほか，「国有林」においては，生物多様性の核となる森林生態系を厳正に保全・

管理するために「保護林」の区域，野生動植物の生息・生育地の拡大と相互交流を促すために保護

林同士を連結する「緑の回廊」の区域を設定している。 

 

（2）都道府県計画における位置付け 

道土地利用計画においては，土地利用の原則として「森林地域は，森林の土地として利用すべき

土地があり，林業の振興又は森林の有する諸機能の維持増進を図る必要がある地域です。森林地域

の土地利用については，森林が木材生産等の経済的機能や，山地災害の防止，水源の涵養，保健・

休養，二酸化炭素の吸収，生物多様性など自然環境の保全等の公益的機能を通じて道民生活に大き

く寄与していることなどから，必要な森林の確保を図るとともに，森林の有する多面的機能が持続

的に発揮されるようその整備及び保全を図るものとします。」としている。 

また，保安林は，「保安林については，山地災害の防止，水源の涵養，生活環境の保全等の公益的

機能の積極的な維持推進を図るべきものであることなどから，適正な管理を行うとともに，他用途

への転用は行わないものとします。」，「保安林以外の森林地域については，経済的機能及び公益的機

能の維持増進を図り，林地の保全に特に留意すべき森林，施業方法が特定されている森林，水源の

涵養に大きな役割を果たしている森林，優良人工造林地又はこれに準ずる天然林等の機能の高い森

林については，極力他用途への転用を避けるものとします。なお，森林を他用途へ転用する場合に

は，森林資源の確保と林業経営の安定に留意しつつ，災害の発生，環境の悪化等による公益的機能

の低下を防止するよう十分考慮するものとします。」としている。 

 

（3）寿都町における指定状況 

寿都町は，寿都町西側に広く分布する国有林のほぼ全域，東側に広く分布する民有林の大部分が

「保安林」に指定されており，これら指定地域での開発行為に対しては，各法により，知事の許可

または届出を必要とする。 

図 3.1-2 に寿都町国有林，図 3.1-3 に同地域森林計画対象民有林，図 3.1-4 に同保安林（国有林），

図 3.1-5 に同保安林（民有林）の地域指定状況を示す。 

また，「地域森林計画対象民有林」の域内において立木の伐採や開発行為を行う場合について，表

3.1-4 に同域内において許可が必要な行為および許可基準を示す。また，国有財産である「国有林」

を林野庁以外の者に貸付け，使用などをさせる場合について，表 3.1-5 に国有林の貸付，使用など

に関して許可が必要な行為および許可基準を示す。 
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図 3.1-2 寿都町 国有林 

出典：「国土数値情報（森林地域）」（平成 27年度，国土交通省），「国土数値情報（行政区域）」 

（平成 31年度，国土交通省）。「環境アセスメントデータベース」で作成後，行政界および 

凡例を明瞭にした。 
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図 3.1-3 寿都町 地域森林計画対象民有林 

出典：「国土数値情報（森林地域）」（平成 27年度，国土交通省），「国土数値情報（行政区域）」 

（平成 31年度，国土交通省）。「環境アセスメントデータベース」で作成後，行政界および 

凡例を明瞭にした。 
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図 3.1-4 寿都町 保安林（国有林） 

出典：「国土数値情報（国有林野）」（令和元年度，国土交通省）。「環境アセスメントデータベース」 

で作成後，行政界および凡例を明瞭にした。 
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図 3.1-5 寿都町 保安林（民有林） 

出典：「都道府県提供の保安林区域図または保安林区域のGISデータ」，「東京都，岡山県提供：土地利用基

本計画図のGISデータ」，「保安林（民有林_収録状況の区域：国土数値情報（行政区域）（平成 28年，国土

交通省）」。「環境アセスメントデータベース」で作成後，行政界および凡例を明瞭にした。 
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3.2 自然環境面（自然公園地域，自然保全地域） 

3.2.1  自然公園地域 

（1）定義 

「自然公園地域」は，優れた自然の風景地であり，その保護および利用の増進を目的として，「自

然公園法」に基づく国立公園，国定公園および「都道府県立自然公園条例」に基づく都道府県立自

然公園に区分される。 

 国立公園：国の風景を代表する自然の風景地で，環境大臣が指定して国が管理 

 国定公園：国立公園に準ずる自然の風景地で，都道府県の申し出を受けて環境大臣が指定し

て都道府県が管理 

 都道府県立自然公園：国立・国定公園に次ぐ自然の風景地で，都道府県が指定して自らが管

理 

「国立公園」および「国定公園」内は，自然環境や利用の状況を考慮して，特別保護地区，第 1～

3 種特別地域，普通地域および海中（海域）公園地区の 6 区分に分けて，規制行為の種類・規模が

定められている。また，「都道府県立自然公園」内は第 1～3種特別地域および普通地域の 4区分に

分けて，規制行為の種類・規模が定められている。 

 

（2）都道府県計画における位置付け 

道土地利用計画の土地利用の原則の中で「自然公園地域は，優れた自然の風景地で，その保護及

び利用の増進を図る必要がある地域です。自然公園地域の土地利用については，自然公園が優れた

自然の風景地であり，その保護と利用を通じて道民の保健，休養及び自然保護意識の啓発に資する

とともに生物多様性の確保に寄与するものであることなどから，その優れた自然の保護と適正な利

用を図るものとし，大規模な開発行為その他自然公園としての風景の保護に支障を及ぼすおそれの

ある土地の形状変更等の行為は，極力避けるものとします。」としている。 

また，区分ごとの規制については，「特別地域については，その風致の維持を図るべき地域であり，

現在の景観を極力保護することが必要な第 1 種特別地域，特に農林漁業活動についてはつとめて調

整を図ることが必要な第 2 種特別地域，特に通常の農林活動については原則として風致の維持に影

響を及ぼすおそれが少ない第 3 種特別地域に区分していることから，それぞれの区分の趣旨を踏ま

え，都市的利用，農業的利用等を行うための開発行為は極力避けるものとします。」，「特別保護地区

については，その指定の趣旨に基づき，景観の厳正な維持を図るものとします。」，「その他の自然公

園地域においては，都市的利用又は農業的利用を行うための大規模な開発，その他の自然公園とし

ての風景地の保護に支障をきたすおそれのある土地利用は極力避けるものとします。」としている。 

 

（3）北海道立自然公園条例 

北海道立自然公園条例は，北海道内にある優れた自然の風景地を保護するとともに，その利用の

増進を図ることにより，道民の保健，休養及び教化に資するとともに，生物の多様性の確保に寄与

することを目的としている。 
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（i）北海道立自然公園条例（改正：令和 4年 3月 31日条例第 10 号） 

 （特別地域）第 10 条 知事は，道立自然公園の風致を維持するため，公園計画に基づいて，

その区域内に特別地域を指定することができる。 

 （普通地域）第 21条 道立自然公園の区域のうち特別地域に含まれない区域（以下「普通地

域」という。）内において，次に掲げる行為をしようとする者は，あらかじめ，知事にその旨

を届け出なければならない。 

 

（ii）北海道立自然公園条例施行規則（改正：令和 4年3月 31日条例第 26号） 

 （特別地域の区分）第 16 条 道立自然公園に関する公園計画のうち，保護のための規制に関

する計画を定めるに当たっては，特別地域を次の各号のいずれかに掲げる地域に区分するも

のとする。 

(a) 第 1種特別地域（特別地域のうちでは風致を維持する必要性が最も高い地域であって，現

在の景観を極力保護することが必要な地域をいう。） 

(b) 第 2種特別地域（第 1 種特別地域及び第 3種特別地域以外の地域であって，特に農林漁業

活動についてはつとめて調整を図ることが必要な地域をいう。） 

(c) 第 3種特別地域（特別地域のうちでは風致を維持する必要性が比較的低い地域であって，

特に通常の農林漁業活動については原則として風致の維持に影響を及ぼすおそれが少ない地

域をいう。） 

 

（4）寿都町における指定状況 

寿都町の弁慶岬近傍は，「北海道立自然公園条例」による狩場茂津多道立自然公園に属しており，

第 3 種特別地域（北海道立自然公園条例第 10条，同施行規則第 16条），普通地域（同条例第 21 条）

の指定がある。指定地域の利用・開発に際しては，知事への申請・許可，届出が必要である。 

なお，寿都町には「自然公園法」に基づく国立公園，国定公園の指定はない。 

 

（i）狩場茂津多道立自然公園の概要 

狩場茂津多道立自然公園は，渡島半島北部の日本海側に位置し，檜山支庁と後志支庁にまたがる

道南の最高峰狩場山の山岳景観，寿都町弁慶岬から北檜山町太櫓海岸に至る茂津多岬を中心とした

海岸景観および特殊な植物分布を特色とする大平山の西側（東側については，自然環境保全法に基

づく自然環境保全地域に指定されている）を主要景観とする面積 22,647ヘクタールを有する公園で

あり，昭和 47 年 6月 23 日に指定されている。 

狩場茂津多道立公園管理指針（平成 13 年 9 月 20日 自然第 733 号通知）において，「公園区域は，

瀬棚町，北檜山町，寿都町，島牧村の 3 町 1村にわたり，狩場山系の山岳地域，寿都町弁慶岬から

北檜山町太櫓海岸にかけての海岸地域および大平山山岳地域の 3 地域から成り立っているが，風致

景観の特性およびその保全についての課題については共通する部分が多いので，本管理指針におい

ては公園全体を一つの管理計画区として取り扱う。」とされている。図 3.2-1 に狩場茂津多道立自然

公園（全体）を，図 3.2-2 に狩場茂津多道立自然公園（寿都町）を示す。 
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（ii）第 3種特別地域 

「弁慶岬」付近の陸域は，道立自然公園の風致を維持するため，公園計画に基づいて，その区域

内に特別地域を指定する区域として第 3 種特別地域（特別地域の中では風致を維持する必要が比較

的低い地域）として指定されている。表 3.2-1 に道立自然公園の特別地域内で許可が必要な行為お

よび許可基準を示す。 

 

（iii）普通地域 

「弁慶岬」付近の海域は，普通地域（道立自然公園の区域のうち特別地域に含まれない区域）と

して指定されている。普通地域内で届出（同条例第 21 条第 1項）が必要な行為や届出条件などにつ

いて，表 3.2-2 に道立自然公園の普通地域内で届出が必要な行為および届出条件を示す。 

 

（5）その他 

狩場茂津多道立公園管理指針（北海道環境生活部自然環境局 平成 13 年 9 月 20 日 自然第 733

号通知）に以下のような記載がある。 

 

  1 管理の基本的方針 

(1) 保護に関する方針 

ア 風致景観の特性及びその保全対象 （海岸地域） 

弁慶岬から瀬棚海岸にかけ、茂津多岬周辺を除いては第三紀の集塊岩からなる岩

礁・海蝕崖が発達し、小規模ながら変化に富んだ海岸景観を形成しており、その背後

には海成段丘があり、島牧の白糸岬から須築にかけての海岸景観は、最も優れている。 

イ 保全対象の保全指針 

本公園の特徴である狩場山山系のブナ林やお花畑、渓谷美に優れた河川など原始性

の高い山岳地域、寿都町弁慶岬から北檜山町太櫓にみられる荒々しい海蝕崖を有する

海岸地域、大平山の石灰岩性の植物がみられる地域など様々な景観及び生態系を維持

するため、総合的環境の保護に努めることとし、必要に応じて道立自然公園条例以外

の各種制度と連携し、国及び市町村との連絡調整を図る。 

 

2 風致景観の管理に関する事項 

(1) 許可、届出等取扱方針 

「北海道立自然公園条例施行規則」、「道立自然公園許可届出等事務取扱要領」によるほ

か、原則として以下の取扱方針によるものとすると記述され、行為の種類ごとに取扱方

針（風致の保護への配慮など）が示されている。 

・行為の種類：工作物（建築物、道路、電柱・鉄塔・アンテナ等）、木竹の伐採、広告物

（指導標・案内板、営業用広告物）、植物の採取・損傷 

・取扱方針：風致の保護への配慮、デザイン・色彩への配慮、自然環境の保全に努める、

展望や風致を考慮した上でデザインを検討、採取、損傷をする植物の数量は必要最小

限とする、など 
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図 3.2-1 狩場茂津多道立自然公園（全体） 

出典：狩場茂津多自然公園区域及び公園計画図（平成16年，）北海道檜山振興局ホームページ， 

原典：狩場茂津多自然公園区域及び公園計画図。「環境アセスメントデータベース」で作成後， 

行政界および凡例を明瞭にした。 
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図 3.2-2 狩場茂津多道立自然公園（寿都町） 

出典：狩場茂津多自然公園区域及び公園計画図（平成16年，）北海道檜山振興局ホームページ。「環境アセス

メントデータベース」で作成後，行政界および凡例を明瞭にした。  
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3.2.2 自然保全地域 

（1）定義 

自然保全地域は，自然環境保全や生物多様性の確保を目的に，「自然環境保全法」により原生自然

環境保全地域，自然環境保全地域および沖合海底自然環境保全地域に区分され，また，自治体の条

例により都道府県自然環境保全地域に区分され，指定・管理される。 

 原生自然環境保全地域： 

人の活動の影響を受けることなく原生の状態を維持している地域（1,000ヘクタール以上，

島嶼は 300 ヘクタール以上） 

 自然環境保全地域： 

ア．高山・亜高山性植生（1,000ヘクタール以上），優れた天然林（100 ヘクタール以上） 

イ．特異な地形・地質・自然現象（10 ヘクタール以上） 

ウ．優れた自然環境を維持している湖沼・海岸・湿原・河川・海域（10ヘクタール以上） 

エ．植物の自生地・野生動物の生息地のうち，ア～ウと同程度の自然環境を有している地域

（10ヘクタール以上） 

 沖合海底自然環境保全地域： 

沖合の区域1で，海底の地形若しくは地質又は海底における自然の現象に依存する特異な生

態系を含む自然環境が優れた状態を維持していると認めるもの 

 都道府県自然環境保全地域： 

自然環境保全地域（上記）に準ずる自然環境を維持している地域（ただし，海域を除く） 

 

（2）都道府県計画における位置付け 

道土地利用計画において，土地利用の原則として「自然保全地域は，良好な自然環境を形成して

いる地域で，その自然環境の保全を図る必要がある地域です。自然保全地域の土地利用については，

自然環境が人間の健康で文化的な生活に欠くことのできないものであることなどから，広く国民が

その恵沢を享受するとともに，将来の道民に自然環境を継承することができるよう，生物多様性の

確保など適正な保全を図るものとします。」としている。 

 

（3）寿都町における指定状況 

寿都町には，「自然環境保全法」による原生自然環境保全地域，自然環境保全地域および沖合海底

自然環境保全地域の指定はない。 

また，「北海道自然環境等保全条例」による道自然環境保全地域（自然的社会的諸条件からみてそ

の区域における自然環境を保全することが特に必要なもの），環境緑地保護地区（市町村の市街地及

びその周辺地のうち，環境緑地として維持又は造成することが必要な地区），自然景観保護地区（森

林，草生地，山岳，丘陵，渓谷，湖沼，河川，海岸等の所在する地域のうち，良好な自然景観地と

して保護することが必要な地区）および学術自然保護地区（動物の生息地，植物の生育地及び地質

鉱物の所在地のうち，学術上価値のあるものとして保護することが必要な地区）の指定はないが，

記念保護樹木（由緒・由来のある樹木又は住民に親しまれている樹木のうち，郷土の記念樹木とし

 
1 我が国の内水及び領海（水深 200 メートルを超える海域に限る），排他的経済水域並びに大陸棚に係る海域 
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3.3 その他（景観，文化財，国土防災） 

国土利用計画法においては，土地利用の規制に関する措置等として，「別に法律で定めるところに

より，公害の防止，自然環境及び農林地の保全，歴史的風土の保存，治山，治水等に配意しつつ，

土地利用の規制に関する措置その他の措置を講ずる」ことが定められている（国土利用計画法第 10

条）。上記に基づき，5地域の個別規制法以外に配意すべき措置等について，寿都町における指定状

況を確認した。 

 

3.3.1 景観 

「景観法」は，わが国の都市，農山漁村等における良好な景観の形成を促進するため，景観計画

の策定その他の施策を総合的に講ずることにより，美しく風格のある国土の形成，潤いのある豊か

な生活環境の創造及び個性的で活力ある地域社会の実現を図り，もって国民生活の向上並びに国民

経済及び地域社会の健全な発展に寄与することを目的としている。都道府県は，景観行政を担う主

体である景観行政団体として同法に基づき景観計画を策定し，良好な景観の形成に関する方針，行

為の規制に関する事項，景観重要建造物又は景観重要樹木の指定の方針などを定めることで，より

効果の高い，実効性のある景観づくりを先導していくこととしている。 

寿都町は，「北海道景観計画」により，寿都町全域が景観区域（一般区域）に指定されており，良

好な景観の形成のための行為の制限に関する事項として，届出対象行為や景観形成の配慮事項など

を定め，一定規模を超える建築物，工作物等の新築・増改築等について届出対象行為が規定されて

いる。 

 

3.3.2 文化財 

「文化財保護法」は，文化財の保存・活用と，国民の文化的向上を目的とし，文部科学大臣は有

形文化財等を重要文化財に指定できる。 

寿都町は，同法に基づく史跡名勝記念物（旧歌棄佐藤家漁場）および北海道文化財保護条例に基

づく有形文化財（漁場建築佐藤家）が存在する。また，周知の埋蔵文化財包蔵地については，土木

工事などを計画している場所が，最新の情報において同地の範囲内であるときは，文化財保護法の

規定により工事の着手前に寿都町教育委員会への届出が必要である。 

 

3.3.3 国土防災 

「土砂災害防止法」は，土砂災害の防止を目的とし，土砂災害の発生するおそれがある土地の区

域が土砂災害警戒区域および土砂災害特別警戒区域として指定されている。また，「砂防法」，「地す

べり等防止法」，「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」は，「土石流」「地すべり」「がけ

崩れ」などの土砂災害を未然に防ぐことを目的とし，法ごとに未然に災害を防ぐため一定の行為の

制限のある砂防指定地，地すべり防止区域，急傾斜地崩壊危険区域が指定されている。 

今後，現地調査や土木工事などを計画している場所が，自治体の整備する最新のハザードマップ

等において，土砂災害の防止を目的としたぞれぞれの区域に該当する場合には，区域ごとに指定さ

れている行為の制限や許可・届出等に従い，対応していくことが必要である。 

 

（1）土砂災害警戒区域（土砂災害特別警戒区域） 

土砂災害警戒区域は，国の基本指針に基づき都道府県知事が指定し，土石流，地すべり，急傾斜
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地の崩壊など，土砂災害による被害を防止・軽減するため，危険の周知，警戒避難体制の整備を行

う区域である。また，土砂災害特別警戒区域は，避難に配慮を要する方々が利用する要配慮者利用

施設等が新たに土砂災害の危険性の高い区域に立地することを未然に防止するため，開発段階から

規制していく必要性が特に高いものに対象を限定し，特定の開発行為を許可制とするなどの制限や

建築物の構造規制等を行う区域である。 

 

（2）砂防指定地 

砂防指定地は，砂防設備を要する土地又は治水上砂防のために一定の行為を禁止し若しくは制限

するべき土地として国土交通大臣が指定した土地の区域である。なお，砂防指定地の管理は都道府

県が行い，砂防指定地として指定された土地は，治水上砂防のために支障のある行為を防止する観

点から，竹木の伐採や土石・砂礫の採取等，一定の行為について制限があり，これらの行為を砂防

指定地内で行おうとする場合には，都道府県知事の許可が必要である。 

 

（3）地すべり防止区域 

地すべり防止区域は，地すべりしている区域または地すべりするおそれの極めて大きい区域，な

らびに地すべりを助長・誘発している地域または地すべりを助長・誘発するおそれがきわめて大き

い地域など，国土交通大臣または農林水産大臣が指定した区域である。地すべり防止区域として指

定された土地は，地すべりの発生による被害を防止又は軽減するため，地すべりの発生を助長・誘

発するおそれのある一定の行為について制限があり，地すべり等防止法第 18 条に定められた行為

を行おうとする場合には，都道府県知事の許可が必要である。 

 

（4）急傾斜地崩壊危険区域 

急傾斜地崩壊危険区域は，傾斜度が 30度以上の崩壊するおそれのある急傾斜地で，崩壊により相

当数の居住者その他の者に被害のおそれのある区域またはそれらに隣接する土地のうち，急傾斜地

の崩壊が助長・誘発されるおそれがないようにするため，一定の行為制限の必要がある土地として，

都道府県知事が指定する区域である。急傾斜地崩壊危険区域として指定された土地では，急傾斜地

の崩壊を助長・誘発するおそれのある一定の行為について制限がかけられており，急傾斜地法第 7

条に定められた行為を行おうとする場合には，都道府県知事の許可が必要である。 
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第4章 調査結果 

4.1 調査結果の概要 

国土利用計画を基本に都道府県が指定する都市地域，農業地域，森林地域，自然公園地域および

自然保全地域の 5地域区分の指定状況と，これらの 5 地域区分ごとに制定されている個別規制法な

どによる土地利用規制，景観，文化財，国土防災などに関する土地の利用規制について調査した結

果，土地の利用に関して「原則許可されない」場所は確認されなかった。 

図 4.1-1 に寿都町に係る土地利用制限および記念保護樹木などの概要図を示す。 
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図 4.1-1 寿都町に係る土地利用制限および記念保護樹木などの概要図 

「環境アセスメントデータベース」で作成後，行政界および凡例を明瞭にし，自然公園，記念保護樹木，史

跡名勝記念物および有形文化財の説明を加筆。 
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4.2 考慮すべき点 

地層処分事業は，事業の進展に応じて現地調査を実施し，将来的に最終処分施設を設置すること

を決定した後には，その地域において関連施設を建設することになる。その際，開発行為に当たっ

ては，原則的な土地利用に関する法・条例等に基づき，各種規制措置に対応した取り組みを行うだ

けでなく，地域との共生を前提とした長期にわたる土地利用が不可欠であり，地域の生活，自然，

環境面への深い配慮が求められる。 

こうした観点から，文献調査段階における経済社会的観点からの検討においては，国土を適正に

利用するための総合的な計画である「国土利用計画」を基本に北海道が策定する「北海道土地利用

基本計画（第 5 次 平成 30 年 3 月）」の寿都町における 5 地域区分の指定状況およびその他個別規

制法などによる土地利用規制について調査した。 

上記の調査結果を踏まえ，今後，調査の進展を見込んだ場合を鑑み，経済社会的観点について考

慮すべき点を以下に整理する。 

 

4.2.1 段階的対応 

経済社会的観点からの検討は，調査の進展に応じて，調査範囲や内容についても進展させていく

ことが想定される。その際には，必要十分な検討を実施できるよう種々の専門家・有識者より助言

を得て検討を進めていくことが重要である。 

 

4.2.2 地域の実情に応じた対応 

文献調査段階では，机上調査により土地利用に関する原則的な考え方を用いて，地上の土地利用

に関する種々の規制法に照らして「土地利用が原則許可されない地域」の有無を確認した。 

今後，調査が進展した場合には，調査地点が絞り込まれ，現地での調査活動も開始されることか

ら，調査地点などの土地利用状況や法規制への適切な対応に加えて，土地利用の不可逆性を考慮し，

土地利用の実態や地域の自然環境や社会環境も含む，現地の実情を十分に考慮したうえで，調査計

画を立案して現地調査を行い，調査の実施により想定される環境影響をできるだけ少なくするため

の対策を講じていくことが重要である。 

 

4.2.3 地域との対話 

最終処分事業は，初期の調査段階から地域との共生が不可欠であり，経済社会的観点においても，

今後，調査が進展した場合には，地域の皆さまへご説明し，ご意見を伺いながら進めていくことが

重要である。 
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本資料を利用する際は出典を記載してください。出典の記載方法は以下のとおりで

す。編集・加工等して利用する際には，以下の出典表記とは別に編集・加工等を行っ

たことを記載してください。 

（出典の記載例） 

原子力発電環境整備機構（2024）北海道寿都郡寿都町文献調査報告書 

 

また，第三者（原子力発電環境整備機構以外のものをいいます。以下同じ。）の著作

物が含まれる場合（例えば，原子力発電環境整備機構が第三者の図表等を用いて転載・

編集・加工等している図表等）には，別途，第三者からの許諾が必要になることがあ

ります。利用者の責任において，第三者が権利を有している部分を確認し，当該第三

者から利用の許諾を得てください。 

 

上記は，著作権法上認められている引用などの利用について，制限するものではあ

りません。 
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1. はじめに 
最終処分法に定められた要件に対応した項目および地熱資源ならびにこれらの基礎情報である，

技術的観点からの検討のうち地層や岩体，断層などの分布（地形，地質・地質構造）については，

下記の①，②のような文献・データを調査して収集し，評価に必要な情報を抽出した。調査に当た

っては③の方法も用いた。収集した文献・データの参考文献のうち，文献調査対象地区およびその

周辺の地域に関するものも収集の対象とした。 

① 産業技術総合研究所地質調査総合センターなどの公的な機関が公表している地質図，地質デ

ータなど1 

② 学術雑誌，学会や学会の委員会などが編集した書籍，原子力規制委員会審査資料など 

③ 信頼性のある文献データベースの検索 

このように収集した，①については機関名など，②については学術雑誌名など，③については利

用した文献データベースを本書にまとめている。結果として情報を抽出しなかったものも含まれて

いる。 

情報を抽出した文献・データについては，以下のリストにまとめている。 

a 「別に添付する説明書などの一覧」の「収集し，情報を抽出した文献・データのリスト」。「地

震・活断層」，「噴火」などの項目別に分かれていない。 

b 上記 a を「地震・活断層」，「噴火」などの項目別に分けたリスト。それぞれの項目に関する

説明書の添付資料としている。 

なお，文献・データの地理的な収集範囲については，「地震・活断層」，「噴火」，「隆起・侵

食」，「第四紀の未固結堆積物」，「鉱物資源・地熱資源」，「地形，地質・地質構造」それぞれ

の説明書の「2.1 収集対象範囲」に説明している。 

 

2. 調査した文献・データの発行機関，学術雑誌などの整理 
上記 1.の①，②については，まず，上記 a のリストを，発行機関別，学術雑誌などにより再整理

し，そこから，情報を抽出した文献・データの数が多い（5つ以上）例を抽出した（ア）。さらに数

は少ないものの，調査対象としたが情報の抽出に至らずこのリストに記載していない文献・データ

の例を示した（イ）。 

 

① 発行機関別の整理 

英文と和文に分けて示す。学会，団体，出版社は下記②で扱った。機関の名称や文献・データま

たは資料名などから同じ機関と考えられ，合計が 5 以上となるものは並べて示した。「：」の後は

個々の文献・データまたは資料などの例。 

 

(ア) 情報を抽出したもの 

○ 英文：発行機関名のアルファベット順 

 
1 地域のみで入手可能なものとして寿都町および札幌市内の図書館等の所蔵資料を含む。 
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 Geological Survey of Japan：1:2,000,000 map seriesなど 

○ 和文：発行機関名の五十音順 

 海上保安庁，海上保安庁水路部：沿岸の海の基本図など 

 核燃料サイクル開発機構：サイクル機構技報など 

 気象庁：地震月報（カタログ編）など 

 産業技術総合研究所：活断層データベースなど 

 産業技術総合研究所活断層研究センター：AFRC News など 

 産業技術総合研究所地質調査総合センター：日本の熱水系アトラス，全国地熱ポテンシャ

ルマップなど 

 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）：全国地熱資源総合調査（第２次）など 

 地震調査研究推進本部，地震調査研究推進本部地震調査委員会：黒松内低地断層帯の長期

評価についてなど 

 地質調査所：5万分の 1，20 万分の 1地質図幅など 

 防災科学技術研究所：強震観測網（K-NET, KiK-net），地すべり地形分布図など 

 北海道開拓記念館：北海道開拓記念館研究年報など 

 北海道開発庁：北海道地下資源調査資料など 

 北海道電力：泊発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（3号発電用原子炉施設の変更），

泊発電所関連審査会合資料など 

 北海道立総合研究機構環境・地質研究本部地質研究所：北海道地質研究所報告，試錐研究

会講演資料集など 

 北海道立地下資源調査所：地下資源調査所報告，5万分の 1地質図など 

 北海道立地質研究所：北海道立地質研究所報告など 

 

(イ) 情報を抽出しなかったもの 

○ 英文：発行機関名のアルファベット順 

 U.S.G.S.：Earthquake Hazards 

 

② 学術雑誌別の整理 

英文と和文に分けて学術雑誌などの名前を示す。公的な機関などが発行している上記①で扱った

ものは除いた。同じものと考えられ合計が 5 以上となるものはまとめ，名称を並列した。括弧内に

発行者を示す。 

 

(ア) 情報を抽出したもの 

○ 英文：学術雑誌などの名前のアルファベット順 

 Earth, Planets and Space (TERRAPUB など) 

 Geophysical Journal International（Oxford University Press など） 

 Journal of Geophysical Research: Solid Earth (American Geophysical Union) 
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○ 和文：学術雑誌などの名前の五十音順 

 火山，火山第 2集（日本火山学会） 

 活断層研究（日本活断層学会） 

 月刊地球（海洋出版） 

 鉱山地質（日本鉱山地質学会） 

 地震 第 2輯（日本地震学会） 

 地すべり（日本地すべり学会） 

 第四紀研究（日本第四紀学会） 

 地学雑誌（東京地学協会） 

 地球科学（地学団体研究会） 

 地球惑星科学関連学会合同大会予稿集，日本地球惑星科学連合大会予稿集（日本地球惑星

科学連合など） 

 地質学雑誌（日本地質学会） 

 地質学論集（日本地質学会） 

 地団研専報（地学団体研究会） 

 地理学評論（日本地理学会） 

 日本第四紀学会講演要旨集（日本第四紀学会） 

 日本地震学会講演予稿集，地震学会講演予稿集（日本地震学会） 

 日本地質学会年学術大会講演要旨（日本地質学会） 

 北海道大学地球物理学研究報告（北海道大学大学院理学研究院自然史科学部門（地球物理

学）など） 

 

(イ) 情報を抽出しなかったもの 

○ 和文：学術雑誌などの名前の五十音順 

 砂防学会誌（砂防学会） 

 土と基礎（地盤工学会） 

 

③ 利用した文献データベースの例 

 産業技術総合研究所地質調査総合センター「地質文献データベース」（GEOLIS）

https://gbank.gsj.jp/geolis/ 

 国立研究開発法人科学技術振興機構「科学技術情報発信・流通総合システム」（J-STAGE）

https://www.jstage.jst.go.jp/browse/-char/ja 

 大学共同利用機構法人 情報・システム研究機構 国立情報学研究所「NII 学術情報ナビゲ

ータ」（CiNii）https://support.nii.ac.jp/ja 

 国立国会図書館デジタルコレクション https://dl.ndl.go.jp/ 
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2024 年 11 月 発行 原子力発電環境整備機構 

 

本資料を利用する際は出典を記載してください。出典の記載方法は以下のとおりで

す。編集・加工等して利用する際には，以下の出典表記とは別に編集・加工等を行っ

たことを記載してください。 

（出典の記載例） 

原子力発電環境整備機構（2024）北海道寿都郡寿都町文献調査報告書 

 

また，第三者（原子力発電環境整備機構以外のものをいいます。以下同じ。）の著作

物が含まれる場合（例えば，原子力発電環境整備機構が第三者の図表等を用いて転載・

編集・加工等している図表等）には，別途，第三者からの許諾が必要になることがあ

ります。利用者の責任において，第三者が権利を有している部分を確認し，当該第三

者から利用の許諾を得てください。 

 

上記は，著作権法上認められている引用などの利用について，制限するものではあ

りません。 
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収集し情報を抽出した文献・データのリスト 

 

北海道寿都郡寿都町の文献調査において，最終処分法に定められた要件に対応した項目，地

熱資源およびこれらの基礎情報である技術的観点からの検討のうちの地層や岩体，断層などの

分布（地形，地質・地質構造）について，収集し情報を抽出した文献・データの具体名をリス

トにして次頁以降にまとめた。収集し情報を抽出した文献・データは，項目間の重複を除いて

755 件であった。 

なお，地震・活断層，噴火，鉱物資源・地熱資源などの項目別に分けたリストについては，

それぞれの項目に関する説明書の添付資料としている。 

 

＜リストの記載方法＞ 

・著者名，（発表年），タイトル，雑誌や報告書名，巻・号・頁や発行所などの順で記載した。 

・ウェブサイトの場合，著者名，タイトル，閲覧日などの順で記載した。 

・著者名をアルファベット順で並べ，同じ著者の場合は発表年順で並べた。 
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A 
Abdelwahed, M. F., Zhao, D. (2007) Deep structure of 

the Japan subduction zone, Physics of the Earth 
and Planetary Interiors, 162, pp. 32–52. 

赤松守雄（2003）北海道の自然史，北海道出版企画セン
ター. 

秋葉 力（1957）北海道後志国大金鉱山附近の地質およ
び鉱床 特に西谷𨫤群について，鉱山地質，7，3，pp. 
30–48. 

秋葉 力（1958）北海道西南部における鉱床区，新生代
の研究，27，pp. 623–632. 
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魚住 悟（1966）北海道西南部における火成活動と地
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秋葉 力，庄谷幸夫（1970）黒松内東北部地域の地質と
鉱床，北海道地下資源調査資料，118，pp. 47–55，北
海道開発庁. 

秋田藤夫（2014）北海道における地熱開発調査の現状と
課題，第 52 回試錐研究会講演資料集，pp. 13–21，北
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青木かおり，町田 洋（2006）日本に分布する第四紀後
期広域テフラの主元素組成 ―K₂O-TiO₂図によるテ
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青柳直樹，内野栄治，市橋大山（2015）北海道内温泉の
ラドン濃度，温泉科学，64，pp. 422–434. 

浅森浩一，石丸恒存，岩月輝希（2002）日本列島におけ
る火山周辺の酸性地下水分布，サイクル機構技報，15，
pp. 103–111. 

浅森浩一，梅田浩司，石丸恒存，小松 亮（2003）温泉
地化学データベースの作成，JNC TN7450 2002-003，
核燃料サイクル開発機構. 

Asamori, K., Zhao, D. (2015) Teleseismic shear wave 
tomography of the Japan subduction zone, 
Geophysical Journal International, 203, pp. 1752–
1772. 

吾妻 崇（2002）黒松内低地の地形地質調査，AFRC 
News，16，p. 2，産業技術総合研究所活断層研究セ
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吾妻 崇（2002）黒松内低地断層帯の活動様式と今年度
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研究センター. 

吾妻 崇（2002）黒松内低地断層帯⾧万部断層のトレン
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吾妻 崇，下川浩一（2002）黒松内低地断層帯白炭地区
のトレンチ掘削調査，AFRC News，16，p. 2，産業
技術総合研究所活断層研究センター. 

吾妻 崇，下川浩一，寒川 旭，杉山雄一，奥村晃史，
桑原拓一郎（2002）黒松内低地断層帯白炭地区のトレ
ンチ掘削調査ほか，AFRC News，18，p. 2，産業技
術総合研究所活断層研究センター. 

Azuma, T., Okumura, K., Shimokawa, K., Sugiyama, 
Y., Sangawa, A., Kuwabara, T. (2003) Transition of 
neotectonics in the Kuromatsunai Lowland fault 
zone, Southwest Hokkaido, related to starting of 
convergence along the east margin of the Sea of 
Japan, IUGG2003 Abstracts Week B, p. 472. 

吾妻 崇，下川浩一，寒川 旭，杉山雄一，桑原拓一郎，
奥村晃史，黒澤英樹，信岡 大，三輪敦志（2003）黒
松内低地断層帯における断層活動履歴調査，活断層・
古地震研究報告，3，pp. 1–22. 

吾妻 崇，下川浩一，杉山雄一，寒川 旭，奥村晃史，
桑原拓一郎，黒澤英樹，信岡 大，三輪敦志（2003）
褶曲－衝上断層帯における活断層調査—黒松内低地
断層帯における事例—，地球惑星科学関連学会合同大
会予稿集，J027-P005. 

吾妻 崇，下川浩一，杉山雄一，寒川 旭，桑原拓一郎，
奥村晃史（2003）黒松内低地断層帯における断層活動
履歴調査，第 2 回活断層研究センター研究発表会「活
断層評価手法の高度化に向けて—」講演要旨集，p. 6. 

吾妻 崇，桑原拓一郎，下川浩一，杉山雄一，寒川 旭，
奥村晃史，黒澤英樹，三輪敦志，古澤 明（2003）黒
松内低地断層帯調査で得られた放射性炭素同位体年
代と火山灰，日本第四紀学会講演要旨集，33，pp. 108–
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吾妻 崇，奥村晃史，後藤秀昭，黒澤英樹，信岡 大，
三輪敦志，下川浩一，寒川 旭，杉山雄一（2004）北
海道南西部，⾧万部付近にみられる段丘面の傾動と活
褶曲運動，日本第四紀学会講演要旨集，34，pp. 4–5. 

吾妻 崇，後藤秀昭，下川浩一，奥村晃史，寒川 旭，
杉山雄一，町田 洋，黒澤英樹，信岡 大，三輪敦志
（2004）黒松内低地断層帯の最新活動時期と地下地
質構造，活断層・古地震研究報告，4，pp. 45–64. 
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松内低地断層帯における低角逆断層による地層変形
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（2005）黒松内低地断層帯の最新活動時期と地下構
造，地質調査研究報告，56，3/4，p. 164，産業技術総
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載））.（寿都町ご提供） 
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青森県六ヶ所村の地域住民との交流の進め方について 
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第10回 2022年5月27日 国のエネルギー政策について 

第11回 2022年7月21日 文献調査の進捗状況について 

第12回 2022年9月21日 フィンランド（エウラヨキ町）のこれまでの歩みと現状について 

第13回 2022年11月15日 将来のまちのあり姿について 
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将来のまちのあり姿について 
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文献調査について（これまでのふりかえりと経済社会的観点からの

検討） 
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